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１ 巻頭言 
 



巻頭言 

 

  災害科学国際研究所での 2 年目の活動について 

 

 東北大学では、東日本大震災直後の 2011 年 4 月に総長を機構長とした全学組

織「東北大学災害復興新生研究機構」を設置し、日本復興の先導をめざし、研究・

教育・社会貢献に取り組んでいます。その第一の柱が、「災害科学国際研究プロ

ジェクト」であり、2012 年 4 月に研究組織である災害科学国際研究所を発足さ

せました。 

 本研究所の設立理念は、英知を結集して被災地の復興・再生に貢献するととも

に、国内外の大学・研究機関と協力しながら、自然災害科学に関する世界最先端

の研究を推進することにあります。さらに、東日本大震災の経験と教訓を踏まえ

た上で、わが国の自然災害対策・災害対応策や国民・社会の自然災害への処し方

そのものを刷新し、巨大災害への新たな備えへのパラダイムを作り上げたいと

思っております。このことを通じて、国内外の巨大災害の被害軽減に向けて社会

の具体的な問題解決を指向する実践的防災学の礎を築きたいと決意を新たにし

ております。 

 そのため、文部科学省から特定経費で採択された「東日本大震災の被害実態と

教訓に基づく実践的防災学の国際研究拠点形成」や科研費、受託研究費など様々

な経費により、現在様々な研究活動を行っております。巨大地震および津波の発

生メカニズムの解明から被害の状況、将来の評価・予測などの展開であり、50 年

先、100 年先まで見据えて、災害時の「最悪シナリオ」を作成し、想定外の対応

を含めながら、災害軽減の技術と科学を推進しています。また、過去には、伝承

や石碑などでしか伝えることのなかった当時の教訓を、デジタルアーカイブを

はじめとする最新技術を駆使して後世に伝える「災害文化」の進化と発展にも力

をいれています。さらに国内外の災害に備えるため、リスク評価の信頼と向上、

支援学の構築、災害医学との連携、歴史文化を踏まえた防災のあり方などの学際

的な災害科学の研究を展開し、国内外へ発信する中核としての役割を担いたい

と思います。 

 2013 年度においては、東北沿岸部の自治体と包括的な協定を締結頂き、地域

に貢献できる活動を始めており、10 月には気仙沼市サテライト（分室）を設置

することができました。さらに、災害と共存し「生きる力」を育む市民運動化プ

1



ロジェクトの推進、「防災手帳」や「防災訓練」の普及、誰にでも認識可能な「防

災・減災コミュニケーションデザイン防災ピクトグラム」の開発を行っていま

す。特に、国際的な活動としては、米国ハーバード大学（震災アーカイブ）、ハ

ワイ大学（自然災害に関する総合的な学術研究の推進）、英国ロンドン大学（災

害リスク研究）、ドイツ航空宇宙センター（広域被害把握）と連携を強化し、強

固な災害研究を推進しています。さらに、7 月には、APPU（環太平洋大学協会）

において、マルチハザードプログラムを立ち上げ、災害研究の推進、国際社会・

政策への貢献、キャンパス安全の点検、サマースクールの実施などの活動を進め

ています。11月に発生したフィリピンでの台風Haiyanの被害に当たりましては、

被災地での支援に加えて、学術的な研究を地元大学・関係機関とすすめ、救急・

救命、復旧、復興における課題やそれに対する解決の調査研究活動について全所

を挙げて実施しております。 

 昨年度初めて自己評価書（平成 24 年度活動）を作成させて頂き、今回が 2 回

目の報告書となります。発足から 2 年を経過し、所内の人員・体制も整った中で

の活動を報告させて頂きます。本年 8 月には、新しい研究所施設が竣工する予

定であり、実践的防災学の国際拠点としての機能がさらに充実します。2015 年

に仙台にて開催される「第三回 国連防災世界会議」において「学」が国際社会

および政策へのさらなる貢献を目指して積極的に活動を進めていく所存であり

ます。今回の報告書をご覧いただき、ご意見などをいただければ幸いです。今後

ともご指導・ご鞭撻の程、お願いしたいと存じます。 

 

 

 

災害科学国際研究所 

所 長 今村 文彦 
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２ 研究所の概要 

 



（１）基本理念 

 

平成 24 年 4 月、東日本大震災という未曾有の災害を経験した東北大学は、新たな研究組織「災害科

学国際研究所」を設立した。東北大学の英知を結集して被災地の復興・再生に貢献するとともに、国内

外の大学・研究機関と協力しながら、自然災害科学に関する世界最先端の研究を推進することが、災害

科学国際研究所に与えられた使命である。 

災害科学国際研究所の設立理念は、東日本大震災の経験と教訓を踏まえた上で、わが国の自然災害対

策・災害対応策や国民・社会の自然災害への処し方そのものを刷新し、巨大災害への新たな備えへのパ

ラダイムを作り上げることにある。このことを通じて、国内外の巨大災害の被害軽減に向けて社会の具

体的な問題解決を指向する実践的防災学の礎を築くことを目標とする。 

災害科学国際研究所が推進する自然災害科学研究とは、事前対策、災害の発生、被害の波及、緊急対

応、復旧・復興、将来への備えを一連の災害サイクルととらえ、それぞれのプロセスにおける事象を解

明し、その教訓を一般化・統合化することである。 

東日本大震災における調査研究、復興事業への取り組みから得られる知見や、世界をフィールドとし

た自然災害科学研究の成果を社会に組み込み、複雑化する災害サイクルに対して人間・社会が賢く対応

し、苦難を乗り越え、教訓を活かしていく社会システムを構築するための学問を「実践的防災学」とし

て体系化し、その学術的価値を創成することを災害科学国際研究所のミッションとする。 

 

（２）沿革・設置目的 
 

沿 革 

 

  平成 24（2012 年）4 月 研究所設置（7 部門 36 分野） 

       災 害リスク 研究部門（7 分野） 

       人間・社会対応研究部門（7 分野） 

       地域・都市再生研究部門（5 分野） 

       災 害 理 学 研 究 部 門（7 分野） 

       災 害 医 学 研 究 部 門（7 分野） 

       情報管理・社会連携部門（3 分野） 

       寄 附 研 究 部 門（1 部門） 

 

設置目的 

災害科学国際研究所は、東日本大震災の経験と教訓を踏まえ、わが国の自然災害対策や国民・社会の

自然災害への処し方そのものを刷新し、巨大災害に備える新たなパラダイムを作り上げることを設立理

念とし、国内外の巨大災害の被害軽減に向けて社会の具体的な問題解決を指向する実践的防災学の礎を

築くことを目的として設置された。 
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（３）中期目標・中期計画 

 

災害科学国際研究所の理念に則り、研究活動、教育活動、社会貢献、国際展開について以下の中期目

標を立てた。 

 

1) 研究活動に関する中期目標 

東日本大震災の被災自治体等との連携を強化し、被災地の復興への具体的貢献を果たしながら、複雑

化・多様化する自然災害のリスクに対応できる社会の創成を目指し、新たな防災・減災技術の開発とそ

の社会実装に取り組む。災害という脅威を防ぎ止めるだけでなく、人間・社会が賢く備えて対応する、

さらに災害による被害や社会の不安定から回復しながら教訓を語り継ぐ災害文化を醸成し、社会システ

ムにそれを織り込んでいく。 

 

・地球規模の自然災害発生とその波及機構の解明 

・東日本大震災の被害実態と教訓に基づく防災・減災技術の再構築 

・被災地支援学の創成と歴史的視点での災害サイクル・復興の再評価 

・地域・都市における耐災害性能の向上とその重層化 

・広域巨大災害対応型医学・医療の確立 

・新たな防災・減災社会のデザインと災害教訓の語り継ぎ 

 

2) 教育内容及び教育の成果等に関する目標 

本研究所における学内の教育活動は、各教員が兼担している学部・学科および研究科における学部教

育・大学院教育が主たるものである。一方、教育活動を広い意味でとらえると、本学教員の全員が、災

害に強い社会を醸成するための市民力の向上に寄与するという責務を有している。中期目標・中期計画

では、大学内での学生および研究者の教育を「教育活動」とし、震災被災地復興への貢献や我が国の防

災力等の向上に資する教育活動は、「社会貢献活動」として位置づけることとする。本学における教育活

動の中期目標は以下の通りである。 

学部・大学院の学生に対して、災害科学に関する基礎的な知識を教育し、関心を高める教育を行う。

そのために、全学教育や学部・大学院における専門教育プログラムにおいて、災害科学に関する基礎的

な知識を提供する科目を提供する。 

災害科学に関する実践的研究の成果を基盤として、社会における防災・減災に携わる人材と、次代を

担う災害科学研究者を育成する。 

 

なお、本学の学生の活動支援は、学部生については教育機会および知識の提供を主とし、大学院生に

ついてはそれに加え自身の問題意識に基づいて進める研究活動や成果発信を支援することとしている。

すなわち、災害科学に関する最新の研究発表・聴講ができる支援体制をつくるとともに、国内外の学会

やワークショップにおける参加・発表するための支援体制を検討し設置する。加えて、国際連携のため
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の仕組みをつくり、大学院の学生の海外における災害科学に関する研修を支援する。 

 

3) 社会との連携や社会貢献に関する目標 

東日本大震災の被災地や世界をフィールドとする研究を進めると同時に、社会との防災・減災の連携

強化を図り、国内外の防災・減災戦略及び防災・減災教育に対して積極的に貢献する。東日本大震災の

教訓や研究活動により得られた研究成果の社会実装を行うため、産官学の戦略的な連携研究を推進する。 

そのために、社会連携オフィスを設置し、国内外に対しての防災・減災戦略の企画や展開を積極的に

実施し、防災・減災教育のための社会への情報発信と意識啓発活動を推進する。所内には、広報・情報

担当者をおき、広報活動の充実、公開講座、シンポジウム等を実施する。 

 

4) 国際化に関する目標 

本研究所は、震災の教訓を国内外に広く発信することに加え、世界をフィールドとした防災・減災研

究に取り組み、その成果を社会に組み込むことを目標としているため、外国の大学や研究機関との連携・

交流及び国際協力事業を積極的に推進する。海外大学との共同研究や、大学間および部局間協定、人材

交流等を継続的に推進するために、国際連携担当者をおく。また、海外からの留学生・研究者を積極的

に支援する。 

 

5) 組織運営活動に関する目標 

本研究所の教員は、本学内の多数の部局から異動してきており、平成 26 年 8 月末に本研究所研究棟

が竣工するまでは、それぞれの居室は元部局にある。研究所構成員の全体会議を定期的に開催し、研究

所を取り巻く状況や活動、課題の共有化を図る。また、メーリングリストやビデオ会議を有効活用しな

がら効率的な組織運営を図ることとし、部局間の情報・意見の交換や合意形成を効率的に行う体制を構

築する。 

 

（４）組織運営活動 

 

本研究所の組織運営としては、本研究所の最高意志決定機関である運営会議の下に、研究企画委員会、

編集出版・図書委員会、広報委員会、教務委員会、施設・環境委員会、ハラスメント防止委員会、予算

委員会を設置し、それぞれの所掌事項毎に所内ルールや制度・方針を策定して運営会議に諮った後に決

定し、教授会や全体会議で周知するという仕組みを確立した（3 章 E 研究所内会議・委員会構成を参照）。 

平成 25 年度は、月 1 回を基本に研究所教授会及び全体会議を開催した。構成員が複数のキャンパス

に分散して居住しているため移動コストが大きい全体会議の場を可能な限り効率的な情報交換、課題の

共有化の場として活用する必要がある。そのため、(1)兼務教員、事務スタッフ、防災関係機関を含めた

拡大全体会議、(2)非常勤を含む専任教員を対象とする全体会議、(3)専任の准教授以上を対象とする拡大

教授会、(4)専任の教授による教授会という 4 つの会議を同一日に連続して開催することとした。さらに、

国際的な災害研究と東北における復興の先導を通じて実践的防災学の構築を目指すという本研究所の 
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ミッション達成に関連する情報を共有化するため、拡大全体会議の時間内に、所外組織から講師をお呼

びして談話（東日本大震災ウォッチャー）をいただくとともに、本研究所のメンバーが最新の活動の報

告を行う仕組みを構築した。 

特に本研究所からの情報発信については、所内に広報・出版・図書委員会を組織し、研究成果等の社

会への効果的な発信方法や広報体制を検討し、本研究所の定期刊行物等の出版に関する企画、および資

料・図書整備についての方針を検討して、実行体制を整備した。 

開所以来、本研究所の全教員のアクティビティ（学会発表、受賞、取材、災害現地調査報告、重要な

活動等）についてはウェブページを通じて発信している（平成 25 年度はトピックス 175 件、報道 322 件

を掲載）。さらに、本研究所の設立理念やミッションを広く伝えるためのパンフレットの制作（平成 25

年度日本語版、英語版を発行）、東日本大震災への復興の貢献や教員の取り組み・研究成果を広く発信す

るためのニューズレター:IRIDeS Quarterly（日本語版年 4 回、英語版年 2 回）の刊行、本研究所の PR 誌

IRIDeS Report（年 1 回）を刊行するなど、研究所の情報発信を強化した。 

さらに本研究所の全教員と特定プロジェクト研究の 1年間の活動を総括する年次活動報告書の内容と

編集体制を強化した。 

 

 

（５）研究活動 
 

本研究所の使命は、東日本大震災における調査研究、復興事業への取り組みから得られる知見や、世

界をフィールドとした災害科学研究の成果を社会に組み込み、複雑化する災害サイクルに対して人間・

社会が賢く対応し、苦難を乗り越え、教訓を活かしていく社会システムを構築するための「実践的防災

学」の体系化とその学術的価値の創成である。そのために、平成 25 年度では以下の主要 5 項目を研究

目標に掲げ、研究活動を展開した。 

1) 東日本大震災の被害実態と教訓に基づく国際研究の推進（各研究部門の学術研究の深化） 

2) 特定プロジェクト研究等による様々な研究分野の融合 

3) 被災地や関連学会との連携強化 

4) 国内外の研究機関との共同研究の戦略的推進 

5) 実践的防災学の体系化と研究成果の社会実装を推進する場の形成 

 

上記の目標に対して、平成 25 年度の取り組みや達成状況の概要は以下の通りである。 

 

1) 東日本大震災の被害実態と教訓に基づく国際研究の推進（各研究部門の深化） 

本研究所は、災害リスク研究部門、人間・社会対応研究部門、地域・都市再生研究部門、災害理学研

究部門、災害医学研究部門、情報管理・社会連携部門、津波地震リスク評価（東京海上日動）寄附研究

部門、という 7 つの研究部門で構成される（各部門の活動については部門概要を参照のこと）。2014 年

3 月 31 日現在、計 74 名の専任教員がそれぞれの問題意識と使命の元に専門研究に取り組むとともに、
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本研究所兼任教員や国内外の研究機関の研究者や様々な組織の実務家とともに共同研究を実施してい

る。平成 25 年度の成果としては、約 580 編の学術論文、著書 54 冊（単著、共著、分担執筆含む）、総

説解説 79 編、学会における基調講演・招待講演 132 件、通常講演 796 件、市民向け講演 250 件という

特筆すべき内容・数の発表を果たすことができた。また、学会における受賞件数は 16 件となっている。

特に、国際誌（Marine Geology、Sedimentary Geology、Coastal Engineering Journal）において、最多被引

用論文、最多アクセス論文などにもランクされている。 

また、論文の公表だけでなく、緊急解析・調査実施を実施した。たとえば、2013 年 11 月の台風 30

号（ハイエン台風）災害の解析・現地調査、2014 年 4 月チリ北部で発生した地震津波の解析を行い、解

析結果や現地調査結果の報告を発信した。 

競争的研究資金については、平成 25 年度の科研費の代表者としての取得は 42 件、その他受託研究等

の競争的研究資金の代表者としての受給は 44 件であった。 

 

2) 特定プロジェクト研究等による様々な研究分野の融合の促進 

学際融合研究の促進のために、研究所内外において特定プロジェクト研究を公募し、様々な分野の研

究者が参加できる文理融合研究を開始した。平成 25 年度は、拠点研究として研究種目 A（13 件）、B(24

件)、C（43 件）を採択、連携研究として国際連携（11 件）、被災地連携（5 件）、国内連携（8 件）を採

択し、順調に成果を挙げている。また、これらの結果は研究所内で共有するだけでなく、公開の成果報

告会を設けて発信を行った。 

 

3) 被災地や関連学会との連携強化 

実践的防災学を創成するという目標を達成するためには、東日本大震災等の被害の全貌解明と教訓の

整理、被災地の復興モニタリング、減災への課題整理、将来の災害の発生が懸念される地域での予防対

策などの状況を踏まえ、関係機関と協力しながら研究の実施と成果の社会実装を行わなければならない。

そのような問題意識のもと、平成 25 年度は、沿岸地域での避難実態調査、訓練の企画・実施、地域防

災・避難計画策定の支援などを行った。｢カケアガレ日本（岩沼市）｣、「とにかく にげっぺ！（石巻

市）」、自動車使用の訓練などユニークな企画も取り入れ、2 自治体と連携した訓練を実施した。 

また、被災 8 自治体との包括的連携協定を締結し、総合的な研究・連携体制を構築している。特に、

平成 25 年 10 月には気仙沼市サテライト（分室）を設置し、地域連携体制の強化に取り組んでいる。災

害と共存し「生きる力」を育む市民運動化プロジェクトの推進、「防災手帳」や「防災訓練」の普及、

誰にでも認識可能な「防災・減災コミュニケーションデザイン防災ピクトグラム」の開発に取り組んだ。 

 

4) 国内外の研究機関との共同研究の戦略的推進 

東北大学の英知を結集して被災地の復興・再生に貢献するとともに、国内外の大学・研究機関と協力

しながら、自然災害科学に関する世界最先端の研究を推進するために共同研究を推進している。 

国際的な活動としては、米国ハーバード大学（震災アーカイブ）、ハワイ大学（自然災害に関する総

合的な学術研究の推進）、英国ロンドン大学（災害リスク研究）、ドイツ航空宇宙センター（広域被害把
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握）と連携を強化した。さらに、平成 25 年 7 月には、APPU（環太平洋大学協会）においてマルチハザ

ードプログラムを立ち上げ、災害研究の推進、国際社会・政策への貢献、キャンパス安全の点検、サマ

ースクールの実施などの活動を推進している。平成 25 年 11 月に発生したフィリピンでの台風 Haiyan

災害では、被災地での支援に加えて、学術的な研究を地元大学・関係機関と進め、救急・救命、復旧、

復興における課題やそれに対する解決の調査研究活動について全所を挙げて実施した。 

さらに、被災地域や今後災害の懸念される地域での関係機関さらには関連学会との連携を深め、実践

的防災研究を展開している。低頻度巨大災害に対して、人・社会が「賢く」対応し、「しなやかに」苦

難を乗り越え、教訓を語り継いでいくための社会的要件を解明することは、学術的にも社会的にも最も

意義が高い。 

 

5) 実践的防災学の体系化と研究成果の社会実装を推進する場の形成 

理工学、人文・社会学、医学、情報学など多数の分野を融合した学際的研究を開始するには、多くの

課題がある。IRIDeS 金曜フォーラムでは、災害科学国際研究所で行われている多彩な研究・活動の話題

を提供し、所内のみならず学内外・一般の方々と広く共有し、研究の連携・融合を図ることを目的に定

期的な発表・討論の場を設けた。月に 1 回のペースで実施している。地震・地殻変動・津波などのメカ

ニズム研究から始まり、災害統計、災害情報認知、復興学・支援学、災害文化、歴史地震、さらには、

社会への発信の現状と課題などのテーマを扱っている。平成 25 年度は、9 回のフォーラムを開催した。

また、所内では研究懇談会を設け、災害科学の深化と実践的防災学の創成に関する現状と課題を整理し

共有化している。 
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表１ 災害科学国際研究所の研究成果（平成 25 年度）の概要 

 

単著・筆頭論文 168 編 

共著論文 411 編 

著書 54 冊 

 単著・筆頭著 24 冊 

 共編著 30 冊 

学会発表 796 件 

 基調講演・招待講演・特別講演

（単独・共同） 
132 件 

 単独・筆頭発表 192 件 

 共同発表 472 件 

一般向け講演 250 件 

総説・解説 79 編 

特許（実用新案出願） 4 件 

受賞 16 件 

科研費（代表） 42 件 

競争的資金 44 件 

 

主催・運営 51 件 

 学会・学術シンポジウム・大会 17 

 研究会・ワークショップ 22 

 学術講演会・セミナー 

 その他 

9 

3 

主催・共催（学外社会活動） 192 件 

 講演・セミナー 45 

 展示会 10 

 小・中・高との連携 33 

 行政・企業との連携 

 ボランティア活動 

88 

4 

 その他 12 
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表２ 平成 25 年度 研究成果への受賞リスト（16 件） 

 （受賞者名は研究所所属教員のみ記載） 

受   賞   名 受 賞 者 授与日 

こども環境学会賞 活動奨励賞「みんなでつくるん台」（グループ） 平野 勝也 2013/4/13 

第 9 回 GIS コミュニティフォーラム • マップギャラリー第 1 位「福島県

相馬市の復興まちづくりに対する Geodesign 手法の適用」（グループ） 

花岡 和聖 2013/5/31 

Outstanding presentation by the awarding committee of the 6th Conference of the 

Asia Pacific Association of Hydrology and Water Resources (APHW)（個人） 

呉 修一 2013/8/21 

Distinguished Poster Award（MedInfo2013）（個人） 中山 雅晴 2013/8/24 

Hazard2000 国際賞「Damage and reconstruction after the 2004 Indian Ocean 

tsunami and the 2011 Great East Japan tsunami」（グループ） 

今村 文彦 

越村 俊一 

Suppasri、

Anawat 

Mas、Eric 

2013/9/25 

平成 25 年防災功労者防災担当大臣表彰（個人） 今村 文彦 2013/9/3 

日本地質学会仙台大会優秀ポスター賞「紀伊半島北西部における微小地

震クラスターの分布に対する地質構造との関係」（グループ） 

遠田 晋次 2013/9/14 

9th APRU Research Symposium on Multi-Hazards around the Pacific Rim、The 

Excellent Award。Student Poster Competition（学生・個人 Bruno Adriano） 

越村 俊一（指

導教員） 

2013/10/29

第 13 回日本測地学会賞坪井賞団体賞（グループ） 日野 亮太 

木戸 元之 

飯沼 卓史 

2013/10/30

Jason Morgan Early Career Award（American Geophysics Union）（個人） 和田 育子 2013/12/11

情報処理学会山下記念研究賞（個人） 天野 真志 2014/3/11 

第 65 回 NHK 放送文化賞受賞（個人） 今村 文彦 2014/3/14 

平成 25 年度日本地震学会論文賞（グループ） 飯沼 卓史 2014/3/20 

東北大学工学研究科長特別教育賞受賞「GRANDE プロジェクトチーム」

（グループ） 

真野 明 2014/3/25 

平成 25 年度日本計算工学会論文賞「コンクリートの破壊力学に基づく等

方性損傷モデルの定式化とその性能評価」（グループ） 

寺田 賢二郎 

加藤 準治 

2014/5/20 

平成 25 年度建設工学研究奨励賞（個人） 呉 修一 2014/6/9 
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（６）教育活動 
 

本研究所における学内の教育活動は、各教員が兼担している学部・学科および研究科における学部教

育・大学院教育が主たるものである。一方、教育活動を広い意味でとらえると、本学教員の全員が、災

害に強い社会を醸成するための市民力の向上に寄与するという責務を有している。 

本研究所の理念と活動目標に基づいた教育目標は以下の通りである。 

 

1) 全学教育、関連部局の学部や大学院の科目において、災害科学に関する基礎的な知識を提供する。 

2) 災害科学に関する実践的研究の成果を紹介するフォーラムを定期的に開催し、これを大学院の学生

に公開する。 

3) 大学院の学生が、国内外の学会やワークショップにおける参加・発表するための支援体制を検討し

設置する。 

4) 国際連携のための仕組みをつくり、大学院の学生の海外における災害科学に関する研修を支援す

る。 

 

上記の目標に対して、平成 25 年度の取り組みや達成状況は以下の通りである。 

 

1) 全学教育における新設科目とリーディング大学院プログラムの推進 

全学教育として「基礎ゼミ」と新設科目である「災害科学」のカリキュラム設計を行った。特に新設

科目「災害科学」は、東北地方太平洋沖地震･津波をはじめとする巨大災害の発生メカニズムと、それに

よる自然･人間･都市･社会の被害の様相について現時点までの理学、工学、医学、人文社会科学分野での

科学的理解を学び、防災を考える基礎を習得することであり、災害・被害の発生メカニズムの理解だけ

でなく、起こりうる被害を軽減するための「減災」や「レジリエンス」の考え方を身につけることを目

標としている。本科目は平成 25 年度第 2 セメスターに開講した。 

次に、平成 24 年度から採択された「博士課程教育リーディングプログラム」における教育プログラ

ムを開発した。本学では湯上浩雄教授（工学研究科）をリーダーとして、グローバル安全学トップリー

ダー育成プログラムを実施しているが、そこでの教育活動に本研究所の教員が多く関わっている。「実

践的防災学 I〜VIII」をはじめとする 11 科目を担当することに加え、より実践的な研修プログラムであ

る Convergence Lab．の安全工学フロンティア研修の 3 テーマを担当している。本プログラムのために、

特任准教授・講師を 2 名、特任助教を 2 名雇用するなど、強力に推進している。なお、本教育プログラ

ムは平成 25 年度から開講しており、順調に進めているところである。 

 

2) 実践的防災研究の成果発信と教育との関連 

実践的研究の成果発信と教育との関連については、本研究所が主催している「金曜フォーラム」にお

いてその機会を提供している。金曜フォーラムは、本研究所で行われている研究・活動の情報を所内の

みならず学内外の学生、研究者や一般の方々と広く共有し、研究の連携と普及を図ることを目的に毎月
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１回開催する発表・討論の場である。研究所の専任・兼務教員が各分野の研究視点やプロジェクト研究

の成果を報告し、討論している。平成 25 年度は 9 回開催した。また金曜フォーラムの特別セッション

として「平成 24 年度特定プロジェクト研究成果報告会」（平成 25 年 7 月 28 日）を開催し、昨年度の研

究成果を発信した。平成 25 年度の成果については、平成 26 年 7 月 13 日に開催予定である。 

さらに、学都仙台コンソーシアムが仙台市内で開講している復興大学の「復興人材育成教育コース」

でも、所属教員が復興の科学技術、社会学、生活構築学などの講義を担当し、大学を超えた人材の育成

に貢献している。(http://www.fukkou-daigaku-jinzai.jp) 

 

3) 大学院学生への研究推進・成果発表に対する支援 

大学院生への支援については、文部科学省からの特別経費「国際的に卓越した教育研究拠点機能の充

実」を活用して、国内外の学会への積極的な参加・発表を支援した。他の経費を含めると、学生の国内

出張 127 件、海外出張 28 件への支援を行った。学生自身の研究発表に関連した受賞実績があることか

らも、重要な成果が得られていると言える。 

また前述の「博士課程教育リーディングプログラム」においても、プログラム院生への経済的支援や

国際会議等への派遣、国内外のフィールド調査の展開など、大学院生の支援を行っている。 

 

4) 国際連携と大学院学生への支援 

本研究所は、平成 24 年の設立以来、ロンドン大学や米国地質調査所との共同研究覚書の締結やドイ

ツ航空宇宙センターとの部局間学術交流協定の締結、ハーバード大学、ハワイ大学をはじめとする学術

機関との戦略的な共同研究を推進しており、それらの一環で大学院生を派遣した。例えば、ドイツ航空

宇宙センターには大学院生 1 名を半年間派遣し、衛星画像解析による災害把握に関する共同研究を推進

させ、またハワイ大学への研究派遣や、さらには共同開催した「防災・減災に関する社会科学セミナー」

へ大学院生を派遣するなど、国際連携を通じて学生を支援することにより高い教育効果を得つつある。 

 

（７）社会貢献活動 
 

災害対策先進国として、これまでに特に地震・津波対策で国際貢献を果たしてきた我が国が、東日本

大震災後、どのように社会の安定を取り戻し、復興を果たしていくかは、世界的にも注目されている。

事前対策、発災時の緊急対応、被災後の復旧・復興の一連の災害サイクルにおいて、世界で最も緻密か

つ徹底した総合調査・研究を行い、その知見を一般化して次世代への防災・減災技術構築への先導を果

たすことが本研究所の責務である。被災地にある総合大学としての特徴を最大限に活かし、災害におけ

る社会問題の具体的解決のための実践的研究を指向するために、社会との連携や国際化は重要な要点と

なっている。そのため、平成 25 年度は、24 年度に引き続き以下の 3 つの目標を挙げ、活動を実施した。 

 

1) 社会連携オフィスの設置と防災・減災戦略の企画や展開 

2) 防災・減災教育のための社会への情報発信と意識啓発、連携強化 
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3) 産学官共同研究のための研究シーズに関する情報提供の充実 

4) 国際社会での防災・減災を強化する取り組みの支援 

 

上記の目標に対して、平成 25 年度の取り組みや達成状況は以下の通りである。 

 

1) 社会連携オフィスの設置と防災・減災戦略の企画や展開 

特に社会連携上の目標としては、社会との防災・減災の連携強化を図り、国内外の防災・減災戦略お

よび防災・減災教育に対して積極的に貢献すること、産官学連携研究を推進することを掲げている。被

災自治体との連携を深めるために研究所員が復興計画委員やアドバイザーとして積極的に施策策定等

に関与しているが、さらに強化するために社会連携オフィスを設置した。そこでは、国内・国際の連携

の担当者を置き、地域連携や国際的な防災戦略の展開を企画・実施している。 

産官学連携の研究の強化・推進では、以下の４つのプロジェクトを実施している。 

http://www.irides.tohoku.ac.jp/organization/infosociety/03.html 

・カケアガレ日本！（岩沼市） 

・みちのく震録伝 WG 

・「生きる力」市民運動化プロジェクト 

・減災結（ゆい）プロジェクト—伝えよう減災、つなげよう未来へー 

さらに、被災した沿岸自治体と本研究所の間で防災に関する連携協定を結び、被災地支援と総合協力

関係を強化している。平成 25 年度には、亘理町、岩沼市、気仙沼市、東松島市、山元町、仙台市、岩手

県陸前高田市との締結を実現し、地域連携を推進している。さらに、気仙沼市にはサテライト（分室）

を設置し、地域との緊密な連携を実現している。 

 

2) 防災・減災教育のための社会への情報発信と意識啓発、連携強化 

開所以来、IT・情報関連企業約 80 社と連携して、「みちのく震録伝」をはじめとし、東日本大震災に

関わるあらゆる情報のデータベース化と利活用のためのシステム開発に取り組み、その成果を研究所の

ホームページにおいて公開し、広く活用して頂いている。 

いのちと地域を守る津波防災アクションとして、河北新報と連携して取り組んでいる「カケアガレ！

日本」は、復興庁の新しい東北先導モデル事業に採択され、岩沼市、山元町での避難訓練や、各地での

避難に関するワークショップを通じた活動を通じて、震災教訓の発信と啓発、地域連携の強化に取り組

んだ。 

平成 27 年 3 月に仙台にて開催される「第三回 国連防災世界会議」において学が国際社会および政

策へのさらなる貢献を目指して積極的に活動を進めていく。 

 

3) 産学官共同研究のための研究シーズに関する情報提供の充実 

みちのく震録伝に参加している企業群との連携研究を実施しているが、さらに、河北新報とタイアッ

プした避難訓練モデルの構築（カケアガレ！日本）、研究成果を映像化して社会に提供するノウハウの 
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開発（トッパン、キャノン）など、社会のニーズに応えるための多様な試みを今後も推進する。 

研究所内の定例会議においては、企業や官公庁からの講師を招き、月１回の「東日本大震災ウォッチ

ャー」という企画の中で、復興の現状や社会のニーズに関連した話題提供と意見公開の機会を設けた。

大学外での震災復興への取り組み状況などを当事者から情報提供してもらう機会である。 

研究所の取り組みとして、平成 25 年度は、以下の研究会を開催し、国内外の共同研究者との共同研

究、産学官の連携研究の推進を継続的に実施した。 

 災害・認知・脳科学研究会（計 3 回） 

 「津波災害の記憶を巡る」シンポジウム 

 レジリエンスワークショップ 2013～震災からの復興を加速するレジリエントな社会を目指して 

 「生きる力」市民運動化プロジェクト in 関西 

 Symposium on Spatial Planning Following Disasters 

 G 空間情報を活用した次世代防災･被災地支援システム研究会（計 3 回） 

 

4) 国際社会での防災・減災を強化する取り組みの支援 

以下、三点の特筆事項を挙げる。 

東日本大震災は、戦後我が国が直面した最大の国難である。10 年という長期にわたる復興計画が立案

されながらも、あらゆる施策の意志決定が凄まじいスピードで行われている。東日本大震災の教訓およ

び次の巨大災害の減災に向けた技術を基礎として、他国の研究機関や災害対策技術の標準化に取り組む

国際機関（国連等）との連携を通じて国際標準化を果たすことにより、本研究所が世界の減災対策向上

への先導的な役割を果たすことが期待できる。なかでも、今後本研究所が最も注力するのが平成 27 年

（2015 年 3 月）に仙台市で開催される国連防災世界会議である。この会議には、企画段階から外務省、

仙台市と協力し、本研究所の研究成果を世界発信する予定である。平成 25 年度には、国連防災世界会

議に向けて、HFA IRIDeS Review Preliminary Report Focusing on 2011 Great East Japan Earthquake を発刊し、

東日本大震災からの学術的な教訓をとりまとめ、国内外にて広く配布した。 

また、低頻度巨大災害への対応を考える上では、東日本大震災をはじめとする巨大災害の教訓アーカ

イブとしてまとめ、それを国際的な規模で利用を図る必要がある。このため、基盤となる震災関連のデ

ータ・情報の集約や、膨大かつ多様なデータ（震災ビッグデータ）の検索・閲覧を可能にする震災ビッ

グデータアーカイブシステムを整備する作業を始めるとともに、その実施と活用を国際的に勧めていく

ための体制作りにつながるワークショップを開催して、議論を進めている。 

  

（８）自己評価 
 

1. 設立理念と自己評価のポイント 

災害科学国際研究所の設立理念は、東日本大震災という未曾有の災害を経験し自らも３名の尊い学生

の命を津波によって失った東北大学が、学内、国内外の大学・研究機関と協力しながら、自然災害科学

に関する世界最先端の研究を推進し、被災地の復興・再生に貢献することである。その骨子は、東日本
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大震災の経験と教訓を踏まえた上で、わが国の自然災害対策・災害対応策や国民・社会の自然災害への

処し方そのものを刷新し、巨大災害への新たな備えへのパラダイムを作り上げることにある。そして国

際研究所として、国内外の巨大災害の被害軽減に向けて社会の具体的な問題解決を指向する実践的防災

学の礎を築くことを目標とするものであるが、低頻度巨大災害リスクの軽減、学問的知見の国際発信、

実践的防災学の創生といった項目は、研究所の活動を評価するうえで重要な観点となる。 

「実践的防災学」とは、東日本大震災における調査研究、復興事業への取り組みから得られる知見や、

世界をフィールドとした自然災害科学研究の成果を社会に組み込み、複雑化する災害サイクルに対して

人間・社会が賢く対応し、苦難を乗り越え、教訓を活かしていく社会システムを構築するための学問で

あり、それを体系化し、その学術的価値を創成することが研究所のミッションとして掲げられている。

災害科学研究の対象は、災害の事前対策、災害の発生、被害の波及、緊急対応、復旧・復興、将来への

備えを一連の災害サイクルととらえ、それぞれのプロセスにおける事象を解明し、その教訓を一般化・

統合化することである。 

この理念に則り、東京海上日動（株）からの寄附研究部門である地震津波リスク評価寄附研究部門を

含めた 7 研究部門 36 研究分野が構築され、教員の公募がさらに進められた結果、平成 25 年度末までに

専任の教職員 74 名の陣容となった。研究所の設立から 2 年が経過したものの、研究所独自の建物自体

はまだ建築中であり、教職員は複数のキャンパスに散在し、必ずしも円滑なコミュニケーションが取り

やすい職場環境ではなかった。しかしながら、一年目から極力教職員同士の意識・情報の共有化を図り、

会議のシステムなども工夫してきた結果、一年目よりは相互の交流も深まり、組織運営や各種活動が円

滑に進むようになった。 

被災地は復興の真っただ中にあり、研究所に対する社会の要請や期待は非常に大きい。教職員は、よ

り大きく充実してきた組織の中で、災害科学国際研究所としての意識を持ち、フロンティア精神を発揮

しながら、将来を見据えた地盤固めと復興に取り組んだ１年間であったといえよう。 

 

2. 全体評価 

研究所が上記の設立理念と照らせ合わせ、求められる成果を出すことができたかを全体として評価し

たい。具体的には、1) 巨大災害に備えるための新たなパラダイムシフトの先導、2) 国際学術研究の拠

点形成、3) 産学官の戦略的連携、4) 研究成果の発信と普及、5)研究成果の社会実装、6) 研究所の広報

と地域社会の理解の促進、7) 被災実態、復興過程、震災教訓のアーカイブ構築と復興プロセスの分析の

7 項目についてそれぞれ評価を加えたい。 

 

 

1) 巨大災害に備えるための新たなパラダイムシフトの先導 

本研究所は、東日本大震災の経験と教訓を踏まえ、巨大災害に備えるための新たなパラダイムシフト

を先導することで貢献することを目指している。本研究所の各部門・分野が一致団結して、この分野で

最先端の研究を推進すると共に、研究所内外で多様なプロジェクトを推進しているが、先端的・創造的、

独創的・融合的な提案を奨励するために、研究所内に研究企画委員会を設置することで体制を整えるこ
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とができた。研究企画委員会は、具体的にはプロジェクト研究の支援（重点研究、競争的資金）、領域横

断研究を推進する体制を整え、災害科学に関する研究についての企画・運営を行うことを目的としてい

る。同委員会のもとには、金曜フォーラム実施ワーキンググループ（WG）が設置された。金曜フォー

ラムとは、当研究所で行われている研究・活動の情報を所内のみならず学内外の研究者や一般の方々と

広く共有し、研究の連携と普及を図ることを目的に毎月１回開催する発表・討論の場である。研究所の

専任・兼務教員が各分野による研究の視点やプロジェクト研究の成果を報告し、討論し、活発に行った。 

また、毎月１回、「東日本大震災ウォッチャー」を開催し、官界・産業界・研究所外の研究者などをゲ

ストに招き、東日本大震災に関わる話題をもとに情報交換を行った。これらの活動は研究所が定期的に

社会との接点の場を持つという意味において大いに評価できる。 

 

2) 国際学術研究の拠点形成 

本研究所は防災分野での数少ない国際研究所として、国外の主要な研究機関との学際連携を促進し、

共同研究覚書や部局間学術交流協定を締結すること、研究所の内外で国際シンポジウムや国際セミナー

を開催すること、国内外での学会等での成果発表や論文投稿を積極的に行うことが求められる。一年目

に続き、本研究所の二年目も「国際学術研究の拠点」形成のために積極的な活動を行った。 

海外で発生した巨大災害による被災調査や復興調査は、所員がそれぞれの立場で実施した。とくに平

成 25 年 11 月末にフィリピンで発生した台風ハイエンについては、所をあげて被災・復興調査を実施し、

シンポジウムも開催した。 

海外の研究機関との共同研究覚書については、米国ハーバード大学と交わしており、「みちのく震録

伝」を通じて研究者を受け入れ、共同研究を実施した。ロンドン大学とはフィリピンにおける台風ハイ

エンによる被害調査を行うなど、積極的な交流を行った。その他に、ユニバーシティ・カレッジ・ロン

ドンや APRU（環太平洋大学協会）、HeKKSaGOn（日独 6 大学コンソーシアム）などの協定を通じて、

国際会議やセッションを企画・運営した。 

平成 27 年 3 月には仙台にて第 3 回国連防災世界会議が開催される。それに向けた国際的な活動も広

く、かつ積極的に実施した。具体的には、APDR3（アジア太平洋減災・回復力ネットワーク）への参画、

IRDR（International Research on Disaster Reduction）分科会での「災害リスクの統合的な研究の推進」活

動、ESCAP（International Strategy for Disaster Reduction）、グローバル・プラットフォーム会合、世界経済

フォーラム グローバル・アジェンダ・カウンシル、ワールドアライアンスフォーラム 2013 東京円卓

会議、World Science Forum、国際復興フォーラム 2014、アジア防災会議、ISDR 国連国際防災戦略事務

局の専門家会合などに参加するとともに、世界銀行、国連組織、外務省、内閣府などとも頻繁に打合せ

の場を設け、国連防災世界会議に貢献できるよう関連組織とともに具体的な取り組みを検討した。とく

に今後 10 年間で世界が取り組むべき防災の枠組みづくりに活かせるよう、東日本大震災の教訓をまと

めた HFA IRIDeS Preliminary Report を発行した。 

こうした活動を通じて、災害科学国際研究所主催または共催の国際シンポジウムも多々企画され、各

研究者が様々なかたちで関わった。米国同時多発テロ被害者家族会・マウントサイナイ大学災害精神医

学アウトリーチ講演会、東日本大震災アーカイブ国際シンポジウム、国際シンポジウム「世界に 3.11 を
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伝える」などが例として挙げられる。 

このように国際学術研究拠点形成を踏まえ、活発な活動を行ってきた。これは平成 27 年 3 月の会議

に向けて、さらに展開していく予定である。 

 

3) 産学官の戦略的連携 

本研究所が、国内外での防災・減災の研究開発を連携して実施していく（共同研究の実施、組織間の

連携を高める）ことは重要で、社会連携オフィスを中心に、共同研究協定の締結、産学官の連携を推進

してきた。また、防災関係の国際会議などを運営企画することも目標としており、平成 25 年度には、前

述したとおり様々な国際会議などで産学官の連携支援を行うなど、順調に進んでいる。 

産学官による東日本大震災アーカイブ「みちのく震録伝」については、昨年度に引き続き活動を行っ

ているが、さらに本年度は NHK メディアテクノロジー、凸版印刷株式会社、アジア航測株式会社、株

式会社サーベイリサーチセンター、国際航業株式会社、そして国立国会図書館と協力体制における覚書

を交わした。 

プロジェクト「カケアガレ日本！」については、河北新報社や電通と協力して、新しい避難訓練モデ

ルの実践として、山元町や岩沼市で防災避難訓練をするとともに、津波避難のための防災・減災シンポ

ジウムやワークショップを行った。 

 

4) 研究成果の発信と普及 

本研究所における活動の日常的発信については、ホームページを日英語で逐次更新しており、全ての

教員の活動状況を閲覧することができる。具体的には、あらゆるメディアでのコメント、講演・学会発

表、受賞、各種会議の主催・共催などについてウェブページ上で閲覧することができる

(http://www.irides.tohoku.ac.jp)。所員らの各活動は、アクティビティ・レポートとして掲載されている。

平成 25 年度は、各所員が積極的にそれを広報する体制が固まり、一年目にも増して広報活動を行うよ

うになった。本研究所は、多様なメディアや市民講演会・研修などを通じて、研究成果の発信と技術の

普及を目指すが、広報委員会を設置し、研究成果等について広報体制を整え、さらに所内の活動を継続

的に発信する体制を築いた。また平成 26 年度からの広報室設置に向けた準備に取り組んだ。 

具体的には、年 4 回のニューズレター「IRIDeS Quarterly」を日英語で発行し、年 1 回の広報誌（IRIDeS

レポート）を発刊し、研究所の動向や最新の研究成果をわかりやすい形で発信することができた。これ

らは学術機関への配布だけでなく、被災自治体にも配布されており、被災地に貢献できる情報として発

信を続けている。 

独自の公開講座・シンポジウムも開催することができた。研究成果の発信と普及については、おおむ

ね順調に進んでいるといえよう。たとえば、平成 26 年 3 月には東日本大震災 3 周年シンポジウムを仙

台市のホテルで一般に公開して行った。その他に、レジリエンス・ワークショップ 2013（平成 25 年 10

月）、21 世紀文明シンポジウム（平成 25 年 11 月）、震災復興支援・災害科学研究推進室 第 2 回シンポ

ジウム（平成 25 年 11 月）、災害実践学復興シンポジウム（平成 26 年 1 月）、防災シンポジウム・第 9 回

災害に強いコミュニティのための市民フォーラム（平成 26 年 1 月）などがあげられる。第 3 回「生き

17



る力」市民運動化プロジェクト 〜地域での防災力向上を考える〜も重要な研究成果発信活動である。 

メディアからの取材と記事掲載・放送、及び市民を対象とした講演依頼等については、県内外を問わ

ず、所長・副所長をはじめとして極めて多く、発足して 2 年目の研究所の存在と研究内容等の社会的認

知は大きく進んでいる。 

 

5) 研究成果の社会実装 

本研究所の知見を教職員が、被災自治体等の復興計画委員会の委員やアドバイザー等になり、防災・

減災の研究成果を政策や地域計画に反映するよう努めることで、震災教訓や研究成果の社会実装を目指

した。また、本研究所は被災自治体と連携協定を結ぶことによって、この分野での連携と被災地への貢

献をより強固なものにする。平成 25 年度も、本研究所員による国および自治体等（県・市町村）の委

員・アドバイザー等就任数は多い。このうち、被災自治体委員は、宮城県、岩手県、仙台市、気仙沼市、

多賀城市、石巻市、東松島市、岩沼市、南三陸町、名取市など多くの自治体に携わっている。平成 25 年

度には、被災自治体との連携・協力に関する協定を積極的に締結し、山元町、仙台市、亘理町、東松島

市、岩沼市、気仙沼市、陸前高田市などと交わした。また国土交通省東北地方整備局とも協定を結んだ。 

「生きる力」市民運動化プロジェクト、減災プロジェクト結（ゆい） ―伝えよう減災、つなげよう

未来へ―、みんなの防災手帳は、過去の研究成果のかたちを変えながら、社会実装するという試みであ

る。これらの取り組みは、本研究所が挙げている実践的防災学をまさに具体化したものと言えよう。 

 

6) 研究所の広報と地域社会の理解の促進 

平成 24 年 5 月の開所式以来、数多くのセミナー・シンポジウム等を通じて、研究所の研究活動と成

果を被災地の自治体や住民等に向けて広報するとともに、研究者・実務家・市民の双方向の交流を通じ

て、被災地の現状と課題の理解を進めてきた。その結果として、前述した自治体と連携・協力に関する

協定を結んできた。とくに気仙沼市には、研究所の分室を平成 25 年 10 月に開設した。そこでは、定期

的に防災文化講演会を実施し、地域社会に根ざした防災的な広報を行っている。平成 26 年 3 月には「か

たりつぎ 朗読と音楽の夕べ」を実施し、東日本大震災被災地の方々の思いを社会に発信した。また秋

には、平成 25 年度学校安全教育指導者研修会のために講師を派遣した。 

このように、研究所の広報と地域社会の理解の促進については順調に成果をあげている。 

 

7) 被災実態、復興過程、震災教訓のアーカイブ構築と復興プロセスの分析 

被災に関する映像や文献など多様なデータを広く収集して次世代に伝えるための震災アーカイブを

構築し、情報の共有化と発信をはかるとともに、データの分析を進めた。2 年目となり充実してきた組

織の中で、各所員がそれぞれの分野に関する調査を実施した。8 月には、秋田・岩手豪雨・土砂災害に

関する緊急調査、12 月以降は研究所をあげてのフィリピンでの台風ハイエンによる被災・復興調査を実

施し、研究論文や HP を通して、研究成果を広く公表した。 

被災実態やデータベース化と復興プロセスの分析は順調に進んでいる。研究所の前身である防災科学

研究拠点における活動段階からシステムの構築を進めてきた東日本大震災アーカイブ（みちのく震録伝）
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には、国・地方自治体などの行政や民間企業など 100 を越える機関が参加してアーカイブシステムを構

築した。すでに収集データの公開を実施しそのデータを活用した分析・研究も進めており、産学官の連

携という意味においても評価できる。平成 26 年 3 月には、アーカイブの活用事業の一環として、｢かた

りつぎ 〜朗読と音楽の夕べ〜｣を東北大学萩ホールで開催した。ここでは昨年同様、俳優の竹下景子

氏が音楽とともに語る企画として高い評価を受けた。http://shinrokuden.irides.tohoku.ac.jp 

 

3.自己評価総括 

東日本大震災の被災地にあり、発災から 2 年が経過したが、災害科学国際研究所の 7 研究部門 36 研

究分野の教員の雇用もほぼ完了し、事務方の体制も整った。未曽有の災害を受け、東北の復興、被災者

への支援、将来の防災・減災のために不眠不休で社会の要請に応え、研究所設立に尽力された関係者の

熱意に敬意を表したい。 

各研究部門・分野の全ての教職員が本研究所の理念と存在意義を理解し、最初の 2 年間において優れ

た業績をあげ、被災地復興にも積極的に貢献し、本研究所の目標である実践的防災学構築に向けた足跡

を残すことができた。東日本大震災の被害実態の解明や教訓の整理にあたっても、メディアや諸会議・

シンポジウム等、様々な機会を通して報告し、その中心的な役割を担ったと言ってよい。 

国際研究所としては、災害科学分野においてトップを走る国際機関との戦略的連携体制の実現に加え、

頻繁に訪問を希望する海外の研究者と情報交換をし、国連や世界銀行などの国際機関ともセミナーを開

催し、平成 25 年 4 月から APRU（環太平洋大学連合）のマルチハザードプログラムをホストしている。

また平成 27 年 3 月に予定されている国連防災世界会議において、準備をしているところである。平成

25 年度はかなり活発な活動を実施してきたが、さらに展開させていかなくてはならない。 

 

4.課題 

災害科学国際研究所は、災害科学の分野においてワールドクラスの最先端の研究成果を発信し続ける

ことが期待されているが、災害科学は分野横断的な性格を持つので、研究所内の横のコミュニケーショ

ンが非常に重要である。7 研究部門 36 研究分野がそれぞれの研究成果をあげることは当然であるが、そ

れらが所謂、タコつぼ型の研究スタイルに回帰してしまう誘惑と戦い、いかにして機能的に融合し相乗

効果を発揮できるかどうかが問われる。建物がまだ完成していないため、コミュニケーションをとるだ

けでも負担がかかってしまったが、研究部門・分野間を飛び越えた共同研究や活動（金曜フォーラム及

び自発的な研究集会）が本年度も頻繁に垣間見られたことは評価できる。 

平成 26 年 8 月末には研究所の建物が竣工する予定である。新棟が完成した後は、これまで散ってい

た所員の場が集まり、これまで以上のコミュニケーションが大いに期待できる。 

この点において、一方で、災害科学国際研究所が取り組んでいない研究分野や、得意としない災害科

学の研究分野については、率直に弱点を認識しそれを補うための努力も必要である。東北大学内の他部

局との連携、国内外の大学や研究機関との連携、そして企業、政府、市民団体、地域コミュニティとの

連携によって、社会に役立つ何倍もの実践的防災学の成果が期待出来るとともに、必定の課題であると

言える。 
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災害科学研究の成果は、最終的には社会に役立てるために、政策とその実践という形（成果の社会実

装）に収斂されなければならないが、行政と科学の間にはともすると隔たりが生じており、科学の独立

性を保ちつつも政策立案・決定者に対して情報を発信するのは科学者の義務と言える。その意味で本研

究所の各研究者が、国や地方自治体の行政の組織する種々の委員会に積極的に参画することは不可欠で

あり評価の対象となろう。さらに本研究所には日本の災害科学の拠点として唯一、国際の冠がついてい

ることからも、国際防災・減災政策の立案や国際標準をリードしていくのは第一義的な使命である。具

体的には、研究所が分野横断的な報告書を英語で作成し、国際防災政策を形作る国連や国際機関の会議

や活動に積極的に参加し、日本も含めた各国政府と連携しながらその政策立案プロセスに貢献していく

ことである。平成 27 年（2015 年）には、国連防災世界会議が日本（仙台市）で開催される。平成 25 年

度の活動に基づき、より具体的な企画を通じて、どのような貢献が世界に対してできるのか、期待した

い。 
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３ 組織運営活動 

 



（１）人員配置と業務分担 

A 教員等の配置・研究組織構成状況 

2014 年 3 月 31 日現在 

災害リスク研究部門 

分 野 名 職 名 氏    名 

地域地震災害研究分野 教 授 源栄 正人 

准 教 授 大野 晋 

助 教 王 欣 

特 別 教 育 研 究 教 員 TSAMBA TSOGGEREL 

技 術 補 佐 員 舩木 ひとみ 

津波工学研究分野 教 授 今村 文彦 

助 教 今井 健太郎 

助 手 保田 真理 

産 学 官 連 携 研 究 員 MUHARI, Abdul 

技 術 補 佐 員 佐藤 雅美 

技 術 補 佐 員 芳賀 弥生 

技 術 補 佐 員 鈴木 修 

技 術 補 佐 員 榮 恵梨佳 

技 術 補 佐 員 橋本 茜 

災害ポテンシャル研究分野 教 授 真野 明 

准 教 授 有働 恵子 

准 教 授 坂巻 隆史 

助 教 呉 修一 

特 別 教 育 研 究 教 員 武田 百合子 

技 術 補 佐 員 前橋 祐子 

技 術 補 佐 員 橋本 あつ子 

技 術 補 佐 員 金沢 明子 

研 究 支 援 者 鈴木 祥平 

広域被害把握研究分野 教 授 越村 俊一 

教 授 佐藤 源之（兼任） 

助 教 MAS, Erick 

研 究 支 援 者 豊田 和可子 

最適減災技術研究分野 教 授 五十子 幸樹 

助 教 鈴木 裕介 

派 遣 職 員 石野 友恵 

低頻度リスク評価研究分野 教 授 石渡 明（兼任） 
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准 教 授 後藤 和久 

助 教 菅原 大助 

国際災害リスク研究分野 准 教 授 BRICKER, Jeremy David 

助 教 ROEBER, Volker 

技 術 補 佐 員 齋藤 緑 

 

人間・社会対応研究部門 

分 野 名 職 名 氏    名 

災害情報認知研究分野 教 授 邑本 俊亮 

准 教 授 杉浦 元亮（兼任） 

助 教 野内 類 

被災地支援研究分野 教 授 奥村 誠 

助 教 金 進英 

事 務 補 佐 員 平山 塔子 

歴史資料保存研究分野 教 授 平川 新 

准 教 授 佐藤 大介 

助 教 蝦名 裕一 

助 教 天野 真志 

特 別 教 育 研 究 教 員 安田 容子 

防災社会システム研究分野 教 授 丸谷 浩明 

教 授 増田 聡（兼任） 

教 授 吉田 浩（兼任） 

准 教 授 馬奈木 俊介（兼任） 

防災法制度研究分野 教 授 島田 明夫（兼任） 

災害文化研究分野 教 授 川島 秀一 

技 術 補 佐 員 今野 由美 

防災社会国際比較研究分野 准 教 授 井内 加奈子 

技 術 補 佐 員 今野 由美 

 

地域・都市再生研究部門 

分 野 名 職 名 氏    名 

都市再生計画技術分野 

 

教 授 石坂 公一 

准 教 授 姥浦 道生（兼任） 

助 教 花岡 和聖 

事 務 補 佐 員 須藤 靖子 

除染科学研究分野 教 授 石井 慶造（兼任） 

教 授 高橋 信（兼任） 

地域安全工学研究分野 教 授 寺田 賢二郎 
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 准 教 授 森口 周二 

助 教 加藤 準治 

特 別 教 育研 究 教 員 高瀬 慎介 

事 務 補 佐 員 早坂 理恵 

災害対応ロボティクス 

研究分野 

教 授 田所 諭（兼任） 

助 教 竹内 栄二朗 

国際防災戦略研究分野 教 授 村尾 修 

助 教 YI, Carine Joungyeon 

技 術 補 佐 員 加藤 園子 

技 術 補 佐 員 及川 由佳 

研 究 支 援 者 坂場 寛子 

 

災害理学研究部門 

分 野 名 職 名 氏    名 

海底地殻変動研究分野 

 

教 授 日野 亮太 

准 教 授 木戸 元之 

助 教 飯沼 卓史 

助 教 和田 育子 

助 教 東 龍介 

産 学 官 連携 研 究 員 長田 幸仁 

産 学 官 連携 研 究 員 藤本 博己 

地震ハザード研究分野 教 授 趙 大鵬（兼任） 

准 教 授 岡田 知己（兼任） 

助 教 内田 直希（兼任） 

火山ハザード研究分野 教 授 三浦 哲（兼任） 

助 教 豊国 源知（兼任） 

助 教 市來 雅啓（兼任） 

地盤災害研究分野 教 授 今泉 俊文（兼任） 

准 教 授 中村 教博（兼任） 

助 教 岡田 真介 

気象・海洋災害研究分野 教 授 岩崎 俊樹（兼任） 

准 教 授 山崎 剛（兼任） 

准 教 授 岩渕 弘信（兼任） 

宙空災害研究分野 教 授 小原 隆博（兼任） 

准 教 授 三澤 浩昭（兼任） 

助 教 土屋 史紀（兼任） 

国際巨大災害研究分野 教 授 遠田 晋次 

助 教 丹羽 雄一 

助 教 石村 大輔 
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災害医学研究部門 

分 野 名 職 名 氏    名 

災害医療国際協力学分野 教 授 江川 新一 

助 教 佐々木 宏之 

事 務 補 佐 員 寺川 ひろえ 

研 究 支 援 者 川村 佳子 

技 術 補 佐 員 佐藤 真理 

技 術 補 佐 員 小野 順子 

災害感染症学分野 教 授 服部 俊夫 

准 教 授 芦野 有悟（兼任） 

助 教 浩 日勒 

産 学 官 連 携 研 究 員 臼澤 基紀 

研 究 支 援 者 白鳥 ベアタ 

派 遣 職 員 岩崎 紘子 

派 遣 職 員 千田 蓉 

災害放射線医学分野 教 授 千田 浩一 

教 授 細井 義夫（兼任） 

助 手 稲葉 洋平 

事 務 補 佐 員 鹿野 美紀 

災害精神医学分野 教 授 富田 博秋 

助 教 兪 志前 

助 教 笠原 好之 

特 別 教 育 研 究 教 員 小野 千晶 

事 務 補 佐 員 服部 琴美 

技 術 補 佐 員 笘居 文葉 

技 術 補 佐 員 菊地 淑恵 

技 術 補 佐 員 根本 晴美 

災害産婦人科学分野 教 授 伊藤 潔 

講 師 三木 康宏 

助 教 齋藤 昌利（兼任） 

技 術 補 佐 員 笛 美崎 

災害公衆衛生学分野 教 授 栗山 進一 

技 術 補 佐 員 佐々木 佳奈 

厚 生 科 研 費 研 究 員 松原 博子 

事 務 補 佐 員 松岡 孝子 

特 別 教 育 研 究 教 員 都田 桂子 

技 術 補 佐 員 長谷川 紀子 

災害医療情報学分野 教 授 中山 雅晴 
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技 術 補 佐 員 小林 幸恵 

事 務 補 佐 員 大柳 元 

事 務 補 佐 員 伏間 智史 

事 務 補 佐 員 芳賀 俊和 

事 務 補 佐 員 中田 宏伸 

災害口腔科学分野 教 授 小坂 健（兼任） 

助 教 鈴木 敏彦（兼任） 

 

情報管理・社会連携部門 

分 野 名 職 名 氏    名 

災害アーカイブ研究分野 教 授 今村 文彦（兼務） 

准 教 授 柴山 明寛 

助 教 佐藤 翔輔 

事 務 補 佐 員 小野 円 

技 術 補 佐 員 小野 和香子 

技 術 補 佐 員 佐々木 加代子 

技 術 補 佐 員 網田 早苗 

技 術 補 佐 員 後藤 さつき 

災害復興実践学分野 教 授 佐藤 健 

教 授 小野田 泰明（兼任） 

准 教 授 平野 勝也 

准 教 授 本江 正茂（兼任） 

助 手 小林 徹平 

特 別 教 育 研 究 教 員 松田 達生 

技 術 補 佐 員 笹木 和紀 

技 術 補 佐 員 德山 英理子 

研 究 支 援 者 山口 寿美恵 

社会連携オフィス 教 授 小野 裕一 

特 任 准 教 授 泉 貴子 

助 教 池田 菜穂 

技 術 補 佐 員 山口 章子 

技 術 補 佐 員 阿部 智子 

技 術 補 佐 員 瀬戸 康子 

技 術 補 佐 員 佐藤 結子 

技 術 補 佐 員 鈴木 通江 

 

寄附研究部門 

分 野 名 職 名 氏    名 

地震津波リスク評価 教 授 今村 文彦（兼務） 
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（東京海上日動） 

寄附研究部門  

准 教 授 SUPPASRI, Anawat 

助 手 安倍 祥 

助 手 福谷 陽 

助 手 保田 真理（兼務） 

 

リーディング大学院  

 職 名 氏    名 

グローバル安全学トップリーダ

ー育成プログラム 

准 教 授 松本 行真 

講 師 久利 美和 

助 教 杉安 和也 

助 教 地引 泰人 

 

 

事務部 

係 名 職 名 氏    名 

事 務 長 阿部 昭 

総務係 係 長 菊地 綾子 

事 務 補 佐 員 此原 奈緒 

事 務 補 佐 員 千葉 智子 

経理係 係 長 岡 裕一郎 

事 務 補 佐 員 木村 瑞希 

事 務 補 佐 員 井上 蓉子 

用度係 用 度 係 長 鈴木 祐利 

事 務 補 佐 員 玉手 理絵 

事 務 補 佐 員 菅原 優 

事 務 補 佐 員 高橋 義子 

 専 門 職 員 滝沢 光拓 

事 務 補 佐 員 國分 美奈 
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B 専任教員の年齢, 勤続年数, 博士号取得状況（平成 26 年 3月 31 日現在） 

 

平均年齢 

 教授   ５３歳 

 准教授  ４０歳 

 助教   ３６歳 

 助手   ３４歳 

 

平均勤続年数 

 教授   １４年 

 准教授   ５年 

 助教    ２年 

 助手    ３年 

 

博士号取得状況 

 教授   ２２人／２４人 

 准教授  １４人／１４人 

 講師    ２人／ ２人 

 助教   ２８人／２８人 

 助手    ０人／ ５人 

 

C 専任教員の最終出身大学・大学院 

 
東北大学   ：２８人 

 他大学（国内）：３８人 

 他大学（国外）： ６人 

 

 

東北大学

他大学

(国内)

他大学(国外)
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D 兼任教員受入状況 

 

受入合計：３１名 

教 授：１５名 

准教授：１０名 

助 教： ６名 

 

受入部門名・分野名 

 

災害リスク研究部門  

広域被害把握研究分野 

    低頻度リスク評価研究分野 

 

人間・社会対応研究部門 

    災害情報認知研究分野 

    防災社会システム研究分野 

    防災法制度研究分野 

 

地域・都市再生研究部門 

    都市再生計画技術分野 

    除染科学研究分野 

    災害対応ロボティクス研究分野 

 

災害理学研究部門 

    地震ハザード研究分野 

    火山ハザード研究分野 

    地盤災害研究分野 

    気象・海洋災害研究分野 

    宙空災害研究分野 

 

災害医学研究部門 

    災害感染症学分野 

    災害放射線医学分野 

    災害産婦人科学分野 

    災害口腔科学分野 

 

情報管理・社会連携部門 

    災害復興実践学分野 
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E 研究所内会議・委員会構成 

所　　　長 予算委員会

評議員

副所長
研究戦略担当

研究企画委員会

所長補佐
総務・財務担当

教務委員会

施設・環境委員会

ハラスメント防止対策委員会

総務委員会

所長補佐
広報・情報担当

広報・出版・図書委員会

部門長

事務長

オブザーバー リーディング大学院（グローバル安全学）

国内・地域連携委員会

国際連携委員会

片平祭り実行委員会

東日本大震災3周年シンポジウムWG

運営会議

 
 

委  員  会  名 所  掌  内  容 

予 算 委 員 会 研究所予算関係 

研 究 企 画 委 員 会 研究企画, 国際連携, 社会連携, 研究者倫理 

教 務 委 員 会 研究科･学部との教育関係, 災害研入居学生等の管理等 

施 設 ･ 環 境 委 員 会 建物, 環境関係 

ハ ラ ス メ ン ト 防 止 対 策 委 員 会 ハラスメント関係 

総 務 委 員 会 研究所総務関係 

広 報 ・ 出 版 ･ 図 書 委 員 会 広報，出版物の企画・編集, 図書，ネットワーク 

リーディング大学院（グローバル安全学） リーディング大学院関係 

国 内 ・ 地 域 連 携 委 員 会 産官学連携、自治体連携、巡検ガイドブック作成等 

国 際 連 携 委 員 会 国際連携、APRU 等 

片 平 祭 り 実 行 委 員 会 片平祭り関係 

東日本大震災３周年シンポジウム WG 東日本大震災シンポジウム関係 

 

会 議 名 構   成   員 審  議  事  項 

教 授 会 専任教授 人事・予算 

拡 大 教 授 会 専任の教授・准教授 研究所に関する情報伝達と情報交換 

全 体 会 議 専任の教授・准教授・助教 研究所に関する情報伝達と情報交換 

拡大全体会議 
専任の教授・准教授・助教, スタッフ, 研
究協力教員（学内外） 

研究に関する情報伝達・情報交換 
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F 運営会議構成員及び各種委員会委員長名簿 

 

１．運営会議構成員 

  所 長     平川 新  教授 

  副所長      今村 文彦 教授 

  (研究戦略担当) 

  評議員      源栄 正人 教授 

  所長補佐      奥村 誠  教授 

  (総務・財務担当) 

  所長補佐      越村 俊一 教授 

  (広報・情報担当) 

  部門長 

   災害リスク研究部門  源栄 正人 教授 

   人間・社会対応研究部門  邑本 俊亮 教授 

   地域・都市再生研究部門  石坂 公一 教授 

   災害理学研究部門   遠田 晋次 教授 

   災害医学研究部門   伊藤 潔  教授 

   情報管理・社会連携部門  佐藤 健  教授 

  オブザーバー            小野 裕一 教授 

 

２．各種委員会委員長 

（１）研究企画委員会委員長     今村 文彦 教授（副所長 研究戦略担当） 

（２）教務委員会委員長     奥村 誠  教授（所長補佐（総務・財務担当）） 

（３）施設・環境委員会委員長     奥村 誠  教授（  〃  ） 

（４）ハラスメント防止対策委員会委員長   奥村 誠  教授（  〃  ） 

（５）広報・出版・図書委員会委員長    越村 俊一 教授（所長補佐（広報・情報担当）） 

（６）予算委員会委員長           平川 新  教授（所長） 

（７）リーディング大学院（グローバル安全学）遠田 晋次 教授 

（８）国内・地域連携委員会委員長      小野 裕一 教授 

（９）国際連携委員会委員長         小野 裕一 教授 

（10）総務委員会委員長           奥村 誠  教授（所長補佐（総務・財務担当）） 

（11）片平祭り実行委員会委員長       小野 裕一 教授 

（12）東日本大震災 3 周年シンポジウム WG 長 遠田 晋次 教授 
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各種委員会名簿 

（2014 年 3 月現在）    

委員会 
委員長・ 
副委員長 

委   員 W  G 

研究企画

委員会 
◎今村文彦 
○小野裕一 

源栄正人、邑本俊亮、

石坂公一、伊藤潔、 
佐藤健、富田博秋、 
栗山進一、佐藤翔輔、

安倍祥 

金曜フォーラム実施：菅原大助、

今井健太郎、佐々木宏之、野内

類、金進英、天野真志、岡田真介

産官学連携：小野裕一、柴山明寛、

佐藤翔輔、安倍祥 

倫理審議：奥村誠（ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ

ｰ）、呉修一、野内類、ｲ･ｹﾘｰﾝ･ﾁｮ

ﾝﾖﾝ、日野亮太、富田博秋、佐藤

翔輔 

広報・出

版・図書

委員会 

◎越村俊一 
○有働恵子 
○大野晋 

千田浩一、寺田賢二

郎、江川新一、邑本俊

亮、佐藤大介、柴山明

寛、井内加奈子、ブリ

ッカー・ジェレミー、

加藤準治、今井健太

郎、蝦名裕一、飯沼卓

史、花岡和聖、佐藤翔

輔、菅原大助、岡田真

介、丹羽雄一、東龍介、

池田菜穂（広報担当職

員：鈴木通江）、稲葉洋

平、和田育子 

ニューズレター：★有働恵子、☆

加藤準治、井内加奈子、ブリッカ

ー・ジェレミー、池田菜穂 

年次報告書：★佐藤大介、☆池田

菜穂、千田浩一、飯沼卓史、寺田賢

二郎、江川新一、岡田真介、今井健

太郎、蝦名裕一、丹羽雄一、鈴木通

江 

出版物：★佐藤翔輔、☆菅原大助、

稲葉洋平、邑本俊亮、東龍介 

情報発信：★柴山明寛、☆佐藤翔

輔、菅原大助、鈴木通江 

ネットワーク：★大野 晋、☆柴

山明寛、寺田賢二郎、今井健太郎、

飯沼卓史、花岡和聖 

GIS：★越村俊一、☆柴山明寛、花

岡和聖 

展示: ★佐藤翔輔、佐藤大介，越村

俊一 

その他：アクティビティレポート：

佐藤翔輔、安倍祥 

 

教務委員

会 
◎ 奥村誠 
〇日野亮太 

大野晋、江川新一、平

川新、邑本俊亮、今村

文彦、越村俊一 
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施設・環

境委員会 
◎奥村誠 
○平野勝也 

源栄正人（青東）、佐藤

大介（川）、石坂公一

（片）、村尾修（片）、

木戸元之（青北）、江川

新一（星）、本江正茂

（新棟のみ） 

新棟整備検討：平野勝也、奥村

誠、村尾修、越村俊一、ブリッ

カー・ジェレミー、川島秀一、

寺田賢二郎、花岡和聖、木戸元

之、江川新一、本江正茂 

ハラスメ

ント防止

委員会 

◎奥村誠 平川新、邑本俊亮、伊

藤潔、有働恵子、飯沼

卓史、三木康宏、菊地

綾子 

 

予算委員

会 
◎平川新 
〇今村文彦 

源栄正人、奥村誠、越

村俊一、阿部昭 
 

リーディ

ング大学

院（グロ

ーバル安

全学） 

◎遠田晋次 
〇今村文彦 

今村文彦、奥村誠、越

村俊一、日野亮太、松

本行真、久利美和、杉

安和也 

実践的防災学：C-LAB WG：越村

俊一 

国内・地

域連携委

員会 

◎小野裕一 
〇池田菜穂 

佐藤健、川島秀一、池

田菜穂、保田真理、安

倍祥、後藤和久、サッ

パシーアナワット、菅

原大助、小野裕一、泉

貴子 

拡大全体会議＋産官学連携：小野

裕一、柴山明寛、佐藤翔輔、安倍祥

自治体連携：佐藤翔輔・池田菜穂

 

巡検ガイドブック作成：安倍祥、

後藤和久、サッパシー、菅原大助、

小野裕一、泉貴子、池田菜穂 

国際連携

委員会 
◎小野裕一 
○泉貴子 

真野明、今村文彦、泉

貴子、保田真理、浩日

勒、和田育子、呉修一、

村尾修 

日本学術会義 IRDR 分科会メンバ

ー：今村文彦、小野裕一 

APRU（環太平洋大学連 

合）WG（泉貴子、小野裕一、今村

文彦、村尾修） 

HeKKSaGOn(日独 6 大 

学コンソーシアム)：今村文彦、加

藤準治、サッパシー、越村俊一 

AEARU(東アジア研究大学協会)：

小野裕一、泉貴子、今村文彦、呉修

一 

２０１５年国連防災世界会議準

備：小野裕一、今村文彦、保田真

理、泉貴子、池田菜穂、呉修一、村

尾修 
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アジア太平洋災害統計準備室：小

野裕一、泉貴子、池田菜穂、サッパ

シー、福谷陽、今村文彦、安倍祥、

呉修一 

東北に国連などの国際機関を誘致

する：小野裕一、今村文彦、泉貴

子、池田菜穂 

総務委員

会 
◎奥村誠 大野晋、森口周二、日

野亮太、江川新一、小

野裕一、柴山明寛 

 

片平祭り

実行委員

会 

◎小野裕一 五十子幸樹、蝦名裕

一、竹内栄二朗、岡田

真介、稲葉洋平、池田

菜穂、 

 

東日本大

震災３周

年シンポ

ジウムＷ

Ｇ 

◎遠田晋次 
〇源栄正人 
〇石坂公一 

 後藤和久、野内類、森口周二、

丹羽雄一、三木康宏、細井義夫

（兼務）、佐藤翔輔 
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（２）研究資金 

A 平成２５年度 災害科学国際研究所歳出決算 

  （単位：百万円）

区分 決算額 備考 

運営費交付金 401   

   教員人件費 340   

   教育研究費 44   

   一般管理費 17 ・非常勤職員人件費含む 

運営費交付金（特別） 711
・平成 24 年度繰越分含む 

・人件費含む 

間接経費 25 ・総長裁量経費措置分含む 

外部資金 540   

   寄附金 57 ・寄附講座含む 

   受託研究費 315   

   共同研究費 30   

   受託事業費 5   

   科学研究費補助金 126 ・厚労科研費含む 

   その他補助金 7   

合 計 1,677   
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平成26年3月末現在（単位：千円）

研究費総額 専任教員数
教員一人

あたりの研究
費

備　　考

（A) (B) （A/B）

運営費交付金 33,944 70 485

運営費交付金（特別） 251,214 70 3,589

受託研究費等 357,057 70 5,101 受託研究費、共同研究費、受託事業
費、その他補助金を含む。

科学研究費補助金 125,600 70 1,794 文科省科研費、厚労省科研費を含
む。

合　　計 767,815 70 10,969

事　　　項

B 研究者一人あたりの研究費
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平成26年3月末現在

番号 研究種目 課題番号 研究課題名 直接経費（円） 間接経費（円） 合　　計 部　　門　　名 分　　野　　名 職名 氏　　名 備　　考

1 新学術領域研究 24107701 南海トラフVSPによる地震波速度・減退構造 1,300,000 390,000 1,690,000 災害理学研究部門 海底地殻変動研究分野 教授 日野　亮太 H24-H25

2 新学術領域研究 24116007
精神神経免疫相関が関与する精神疾患病態のマ
イクロエンドフェノタイプの解明

11,500,000 3,450,000 14,950,000 災害医学研究部門 災害精神医学分野 教授 富田　博秋 H24-H28

3 基盤研究(A) 25242035
リモートセンシングとソーシャルセンシングの融合
による被災地支援策の刷新

9,200,000 2,760,000 11,960,000 災害リスク研究部門 広域被害把握研究分野 教授 越村　俊一 H25-H28

4 基盤研究(A) 22241042
ミレニアム津波ハザードの総合的リスクと被災後の
回復過程の評価

9,200,000 2,760,000 11,960,000 災害リスク研究部門 津波工学研究分野 教授 今村　文彦 H22-H25

5 基盤研究(A) 25246043
遡上津波と構造物の相互作用評価のためのマル
チスケール数値実験

6,500,000 1,950,000 8,450,000 地域・都市再生研究部門 地域安全工学研究分野 教授 寺田　賢二郎 H25-H27

6 基盤研究(A) 25242036
東日本大震災復興システムのレジリアンスと沿岸
地域における津波に対する脆弱性評価

8,100,000 2,430,000 10,530,000 地域・都市再生研究部門 国際防災戦略研究分野 教授 村尾　修 H25-H29

7 基盤研究(A) 23256004
デング熱、デング出血熱の新しいバイオマーカー
の有用性

6,600,000 1,980,000 8,580,000 災害医学研究部門 災害感染症学分野 教授 服部　俊夫 H23-H25

8 基盤研究(B) 23404013
ガンジスデルタの堆積構造に基づく広域的地下
水ヒ素汚染機構の解明

3,600,000 1,080,000 4,680,000 災害リスク研究部門 災害ポテンシャル研究分野 教授 真野　明 H23-H25

9 基盤研究(B) 24360220
免震建築物制御用軸力制限機構付き回転慣性
マスダンパーの開発

6,100,000 1,830,000 7,930,000 災害リスク研究部門 最適減災技術研究分野 教授 五十子　幸樹 H24-H26

10 基盤研究(B) 25289157
人口減少下の持続的都市間交通ネットワーク計
画論の確立

4,000,000 1,200,000 5,200,000 人間・社会対応研究部門 被災地支援研究分野 教授 奥村　誠 H24-H28

11 基盤研究(B) 22320125 仙台藩と仙台領地域社会の新研究 2,600,000 780,000 3,380,000 人間・社会対応研究部門 歴史資料保存研究分野 教授 平川　新 H22-H26

12 基盤研究(B) 24320114
巨大災害に対応しうるネットワーク型歴史資料保
全システム構築のための実践的研究

2,600,000 780,000 3,380,000 人間・社会対応研究部門 歴史資料保存研究分野 准教授 佐藤　大介 H24-H28

13 基盤研究(B) 23404019
インド洋津波後の都市復興計画の検証と地球温
暖化によるアジア都市の津波リスク評価

1,900,000 570,000 2,470,000 地域・都市再生研究部門 国際防災戦略研究分野 教授 村尾　修 H23-H27

14 基盤研究(B) 22390253 膵・胆道癌に対する特異的癌ワクチン療法の確立 3,500,000 1,050,000 4,550,000 災害医学研究部門 災害医療国際協力学分野 教授 江川　新一 H22-H25

15 基盤研究(B) 23390170
三世代コホートの構築による曝露因子が子どもの
健康に与える累積影響の解明

3,100,000 930,000 4,030,000 災害医学研究部門 災害公衆衛生学分野 教授 栗山　進一 H23-H25

16 基盤研究(B) 24300179
患者放射線被曝情報の総合管理システムの研究
開発

5,400,000 1,620,000 7,020,000 災害医学研究部門 災害放射線医学分野 教授 千田　浩一 H24-H27

17 基盤研究(B) 24300226
東日本大震災の経験に基づいた持続可能なセー
フ・スクールモデルの創造

1,500,000 450,000 1,950,000 情報管理・社会連携部門 災害復興実践学分野 教授 佐藤　健 H24-H26

18 基盤研究(C) 25420515 地形乱流場における飛砂メカニズムの解明 1,700,000 510,000 2,210,000 災害リスク研究部門 災害ポテンシャル研究分野 准教授 有働　恵子 H25-H27

19 基盤研究(C) 23560661
最新号処理技術に基づく準即時・高精度地震動
分布評価法の開発と被害推定への適用

1,000,000 300,000 1,300,000 災害リスク研究部門 地域地震災害研究分野 准教授 大野　晋 H23-H25

20 基盤研究(C) 25350492
津波痕跡高を用いた地震規模推定法の高度化研
究

1,600,000 480,000 2,080,000 災害リスク研究部門 津波工学研究分野 助教 今井　健太郎 H25-H27

21 基盤研究(C) 24531171
震災エピソードの教材化：認知心理学的アプロー
チ

600,000 180,000 780,000 人間・社会対応研究部門 災害情報認知研究分野 教授 邑本　俊亮 H24-H27

22 基盤研究(C) 23560561
複合材料のエネルギー吸収性能最大化-マルチ
スケール構造最適化法の新導入

900,000 270,000 1,170,000 地域・都市再生研究部門 地域安全工学研究分野 助教 加藤　準治 H23-H25

23 基盤研究(C) 25420621
小地域データを活用した被災地支援方策および
想定大地震事前対策に関する研究

1,600,000 480,000 2,080,000 地域・都市再生研究部門 都市再生計画技術分野 教授 石坂　公一 H25-H27

24 基盤研究(C) 24590442
癌微小環境のおける間質線維細胞の組織型によ
る機能比較

1,200,000 360,000 1,560,000 災害医学研究部門 災害産婦人科学分野 講師 三木　康宏 H24-H26

25 基盤研究(C) 23592431
子宮内膜癌微小環境：サイトカインを中心に、局
所エストロゲン合成の制御因子を探る

800,000 240,000 1,040,000 災害医学研究部門 災害精神医学分野 教授 伊藤　潔 H23-H25

26 若手研究(A) 23684041
琉球列島の沿岸巨礫群を用いた過去数千年間の
津波・高波規模の定量評価

2,100,000 630,000 2,730,000 災害リスク研究部門 低頻度リスク評価研究分野 准教授 後藤　和久 H23-H25

27 若手研究(B) 25820265
損傷を受けたコンクリート容器のγ線遮蔽性能定
量評価

2,100,000 630,000 2,730,000 災害リスク研究部門 最適減災技術研究分野 助教 鈴木　裕介 H25-H26

28 若手研究(B) 25870062
津波堆積物を用いた日本海東縁の地震・津波と
日本海溝沿い巨大地震との関係の解明

1,500,000 450,000 1,950,000 災害リスク研究部門 低頻度リスク評価研究分野 助教 菅原　大助 H25-H26

29 若手研究(B) 24720290 慶長十六年（一六一一）大地震・大津波の新研究 900,000 270,000 1,170,000 人間・社会対応研究部門 歴史資料保存研究分野 助教 蝦名　裕一 H24-H26

30 若手研究(B) 24700950
近隣環境の動態性を考慮した犯罪の地理空間の
分析

700,000 210,000 910,000 地域・都市再生研究部門 都市再生計画技術分野 助教 花岡　和聖 H24-H25

31 若手研究(B) 23710188
要救助者把握を念頭においた実室内被害把握に
関する研究

500,000 150,000 650,000 情報管理・社会連携部門 災害アーカイブ研究分野 准教授 柴山　明寛 H23-H25

32 若手研究(B) 24710180
膨大なテキストデータを活用した被害対応に資す
る効果的な状況認識支援モデルの構築

900,000 270,000 1,170,000 情報管理・社会連携部門 災害アーカイブ研究分野 助教 佐藤　翔輔 H24-H26

33 若手研究(B) 24791368
動物および外科標本を活用した消化器癌の血管
リンパ管新生と転移カスケードの解明

1,000,000 300,000 1,300,000 災害医学研究部門 災害医療国際協力学分野 助教 佐々木　宏之 H24-H26

34 若手研究(B) 24710176
被災自治体のおける防災・防犯コミュニティ構築と
ローカルナレッジ形成に関する研究

1,500,000 450,000 1,950,000 リーディング大学院 准教授 松本　行真 H24-H26

35 挑戦的萌芽研究 24651195
ＵＡＶによる大規模津波・洪水被災地の生存者探
索技術の開発

900,000 270,000 1,170,000 災害リスク研究部門 広域被害把握研究分野 教授 越村　俊一 H24-H26

36 挑戦的萌芽研究 24656299
被災地支援額のための位置センシングデータ利
用手法の開発

900,000 270,000 1,170,000 人間・社会対応研究部門 被災地支援研究分野 教授 奥村　誠 H24-H26

37 挑戦的萌芽研究 24656070 六方晶金属における変形双晶の熱力学モデル 800,000 240,000 1,040,000 地域・都市再生研究部門 地域安全工学研究分野 教授 寺田　賢二郎 H24-H25

38 挑戦的萌芽研究 25630245
デジタルアースを用いた都市リスク変遷の視覚化
と災害対応建築空間アーカイブズの構築

800,000 240,000 1,040,000 地域・都市再生研究部門 国際防災戦略研究分野 教授 村尾　修 H25-H27

39 挑戦的萌芽研究 24650307
高磁場ＭＲＩによる心臓リハビリテーションの心機
能改善効果の非侵襲的定量評価法

1,000,000 300,000 1,300,000 災害医学研究部門 災害放射線医学分野 教授 千田　浩一 H24-H26

40 挑戦的萌芽研究 24650512
研究関連組織の科学普及活動実践者のキャリア
パス：実態と可能性

1,000,000 300,000 1,300,000 リーディング大学院 講師 久利　美和 H24-H25

41 特別研究員奨励費 24・4610
認知情報処理特性を生かした新しい防災教育法
の提案と的確な災害対応能力の強化

1,000,000 0 1,000,000 災害科学国際研究所 ＰＤ 行場　絵里奈
H24-H26
担当教員：今村教授

42 特別研究員奨励費 24・5839
２０１１年東日本大震災の実態に基づいた津波被
災地の早期探索技術の開発

1,000,000 0 1,000,000 災害科学国際研究所 ＤＣ１ 郷右近　英臣
H24-H26
担当教員：越村教授

43 特別研究員奨励費 25・6600 読みにおける潜在的音韻処理過程の検討 900,000 0 900,000 災害科学国際研究所 ＤＣ１ 新国　佳祐
H25-H27
担当教員：邑本教授

44 特別研究員奨励費 23・01368 ベトナムにおける気候変動の洪水災害影響評価 600,000 0 600,000 災害科学国際研究所
外国人特別研
究員

真野　明
DO Nam Hoai

H23-H25

116,200,000 33,810,000 150,010,000

番号 事業名 課題番号 研究課題名 直接経費（円） 間接経費（円） 合計 部　　門　　名 分　　野　　名 職名 氏　　名 備　　考

1
医薬品・医療機器等レギュラト
リーサイエンス総合研究事業

H23-医薬－一
般-006

妊婦における医療用医薬品の安全性に関するエビデンスの
構築のための薬剤疫学研究の基盤整備および実践 1,950,000 580,000 2,530,000 災害医学研究部門 災害公衆衛生学分野 教授 栗 山 進 一 H23-H25

2
地球規模保健課題推
進事業

H23-地球規模
－一般－001

サハラ以南のアフリカにおけるエイズ・結核研究
ネットワークの構築に関する研究

4,885,000 1,420,000 6,305,000 災害医学研究部門 災害感染症学分野 教授 服 部 俊 夫 H23-H25

3
地域医療基盤開発推
進

Ｈ24-医療-一
般-031

薬剤アレルギー情報の医療標準化への取り組み 2,565,000 769,000 3,334,000 災害医学研究部門 災害医療情報学分野 教授 中 山 雅 晴 H24-

9,400,000 2,769,000 12,169,000

125,600,000 36,579,000 162,179,000総　　計

C 平成２５年度科学研究費補助金採択一覧表

文科科研費

合　　計

厚生労働科研費

合　　計
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(単位：千円）

区　分 研究課題名称 研究代表者 直接経費 間接経費 合計 備　　考

精神神経疾患のバイオマーカーの探索と臨床対応に関する研究 平成25年4月1日 ～ 平成26年3月31日 富田　博秋 1,400 0 1,400

地震・津波の予測精度の高度化に関する研究 平成25年4月1日 ～ 平成26年3月31日 今村　文彦 17,678 1,768 19,446

ペルーにおける津波予測と被害軽減 平成25年4月1日 ～ 平成26年3月31日 越村　俊一 3,315 995 4,310

気候変動と社会環境変化に対する水資源管理適応策の総合影響評価 平成25年4月1日 ～ 平成26年3月31日 奥村　誠 1,600 480 2,080

多賀城市震災経験・記録伝承に関する研究 平成25年5月15日 ～ 平成26年3月31日 柴山　明寛 3,829 1,148 4,977

津波痕跡データベースの高度化－確率論的津波ハザード評価に係る
痕跡記録の調査及び波原モデルのデータベースス化-

平成25年5月31日 ～ 平成26年3月31日 今村　文彦 23,485 1,508 24,993

海底地殻変動観測技術の高度化 平成25年5月15日 ～ 平成26年3月31日 木戸　元之 181,818 18,182 200,000

東北地方太平洋沖で発生する地震・津波の調査観測 平成25年5月15日 ～ 平成26年3月31日 日野　亮太 2,455 245 2,700

セグメント継手部付近の鋼材腐食シミュレーションに関する研究 平成25年7月19日 ～ 平成26年3月20日 寺田　賢二郎 385 115 500

緑茶の摂取量・飲み方と循環器疾患リスクファクターに関する横断
研究及び追跡調査

平成25年6月25日 ～ 平成26年3月24日 栗山　進一 11,054 946 12,000

構造物への作用波力評価手法の整備 平成25年9月2日 ～ 平成26年3月31日 越村　俊一 27,983 1,748 29,731

災害時等における医用X線写真撮影用のX線発生システムの開発 平成25年8月1日 ～ 平成26年3月31日 千田　浩一 2,308 692 3,000

南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト 平成25年8月1日 ～ 平成26年3月31日 今村　文彦 16,092 1,609 17,701

津波堆積物データベースの整備－津波堆積物に係るデータの調査及
びデータベースの構築－

平成25年9月20日 ～ 平成26年3月20日 後藤　和久 18,442 1,550 19,992

環境研究総合推進費　温暖化影響評価・適応政策に関する総合研究 平成24年4月2日 ～ 平成26年3月29日 有働　恵子 2,963 0 2,963

314,807 30,986 345,793

津波避難へ活用するための津波遡上の可視化 平成25年4月1日 ～ 平成26年3月31日 今村　文彦 1,450 180 1,630

人獣共通感染症リサーチセンターにおける共同研究の推進 平成25年4月1日 ～ 平成26年3月31日 服部　俊夫 15,000 0 15,000

海底地殻変動観測技術の高度化に関する研究 平成25年4月1日 ～ 平成26年3月31日 日野　亮太 0 0 0 研究費を伴わない契約

津波時での避難行動に関する解析手法の開発 平成25年6月15日 ～ 平成26年3月31日 今村　文彦 550 90 640

津波・地殻変動観測ブイシステムの開発 平成24年11月5日 ～ 平成28年3月31日 木戸　元之 0 0 0 研究費を伴わない契約

カーナビゲーションの高度化のための３次元地図を用いたマルチ
GNSSによる位置推定と地図修正

平成25年5月10日 ～ 平成26年3月31日 竹内　栄二朗 2,864 286 3,150

次世代への津波シミュレーション高度化技術に関する研究開発 平成24年1月31日 ～ 平成25年9月30日 今村　文彦 0 0 0 研究費を伴わない契約

環境省・子どもの健康環境に関する全国調査における血中アミノ酸
測定とその解析

平成23年9月1日 ～ 平成27年3月31日 栗山　進一 455 45 500

Wills Tsunami Risk Modelling 平成22年10月1日 ～ 平成26年9月30日 今村　文彦 6,113 638 6,751

Mg合金の双晶／転位相互作用の研究 平成23年3月1日 ～ 平成26年3月31日 寺田　賢二郎 3,272 328 3,600

29,704 1,567 31,271

ことば・心・コミュニケーション 平成25年6月3日 ～ 平成26年3月31日 邑本　俊亮 389 43 432

平成２５年論文博士号取得者に対する支援事業 平成25年4月1日 ～ 平成26年3月31日 越村　俊一 1,540 0 1,540

東日本大震災アーカイブ（みちのく震録伝）を利活用した防災・減
災に係る社会技術開発

平成25年8月1日 ～ 平成26年8月31日 佐藤　翔輔 1,500 0 1,500

歴史的に繰り返す災害に対する都市の脆弱性と強靭化の日米比較研究 平成26年2月1日 ～ 平成26年3月31日
ブリッカー
ジェレミー

1,310 131 1,441

マンション管理適正化・再生推進に当たっての課題の解決に向けた
成功事例の収集・分析等を行う事業

平成26年2月28日 ～ 平成26年3月31日 石坂　公一 599 0 599

5,338 174 5,512

先端研究助成基金助成金（最先端・次世代研究開発プログラム） 平成25年4月1日 ～ 平成26年3月31日 坂巻　隆史 5,208 1,562 6,770

科学字術戦略推進費補助金（女性研究者支援システム改革）杜の都
ジャンプアップ事業

平成25年4月1日 ～ 平成26年3月31日 有働　恵子 1,000 0 1,000

科学字術戦略推進費補助金（女性研究者支援システム改革）杜の都
ジャンプアップ事業

平成25年4月1日 ～ 平成26年3月31日 王　欣 1,000 0 1,000

7,208 1,562 8,770

357,057 34,289 391,346

共同研究費

計

D 平成25年度外部資金受入状況

平成26年3月末現在

研究期間

受託研究費

計

受託事業費

計

その他補助金

計

                　合　　　　　計
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（単位:円）

No. 助成金名称 受入教員 寄附金額 備　考

1 放射線検査学研究助成金 千田　浩一 100,000

2 災害科学国際研究所研究助成金 所　　　長 200,000

3 WFSBP2013KYOTO　シンポジスト招聘費用補助 富田　博秋 200,000

3件 500,000

4 都市再生研究助成金 村尾　修 1,325,000

5 平成２５年度笹川研究助成 丹羽　雄一 650,000

6 CAEに関する研究助成金 寺田　賢二郎 500,000

7 アレルギー感染病態研究助成金 服部　俊夫 100,000

8 ストレスホルモンと癌研究 三木　康宏 600,000

9 計算力学に関する研究助成金 森口　周二 300,000

6件 3,475,000

10 津波工学研究分野研究助成金 今村　文彦 500,000

11 平成２５年度笹川科学研究助成金 鈴木　裕介 850,000

2件 1,350,000

12 APRU-IRIDeSマルチハザードプログラム活動のための寄附金 泉　　貴子 582,540

13 計算力学に関する研究助成金 森口　周二 300,000

2件 882,540

14 災害アーカイブ研究助成金 柴山　明寛 968,700

1件 968,700

15 津波工学研究分野研究助成金 今村　文彦 1,000,000

1件 1,000,000

16 CAEに関する研究助成金 寺田　賢二郎 1,000,000

17 応用水理学に関する研究助成金 真野　明 500,000

18 放射線検査学研究助成金 千田　浩一 100,000

19 放射線検査学研究助成金 千田　浩一 100,000

4件 1,700,000

　７　月　計

受入総額：56,776,240円

平成２５年度　寄附金の受入状況について

○研究助成金

４　月　計

５　月　計

６　月　計

８　月　計

９　月　計

１０　月　計
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No. 助成金名称 受入教員 寄附金額 備　考

20 津波工学研究分野研究助成金 今村　文彦 5,000,000

21 津波工学研究分野研究助成金 今村　文彦 50,000

22 放射線検査学研究助成金 千田　浩一 100,000

3件 5,150,000

23 津波工学研究分野研究助成金 今村　文彦 300,000

24 東北大学でのアーカイブ構築支援 今村　文彦 200,000

2件 500,000

25 津波工学研究分野研究助成金 今村　文彦 750,000

1件 750,000

26 津波工学研究分野研究助成金 今村　文彦 6,000,000

27 東北大学でのアーカイブ構築支援 今村　文彦 300,000

28 東北大学でのアーカイブ構築支援 今村　文彦 3,000,000

29 エストロゲン環境に関する研究 三木　康宏 1,000,000

30 東北大学でのアーカイブ構築支援 今村　文彦 200,000

5件 10,500,000

30件 26,776,240

○寄附部門 （単位:円）

No. 助成金名称 件数 寄附金額 備　考

1 地震津波リスク評価（東京海上日動）寄附研究部門 １件 30,000,000 H25年度分

２月　計

総　　　　計

１１　月　計

１２　月　計

１　月　計
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４ 研究活動 

 



 

 

 

 

 

４ 研究活動 

（１）研究部門概要 

 

①  各部門の概要 

 



災害リスク研究部門 

 

災害リスク研究部門では、毎月一度部門会議を開催し、研究分野間の情報交換を行っている。各研究

分野の活動を以下に示す。 

地域地震災害研究分野では、東日本大震災の振動被害の実態に基づく地盤環境調和型地震対策の研究、

および構造ヘルスモニタリングと早期地震警報との融合技術として地域版リアルタイム地震観測シス

テム(EEW/SHM システム)の開発展開に関する研究を継続して行ってきている。平成 25 年度には、

EEW/SHM システムの地域展開拡張と海外展開としてモンゴル国へのシステム導入を行った。また、こ

れらの研究成果に基づく災害調査報告書等の執筆、国内外での学会での招待講演を行う国内外に向けた

情報発信を行った。 

 津波工学研究分野は、津波減災を目指す研究のトップランナーとして活動を進めている。特に、東日本大震

災での被害実態と得られた教訓を国内外の防災・減災活動に活かす研究・教育の実践を行っている。平成 25 年

度での主な活動報告としては、産学による数値解析モデルの開発として富士通(株)と共同研究，歴史津波対す

る学際的な再評価として旧 JNES との共同研究、減災のための教育プログラムの提案として減災ポケット「結」

（ハンカチ）の制作（仙台放送との共同）などを行った。さらに、マスメディアを通じた情報発信も精力的に

取り組んでおり，2014 年 4 月に発生したチリ北部地震津波に関する緊急記者発表を行った。 

 災害ポテンシャル研究分野では、国内外で発生した水害に関する調査研究として、2013 年７月に山形で発生

した集中豪雨、８月の秋田・岩手における集中豪雨、同年 11 月のフィリピンレイテ島を中心に大規模な高潮

災害、2014 年 1 月のインドネシアの首都ジャカルタにおける大規模な浸水被害に関する調査を行った。また、

５つの中大型プロジェクトと３つの災害研特定プロジェクトを推進した。これらの研究の成果をもとに 18 編

の査読付き論文を公表、大学院生を中心とした 31 編の研究発表を行なった。 

 広域被害把握研究分野は，巨大地震発生直後の数値シミュレーションを実施して、津波被災地を探索し、人

的被害・建物被害を推計するための被害予測式、広域に発生した被害の空間分布を把握するリモートセンシン

グ技術、被災後の復旧・復興過程をモニタリングするセンシング技術、および空間情報処理技術についての技

術基盤を被災地での取り組みを通じて構築する研究活動を行なっている。平成 25 年度には G 空間情報を活用

した次世代防災・被災地支援システム研究会を発足するとともに、国際連携として、ドイツ航空宇宙センター

との協定の締結を行った。 
最適減災技術研究分野では、東日本大震災における被災地復興及び来るべき地震災害に対する都市・建築の

被害低減を目的とした研究を行っている。平成 25 年度には、第 13 回世界免制振会議の開催に貢献するととも

に、超高層建築物の地震時応答制御に有用な理論の提示を行った。また、放射線（主に γ 線）遮蔽コンクリー

トの研究として、超長期的な耐久性を持つ高密度コンクリートを開発するとともに，実際の原発事故汚染物を

線源（体積線源）とした遮蔽実験に基づく高密度コンクリートの放射線遮蔽率を明示した。 

低頻度リスク評価研究分野では、2011 年東北地方太平洋沖地震津波による堆積現象調査に加え、日本海溝沿

い、南海トラフ沿い、日本海側（山形県）、琉球海溝沿いなどで古津波調査を実施した。平成 25 年度には、土

砂移動モデルを仙台市周辺地域における 2011 年の津波の再現計算に適用して検証を行ない、現地データと整

合的な結果が得られることを示した。これらの成果に基づき、国際学術雑誌などへの論文発表や、国際学会・

シンポジウムで招待講演を含む発表を行った。 

国際災害リスク研究分野では、数値シミュレーションによる被害の解明に関する研究を行っている。平成

25 年度には、ジャカルタ市堤防決壊メカニズムを解明するための現地調査、釜石防波堤の決壊メカニズムを

解明、 歌津大橋の被害のメカニズム解明するための数値シミュレーションによる被害要因分析を行った。ま

た、津波浸水モデルや洪水モデルに関する国際ワークショップを開催した。 

 

（源栄正人） 
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人間・社会対応研究部門 

 

災害情報認知研究分野は、災害時の「生きる力」の科学的解明、人間のリスク認知や災害情報記憶に関する

研究、防災ゲームの開発などを行った。また、「災害・認知・脳科学研究会」を立ち上げ、災害関連諸学術分野

と認知・脳科学の融合研究を推進した。 

 

 被災地支援研究分野は、東日本大震災時の交通・通信インフラの被災・復旧状況の整理、自動車避難を考慮

した交通シミュレーション手法の開発、災害緊急対応時の意思決定プロセスと施設のあり方の研究、災害に強

く持続可能な地域の構造に関する研究を行った。 

 

歴史資料保存研究分野は、東日本大震災で被災した歴史資料の救済・保全活動を進め、地域の歴史資料を災

害から守るための技術的・組織的な課題と東日本大震災における教訓を普及した。また、東北地方太平洋沿岸

に襲来した歴史津波の件数や被災状況を様々な史料から再検討した。 

 

防災社会システム研究分野は、災害時等の事業継続計画（BCP）の研究を行い、内閣府の「事業継続ガイド

ライン」の改定、解説書の作成を支援した。また、首都直下地震発生時の帰宅困難者の対策、政府・地方自治

体の防災職員への教育プログラムの開発、災害ボランティアの活動環境の整備などについて、立案に貢献した。 

 

防災法制度研究分野は、災害復興・災害予防制度に関するワークショップ、被災自治体や他の自治体での復

興に関するヒアリング調査、住宅耐震化への取り組みや中古住宅の耐震化促進に関する調査などを行い、様々

な具体的な政策提言を行った。 

 

災害文化研究分野は、日本列島各地の自然災害との関わり方について、現地に赴き、歴史資料の収集や生活

文化の聞書きを通して、考察を試みた。また、「地域の歴史・生活文化からの防災」のワークショップにおける

講演を各地で行った。 

 

防災社会国際比較研究分野は、東日本大震災の被災地域における生活再建と復興過程の調査・研究、国内外

での被災コミュニティの再定住に関する計画決定過程の調査・研究、および専門家を交えた復興社会づくりの

国際比較研究・交流活動の 3 つを柱に活動を行った。 

 

（邑本俊亮） 
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地域・都市再生研究部門 

 

１ 都市再生計画技術分野 

東日本大震災被災地域の今後の居住復興策の方向性について検討するとともに地域人口動態モデルの構築

を進めた。陸前高田市、石巻市等を対象に商店街復興、復興計画の策定実態と課題を明らかにした。また、台

風ハイエンの被害状況調査を行った。 

２ 除染科学研究分野 

連続個別非破壊放射能汚染検査システム、放射能非破壊検査装置などの高性能な汚染検査装置を開発し、被

災自治体に設置して生活の復旧の促進に寄与した。汚染植物の調査をＰＩＸＥ分析し、国際会議において招待

講演として発表した。旧コバルト照射実験室の改修に加えて新たに研究棟を設置し、プロジェクト研究の促進

を図った。 

３ 地域安全工学研究分野 

遡上津波と構造物の相互作用評価手法の開発，斜面災害の危険度評価，構造材料および土木構造物の設計

最適化などの要素技術およびに災害科学研究の成果を 3D 立体視して各事象を時間・空間的に俯瞰して分析で

きるシステムのプロトタイプに関する研究を進めた。また、レジリエンスワークショップの開催や豪雨災害

調査等の活動を行った。 

４ 災害対応ロボテックス研究分野 

災害対応ロボティクス研究分野では、①超小型ヘリと地上走行ロボットによる被災原子炉建屋内調査システ

ム②被災下水管路内点検ロボットシステム③老朽化細径配管点検技術④救助犬の情報強化⑤超小型ヘリによ

る老朽化プラント点検⑥災害対応ロボットの技術・産業・配備における課題調査と性能評価に関連する政策提

言。に関する研究を実施した。 

５ 国際防災戦略研究分野 

都市および建築空間を災害マネジメントの視点から整理し，防災と復興の空間計画論として体系化した。ま

た，インド洋津波と東日本大震災の復興過程を定量的に比較するとともに各地の復興計画や津波避難施設の建

設状況等を整理し課題を抽出した。また、台風ハイエンや 2007 年ペルー地震などの被災・復興調査および 2015

年国連防災世界会議に向けた積極的な活動を行った。 

 

（石坂公一） 
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災害理学研究部門 

 

 当部門は下記７研究分野から構成され，巨大地震，津波，火山噴火，気候変動，宙空災害など，地球規模の

さまざまな自然災害の発生メカニズム解明に取り組んでいる． 

【海底地殻変動研究分野】国際深海掘削研究に参画し，摩擦抵抗の劇的な低下が東北沖地震の巨大すべりにつ

ながったことを突き止めた．また，日本海溝沿いの 20 点地点以上で新たに海底観測を開始した． 

【地震ハザード研究分野】繰り返し地震の高速抽出プログラムを開発し，東北沖地震の余効すべりの拡がりを

明らかにした．東北地方やニュージーランドでの地震波トモグラフィーによって，多量の流体が大地震発生に

関わることを示した．  

【火山ハザード研究分野】地震波トモグラフィーによって，深さ 700km まで沈み込む太平洋プレートの構造

を解明した．この深部プレート内から上昇する流体により，大陸内部の火山が形成されたことを明らかにした．  

【地盤災害研究分野】山形県村山市において反射法地震探査と重力探査，地形判読を行い，活断層の地表形状

と地下構造の関係を調査した．また，石垣島や三陸海岸に分布する津波巨礫の古地磁気研究から，複数回の津

波の履歴を明らかにした． 

【気象・海洋災害研究分野】気候変動適応研究推進プログラムを推進し，東北農業の地球温暖化適応策につい

て調べた．また，2013 年山形，秋田・岩手豪雨の数値シミュレーションを行い，降水分布を再現した． 

【宙空災害研究分野】JAXA の衛星プロジェクトに参加し，宇宙で放射線を計測するとともに，カナダでも観

測を行った．国連宇宙天気専門家会合に共同議長として参加し，宇宙放射線に関するガイドラインをまとめ発

行した． 

【国際巨大災害研究分野】三陸海岸南部の海成段丘調査とボーリング掘削調査を行った．過去１万年間に顕著

な上下変動はなく安定傾向にあり，数十万年間に 0.3mm/年で隆起を続けている三陸海岸北部と変動様式が異

なることを示した． 

 

（遠田晋次） 
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災害医学研究部門 

 

部門概要 

 本研究部門は、広域巨大災害に伴い発生する急性期・慢性期の疾患への対応と防災体制の研究推進、および

災害時医療・医学の国際標準の確立、を大目的とする。発足時は７分野（災害医療国際協力学、災害産婦人科

学、災害感染症学、災害精神医学、災害放射線医学、災害公衆衛生学、災害医療情報学）を擁し、25 年度には

新たに災害口腔科学分野が加わり 8 分野となった。また 25 年 10 月には災害医療情報学分野の専任教授が着任

している。主な研究テーマとしては１）広域巨大災害に対応できる救急医療の確立推進 ２）大規模災害後の

疾患研究およびそれを通した被災地住民健康保持の推進：被災地における医療保健の支援と結びついた疫学・

臨床・基礎研究の融合 ３）放射線や被曝に対する正しい理解の普及の研究推進 ４）災害時医療および医学

に関わる国際学術研究の拠点形成、などが挙げられる。 

 

活動概要 

25 年度の部門全体の活動で、特筆すべきものとしては、25 年 11 月 8 日にフィリピンを襲った巨大台風（台

風 30 号）での被害に対し、災害科学国際研究所が派遣した緊急調査団への参加・活動が挙げられる。災害医

学研究部門は、これまでの 6 次にわたる調査のうち第１、２、３、６次に調査団を派遣し、大災害における病

院の被害、災害医療対応の実際、感染症アウトブレイク、および災害精神医学対応などに関する調査を行った。

また、フィリピン大学マニラ校や、アンヘラス大学、保健省、WHO、日本大使館、JICA、赤十字社なども訪問

し、災害対応や、復興にむけての取り組みなどについての調査を遂行した。巨大台風被害による医療供給体制

の課題は、数年前に東日本大震災で日本が経験したものと重なる点も多い。調査は今後も継続される予定とな

っている。 

（25 年度の分野毎の活動の詳細は、各分野の活動報告書を参照） 

 

（伊藤 潔） 
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情報管理・社会連携部門 

 

産学官連携に基づいた災害アーカイブ構築に関する研究開発 

災害アーカイブ研究分野が中心となり、災害アーカイブの構築とシステムの利活用に関して、国立国会図書

館や民間企業、ハーバード大学等との連携研究を昨年度に引き続いて展開した。また、災害アーカイブに関す

る国際シンポジウムの開催を通して、アーカイブ学の構築に向けたハーバード大学やカンタベリー大学等との

国際的な研究コンソーシアムの強化が実現した。 

 

被災地の復興まちづくり／人づくりの実践的研究 

災害復興実践学分野が中心となり、石巻市をはじめとした被災自治体や関係機関との協働に基づいた復興ま

ちづくりを、「復興実践活動」として昨年度に引き続いて展開した。また、地震津波リスク研究部門が中心と

なって推進している「カケアガレ日本」の企画・運営に当部門の多くの教員が関わり、産学官連携に基づいた

災害に強い地域づくりに向けた地域貢献を果たした。さらに、被災地の学校において、学校と地域との連携に

基づいた復興教育／防災教育モデルの社会実装に取り組んだ。 

 

実践的防災学から得られる知見の社会発信  

被災自治体との連携推進、国連を含む国際機関や環太平洋大学連合（APRU）をはじめとした大学間連携な

ど国内外のネットワーク 構築を推進した。また、国際的な防災の枠組みである「兵庫行動枠組み」の改訂作

業への貢献のため、東日本大震災からの教訓をもと に作成した報告書の企画に携わった。国連防災世界会議

の準備プロセスに参加し、インプットをするとともに、公開イベントの企画など情報発信の基盤を創造するこ

とができた。 

 

安全・安心な大学キャンパスづくり（キャンパス・セーフティー）の推進 

 当部門の多くの教員が学内のさまざまな地震対策プロジェクトに関与し、安全・安心な大学キャンパスづく

りの実現に向けて学内貢献を果たした。例えば、教育研究用機器転倒防止ガイドラインの作成や、学生・教職

員の安否確認システムの開発、東北大学総合防災訓練の企画・運営などである。 

 

（佐藤 健） 
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地震津波リスク評価（東京海上日動）寄附研究部門 

 

 地震津波リスク評価（東京海上日動）寄附研究部門の 2013 年度（発足から 2 年目）の活動として大きく分

けて，津波ハザード評価，津波フラジリティ評価，津波避難訓練支援，防災教育に関する各研究・取組が挙げ

られる． 

まず，津波ハザード評価研究は，従来手法を高度化した津波ハザードの確率論的評価手法を用いて，東北地

方太平洋沿岸における確率津波波高と，90%信頼区間，標準偏差，変動係数として定義した波高の不確実性を

定量的に評価した．また，その成果を基に福島県の相馬港とその内陸部を対象に，再現期間別の津波ハザード

マップを生成し，具体的に津波リスクを定量化する手法を提案した．次に，津波フラジリティ評価研究は，東

北地方太平洋沖地震津波における石巻市の建物被災データに基づいて，最先端の統計学手法を用いることで，

より高い精度の津波被害関数を構築した．更に，東日本の漁船被災データを使用し，津波数値解析による津波

流速，漂流物の影響等を考察し，被害関数を構築した． 

津波避難訓練支援に関する活動としては，行政・地域が取り組む津波避難対策や避難計画，避難訓練の現場

に深く関わり，被災地の避難計画の再構築や，避難訓練の企画と避難行動の調査・検証に取り組んだ．訓練に

ついては，研究所内外の協働体制で取り組む「カケアガレ！日本」とも連携し，実地に即した避難方法や訓練

手法を実践するとともに，課題克服に向けた検討を地域・行政とも共有してきた．次に，防災教育に関する取

組としては，宮城県内の被災学校である多賀城市天真小学校，気仙沼市階上小学校の 5,6 年生を対象に出前授

業を実施した．県外では，東京都伊豆大島町の 3 小学校の 5,6 年生を対象に実施し，国外ではアメリカ合衆国

のハワイ州の 2 つの小学校を対象に出前授業を実施した．アンケートの結果から，子供自身に防災・減災の意

識の変化が見られさらに興味を持って取り組んでいる様子が伺えた． 

 

（今村文彦） 
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リーディング大学院 

 

リーディング大学院「グローバル安全学トップリーダー育成プログラム」の目的は、我国や世界が直面する、

巨大地震や津波などの自然災害あるいは気候変動、エネルギーセキュリティ問題等を解決し、人類社会の持続

性及び安全安心な社会構築に寄与するグローバル安全学分野のトップリーダー人材を育成することである。科

学・技術・人文社会科学の研究者が連携したプログラムにより、「安全安心を知る」、「安全安心を創る」、「安全

安心に生きる」という３つの視点からリーダーを養成する。平成 24 年度の準備期間を経て、平成 25 年度より

受講生を採択している。平成 24 年度はカリキュラムの設計や講義・実習の策定等が中心にすすめられた。12

部局 21 専攻が協力した教育体制の中で、災害科学国際研究所は「実践的防災学」の視点で中心的な役割を担

い、被災地の長期的な復興事業をはじめとする社会に還元するための人材教育を行っている。被災自治体等と

の連携を強化し、被災地の復興への具体的貢献を果たしながら、複雑化・多様化する自然災害のリスクに対応

できる社会の創成を目指し、新たな防災・減災技術の開発とその社会実装を進める。災害という脅威を防ぎ止

めるだけでなく、人間・社会が賢く備えて対応する、さらに災害による被害や社会の不安定から回復しながら

教訓を語り継ぐ災害文化を醸成し、社会システムにそれらを織り込んでいく。平成 25 年度の具体的実施内容

として、通常の講義や実習の提供に加え、地域の避難訓練支援、気仙沼市やいくつかの高等学校でのアウトリ

ーチ企画の実施、いわき市薄磯地区に設置した分室を拠点としての復興活動の学術的支援など、地域の中で実

践的に行なう教育の場を受講生に提供している。この活動を通じて、本プログラム生がグローバル安全学トッ

プリーダーとして育成されることが期待される。 

 

（遠田晋次） 
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４ 研究活動 

（１）研究部門概要 

 

② 各分野の概要 

 



災害リスク研究部門 

 

地域地震災害研究分野 

 

地域地震災害研究分野では、東日本大震災の振動被害の実態に基づく地盤環境調和型地震対策の研究、

および構造ヘルスモニタリングと早期地震警報との融合技術として地域版リアルタイム地震観測シス

テムの開発・展開に関する研究を行っている。これらの研究成果に基づく災害調査報告書等の執筆、国

内外での学会での招待講演を行うとともに、地域における防災教育活動も行っている。 

源栄教授は、東日本大震災の振動被害の実態について観測記録に基づく詳細な分析の研究論文（査読）

として公表するとともに、サイスミック・マイクロゾーニングとリスク低減に関する国際会議

（10IWSMRD）等での招待講演を行った。東日本大震災の教訓を整理し、日本地震工学会誌等の総説・

解説記事に取りまとめた。また、これまで継続して実施してきた早期地震警報システムの現状と課題に

ついては、米国カリフォルニア等での招待講演を行うなど国内外に向けた情報発信を行った。さらに、

リアルタイム地震観測にもとづく早期地震警報と構造ヘルスモニタリングの融合システム（EEW/SHM

システム）の宮城県域の公共施設観測点への拡張を行った。また、次年度以降の共同研究へ繋げるべく、

モンゴル国ウランバートル市庁舎へシステムを導入し海外展開を行った。 

大野准教授は、表層地質が強震動に及ぼす影響に関する国際シンポジウムにおいて、巨大地震の地震

動評価式に関する招待講演を行うとともに、第11回日本物理探査学会大会（11th SEGJ）において仙台市の地

盤震動特性に関する講演を行った。また、東北地方太平洋沖地震の地震動特性について，関連各学会の報告

書を執筆・刊行し，東北支部で報告会を行った。 

 王欣助教は、東日本大震災における建物内の地震観測データの分析および、微動観測データに基づく干渉法

を用いた建物の振動特性に関する研究を行い日本地震工学会大会等で研究発表を行った。 

 

（源栄正人） 
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災害リスク研究部門 

 

津波工学分野 

 

 津波工学研究分野は，津波減災を目指す研究のトップランナーとして活動を進めている．特に，東日本大震

災での被害実態と得られた教訓を国内外の防災・減災活動に活かす研究・教育の実践を行っている．平成 25 年

度での主な活動報告としては，産学による数値解析モデルの開発，歴史津波対する学際的な再評価，減災のた

めの教育プログラムの提案などである．さらに，マスメディアを通じた情報発信も精力的に取り組んでおり，

2014 年 4 月に発生したチリ北部地震津波に関する緊急記者を行った． 

産学による数値解析モデルの開発 

 東日本大震災で観測された巨大津波の実態を見ると，沿岸部では地形や建物の影響を受けて非常に複雑であ

り，従来の計算手法では再現が難しいとされていた．そこで，富士通(株)と共同研究を実施し，波源から沿岸

部までの津波の到達時刻や波高といった「マクロな計算」を行うために開発した 2 次元シミュレーション技術

と，沿岸での砕波や堤防の越流など「ミクロな計算」を行うために開発した粒子法による 3 次元シミュレーシ

ョン技術を融合させることができた．  

歴史津波に対する学際的な再評価 

本研究所の強みを活かした取り組みである学際研究としては，歴史資料や津波堆積物に基づく津波痕跡情報

を用いた波源構築手法を構築し，慶長奥州地震の波源像に関する再検討を行った．これらの検討結果を含め，

これまでに整理・収集した津波痕跡情報・波源情報を津波痕跡データベースにより発信している（旧 JNES と

の共同研究）．また，IAEA などの国際機関と津波減災に関する共同プロジェクトを展開している． 

減災のための教育プログラムの提案 

 減災ポケット「結」（ハンカチ）日本語バージョン、英語バージョンを仙台放送と共同で制作し、この減災ポ

ケットを利用して、子どもたちに本来備わっている、考える力、判断する力、行動する力を伸ばして行く事を

目標に、減災教育出前授業の実施を試みた．国内では 9 カ所の小中学校、海外ではハワイ州の 2 小学校で実施

した。この活動にはテレビ新聞などのメディアも紹介され（NHK E テレ 学ぼう BOSAI 津波編）の講師の依

頼も受け、番組として制作された。 

 

（今村文彦） 
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災害リスク研究部門 

 

災害ポテンシャル研究分野 

 

2013 年度は国内外で水害が多発した。2013 年７月には山形で、また８月には秋田・岩手で集中豪雨が発生

した。災害研調査団では主体的な役割を果たし、中山間地における災害の特徴と課題を明らかにした。また、

同年 11 月にはフィリピンレイテ島を中心に大規模な高潮災害が発生した。災害研調査団として痕跡調査や被

害調査を主導し、貧困や災害リテラシーによる被害拡大の構造を明らかにした。2014 年 1 月には、インドネシ

アの首都ジャカルタで前年に引き続き大規模な浸水が発生した。バンドン工科大学と共同で、浸水機構を解明

した。 

 ５つの中大型プロジェクト：「氷河減少に対する水資源適応モデルの開発」（GRANDE、JICA-JST SATREPS、

研究代表者田中仁教授）、「気候変動に対する水分野の適応策立案・実施支援システムの構築」（IMPAC-T、JICA-

JST SATREPS、研究代表者沖大幹教授）、「沿岸防災リスクの推定と全国リスクマップ開発」（S-8、環境省環境

研究総合推進費、戦略研究開発領域、研究代表者三村信男教授）、「ガンジスデルタの堆積構造に基づく広域的

地下水ヒ素汚染機構の解明」（科研費、基盤 B 海外）、「泥火山噴火の流入に伴うインドネシア・ポロン川の変

容と河川環境の改善に関する研究」（科研費、基盤 B 海外、研究代表者田中仁教授）と、３つの災害研特定プ

ロジェクトを推進した。 

 これらの研究の成果をもとに、2013 年には 18 編の査読付き論文を公表した。また、ICS2013（国際海岸シン

ポジウム、Plymouth）、AOGS2013（アジアオセアニア地球科学連合、Brisbane）、APRU－MH2013（環太平洋大

学連合マルチハザードシンポジウム、Taipei）、EGU2013（欧州地球科学連合、Vienna）等で、大学院生を中心

とした 31 編の研究発表を行なった。 

 工学研究科を兼務して大学院の教育を行なった。GRANDE プロジェクトでは、ボリビア留学生等に対する

教育効果が認められ工学研究科長教育賞が授与された。また、優れた研究業績が評価され、当研究分野の修士

課程修了学生に、工学研究科長賞が授与された。 

 

（真野明） 
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災害リスク研究部門 

 

広域被害把握研究分野 

 

広域被害把握研究分野は，専任教授・越村俊一，兼任教授・佐藤源之，専任助教・Erick Mas の 3 名の教員か

ら構成される．数値シミュレーション・リモートセンシング・ジオインフォマティクスを融合した新しい「広

域被害把握技術」の基盤を構築し，その成果を国際社会で共有して，効果的な災害救援活動に資することを目

標とする． 

専任教員の越村俊一教授と Erick Mas 助教は，巨大地震発生直後の数値シミュレーションを実施して，津波

被災地を探索し，人的被害・建物被害を推計するための被害予測式，広域に発生した被害の空間分布を把握す

るリモートセンシング技術，被災後の復旧・復興過程をモニタリングするセンシング技術，および空間情報処

理技術についての技術基盤を，被災地での取り組みを通じて構築している．特に， G 空間情報を基盤として，

最新の測位・観測技術によるモニタリングと，被害の全容を迅速に予測・把握するためのシミュレーション・

リモートセンシング技術，被災者の生活回復度や被災地社会の安定度を計測するソーシャルセンシング技術を

高度に融合し，センシング情報を利活用するためのビッグデータプラットフォームをとそれを社会に実装する

ための，産・学・官の新たな体制を実現する研究会を発足した（G 空間情報を活用した次世代防災・被災地支

援システム研究会）． 

兼任教員の佐藤源之教授は，電波科学を応用した衛星・航空機マイクロ波リモートセンシング(SAR)，地中

レーダ(GPR)・電磁法などの開発と応用に継続的に取り組んだ．アフガニスタンやカンボジアにおける地雷検

知・除去，またロシア，中国，韓国，モンゴルの植生や地下水環境調査を現地研究者と共同で進め，国際貢献

をめざしている．一方，震災復興をめざして家屋・構造物の非破壊検査や遺跡調査へ応用研究も積極的に進め

ている． 

広域被害把握研究分野の国際連携については，ドイツ航空宇宙センターとの戦略的な連携を進めている

（2012 年 7 月に部局間協定を締結，2013 年 3 月には，責任部局として全学協定の締結を行った）．第 3 回国連

防災世界会議でのサイドイベント等の共同提案を計画するなど，広域被害把握技術の国際標準化に向けた活動

を展開している． 

 

（越村俊一） 
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災害リスク研究部門 

最適減災技術研究分野 

 

最適減災技術研究分野では、東日本大震災における被災地復興及び来るべき地震災害に対する都市・建築の

被害低減を目的として、耐震工学日米共同研究の枠組みにおける活動を含め、極大地震による超高層建築骨組

の倒壊挙動に繋がる動的不安定現象や低層部変形累積現象の力学的解明を目指した研究、回転慣性質量（ダイ

ナミック・マス）等を含む新しい振動制御デバイスを用いた建築物地震時振動応答の効果的制御技術の開発、

福島第一原発事故に起因する放射性廃棄物の処理に役立てるための高性能放射線遮蔽コンクリートの開発等

を行っている。 

平成 25 年度の活動及び研究成果は以下の通りである。①Anti-seismic Systems International Society (ASSISi) 主

催、災害科学国際研究所共催により、東北大学川内北キャンパスで開催された第 13 回世界免制振会議(13WCSI)

の実行委員会副委員長を務め、国際会議運営に貢献すると共に、当分野から５編の研究発表を行った。②40 年

の歴史ある耐震工学日米共同研究の第 10 回研究企画会議免制振部門に参加し、米コネチカット大学のクリス

テンセン准教授と共に Session Convener を努めた。これにより、耐震工学免制振分野における国際的共同研究

の足場を固めた。③一自由度系の制御理論である同調質量ダンパーの定点理論を多自由度系に拡張し、超高層

建築物の地震時応答制御に有用な理論を提示した。④放射線（主に γ 線）遮蔽コンクリートの開発については、

一般的な骨材を代替するものとして粒径や混入量を最適化した鉄粉やスラグを使用することで、最大密度

5.0g/cm3 以上を有し、かつ施工性に富み、放射線遮蔽体として要求されうる強度及び超長期的な耐久性を持つ

高密度コンクリートを開発した。並びに，実際の原発事故汚染物を線源（体積線源）とした遮蔽実験から、汚

染物の放射能レベルや遮蔽体の形状及び損傷の有無などといった様々な遮蔽条件に対する高密度コンクリー

トの放射線遮蔽率を明示した。 

 

（五十子 幸樹） 
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災害リスク研究部門 

 

低頻度リスク評価研究分野 

 

 石渡教授は、2013 年 6 月に刊行された「東日本大震災を分析する（１）地震・津波のメカニズムと被害の実

態（平川新・今村文彦・本研究所編著）」に、共著で仙台付近の墓石に関する地震・津波被害の調査報告を載せ

た。同じく 2013 年 6 月に統合国際深海掘削計画中央管理組織（IODP-MI）の理事会が仙台で開催され、菅原

助教と共にその参加者約 20 名を引率して宮城県内の津波被災地域の日帰り巡検を行い、英文の巡検案内書を

作成・配布した。2013 年 8 月の日本地質学会ニュースとメルマガに「東海道 53 次と地震・津波・噴火」を発

表した。2013 年 9 月に日本地質学会会長として津波堆積物巡検などを含む同学会仙台大会を統括し成功させ

た。2013 年 10 月にアジア太平洋地域大規模地震・火山噴火リスクマネジメント（G-EVER）第２回国際シン

ポジウムが仙台で開催され、仙台で体験した地震、津波、原子力災害について報告した。 

 後藤准教授と菅原助教は、2011 年東北地方太平洋沖地震津波による堆積現象調査に加え、日本海溝沿い（青

森県下北半島、三陸沿岸、仙台平野周辺、千葉県銚子市など）、南海トラフ沿い（九州の太平洋岸）、日本海側

（山形県）、琉球海溝沿い（奄美諸島、先島諸島）などで古津波調査を実施した。2011 年の津波の研究では、

仙台平野での土砂層厚と浸水深の関係を検討し、津波中の土砂濃度が 2％を上限としていたと仮定すると、仙

台平野全域の津波堆積物の層厚分布を説明できることがわかった。また、津波による土砂移動数値モデルの高

度化を行い、多様な津波の波形や、地形・土地条件のもとで安定して解析を実施できるようにした。土砂移動

モデルを仙台市周辺地域における 2011 年の津波の再現計算に適用して検証を行った結果、現地データと整合

的な結果が得られた。以上の成果の一部は、国際学術雑誌などに論文として発表するとともに、西太平洋堆積

学会、国際津波シンポジウム、AGU などの国際学会で、招待講演を含む発表を行った。 

 

（後藤和久） 
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災害リスク研究部門 

 

国際災害リスク研究分野 

 

１．ジャカルタ市堤防決壊メカニズム解明 

2013 年、インドネシア・ジャカルタの放水路堤防が決壊したため 40 人が死亡し、甚大な被害を及ぼした。堤

防決壊原因を解明するために現地調査を行い、地質・地形・放水路設計・流量データを取得、データを用いて

1 次元河川モデルを構築し決壊原因が越流によるものであることを明らかにした。また、水位が危険な状態ま

で溢れてきた理由は、下流部の瓦礫等の堆積が主因であることを明らかにした。Bricker, Tsubaki, Muhari, Kure 

(2014) Causes of the January 2013 canal embankment failure and urban flood in Jakarta, Indonesia. Journal of Japan 

Society of Civil Engineers, Ser. B1 (Hydraulic Engineering), Vol. 70, No. 4, I_91-I_96. 

 

２．釜石防波堤の決壊メカニズム解明 

室内実験と数値シミュレーションを実行し、津波による防波堤決壊メカニズムを明らかにした。津波の越流に

加え、捨石マウンドの洗掘や地盤支持力の低下も決壊の原因であることが分かった。Bricker, Takagi, Mitsui 

(2013) Turbulence model effects on VOF analysis of breakwater overtopping during the 2011 Great East Japan Tsunami. 

Proceedings of the 35th IAHR World Congress. Chengdu, Sichuan, China.   

 

３．歌津大橋の被害メカニズム解明 

津波大橋の破壊の原因を明らかにするために、数値シミュレーションを実施した。その結果、浸水した橋梁周

辺にトラップされた空気や橋梁構造体の流れに対する迎え角が原因であることを明らかにした。Bricker, J.D., 

and Nakayama. A. Contribution of Trapped Air, Deck Superelevation, and Nearby Structures to Bridge Deck Failure 

During a Tsunami. Journal of Hydraulic Engineering (ASCE). 10.1061/(ASCE)HY.1943-7900.0000855 , 05014002. Feb 

12, 2014. 

 

４. 2014 年 2 月 20-21 日 災害研でワークショップを実行 

津波・洪水・高潮氾濫の数値シミュレーションモデルに関する日米国際ワークショップを開催した。中でも

重要な課題は、シミュレーション中に導入される摩擦抵抗則についての議論であり、洪水氾濫・津波氾濫に

おいて異なる考え方での抵抗則・モデルが導入されており、浸水予測結果に大きな影響を与えていることを

確認する事ができた。この研究成果は「Variation in Roughness Coefficients used in the Tsunami and River En

gineering Communities in the US and Japan: Outcome of the International Workshop on the Application of Flui

d Mechanics to Disaster Reduction, Sendai, Japan, February 20- 21, 2014」に投稿・審査中である。 

 

５. グローバル安全学トップリーダー育成プログラムの「実践的防災学２」講義を担当 

 

（ブリッカー ジェレミー） 
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人間・社会対応研究部門 

 

災害情報認知研究分野 

 

1) 災害時の様々な場面で発揮される「生きる力」について，3.11 震災の事例分析に基づき，それを脳内の情

報処理特性にまで還元して科学的扱いが可能な一般論に整理し，新しい防災・減災・復興プロトコールの提案

を目指した研究を推進中である。今年度は，前年度の聞き取り調査結果に基づき作成したアンケート調査を，

被災者を対象に実施した。約 1400 名分の回答を因子分析した結果，８つの生きる力因子（人をまとめる力，

問題に対応する力，人を思いやる力，信念を貫く力，気持ちを整える力，きちんと生活する力，人生の意味の

自覚，生活を充実させる力）を抽出した。成果の一部は IRIDeS Report Vol.2 や外部展示パネルで公表済みで，

論文一本が近日採択見込みである。 

 

2) リスク認知プロセスの解明に向け，災害などの緊急時と平常時とでリスク認知の傾向が異なるかどうか

を調べた。その結果，緊急時にはリスク情報を過大にリスクであると評価しがちであることが明らかになった。

成果の一部は H26 年 6 月の第 5 回安全・安心な生活のための情報通信システム（ICSSSL)研究会で発表予定で

ある。 

 

3) リスク認知能力を向上させるゲームの開発を行っている。中学生を対象としてゲームブックスタイルの

リスク認知向上ゲームを実施した結果，ビデオ教材を見るよりもリスク判断能力が向上することが分かった。

成果の一部は Journal of Disaster Research に投稿中である。 

 

4) 震災経験や防災意識が記憶に及ぼす影響を調べるために，過去の地震に関連付けて情報を覚える条件と

将来の地震に関連付けて情報を覚える条件とその他の条件で記憶実験を行った。その結果，将来の地震に関連

付けて情報を覚えると記憶成績が最もよくなることがわかった。研究成果は International Conference of Cognitive 

Science で発表した。 

 

5) 「災害・認知・脳科学研究会」を立ち上げ，災害関連諸学術分野と認知・脳科学の融合研究を開拓・推進

している。今年度は「災害情報認知と避難行動を結ぶ認知プロセス―モデルと計測」「災害教育とゲーミング」

「災害教育のためのゲーム作り：先達に学ぶ」の 3 回開催で，各回 10～30 名の参加者があった。 

 

（邑本俊亮） 
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人間・社会対応研究部門 

 

被災地支援研究分野 

 

 被災地支援研究分野は，被災後に周囲が被災地をどう支援するかをメインテーマとして，災害時の情報と

交通のあり方，およびそれらの活用をふまえた災害に強い地域のあり方に関する以下の研究を推進してい

る． 

（１）東日本大震災における交通・通信インフラの被災・復旧状況と，課題の整理（奥村） 

 新聞報道，関連諸機関からの報告書からの抽出情報を整理した結果を東日本大震災に関する東北支部学術

合同調査委員会の DVD 報告書として取りまとめた．また交通途絶の影響に関する調査，研究報告書を取りま

とめ，仙台及び東京にて報告会を開催した． 

（２）自動車を用いた避難計画検討のための交通シミュレーション手法の開発（金） 

 平常時と異なる目的地，利用形態を前提に，現存の道路網上の渋滞現象を表現し，ボトルネックの発生を

把握できる交通シミュレーションシステムの開発を行い，宮城県南の平野部への適用を行った．研究成果の

発表は，APRU などの国内外の学会，3 月の研究所報告会時のポスター発表などで実施した． 

（３）災害緊急対応拠点における意思決定プロセスと，拠点施設のあり方の研究（奥村，金） 

 資源や情報が不足する中での対応を行うための意思決定上の課題を明らかにするため，全国の災害対応関

係施設へのアンケート，ヒアリングを実施し，体制の組み方や施設の整備方針について研究した．さらに，

SD 手法を軸とする多主体ゲ―ミングシミュレーション実験システムの設計を行った． 

（４）災害に強く持続可能な地域の構造に関する研究（奥村，金） 

 災害に強いだけでなく，平常時の利便性が確保され，建設コスト，維持コストが小さいような地域の構造

を求める数理計画モデルを開発した．また携帯電話位置情報などの新しいデータの活用可能性に関する研究

成果を国内外の学会で発表した． 

 これらのほか，従来からの都市間交通，社会経済構造分析，施設計画の研究を継続し，国内外の学会で成果

を発表した． 

 

（奥村 誠） 
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人間・社会対応研究部門 

歴史資料保存研究分野 

 

（１）巨大災害における被災歴史資料の救済・保全技法とその普及に関する研究活動 

 東日本大震災で被災した歴史資料の救済・保全活動を、NPO 法人宮城歴史資料保全ネットワークとの共同で

進めた。それらの活動における課題について、災害科学国際研究所のプロジェクト研究や、佐藤大介准教授を

研究代表者とする日本学術研究会科学研究費・基盤研究（B）を通じて分析し、災害で被災した史料の策定基

準や、市民参加型の組織運営における課題について、論文 7 編や、国内外でのシンポジウムにおける講演を通

じて公表した。 

一連の研究活動については宮城県や、「次」の災害が懸念されている関東以西の自治体からの要請を受け、

講演を実施した。そのことを通じて、地域の歴史資料を災害から守るための技術的・組織的な課題と、東日本

大震災における教訓を普及することが出来た。また、山形県や兵庫県宝塚市で、市民参加型の歴史資料保全技

術を普及するためのワークショップを開催し、一般市民に研究成果の一部を普及できた。 

 

（２）歴史地震・津波に関する研究活動 

 災害科学国際研究所のプロジェクト研究において、東北地方太平洋沿岸に襲来した歴史津波の件数、被災状

況を、『日本地震史料』や、それらに未収録の機関所蔵文書、および地域の歴史資料保全活動を通じて確認さ

れた新出史料を通じて再検討した。それらの結果、江戸時代以降については、人的被害をもたらした津波が、

現在の宮城県域で約 57 年に１度発生していることを明らかにした。宮城県域についてはこれまで史料発掘の

遅れから歴史災害についての情報が少なく、今回の成果により、1793 年の大地震・大津波や 1856 年の大地震・

大津波など、過去の歴史災害についての新たな情報を提示出来た。そのことで、現在の災害対策を考える上で

の指針となる基礎情報を整備することが出来た。 

 

（平川 新） 
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人間・社会対応研究部門 

防災社会システム研究分野 

 

体制： 2013 年度後半より専任教員も着任し、3 名の兼務教員とともに 4 名の教員が当分野に所属している。 

防災の官民連携の研究： 2013 年 12 月、災害科学国際研究所の主催（事務局：丸谷研究室）で、「災害発生時

の東北各県が連携した広域支援」と「災害に備えた太平洋側・日本海側の代替機能の強化」に関する意見交

換会を 2 日間開催した（神戸大学社会科学系教育研究府と共催）。さらに、東北地方の県、政令市、経済団体

等が構成する東北復興連合会議（事務局：日本政策投資銀行東北支店）と連携して、研究・意見交換を続け

ている。 

企業・公的組織の事業継続の研究： 災害等に重大な被害を受けても企業・公的組織が重要事業を継続できる

ための事業継続計画（BCP）の研究を行っており、内閣府の「事業継続ガイドライン」の改定、解説書の作

成を有識者委員として支援した。また、行政や民間団体からの要請を受けて BCP 普及の講師も担当した。さ

らに、東北大学の BCP の策定について研究に着手した。 

震災復興研究センターとの連携： 経済学研究科に設置されている同センターは、2013 年度に 12 回にわたる

研究会を開催し、企業や地域住民に対するアンケート調査やシンポジウムも開催するなど活発に活動してい

るが、本研究分野としてもその研究に参加し、発表を行うなど連携を図ってきている。 

政府へ防災政策立案への参画： 防災政策の研究成果を活かし、首都直下地震発生時の帰宅困難者の対策、政

府・地方自治体の防災職員への教育プログラムの開発、災害ボランティアの活動環境の整備、新型インフル

エンザ蔓延時の交通施設の運営・対策などについて、政府の検討会に参加して対策の立案に貢献した。 

 

（丸谷 浩明） 
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人間・社会対応研究部門 

 

防災法制度分野 

 

東日本大震災をテーマに、日本の防災に関する法制度が、現代の災害の実態に対応した適切な形の法体系と

なっているか、また、どこに問題点があり、その課題は何であるかといった実情に照らして研究を行った。一

昨年度の研究は発災時から応急救助期を範囲とし、昨年度は、災害復旧期から災害復興の入り口までを範囲と

して、調査・研究を行ったところであるが、今年度は、災害復興もある程度進捗し、それに伴う課題も見えて

きたことや、復興に伴う制度の検討も求められてきていることを踏まえて、災害復興に関する法制度等につい

ての調査・研究を行うとともに、首都直下や南海トラフ沿いの地震のリスクも想定されることなどから、 

国全体としての災害予防に関する調査・研究もあわせて行った。 

 災害復興・災害予防制度に関するワークショップを行い、昨年 7 月末に中間報告を行った。10 月以降におい

ては、宮城県、岩手県、仙台市、石巻市、南三陸町、気仙沼市、陸前高田市等の東日本大震災被災自治体に加

えて、奥尻町、神戸市、淡路町における他の地震津波災害における復興に関するヒアリング調査を進めたうえ

で、名古屋市における住宅耐震化への取り組みや宮城県宅建協会における中古住宅の耐震化促進に関する調査

なども行って、実証的な分析を進めた。それを踏まえて、津波災害に特化した防災移転促進事業制度を創設し

て収用適格事業にすることや跡地利用の観点からの住宅再建を可能にする制度の提言、復興土地区画整理事業

における 2 段階仮換地の提言などの災害対策法に必要な改正の方向について具体的な政策提言をまとめて、12

月末に最終報告を行い、2 月に復興庁、内閣府及び国土交通省に提言を行った。また、宮城県加美町において、

行政区長・婦人会長に対する地域防災のヒアリングを行い、それを踏まえて、同町の地域防災計画の改定案を

作成して、同町に提示した。 

 

（島田明夫） 
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人間・社会対応研究部門 

災害文化研究分野 

 

災害文化研究分野では、「災害文化」を「自然とのつきあいかた」と広く捉え、日本列島各地の自然災害との

関わりかたを、現地に赴き、歴史資料の収集や生活文化の聞書きを通して、できるだけフィールドのなかで考

えることを試みた。 

とくに、列島における津波記念碑の傾向を捉えようとしたが、三重県・和歌山県・徳島県・高知県などの西

日本では近世から各地に建立されていることに対して、三陸沿岸においては近代以降の建立がすこぶる目立っ

ている。昭和８年の三陸津波記念碑は、朝日新聞社の義捐金の一部を用いたもので、行政からの指導もあり、

青森・岩手・宮城の浜々に建立されたが、自主的に関わっただけでないために、その後の津波記念碑に対する

記憶の亡失も早かった。一方で、西日本では墓地に刻んだものも多く見られ、津波が一世代に体験できるかど

うかという頻度であるだけに、なおのこと子孫に伝えるという意識が高く、家レベルでの記録伝承は優れてい

たと思われる(このテーマについては平成２６年度の特定プロジェクトでさらに追及することにした)。 

本年度の特定プロジェクトでは、「昭和三陸津波で高台移転をした人々が、なぜ原地に復帰していったか」

ということをテーマにしたが、とくに昭和８年から平成２３年までの７８年という時間を対象にすることで、

第二次世界大戦や戦後の高度成長期を含む日本社会の大きな流れのなかで考えるべき点が多く見られた。 

社会教育活動では、国土交通省国土政策局公募「平成２５年度広域的地域間共助事業」(日本カツオ学会採

択)の「地域の歴史・生活文化からの防災」のワークショップで講演を行ないながら参加をした。対象地は、三

重県尾鷲市三木浦・高知県黒潮町佐賀・宮崎県日南市大堂津・沖縄県宮古島市佐良浜であったが、それぞれの

地域の歴史や文化に根ざした、集落レベルでの防災活動が必要なことを感じた。災害時だけでなく、過去から

未来に続く生活文化を守ることこそ真の防災であることも確信した。  

 

（川島秀一） 
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人間・社会対応研究部門 

 

防災社会国際比較研究分野 

 

防災社会国際比較研究分野は、被災地域の復興政策とその実施過程について、国際比較を通して体系化を図り、

災害に強い復興まちづくり・社会づくりの方策を示すことを目指している。当分野は、災害管理サイクルの復

興フェーズを対象とし、政策・計画の策定・実施過程、及び、政策・計画に関わる意志決定者とコミュニティ

との相互作用について研究を行っている。 

 

2013 年度は、①東日本大震災の被災地域における生活再建と復興過程の調査・研究、②国内外での被災コミュ

ニティの再定住に関する計画決定過程の調査・研究、および、③専門家を交えた復興社会づくりの国際比較研

究・交流活動の 3 つを柱に活動を行った。津波、ハリケーン、台風などの災害から復興中の東北地方（東日本

大震災）、アメリカ合衆国（New Orleans 市：ハリケーンカトリナ及び New York 市：ハリケーンサンディ）お

よびフィリピン（タクロバン・オルモック市：台風ヨランダ）をフィールドとして活動した。 

 

特記すべき活動として、大規模災害からの復興計画および実施プロセスに関する国際シンポジウムの開催が挙

げられる。大規模災害を経験した世界各国（日本、インドネシア、アメリカ、ドイツ、スロバキア）の専門家

を招聘し、それぞれの復興過程における経験を共有することを目指し一般公開シンポジウムを開催した。また、

災害前後の空間計画・政策の変遷・取り組みと、実現に向けての障害について各事例の共通項と相違点を明ら

かにすべく、専門家間で議論を行った。 

 

社会活動として、「第 4 回宮城震災技術展」、IRIDeS 金曜フォーラム、及び、企業でのミニフォーラム等での講

演や、国際協力事業団による来日研修員の受け入れ、ならびにフィリピン国 Office of the Presidential Assistant 

for Rehabilitation and Recovery への復興計画・実施に関わるインプットなど行った。さらに、防災の主流化を打

ち上げる世界銀行との定期的な交流も行い、「日本 - 世界銀行防災共同プログラム」設立記念特別シンポジウ

ムの時期には、仙台で学術・技術交流会も開催した。 

 

（井内加奈子） 
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地域・都市再生研究部門 

 

都市再生計画技術分野 

 

復興の推進にあたっては、地域特性や中長期的な観点からの地域の持続可能性を念頭に置いた計画策定と事

業実施が重要である。この観点から本年度は以下の項目について研究を実施した。 

 

１ 小地域を対象とした計画技術の開発と適用 

 これまでに開発したデータ推計手法を改良し、東日本大震災被災地域の被災直前時点の基本単位区別の居

住状況データを推計した。また、推計結果を津波浸水地域、原子力災害高放射線量地域等の地理的データと

重ね合わせることにより、被災地域居住者の詳細な特性を把握するとともに、住民意向調査の結果を踏まえ

て、被災地における今後の居住復興策の方向性について世帯タイプ別に検討した。 

また、基礎研究として、復興・防災計画に必要となる人口マイクロデータに関して異なる公的データの利用

や複数の推定手法の精度検証を行い、推定された人口ミクロデータを利用した地域人口動態モデルの構築を進

めた。 

 

２ 復興計画の実践支援 

陸前高田市を対象に住民の購買行動及び商店街復興の意向調査を実施し、世代間や居住地間での差異や商

店街復興の課題を明らかにした。 

また、石巻市、塩竈市、宮古市等における復興計画の策定実態とその課題を明らかにした。計画の多くは設

計の最終調整段階に入っており、遅いという批判を受けつつも着実に進展していることが明らかになった。そ

の一方で、具体的な課題としては、①各種復興整備事業の総合性の欠如、②事業区域内外を含めた総合的地区

空間計画の欠如、③過去の遺産・現在の状況・未来の予測を踏まえた時間の総合性の欠如、④行政と住民との

協働を柱とした主体の総合性の欠如、の 4 点が挙げられた。 

 

３ 台風ハイエンの被害状況調査 

2014 年 1 月～2 月にかけては、フィリピンにて台風ハイエンの被害状況調査及び統計データ収集を行い住

宅・人的被害と社会的脆弱性との関連性を分析し、人的資本からの防災対策の重要性について検討した。 

 

（石坂公一） 
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地域・都市再生研究部門 

除染科学研究分野 

 

除染科学研究分野は，兼任教授・石井慶造，兼任教授・高橋信の２名の教員から構成される．当分野は、

平成 23 年 3 月 11 日の大震災の後、起こった原子力災害である広域放射性物質汚染に対応している。特に、

放射性物質汚染検査および汚染土壌の除染に関する技術開発を行い、放射能汚染公害からの復旧・復興に貢

献することを目指している。 

兼任教員の石井慶造教授は、平成２４年に工学研究科量子エネルギー工学専攻内に「生活環境早期復旧技術

研究センター」を設立して、福島の汚染土壌の除染、空間線量率の測定、食物の汚染検査の研究を開始した。

平成２５年度においては、連続個別非破壊放射能汚染検査システム、放射能非破壊検査装置など高性能な汚染

検査装置を開発し、被災自治体に設置して生活の復旧の促進に寄与している。汚染植物の調査をＰＩＸＥ分析

し、その結果を平成２５年６月２６日に米国シアトルで開催されたイオンビーム解析に関する国際会議（ＩＢ

Ａ２０１３）において招待講演として発表した。また、平成２４年度に旧コバルト照射実験室を改修した実験

棟に加えて新たに研究棟を設置し、各種実験装置を導入して、本プロジェクト研究の促進を図った。 

 

                                  （石井慶造） 
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地域・都市再生研究部門 

 

地域安全工学研究分野 

 

構造・流体連成解析手法の開発 

遡上津波と構造物の相互作用を把握するために、計算効率とロバスト性に優れた構造・流体連成解析手法

の開発を進めており、H25 年度は、構造物（剛体）の運動と接触を考慮可能な安定化有限被覆法のプロトタ

イプを構築した．これにより土砂混じりの流れや木材や鉄骨などの固体を含む流れの解析が可能となった．

また、沖合の津波伝播を表す 2 次元浅水長波方程式と、陸域遡上後の 3 次元的な流れを表す Navier－Stokes

方程式を連成させたハイブリッド安定化有限要素法を開発した。 

 

「重層的見える化」システムの開発 

「重層的見える化」システムの開発を進めており、H25 年度は、シミュレーション結果を含む任意の災害

科学研究の成果を統合的に管理し、3D 投影により立体視することで各事象を時間・空間的に俯瞰して分析で

きるシステムのプロトタイプを提示した。 

 

斜面災害を対象とした危険度評価ツールの開発および災害調査 

個別要素法による落石挙動予測の形状精度の基準について整理した。また，数値解析の結果に基づいて GIS

上で動作する雪崩のリアルタイムハザードマップのプロトタイプを構築した。さらに，8 月の秋田岩手豪雨災

害では，緊急調査を実施した。 

 

構造材料および土木構造物の設計最適化手法の開発 

地震による土木構造物の損傷を最小化する構造材料設計法として，「マルチスケールトポロジー最適化手

法」を開発した．また，構造物に加わる地震エネルギーを効率よく吸収するための「マルチフェーズトポロ

ジー最適化手法」を開発した．これらの手法により，巨大地震から構造物を守る「制震ダンパー」の新しい

材料設計法の確立に貢献した． 

 

レジリエンスワークショップ 2013 の開催 

災害後の迅速な回復・復旧・復興が可能なレジリエントな社会・都市の実現を目的としてワークショップを

開催した。特に IT 技術から社会制度など幅広く東北地方の復興を促進する施策についての議論を行った。 

 

（寺田賢二郎，森口周二，加藤準治） 
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地域・都市再生研究部門 

 

災害対応ロボティクス研究分野 

 

 本分野では 2013 年度に下記の研究を行った． 

１）超小型ヘリと地上走行ロボットを組み合わせた被災原子炉建屋内調査システムの研究開発 

 資源エネルギー庁のプロジェクトとして，カーネギーメロン大学，千葉工業大学，国際レスキューシステム

研究機構，JAEA，JAXA，日立製作所との共同研究により，地上走行ロボットでは困難な瓦礫や障害物が入り

組んだ場所を調査するロボットシステムの研究開発を行っている． 

２）被災した下水管路内点検ロボットシステムの研究開発 

 積水化学，アスコ，国際レスキューシステム研究機構との共同研究として，下水管路の形状の変形を３Ｄ計

測，マッピングするシステムを研究開発した． 

３）老朽化した細径配管の点検技術の研究開発 

 ガス各社，国際レスキューシステム研究機構との共同研究として，老朽化した細径配管の内部を点検する能

動スコープカメラの性能向上の研究を行った．科研費により，性能向上のための非線形アクチュエータの研究

を行った． 

４）救助犬の情報強化に関する研究 

 科研費により，救助犬の収集する情報をデジタル化する研究を行った． 

５）超小型ヘリによる老朽化プラントの点検に関する研究 

 特定プロジェクト研究として，超小型ヘリが老朽化プラントの構造物に沿って飛行し，映像情報を収集する

システムを開発した． 

６）災害対応ロボットの技術・産業・配備における課題調査と，性能評価に関連する政策提言 

 NEDO のプロジェクトとして，国際レスキューシステム研究機構他との共同により，災害対応ロボットに関

する政策提言を行った．特に，アクセスが困難な場所で調査や作業を行うためのロボットシステムの研究開発

プロジェクト，フィールド評価試験，競技会による研究開発加速，極限環境に関係する要素技術，等の提言を

行った． 

７）人道ロボティクスの推進 

 IEEE Robotics and Automation Society にて，人道ロボティクスの推進を行った． 

 

（田所 諭） 
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地域・都市再生研究部門 

 

国際防災戦略研究分野 

 

概要 

国際防災戦略研究分野は，都市の防災と復興に関する国際的な戦略策定を目指し，防災および復興戦略の観点

から各国の特性を分析し，災害の事前と事後の両面からの問題点と課題を明らかにすることを目的としている。 

 

研究活動 

まずは，過去の災害と復興の事例に基づき，人々の生活の場となる都市および建築空間を災害マネジメントの

視点から整理し，防災と復興の空間計画論として体系化し，「建築・空間・災害（コロナ社）」および「都市の

リスクとマネジメント（コロナ社）」として出版した。また，村尾が提案している災害後の復興過程を定量的

に表す建物復興曲線を用いて，インド洋津波の被災地であるスリランカ，インドネシア，タイにおける復興過

程や，東日本大震災後の仮設住宅建設過程を定量的に比較し，著書としてまとめた。さらに，東日本大震災後

に各地で策定された復興計画や，国内外の津波避難施設の建設状況等を整理し，課題を抽出し，論文等で発表

した。その他に，2013 年台風ハイエンや 2007 年ペルー地震などの被災・復興調査も実施した。 

 

社会活動 

前述した学術的知見を踏まえ，国際協力機構（JICA）のプロジェクト研究「震災復興における支援アプローチ

調査」に参加し，日本建築学会や地域安全学会では，東日本大震災関連委員会幹事として，大船渡で開催され

たワークショップ等を支援した。また，仙台市立小学校における防災教育に関する講演，アジア防災会議にお

ける基調講演，コロンビアにおける災害後の居住地移転に関する講演などを行った。さらに，2015 年国連防災

世界会議を踏まえた活動も積極的に行った。 

 

国際交流 

ハーバード大学，コロンビア大学，マサチューセッツ工科大学，プラット・インスティチュートなど，海外の

研究者とともに，都市防災，災害マネジメントなどを軸とした交流を活発に行った。とくに 2004 年インド洋

津波で甚大な被害を受けたバンダ・アチェのシャクアラ大学とは国際交流協定を前提とした交流を行っている。 

 

（村尾修） 
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災害理学研究部門 

 

海底地殻変動研究分野 

 

 当分野は，大震災の原因となる巨大地震・津波の発生機構の理解とそれに基づく地震・津波災害軽減を目的

とした研究活動を行っている． 2011 年東北地方太平洋沖地震に伴う巨大津波の成因である日本海溝近傍での

大きな断層すべりの発生メカニズムの解明は，同様な現象による巨大津波の発生可能性をグローバルに評価す

る上で重要であり，最重要研究課題として取り組んでいる． 

 国際深海掘削研究に参画し，東北地方太平洋沖地震の際に大すべりを生じた断層を対象とする観察・実験・

観測により，そこでのすべり特性の解明に成功した．掘削研究の成果から，日本海溝近傍のプレート境界断層

は地震の発生時には摩擦抵抗が劇的に低下し，こうした力学的な性質が断層すべりの巨大化につながったこと

が示された． 

 こうした成果を一般化するためには，地震が発生していない状態での断層が固着してひずみを蓄えているか，

継続的なすべりによりプレート運動を解消しているか，を海溝近傍での地殻変動の実態把握から解明すること

が不可欠である．そこで，観測技術の開発・高度化のためのプロジェクトを主導し，日本海溝沿いの２０以上

の地点での観測に着手した．ゆっくりとした地殻変動現象の理解には時間がかかるが，構築した海底観測体制

を基盤とすることにより，２〜３年後には日本海溝近くでの海底変動の実態把握が可能となるであろう． 

 海底地殻変動に関する研究は学術的にも国際的な注目を集めており，国際学会で特別セッションを共催した．

さらに，研究成果の社会還元の一環として仙台市内において一般講演会を本研究所主催で行った． 

 津波の原因となる大きな地殻変動は，陸上観測網でリアルタイムに得ることがでる．これを津波規模の即時

予測に活用可能であることを実証し，国土地理院との共同により地殻変動監視システムの構築を推進するとと

もに，気象研究所との共同でこうしたデータを活用した津波予測手法の高度化研究を推進した． 

 

（日野亮太） 
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災害理学研究部門 

 

地震ハザード研究分野  

 

プレート境界地震 

繰り返し地震を高速に抽出するためのプログラムの開発とメカニズムタイプからのプレート境界すべりの推

定を行った．その結果，東北地方太平洋沖地震後，余効すべりがその北端は 1994 年三陸はるか沖地震の震源

域，南端は関東地方下まで及んでいることを明らかにした．これらの場所では次の地震のポテンシャルが上

昇している可能性がある． 2011 年東北地方太平洋沖地震前後の繰り返し地震の規模について見ると，いくつ

かの領域で，繰り返し地震のマグニチュードがこれまでより大きくなっている傾向が明らかになった．このよ

うな，ローディングレートに依存するすべり特性の変化は，今後地震の時期だけでなく規模の予測にとって重

要である．  

内陸地震 

東北地方・宮城県北部／南部地域やニュージーランド南島北部において，地震波速度構造を推定し，地殻内

の地震分布との比較を行った．その結果，震源域の直下に地震波速度の低速度域が確認され、内陸地震活動

には、多量の地殻流体を含む「弱い」領域の存在が深く関わることが分かった。今後、従来行われている活

断層の過去の活動評価に加え、地殻内の震源分布や地殻構造を明らかにすることで日本においても内陸地震

のハザード評価を高度化できる可能性が示された。 

火山周辺の地震活動 

2013 年 1 月以後浅部長周期地震が断続的に発生している蔵王山の周辺に臨時地震観測点の展開・既設観測点

の増強を行った。この結果、御釜直下に存在する亀裂状構造(破砕帯)における熱水活動によって生じている

ことを明らかにした。加えて、全磁力連続観測点 1 点と参照点 1 点を設置し、約半年間の監視を行った。こ

のように、蔵王山やその周囲での、地震活動や火山活動をモニターするための体制を整えることができ、気

象庁とデータをリアルタイムで共有し、防災・減災対策に活用することができている。 

 

（岡田 知己） 
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災害理学研究部門 

 

火山ハザード研究分野 

 

主な研究成果 

長白山火山の起源 (Zhao & Tian, 2013 GJI). Large deep earthquakes occur frequently in the subducting Pacific slab 

under the East Asian margin where the Changbai intraplate volcano is located. At least some of the large deep events are 

caused by reactivation of faults in the subducting slab. Fluids preserved in the slab may be released to the overlying mantle 

wedge through the large deep earthquakes, producing more magmas for the Changbai volcano, making it the largest and 

most active intraplate volcano in East Asia. It is the first time to find that there is a link between deep earthquakes and 

intraplate volcanism. 

 

西南日本下のフィリピン海スラブの深い沈み込み  (Huang & Zhao et al., 2013 JAES). We determined high-

resolution 3-D P-wave tomography down to 700 km depth under SW Japan and South Korea, which shows that the 

Philippine Sea (PHS) plate has subducted aseismically down to ~460 km depth under the Japan Sea, Tsushima Strait and 

East China Sea, though earthquakes in the PHS slab occur only down to ~180 km depth. In addition, a slab window is 

revealed in the aseismic PHS slab, which may be caused by the subducted Kyushu-Palau Ridge and Kinan Seamount Chain 

where the PHS slab may be segmented. These novel findings shed new light on the subduction history of the PHS plate 

and the dynamic evolution of the Japan subduction zone. 

 

発表した主要論文 

Zhao, D., Y. Tian (2013) Changbai intraplate volcanism and deep earthquakes in East Asia: A possible link? Geophys. J. 

Int. 195, 706-724. 

Zhao, D., Y. Yamamoto, T. Yanada (2013) Global mantle heterogeneity and its influence on teleseismic regional 

tomography. Gondwana Res. 23, 595-616. 

Huang, Z., D. Zhao, A. Hasegawa, N. Umino, J. Park, I. Kang (2013) Aseismic deep subduction of the Philippine Sea plate 

and slab window. J. Asian Earth Sci. 75, 82-94. 

Toyokuni, G., M. Kanao, Y. Tono, T. Himeno, S. Tsuboi, D. Childs, K. Anderson, H. Takenaka (2014) Monitoring of the 

Greenland ice sheet using a broadband seismometer network: the GLISN project. Antarctic Record 58, 1-18. 

豊国源知・竹中博士・趙大鵬・石原吉明 (2013) 月と火星の全球地震波伝播シミュレーション, SENAC, 46(3), 1-

12. 

Huang, Z., D. Zhao (2013) Mapping P-wave azimuthal anisotropy in the crust and upper mantle beneath the United States. 

Phys. Earth Planet. Inter. 225, 28-40. 

Tian, Y., D. Zhao (2013) Reactivation and mantle dynamics of North China Craton: Insight from P-wave anisotropy 

tomography. Geophys. J. Int. 195, 1796-1810. 

Wang, J., D. Zhao (2013) P-wave tomography for 3-D radial and azimuthal anisotropy of Tohoku and Kyushu subduction 

zones. Geophys. J. Int. 193, 1166-1181. 

Liu, X., D. Zhao, S. Li (2013) Seismic imaging of the Southwest Japan arc from the Nankai trough to the Japan Sea. Phys. 

Earth Planet. Inter. 216, 59-73. 

Liu, X., D. Zhao, S. Li (2013) Seismic heterogeneity and anisotropy of the southern Kuril arc: Insight into megathrust 

earthquakes. Geophys. J. Int. 194, 1069-1090. 

 

（趙大鵬） 
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災害理学研究部門 

 

地盤災害研究分野 

 

【研究内容】 

理学研究科地学専攻と連携して，活断層の地表から地下深部に至る，形状・性状、形成・発生プロセスなどを

明らかにすることを目指して研究を進める．以下の研究は，内陸活断層の地震危険度を評価する上での基礎的

資料となり，地域の防災・減災計画にとっても重要な役割を担っている． 

1. 位置形状・地下構造に関する研究（変動地形調査・反射法地震探査） 

2. 活動履歴・活動性評価に関する研究（古地震学的調査） 

3. 形成・発生のプロセスに関する研究（地下試錐調査・電磁気学的調査） 

【2013 年度の成果】 

 今泉と岡田は，活断層の地表形状と地下構造の関係を明らかにするために，反射法地震探査と重力探査を実

施した．特に災害研のプロジェクト経費等により，山形県村山市において，最上川両岸に複雑に分布する活構

造を横断するように探査測線を設け，中型バイブレータ（エンビロバイブ）を用いて，地下構造探査を実施し

た．あわせて，この地域の重力探査も実施した．また，断層地形判読のために 2ｍＤＥＭを活用して断層変位

地の判読を行った．さらに断層変位量や変位速度の解明のために，ボーリング調査を実施した．これらの調査

の解析・分析結果は現在，学会発表等で公表した後論文としてまとめるところである． 

 中村は，過去の巨大津波の発生履歴を解明するために，石垣島宮良湾に分布する津波巨礫の古地磁気研究を

実施した．石垣島に分布する津波巨礫は放射性炭素同位体比年代から，１７７１年の明和津波によってサンゴ

礁縁のサンゴ岩塊が浜辺に打ち上げられたと考えられている．しかし，それ以前の複数回の津波の履歴は未解

明である。そこで，地磁気がいつも北を向いていることを利用して，津波巨礫のもつ残留磁化から複数回の津

波の履歴を読みだすことに成功した．また，三陸海岸に分布する津波石の採集調査も行い、津波の履歴を読み

解くことを実施している。これらの結果の一部は、国際誌（ISI 誌）において受理された。 

＜論文＞ 

小坂英輝・楮原京子・今泉俊文・三輪敦志・阿部恒平，2013，北上山地西縁断層帯・上平断層群南端部付近の

断層変位地形と断層露頭，地理学評論，86，493-504（査読有り）． 

Sato, T., Nakamura,N., K. Goto, Y. Kumagai, H. Nagahama and K. Minoura, (accepted), Paleomagnetism reveals 

emplacement age of tsunamigenic coral boulders in Ishigaki Island, Japan, Geology (査読有) 

岡田真介・山口和雄・横倉隆伸, 2013, 石狩低地東縁断層帯における反射法地震探査–厚真測線およびむかわ測

線–, 地質調査総合センター速報, 62, 63-72（査読無）. 

 

（今泉俊文） 
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災害理学研究部門 

 

気象・海洋災害研究分野 

 

台風の進路予報は近年大幅に改善されたが、強度予報は未だに誤差が大きく、多くの機関で研究が進められ

ている。当研究室では、特に非断熱過程に焦点を絞り、台風強度に及ぼす影響を調べている。これまで、雲の

微物理過程の影響を調べたほか、地表面摩擦や、海面上の風蒸発フィードバックの影響を調べている。 

低解像度の気象情報から高解像度の気象情報を作り出す手法をダウンスケールと呼ぶ。とくに、地球温暖化

の地域影響の予測が大きな関心を集めている。当研究室では、東北地区の大学、農業気象関係機関と気象庁気

候情報課、気象研究所、仙台管区気象台と協力し、気候変動適応研究推進プログラム「ヤマセと冬季のアジア

モンスーンの先端的ダウンスケール」を推進し、東北農業の地球温暖化適応策について調べている。 

数値予報モデルの検証と学内外の関係者への気象情報の提供を目的として、北青葉山キャンパスに自動気象

観測装置を設置した。昨年度は降水量・風向風速、今年度は温度・湿度の測定を開始した。 

ボリビアにおける水資源予測に関して、氷河融解量の推定の研究を実施した。 

日本周辺の夏期降水量の定量的な再現の向上を目的として、雲解像モデルを用いた数値シミュレーションで

再現し、衛星観測データと比較することで評価した。数値実験により豪雨をもたらした降水メカニズムについ

て考察したほか、衛星データの複合利用による解析技術開発を行った。2013 年 7 月に発生した山形豪雨、2013

年 8 月に発生した秋田・岩手豪雨の事例を取り上げ、数値シミュレーションによる再現を実施し、2 事例とも

に積算降水量が多く観測された地域付近にピークを持つ降水分布が再現された。大雨をもたらす水蒸気の流れ

はほぼ再現されているが、雲の高さが低く計算された領域に地上降水が少なく再現されていることがわかった。

本研究に関連した論文発表は２件、学会や会合での発表は 5 件あった。 

 

（岩崎俊樹、山崎剛、岩渕弘信） 
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災害理学研究部門 

 

宙空災害研究分野 

 

人類の現在の活動圏に影響を及ぼし得る宇宙放射線は、地球の磁気赤道面に分布している「放射線帯粒

子」と太陽から飛来する「太陽放射線」に大別できる。宙空災害研究分野では宇宙放射線に焦点を当てて研

究を進めた。以下の４点が、平成 25 年度の成果である。 

① 昨年度に引き続 JAXA の衛星プロジェクトに参加し、宇宙での放射線計測を実施するとともに、その解

析から放射線帯粒子変動に関する新しい知見を見出した。 

② また磁気嵐が発生した際に、磁気赤道面付近に存在していた放射線帯粒子が、地球大気に実際に降下す

る現場を観測する目的で、カナダ・アサバスカに観測拠点を設置し、観測を続行した。これは、放射線

帯粒子の降下により電離圏の下層が電離し、LF 帯標準電波の振幅・位相変動が引き起こされる原理によ

る。LF 帯標準電波観測は順調で、観測データは、逐次、東北大学に設置されたデータサーバに転送さ

れ、蓄積されているが、公開用として 30 秒値の CDF 形式データを作成し、メタデータとともに公開する

作業が実施された。        

③ 一方、太陽については、放射線粒子を放出する太陽表面爆発現象を、東北大学の太陽電波望遠鏡によっ

て観測しつつ、人工衛星による太陽放射線の直接観測と比較するアプローチを実施した。 

④ 宇宙放射線の突然の増加は、宇宙飛行士のみならず、宇宙空間を飛翔する人工衛星・探査機に甚大な影

響を与え、時には故障までも引き起こす。こうした宇宙空間での危険に対して、国連宇宙空間平和利用

委員会(UN COPUOS)では、ベスプラクティス・ガイドラインの策定を進めているが、当分野から

COPUOS 傘下の宇宙天気専門家会合に共同議長として参加し、参加 27 ヶ国と協議の上、ガイドライン

（全 53 ページ）をまとめ、発行した。 

 

（小原隆博） 
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災害理学研究部門 

 

国際巨大災害研究分野 

 

１．超巨大地震の地震サイクルの解明 超巨大地震の繰り返しの有無とその履歴を地形地質学的に明らかにす

る手法として，１）海岸地形解析による上下変動履歴と隆起・沈降速度の算定，２）超巨大地震によって誘発

された前弧域正断層の活動史，に着目して研究を実施した．１）については特定プロジェクト研究拠点 A 予算

を用い，三陸海岸南部の海成段丘調査と陸前高田でのボーリング掘削調査を行った．その結果，陸前高田では，

過去１万年間には顕著な上下変動がなく全般的に安定傾向であることがわかった．過去数 10 万年間 0.4mm/年

の長期的な隆起がみられる宮古以北とは変動様式が異なる．２）については，福島県浜通りの地震（2011 年４

月 11 日，M7.0）を引き起こした井戸沢断層でボーリング調査を実施し，過去数万年間に複数回の動きを検出

した．１回前の活動は 12500〜17000 年前で，約５万年前にも活動の痕跡が認められた．869 年貞観地震，1611

年慶長地震での動きは認められなかった．  

２．内陸活断層の古地震学的研究 濃尾平野南西部の表層地質の解析と年代測定から，完新世後期における養

老断層の活動，あるいは南海トラフを震源とする地震による津波の可能性を示唆するイベント堆積物を 2 層見

出した．  

３．東北地方太平洋沖地震後の地震ハザード評価 東北地方太平洋沖地震の影響を考慮した東日本の地震ハザ

ードを適切に評価するため，同地震による誘発地震の時系列解析を行っている．当年度は特に，首都直下の地

震活動に着目して，応力伝播計算と統計解析を実施した．その結果，本震直後に通常の約 10 倍，その後も少

なくとも 2014 年３月まで 2-3 倍の地震発生率を保っており，今後５年間の M≥7.0 地震の確率利得が約 2.5 倍

になったことがわかった． 

 

（遠田晋次） 
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災害医学研究部門 

 

災害医療国際協力学分野 

 

ミッションと活動概要 

災害医療国際協力学分野は災害に強い医療供給体制の構築をミッションとしている。全都道府県の災害医療コ

ーディネーターに関するアンケート結果を発信した。集団災害医学会と共同で、災害医療対応マニュアル調整

会議を開催した。東北大学病院 BCP を作成した。被災地医療機関の受援計画の調査解析、東日本大震災後の

診療記録データベース化を行った。NPO 法人艮陵協議会、東北メディカル・メガバンクとも協働して、被災地

の循環型医療支援、次世代型ゲノム医療、医療情報共有の事業に参画した。フィリピンの台風 30 号被害に際

して医療機関の被害状況と国内外の医療支援体制の実際について調査と現地政府機関への提言を行った。2015

年の世界防災会議にむけて兵庫行動枠組み改訂版(HFA2)に医療対応のあり方を盛り込むために、日本学術振興

会ワシントンオフィス、ジョージワシントン大学、米国軍保健医療大学／災害人道医療支援センター、米国小

児病院と共同で、「災害時の保健・医療対応に関する国際シンポジウム―兵庫行動枠組みの見直し―」を企画

し、組織委員会の中心として活動している。 

 

平成 25 年度の研究テーマ 

災害時の緊急対応に関する実践的研究 

 災害時医療ニーズと受援計画、病院 BCP に関する研究 

 災害保健医療コーディネーターのあり方に関する研究 

 災害保健・医療マニュアルの作成と利用促進に関する研究 

 災害時診療記録のデータベース化 

 ロボットやシミュレーションを用いた災害保健医療対応に関する研究 

 

国際医療支援のあり方に関する実践的研究 

 フィリピン台風 30 号による医療関連施設の被害と、医療支援に関する研究 

 世界防災会議と兵庫行動枠組み見直しにむけた国際シンポジウム開催と提言とりまとめ 

 

災害医学・医療の教育 

 リーディング大学院、Human Security コースでの大学院生教育 

 指導医養成を通した災害に強い地域医療ネットワークの構築 

 大学院生の Sphere Project 指導者研修、ロジスティックス研修による育成 

 

（江川新一） 
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災害医学研究部門 

 

災害感染症学分野 

 

教育活動 

インドネシアの修士学生の二人は Human security course にてレプトスピローシスの遺伝子診断とバイオ

マーカーの病態解析研究を行い、卒業した。 

研究活動  

① デング熱・デング出血熱患者における急性期の病態を反映するマーカーとしての Galcetin-9 の研究

を発表した（J Clin Virol, 2013; 58(4): 635–640）。本成果により２０１４年より基盤研究Ａ（海外）熱

帯・災害感染症におけるマトリセルラー蛋白の臨床的意義に関する研究申請が採択された。 

② 洪水関連感染症の診断及び病態解析（国際レプトスピローシス学会及び第６回 Asian Congress of 

Tropical Medicine Parasitology で口頭発表） 

③ 潜伏結核の新たな診断法の確立、東北地方の結核菌の遺伝子型について日米結核会議で発表した。 

海外緊急調査 

フィリピンを襲った巨大台風被害に対し、災害科学国際研究所緊急調査団に参加し、大災害における感

染症アウトブレイクに関する調査を行った。フィリピン大学マニラ校や、アンヘラス大学、保健省、WHO、

日本大使館、San Lazaro Hospital も訪問し、災害対応や、復興にむけての取り組みなどについての調査を

遂行した。 

海外連携研究 

ハワイ大学を訪問し、マヌア校とシンポジウムを共催した。ハワイ大学医学部 Dr. Lishomwa との共同研

究の論文を発表した（J Clin Virol, 2013; 58(4): 635–640）。 

自然災害と感染症のリスク認知度調査を実施した。その結果、それらの認知はローカルな災害の体験の

影響を受けることが示唆された。災害に対する主観的なリスクと、現実の災害発生状況との比較により

教育ターゲットの同定ができると期待される(Tohoku J. Exp. Med. 233(1):43-48, 2014.)。 

パジャジャラン大学との大学間交流協定締結作業を行っている。フィリピン大学マニラ校、アンヘラス

大学との部局間交流協定の締結が決まった。 

海外からの招待 

インドネシア・パジャジャラン大学のミタ医師を招聘し、パジャジャラン大学病院で収集された発熱疾

患患者の DNA を用いたレプトスピローシスに対する LAMP と real-time PCR の測定を行い、急性期患者

の診断を試みた。 

 

（服部俊夫） 
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災害医学研究部門 

 

災害放射線医学分野 

 

 当分野教授の千田は、大学院医学系研究科放射線検査学分野及び同医学部保健学科を兼務し、下記の研究教

育等を担当している。 

 

研究：災害放射線分野として、本研究所ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究（拠点 B：放射線の不安払拭の研究、拠点 C：ﾌﾘｰﾗｼﾞｶﾙ

定量による被曝ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ法）等を、さらに JST A-STEP の課題として｢災害時 X 線撮影ｼｽﾃﾑの開発｣を行ってい

る。医療被曝分野として、科研費｢基盤 B｣、｢挑戦的萌芽｣、｢基盤 C｣等を行っている。以上の成果として、当

該年度は計５編（英文 1、和文 4）の論文（査読有）が採択された。 

 

国際交流等：北米放射線学会（RSNA、放射線医学領域の最大の国際学会）で関連演題を多数発表し、2012 年

度には RSNA Exhibit Award "CERTIFICATE of MERIT"を受賞することができた。 

 

教育：医学部講義（主に放射線技師育成）を通年週 3 ｺﾏ、学生実験（週 2 回）担当。他学科分担講義や全学教

育における集中講義等を多数担当。保健学専攻大学院講義（含む医学物理士育成）を通年週 3 ｺﾏ、その他集中

講義等を多数担当。以上は当分野の人材養成の基盤になる。当該年度は当分野に、院生 10 名（博士課程 5 名、

修士課程 5 名）、学部生（卒業研究）が 4 名在籍し、主査として博士 1 名と修士 2 名と学士 4 名の学位(保健学)

を出した。 

 

特許出願：線量測定等の実績を活かし、当該年度は知的財産として次の３件の実績を挙げた。1. 特許公開 2013-

017594、2. 特許出願 2014-020099、3. 国際出願 PCT/JP2014-054706 

 

社会活動：仙台市防災会議専門委員（及び原子力防災部会委員）として、防災計画作成活動を行っている。ま

た放射線の正しい知識の普及のための講演活動等を多数行っている。 

さらに兼任の細井教授（本務は医学系研究科放射線生物学分野）は、放射線有識者の立場から、原子力規制委

員会緊急事態応急対策委員等々、国・地方自治体等の多数の委員として提言等を行っている。 

 

（千田浩一） 
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災害医学研究部門 

 

災害精神医学分野 

  

東日本大震災被災地域における住民の精神的健康の状態や精神科医療機関の被災状況を把握し、支援や防災

体制を構築するために有用な情報を集積、抽出するため下記の調査研究を行った。 

・申請者らが東日本大震災以降取り組みを行っている自治体在住者で大規模半壊以上の家屋被害を受けた被災

者全数約 2700 名を対象に訪問による第 3 回目の問診票健康調査を行った。また、協力の得られた約 50 名を対

象とする心理士による詳細な評価面接調査を行い、この 3 年間に行った 3 回の問診票調査と延べ 150 名の面接

調査をもとに災害ストレスの心身への影響の実態を解析し、影響する心理社会的因子を抽出した。また、名取

市内の小・中学校を対象に震災後の健康調査を行った。 

・災害関連ストレスへの心身の反応の形成と回復に関わる精神神経免疫相関メカニズムの関与の解明を目的と

して研究に書面で理解・同意の得られた被災者の唾液を対象とする網羅的遺伝子発現解析を行い、ストレス反

応強度に相関して発現変化する候補分子群を特定し、これらの知見を別の被災者の唾液検体で確認した。 

・宮城県の 26 の全精神科医療機関を対象に東日本大震災の被災状況、震災前の防災と震災を経て防災に関し

て得られた教訓についての調査を行った。 

これらの研究成果をもとに 2 件の国際学会シンポジウムでの発表、2 件の国際学会での一般演題発表、3 件の

国内学会一般演題での発表、国内学会 7 件、・研究会 7 件での招待講演を行い、また、19 件の市民向けセミナ

ーでの講演、2 件のラジオ出演を行った。更に 1 編の原著論文、2 編の総説、2 編の著作を行った。また、ボス

トン大学、マウントサイナイ大学、エーテボリ大学、ウプサラ大学から研究者を招いてセミナー3 回を開催し、

包括型脳科学研究推進支援ネットワーク精神疾患拠点チュートリアル脳実習コースを開催した。以上の取り組

みについて、新聞に 3 件の記事が掲載された。 

 

（富田博秋） 
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災害医学研究部門 

 

災害産婦人科学分野 

 

I．ミッション 

当分野は、産婦人科疾患を災害の視点から捉えることを目指す、世界で唯一の分野として創設され、活動を

行っている。 

 

II. 今年度の活動概要 

＊招請講演は年間 5 回行った。うち２回は産婦人科で最も代表的学会である日本産科婦人科学会および日本

産婦人科医会での震災関連シンポジウム講演で、復興の先にある新たな医療システム構築に向けての提言を

行った。市民公開講座講演は南三陸町や河北新報社・健康の医学教室を含め３回行った。また英文論文は７

編、うち１編はロンドン大学からの依頼で「閉経後での婦人科悪性腫瘍と食物の関連」を分担執筆した。 

1． 東日本大震災が宮城県での婦人科がん検診体制に及ぼした影響の解析 

 子宮がん検診受診者数は、宮城県全体では 24 年度は対 22 年度比 98%と、正常に復した。だが被災地での

受診率は依然、低迷したままで、24 年度は震災年度よりさらに減少した地域が多く見られた。この傾向が続

けば、将来的に被災地の女性の健康状態へ影響する可能性が危惧され、喫緊の対策が必要なことを明らかとし

た。 

２．震災時ストレスとその後の生活環境変化が婦人科疾患の発生進展に及ぼす影響の解析 

 婦人科悪性疾患のうち子宮体がんは近年、急激に増加している。食生活などの環境因子や女性ホルモンが、

がんの発症や増悪に関与するが、今年度の研究で、ストレスホルモンに関連する因子も、体がん治療後の患者

さんの再発や予後に関与し得る可能性が、初めて明らかとした(日本癌治療学会で発表)。 

３. 東日本大震災に伴って明らかとなった妊婦・褥婦の医療・保健的課題に関する研究 

厚労省研究費事業「震災時の妊婦・褥婦の医療・保健的課題に関する研究」班の分担研究者として活動した。 

４．災害ストレスによる婦人科疾患発症予測マーカーの確立 

 ストレス負荷マウスを用い、ヒトでの震災ストレスの影響を評価できる実験系構築を目的とした基礎的研

究を行った。 

 

（伊藤 潔） 
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災害医学研究部門 

 

災害公衆衛生学分野 

 

喘息患児とその保護者の受診判断を促すパンフレットの開発と有用性の研究（特定プロジェクト研究）： 

喘息の症状があるにもかかわらず診断されていない小中学生や治療していない小中学生は 2012 年度調査で

14/24 名、2013 年度調査で 27/47 名いた。喘息患児とその保護者が治療・予防方法を十分に理解し、症状発現

時の対処行動及び受診行動をとることができるようになれば、喘息の治療・予防に十分な医療・生活環境が整

わない環境下にあっても症状の悪化を防ぐことが期待できる。そこで本研究では、喘息患児とその保護者が受

診対象の症状を理解するためのパンフレットを開発し、その有用性を確認した。現在、自治体等を通して、同

パンフレットを配布中である。 
 

東日本大震災被災地の小児保健に関する調査研究（厚生労働科学研究費補助金）： 

被災地の子どもの発育状況を把握し、震災による子どもの発育への影響を明らかにすることが本研究の目的

である。乳幼児健診データを用いて、経年的に子どもたちの成長を評価している。本年度は、震災後に 3 歳（6
ヶ月）児健診を受けた子どものデータを収集した。宮城県の 17 自治体から 2,643 人、岩手県の 29 自治体から

4,670 人、合わせて 46 自治体からご協力をいただき、7,313 人分のデータを入手した。保育所からもデータの

提供を受け、その解析を行っている。 
 

東北メディカル・メガバンク計画（東北メディカル・メガバンク機構兼任プロジェクト）： 

メガバンク機構とは車の両輪として全学が掲げる再生復興８つのプログラムのなかの２つを占め、多くの教

官が兼務しておりそれぞれ深くかかわっている。地域子ども長期健康調査、三世代コホート調査を通して被災

地における健康調査に全力をあげている。昨年度の地域子ども長期健康調査では、仮設住宅に居住する子ども

達にアトピー性皮膚炎が増加していることが判明し、住民の皆様に説明会を開いた。また、三世代コホート調

査では、すでに 20,000 人以上の方から協力を得ている。 
 

（栗山 進一） 
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災害医学研究部門 

 

災害医療情報学分野 

 

・ 災害時に医療の継続性が保たれるように、国内データセンターに診療情報を保存する全国国立大学病院診

療情報バックアップ事業（The Gemini Project）が昨年度より開始された。東北大学病院として協力し、標

準形式であるＳＳ－ＭＩＸストレージに病院情報システムから転送される仕組みを確立した。これにより、

迅速な診療データのバックアップ、およびシステム自体の復旧が期待される。 

・ 医療情報データベース基盤整備事業に東北大学病院責任者として参加している。本事業は全国 10 大学病

院・病院グループにおける診療情報をデータベース化し、薬剤投与による副作用の早期発見や検証に役立

てようとするものである。昨年度までにデータベースシステムを確立、今年度は実際に集積される診療デ

ータの正確性を評価するバリデーション事業を開始した。 

・ みやぎ医療福祉情報ネットワーク協議会(MMWIN)に協力し、宮城県における診療情報のバックアップ、地

域医療連携における情報共有のあり方を検討している。医療・介護・福祉の一貫した情報連携と職種を越

えた情報共有による地域包括ケアの実現を目指す。 

・ 標準ストレージ形式 SS-MIX の拡張ストレージ領域は現在フォーマットが確立していないが、保存される

情報の内容は実診療に不可欠なものである。拡張ストレージ領域のデータ活用を促進するため、国際標準

化推進団体であるＩＨＥと協力し、循環器検査のレポートフォーマットを定めるよう、昨年度日本循環器

学会理事会の承認を得た。今後、この動きが加速するものと思われる。 

・ 心電図情報をＱＲコードで表現し、災害時にも活用できるプログラムを作成した。その内容を昨年 8 月

コペンハーゲンで開かれた国際医療情報学会 MedInfo2013 で発表し、Distinguished Poster Award を受賞し

た。 

 

（中山 雅晴） 
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災害医学研究部門 

 

災害口腔科学分野 

 

放射線曝露の影響調査 

環境省の原子力災害影響調査等事業（放射線の健康影響に係る研究調査事業）の事業等により、福島県歯

科医師会と共同で、「ヒト歯に含まれる放射線量評価事業」を開始した。主に福島県に居住する者の脱落歯

等を約 1,000 検体を収集し、測定を開始した。 

被災地の健康調査及び支援 

・ 被災地岩沼市の高齢者の生活と健康に関する調査を米国ハーバード大学公衆衛生大学院等と共に実施し、

65 歳以上の全住民の約 75％から調査票を回収した。暫定の解析を岩沼市に情報提供し、今後のまちづく

りに役立つ基礎資料を提供した。 

・ 宮城県からの委託を受け、被災地の仮設住宅及びみなし仮設における健康調査の解析を実施した。 

・ 石巻市の実施する地域包括ケアシステムのアドバイザーとして、災害にも強い地域作りについて提案した。 

・ 宮城県広域災害拠点検討会の委員として、ネットワーク型の拠点形成など様々な提案を行った。 

歯科的身元確認に関する ISO 規格策定への参画 

・ International Organization for Standardization (ISO) に定められている歯科に関する規格検討の年次会議

（2013 年 9 月 25 日〜10 月 5 日，仁川）において、歯科的身元確認の国際標準規格の策定を進めることに

なり，日本代表団の一員として参加した。席上，東日本大震災での身元確認の現況報告を行い、オースト

ラリア、ベルギー、フランス、イタリア、アメリカと共に主要構成国として準備委員会メンバーとなり、

今後の作業を行うことになった。 

・ タイでの津波シンポジウムでの発表 

2013 年 12 月 26・27 日に開かれた Scientific Conference on the 9th Anniversary of Tsunami Incident 

in Thailand において、東日本大震災における歯科医師の医療支援活動や、宮城県における歯科的情報 

に基づいた身元確認の具体的状況についての発表を行った。 

・ 中国での災害歯科学シンポジウムでの発表  

2014 年 2 月 21 日から 22 日に、四川大学華西口腔医学院との災害歯科学シンポジウムを開催し，大震災

時における取り組みと歯科が果たすべき役割について情報と意見の交換を行った。 

 

（小坂 健） 
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情報管理・社会連携部門 

 

災害アーカイブ研究分野 

 

 災害アーカイブ研究分野では，震災アーカイブプロジェクト「みちのく震録伝」を主要活動として研究を推

進している．本プロジェクトを推進するために，みちのく震録伝の賛同協力機関から出向者 5 名，及び技術補

佐 6 名，アルバイトスタッフ 4 名で震災記録の収集，整理，権利処理，電子化，システム開発，システム構築

などを実施した． 

 本年度の震災記録の収集活動としては，宮城県沿岸部を中心に復旧・復興活動等の写真について約 4 万〜5

万点の収集を行い，これまでの合計で約 35 万点の震災記録が収集された．これらの震災記録の利活用促進の

ために，震災前後の写真を地図上で閲覧する「復興へ カワル・みちのく風景」や津波浸水深を GoogleEarth 上

で表現した「ヒトの目に映る 3.11 津波浸水」について試験公開を行った． 

 被災地支援及び外部連携としては，宮城県多賀城市の震災アーカイブの構築の支援を行い，本年度末に「た

がじょう見聞憶」の HP に約 3 万点の震災記録を公開した．また，昨年度に引き続き，河北新報社等とのシス

テムの技術協力，及び仙台市七郷市民センターへの震災記録の収集支援など行った． 

 国際連携としては，ハーバード大学エドウィン・O・ライシャワー日本研究所の JDArchive との共同研究を

推進し，研究者交流として 6 名のハーバード大研究者の招聘及びハーバード大に本分野の教員 2 名が訪問し

た． 

 アウトリーチ活動としては，国立国会図書館との共催で東日本大震災アーカイブ国際シンポジウムを開催し，

ハーバード大学及びカンタベリー大学からの招待講演の他，国内の震災アーカイブの活動報告が行われた．震

災の教訓を伝え残す活動として，女優竹下景子氏をお招きし，語り部シンポジウム「かたりつぎ」を開催し，

約 1000 人の来場者であった． 

 

（柴山明寛） 
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情報管理・社会連携部門 

災害復興実践学分野 

 

平野勝也准教授が中心となり、石巻市をはじめとした復興まちづくりの支援と実践的研究を継続・展開した。

具体的には、「石巻市復興まちづくり推進会議」や、「女川町復興まちづくりデザイン会議」のメンバーとして、

実践的・実務的に土木施設の計画やデザインにおいて、市や県との調整、さらには建築とのコラボレーション

について指導、調整を行った。「石巻市復興まちづくり推進会議」については、当分野の小野田泰明教授（兼

務）、小林徹平助手、松田達生助手との協働プロジェクトであることに加え、都市再生計画技術分野の姥浦道

生准教授（兼務）、津波工学研究分野の今井健太郎井助教など、他研究部門の研究者との所内連携研究でもあ

る。 

また、本江正茂准教授（兼務）は、災害教訓の継承および研究成果のアウトリーチに寄与する目的で、災害

科学研究データの可視化手法の開発に取り組んだ。その成果は、「災害に関する研究成果の視覚化手法の開発

（災害のデータスケープ）」としてグッドデザイン賞を受賞した。加えて、インドネシアカジャマダ大学のイ

カプトラ教授を招聘し、災害実践学復興シンポジウム「激甚災害からの住宅復興 ─コアハウスの可能性─」を

開催し、コアハウス方式を中心に早期復興を支援する住宅型について議論し情報を国際発信した。 

さらに、佐藤 健教授は、石巻市教育委員会、神戸大学、宮城教育大学、山形大学との連携研究として、石

巻市立鹿妻小学校における復興教育プログラムの開発と実践に取り組んだ。その成果は、第 9 回 APRU マルチ

ハザードシンポジウム（台湾）や、カンタベリー大学（ニュージーランド）との国際交流など、国内外におい

て広く情報発信された。あわせて、文部科学省指定研究開発学校運営指導委員会・委員長、宮城県防災専門教

育アドバイザー、仙台市新たな学校防災教育推進協議会・座長、石巻市学校防災推進会議・委員などを担い、

被災地の教育復興に関する社会貢献を果たした。 

 

（佐藤 健） 

84



情報管理・社会連携部門 
 

社会連携オフィス 

 

 研究所設立２年目の昨年度は、初年度に引き続いて国内・国際連携の礎を作る作業に取り組んだ。国内

連携活動では、研究所の知見を地域社会の防災・減災や震災復興の実践的活動に結びつけるための体 制 づ く

りを行った。具体的には，宮城県・岩手県の７つの地方自治体と研究所との連携と協力に関する包括協定を締

結に導いた。また，JICA 東北や，みやぎ連携復興センター等の組織と，東北地方の復興支援に関わる共同調査

を通じて交流・情報交換を進めた。被災地に対する貢献としては他に、研究所の気仙沼分室オープンにも貢献

し様々なアイデアを提供した。また、９０年代の島原普賢岳噴火災害時の市長と現・陸前高田市長を研究所に

招いて公開のパネル討議を企画し、災害復興時に首長が果たすべき役割や解決の難しい問題について知見を得

た。 

国際連携活動としては、APRU-IRIDeS マルチハザード・プログラムのハブ機能を務め、そのプログラム活動

の牽引役を担った。この中で第１回目のサマースクールを東北大学で開催し、APRU 加盟大学より３０名以上

の学生や教員の参加をみた。また「大学における防災（キャンパスセーフティー）」プロジェクトを立ち上げ、

カリフォルニア大学デービス校と共同で、大学の防災力に関する調査を行いその重要性を訴えた。 

国際機関との連携も積極的に進め、世界銀行とのセミナーの開催に加えて国連の専門家会合（災害統計デー

タに関するものと都市災害に関するもの）を２つホストした。また来る２０１５年３月に仙台開催の国連防災

世界会議では、仙台市の誘致活動を積極的に支援し決定をみた。仙台開催が決まってからは、仙台市、内閣府・

外務省をはじめとする中央省庁、研究機関、国連を含む国際機関と連携し、東日本大震災からの教訓を兵庫行

動枠組みの後継の枠組みに盛り込むべく提案をした。国際防災政策に研究所の知見を反映させるべく努力する

とともに、国内では東北の復興のために政策提言を行った。 

 

（小野裕一） 
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４ 研究活動 

（２）特定プロジェクト研究 

 



東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 調査票B-1 凡例 

 
１ 研究成果の公表 

 ◇学術論文 著者名／表題／雑誌名／巻号／発行年／頁／査読の有無 
 ◇著書   著者名／書名／総頁数／出版社／発行年／単著・共著の別 
 ◇学会発表 発表者氏名／発表題目名（原語）／学会・会議の名称／開催年月日（西暦）／開催都市・会場名 
 ◇総説・解説記事 
  著者名／表題／雑誌名／巻号／頁／発行年 
 ◇特許・実用新案・その他の産業財産権 
   A 出願  区分／名称／発明者／権利者／種類・番号／出願年月日／国内外の別 
   B 取得   区分／名称／発明者／権利者／種類・番号／出願年月日／国内外の別 
 ◇学術関係受賞 
 受賞学術賞名 （原語）／受賞年月日 （西暦）／国内外の別／授与機関／個人・グループの別／受賞者の氏名 
 ◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 
  学会・会議の名称／開催年月日（西暦）／開催都市・会場／参加者数・算出方法（事前申し込み、当日受付、

概算など）／主催・運営の別 
２ 社会活動 

 ◇講演会・市民講座などでの発表 
  表者の氏名／発表題目名（原語）／講演会・市民講座などの名称／開催年月日（西暦）／開催都市・会場名 
 ◇学外での社会活動 
  活動の名称（行事名、講演会の主催機関など）／活動の内容／活動期間 （西暦年月日）／参加者数 
 ◇研究成果に関する報道・雑誌・web 媒体などへの掲載 
 形態（出演・執筆企画協力・資料提供・その他）／報道の題目（見出しなど）／報道機関名（○○新聞、×

×テレビなど）／報道日 （西暦年月日） 
３ 国際連携 

 ◇国外との研究機関との研究協力・交流 
  本年度のプロジェクト研究に関連して実施した、海外の研究機関との交流実績 
   国名／機関名／期間（西暦年月日）／具体的な内容・目的（講演、会議、共同研究、学術交流協定、その

他） 
 ◇国外の研究者の参加 
  本年度のプロジェクト研究への国外の研究者の参加について以下の項目を記入してく  ださい。 
  国名／機関名／期間（西暦年月日）／参加の内容（講演、会議、共同研究、学術交流協定、その他） 
 ◇学術交流協定の活用 
  学術交流協定校名／協定の区分（部局間・大学間・その他）／西暦年月日／交流の内容 
４ 教育上の効果 

 ◇学生の参加による教育上の効果  
  参加学生の所属 
  学生による成果発表 
   具体的な活動名（講演、会議 その他）／期日／件数・参加人数 
 ◇ポストドクターの活用 

活用の形態（研究員として採用（雇用を含む）、研究組織への参加、研究補助、その他）、人数、期間 
５ 東北大学各部局との連携 

 ◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携 
   部局名と連携の内容（協定の締結、学会・会議などの主催運営、共同研究・調査、その他 
 ◇東北大学他部局に所属する研究者の参加 
   部局名と連携の内容（研究組織への参加、関連する成果の発表、研究補助、その他） 
６ 国内研究機関との連携 

 （１）国内の研究機関との連携・協力 
   組織機関名と連携・協力の内容（協定の締結、学会・会議などの主催運営、共同研究・調査、その他） 
 （２）国内の研究機関に所属する研究者の参加 
   組織・部局名と参加の内容（研究組織への参加、関連する成果の発表、研究補助、その他） 
   

＊各項目について実績事項のない場合は、紙幅の関係で項目ごと削除している。 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：A 

研究課題名：構造ヘルスモニタリング機能を有する次世代早期地震警報システムの開発 

研究代表者 源栄 正人 

所属部門・分野 災害リスク研究部門・地域地震災害研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担  

※源栄 正人 

 

 大野 晋 

 

王  欣 

 

Tsamba Tsoggerel 

地域地震災害研究分野・

教授 

地域地震災害研究分野・

准教授 

地域地震災害研究分野・

助教 

地域地震災害研究分野・

教育研究特別教員 

地震工学 

 

地震工学 

 

地震工学 

 

地震工学 

研究総括、早期地震警報シス

テムの構築 
地震動予測システムの検討 

 

早期地震警報システムの構築

 

モンゴルにおけるシステム展

開、データ分析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

三辻和弥 

 

萩原由訓 

 

Dembrel Sodnomsanbuu 

 

 

Serdar Kuyuk 

 

山形大学・准教授 

 

大林組技術研究所・副課

長 

モンゴル科学アカデミ

ー・天文地球物理研究セ

ンター・副所長 

カリフォルニア大学バ

ークレー校・研究員 

地震工学 

 

地震工学 

 

地球物理学 

 

 

耐震工学 

早期地震警報システムと構造

モニタリング技術の検討 

システム展開の検討 

 

モンゴルにおける地震警報シ

ステム活用の検討 

 

米国における早期地震警報の

調査とシステム展開検討 

 合計   ８ 名  

研究経費  総額  4,250 千円 

研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

早期地震警報システムの巨大地震への適用性を高めるために、伝播経路の波形情報の有効利

用による地震動予測精度の向上を図ることが求められている。また、地域（ローカル／リージ

ョナル）の地震観測網と国の地震観測網の融合により即時性と冗長性を高める必要がある。こ

れらの社会的要請にこたえるべく、本プロジェクトでは、地域に展開した構造ヘルスモニタリ

ング機能を有するリアルタイム地震観測装置からの地震波形情報の共有化システムを開発し、

地域の地震防災への貢献を行うとともに、海外への技術移転としてのモンゴル国へのシステム

の展開と国際交流とを行うことを目的とする。 
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◇研究の特色・意義 

この研究の特色は早期地震警報と構造ヘルスモニタリングの融合技術であり、前線波形情報

を用いたリアルタイム地震動予測の高精度化や地震時の早期損傷評価を可能とするところであ

る。早期地震警報技術の実用化による人的物的被害の低減は災害科学国際研究所の理念とも整

合するし、早期地震警報技術の国際的な展開、技術移転は国連防災会議の一つのテーマでもあ

る。また、モンゴル科学アカデミー天文地球物理研究センター（RCAG）と共同でリアルタイ

ム観測情報を共有化することにより早期地震警報や構造ヘルスモニタリングに関する技術移

転・国際交流を行うことは、国際研究所の活動として意義深い。 

 

当該年度

の研究成

果の内容 

平成 25 年度には、これまで地域に展開してきたリアルタイム地震観測網（10 観測点）の活

用により、仙台市や宮城県の内陸部の地震対策に貢献すべく、開発・展開してきたシステムの

実運用を行うべくシステムの整備と地震動予測の高精度化を行った。また、モンゴル国ウラン

バートル市の市庁舎にリアルタイム地震観測システムを導入し、IP 網を介しモンゴル科学アカ

デミー天文地球物理研究センター（RCAG）と観測データの共有化システムの構築することが

でき、当初予定した海外への技術移転を達成した。さらに、早期地震警報と構造ヘルスモニタ

リングに関する国内外での研究発表を行うとともにモンゴル（RCAG）や米国の研究者（UC-Be

rkeley）との国際交流を行った。 

 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

早期地震警報システムは、大揺れの前に警報を出し人的・物的被害の低減を可能にする最新

の技術で、研究代表者らが学校における活用や半導体工場等におけるシステム開発に携わり、

これまでの 2008 年岩手・宮城内陸地震における成功例に加え、2011 年の東日本大震災におけ

る成功事例の報告等から、社会基盤づくりに役立ってきたものである。 

 一方、早期地震警報の課題の一つにリアルタイム地震動予測の高精度化の問題があり、地震

波の伝播経路の途中にある前線観測地点での波形情報から対象地点の地震波形を推定するリア

ルタイム地震動予測法の有効活用は今後の地震工学の研究分野への学術貢献と防災教育の面か

らの社会貢献に繋がるものと期待される。また、構造ヘルスモニタリング機能との融合技術も

学術貢献・社会貢献の面から付加価値を高めるものである。 

 

 

 

URL 等 1) 東北大学シーズ集：構造ヘルスモニタリング機能を有する早期地震警報システムの開発 
http://www.rpip.tohoku.ac.jp/seeds/profile/186/search_keyword:源栄正人/lang:jp/ 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ ２ ）編  
1) Tsoggerel Tsamba and Masato Motosaka, Long-period motion characterization by cross wavelet transform, Proc. the 

world congress on Advance in Structural Engineering and Mechanics, 2013, 607-612,査読なし 
2）Miao CAO, Masato MOTOSAKA, Tsoggerel TSAMBA, Kazushi YOSHIDA, MITSUJI Kazuya, SIMULATION 

ANALYSIS OF A DAMAGED 9-STORY SRC BUILDING DURING THE 2011 GREAT EAST JAPAN 
EARTHQUAKE, 日本地震工学会論文集,13(2),2013,45-64,査読有 

 

◇著書 

合計（ 2）冊 

1) 源栄正人（2013），早期地震警報システムの現状と課題，東日本大震災を分析する１ 地震・津波のメカニズ

ムと被害の実態，明石書店，pp.90-99． 

2) 大野晋（2013），東北地方太平洋沖地震の揺れの分布と特徴，東日本大震災を分析する１ 地震・津波のメカ

ニズムと被害の実態，明石書店，pp.100-110． 

 

◇学会発表  

合計（  9  ）件 

○通常講演  （  6 ）件 
1) Tsamba, T. and Motosaka M.／Development and Extension of Real-time Earthquake Information System for Earthquake 

Early Warning and Structural Health Monitoring, EEW Meeting／ 2013.11／ Kyoto, Japan 
2)磯部亮太、源栄正人、大野晋／構造ヘルスモニタリングと緊急地震速報の連動による早期地震警報システムの

展開―その１システムの地域展開、平成 25 年度東北地域災害研究集会／平成 26 年 1 月／秋田 
3）YinCheng Yang, Masato Motosaka,The Extension of Real-time Earthquake Information System for Earthquake Early 

Warning and Structural Health Monitoring, Part 2 Automatic Trigger implementation for Regional EEWS, 平成 25 年
度東北地域災害研究集会／平成 26 年 1 月／秋田 

4) 館林大輔、源栄正人、ツァンバ・ツォグゲレル、構造ヘルスモニタリングと緊急地震速報の連動による早期
地震警報システムの展開―その３ 観測点間の地震動伝達特性の研究／平成 26 年 1 月／秋田 

5）久多良晃平、源栄正人、ツァンバ・ツォグゲレル、構造ヘルスモニタリングと緊急地震速報の連動による早
期地震警報システムの展開―その４観測建物の振動特性の長期モニタリング／平成 26 年 1 月／秋田 

6）Tsoggerel Tsamba, Masato Motosaka, Susumu Ohno, he Extension of Real-time Earthquake Information System for 
Earthquake Early Warning and Structural Health Monitoring-Part 5 Extension of the system in Ulaanbaartar／平成 26
年 1 月／秋田 

 

○基調講演・招待講演 （  3 ）件 

1) Masato Motosaka, Site specific ground motion characteristics and building damage in Sendai area during  the 2011 

Tohoku earthquake, 10 th Internatinal Workshop on Seismic Microzoning and Risk Reduction, September 25, 2013, 

Tokyo 

2) Masato Motosaka, Building Damage during the 2011 Tohoku Earthquake and Earthquake Early Warning System in Japan, 

UK-Japan  Disaster Risk Reduction Workshop, November 22, 2013, UCL, London 

3) Masato Motosaka, Earthquake Damage during the 2011 Tohoku Earthquake and Earthquake Early Warning System in 

Japan, Art and Innovation Fair, October 11, Riverside, U.S.A. 

  

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ 2）件 

1. 源栄正人、求められる都市・建築の総合的地震対策－東日本大震災における振動被害の実態と教訓を踏まえ

て、日本地震工学会誌、第 20 号、2013 年 10 月、24-282、査読有（依頼原稿） 

2. 源栄正人、学校教育現場における緊急地震速報、日本建築学会東北支部２０１１年東日本大震災災害調査報

告、2013 年 5 月、222-225、査読無 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 
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合計（ 13 ）件 参加者合計（ 1000 ）名 

1) 源栄正人、福島県教育委員会防災講演会、2013 年 6 月 14 日、福島市中町会館 

2）源栄正人、青葉工業会招待講演、2013 年 6 月 22 日、札幌市・ロイトン札幌 

3) 源栄正人、世銀セミナー、2013 年 6 月 26 日、片平さくらホール 

4）源栄正人、社会主事講習会、2013 年 7 月 23 日、仙台市・東北大学教育学部 

5）源栄正人、ＡＰＲＵサマースクール、2013 年 7 月 23 日、仙台市・片平 

6) 源栄正人、福島県南地区防災講演会、2013 年 8 月 27 日、福島県白河市 

7）源栄正人、防災士養成研修会講演、2013 年 10 月 6 日、盛岡 

8）源栄正人、学校安全教育指導者研修会講演、2013 年 10 月 22 日、栗原合同庁舎 

9）源栄正人、学校安全教育指導者研修会講演、2013 年 10 月 28 日、大崎市沼部公民館 

10)源栄正人、防災士養成研修会講演、2013 年 11 月 6 日、仙台市・フォーレスト仙台 

11）源栄正人、国際地震工学センター研修講義、2013 年 11 月 8 日、仙台市・東北大学 

12) 源栄正人、中学校理科教員研修会講演、2013 年 12 月 7 日、仙台市・南吉成中学校 

13）源栄正人、防災士養成研修会講演、2013 年 3 月 22 日、仙台市・建設産業会館 

 

◇学外での社会活動 

合計（ 3 ）件  

 ・小中高との連携  （ 3 ）件  参加者合計（ 300 ）名 

1) 源栄正人、古川黎明高校防災講義、2013 年 6 月 27 日 片平 

2）源栄正人、仙台三桜高校防災講演会、2013 年 9 月 24 日、仙台三桜高 

3）源栄正人、古川黎明高校防災講義、2013 年 10 月 15 日、片平 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（   8 ）件 

1) 源栄正人、防災の日特別番組（出演）、ラジオ福島、2013 年 9 月 1 日 

2) 源栄正人、 緊急地震速報の誤報について（出演）、日本テレビ「スッキリ」、2013 年 8 月 9 日  

3) 源栄正人、サイエンス ZERO（出演）、NHK 教育テレビ、2013 年 6 月 16 日  

4) 源栄正人、短周期でも警戒を（執筆）、 河北新報新聞、2013 年  

5) 源栄正人、NHK スペシャル「メガクエイク 3」（出演）NHK 総合テレビ(2013 年 4 月 14 日)  

6) 源栄正人、先達に学び伝える耐震哲学・防災哲学（執筆）、仙台ロータリークラブ会誌(2013 年) 

7) 源栄正人、（随筆）細分化社会を襲った巨大地震（執筆）、日本コンクリート工学会紙、2013 年 7 月号 

8) 源栄正人、「揺れる大都市〜巨大地震を生き抜く〜」（出演）関西テレビ(2014 年 1 月 13 日) 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

モンゴル科学アカデミー惑星地球物理研究所（ＲＣＡＧ）と共同でモンゴルにおけるリアルタイム地震観測装

置の展開を行っている。2013 年 8 月に最重要施設であるウランバートル市庁舎に観測装置を設置するとともに、

今後展開する観測点（3ch５測点と 9ch1 測点）に関する協議や早期地震警報システムに関する技術支援を行っ

た。 

 また、カリフォルニア大学バークレー校の Richard Allen 教授が 2013 年 5 月来室し、早期地震警報システムに関

する技術交流を行った。 

 

◇国外の研究者の参加（ 有 ） 

・モンゴル／モンゴル科学アカデミーRCAG／共同研究／大学間協定／Demblel、Batulga 

・米国／カリフォルニア大学バークレー校／技術交流／Richard Allen , Serdar Kuyu  
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◇学術交流協定の活用 （ 有 ） 

・モンゴル科学アカデミー 
 

◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

米国・カリフォルニア大学リバーサイド校と大学間協定を活用、東日本大震災の被害の実態と早期地震警報シス

テムについての招待講演を行った。 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

・本研究プロジェクトの研究内容は、教員ばかりでなく、ポスドク研究員や工学研究科・都市建築学専攻の大学院

生、および工学部の建築・社会環境工学科の学部 4 年生の学位論文のテーマとなっており、大学院生３名、学部学

生１名が研究集会等での研究発表を行っている。 

〈学生による成果発表〉 

1) 磯部亮太、源栄正人、大野晋／構造ヘルスモニタリングと緊急地震速報の連動による早期地震警報システムの
展開―その１システムの地域展開、平成 25 年度東北地域災害研究集会／平成 26 年 1 月／秋田 

2）YinCheng Yang, Masato Motosaka,The Extension of Real-time Earthquake Information System for Earthquake Early 
Warning and Structural Health Monitoring, Part 2 Automatic Trigger implementation for Regional EEWS, 平成 25 年度
東北地域災害研究集会／平成 26 年 1 月／秋田 

3) 館林大輔、源栄正人、ツァンバ・ツォグゲレル、構造ヘルスモニタリングと緊急地震速報の連動による早期地
震警報システムの展開―その３ 観測点間の地震動伝達特性の研究／平成 26 年 1 月／秋田 

4）久多良晃平、源栄正人、ツァンバ・ツォグゲレル、構造ヘルスモニタリングと緊急地震速報の連動による早期
地震警報システムの展開―その４観測建物の振動特性の長期モニタリング／平成 26 年 1 月／秋田 

 

◇ポストドクターの活用（ 有 ） 

〈活用形態〉 

・Tsamba Tsoggerel を 1 年間特別研究教員として採用し、本プロジェクトにおけるモンゴル国へのシステム展開、

モンゴル科学アカデミーＲＣＡＧとの技術交流を行った。 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

実験・観測と理論・解析の両面から若手研究者や学生の研究支援を行っており、早期地震警報技術に関連する通

信技術や地震観測技術、および構造ヘルスモニタリングに関するシステム同定技術や構造解析技術について基礎

を学ぶことができる。またこれらをベースに融合による発展技術の開発を担う人材育成貢献も期待される。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

山形大学の三辻和哉准教授はリアルタイム地震観測装置の設置・運用に参加した。また、大林組技術研究所の萩

原由訓副課長は、リアルタイム地震動予測に高精度化手法の検討を研究代表者と共同で行った。  
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６ 成果のアピール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 構造ヘルスモニタリング機能を有する早期地震警報システムのシステム構成 

図２ EEW/SHM システムの展開 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：A 

研究課題名：1611年慶長奥州地震津波の総合的解析および成果の発信 

研究代表者 今村文彦 

所属部門・分野 災害リスク研究部門・津波工学研究分野 

職名 教 授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担  

※今村 文彦 

 

 平川 新 

 

 今井健太郎 

 

 菅原 大助 

 

 佐藤 翔輔 

 

 蝦名裕一 

 

 後藤 和久 

津波工学研究分野教授 

 

歴史資料保存研究分野 

教授 

津波工学研究分野助教 

 

低頻度リスク評価研究分

野助教 

災害アーカイブ研究分野

助教 

歴史資料保存研究分野 

助教 

低頻度リスク評価研究分

野准教授 

津波工学 

 

歴史学 

 

津波工学 

 

津波堆積学 

 

災害情報学 

 

災害歴史学 

 

津波地質学 

 

研究統括・成果の活用 

 

歴史資料整理とモデル提案 

 

数値解析と現場調査 

 

堆積物解析と現場調査 

 

データベース管理 

 

歴史資料整理 

 

津波地質および堆積物調査と数

値解析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 
 原口 強 

 

 

大阪市大・准教授 

 

地形学・堆積学

 

堆積物解析と現場調査 

 

 合計    8 名  

研究経費  総額 4,250 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 1611（慶長 16 年）年の奥州地震による津波のメカニズムについて，平成 24 年度特定プロジェクト

研究により始めている，史料見直し・翻訳，津波数値解析を実施し，さらに堆積物調査によりデータ

を得ている．さらにその情報やデータを解析し，当時の地震および津波の発生メカニズムを解明す

る．特に，仙台湾沖で発生した地震と日本海溝付近の地震が連動したタイプが評価されが，さらに詳

細な検討により，メカニズムの同定と断層の南限を評価する事で，より正確なマグニチュードの推定

を行う．また，その成果を地域での防災計画や避難計画などに貢献することを目的とする． 

 

◇研究の特色・意義 

 古文書の資料と現場での痕跡調査を融合し，未明な点が多い歴史地震及び津波の実態を詳細に知

ることが出来る．国内においては、津波工学研究室が開発した津波デジタルライブラリーなど、資料

や絵図などの文献をデータベース化する取組も行われており，そのシステムと融合することが特徴

的である．これにより，各地で最大クラスの地震や津波を評価することが求められている中，その基

礎データおよび評価参考資料として利用することが可能となる．従来の研究ではない成果である，そ

の貢献は大きいと期待される．  

当該年度

の研究成

果の内容 

 新たな津波痕跡調査に加えて，羽鳥（1975），都司・上田（1995）による津波痕跡高の再評価を行

った．旧常安寺の立地について，これまでは宮古市図書館の位置と考えられていたが，史料調査から

八幡宮鳥居位置であることを史料調査から明らかにし，正確な地盤標高を測定した．正確な津波痕跡

高を評価した．宮古市磯鶏において北村家の位置を特定することができ，石垣位置を測定することに

より，津波痕跡高を評価した．このような検討により，再評価点を含めて，波源推定に用いることが

できる痕跡点は 12 点（田老の 21 m を含まず）から 24 点に増えた．そのうち，本プロジェクトで実

施した痕跡点は 11 点（新規評価点は 8 点）となった． 

 松川浦では，慶長津波の年代に相当する堆積物は確認できなかった．2011 年の津波の影響により，

堆積物が浸食された可能性が考えられる．一方，約 3,000 年前と 4,000 年前の砂層が見つかり，過去

の巨大津波との関連を検討する上で重要な情報である．また，青森県大沼でも，慶長津波の可能性が

ある砂層は発見されなかったものの，約 2,600 年前以降，300～800 年間隔で堆積した 9 層のイベン

ト性の砂層を確認でき，今後，過去の津波との関連を明らかにするうえで重要な知見を得ることがで

きた． 

 追加された津波痕跡に関する情報を用いて波源推定を行った．波源としては，幾何標準偏差 κ と c-

AIC が最適となる仙台湾の逆断層と岩手県沖の海講軸付近の正断層によるものが津波痕跡を説明す

ることがわかった．その規模は Mw 8.7 となる．この結果は，1611 年慶長奥州地震津波がこれまで考

えられていた規模（Mw 8.1）より大きく，さらに陸前高田から宮古に至る三陸沖での断層のすべり量

が表れている結果となった． 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 古文書の資料と現場での痕跡調査を融合し，未明な点が多い歴史地震及び津波の実態を詳細に知

ることが出来た．国内においては、津波工学研究室が開発した津波デジタルライブラリーなど、資料

や絵図などの文献をデータベース化する取組も行われており，そのシステムと融合できる．この結

果，各地で最大クラスの地震や津波を評価することが求められており，その基礎データおよび評価参

考資料として利用することが可能となる．従来の研究ではない成果である，その貢献は大きい． 

 東日本大震災での津波痕跡データを HP で公開した．これにより，沿岸部の自治体に提供し，防災

計画や避難計画などに反映されると期待できる．特に，津波高さを鳥瞰的・虫瞰的に可視化する「ヒ

トの目に映る 311 津波浸水」と，定点撮影された写真を地図上で閲覧する「復興へ カワルみちのく

風景」を構築・公開した． 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（  ４）編  

1. 今井健太郎・堀内滋人・今村文彦，波源推定における津波痕跡高分布の依存性に関する検討，土木学会論文

集 B2（海岸工学），69-2，431-435，2013.11. 

2. 蝦名裕一「慶長奥州地震津波とビスカイノ報告」『地理月報』536 号（二宮書店）平成 25 年 11 月 

3. 蝦名裕一「慶長奥州地震津波について―400 年前の大震災の実相」平川新・今村文彦編著『東日本大震災を

分析する２ 震災と人間・まち・記録』（明石書店）平成 25 年６月 

4. 蝦名裕一「慶長奥州地震津波の歴史学的分析」『宮城考古学』15 号（宮城県考古学会）平成 25 年５月 

 

◇学会発表  

合計（   ５）件 

○通常講演  （   ５）件 

1. 蝦名裕一「ビスカイノ報告における慶長奥州地震津波の記述について」第 30 回歴史地震研究会（秋田大

会）2013 年９月 14 日―16 日、於秋田大学 

2. 蝦名裕一「慶長奥州地震津波をめぐる歴史資料の再検討」第１回前近代歴史地震史料研究会、2013 年 11 月

４日、於新潟大学 

3. 堀内滋人・今井健太郎・今村文彦，波源推定における津波痕跡高分布の依存性に関する研究，日本地震学会

2013 年度秋季大会，横浜，2013.10. 

4. 今井健太郎・堀内滋人・今村文彦，波源推定における津波痕跡高分布の依存性に関する検討，土木学会海岸

工学講演会，福岡，2013.11. 

5. 堀内滋人・今井健太郎・今村文彦，津波痕跡の取り扱いとその分布が波源推定に与える影響，土木学会東北

支部技術研究発表会，八戸，2014.3. 
 

２ 社会活動 

◇研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（     ８）件 

 

津波堆積物調査 青森テレビ 

http://www.atv.jp/news/ 

八戸工業大学など連携／下北半島の津波調査 

(21 日 19:06) 

 

下北半島の太平洋沿岸の津波の痕跡を調べる八戸工業大学と東北大学などの共同調査が東通村で行われていま

す。東通村の大沼で行われている調査は２０１１年 ３月の東日本大震災を機に将来の津波の予測に役立てようと

八戸工業大学と東北大学それに大阪市立大学の津波研究の専門家たちが共同で行っています。調査で は、連結し

たゴムボートに掘削機を設置し沼の底から５メートルほどの深さまでボーリングして堆積物を採取します。その

中の砂の層は過去に起きた津波で運ばれたものと考えられ、その厚さや堆積物に含まれている植物や動物の痕跡

を分析することで津波の大きさや年代が測定できます。調査は、あすまで行われ今後、 採取した堆積物の分析と

大沼周辺に伝わる津波についての伝承や古文書などの調査で、下北半島の太平洋沿岸で起きた過去の津波につい

て詳しく調べることにし ています。 

 

2014.01.15 朝日新聞デジタル，被災地の変化，写真で定点観測 

2014.01.14 河北新報，朝刊（16），社会面，復興への歩み 定点観測 東北大災害研 写真収録サイト公開 

2014.01.07 四国新聞，朝刊（3），定点観測写真で復興状況を確認 東北大、サイト公開 

2014.01.07 長崎新聞，朝刊（3），復興状況 サイトで確認／東北大 被災地の定点写真公開 
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2014.01.07 東京新聞，夕刊（2），復興の歩みネットで公開 東北大、２０６カ所の定点写真収録 

2014.01.07 下野新聞，朝刊（2），社会面，震災復興の歩み 写真に／東北大定点観測サイトで公開 

2014.01.07 東奥日報，朝刊（14），復興状況 サイトで確認 東北大 定点観測写真を公開 

2014.01.07 信濃毎日新聞，朝刊（29），宮城の復興 定点観測写真で確認 東北大 206 ヶ所集めサイト公開 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

 八戸工大の佐々木幹夫教授，大阪市大・原口 強准教授と，共同で津波堆積物調査を実施し，場所の選定，コア

の取得，解析などでアドバイスを頂きながら実施できた． 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：A 

研究課題名：災害発生直後の救援活動に資する広域被害把握技術の社会実証 

研究代表者 越村俊一 

所属部門・分野 災害リスク研究部門・広域被害把握研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担  

※越村 俊一 

エリック・マス 

 

広域被害把握研究分野・教授 

広域被害把握研究分野・助教 

 

災害科学 

津波工学 

 

研究総括 

被害推計手法の適用 

 

研究協力者 

郷右近 英臣 

ブルーノ アドリアノ 

林 里美 

堺 友里 

佐藤 遼次 

成田 裕也 

 

大学院工学研究科博士課程後期 2 年

大学院工学研究科博士課程後期 2 年

大学院工学研究科博士課程前期 2 年

大学院工学研究科博士課程前期 1 年

大学院工学研究科博士課程前期 1 年

大学院工学研究科博士課程前期 1 年

 

土木工学専攻 

土木工学専攻 

土木工学専攻 

土木工学専攻 

土木工学専攻 

土木工学専攻 

 

 

津波被害関数の整備 

津波数値計算 

津波数値解析の精度検証 

レーダー画像のフィルタ開発 

合成開口レーダーによる被害把握

津波被害関数の地域比較 

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

山崎 文雄 

 

松岡 昌志 

 

 

千葉大学大学院工学研究科・教授

 

東京工業大学大学院 

総合理工学研究科・准教授 

 

災害リモートセンシ

ング 

防災空間情報学，リ

モートセンシング

 

SAR による津波被害のマッピング 

 

SAR による被害把握技術の高度化 

 

 

研究協力者 

渡邉 学 

 

宇宙航空研究開発機構・主任研究

員 

 

リモートセンシング

 

 

大規模災害発生時緊急観測計画の策定

 合計 11 名（うち研究協力者 7 名）  

研究経費  総額     4,500 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

巨大地震・津波災害発生直後の迅速な被害推計・把握，災害救援活動への支援を目指す「広域

被害把握技術」の実証を行った．具体的には，南海トラフの巨大地震発生を想定し，(1)シミュレ

ーションによる被害推計（浸水域人口，建物被害棟数等の推計）とその結果の開示を発災から 24

時間以内に完了するための技術的要件を明らかにし，(2)リモートセンシングによる被害把握技術

を基盤とした，被害エリアの特定手法を明らかにした．また，2013 年台風 30 号による被災地（フ

ィリピン）での広域被害把握を試み，技術実証を行った． 

 

 

◇研究の特色・意義 

「広域被害把握技術」は，被害情報の途絶えた激甚被災地や孤立した地域における人的・物的

被害を，24 時間以内という具体的な目標の元に高い精度で推定・開示し，我が国の新しい災害救

援体制の枠組みに組み込むという点で，社会的要請および必要性が高い．平成 25 年度は，基礎研

究と東日本大震災の事例研究の成果を踏まえ，将来の南海トラフ地震津波発生直後の展開を具体

的な目標として発展させ，社会実証を図るという点に最大の意義があり，その成果は，宇宙観測

技術の発展を背景として，今後の我が国の災害対応の刷新に向けての波及効果が高い． 

 

当該年度

の研究成

果の内容 

平成 25 年度は，広域被害把握技術を災害対応の局面，特に初動対応の局面で活用するため

に，発災から 24 時間以内に被害推定・把握を完了するための要件を検討した．具体的には，以

下の項目についての検討を行った． 

合成開口レーダー画像を用いた被害把握技術の適用性に関する検討：航空機に登載した合成開

口レーダー（Pi-SAR2）の画像を解析し，建物の側面被害の把握が可能であることを実証した．

衛星に搭載した合成開口レーダーだけでなく，被災直後に航空機による被害把握技術の有用性を

確認することができた． 

リアルタイム津波シミュレーションの高速化に関する検討：東北大学のスーパーコンピュータ

を利用して，津波のリアルタイム解析プログラムの高速化を行った．地震発生から 20 分以内に

予測計算を修了させることが可能であることを実証した． 

津波遡上解析の精度評価：津波の陸上遡上に伴い発生する建物破壊現象をシミュレーションに

動的に反映させる手法を開発し，特に仙台平野における流速の予測精度の評価を行った． 

津波被害関数の地域特性に関する検討：国土交通省都市局調査結果に基づく浸水深データと建

物被害データを用いて 2011 年東北地方太平洋沖地震津波における津波被害関数を，構造形式，

建物階数，建物年代という特性を考慮して構築した．建物の特性に応じた被害推計手法を提案す

ることができた． 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

巨大地震発生直後の災害救援活動に資する「広域被害把握技術」のフィージビリティ向上

と実証を目標に研究に取り組んだ．特に，地震津波発生直後のリアルタイムシミュレーショ

ンによる広域被害推計とリモートセンシングによる被災地の探索と建物被害把握技術を高度

化させ，きたる巨大災害発生直後の災害救援活動に資するための技術的要件を明らかにし，

社会実装に向けた実証研究を行うという，当初の目標を概ね達成することができた．この成

果は，「巨大災害への新たな備えへのパラダイムを構築し，国内外の巨大災害の被害軽減に向

けて社会の具体的な問題解決を指向する実践的防災学の礎を築く」という災害研の理念に則

したものとして位置づけられる． 

 

URL 等 http://irides.tohoku.ac.jp/topics_disaster/haiyan-typhoon.html/ 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 9 ）編  

Koshimura, S., S. Hayashi and H. Gokon, Lessons from the 2011 Tohoku Earthquake Tsunami Disaster, Journal of Disaster 

Research Vol.8 No.4, pp.549-560, 2013.，査読有 

Hayashi, S.and S. Koshimura, The 2011 Tohoku Tsunami Flow Velocity Estimation by the Aerial Video Analysis and 

Numerical Modeling, Journal of Disaster Research Vol.8 No.4, pp.561-572, 2013.，査読有 

Suga, Y., S. Koshimura and E. Kobayashi, Risk Evaluation of Drifting Ship by Tsunami, Journal of Disaster Research Vol.8 

No.4, pp.573-583, 2013.，査読有 

Liu, W., F. Yamazaki, H. Gokon, and S. Koshimura, Extraction of Tsunami Flooded Areas and Damaged Buildings in the 2011 

Tohoku, Japan  Earthquake from TerraSAR-X Intensity Images, Earthquake Spectra, Vol. 29, No. S1, pp. S183-S200, 

2013，査読有 

堺 友里, 越村俊一, 松岡昌志，TerraSAR-X 強度画像の変化に着目した津波被災地の建物被害程度の把握 ，土木

学会論文集 B2（海岸工学），Vol. 69 No. 2，2013 年，I_1456-I_1460，査読有 

林 里美, 成田裕也, 越村俊一，東日本大震災における建物被害データと数値解析の統合による津波被害関数，土

木学会論文集 B2（海岸工学），Vol. 69 No. 2，2013 年，I_386-I_390，査読有 

福岡巧巳, 越村俊一，航空写真と LiDAR データの統合解析による津波瓦礫の 3 次元マッピング，土木学会論文集

B2（海岸工学），Vol. 69 No. 2，2013 年，I_1436-I_1440，査読有 

佐藤遼次, 越村俊一，UAV による空撮と画像解析を用いた被災者捜索技術の開発，土木学会論文集 B2（海岸工

学），Vol. 6 No. 2，2013 年，I_1461-I_1465，査読有 

Matsuoka, M., H. Miura, S. Koshimura, Y. Maruyama, Building Damage Estimation Model using TerraSAR-X Observing the 

2010 Haiti Earthquake, Proceedings of the 34th Asian Conference on Remote Sensing, 2013, pp.SC05-168-174，査読有 

◇学会発表  

合計（ 19 ）件 

○通常講演  （ 16 ）件 

Koshimura, S., Real-Time Mapping of Tsunami Inundation and its Impact towards Disaster-Resiliency, 19th Workshop on 

Sustained Simulation Performance Toward Future HPC Technologies, 27 -28 March, 2014.  

Koshimura, S. and S. Hayashi, Importance of Tsunami Flow Velocity Information and its Verification in Numerical Modeling, 

2014 Ocean Sciences Meeting/Hawaii , 28 February, 2014. 

Hayashi, S. and S. Koshimura, Verification of tsunami inundation modeling with velocity measurements, The 9th APRU 

Research Symposium on Multi-Hazards around the Pacific Rim October 28-29, 2013, Taipei, Taiwan 

Sato, R. and S. Koshimura, Searching survivors in disaster-affected areas with combined use of UAV and image analysis, The 

9th APRU Research Symposium on Multi-Hazards around the Pacific Rim October 28-29, 2013, Taipei, Taiwan 

Koshimura, S. and S. Hayashi, Hideomi Gokon, Evaluation of the post 2011 Tohoku tsunami reconstruction plan - Case study 

in Sendai city, The 9th APRU Research Symposium on Multi-Hazards around the Pacific Rim October 28-29, 2013, 

Taipei, Taiwan 

Koshimura, S. and T. Fukuoka, 3-D Mapping of Tsunami Debris in Onagawa, Using High-resolution Optical Images and 

LiDAR Data, Asia Oceania Geosciences Society (AOGS), 26 June, 2013. 

Hayashi, S., Y. Narita and S. Koshimura, Developing Tsunami Fragility Curves by Integrating the Numerical Modeling and 

Field Inspection of Structural Damage, International Tsunami Symposium, 2013 年 9 月 25-28 日 

Adriano, B., E. Mas, S. Koshimura and Y. Fujii, Tsunami Characteristics Inferred from Numerical Simulation and Video 

Analysis of the 2011 Great East Japan Earthquake at Onagawa Town, International Tsunami Symposium, 2013 年 9 月

25-28 日 

林 里美，越村俊一，建物破壊を考慮した津波陸域遡上モデルの検討，土木学会東北支部技術研究発表会概要集

(CD-ROM)，II-55, 2013 年 3 月 8 日 

成田裕也，越村俊一，東日本大震災の建物被害データを用いた津波被害関数に基づく建物被害特性の把握，土木

学会東北支部技術研究発表会概要集(CD-ROM)，II-73, 2013 年 3 月 8 日 

Adriano, B., E. Mas and S. Koshimura, An integrated GIS-based model to evaluate the tsunami vulnerability of building using 
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fragility function and tsunami simulation，土木学会東北支部技術研究発表会概要集(CD-ROM)，II-74, 2013 年 3

月 8 日 

佐藤遼次，越村俊一，UAV による空撮と画像解析を用いた被災者捜索の有効性に関する検討，土木学会東北支部

技術研究発表会概要集(CD-ROM)，II-75, 2013 年 3 月 8 日 

Mas, E. and S. Koshimura, Research on the acceleration of agent-based tsunami evacuation computing for complex urban 

environment simulation, 土木学会東北支部技術研究発表会概要集(CD-ROM)，II-77, 2013 年 3 月 8 日 

神保 大，Koyama .Chiristian，越村俊一，佐藤源之，Pi-SAR2 画像を用いた津波被災状況把握についての有効性

の検討，土木学会東北支部技術研究発表会概要集(CD-ROM)，II-78, 2013 年 3 月 8 日 

郷右近英臣，J. Post, C. Geiß, E. Stein, 越村俊一，TerraSAR-X による津波被災地の建物流失率推計式の検討，土木

学会東北支部技術研究発表会概要集(CD-ROM)，II-79, 2013 年 3 月 8 日 

堺 友里，越村俊一，松岡昌志，TerraSAR-X 画像による津波被害把握手法の有効性と地域性に関する検証，土木

学会東北支部技術研究発表会概要集(CD-ROM)，II-81, 2013 年 3 月 8 日 

○基調講演・招待講演 （ 1 ）件 

Shunichi Koshimura, The Impact of the 2011 Tohoku Tsunami Disaster and Implications to Tsunami-resilient Community -A 

Case Study in Sendai City, International Tsunami Symposium, 2013 年 9 月 27 日 

○ポスターセッション （ 2 ）件 

Matsuoka, M., S. Koshimura, and H. Gokon, Tsunami-induced Building Damage Estimation Model Developed by TerraSAR-

X Imagery and Field Survey Data of the 2011 Tohoku, Japan Earthquake, Asia Oceania Geosciences Society (AOGS), 26 

June, 2013.  

Adriano, B., E. Mas and S. Koshimura, Application of tsunami fragility functions for building damage assessment: two 

different approaches, The 9th APRU Research Symposium on Multi-Hazards around the Pacific Rim October 28-29, 

2013, Taipei, Taiwan 

 

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ 1 ）件 

リモートセンシングによる津波被災値の広域被害把握，Nextcom, Vol.17, pp.4-17, 2014. 

 

◇学術関係受賞  

合計 （ 1）件 

The Excellent Award: Bruno Adriano (Poster ID: 56), 2013 APRU Student Poster Competition, 29 October 2013 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（ 2 ）件 参加者合計（ 100 ）名 

津波災害とその教訓，危機管理士講座，2014 年 1 月 30 日 

東日本大震災における津波被害からの教訓，内閣府防災スペシャリスト養成研修，2013 年 11 月 18 日 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

合計（ 2 ）件 

2014.03.17 朝日新聞 「災害大国 あすへの備え」 生かす、津波の教訓 

2013.05.02 河北新報 わがこと防災・減災「備えの死角（４完）経験／思い込み、鈍る避難行動」 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

フィリピン，National Mapping and Resource Information Authority (NAMRIA)，台風 30 号被害についての解析 
 
◇国外の研究者の参加（ 無 ） 
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◇学術交流協定の活用 （ 有 ） 

ドイツ，ドイツ航空宇宙センター，部局間協定(Enhancement of earth observation and modeling to disaster 

response and management, 2012 年 7 月) 
 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

東北大学大学院工学研究科・土木工学専攻 

東北大学工学部・建築社会環境工学科 
〈学生による成果発表〉 

研究成果の公表の欄に記載 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

国内外の研究者とのディスカッションや，国内外の学会等で成果発表を通じて支援を行った．また，学生の

1 名がポスタープレゼンテーションアワードを受賞するなど，学術的にも高い評価を得た． 
 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

研究組織表の通り 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：A 

研究課題名：生きる力とは何か～震災時行動の認知科学的分析 

研究代表者 杉浦 元亮 

所属部門・分野 人間・社会対応部門 災害情報認知研究分野 

職名 准教授（兼） 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担  

※杉浦 元亮 

 

 邑本 俊亮 

 

 佐藤 翔輔 

 

 野内 類 

 

 今村 文彦 

 

 

災害情報認知研究分野・

准教授（兼） 

災害情報認知研究分野・

教授 

災害アーカイブ研究分

野・助教 

災害情報認知研究分野・

助教 

津波工学研究分野・教授

脳機能イメー

ジング 

認知心理学 

 

災害社会情報 

 

認知心理学 

 

津波工学 

研究統括・認知脳科学的検証

実験 

防災・減災・復興プロトコール

作成と試用実験 

面接・質問紙調査準備・データ

解析 

認知脳科学的検証実験・復興

プロトコール試用実験 

調査・実験フィールド確保 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 阿部 恒之 

 

 本多 明生 

 

 

東北大学・教授 

 

東北福祉大学・助教 

 

 

感情心理学 

 

実験心理学・災

害心理学 

 

面接・質問紙調査・データ解析

面接・質問紙調査・データ解析

 

 合計    ７ 名  

研究経費  総額  4,500 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 東日本大震災では、様々な困難な場面でこれを克服する「生きる力」が試された。地震・津波発

生時に適切に危険回避行動が取れた人、避難所を上手に運営できたリーダー、復興に向けた課題解

決・合意形成を適切にリードできた自治体職員。本研究では災害の中での人間の心理・行動に着目

し、危機回避や困難克服に有利に働いた性格・考え方・習慣について、東日本大震災の事例を包括

的に分析し、科学的な扱いが可能な一般論に整理することを目指した。 

 

◇研究の特色・意義 

 災害時の行動と人間の性格・考え方・習慣との関係は、これまで実証的な研究はきわめて少なく、

あってもごく限られた側面（PTSD や緊急対応など）に限定した研究に限られる。本研究は災害時

の行動と人間の性格・考え方・習慣との関係を包括的・大規模に検証した世界で初めての研究であ

る。 

当該年度

の研究成

果の内容 

H24 年度に東日本大震災の被災者 78 名を対象に、津波避難などの危機回避行動や、避難上生

活・復興の困難克服に、個人の性格・考え方・習慣がどのように貢献したか聞き取り調査をおこな

った。H25 年度はそこで得られた証言をまとめ、被災者を対象にアンケート調査を実施した。まず

証言から性格・考え方・習慣に関わる内容を抽出し、同じ意味の証言をまとめ、４０の項目に整理

した。他に災害に関わる様々な経験に関する質問と併せた質問紙を被災地域の住民 3600 名に送付

し、得られた約 1400 名分の回答を解析した。性格・考え方・習慣に関わる４０項目への回答を因

子分析した結果、その中から①人をまとめる力、②問題に対応する力、③人を思いやる力、④信念

を貫く力、⑤気持ちを整える力、⑥きちんと生活する力、⑦人生の意味の自覚、⑧生活を充実させ

る力、の８つの生きる力因子が抽出できた。 

 

 

 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 東日本大震災、特に津波に対する住民の行動は、災害対策における人間心理・行動につい

て一層の研究推進の必要性を示すものであった。災害を生き抜くために、人間はどのような

内面的力を持っていなければならないのか。本研究では生きる力が発揮された事例を包括的

に分析し、科学的な扱いが可能な一般論に整理した上で、学校教育の理念まで視野に入れた

新しい防災・減災・復興のプロトコールに還元する。これを通じて災害の人間的側面に光を

当て、災害に強い文化の醸成にも貢献する。まさに「東日本大震災の経験と教訓を踏まえた

上で、わが国の自然災害対策・災害対応策や国民・社会の自然災害への処し方そのものを刷

新」するという研究所の理念に合致した研究であり、その成果の一部はすぐにでも被災地の

復興に貢献が期待される。 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ １ ）編  

佐藤翔輔，杉浦元亮，野内類，邑本俊亮，阿部恒之，本多明生，岩崎雅宏，今村 文彦：災害時の「生きる

力」に関する探索的研究－東日本大震災の被災経験者の 証言から－，地域安全学会論文集（査読中） 

 

◇学会発表  

合計（  ４  ）件 

○通常講演  （  １  ）件 

佐藤翔輔，邑本俊亮，野内類，今村文彦，杉浦元亮，阿部恒之，本多明生，岩崎 雅宏：災害時の「生きる

力」に関する探索的研究－東日本大震災の被災経験者の 証言から－，第 32 回日本自然災害学会年次学術講演

会，2013.9.24-25、北見・北見工業大学（講演概要集，pp. 9-10） 

○基調講演・招待講演 （  ２  ）件 

Sugiura M. Individual difference in self-concept and pro-social behavior in real life. The 36th annual Meeting of the Japan 

Neuroscience Society, Social Neuroscience: Social signal and decision making, 2013.6.22, Kyoto, Japan 

杉浦元亮．社会役割意識の脳機能マッピング研究に向けて：fMRI の基礎，国際ワークショップ「人文・社会

科学と脳科学との連携に向けて，2014.2.20, 仙台 

○ポスターセッション （  １  ）件 

Sugiura M, Kotozaki Y, Sekiguchi A, Miyauchi CM, Hanawa S, Nakagawa S, Araki T, Kawashima R. Individual difference 

in self-concept and pro-social behavior in the disaster aftermath. The 19th Annual Meeting of the Organization for Human 

Brain Mapping, 2013.6.20, Seattle, WA, USA 

  

◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（  ３  ）件  参加者合計（ ６０ ）名 

○国内学会研究会（ ３ ）件 参加者（ ６０ ）名 

第１回災害・認知・脳科学研究会「災害情報認知と避難行動を結ぶ認知プロセス―モデルと計測」，2013.5.29，仙

台，20（概算） 

第２回災害・認知・脳科学研究会「災害教育とゲーミング」，2013.6.27，仙台，20（概算） 

第３回災害・認知・脳科学研究会「災害教育のためのゲーム作り：先達に学ぶ」，2013.7.26，仙台，20（概算） 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  ２  ）件 参加者合計（ 130 ）名 

杉浦元亮．危険を察知する“生きる力” 脳科学から防災を考える．第 50 回民放労連全国女性のつどい in 宮城 

分科会，2013.6.8，仙台 

杉浦元亮．脳科学の世界から見るボランティア活動．第 16 回ボランティアフォーラム, 2014.2.11, 仙台 

 

◇研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（   ２  ）件 

ラジオ出演、防災 UPDATES!「災害と教育：生きる力の相似性について」, エフエム仙台 ,2013.11.3  

ラジオ出演、防災 UPDATES!「災害と教育：生きる力に着目する意味について」, エフエム仙台 ,2013.11.3  

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 
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◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

本研究で用いた質問紙の項目の一部をフィリピン台風調査へ提供した。 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

東北大学医学系研究科 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

大学院文学研究科（研究組織への参加） 

加齢医学研究所（研究補助） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

東北福祉大学（研究組織への参加） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：A 

研究課題名：行動科学にもとづいた新しい防災戦略の提案 

研究代表者 馬奈木俊介 

所属部門・分野 人間・社会対応研究部門・防災社会システム研究分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担  

馬奈木俊介 

 

 

平川新 

 

 

防災社会システム研究分

野准教授 

 

歴史資料保存研究分野

教授 

災害の経済学 

 

 

震災資料保全・

調査研究 

総括及び第 1 チーム代表 

 

 

被災地における被害状況の把

握に関するコーディネーター

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

別紙参照    

 合計  8   名  

研究経費  総額 5,000 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

今後の震災復興計画に対する政策提言を行うことを目指し、人間・社会が災害にどのように対応し、

教訓を活かしていく社会システムを構築することを目的とする。特に本研究は現在提案されている

防災・減災技術の工学的知見を踏まえた上で、社会科学、特に経済学、政策学の研究手法を用いるこ

とで災害サイクル・復興のあり方を分析する。そのために被災者・住民に対する大規模アンケートと

付随する経済社会データを結びつけた定量分析を実施することで現状を把握した上で復興の社会シ

ステムを提案する。 

 

◇研究の特色・意義 

①短期的な視点から今後の防災・減災投資を考えるうえで、甚大災害が各産業に与える影響、

物理的な被害、被災地からの人の移動行動等を地理的・定量的に把握すること、②長期的な視

点から、災害が経済発展に与える影響を定量的に把握することは重要である。短期・長期の被

災の影響を、経済学を含む人間行動科学に基づいて包括的に理解することが、本研究が持つ特

色である。 

当該年度

の研究成

果の内容 

2011 年に発生した東日本大震災をサンプルに、①被災地における物理的被害を、がれき量

に基づいてマテリアルフロー分析を用いてより精緻に推定し、②東北地方における鉱工業に

地震・津波が与えた影響を産業連関分析により把握した。また、市民サーベイに基づいたデ

ータから、③福島の人口移動パターン を定量的に把握した。 

この結果、次の結果が得られた。①沿岸部における被害は、実際は政府によりレポートされた量

よりも大きい。②鉱工業に関しては、一時的に大きな影響があったものの、早期（1 年弱）で回復

が見られた。鍵となるのは被災後にも代替的なサプライチェーンを用意できることである。③人々

は災害リスクを低減させるため、被災地からは居住地をうつす傾向にある。しかし、被災前から公

共サービスに大きく依存する家計は、移転先においても同様のサービスを確保する必要があるた

め、それが容易であるかどうかは移転を抑制する傾向にある。 

 以上から、より災害に頑健な社会を形成するためには、複数以上の同質な機能を有したサプライ

チェーンや公共サービスを用意することが重要であることが分かる。 

 

 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

防災・減災について投資をすることは、災害に頑健な社会・経済を構築する上で望まし

い。しかし資源には限りがあるため、資源の効率的な配分が必要となる。その一方、発生時

点の予測が非常に難しいこと（時間的不確実性）と、発生地点の予測が難しいこと（地理的

不確実性）に加えて、被害が非常に広域にわたることがあり得ること（規模的不確実性）

が、災害の特徴である。複数の不確実性を内包する災害に対処するための防災・減災投資

は、その効果を捉えりにくいことから経済主体にとって必ずしも魅力的ではない。 

そのため、東日本大震災のような激甚災害が発生した際には、その被害をより精密に注意

深く査定する必要がある。その観点から、津波と地震による破壊のマテリアルフロー手法に

よる把握、産業へのダメージの産業連関分析による把握は重要である。さらに、被災経験か

ら、災害リスクに関する情報を手に入れたことによる人の動きの把握は、実践的な防災学へ

の貢献と考えられる。 

 

URL 等 該当なし 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（  3）編  

1. Taniakwa, H., S. Managi, and C. Lwin. Estimates of Lost Material Stock of Buildings and Roads Due to the Great East 

Japan Earthquake and Tsunami”, Journal of Industrial Ecology、2014 (forthcoming).  査読有 

2. Iwata, K., Ito, Y., and Managi, S., “Public and Private Mitigation for Natural Disasters in Japan”, International Journal of 

Disaster Risk Reduction, 7, 2014, pp.39-50. 査読有 

3. 堀江進也・馬奈木俊介,「復興と政策-災害の経済学」『環境経済・政策研究』, 2013, 16(2). pp.41-44 査読有 

 

◇著書 

馬奈木俊介・地球環境戦略研究機関（編著）『グリーン成長の経済学 持続可能社会の新しい経済指標』昭和堂，2013 年 

合計（  1 ）冊 

 

◇学会発表  

八木迪幸 “The impact of 3.11 Tohoku Earthquake on Regional Economy in Japan”(日本語), 環太平洋産業連関分析学会, 

第 24 回(2013 年度)大会, 2013 年 10 月 26-27 日, 愛知県名古屋市, 中京大学 

馬奈木俊介 “災害、経済と復興” 環境経済・政策学会 2013 年大会 2013.年 9.月 21- 22 日, 兵庫県神戸市, 神戸

大学  

堀江進也, “Residential Location Choice of Disaster Refugees ”(日本語), 環境経済・政策学会 2013 年大会 2013.年 9.月

21- 22 日, 兵庫県神戸市, 神戸大学  

尾沼広基, ” Do people adapt to natural disasters by learning from experiences? ”(日本語), 環境経済・政策学会 2013 年

大会 2013.年 9.月 21- 22 日, 兵庫県神戸市, 神戸大学  

堀江進也, “Why Do People Stay or Leave from Fukushima”(英語), The 4th Congress of EAAERE, 2 月 12-14 日, 韓国釜山 

合計（ 5  ）件 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 有） 

Dabo Guan, University of Leeds, 2013 年４月 1 日より現在まで, 共同研究 

Jun Li, University of Oxford, 2013 年４月 1 日より現在まで, 共同研究 

 

◇学術交流協定の活用 （無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

尾沼広基, 東北大学大学院環境科学研究科博士課程１年 

〈学生による成果発表〉 

プロジェクト研究に関わる研究を、 

 

◇ポストドクターの活用（ 有  ） 

〈活用形態〉 

別財源で雇用した八木迪幸産官学連携研究員との共同研究を行い、成果を 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 
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◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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【別紙】東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究（連携研究／所内） 研究組織 

 

研究種目： A 

研究課題名：行動科学にもとづいた新しい防災戦略の提案 

研究代表者 馬奈木俊介 

所属部門・分野 人間・社会対応研究部門・防災社会システム研究分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担  

馬奈木俊介 

 

 

平川新 

 

 

防災社会システム研究分

野准教授 

 

歴史資料保存研究分野

教授 

災害の経済学 

 

 

震災資料保全・

調査研究 

総括及び第 1 チーム代表 

 

 

被災地における被害状況の把

握に関するコーディネーター

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

田路和幸 

 

大東一郎 

 

藤井秀道 

 

伊藤豊 

 

 

田中健太 

 

堀江進也 

 

谷川寛樹 

 

 

環境科学研究科・教授 

 

国際文化研究科・准教授

環境科学研究科・日本学

術振興会特別研究員(P

D) 

環境科学研究科・産学間

連携研究員 

 

環境科学研究科・産学間

連携研究員 

環境科学研究科・助手 

 

名古屋大学大学院環境

学研究科・教授 

 

 

防災・減災工学

 

マクロ経済学 

 

資源経済学 

 

環境経営学 

 

 

資源経済学 

 

災害の経済学 

 

マテリアルフ

ロー分析 

 

 

第 2 チーム代表 

 

環境保全を損なわない被災地

復興のシステムの考察 

効率的ながれき処理システム

のシミュレーション分析 

 

被害実態の物量、金銭レベル

の地理情報システム(GIS)を用

いた推定 

第 1 次産業に対する震災被害

の推定 

行動経済学・アンケートデー

タを用いた分析 

被害実態の物量、金銭レベル

の地理情報システム(GIS)を用

いた推定 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目： A 

研究課題名：反射法地震探査による活断層（山形盆地）の地下構造解明と活動性評価 

研究代表者 今泉俊文 

所属部門・分野 災害理学研究部門・地盤災害研究分野 

職名 教 授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※ 今泉 俊文 

 

   岡田 真介 

 

 

地盤災害研究分野・ 

 教授 

地盤災害研究分野・ 

 助教 

変動地形学 

 

テクトニクス 

変動地形調査・活動性評価 

 

地下構造調査 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

楮原 京子 

 

三輪 敦志 

 

八木 浩司 

 

越後 智雄 

 

戸田 茂 

 

徐  澔徳 

 

山口大学教育学部・ 

講師 

(株)応用地質エネルギー

事業部・部長 

山形大学教育学部・ 

教授 

（財）地域地盤環境研究

所・研究員 

愛知教育大学・教授 

 

国立台彎大學・理学 

研究院・地質科學系 

・助理（准）教授 

変動地形学 

 

構造地質 

 

火山灰編年学 

 

変動地形 

 

探査地震学 

 

変動地形学・ 

テクトニクス 

 

反射法地震探査 

 

地質構造学 

 

火山灰の分析・変動地形学 

 

反射法地震探査 

 

反射法地震探査 

 

台湾の活断層と活動性評価 の

比較研究 

 合計    ８ 名  

研究経費  総額   ４，０００千円 

112



 

研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

本調査研究は，活断層から発生する地震の規模を推定（評価）するための最も基礎的調査研究であ

る．山形盆地断層帯は主要部の長さが 60ｋｍ以上に及んでおり，東北地方内陸では最大規模（Ｍ7.8

以上）の地震発生が想定されている．加えて北部の新庄盆地断層帯や南部の長井・米沢断層帯にも連

続することから，断層活動が連動することも懸念される．そこで，活断層の地表形状が複雑でセグメ

ンテーションを検討する上でも鍵となる「大石田〜村山区間」において，地表変形から地下構造を明

らかにし，新庄断層帯から山形断層帯への接合部の活構造を解明する事を目的とする． 

◇研究の特色・意義 

本研究は，災害理学部門の課題の一部を担うもので地震活動の中・長期的な予測（地形学・地質学

的アプローチ）や固体地球表層の諸過程（断層活動）の解明を視野に入れた基礎研究である．調査は，

活断層の地表変形と地下構造の関係を明らかにすることであり，このため複数の研究機関（大学・民

間）の研究者の協力によって行った．また，科研費など他のプロジェクトで得られた研究成果も取り

込んだ．研究成果は地元の防災対策にも将来活用出来るように，県総務部・防災安全室とも連絡を取

り，地域住民のみなさんへ報告会を企画中でもある． 

 

当該年度

の研究成

果の内容 

 山形盆地断層帯「大石田〜村山」区間の活構造に関して以下のことが明らかになった． 

1）最上川の西側の台地には，数条の活断層が複雑に雁行・並走することがわかっている．これら

の 活断層は，台地の西方の地形境界にある地質断層（境界断層と呼ぶ）から分岐した断層と考え

ら れる．境界断層は，北北東—南南西走向の高角度逆断層で地表部では活動的ではないが，反

射法地 震探査の結果，少なくとも台地上の複数の活断層はいずれも境界断層に向かって地下（1

ｋｍ以浅） で収束することが明らかになった． 

2）一方，最上川の東側の河島山の東麓の地下にも伏在する活断層が推定されており，この断雄に

沿 って断層変位地形（撓曲崖）が認められた．また，地下構造探査によって撓曲崖の地下に西側

に 傾斜する逆断層が存在することが確かめられた．本断層は，境界断層から東へ約 5ｋｍ離れて

位 

 置するが，地下深部（1ｋｍ以深）では，境界断層に連続すると見られる．  

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 震災被災地の東北地方にとっては，3.11 大震災以降，各地ですすめられている地震ハザードマッ

プの作成・見直しにあたり，活断層の活動性の評価は喫緊の課題でもあろう．活断層から発生する

内陸地震の規模の推定は，活断層の長さと断層のずれの大きさが基本となっている．断層の長さと

ずれ量には一定の関係があると見られるので，地震規模は断層の長さ，言い換えれば 1 回の地震で

活動する断層の長さに基づく．断層の 1 回の活動の範囲をセグメントと呼ぶ．今回，調査の対象と

した活断層のセグメントは，地震本部が評価した山形断層帯約 60ｋｍのうち，一部区間の約 25ｋ

ｍにあたる．このセグメントの中でも，「大石田〜村山区間」では，特に短い活断層が複雑に分布

しており，断層相互の関係は必ずしも明らかではなかった．また，これらの断層から少し離れた場

所にも新たに伏在断層の存在が指摘されており，この地域の断層活動の全体像（震源断層と地表地

震断層の関係）の解読が必要であった， 

 今回の調査の結果，想定される震源断層が活動した場合，「大石田〜村山区間」においては，断

層線近傍のみならず，幅広く断層活動の影響（地表変形）を受けると予想される．すなわち，防災

対策としては断層近傍だけを注視するのではなく，この地域一帯を含めた広域での被害が予想され

る．例えば，断層変位に伴って一時的にせよ最上川の河床隆起が生じ，その結果，上流側地域では

洪水が懸念されるなど，広範な災害対応が求められよう．このような災害の発生確率等について

は，今後更に調査が必要である． 
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  合計（ 5 ）件 

○通常講演（ 3 ）件 

 今泉俊文・岡田真介・楮原京子・八木浩司・越後智雄・松原由和・三輪敦志・阿部恒平・小坂英輝，山形盆地 

     西縁断層帯（村山地区）の変動地形と地下構造，日本地理学会春季学術大会，2014 年 3 月 28 日，東 

     京（国士舘大学）． 

 鈴木毅彦・八木浩司・今泉俊文・吉田明弘，山形盆地北部・村山市浮沼における盆地地下堆積物と第四紀後期 

     テフラ，日本地理学会春季学術大会，2014 年 3 月 28 日，東京（国士舘大学）． 

 鈴木毅彦・笠原天生・八木浩司・今泉俊文・吉田明弘，東北日本弧・山形盆地北部村山市浮沼における盆地地 

     下堆積物とそれに含まれるテフラ，地球惑星連合大会，2014 年 5 月 1 日，横浜（パシフィコ横浜会議 

     センター）． 

○ポスター（ 2 ）件 

 岡田真介・今泉俊文・楮原京子・越後智雄・松原由和・三輪敦志・阿部恒平・小坂英輝，山形盆地断層帯北部 

     における浅層反射法地震探査データ取得，地球惑星連合大会，2014 年 4 月 29 日，横浜（パシフィコ 

     横浜会議センター）． 

 今泉俊文・宮内崇裕・楮原京子・岡田真介・白澤道生・横山隆三・佐々木達哉，立体地形解析図上の活断層と 

     地形面，地球惑星連合大会，2014 年 4 月 29 日，横浜（パシフィコ横浜会議センター）． 

 

２ 社会活動 

 ◇講演会・市民講座などでの発表 合計（ 1 ）件 参加者合計（ 約 200 ）名 

 今泉俊文，山形盆地断層帯想定震度に備える，村山地区自主防災組織連絡会，2013 年 3 月 5 日，山形県村山総 

      合支庁． 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 有 ） 

 国立台湾大学，大学間交流協定，2014 年 3 月 1 日〜5 日，研究課題「日本と台湾における変動地形研究の現

状と展望」（理学研究科長裁量経費と本プロジェクト経費を使用）により，今泉俊文教授と岡田真介助教が台

湾を訪問し，台湾南東部海岸山脈周辺の変動地形を巡検して，日本と台湾の変動速度の違いなどを実地に観察

した．その際，本プロジェクトで得られた山形盆地断層帯の地下構造に関して議論し，日本・台湾の変動地

形．地下構造の共通点等について徐澔徳准教授（国立台湾大学理学院地質科学系）ほかと意見交換した．な

お，理学研究科は，世話部局の一つである（国際交流支援基金報告書，理学研究科・研究科長裁量経費参

照）． 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

  東北大学大学院地学研究科修士課程大学院生 3 名 

  東北大学理学部学生 3 名 

  山形大学教育学部学生 1 名  

  金沢大学理学部学生 1 名 

  地下構造探査の調査の支援を通して，変動地形の重要性と調査の意義などを現場で考える機会になった． 
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◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

  楮原 京子（山口大学教育学部・講師） 構造探査および地形・地質調査への協力 

  三輪 敦志（応用地質エネルギー事業部 構造探査および地形・地質調査への協力 

  八木 浩司（山形大学教育学部・教授） 構造探査および地形・地質調査への協力 

  越後 智雄（（財）地域地盤環境研究所・研究員） 構造探査および地形・地質調査への協力 

   戸田 茂 （愛知教育大学・教授） 構造探査および地形・地質調査への協力 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：A 

研究課題名：東北地方太平洋沿岸域における段丘・埋没地形の分布高度・編年に基づく 

長期地殻変動の復元と巨大海溝型地震にともなう歪みの蓄積・解放過程の解明 

研究代表者 丹羽 雄一 

所属部門・分野 災害理学研究部門・国際巨大災害研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

丹羽 雄一 ＊ 

 

 

 

 

遠田 晋次 

災害理学研究部門・  

国際巨大災害研究分野 

助教 

 

 

災害理学研究部門・  

国際巨大災害研究分野 

教授 

地形学・   

第四紀学 

 

 

 

地震地質学 

調査計画・立案 

地形・地質調査 

地殻変動解析 

地質試料分析 

 

地形・地質調査 

地殻変動解析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

須貝 俊彦 

 

 

 

白井 正明 

東京大学大学院   新

領域創成科学研究科 

教授 

 

首都大学東京    都

市環境科学研究科 

准教授 

地形学・ 

第四紀学 

 

 

堆積学・   

第四紀学 

地形・地質調査 

地質試料分析 

 

 

地形・地質調査 

堆積学的検討 

 合計  4   名  

研究経費  総額 4,250 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

本研究は、東北地方太平洋沖地震時の沈降や過去 100 年間の沈降が検潮記録によって著しかった

三陸海岸南部において、1)海成段丘や潮間帯堆積物の高度分布や年代に基づいた過去数千年から数

10 万年間の地殻変動の傾向、地殻変動量、地殻変動速度の解明、2)1)の結果と観測記録や歴史記録

から既知の過去数百年間の地殻変動データとの関係に基づいた、プレートの沈み込みによる歪み蓄

積・解放の過程の解明を目的とした。 

◇研究の特色・意義 

本研究課題は、人間社会に甚大な被害をもたらす巨大災害発生メカニズムの解明を視野に入れた重

要な課題である。本研究の遂行には、地形、堆積物、地殻変動、第四紀編年に関する知見が重要で

あることから、所外研究者も含め、これらの分野に精通した研究者でチームを構成した。本研究で

明らかにする長期的な地殻変動と、測地観測記録や歴史記録による短期的な地殻変動の関係からは、

M9 クラスの巨大地震発生メカニズムの解明に貢献する有意義な成果が得られる。 

当該年度

の研究成

果の内容 

 今年度は気仙沼、陸前高田地域を対象に段丘調査・沖積平野調査を行った。両地域とも、段丘と

思われる平坦面を確認できたが、地形の連続性が確認できないこと、および編年データが得られな

いことから、段丘地形からの長期地殻変動の解読は行わなかった。 

 一方、陸前高田平野では掘削長 40 m 強のボーリング調査を行い、過去 1 万年間の古環境変遷の

特徴から隆起・沈降史の解読を行った。その結果以下のことを明らかにした。 

1) 1 万年前の潮間帯付近で堆積した砂泥層の高度と理論的な当時の海面高度との関係から、当地

域の過去 1 万年間の平均的な地殻変動が概ね安定傾向である。 

2) 4000 年前～1200 年前にかけて生じた、水深のある浅海環境→侵食を受ける環境→河口に近い

浅海環境、という環境変化から、この時期に隆起が生じた可能性がある。 

3) 最近 1200 年間の速い堆積速度と測地記録から推定される過去 100 年間の沈降速度との対応か

ら、最近 100 年間の沈降傾向が約 1200 年前頃まで遡れる可能性がある。 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

東北地方太平洋沖地震後の復興が進む中、今後周辺域で起こり得る巨大地震や地殻変動予測に関

する情報発信は，復興期間中の災害軽減や防災計画を考えるうえできわめて重要である。本研究で

得られた過去の地殻変動情報(① 過去 1 万年間平均すると安定傾向、② 4000～1200 年前に隆起し

た可能性、③ 最近 1200 年間は沈降傾向)を海底地殻変動研究で得られる短期的な地殻変動情報な

どと比較検討するなど、さらに詳細に詰めることで、東北地方太平洋沖地震時に沈降した当地域が

今後隆起(あるいは沈降)するのか、またその隆起(あるいは沈降)は地震時に起こるのか、といった

災害軽減に基礎的な情報となる。このような地形・地質に基づいた長期的な地殻編度情報の蓄積

は、科学的新知見を得るのみならず，被災地とその周辺域での復興を支える基礎資料ともなるもの

であるため、今後も引き続き研究を進めていく必要がある。 

 

 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 5 ）編  

丹羽雄一・遠田晋次・須貝俊彦．陸前高田平野完新統の堆積相・堆積速度および推定される地殻変動傾向．第四

紀研究，投稿中．(査読有) 

丹羽雄一・遠田晋次・小俣雅志・森 良樹 (2013) 井戸沢断層の 2011 年福島県浜通りの地震に先行する断層活

動：福島県いわき市塩ノ平地区におけるボーリング調査．活断層研究，39，1 – 8. (査読有) 

Niwa, Y., Sugai, T., Matsuzaki, H. (2014) Depositional age of event sand layers apparent in upper Holocene sequence across 

the Kuwana fault, southwestern Nobi Plain, central Japan. Science Reports of Tohoku University 7 th Series (Geography), 

60, 97 – 108. (査読無) 

Stein, R. S., and S. Toda (2013), Megacity Megaquakes - Two Near Misses, Science, 341, 850-852（査読有） 

遠田晋次・小俣雅志・丸山 正・早瀬亮介・郡谷順英（2013）断層活動年代推定における１問題点ー木片類と土

壌有機物の 14C 年代値の系統的ギャップー，月刊地球，35，９，544-557．（査読無） 

 

◇学会発表  

合計（   5  ）件 

○通常講演  （  2  ）件 

Niwa, Y., Sugai, T., Ogami, T. Tectonic tilting toward the west during the past 7000 years indicated by spatial difference in 

relative sea-level changes across the Nobi Plain, on the footwall of the Yoro fault system, central Japan. 8th International 

Conference on Geomorphology, 2013 年 8 月 28 日，パリ(フランス)． 

Niwa, Y., Sugai, T. Cosesimic subsidence during the past 6000 years detected in the Holocene delta sequence in the western 

part of the Nobi Plain, on the footwall side of the Yoro fault system, central Japan. IGU Regional Conference, 2013 年 8 月

7 日, 京都(日本). 

○ポスターセッション （  3  ）件 

丹羽雄一・遠田晋次・須貝俊彦・山市 剛．オールコア試料の解析に基づく陸前高田平野完新統の堆積過程( 予

察)． (日本語) 日本地理学会春季学術大会，2014 年 3 月 27 日・28 日，東京・国士舘大学． 

Niwa. Y., Toda, S., Omata, M., Mori, Y. Evidence of cumulative offset along the inland Itozawa fault possibly triggered by 

the past M9 Tohoku, Japan, megathrust earthquakes revealed from a borehole survey. AGU fall meeting, 2013 年 12 月 8

日，サンフランシスコ(アメリカ)． 

丹羽雄一・白井正明・大村亜希子・宇津川喬子・渡辺万葉・林崎涼．安定した塩分環境における混濁水の電気

伝導度と孔隙率の関係―熊野灘沖半遠洋性堆積物と天竜川佐久間ダム湖底堆積物の例―．日本第四紀学会

2013 年大会，2013 年，8 月 22 日・23 日，青森・弘前大学． 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  4   ）件 参加者合計（ 600）名 

遠田晋次，地震と津波から故郷を守るために，第 24 回防衛問題セミナー，防衛省九州防衛局，2013 年 11 月９日，

宮崎市，宮崎市民プラザ・オルブライトホール 

遠田晋次，連鎖する大地震：東北地方太平洋沖地震後の地震活動を予測する，サマーセミナーin 学士会館，８月 25

日，東京都，学士会館． 

遠田晋次，連鎖する地震活動：3.11 後の地震活動を考える，震災対策技術展 宮城，８月９日，仙台市アエル 

遠田晋次，地震を予測する〜余震から探る次の大地震〜，東北大学サイエンスカフェ，リベラルアーツサロン，2014

年２月 21 日，仙台市 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 
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◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

東京大学大学院 新領域創成科学研究科  

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

学生に堆積物試料の分析補助を担当してもらうことによって、学生が修士研究を進める上で必須な堆積物試料

の分析技術習得に貢献した。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

東京大学大学院 新領域創成科学研究科の須貝俊彦教授および、首都大学東京大学院 都市環境科学研究科の白

井正明准教授には研究組織に参画してもらった。須貝教授には堆積物試料分析、白井准教授には堆積物試料の堆

積学的検討において特に関わってもらった。 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：A 

研究課題名：人間の安全保障に向けた災害感染症への取り組み 

研究代表者 服部俊夫 

所属部門・分野 災害医学・災害感染症 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 

服部俊夫※  

臼澤基紀 

白鳥ベアタ 

 

 

災害感染症学分野•教授

同上•厚労科研研究員 

同上•産学連携研究員 

 

 

感染症 

ﾋｭｰﾏﾝ･ｾｷｭﾘﾃｨ 

 感染症 

 

 

統括 

感染症とｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

潜在性結核 

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

別添参照    

 合計   22  名  

研究経費  総額  5,000   千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

災害における感染症対策は、resource limited な状況での感染症対策を基本とする。対象としては

蚊媒介感染症 人獣共通感染症を災害直後の感染症として、中長期的視点から被災者の密集した生

活環境での災害感染症の早期発見を研究対象とする。手法としてはＬＡＭＰ法の開発、バイオマー

カー探索、及び主要な細菌（結核、病原性大腸菌など）の遺伝子型である。研究を通じて国内外の

感染症専門家との連携も目指す。教育の場は human security(医学系)修士課程英語コースを拡充す

る。 

◇研究の特色・意義 

この研究では人間の安全保障というコンセプトを主たるテーマにした国際的な教育コースの中での

災害教育の充実を目指すとともに、それらのコンセプトの基盤となる学術的な研究を行うものであ

る。学術的な研究のなかに、災害関連感染症、公衆衛生上重要な感染症である結核や病原性大腸菌

及び熱帯感染症である蚊媒介感染症、人獣共通感染症などを対象として、予防・診断・病態・治療

の研究行う。これらの研究は東北大学の災害感染症の、国際的な認知につながる。 

当該年度

の研究成

果の内容 

今年度は Human security course にてインドネシアのパジャジャラン大学よりの修士学生の二人を

卒業させた。その学位論文名は 1.Combination of Antibody and DNA Detection to Improve Diagnosi

s of Leptospirosis 2.Analysis of biomarkers in urine and plasma of leprosirosis patients. であった。

さらに卒業したザンビアの Human security の学生の学位論文名は Plasma bio markers of immune 

activation in acute and chronic HIV before and after treatment であった。さらに５人の留学性(イン

ド、インドネシア、マリ、エルトリア、中国)を受け入れていて、人間の安全保障と災害感染症の

研究を進めている。研究対象はタイのマラリア、インドネシアの潜在性結核、フィリピンの結核・

レプトスピローシスなどの災害感染症である。これらの研究成果は国際レプトスピローシス学会、

第６回 Asian Congress of Tropical Medicine Parasitology、日米結核会議で口頭発表し、高く評価さ

れた。災害医療に関する講義をフィリピンとインドネシアで行いその意識が国により異なる事もア

ンケート調査で明らかにした。(TJEM 印刷中)また研究成果はデング熱に関しては J. Clin. Virol.に

掲載され、災害感染症マーカーとして研究している Galcetin-9 の研究は Critical care に掲載され

た。これらの研究成果により２０１４年より基盤研究Ａ（海外）熱帯・災害感染症におけるマトリ

セルラー蛋白の臨床的意義に関する研究 及び厚生労働省科学研究費：多剤耐性結核の分子疫学的

解析、診断・治療法の開発に関する研究が採択された。 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

これらの災害医学・感染症に対する講義・教育・アンケート調査により、科学としての災害医学の

実体を明らかにしつつあり、特に災害のおおい、フィリピン・インドネシアにおいてこのような活

動がグローバルにできたことは我が国のみならず、アジアの近隣諸国での災害医療に対する関心が

深まり、その意識・知識の共有により災害時における対応が迅速にできると思われる。 

災害関連疾患として蚊媒介感染症（デング・マラリア）及び人獣共通感染症の診断・病態に関する

研究を行った。レプトスピローシスでは抗体の上昇していない時期に尿中に病原体関連遺伝子が L

AMP 法で検出されたことより今までの診断法以前に LAMP で簡便に遺伝子診断が可能となること

を示した。マニラの結核患者の喀痰を用いることにより LAMP 法がスメア法とほぼ同じ感度で検

出された。災害時において、簡便に遺伝子診断ができることを示した。 

 

URL 等  

http://www.irides-drid.med.tohoku.ac.jp/index.html 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（  6  ）編  
1.Izumi K, Kawaji K, Miyamoto F, Shimane K, Shimura K, Sakagami Y, Hattori T, Watanabe K, Oishi S, Fujii N, Matsuoka 

M, Kaku M, Sarafianos SG, Kodama EN, Mechanism of resistance to S138A substituted enfuvirtide and its application to 
peptide design. Int J Biochem Cell Biol, 45(4),2013年04月, 908-915,査読有 

2. Nakajima C, Tamaru A, Rahim Z, Poudel A, Maharjan B, Khin Saw Aye, Ling H, Hattori T, Iwamoto T, Fukushima Y, 
Suzuki H, Suzuki Y, Matsuba T. Simple Multiplex PCR Assay for Identification of Beijing Family Mycobacterium 
tuberculosis Isolates with a Lineage-Specific Mutation in Rv0679c. J Clin Microbiol, 51(7), 2013 年07 月, 2025-2032,査
読有 

3. Chagan-Yasutan H , Ndhlovu LC, Lacuesta TL, Kubo T, Leano PS, Niki T, Oguma S, Morita K, Chew GM, Barbour JD, 
Telan EF, Hirashima M, Hattori T, Dimaano EM., Galectin-9 plasma levels reflect adverse hematological and 
immunological features in acute dengue virus infection. J Clin Virol, 58(4),2013年12月, 635-640,査読有 

4.Kadowaki T, Morishita A, Niki T, Hara J, Sato M, Tani J, Miyoshi H, Yoneyama H, Masaki T, Hattori T, Matsukawa A, 
Hirashima M, Galectin-9 prolongs the survival of septic mice by expand-ing tim-3-expressing natural killer T cells and 
PDCA-1+CD11c+ macrophages. Crit Care, 17(6), 2013年12月09 日, R284-R284, 査読有 

5.Usuzawa M, Elizabeth O. T, Kawano R, Dizon CS, Alisjahabana B, Ashino Y, Egawa S,Fukumoto M,Izumi T, Ono Y and 
Hattori T,Awareness of Disaster Reduction Frameworks and Risk Perception of Natural Disaster: A Questionnaire Survey 
among Philippine and Indonesian Health Care Personnel and Public Health Students Tohoku JEM in press 査読有 

6. Shiratori B, Usami O, Hattori T, Ashino Y, A man from South Asia presenting with abdominal pain, 
BMJ Case Rep, 2014 Feb 19;2014. pii: bcr2013201716. doi: 10.1136/bcr-2013-201716 査読有 

 
◇著書 

合計（ 3 ）冊 
1.服部俊夫, イラストレイテッド免疫学,23 頁, 丸善出版, 2013 年 11 月 30 日, 共著 
2. 服部俊夫、鈴木定彦、山岡昇司、一瀬休生、仲宗根正、久保亨、垣本和宏、福本学、臼澤基紀, 厚生労働科学

研究費補助金 地球規模保健課題推進研究事業 サハラ以南アフリカにおけるエイズ- 結核研究ネットワーク構

築に関する研究 平成25年度 総括・分担研究報告書, 笹気出版,2014 年03 月31 日, 共著 
3. 厚生労働科学研究費補助金 地球規模保健課題推進研究事業 サハラ以南アフリカにおけるエイズ- 結核研究ネ

ットワーク構築に関する研究 平成25年度 総合研究報告書, 笹気出版,2014 年03 月31 日 
 

◇学会発表合計（ 23 ）件 

○通常講演  （  16  ）件 
1.Ashino Y, Shiratori B, Hattori T, Effect of GALECTIN-9 on IFN-γ Production by Antigen Stimulated Lymphocytes from 
Pleural Fluid in a TB Patient from BANGLADESH, US-JAPAN COOPERATIVE MEDICAL SCIENCE PROGRAM 
TUBERCULOSIS AND LEPROSY PANEL MEETING IN JAPAN, 8/17-8/18 2013 Hokaido・北海道大学 
2.Shiratori B, Leano S, Zhao J, Chagan-Yasutan H, Niki T, Hirashima M, Telan E, Hattori T, Immunological Status of 
Treatment-Native Sputum Positive Pulmonary TB Patients in Metro MANILA , US-JAPAN COOPERATIVE MEDICAL 
SCIENCE PROGRAM TUBERCULOSIS AND LEPROSY PANEL MEETING, 8/17-8/18 2013 Hokaido・北海道大学 
3.Usami O, Nakajima C, Hattori T, Zhao J, Uchiyama B,Suzuki Y, MANILA Typed Tuberculosis case Infected Domestically 
in JAPAN. US-JAPAN COOPERATIVE MEDICAL SCIENCE PROGRAM TUBERCULOSIS AND LEPROSY PANEL 
MEETING IN JAPAN, 8/17-8/18 2013 Hokaido・北海道大学 
4.Shiratori B,Leano S,Chagan-Yasutan H,Niki T, Okada M,Nakajima Chie , Suzuki Y,Telan E,Hattori T, Molecular and 
immunological analysis of sputum positive TB patients in Philippines 
白鳥ベアタ, 第67 回日本細菌学会東北支部総会, 8/17 2013 仙台・東北大学 
5.浩日勒, 服部俊夫, デングウイルス感染症による炎症プロファイルを用いた病態のモニタリング,第 67 回日本細

菌学会東北支部総会,8/30-8/31 2013 仙台・東北大学 
6.Hattori T, Tohoku University International Research Institute of Disaster Science and University of Hawaii at Manoa , 
College of Social Science, Symposium“UHM-Tohoku University Disaster Risk Reduction Collaboration”. University of 
Hawaii,USA, 1/30-1/31 2014, Honolulu・ハワイ大学医学部 
7.Haorile Chagan-Yasutan, Biomarker studies on Disaster-related Infectious Diseases, Symposium“UHM-Tohoku University 
Disaster Risk Reduction Collaboration”. University of Hawaii, USA, 1/30-1/31 2014, Honolulu・ハワイ大学医学部 
8.Shiratori B,Okumura M,Yanai H, Yoshiyama T,Chagan-Yasutan H,Tanaka M, Matsumoto M, and Hattori T, Attempt to 
distinguish between LTBI and active TB by latency-related antigens and biomarkers, The Third Bizan Immunology 
Symposium at The University of Tokushima (BISUT3), 2/13-2/14 2014 徳島・徳島大学 

122



 

9.Shiratori B,Hasibuan FM,Senoputra AM, Alisjahbana B, and Hattori T, Attempt to find novel biomarkers for LTBI 
diagnosis, The 3rd Conference on Otsuka-Biotec Collaborative Research,2/15 2014 徳島・大塚製薬微生物研究所 
10.Hattori T,Chagan-Yasutan H,Leano S,Lacuesta T,Telan E, Elevation of matricellular proteins in dengue virus infection, 
ACTMP2014 6th ASEAN Congress of Tropical Medicine and Parasitology, 3/5-3/7 2014 Kuala Lumpur（Malaysia）・
SACCL 
11. Chagan-Yasutan H, Leano S,Telan E,Iwasaki H,Hattori T,ANALYSIS OF BIOMARKERS IN PLASMA AND URINE OF 

LEPTOSPIROSIS PATIENTS, 6th ASEAN Congress of Tropical Medicine and Parasitology,3/6 2014 KUuala Lumpur, 

Malaysia 
12.ホルロ,中島千絵,小泉信夫,鈴木定彦,服部俊夫,レプトスピラ症患者の血漿および尿中のバイオマーカーの解析, 
第５１回レプトスピラ_ シンポジウム,3/29 2014 東京・国立感染症研究所 
13.芦野有悟,中道崇, 柳澤紀子, 宮崎真理子, 山本多恵, 服部俊夫, 賀来満男, HIV感染加療中、1型糖尿病腎症が悪

化し、血液透析を導入した1例(日本語),第27回日本エイズ学会 11月2013 熊本・熊本市民会館 
14.芦野有悟,齊藤弘樹,宇佐美修,服部俊夫,賀来満夫, 急性頸部リンパ節炎症例に対するMINOMYCINの投与 
の 4 例(日本語),第 87 回感染症学会 3/5 2013 横浜・パシフィック横浜 
15.Firmanto, Taurustiati D, Hattori T,Leano PSA, Telan FOE,Chagan-Yasutan H, ANALYSIS OF BIOMARKERS IN URINE 
AND PLASMA OF LEPTOSPIROSIS PATIENTS,8th Scientific Meeting of International Leptospirosis Society,Fukuoka,10/8 
2013 九州大学医学部 
16.Chagan-Yasutan H,Lacuesta TL,Ndhlovu LC, Leano PSA,Telan EFO,Niki T, Hirashima M,Dimaano EM and Hattori T, 
Inflammatory Profiles of Dengue Virus Infection. 平成 25 年度海外学術調査フェスタ, 6/29 2013 東京・東京外国語大学

アジア・アフリカ言語文化研究所 
 
○基調講演・招待講演 （  5  ）件 
1.服部俊夫, マニラの感染症とバイオマーカー研究, 平成２５年度海外学術調査フォーラム プログラム,6/29 2013 
東京・ 東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所 
2.服部俊夫, 温暖化災害感染症の中のHuman security, 環境セミナー,11/9 2013 仙台・東北大学 
3. Usuzawa M ,Telan EFO , Kawano R , Dizon CS ,Egawa S, Hattori T .Establishing an International Postgraduate Course for 
Disaster Medicine Based on the concept of Human Security, AETMS2013, 11/30-12/3 2013 香港・Royal Park Hotel 
4.服部俊夫, Human security の中の災害感染症, 静岡セミナー,2/27 2014 静岡・静岡県立総合病院 
5.服部俊夫,江川新一,福本学, Disaster-related infectious diseases and human security ,Short course on disaster management 

by Philippine council for quality assurance in clinical laboratories 9/30-10/3 2013 Manila・Crowne Plaza Manila Galleria 
 
○ポスターセッション （  2  ）件 
1.Chagan-Yasutan H, Lacuesta TL,Ndhlovu LC, Kubo T,Leano PSA, Niki T, Ashino Y, Barbour JD, Telan EFO,Hirashima 
TM, Dimaano EM, Hattori T, Profiles of Pro-inflammatory and Anti-inflammatory Cytokines,Chemokines in Acute Dengue 
Virus Infection, NIH Tohoku University-JSPS Symposium,5/8-5/11 2013 Sendai・東北大学 
2.Shiratori B, Leano S, Zhao J, Chagan-Yasutan H, Niki T,Hirashima M, Telan E, Hattori T, Increased Production of Gal-9 in 

Treatment-Naive Pulmonary TB Patients in Metro Manila, NIH Tohoku University-JSPS Symposium,5/9-5/11 2013 Sendai・

東北大学 

 

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ 1 ）件 
服部俊夫、浩日勒, オステオポンチンは成人T 細胞白血病リンパ腫（ATL) の予後因子である,5頁, 細胞外マトリ

ックス中の異端児matricellular protein(医学のあゆみ), 2014 年02 月15 日, 共著 
 

◇特許・実用新案・その他の産業財産権   

 合計 （  1  ） 件 

ジクチオピロン誘導体又はジヒドロジクチオピロン誘導体を有効成分とするオステオポンチン産生阻害剤, 菊地

晴久 大島吉輝 服部俊夫 久保原禅 山田修 周張菁 松下芳久 喜田進也, 国立大学法人東北大学 国立大学法人群

馬大学 扶桑薬品工業株式会社, 特願 2013-046197, 2013 年 3 月 8 日, 国内出願 

 

◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（  2  ） 参加者合計（   ）名 
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1.服部俊夫, Human security の中の災害感染症, 静岡セミナー,2/27 2014 静岡・静岡県立総合病院 
ポスターセッション 
2.服部俊夫,第 5 回宮城県ＨＩＶ/AIDS 学術講演会 日本のＨＩＶ感染者の現状, 8 月 2013 仙台 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  2 ）件 参加者合計（   ）名 
1.服部俊夫, 温暖化_ 災害_ 感染症の中の Human security, 環境セミナー開催,11/9 2013 仙台・東北大学 
2.服部俊夫, Human security の中の災害感染症, 静岡セミナー,2/27 2014 静岡・静岡県立総合病院 
ポスターセッション 
 

◇学外での社会活動 

合計（  3 ）件  
1.服部俊夫, Human security の中の災害感染症, 静岡セミナー,2/27 2014 静岡・静岡県立総合病院,ポスターセッショ

ン 
2.服部俊夫,第 5 回宮城県ＨＩＶ/AIDS 学術講演会 日本のＨＩＶ感染者の現状, 8 月 2013 仙台 
 
その他 
1.University of Hawaii, USA/ Symposium“UHM-Tohoku University Disaster Risk Reduction Collaboration/ 
HIV and STP in Philippines,1/30-1/31 2014 
 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（   4  ）件 

1. 執筆/東北大大学・医学系研究科広報室/デング熱感染症の新規病態マーカーを発見- 危機シグナル分子としての

ガレクチン９の役割を提唱/1029 2013 

2. 執筆/日経プリスリリース/デング熱感染症の新規病態マーカーを発見/1029 2013 

3.出演・執筆/東北大な/デング熱の新規病態マーカーを発見/ヤフーニュース/1031 2013 

4. 執筆/デング熱感染症の新規病態マーカー（指標）を発見/IRIDeS Quarterly Vol.6/雑誌/0311 2014 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

1.フィリピン／サンラザロ病院／2003 年～／熱帯感染症の研究打ち合わせ／学術交流協定あり 

2.インドネシア／パジャジャラン大学／2012 年～／講演 “Human security の中の災害医学”/学術協定あり 

3.米国／ハワイ／ハワイ大学／2012 年～／講演 研究打ち合わせ/共同研究 

4.上海/復旦大学/2010 年～/共同研究 

5.南アフリカ/クワズール・ナタール大学/2009 年～/学術交流協定あり 

 

◇国外の研究者の参加（ 有 ） 

1.フィリピン／サンラザロ病院／2003 年～／熱帯感染症の研究打ち合わせ／学術交流協定あり 

2.インドネシア／パジャジャラン大学／2012 年～／講演 “Human security の中の災害医学”/学術協定あり 

3.米国／ハワイ／ハワイ大学／2012 年～／講演 研究打ち合わせ/共同研究 

 

◇学術交流協定の活用 （ 有 ） 

サンラザロ病院(フィリピン)/部局間（医学系研究科)/2013 年 6 月、10 月/講演・調査 

パジャジャラン大学(インドネシア)/2013 年 11 月/部局間(医学系研究科)/2013 年 11 月/講演・調査 

パジャジャラン大学(インドネシア)/2013 年度/部局間(医学系研究科)/2013 年 11 月/学生受入(修士 8 名うち 5 名修

了) 
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◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

台風ハイアンによる災害に関して、いち早く Human security のフィリピン学生を通じて、フィリピンからの留学

性と連絡をとり、フィリピン大学との災害医学部門との学術交流協定を結ぶ準備をすると同時に、アンフヘラス大

学での災害医学に関する教育交流を実施した。 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

・修士学生（Human security 所属６人 医学系研究会 修士学生 ３人 

・博士課程学生 一人 

 

〈学生による成果発表〉 

・Human security 発表会／2013/9/6／3 件 ３０人 

・修士学生終了発表会／２０１３／８／３０ １０人 

 

◇ポストドクターの活用（ 有 ） 

〈活用形態〉 

・研究員として採用（３人）１年。 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

本年度のプロジェクト研究に関連して学生・院生・ポストドクターの参加・活用があった場合、そのことによる

教育的効果、および研究支援のための取り組みについて具体的に記してください。JICA/ODA で来日しているイン

ドネシアの学生は地方公務員でもあり、その学生達に病原体の同定、宿主反応による診断などが学べたのはインド

ネシアとの保健行政・災害感染症対策に極めて有用である。またこれらの国際的な交流をともに行った、ポスドク

が URA の特任講師として東北大学に就職した。さらにポスドクとして採用していた研究員も予防協会のレジデン

トとして採用された。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

ヒューマンセキュリテイーは医学部・農学部・環境科学・国際文化の４部局で行われている教育システムで申

請者は医学系研究科と兼任をしている。 ＊個人での参加・連携については「東北大学他部局に所属する研究者

の参加」欄に記入してください。 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

共同研究者の芦野は医学系研究科の准教授である。 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

1.香川大学・免疫分野：共同研究 

2.長崎大学・熱帯医学研究所：共同研究 

3.北海道大学・人獣共通感染症リサーチセンター：共同研究 

4.国立感染症研究所・細菌部：共同研究 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

1.香川大学・免疫分野：共同研究 

2.長崎大学・熱帯医学研究所：共同研究 

3.北海道大学・人獣共通感染症リサーチセンター：共同研究 

4.国立感染症研究所・細菌部：共同研究 
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【別紙】東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究（拠点研究／所内） 研究組織 

 

研究種目：A 

研究課題名：人間の安全保障に向けた災害感染症への取り組み 

研究代表者 服部俊夫 

所属部門・分野 災害医学部門 災害感染症 災害科学国際研究所 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担  
 
 
 

服部俊夫※  

臼澤基紀 

白鳥ベアタ 

災害感染症学分野•教授

同上•准職員 

同上•産学連携研究員 

 感染症 

 ﾋｭｰﾏﾝ･ｾｷｭﾘﾃｨ

 感染症 

統括 

感染症とｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

潜在性結核 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

ザオ ジンゲ 

 

ﾃﾞｲﾆﾙ･ﾌﾟｼｭﾊﾟﾗｰﾙ 

トム・ルンジン 

 

 

鈴木定彦 

 

Elizabeth Telan 

 

Bachti Alisjahbana 

 

 

張暁燕 

 

凌虹  

 

医学系研究科感染病態

学分野・院生 

国際文化研究科・教授

ウプサラ大学・教授 

（スウェーデン） 

 

北大人獣共通感染症 

ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ•教授 

SACCL・所長 

（フィリピン） 

パジャジャラン大学病

院・感染症科科長 

（インドネシア） 

復旦大学・新興再興感染

症研究所・所長 (中国)

ハルビン医科大学・微生

物学教室教授 (中国) 

感染症 

 

ﾋｭｰﾏﾝ･ｾｷｭﾘﾃｨ 

免疫学 

 

 

人獣共通感染症

免疫学 

感染症 

感染症 

 

 

感染症 

 

感染症 

 

バイオマーカー 

 

人間の安全保障 

災害によるストレス 

 

 

ＬＡＭＰ解析 

 

 マラリア 

 デング熱 

 

HIV、デング熱 

 

HIV・結核 

 

結核分子疫学 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：A 

研究課題名：災害関連精神疾患への支援体制整備のための基礎研究 

研究代表者 富田 博秋 

所属部門・分野 災害医学研究部門・災害精神医学分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※富田博秋 

 

兪志前 

 

佐藤 翔輔 

 

柴山 明寛 

 

今村 文彦 

災害精神医学分野・教授 

 

災害精神医学分野・助教 

 

災害アーカイブ研究分野・助教 

 

災害アーカイブ研究分野・准教授

 

災害アーカイブ研究分野・教授 

精神医学・医療 

 

分子生物学 

 

災害社会情報学 

 

地震工学 

 

津波工学 

研究統括・調査の遂行 

 

血液・唾液検体の解析 

 

調査の支援・助言 

 

データベース管理 

 

調査集計の助言・指導 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

ジューン・ロペス 

 

 

ロバート・ウルサ

ノ 

フィリピン大学マニラ校・教授

 

米軍保健衛生大学・教授 

災害精神医学 

 

 

災害精神医学 

フィリピンにおける被災

地調査 

 

米国における情報取りま

とめ 

 合計 7 名  

研究経費  総額 4,500  千円 

 

127



 

研究目的 何をどこまで明らかにしようとするのか 

災害が被災地域の精神保健体制と被災者の精神的健康に及ぼす影響を把握し、的確に支援する

体制を整備するために有益な情報を集積するため、H25 年度中には下記のことを目指した。 

(1) 宮城県下の精神科医療機関が如何に東日本大震災前に災害への備えを行っていたかと東日

本大震災が実際に各医療機関に及ぼした影響の分析を踏まえ、精神科医療機関の今後の災害へ

の備えのあり方の検討を行うこと。 

(2) 被災地域で心的外傷後ストレス反応に伴う身体への影響の程度を客観的に評価し、予後の予

測や適切な支援に繋げていく上で有用なバイオマーカーを特定するため、前年度までにスクリ

ーニングを行った候補分子について新たな検体で検証を行うこと。 

(3) 巨大災害発生後のメンタルヘルス支援体制を構築する上での国際連携、情報共有のあり方を

検討すること。 

研究の特色・意義 

本研究は申請者らが別途行っている被災地域住民ベースの実態調査を補完するアプローチとし

て、被災地域の医療保健機関、海外の災害メンタルヘルス従事者、防災学・情報アーカイブを専

門とする研究者などとの幅広い連携・協働を行うとともに、災害後の心的外傷後ストレス評価に

最新の分子遺伝学的解析技術を用いた研究を導入することで、世界的にも前例のない包括的な

情報の集積を行うことに特色、意義がある。本研究の遂行により、災害が被災地域の精神保健体

制と被災者の精神的健康を的確に支援する体制を構築する上で有益な情報が集積・発信される

と期待される。 

当該年度

の研究成

果の内容

(300～

400 字) 

H25 年度中に下記のことを遂行し、災害が被災地域の精神保健体制と被災者の精神的健康に及

ぼした影響に関する情報の集積・解析を行い、支援体制の整備や技術開発に繋げた。 

(1) 宮城県下の精神科医療機関を対象に調査を行い、東日本大震災前の防災訓練、防災マニュア

ル、通信、連携・契約等の整備、医薬品・食糧・燃料の備蓄の内容と震災の体験を通しての改善

点、患者の避難・転送、職員の就労環境、診療録等に関する情報を集積し、集計・分析を行った。

(2) 東日本大震災被災者の心的外傷後ストレス反応の程度に相関する唾液マーカー特定のため、

唾液の遺伝子発現プロファイルで得られた候補分子マーカーの妥当性を独立した被災者のコホ

ートで検証を行った。 

(3) 災害発生後のメンタルヘルス支援に関する国際連携のあり方に関して、米国、英国、カナダ、

スエーデン、フィリピンの研究者との間で情報・意見の集約を行い、連携関係の構築を行った。

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

東日本大震災後の精神医療保健に関する最大の教訓のひとつとして、平常より一般の医療保健

と精神医療保健に関する行政制度が分離されていることから、災害発生後の救援活動の面でも

精神科医療機関およびその利用者の救援は、一般の医療保健機関に比べて大幅に遅れ、また、

不足したことがあげられる。今後、精神医療保健と一般の医療保健とが密に連携しながら、迅

速かつ十分な災害救援を行う体制の整備を行うとともに、各精神科医療機関の備えを進めてい

く必要がある。本調査はこのような観点に立って体制整備や準備に必要な情報の集積・抽出を

行ったものであり、成果は今後の災害対応の体制づくりに活かされるものと期待される。ま

た、被災地域住民が自らの、および、周囲の人の災害ストレスの影響や精神的健康の状態を把

握することは必ずしも容易でないことは大きな課題であるが、災害現場でも採取が容易である

唾液中の物質の定量による災害ストレスの客観的評価を行うためのバイオマーカーの開発は支

援体制を確立する上で大変有用であり、本研究はその足掛かりとなる情報を提供するものであ

る。更に、本研究は防災の重要課題のひとつである災害時のメンタルヘルス支援の国際連携の

端緒となるものである。 

URL 等 災害精神医学分野 HP：http://www.irides-dpsy.med.tohoku.ac.jp/ 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（1）編 

1. Tomita H, Ziegler ME, Kim HB, Evans SJ, Choudary PV, Li JZ, Meng F, Dai M, Myers RM, Neal CR, Speed TP, 

Barchas JD, Schatzberg AF, Watson SJ, Akil H, Jones EG, Bunney WE, Vawter MP. ／G protein-linked signaling 

pathways in bipolar and major depressive disorders. ／Frontiers in Genetics. ／23(4) ／297. 1-12. ／2013 ／査読有 

 

◇著書 

合計（3）冊 

1. 富田博秋、根本晴美／東日本大震災を分析する．第 6 章 災害時の精神医療と精神保健／明石書店／pp82-

91／2013／共著 

2. 富田博秋／メンタル医療 ～原因解明と診断、治療の最前線～第 8 章 死後脳研究／シーエムシー出版／

pp86-95／2013／共著 

3.富田博秋、東海林 渉／糖尿病医療者のための災害時糖尿病診療マニュアル（日本糖尿病学会編）精神的サ

ポート／文光堂／pp87-88／2014／共著 

 

◇学会発表 

合計 （20）件 

○通常講演  （4）件 

国内学会 

1. 兪志前、小野千晶、國井泰人、 和田明、松本純也、日野瑞城、 池本桂子、丹羽真一、富田博秋／死後脳

研究における pH 評価の方法論の検討．第 54 回 日本神経病理学会総会学術研究会．日本生物学的精神医学

会合同ミニシンポジウム 東京／2013/4/25 

2. Yu Z, Ono C, Kunii Y, Wada A, Mastumoto J, Hino M, Ikemoto K, Niwa S, Tomita H／Postmortem brain pH have 

significant impact on gene expression profiles  Neuro2013 kyoto ／2013/6/20 

3. Yu Z, Ono C, Fukushima H, Kida S, Tomita H／Gene expression profiling of microglia in memory reconsolidation 

and extinction of contextual fear. 2013 年度 包括脳ネットワーク夏のワークショップ 名古屋市／2013/8/29 

4. 兪志前, 小野千晶, 福島穂高,喜田聡, 富田博秋／恐怖記憶の消去に伴うミクログリアにおける遺伝子発現変

化の網羅解析第 23 回日本臨床精神神経薬理学会・第 43 回日本神経精神薬理学会 合同年会 宜野湾市／

2013/10/24 

 

○基調講演・招待講演 （9）件 

国際学会 

1. Tomita H／Multi-faceted basic and clinical research approaches to the Great East Japan Earthquake. Symposium 

“Perspectives in neurobiology of PTSD and disaster-related psychiatric disorders”. 11th World Congress of Biological 

Psychiatry. Kyoto, Japan／June 25, 2013 

2. Tomita H／Future direction in brain banking in Japan. Symposium “Twenty first century brain banking: Management 

and research application”. 11th World Congress of Biological Psychiatry. Kyoto, Japan／June 27, 2013 

3. Tomita H／Psychosocial postventions following the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami. Session 3:  

Medical, social and cultural aspects of Disaster. UK Japan Disaster Risk Reduction Workshop. London／November 22, 

2013 

国内学会 

1. 富田博秋／災害による心的外傷後ストレス反応の生物学的研究．シンポジウム D-3「トラウマの生物学的

研究の現在と将来」第 12 回トラウマティック・ストレス学会 東京／2013/5/12 

2. 富田博秋／災害精神医学に関する研究の課題．シンポジウム 18「災害関連精神医学・医療の展望と課題」

129



 

（東日本大震災特別委員会 2）第 109 回日本精神神経学会学術総会 福岡／2013/5/24 

3. 富田博秋／東日本大震災後のメンタルヘルスの現状と課題．シンポジウム「東日本大震災後の中長期的な

健康課題－宮城県における公衆衛生の視点から」第 49 回宮城県公衆衛生学会学術総会 仙台／2013/7/11 

4. 富田博秋／心的外傷後ストレス反応形成メカニズム解明に向けた生物学的研究の動向．合同シンポジウム

3 「PTSD の神経生物学的メカニズムと治療薬開発の可能性」第 23 回日本臨床精神神経薬理学会・第 43 回日

本神経精神薬理学会 合同年会 宜野湾市／2013/10/25 

5. Tomita H／Biological Approaches to Posttraumatic Stress Reactions after Disaster. Symposium “Biology of PTSD”. 

6th Annual Meeting of Anxiety Disorder Association. Tokyo／2014/2/1 

6. 富田博秋／心的外傷性ストレス障害のメカニズム解明に向けた臨床研究と基礎研究の融合．シンポジウム

4SY14  「農芸化学における精神疾患のマイクロエンドフェノタイプ」日本農芸化学会 2014 年度（平成 26

年度）大会 川崎市／2014/3/30 

 

○ポスターセッション （3）件 

国際学会 

1. Yu Z, Ono C, Fukushima H, Kida S, Tomita H／Gene expression profiling of monocytic cells in memory 

reconsolidation and extinction of contextual fear, 11th World Congress of Biological Psychiatry. Kyoto, Japan／June 24, 

2013 

2. Yu Z, Ono C, Aiba S, Sora I, Tomita H／Lithium stimulates chemokine production in monocytic cells, 3th Asian 

College of Neuropsychopharmacology, Beijing／September 29, 2013 

3. Yu Z, Ono C, Aiba S, Sora I, Tomita H／Lithium stimulates chemokine production in monocytic cells via GSK-3 

inhibition. Society for Neuroscience 2013. San Diego, United States／November 10, 2013 

 

◇総説・解説記事 

合計（2）件   

1. 富田博秋／災害精神医学に関する研究の課題． 東日本大震災からの復興に向けて  ～災害精神医学・医

療の課題と展望～ ／精神神経学雑誌／査読無／116(3), 231-236／2014 

2. 富田博秋／震災後のメンタルヘルス／河北新報 医療最前線リレーエッセー 医進伝心／査読無／2014 

 

◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（4）件  参加者合計（130）名 

○国際学術講演会（3）件 参加者（110）名 

1．IRIDeS/ToMMo Tohoku University Disaster psychiatry seminar (Mark W. Logue/ Boston University School of 

Medicine /Genetic approaches into post-traumatic stress disorder and anxiety disorder)／2013/6/24／仙台／艮陵会館 

記念ホール／30 

2．IRIDeS/ToMMo/東北大学大学院医学系研究科総合地域医療研修センター/東北大学病院卒後研修センター共

催 International Interchange Seminar 米国同時多発テロ被害者家族会・マウントサイナイ大学災害精神医学アウ

トリーチ講演会～災害被災者の心理社会的支援のあり方と国際協力について～(Seven Members of 9/11 Family 

Association/September 11th Personal Stories of Transformation,Craig Katz/Icahn School of Medicine at Mount 

Sinai/American Experience with Disasters and Mental Health) ／2013/8/5／仙台／東北大学 星陵キャンパス 医学

部 臨床大講堂／60 

3．災害医学セミナー～災害後中長期の心理社会的支援と国際協力～(Hans Ågren/エーテボリ大学/ＤＳＭの変

遷, Tom Lundin /ウプサラ大学/スマトラ津波被災者のメンタルヘルス)／仙台／東北大学 星陵キャンパス 加齢

医学研究所プロジェクト総合研究棟 4 階セミナー室／20 

○国内学術講演会（1）件 参加者（20）名 

1．包括型脳科学研究推進支援ネットワーク精神疾患拠点チュートリアル脳実習コース(木山博資/名古屋大学/
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齧歯類とヒト脳の類似点と相違点 , 横田修/岡山大学/脳の病理と臨床)／2013/9/1／名古屋市／名古屋掖済会病

院／20 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（12）件 参加者合計（905）名 

1.姫路市医師会精神科医療フォーラム／2013/4/4／富田博秋／東日本大震災から２年を経て～災害精神医学の

現状と課題～／姫路市／50 

2. 第９回「精神科臨床の会」／2013/4/11／富田博秋／東日本大震災後の精神医療・保健、未来の精神医療・

保健／仙台市／20 

3. 第 13 回老年医学研究会／2013/4/16／富田博秋／災害の心身への影響への対応～東日本大震災から２年を

経過して～／仙台市／20 

4. 七ヶ浜町健康づくり推進員研修会／2013/4/23／富田博秋／七ケ浜町の健康について～健康調査から見える

こと～／七ヶ浜町／40 

5. 東北メディカル・メガバンク機構多賀城地域支援センター開所式事業説明会／2013/5/16／富田博秋／東北

メディカル・メガバンク事業の概要と災害後のメンタルヘルス／多賀城市／40 

6. ワークショップ 2「災害精神医療のための必須知識」第 109 回日本精神神経学会学術総会／2013/5/24／富

田博秋／被災地「こころのケア」事始め～ニーズ・アセスメントと精神医学的評価について～／福岡市／100 

7. 精神疾患プライマリケアセミナー／2013/7/4／富田博秋／震災後の抑うつとその対応／塩釜市／40 

8. 東北大学 東北メディカル・メガバンク機構 第３回 県南健康セミナー 白石市こころの健康づくり研修会

／2013/7/17／富田博秋／こころと命を支え合うために私たちにできること／白石市／80 

9. ToMMo クリニカル・フェロー連絡会議 勉強会 加齢研プロジェクト棟 4 階会議室／2013/9/10／富田博秋

／災害後のメンタルヘルス～被災地の日常診療の中で考慮するべき点～／東北大学／15 

10. 東北精神神経学会主催 平成 25 年度 第 1 回生涯教育研修会／2013/10/12／富田博秋／精神科医として災

害にどう備えるか／宮城県建設産業会館／50 

11. 東北大学包括的脳研究・教育推進センター 市民公開講座「脳・神経の病気の解明はどこまで進んでいる

か：ストレスを科学し、ストレスと向き合う」／2013/10/27／富田博秋／ストレスと心のやまい東京エレクト

ロンホール宮城／300 

12. 宮城野区防災セミナー／2013/11/26／富田博秋／災害が心身に及ぼす影響～発生前、発生時、発生後に心

がけること～／宮城野区文化センター／150 

 

◇学外での社会活動 

・行政・企業との連携 （15）件 参加者合計（230）名 

1. 平成 25 年度震災復興に係る他県他市町村派遣職員等メンタルヘルス研修／2013/7/8／富田博秋／「職場の

メンタルヘルス」、「被災地で体験するストレス」、ワークショップ「被災地での業務に従事する際の留意点と

工夫」／富谷町／40 

2. 平成 25 年度震災復興に係る他県他市町村派遣職員等メンタルヘルス研修／2013/7/16／富田博秋／「職場

のメンタルヘルス」、「被災地で体験するストレス」、ワークショップ「被災地での業務に従事する際の留意点

と工夫」／富谷町／40 

3. 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）”／2013/7/23／富田博秋／お酒との上手な付き合い方・健康

調査の結果から／七ヶ浜町仮設住宅コミュニティスペース／10 

4. 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）”／2013/7/30／富田博秋／お酒との上手な付き合い方・健康

調査の結果から／七ヶ浜町仮設住宅コミュニティスペース／10 

5. 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）”／2013/8/6／富田博秋／お酒との上手な付き合い方・健康調

査の結果から／七ヶ浜町仮設住宅コミュニティスペース／10 
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6. 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）”／2013/8/20／富田博秋／お酒との上手な付き合い方・健康

調査の結果から／七ヶ浜町仮設住宅コミュニティスペース／10 

7. 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）”／2013/9/5／富田博秋／お酒との上手な付き合い方・健康調

査の結果から／七ヶ浜町仮設住宅コミュニティスペース／10 

8. 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）”／2013/9/10／富田博秋／お酒との上手な付き合い方・健康

調査の結果から／七ヶ浜町仮設住宅コミュニティスペース／10 

9. 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）”／2013/9/24／富田博秋／東日本大震災後のこころと身体の

健康づくり／七ヶ浜町役場水道局２階会議室／10 

10. 平成 25 年度震災復興に係る他県他市町村派遣職員等メンタルヘルス研修／2013/12/16／富田博秋／「職

場のメンタルヘルス」、「被災地で体験するストレス」、ワークショップ「被災地での業務に従事する際の留意

点と工夫」／富谷町／20 

11. 平成 25 年度震災復興に係る他県他市町村派遣職員等メンタルヘルス研修／2013/12/18／富田博秋／「職

場のメンタルヘルス」、「被災地で体験するストレス」、ワークショップ「被災地での業務に従事する際の留意

点と工夫」／富谷町／20 

12. 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）”／2014/2/25／富田博秋／宮城県の復興／七ヶ浜町仮設住宅

コミュニティスペース／10 

13. 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）”／2014/3/4／富田博秋／宮城県の復興／七ヶ浜町仮設住宅

コミュニティスペース／10 

14. 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）”／2014/3/18／富田博秋／宮城県の復興／七ヶ浜町仮設住宅

コミュニティスペース／10 

15. 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）”／2014/3/25／富田博秋／宮城県の復興／七ヶ浜町仮設住宅

コミュニティスペース／10 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web 媒体などへの掲載 

合計（11）件 

1. 2013/9/30／読売新聞社／被災自治体 心の病 147 職員休職／富田博秋 

2. 2013/9/30／Date FM 「東北大学防災 UPDATES!」／東日本大震災後にみられるメンタルの問題について／

富田博秋 

3. 2013/10/20／Date FM 「東北大学防災 UPDATES!」／メンタルケアの大切さ、気を付けるべき点について

／富田博秋 

4. 2013/12/20／産経ニュース／人材不足や人間関係… 苦悩する被災地応援職員／富田博秋 

5. 2013/12/26／毎日新聞／心の被災③2 年 9 カ月の現場から～震災の記憶消化を／富田博秋 

6. 2014/02/27／宮城 NHK／被災地住民の４人に１人“うつ傾向”／富田博秋 

7. 2014/02/27／NHK 東北／被災地の住民２７％にうつ傾向／富田博秋 

8. 2014/02/27／河北新報 KolNet／東北大・宮城沿岸６市町震災後調査 ５％にＰＴＳＤ疑い／富田博秋 

9. 2014/02/27／msn 産経ニュース／震災でＰＴＳＤ疑い５％ 宮城の３７００人調査／富田博秋 

10. 2014/02/27／仙台放送／27％が抑うつ傾向に／富田博秋 

11. 2014/02/27／ミヤギテレビ／悪化が深刻化の割合全国の２倍に／富田博秋 

 

２ 国際連携 

（１）国外の研究機関との研究協力・交流の有無（ 有 ） 

フィリピン・フィリピン大学マニラ校／H25 年度／台風ハイエン後のメンタルヘルス支援調査研究打ち合わ

せ 

米国・米軍保健衛生大学／H25 年度／災害メンタルヘルス支援体制のあり方についての共同研究 

米国・ボストン大学／H25 年度／心的外傷後ストレス障害研究での講演会開催・情報意見の交換 
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米国・マウントサイナイ大学／H25 年度／心的外傷後ストレス障害研究での講演会開催・情報意見の交換 

米国・マウントサイナイ大学／H25 年度／災害精神医学テキストの翻訳 

スエーデン・エーテボリ大学／H25 年度／災害メンタルヘルス支援の講演会・情報意見の交換 

スエーデン・ウプサラ大学／H25 年度／災害メンタルヘルス支援の講演会・情報意見の交換 

英国・ロンドン大学／H25 年度／セミナーにおける災害メンタルヘルス支援の講演・情報意見の交換 

 

（２）国外の研究者の参加 （ 無 ） 

 

（３）学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

（１）学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

医学部、農学部、工学部、文学部 

 

（２）ポストドクターの活用（ 有 ） 

〈活用形態〉 

研究職員として雇用・研究キャリアの発展 

 

（３）教育上の効果についてアピールしてください。 

学生講義により、災害時のメンタルヘルスに関する基本知識の教育を行うとともに、適宜、災害精神医学研

究に参画を促し、研究への関心を高めることに努めている。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

（１）東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

東北大学大学院医学系研究科（特に精神神経学分野、東北大病院地域医療教育支援部、免疫学分野、皮膚科

学分野など）／H25 年度／教育・研究の連携・共同研究 

東北大学病院（特に精神科、救命救急センターなど）／H25 年度／診療・教育・研究の連携 

東北メディカル・メガバンク機構／H25 年度／共同研究 

加齢医学研究所／H25 年度／共同研究 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力の有無（ 有 ） 

国立神経・精神医療研究センター／H25 年度／共同研究 

福島県立医科大学／H25 年度／共同研究 

岩手医科大学／H25 年度／共同研究 

東京農業大学／H25 年度／共同研究 

理化学研究所脳科学センター／H25 年度／共同研究 

千葉大学／H25 年度／共同研究 

 

（２）国内の研究機関の研究への参加（ 有 ） 

国立神経・精神医療研究センター／H25 年度／共同研究 

福島県立医科大学／H25 年度／共同研究 

岩手医科大学／H25 年度／共同研究 

東京農業大学／H25 年度／共同研究 
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理化学研究所脳科学センター／H25 年度／共同研究 

千葉大学／H25 年度／共同研究 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

 

研究種目：A 

研究課題名：震災時ストレスとその後の生活環境変化が婦人科疾患に及ぼす影響の解析 

研究代表者 伊藤 潔 

所属部門・分野 災害医学研究部門・災害産婦人科学分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※伊藤 潔 

 

 

 

三木康宏 

災害産婦人科学分野・教

授 

 

 

災害産婦人科学分野・講

師 

婦人科腫瘍学 

がん検診学 

 

 

病理学・内分泌

学 

 

がん検診データ、婦人科腫瘍標

本の収集・解析 

研究の統括 

 

ホルモン測定・解析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

鈴木 貴 

 

笹野公伸 

 

田中創太 

 

田勢 亨 

 

東北大学医学部病理検査

学分野・教授 

東北大学医学部病理診断学

分野・教授 

東北大学病院産婦人科 

・特任助手 

宮城県立がんセンター婦

人科・部長、宮城県対がん

協会・所長 

病理学 

 

病理学・内分泌

学 

婦人科腫瘍学 

 

婦人科腫瘍学 

がん検診学 

遺伝子・タンパク関連解析 

 

ホルモン測定・解析 

データ解析 

婦人科腫瘍標本の収集 

遺伝子・タンパク関連解析 

がん検診データの収集 

解析結果への助言 

 合計   6  名  

研究経費  総額    4500 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

震災に伴うストレスとその後の生活環境の変化が、女性の内分泌動態の変化にどのような影響を与

え、どのような症状を引き起こしているか、どのような婦人科疾患が増加しているかはいまだ不明で

ある。これらを、被災地を含む宮城県の婦人科がん検診データなどから解析する。さらに石巻などの

被災地とそれ以外の地域で最近発症した婦人科悪性腫瘍を対象に分子生物学・ホルモン動態からみ

た検討を行う。両地域間の差異や傾向を調べることで、震災に伴うストレスとその後の生活環境の変

化が、悪性疾患の発生進展にどう関与しているかを、地域別と時系列で検証し、被災地での女性の震

災前後での婦人科疾患罹患の動向と傾向を明らかとする。 

◇研究の特色・意義 

今回の大災害とそれに続く避難所・仮設住宅での生活による慢性的ストレス、食生活を含む生活環

境の激変、さらに大量のがれき中に含まれる環境化学物質への長期間の曝露は、年齢の如何を問わず

被災地在住の女性に影響を及ぼし、女性の内分泌環境の変化とそれに伴うホルモン依存性の悪性腫

瘍を中心とした婦人科疾患の発生や進展に関連を及ぼすと考えられる。これらの解明とその防止策

の構築は、災害医学に関する国際的に最先端の研究となるのみならず、被災された女性の方々の長期

的な健康保持という観点からも重要で、被災地の復興・再生に貢献する。 

当該年度

の研究成

果の内容 

１）震災前後での婦人科疾患の動向 

宮城県ではがん検診時に経膣超音波検査も行い、子宮体がん、卵巣がんの疑いも検査している。こ

の方式のモニタリングで、ホルモンや環境要因に関連するとされる女性の悪性腫瘍（体がん、卵巣が

ん:境界悪性を含む）は、被災地を含む宮城県対がん協会車検診管轄地域（対象約 35000 名）で、震

災前年、震災年は 4 名、震災後 1 年目は 12 名であった。今後の動向に関しても慎重な経過観察が必

要であると考えられた。 

２）ストレスが子宮局所に及ぼす影響の解析 

東日本大震災とその後の生活環境変化で、震災ストレスは長期にわたって身体に影響をおよぼす。

ストレス制御のキーとなるホルモン：corticotropin-releasing hormone (CRH) は中枢神経以外にも、こ

のレセプター群である receptor 1 (R1)、receptor 2 (R2)とともに全身の主要臓器に発現する。しかし CRH

のがんへの作用は明らかにされていない。今年度は、体がんでの CRH およびそのレセプターの発現

が、がん治療後の患者さんにどのような影響をもたらすのかを基礎的に検討した。過去に体がんと診

断され切除された手術標本で、免疫染色により CRH、CRHR1、CRHR2 の発現を調べ、臨床病理的因

子との相関を検討したところ、体がんの症例で、ストレスホルモン (コルチゾール）の受容体が発

現している場合は再発しやすく、予後が悪いという結果であった。このことは、震災に伴う様々なス

トレスをうけた体がん治療患者の今後の動向は、慎重にみていく必要がある可能性を示唆している

と考えられた。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど 

のように

役立つの

か） 

疾患の発症に、ホルモンや環境要因に関連するとされる女性の悪性腫瘍は、継続的なモニタリング

により、今後の動向に関しても慎重な経過観察が必要であることが示唆された。 

また、婦人科悪性疾患の中でも、子宮体がんは近年、日本で急激に増加している。食生活などの環

境因子や女性ホルモンが、がんの発症や増悪に関与しているとされるが、今回の研究によりストレス

ホルモンに関連する因子も、体がん治療後の患者さんの再発や予後に関与し得る可能性が示唆され

ることが、初めて明らかとなった。 

震災など災害の被害を受けた被災者の中には、婦人科悪性腫瘍のみならず多くのがん治療患者さ

んが存在する。さらなる基礎的、あるいは臨床的検討により、震災ストレスやそれに伴うホルモン

異常が、婦人科悪性腫瘍などを含めた一部の種類のがんに関して、がん治療後の患者さんの再発や

予後に関連する可能性が明らかになった場合は、再発や再燃を未然に防止するため、そのようなハ

イリスク群を対象にしたフォローアップを慎重に進めるなど、被災地の女性の健康保持に向けた対

策を検討する必要がある。これは災害に関連する実践的防災学につながると考える。 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 9  ）編  

1. Ito K, Sasano H, Yaegashi n. Gynecological malignancies and diet in menopause. Nutrition and Diet in Menopause. 

Humana Press. Chapter 24. 2013.317－329. 査読無（依頼原稿） 

2. Suzuki F, Nagase S, Suzuki K, Oba E, Hiroki E, Matsuda Y, Akahira J, Nishigori H, Sugiyama T, Otsuki T, Yoshinaga K, 

Takano T, Niikura H, Ito K, Sasano H, Yaegashi N. Decreased expression of 14-3-3σ is predictive of poor prognosis for 

patients with human uterine papillary serous carcinoma. Tohoku J Exp Med. 231. 2013. 193-9.査読有 

3. 宇都宮裕貴、伊藤潔、志賀尚美、辻圭太、西本光男、八重樫伸生. 子宮体がんと性ステロイド合成阻害剤. 産

婦人科の実際. 62. 2013.1201－1206.査読無（依頼原稿） 

4. 三木康宏、笹野公伸、伊藤潔. 乳がんと性ステロイド合成阻害剤：現状と将来. 産婦人科の実際. 62. 2013. 

1247－1253.査読無（依頼原稿）. 

5. 伊藤潔. 出来て 1 年、災害産婦人科学分野の現状報告. 宮城県産婦人科医会誌. 119. 2013. 22－24.査読無（依頼

原稿） 

6. 伊藤潔, 菅原準一. 大震災時の産婦人科医療. 東日本大震災を分析する 第 2 巻 震災と人間・まち・記録.  

明石書店. 4. 2013.55－67.査読無（依頼原稿） 

7. 伊藤潔. ベセスダシステム導入後の問題点とその対策. 日本臨床細胞学会山形県支部会報. 32. 2013. 17-26.査読

無（依頼原稿） 

8. 伊藤潔. 大災害と婦人科がん医療・医学. 東北醫学雑誌. 125. 2013.253-254.査読無（依頼原稿） 

9. 志賀尚美、岡本聡、海法道子、宇都宮裕貴、永瀬智、高野忠夫、新倉仁、伊藤潔、八重樫伸生. 子宮癌肉腫

における術前内膜細胞診の意義. J.Jpn.Soc.Clin.Cytol. 53. 2014.7-12.査読有 

 

◇学会発表  

合計（   10  ）件 

○通常講演  （  5  ）件 

1. 重田昌吾、永瀬智、高山真、豊島将文、宇都宮裕貴、菅原準一、伊藤潔、八重樫伸生. 日本人女性における食

物摂取と子宮体部類内膜腺癌発症リスクについての症例対照研究. 第 61 回北日本産科婦人科学会学学術講演

会. 2013.9.7. 旭川 

2. 西本光男、宇都宮裕貴、志賀尚美、辻圭太、海法道子、鈴木史彦、徳永英樹、伊藤潔、八重樫伸生. 子宮内膜

癌における Steroid sulfatase 阻害剤の有用性に関する検討. 日本産婦人科学会第 65 回学術講演会. 2013.5.10. 札

幌 

3. 鈴木史彦、永瀬智、廣木恵理、宇都宮裕貴、伊藤潔、新倉仁、赤平純一、笹野公伸、八重樫伸生. 子宮体部漿

液性腺癌における microRNA-34b の癌抑制的な機能の検討. 日本産婦人科学会第 65 回学術講演会. 2013.5.10. 

札幌 

4. 伊藤 潔、三木康宏、田中創太、鈴木貴、笹野公伸. 震災時ストレスとその後の生活環境変化が 婦人科疾患

に及ぼす影響の解析. 災害科学国際研究所特定プロジェクト研究成果報告会. 2013.7.28. 仙台 

5. 佐藤菜保子、高木清司、鈴木貴、三木康宏、割田仁、福土審、佐藤冨美子、八重樫伸生、伊藤潔. ヒト子宮内

膜癌における CRH 発現と予後の関連. 第 51 回日本癌治療学会. 2013.10.25. 京都 

 

○基調講演・招待講演 （  5  ）件 

1. 伊藤 潔. 宮城県での取り組み―復興の先にある新たな医療システムの構築に向けて. 日本産婦人科学会第 65

回学術講演会. 2013.5.12. 札幌 

2. 伊藤 潔. 大災害と婦人科がん医療・医学‐復興の先を見据えて‐. 第９８回東北医学会総会／教授就任記念

講演会. 2013.5.24. 仙台 

3. 伊藤 潔. ベセスダシステム導入後の問題点とその対策. 第 32 回日本臨床細胞学会 山形県支部総会・学術集

会. 2013.6.29. 山形 

4. 伊藤 潔. 大地震は女性の保健医療システムにどう影響したか. 第 40 回日本産婦人科医会学術集会. 2013.10.13. 

仙台 
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5. 伊藤潔、高松潔、横山良仁. 「子宮体がん治療後の患者へのホルモン補充療法（ＨＲＴ）施行に関するアンケ

ート」調査概要報告. 第 12 回婦人科悪性腫瘍研究機構（JGOG）年次会議（総会）. 2013.11.29. 東京 

 

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ 1 ）件 

１．伊藤潔. 企画者のことば(特集：ホルモン依存性悪性腫瘍―特徴と対処を考える）産婦人科の実際. 62. 1166. 

2013. 査読無（依頼原稿）. 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  3   ）件 参加者合計（ 320  ）名 

1. 伊藤 潔. 女性のがんを防ぐには？―ワクチンそして検診のはなし―. 子宮頸がんワクチンに関する講話（セ

ミナー）.2013.7.9. 南三陸町 

2. 伊藤 潔. 子宮がんの予防と診断. 第３６回ドクターサーチみやぎ 健康セミナー「女性のがんについて―子

宮がん・卵巣がん―」. 2013.12.8. 仙台 

3. 伊藤 潔.女性のがん～ならないために知っておくこと～. 河北新報社・健康の医学教室. 2014.2.25. 仙台 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（   1   ）件 

１．新聞執筆. 健康の医学教室・女性のがん～ならないために知っておくこと～. 河北新報社・健康の医学教室.

河北新聞・河北ウィークリー仙台.2014.3.13 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

イギリス・ロンドン大学. 2013. 著書の分担執筆依頼により、閉経後での婦人科悪性腫瘍と食物の関連：

Gynecological malignancies and diet in menopause. Nutrition and Diet in Menopause. Humana Press. Chapter 24. 

を執筆した。 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

◇その他、国際交流を促進するための取り組み （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 有 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

後期全学科目：科目名：災害の科学（災害の発生と波及）において、東日本大震災と産婦人科疾患に関する講

義を行った。 

題目：産婦人科医療・医学と大震災 

2014．1．31 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

医学部 産婦人科 (共同研究・調査) 
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医学部 病理検査学分野 (共同研究・調査) 

医学部 病理診断学分野 (共同研究・調査) 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

医学部 産婦人科 (研究組織への参加) 

医学部 病理検査学分野 (研究組織への参加) 

医学部 病理診断学分野 (研究組織への参加) 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１） 国内の研究機関との連携・協力（ 有） 

宮城県対がん協会 (共同研究・調査) 

（２） 国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

宮城県対がん協会 (研究組織への参加) 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：Ａ 

研究課題名：歯を用いたヒト内部被曝歴の解析－福島・宮城県在住幼小児の脱落乳歯を 

用いた線量評価－  

研究代表者 鈴木 敏彦 

所属部門・分野 災害医学研究部門・災害口腔科学分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※ 鈴木 敏彦 

  小坂 健 

災害口腔科学分野・准教

授 

災害口腔科学分野・教授

解剖学・人類学

国際歯科保健学

総括，データベース構築・管理

総括，渉外 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 相田 潤 

 千葉 美麗 

 清水 良央 

 高橋 温 

 篠田 壽 

 福本 学 

 

歯学研究科・准教授 

歯学研究科・講師 

歯学研究科・助教 

病院・助教 

東北大学名誉教授 

加齢医学研究所・教授 

国際歯科保健学

生理学 

病理学 

障害者歯科学 

薬理学・生理学

病理学 

データ統計解析 

試料収集，線量の評価 

試料収集，線量の評価 

試料収集，線量の評価 

試料収集，線量の評価，渉外

被災動物の包括的線量評価事

業からの情報提供 

 合計    8 名  

研究経費  総額   4,320 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 本研究では福島県および宮城県に在住するか，発災直後に居住していた幼小児の乳歯を直接分析

することで体内に蓄積した放射性物質を物理化学的・生物学的に評価し，福島第一原子力発電所災

害による放射線の人体に対する影響の調査を行っていく。対象は発災時に歯の形成段階であった幼

小児であり，永久歯列への交換過程で脱落する乳歯を十分な説明と同意のもとで収集し，ストロン

チウム 90 やセシウム 137 等の放射性核種の定量を個体レベル・集団レベルで行っていく。昨年度

に引き続き試料収集を進行させるとともに，今後も長期的視野に立って継続的なサンプルの入手と

分析を行っていくための事業拠点としてのセットアップも同時に進めていく。 

◇研究の特色・意義 

 成長の過程で自然に脱落する乳歯は多数の試料を比較的簡便に集めることが可能であり，人体に

対する放射線の影響を直接評価できる試料として有用性が高い。体内に取り込まれた放射性物質に

よる内部被曝の評価は，臓器毎にサンプルを入手し，それぞれに吸収された線量を評価する必要が

あるが，乳歯と異なり生体内の臓器から直接サンプルを得ることは困難である。また乳歯は誰もが

自然な脱落を経験するため，意図的に抜去される永久歯と異なり試料の収集に対する心理的抵抗が

少なく，被験者の協力が得られやすいという利点もある。 

 歯や骨といった硬組織は層状の組織形成過程において放射性物質を取り込み，蓄積するという生

物学的特性をもつため，被曝歴と被曝量の双方を個体ごとに定量的に把握するための良好な指標と

なり得る。硬組織の断面に表れる放射線をイメージングプレートにより画像化することで，経時的

な放射性物質の取り込みを評価できる。また歯は一度形成されると組織の入れ替えがないために，

形成の開始から終了までの間にどの程度放射性物質を取り込んだかの累積線量も評価できる。また

歯冠エナメル質に照射された放射線によって発生したラジカルをESR（電子スピン共鳴法）によっ

て定量することで，外部被曝との関連も評価可能である。ヒト乳歯は，年齢によってどの程度形成

されるかが判明しており，形成程度の異なる乳歯を相対的に分析することで，時系列的にも解像度

の高いデータが得られる。 

当該年度

の研究成

果の内容 

 第一に収集した多数の乳歯の地域や年齢，収集時期を考慮したアーカイブ化・バンク化，そして

第二に歯質中の放射性物質等の測定法の確立と検出限界の確定，の２点が本年度の主な成果であっ

た。まず福島県歯科医師会および奥羽大学との連携と共同により歯の収集体制を整え，実際の収集

が開始された。収集に先立ち関連機関の倫理委員会の承認を受け，ガイドラインに基づいて協力歯

科医院等に対して歯の収集を依頼した。収集したすべての歯は東北大学歯学研究科内に設置された

「乳歯バンク」に送付され，現在 400 検体以上が登録されている。次にヒトの歯の線量評価の具体

的方法論の確立を目指し，被災区域の動物から得られた硬組織を用いた内部被曝および外部被曝量

の推定を行った。硬組織中の放射性物質の局在や環境中の放射性物質との関連の確認，また測定限

界値の確定を行い，今後行われるヒト歯の分析手法を確実なものとした。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 乳歯の線量評価は，特に放射線感受性が高い乳幼児にどの程度の影響が及んだかを直接評価する

ことでもある。人体に関するこのようなデータを得るための介入的実験を行うことは到底許される

はずもなく，今回の原発事故のような大災害を通してしか得られないものである。事故の影響を詳

細に調査し，信頼性の高いデータを社会に提示し，後世に伝えることは我々の責務であり，これは

本研究所の災害医学研究部門の目標として掲げられた原子力災害における放射線防護基準の確立

や，災害が母子に及ぼす影響や対応の国際的基準を確立することに直結し，本事業の遂行は科学

的・社会的に必須の意義をもつ。 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 5 ）編  

(1) Fukuda T, Kino Y, Abe Y, Yamashiro H, Kobayashi J, Shimizu Y, Takahashi A, Suzuki T, Chiba M, Takahashi S, Inoue K, 

Kuwahara Y, Shinoda H, Hiji M, Sekine T, Fukumoto, Isogai E., Cesium radioactivity in peripheral blood is linearly 

correlated to that in skeletal muscle: Analyses of cattle within the evacuation zone of the Fukushima Daiichi Nuclear 

Power Plant,  Animal Science Journal , ( in press) 

(2) Yamashiro H, Abe Y, Fukuda T, Kino Y,  Kawaguchi I, Fukumoto M, Takahashi S, Suzuki M, Kobayashi J, Uematsu E, 

Tong B, Yamada T, Yoshida S, Sato E, Shinoda H,Sekine T, Isogai E, Fukumoto M,  Effects of radioactive caesium on 

bull testes after the Fukushima nuclear plant accident, Scientific Reports 3, 2013, doi:10.1038/srep02850, 査読有 

(3) Isogai E, Kino Y, Shinoda H, Fukumoto M, Sekine T 他 4 名, Distribution of radioactive cesium in ostrich (Struthio 

camelu M.s) after the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant Accident. Radiation Emergency Medicine 2, 2013, 68-71. 

査読有 

(4) Fukuda T, Kino Y, Irisawa A, Shinoda H, Fukumoto M 他 11 名,  Distribution of artificial radionuclides in abandoned 

cattle in the evacuation zone of the Fukushima Daiichi nuclear power plant.  PLoS one 8(1), 2013, e54312, doi: 

10.1371/journal.pone.0054312, 査読有 

(5) Takeuchi K, Aida J, Kondo K, Osaka K: Social participation and dental health status among older Japanese adults: A 

population-based cross-sectional study.  PLoS one 8(4) , 2013, e61741, doi:10.1371/journal.pone.0061741, 査読有 

 

◇学会発表  

合計（ 6 ）件 

○通常講演  （ 5 ）件 

(1) 清水良央、千葉美麗、高橋 温、鈴木 敏彦、小坂 健、福田 智一、木野 康、関根 勉、磯貝 恵美

子、福本 学、篠田 壽：福島第一原発事故被災牛の形成中硬組織への放射性物質の取り込み．日本放射線影

響学会第 56 回大会 2013 年 10 月 18 日-20 日，青森市・ホテルクラウンパレス青森． 

(2) 鈴木 敏彦、二瓶 秀和、小新井 新、木野 康志、高橋 温、清水良央、千葉美麗、小坂 健、福田 智

一、磯貝 恵美子、関根 勉、福本 学、篠田 壽：福島第一原発事故による被災動物の硬組織に含まれる放

射性ストロンチウムの抽出と解析．日本放射線影響学会第 56 回大会 2013 年 10 月 18 日-20 日，青森市・ホテ

ルクラウンパレス青森． 

(3) 篠田 壽、木野 康志、中田 章史、葛西 宏介、高橋 温、清水良央、鈴木 敏彦、千葉 美麗、小坂 

健、福田 智一、関根 勉、磯貝 恵美子、福本 学、三浦 富智：福島第一原発事故被災地域に棲息する野生

アカネズミの歯の線量解析．日本放射線影響学会第 56 回大会 2013 年 10 月 18 日-20 日，青森市・ホテルクラ

ウンパレス青森． 

(4) 高橋 温、岡 壽崇、木野 康志、鈴木 敏彦、清水良央、千葉美麗、鈴木 敏彦、福田 智一、磯貝 恵

美子、関根 勉、福本 学、篠田 壽：歯を用いた外部被曝量の測定 －ＥＳＲ法を用いた検討 －．被災動物

の包括的線量評価事業平成 25 年度中間報告会 2014 年 3 月 1 日，仙台市・東北大学スマートエイジング棟国際

会議室． 

(5) 福田智一，木野康志，阿部靖之，山城秀昭，小林仁，清水良央，高橋温，鈴木敏彦，千葉美麗，高橋慎太

郞，井上和也，桑原義和，篠田壽，樋地正浩，関根勉，福本学，磯貝恵美子：福島第一原子力発電所事故による

被災家畜の血液－筋肉感における放射性物質の濃度の相関について．日本畜産学会第 118 回大会，2014 年 3 月

26 日～29 日，つくば市・つくば国際会議場． 

 

○ポスターセッション （ 1 ）件 

(1) 小荒井 一真、木野 康志、高橋 温、鈴木 敏彦、清水 良央、千葉 美麗、小坂 健、関根 勉、福本 

学、篠田 壽：福島第一原発事故による被災牛の歯の放射性ストロンチウムの測定．第 15 回環境放射能研究会 

2014 年 3 月 6 日-8 日，つくば市・日高エネルギー加速器研究機構． 
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◇学術関係受賞  

合計 （ 1 ）件 

研究会奨励賞，2014 年 3 月 8 日，国内／第 15 回環境放射線研究会，個人，小荒井一真 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（ 2 ）件 参加者合計（ 250 ）名 

(1) 篠田 壽：歯と放射線のはなし．乳歯を保存する会，2013 年 10 月 3 日，松戸市・松戸市民会館 

(2) 篠田 壽：歯を用いた被曝量・被曝歴の解析．第１回口腔医療研究会，2014 年 2 月 16 日，横浜市・横浜ワシ

ントンホテル 

 

◇学外での社会活動 

合計（  1  ）件  

 ・その他 （ 1 ）件 参加者合計（ 約 400 ）名 

(1) 福島県歯科医師会・奥羽大学（連携協力）・福島県および近隣地域在住の幼児と保護者（調査対象者），乳歯

の収集，約 400 名 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（   4   ）件 

(1) 執筆企画協力，原子力事故に関連した IRIDeS の取り組み その２ 環境中の放射性物質を記憶する「歯」。

ヒトの歯を用いた内部被曝の分析と評価を通じて，人体への影響解明に向けた基礎的データを集積，IRIDeS 

QUARTERLY Vol. 5，2013 年 11 月 30 日 

(2) その他，「乳歯でストロンチウム調査 県歯科医師会、原発事故受け」，福島民報，2013 年 12 月 24 日  

(3) その他，”Fukushima kid’s teeth to be checked for strontium 90”，The Japan Times，2014 年 1 月 19 日 

(4) その他，「乳歯から被ばく量推計 県歯科医師会と東北・奥羽大」，福島民友，2014 年 2 月 4 日  

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

(1) タイ王国，The Dental Council of Thailand，2013 年 12 月 26～28 日，講演（The Scientific Conference on the 9th  

Anniversary of Tsunami Incident in Thailand）および現地関係者との情報交換 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 有 ） 

(1)  四川大学華西口腔医学院，部局間，2014 年 2 月 21 日～22 日，講演（大規模災害時に歯科が果たすべき役

割）および現地関係者との情報交換 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

(1) 大学院歯学研究科修士課程１年次学生１名 

(2) 理学部化学科 4 年次学生１名 

 

〈学生による成果発表〉 

 理学部化学科学生が本プロジェクトに参加し、歯質中の放射性ストロンチウムの測定に関わり、卒業論文の主

要テーマとして発表した。また卒業後も大学院生として引き続き研究活動に従事することになった。発表内容は

研究活動欄に記載の通り（小荒井 一真、木野 康志、高橋 温、鈴木 敏彦、清水 良央、千葉 美麗、小坂 

健、関根 勉、福本 学、篠田 壽：福島第一原発事故による被災牛の歯の放射性ストロンチウムの測定．第 15
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回環境放射能研究会 2014 年 3 月 6 日-8 日，つくば市・日高エネルギー加速器研究機構．） 

 また上記発表により、研究会奨励賞を受賞した（2014 年 3 月 8 日）。 

 

◇ポストドクターの活用（ 有 ） 

〈活用形態〉 

(1) 教育研究支援者，研究補助（被災動物およびヒトより収集した歯の標本作製），１名，採用期間 3 か月 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

本研究資金により、ポストドクターを１人採用することができた。この採用は、本人が博士課程に在籍中の専門

的知識を実用面に応用できる機会となった。また大学院学生１名および学部学生１名に研究補助として従事して

もらうことで，研究技術の向上をはかることができた。うち１人に関しては学部卒業論文のテーマに直結し，さら

に学会発表とその内容に対する受賞を通じて本人の研究に対するモチベーションの著しい向上につながったと思

われる。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

(1) 大学院歯学研究科，研究組織の主要構成員としての研究参加（兼務教員としての参加を含む） 

(2) 大学院理学研究科，歯・骨の中の放射性物質（Sr-90、Cs-137,134）の測定、放射線被曝により歯質中に発生

するラジカル量の測定 

(3) 高等教育研究開発センター，歯・骨の中の放射性物質（Sr-90、Cs-137,134）の測定、放射線被曝により歯質

中に発生するラジカル量の測定 

(4) 大学院農学研究科，福島第一原発事故被災動物からの試料収集 

(5) 加齢医学研究所，福島第一原発事故被災動物の線量評価事業からの助言 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

奥羽大学，協定の締結（放射線の健康影響に係る調査事業に関する連携協力） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

〈連携組織名〉国立保健医療科学院、弘前大学被ばく医療総合研究所および保健学研究科、新潟大学農学研究

科、山形大学理工学研究科 

〈連携の形態〉共同研究 

上記いずれの研究機関とも福島県原発事故により被災した動物（ウシ、ブタ、サル、野ネズミなど）から得ら

れた研究試料を共有し、データ解析、学会発表、論文発表等に関して共同研究を行っている。 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：A 

研究課題名：石巻市（市街地部）の物的空間の再・創生のための研究及び実践活動 

研究代表者 小野田 泰明 

所属部門・分野 情報管理・社会連携部門 災害復興実践学分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

小野田泰明（※） 

 

佐藤 健 

平野 勝也 

本江 正茂 

 

今井 健太郎 

小林 徹平 

松田 達夫 

姥浦 道生 

 

災害復興実践学分野・教

授 

同 教授 

同 准教授 

同 准教授 

 

同 助教 

同 助手 

同 非常勤職員 

都市再生計画技術分野 

准教授 

建築計画 

 

防災教育 

土木デザイン 

コミュニケーシ

ョンデザイン 

水工水理学 

都市デザイン 

土木デザイン 

都市計画 

 

研究の総括 

 

防災教育・WS の実施 

デザイン調整手法の提示 

協調的な建築空間の提案 

 

防災計画の立案 

デザインの実践 

デザインの実践 

市街地再生手法の提示 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

佃 悠 

北原 啓司 

野原 卓 

 

東北大学・助教 

弘前大学・教授 

横浜国立大学・准教授 

 

建築計画 

居住計画 

都市デザイン 

 

協調的な建築空間の提案 

中心市街地再生手法の提示 

地区の計画策定支援 

 合計  11 名  

研究経費  総額  4,250 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 今回の津波により都市空間を構成する様々な物的要素が壊滅的な被害を受け，その再構築が求め

られている．しかし復興の過程では，それら個別的縦割り的に再建されることにより，様々な問題

が生じることが想定される．のみならず，被災地域は従前から少子高齢化問題をはじめ様々な課題

を抱えた地域でありそれを考慮した先進的革新的な解決策の提示が必要である． 

そこで本研究は，石巻市市街地部を主な対象として，都市の物的構成要素の再構築に際し必要な

情報整備のための研究活動，及びそこで得られた情報を活用した実践的支援活動を通じて，質の高

い空間の再・創生のための効率的効果的な事業，規制，誘導の実施に寄与することを目的とする．

 

◇研究の特色・意義 

本研究の特色は，個別の研究活動「実践支援研究」と市役所等と協働して行う復興まちづくり「復

興実践活動」を，相互にフィードバックさせつつ並行的に実施する点にある．実践支援研究は，都

市計画・土木デザイン・建築計画・防災教育・避難計画の観点から，これらを相互に連携しつつ研

究を行い，復興実践活動は研究所内，更には他大学研究者の有する専門的情報や技術的知見を活用・

統合化しつつ，石巻市役所や住民まちづくり組織に対して適切な支援・助言を行う．二つの実践活

動を通して，質の高い空間の再構築への貢献を果すことができる． 

当該年度

の研究成

果の内容 

 石巻市行政に対して，復興まちづくり検討会議における検討を通じた支援を行った．具体的に

は，中心市街地において再開発計画と関連した橋および取付道路の設計に関して対案を作成・提示

し，それらの実現方向性の修正に寄与している．また中心市街地全体の津波発生後の避難計画に関

して，対案を作成・提示し，それを元に復興庁への第七次申請の計画書が作成されている．半島部

では，旧町の雄勝・牡鹿・北上の中心部の計画に関して，防潮堤や上物施設に関して引き続き支援

を行っている．また民間に対しては，街なか創生協議会への支援を中心に行った．その成果の一つ

は「川沿いを核とした中心市街地まちづくり計画案」として 25 年 12 月にまとめられ，行政等に提

案されている．また，今年度から復興の白地(復興事業が予定されていない)地域に対して「東部ま

ちづくり協議会」を開始し，支援を開始している． 

このように，前年度の実践研究の成果は，高いレベルの計画提案としてまとめられ，かつ行政及び

民間の復興まちづくりに実際的に活用されている． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 石巻市行政に対して，常に防災・減災の観点を取り入れた都市・建築空間の提示を行い，行政素

案の実現方向性の修正・復興計画案の実現に寄与している． 

（1）沿岸部における計画：防潮堤や河川堤防整備により沿岸部と市街地が乖離するのではなく，

それらが一体となる都市・建築空間の提示を行っている．具体的には，河川沿いで行われる再開発

と関連した橋の設計や，高低差を解消する取付道路の設計である． 

（2）内陸部における計画：中心市街地では，津波の発災により浸水する区域に関して，区域から

避難する発生人口とそれらの人々の避難距離を元に避難計画を作成し，現在津波復興拠点事業で予

定されている防災センターや，ささえあいセンターの必要な面積算出を行なっている．これは災害

対応時に中心市街地の避難の重要な拠点となる施設である． 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 6 ）編  

小野田泰明,発災から三年目における建築学会の貢献－震災復興支援タスクフォースの組織化とその課題,日本建築

学会・東日本大震災３周年シンポジウム,pp105-110,2014,査読無 

苅谷智大・姥浦道生、震災復興初動期における住民主導型まちづくりの発動プロセスに関する一考察 

日本都市計画学会学術論文集、48-3、2013 年 11 月、837-842、査読有 

姥浦道生、石巻市・市街地部を中心とした復興の現状と課題－「事業」「空間」「時間」の総合性に着目して－ 

東日本大震災復興と減災まちづくり円卓会議公開研究会資料、日本建築学会巨大災害からの回復力が強いまちづ

くり特別調査委員会、2013 年 12 月、25-31、査読無（依頼原稿） 

小林徹平・小野田泰明・平野勝也・浜辺隆博・松田達生:石巻市鮎川浜における防災集団移転事業，第 48 回土木

計画学秋大会，査読無，vol48(CD-R)，2013 

小林徹平・平野勝也・松田達生，石巻市の漁村集落における防災集団移転促進事業から見える課題，土木学会景

観デザイン講演集，No.9 pp211-214，2013，査読無 

松田達夫・小林徹平(5 番目)，石巻市雄勝地域中心部における高台移転計画と造成デザイン，土木学会景観デザイ

ン講演集， No.9, pp 207-210，2013，査読無 

 

◇著書 

合計（ 1 ）冊 

小野田泰明／プレ・デザインの思想／／TOTO 出版／2011／単著 

 

◇学会発表  

合計（  11  ）件 

○通常講演  （ 4 ）件 

Ubaura,M.、Reconstruction Plans and Planning Process after the Great East Japan Earthqquake 

The 3rd Japanese-German University President’s Conference(HeKKSaGOn University Consortium)  

2013.9.13-14、Göttingen・Germany 

松田達夫・平野勝也・小野田泰明・土岐文乃・菅原麻衣子・小林徹平，石巻市雄勝地域中心部における高台移転計

画と造成デザイン，土木学会・土木学会景観デザイン研究発表会，2013.12.14-15，東京都・東京工業大学   

小林徹平・小野田泰明・平野勝也・浜辺隆博・松田達生:石巻市鮎川浜における防災集団移転事業/土木学会・第 48

回土木計画学秋大会/2013 年 11 月 2 日-4 日/大阪・大阪市立大学 

小林徹平・平野勝也・松田達生，石巻市の漁村集落における防災集団移転促進事業から見える課題，土木学会・土

木学会景観デザイン研究発表会，2013.12.14-15，東京都・東京工業大学   

 

○基調講演・招待講演 （ 7 ）件 

Yasuaki Onoda,／Issues and Tasks; Things that three years’ struggle has taught us-Reconstruction Works from Tohoku 

Earthquake and Tsunami／City and architecture after March 11th - How do architects regenerate the local?／March.15 , 2014

／Maison de la culture du Japon, Paris, France 

Yasuaki Onoda,／Issues and Tasks; Things that three years’ struggle has taught us-Reconstruction Works from Tohoku 

Earthquake and Tsunami／Architect Lecture Series 2014／March.14 , 2014／Ecole Nationale Superieure d'Architecture 

Paris-Malaquais, Paris, France 

小野田泰明／復興事業と文化施設の再生-釜石中心部の復興計画から-／JATET FORUM 2013/14／2014 年 01 月

29 日／座・高円寺、東京 

小野田泰明／東日本大震災からの復興業務を担当して-何が復興プロセスの差となって表れるのか-／復興まちづ

くり講演会／愛知県・愛知県都市整備協会／2014 年 01 月 15 日／東建ホール丸の内・名古屋市・愛知県 

小野田泰明／建築と土木の協同作業としての復興／土木学会東北支部／土木の日特別行事：防災に関するシンポ

ジウム／2013 年 12 月 06 日／仙台市情報産業プラザ・アエル・仙台市 

Yasuaki Onoda／Actual Condition of Reconstruction Works-The report from a Tsunami affected areas／Design at 
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Risk ,Urban Humanities Lecture Series／Nov. 11, 2013／De Cafe: Lecture Hall, UCLA, LA, USA 

小野田泰明／東日本大震災における復興計画／日本建築学会東北支部 東日本大震災災害調査報告会／2013 年 5

月 11 日／せんだいメディアテーク・仙台市 

 

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ 16 ）件 

小野田泰明，東日本大震災 復興事業における今日的な課題，新都市 Vol.67,No.8，45-48，2013 

小野田泰明，東日本大震災 被災地における復興公営住宅整備における課題とその対応，住宅会議 No.89，10-11，

2013 

小野田泰明，復興事業と文化施設の再生‐釜石中心部の復興計画から考える，JATET・劇場演出空間技術協会

Vol.74，42-46，2014 

小野田泰明，東日本大震災からの復興の特徴と課題，JAEE・日本地震工学会誌 Vol.21，30-31，2014 

小野田泰明，東日本大震災からの復興と自治体の役割，月刊地方自治職員研修 Vol.659，12-15 

小野田泰明，東日本大震災からの復興計画づくりの中で考えたこと，道路建設 Vol.743，22-26 

小野田泰明，東日本大震災からの復興における高齢社会への対応，Civil Engineering Consultant Vol.263，10-13，

2014 

平川新・今村文彦・東北大学災害科学国際研究所編著、東日本大震災を分析する２震災と人間・まち・記録    

（姥浦担当部分：第 2 部第 1 章「復興まちづくりのあり方」、94-103）、2013 年 6 月 

姥浦道生、石巻中心市街地の住民主導型復興まちづくり、地盤工学会誌、No.19、41-42、2013 年 6 月（依頼原稿） 

姥浦道生、震災復興の過程における建築家とプランナー、建築雑誌、No.1651、Vol.128、44-45、2013 年 11 月（依

頼原稿） 

姥浦道生、震災 3 年後における復興計画の課題－「事業」「空間」「時間」「主体」の総合性の確保の観点から、 

人と国土 21、Vol.39、No.6、6-9、2014 年 3 月（依頼原稿） 

平野勝也，第 73 回論説（2） 復興の現場から見た土木工学の進むべき道，土木学会誌，Vol.98 no.8 August 2013 

平野勝也，防潮堤とまちづくり，日本地震工学学会誌，査読無し，No.19，13-14，2013 

平野勝也，各人各説 防潮堤雑感，ACE 建設業界，査読無し，2013 年９月号，30-30，2013 

平野勝也，防潮堤，建設物価，2013・9 月号，査読無し，記事 8-9，2013 

平野勝也，制度疲労，建設物価，2013・12 月号，査読無し，記事 8-9，2013 

 

◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（  1  ）件  参加者合計（ 200 ）名 

 

○国内学会大会 （ 1 ）件 参加者（ 200 ）名 

 災害実践学復興シンポジウム，激甚災害からの住宅復興：コアハウスの可能性，2014 年 1 月 13 日，建築会館

ホール 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  3  ）件 参加者合計（   ）名 

小野田泰明／災害復興公営住宅の供給計画／第 29 回日本住宅会議サマーセミナー／2013 年 8 月 26 日／JA ビル

宮城 大会議室・仙台市 

小野田泰明／東日本大震災における復興計画／自治体フォーラム研修会／2013 年 6 月 17 日／市町村職員中央研

修所（市町村アカデミー）・幕張市 

姥浦道生、石巻の復興の実態と課題、日本都市計画家協会勉強会、2013 年 4 月 4 日、東京 

 

◇学外での社会活動 

合計（ 9 ）件  
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・行政・企業との連携 （ 6 ）件 参加者合計（    ）名 

小野田泰明，石巻市 石巻市復興まちづくり推進会議 副座長（2013-現在） 

平野勝也・姥浦道生，石巻市 石巻市復興まちづくり推進会議 委員（2013-現在） 

姥浦道生，石巻市 石巻市復興まちづくり推進会議 市街地 WG 座長（2013-現在） 

平野勝也，石巻市 石巻市復興まちづくり推進会議 半島部ＷＧ 座長（2013-現在） 

小野田泰明，石巻市 石巻市復興まちづくり推進会議 公営住宅 WG 座長（2013-現在） 

平野勝也，東北地方整備局 旧北上川河口部川まちづくり検討会 委員（2013-現在） 

 

・地域コミュニティ（自治会など）との連携 （ 3 ）件 参加者合計（   ）名 

小野田泰明・平野勝也，石巻まちなか創成協議会 委員（2011-現在） 

小野田泰明・平野勝也，鮎川港まちづくり協議会 アドバイザー （2013-現在） 

小野田泰明・平野勝也，二子まちづくり協議会 アドバイザー（2013-現在） 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

小野田泰明，インドネシア，ガジャマダ大学，2013 年 11 月～2014 年 1 月，復興に関する調査・意見交換と災害

実践学復興シンポジウムの開催（2014 年 1 月 13 日） 

小野田泰明・平野勝也，Risk Architecture Workshop 石巻（2014.3.11-3.22）の実施に協力した（ショートレクチャ及

びエスキス）． 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：A 

研究課題名：研究所の実践的防災学の知見を国際防災政策に反映させるための研究 

研究代表者 小野 裕一 

所属部門・分野 情報管理・社会連携部門 社会連携オフィス 

職名 教 授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※小野 裕一 

 

泉 貴子 

 

 

池田 菜穂 

 

 

江川 新一 

村尾 修 

寺田 賢二郎 

アナワット＝サッパシ

ー 

今村 文彦 

社会連携オフィス 

教授 

社会連携オフィス 

特任准教授 

 

社会連携オフィス 

助教 

 

災害医療国際協力・教授

国際防災戦略・教授 

地域安全工学・教授 

地震津波リスク評価・准

教授 

津波工学・教授 

国際防災戦略 

 

国際防災協力 

 

 

山岳地域におけ

る防災 

 

災害医療 

国際防災 

地域安全工学 

津波工学 

 

津波工学 

研究統括、 

 

現場調査と分析 

 

 

現場調査とデータベース管理 

 

 

戦略策定 

戦略策定 

戦略策定 

研究支援 

 

戦略策定 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

佃 悠 工学研究科 都市・建築

学専攻 助教 

都市・建築学 研究支援 

 合計   9 名  

研究経費  総額  4,500  千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

国際防災政策の策定は、様々な国や国際機関、国際 NGO などが加盟国の意見を取り入れながら

恒常的に行う終わりのないプロセスである。研究初年度は、（１）まず防災政策を決定する主たる国

際機関や国際 NGO 等の活動の瞠目をデータベース化し、特に防災の目標を設定していないかどう

かを含めて分析を加え、（２）研究所の７部門３６分野にわたる実践的防災学の成果を、特に東日本

大震災から得た教訓に基づいてブレンドし、研究所の発信したい知見を選抜し、（３）次に関連の国

際機関や国際会議を選抜し、日本政府や関連の研究機関と連携しながら戦略的にアプローチを試み、

その機関や会議に基づいた防災政策の意思決定に影響を与えうるような計画を立て、（４）関連機関

への訪問やプロセスの中心となる国際会議への参加をし、（５）政策提言の要旨などを前もって準備

し、（６）重要な案件については、国際機関の職員を研究所や被災地に招き、会議自体を研究所に誘

致することを目的とした。 

◇研究の特色・意義 

本研究所の実践的防災学の成果を国際防災政策に反映するための戦略を練り、世界の防災・減災活

動に寄与・貢献することを目指す。これは本研究所の個々の教員が取り組んでいる課題であるが、

本研究所総体として特に多数の政府が関与する政府間プロセスや国際機関を相手としたマルチの連

携を視野に行う活動になる。 

当該年度

の研究成

果の内容 

（１）防災にかかわる主要な国際機関のデータベース化に着手した。（２）研究所の国際戦略の基

礎的な考え方について構想に着手した。（３）国連防災世界会議にむけての戦略の一つとして、５

月にジュネーブで開催された「防災グローバル・プラットフォーム会合」に出席し、科学技術の成

果を防災行政に反映させることの重要性をステートメントとして発表した。１０月には、現行の

「兵庫行動枠組み」を東日本大震災からの教訓をもとに見直し、「IRIDeS Review」という形で英

文の報告書を作成した。この他にも国内外で様々に行われている国連防災世界会議にむけての準備

作業に積極的に参加貢献した。（４）２つの国連機関の防災専門家会合を東北大でホストした（９

月末に国連アジア太平洋経済社会委員会と「アジア太平洋地域の災害統計について」と３月中旬に

国連ハビタットと「都市災害の指標について」）。前者は、アジア太平洋地域に各国が災害統計を作

る上での Minimum Standard を作る必要性について合意し、草案を作るにあたって中核となるグル

ープを設立した。後者は、都市災害の指標作成過程において、東日本大震災を含むアジア各国の事

例をインプットした。（５）国際災害医療の分野で米国側と調整し、２０１４年５月に国連の代表

も招聘して米国で国際会議を開催し、「兵庫行動枠組み」の見直しに貢献することが決定した。

（６）日本ＩＢＭやウェザーニューズなどの民間企業とレジリエンスについてのシンポジウムを開

催し、チリの復興副大臣をゲストとして招聘し、産学官の連携による防災現在復興の取り組みの重

要性について議論した。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

東日本大震災の教訓を本研究所の実践的防災の研究成果と結び付けて体系的に世界に発信すること

に貢献した。国連防災世界会議にむけての準備は、実践的防災学の成果を反映させるには願っても

ない機会である。なお、低頻度大災害に対しての防災戦略の策定は必須の課題であるが、台風ハイ

エンの発災直後に研究所としてどのように対応するかについての戦略を練り、マニラ大学で開催さ

れたワークショップに専門家を送る活動にも貢献した。 
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（  1  ）件 

○基調講演・招待講演 （ 1 ）件 

世界科学会議／２０１３年１１月２４－２７日／ブラジル・リオデジャネイロ／１００名（日本学術会議招

聘） 

 

◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（ ２ ）件  参加者合計（ ８０）名 

（１）Expert Group Meeting (EGM) on Improving Disaster Data to Build Resilience in Asia and the Pacific／２０１３

年９月３０日‐１０月１日／仙台・東北大学／５０名・算出方法当日受付／主催 

（２）Expert Group Meeting on Urban Disaster Risk Reduction & Resilience in Sendai ２０１３年３月１３－１４日／仙

台・東北大学／３０名・算出方法（当日受付）／主催 

（１） http://enea.unescap.org/meeting/2013/egm-meeting-programme-2013.html 

（２） 別紙添付 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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６ 成果のアピール 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：東日本大震災における仙台市内の面的地震動推定と振動被害 

研究代表者 大野 晋 

所属部門・分野 災害リスク・地域地震災害 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

大野 晋※ 

源栄 正人 

王  欣 

 

地域地震災害・准教授 

地域地震災害・教授 

地域地震災害・助教 

 

 

地震工学 

地震工学 

地震工学 

 

 

地震動特性評価・とりまとめ 

建物振動被害評価・分析 

振動被害調査及び分析 

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

三辻 和弥 

 

 

山形大学・准教授 地盤・基礎構造 地盤・基礎構造被害評価 

 合計   ４ 名  

研究経費  総額 30,000 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 

 研究代表者らによる高密度な強震観測が行われ，東北地方太平洋沖地震の強震記録が得られてい

る仙台市内において面的地震動の推定を行い，仙台市内の各種振動被害の調査結果を GIS 上に集約

した上で，被害種別ごとに地震動と振動被害の関係について検討し，東日本大震災における地震動

の特性と建物・地盤被害との関係を明らかにする。 

◇研究の特色・意義 

 東日本大震災では，沿岸部の津波被害のみならず，内陸部での振動被害も多く発生した。東日本

大震災における地震動は，場所により異なるものの，おおまかには広範囲の高震度と非常に長い継

続時間で特徴づけられる。一方振動被害は，震度から予想されるより建物被害率が小さい一方，広

域にわたる地盤災害と大空間構造の天井被害が顕著であり，被害種別により被災の程度と場所が異

なる複雑な様相を示している。本研究では，今後の巨大地震に対してこのような振動被害を低減す

るために，東日本大震災における地震動特性と各種振動被害との関係を明確にすることを目的とす

る。 

 

当該年度

の研究成

果の内容 

まず，建築構造物および土木構造物の各種被災データをデータベースとして GIS 化した。その

うち，建物悉皆調査結果について，市内各地区の構造・年代・高さごとの被害率と地震動特性の関

係について検討した。さらに，1978 年宮城県沖地震での悉皆調査結果との比較も行った。その結

果，地区別の被害率の相違は，地震動振幅と建物年代の相違の影響が大きいことを示した。 

また，東北地方太平洋沖地震の観測記録に基づいて，地下構造の違いを考慮して仙台市全域の地

震動を作成した。この地震動を入力として，耐震診断データに基づきモデル化した建物の応答解析

により建物損傷度推定を行い，被害との対応について検討した。建物モデルの復元力特性の修正や

相互作用を考慮すれば，比較的良く被害が説明できることを示した。 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 

 本研究で得られる結果は東日本大震災の複雑な振動被害の要因の解明に寄与するとともに，今後

の都市の耐震性能向上のためのマイクロゾーニングの基礎資料として用いる予定である。 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 9 ）編  

大野晋，仙台市内の地盤増幅特性と強震動分布，日本建築学会東北支部2011年東日本大震災災害調査報告，2013，

pp.4-9，査読無 

源栄正人，地形・地質によって異なる地震動特性と構造物の非線形応答，日本建築学会東北支部 2011 年東日本

大震災災害調査報告，2013，pp.17-22，査読無 

三辻和弥，地盤・基礎の被害，日本建築学会東北支部 2011 年東日本大震災災害調査報告，2013，pp.38-43，査

読無 

小池悟・三屋栄太・大野晋・源栄正人，観測記録に基づく仙台市域の地盤震動特性に関する研究，日本建築学会

東北支部研究報告集構造系，第76号，2013，pp.95-98，査読無 

大野晋，宮城県，および仙台市内での地震動，平成23年(2011年)東北地方太平洋沖地震災害調査報告書～地震・

地震動および社会基盤施設の被害～，東日本大震災に関する東北支部学術合同調査委員会，2013，pp.53-59，査読

無（依頼原稿） 

Susumu Ohno, Eita Mitsuya, Satoru Koike, and Masato Motosaka，Site amplification characteristics of 

the 2011 Tohoku earthquake sequence in Sendai, Japan, and their interpretations by the irregular 

subsurface structures, Proc. of 11SEGJ, 2013，Paper No. 163，査読有 

三屋栄太・大野晋・源栄正人，東北地方太平洋沖地震の記録を用いた仙台市における建物損傷評価に関する検討，

日本地震工学会・大会-2013梗概集，2013，pp.269-270 ，査読無 

大野晋，仙台市の強震動，東日本大震災合同調査報告 共通編１ 地震・地震動，東日本大震災同調査報告書編

集委員会，2014，pp.129-133，査読無（依頼原稿） 

大野晋・吉村真悟・柴山明寛，悉皆調査に基づく東北地方太平洋沖地震の仙台市における地震動特性と建物振動

被害の関係：東北地域災害科学研究，50, 2014，pp.49-52 ，査読無 

 

◇学会発表  

合計（  2  ）件 

○通常講演  （ 1 ）件 

Susumu Ohno，Site amplification characteristics of the 2011 Tohoku earthquake sequence in Sendai, 

Japan, and their interpretations by the irregular subsurface structures, 11SEGJ, 2013年 11月 18-20日，

横浜，新横浜プリンスホテル 

 

○基調講演・招待講演 （ 1 ）件 

大野晋，地震動，平成23年東北地方太平洋沖地震災害調査報告会，2013年 7月 2日，仙台，仙台市情報・産業

プラザ多目的ホール 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉  

工学研究科都市・建築学専攻 

 

〈学生による成果発表〉 

156



 

日本建築学会東北支部研究報告会／2013年 6月 23日／1件・1名 

日本地震工学会・大会／2013年 11月 12日／1件・350名 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有  ） 

山形大学・地域教育文化学部 三辻和弥准教授 研究組織への参加（地盤・基礎構造被害評価） 
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平成 25 年度東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：津波による海岸樹木の被害リスク評価手法の高度化 

研究代表者 今井健太郎 

所属部門・分野 災害リスク研究部門津波工学研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

今井 健太郎 

 

 

今村 文彦 

津波工学研究分野・助教

 

津波工学研究分野・教授

津波工学 

 

 

津波工学 

研究総括，現地実験，海岸樹木

の被害リスク評価手法の開発，

津波数値解析 

海岸樹木の被害リスク評価手

法の開発 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

原田 賢治 

 

南 幸弘 

 

 

坂本 知己 

 

 

野口 宏典 

 

 

二宮 栄一 

静岡大学防災総合セン

ター・准教授 

アジア航測株式会社・技

師 

 

(独)森林総合研究所・室

長 

 

(独)森林総合研究所・研

究員 

 

高知県治山林道課・課長

補佐 

 

津波工学 

 

空間情報学 

 

 

海岸砂防 

 

 

防災林学 

 

 

森林土木 

現地実験，津波数値解析 

 

樹木構造計測・処理 

 

 

実験対象木の評価，現地実験

 

 

林相の倒伏耐力影響評価，現地

実験 

 

実務の立場からの現地適用へ

の検討，現地実験 

 合計   7 名  

研究経費  総額 2,542 千円 
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研究目的 何をどこまで明らかにしようとするのか 

津波に対して海岸林が被害を軽減する効果を持つことが知られているが，海岸樹木の被害リス

ク評価を見積もった例は少ない．事実，2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震津波

は東北地方の沿岸地域の海岸林に壊滅的な被害をもたらしたが（林野庁，2011），そのリスク評

価については行われていなかった．本研究では，実際の海岸樹木を対象として引き倒し試験を実

施し，その倒伏耐力と群生環境や根部発達に関する詳細調査を行い，その関係性を明らかにする．

さらに，LP 計測による複雑な樹木構造評価を行い，樹齢や群生環境との関係性を調査する．そし

て，これらを評価可能となるように定式化を試みる．将来の南海トラフ巨大地震による津波被害

が危惧されている地域に適用し，海岸林被害のリスク評価とそのリスク低減に資する実践的対応

策を本研究の実測結果に基づき提案する． 

研究の特色・意義 

本研究課題で実施した実際の海岸樹木に対する大規模倒伏耐力実験とそのデータは，これまで

実施例が少ないため，学術的に貴重なデータといえる．また，海岸林の被害リスクを定量的に示

すためには，重要な知見となる．また，LP 技術を用いた海岸樹木の構造解析についても，これま

で実施された例は少なく，LP による点群データから樹木構造を評価することにより，津波氾濫

解析への実装に大きく寄与することができる．まだ検討段階ではあるが，これらの基礎データに

より，海岸林被害のリスク評価に資する評価手法を提案することが今後可能となる． 

当該年度

の研究成

果の内容 

300～400 字の間で専門家以外にも理解できるようにまとめてください 

津波による海岸クロマツの被害リスク評価の高度化のために，海岸樹木を対象とした現地実

験を行った．ひとつは倒伏耐力実験であり，H24 年度に実施した計測結果を踏まえて群生環境

などを考慮した倒伏耐力評価式の高度化を行った．倒伏限界モーメントは，クロマツ胸高直径

で評価する方法が適切であることを示した． 

 立木地盤の被砂層厚を増加させることによって，その倒伏限界モーメントは強化されるが，

樹木胸高直径の 3 倍以上の厚さではその強化傾向は頭打ちとなることがわかった． 

 海岸樹木の作用流体力評価に必要な体積や表面積について，従来の概算モデルの成木クロマ

ツへの適用可能性について検討を行った．パラメータの若干の調整は必要であるが，適用性は

おおむね良好であることがわかった． 

 以上の結果から，被害リスク評価を検討するための諸情報を取得することができた．これら

の結果と津波数値シミュレーションを組み合わせることにより，より詳細な対応策を検討する

ことが可能となった． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

当該研究が防災・減災にどのように寄与するのかを必ず明記してください 

 入野松原や琴ヶ浜松原における海岸林の津波耐力強化手法を実務の視点から検討した．海岸

クロマツにおいて，地盤環境条件（地質や地下水位など）が津波耐力に影響していることが大

規模な現地試験から明らかとなった．しかし，既存海岸林の地盤環境条件の改変は現実的に難

しく，実効的かつ実践的な手法が必要であった． 

本研究により，海岸クロマツの耐力には，根部上端から地盤までの被砂層厚が寄与している

ことを明らかになった．この特性を用いて被砂層厚を増加させることにより，既存海岸林の耐

力強化を実施することができる．実際に，入野松原では，この方法による海岸林の津波耐力強

化策の検討が行われている．  

URL 等 参加研究者および研究組織が作成した研究内容または研究成果に関するウェブサイトなど該当

なし 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 2 ）編  

学術論文（著者名／表題／雑誌名／巻号／頁／発行年／査読の有無） 

1) 今井健太郎・原田賢治・南幸弘・川口誠史・二宮栄一，海岸樹木の津波耐力評価手法の高度化，土木学

会論文集 B2（海岸工学），69-2，361-365，2013．査読有り 

2) 林晃大・今井健太郎・今村文彦，津波漂流物の捕捉機能を有する植栽の設計に関する研究，土木学会論

文集 B1（水工学），70-4，1141-1146，2014．査読有り 

 

◇学会発表 

合計 （ 6  ）件  

○通常講演 

1) Kentaro IMAI, Kenji Harada, Yukihiro Minami, Seiji Kawaguchi, Ei-ichi Ninomiya, Fumihiko IMAMURA, 

Advanced evaluation method for tsunami resistance of coastal forests, International Tsunami Symposium, Turkey, 

2013.9. 

2) 今井健太郎・原田賢治・南幸弘・川口誠史・二宮栄一，海岸樹木の津波耐力評価手法の高度化，土木

学会海岸工学講演会・福岡，2013.11. 

3) 今井健太郎・原田賢治・川口誠史・野口宏典・坂本知己・南幸弘・二宮栄一・今村文彦，海岸クロマ

ツの倒伏耐力評価手法について，日本海岸林学会，盛岡，2013.11.22 

4) 今井健太郎・原田賢治・川口誠史・野口宏典・坂本知己・二宮栄一・南幸弘・今村文彦，海岸クロマ

ツの群生環境が倒伏限界モーメントに及ぼす影響，東北地域災害科学研究集会・秋田，2014.1. 

5) 林晃大・今井健太郎・今村文彦，津波漂流物の捕捉機能を有する植栽の設計，東北地域災害科学研究

集会・秋田，2014.1. 

6) 林晃大・今井健太郎・今村文彦，津波漂流物の捕捉機能を有する植栽の設計に関する研究，土木学会

水工学講演会・神戸，2014.3. 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加 （ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

（１）学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

東北大学大学院工学研究科土木工学専攻 

 

〈学生による成果発表〉 

1) 林晃大・今井健太郎・今村文彦，津波漂流物の捕捉機能を有する植栽の設計，東北地域災害科学研究

集会・秋田，2014.1. 

2) 林晃大・今井健太郎・今村文彦，津波漂流物の捕捉機能を有する植栽の設計に関する研究，土木学会

水工学講演会・神戸，2014.3. 

 

（２）ポストドクターの活用（ 無 ） 
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４ 東北大学各部局との連携 

（１）東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力の有無（ 有 ） 

静岡大学 

独立行政法人 森林総合研究所 

高知県 

（２）国内の研究機関の研究への参加（ 有 ） 

静岡大学 

独立行政法人 森林総合研究所 

高知県 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：2011年大津波による大規模浸食機構の解明と浸食抑制方法の提案―ねばり強い

海岸堤防の復興を目指して 

研究代表者 真野 明 

所属部門・分野 災害リスク研究部門・災害ポテンシャル研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 

 真野 明※ 

 

 

 

 

 災害ポテンシャル研究

分野・教授 

 

 

 

水工学 

 

 

 

 

総括、 

浸食メカニズム解明、 

浸食制御 

 

 

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 

 田中 仁 

 

 

Budianto Ontwirjo 

 

 

 

 工学研究科土木工学専

攻・教授 

 

 BPPT, Indonesia・ 

Senior Researcher. 

 

 海岸工学 

 

 

海岸工学 

 

浸食実態把握、 

浸食制御 

 

 数値モデルの開発 

 合計   3 名  

研究経費  総額 2550 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

仙台湾南部海岸では、2011 年東北地方太平洋沖地震津波によって、大規模な浸食（津波湾）が起こ

り、海岸堤防が高密度で破堤した。浸食の原因は、いずれの津波湾とも先の閉じた水路や湿地があ

った場所に重なることなどから戻り流れの集中が引き起こした浸食であると推定された（真野ら、

2013）。本研究は、数値モデルによる現象の再現実験を通して、大規模浸食のメカニズムを解明し、

次に同じ数値モデルを用いて、侵食を効率よく抑制するする方法を見つけ提案するものである。 

◇研究の特色・意義 

中央防災会議は、東日本大震災をうけ減災指針に関する次の提言をまとめた。すなわち、対象とす

る津波を、発生頻度は高く、津波高は低いものの大きな被害をもたらすクラス（L1）と、発生頻度

は極めて低いものの、甚大な被害をもたらす最大クラス（L２）に分け、海岸堤防の再建にあたって

は L1 を防御し、L2 に対しては越流を許すもののねばり強い構造とするものである。この中では、

押波の越流による破壊メカニズムが主に取り上げられ、その対策としてコンクリートの三面張工法

が提案されている。 しかし、仙台湾南部海岸においては、津波の戻り流れが破堤の主因と考えら

れ、しかもさらに大規模な破壊であることから、この浸食機構を解明しその対策を示すことにより、

破堤しにくい堤防の設計に寄与するものである。 

当該年度

の研究成

果の内容 

三陸海岸、仙台湾海岸を通じて、最も壊滅的に海岸堤防が壊れたのは、山元海岸である。破堤密

度も高いし、背後には津浪湾や津波水路が形成され、陸地が大きくえぐられている。山元で他所と

違って大きく壊れた破壊機構を調べた。その結果、堤防の破壊は２段階で起こったことが明らかに

なった。第１段階は、約６m の段波状の津波が、波返し、パラペット、構造の継ぎ目など弱い部

分を破壊した。山元海岸は、震災以前から深刻な海岸侵食を受けており、砂浜がほとんど無い脆弱

な海岸である。用地が無いため海岸堤防は急勾配となり、波当たりが強いため波返しが設置されて

いた。波力をまともに受ける構造は弱く、高密度で破壊された。第２段階は戻り流れによる侵食で

ある。第１段階で破壊された箇所、また背後に水路やくぼ地がある箇所に陸上にあふれた大量の津

波が、集中して海に戻り、周辺を大規模に侵食した。阿武隈川以北では、貞山運河が戻り流れを制

御したことがわかっているが、運河の有無、背後地の勾配、粗度が大規模浸食与える影響を評価

し、浸食ポテンシャルを求めた。仙台市荒浜海岸と山元海岸を比較し、後者の浸食ポテンシャルが

150 倍高いことを示した。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 大規模に破壊した海岸堤防の破壊メカニズムと浸食ポテンシャルを明らかにした。最大クラス

（L２）の津波が堤防を越えても、大きく壊れないねばり強い構造とするためには、この破壊メカ

ニズムが指針となる。第１段階の破壊メカニズムである、波返し、パラペット、急傾斜堤、構造の

継ぎ目などの弱点を解消することが重要である。震災後の海岸堤防復興に当たってこの点が考慮さ

れ設計、施工に反映されている。一方、第２段階の破壊メカニズムについては、その対策はあまり

考慮されていない。現在仙台湾沿岸の海岸堤防は、緩傾斜堤が主体であり、海側、天端、陸側の表

面をコンクリートブロックで被覆する構造となっている。堤体陸側の法尻は、浸食を受けやすいこ

とから、止水と表土の置き換えなどが行われている。戻り流れを、堤体でせき止めて、流れを止め

浸食を防止する考え方である。有効性はあると考えられるが、内水の問題も含めて、長期間堤内側

に湛水する危険があり、この対策が別途必要である。 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ １２  ）編  

（１） A. Matsumoto, A. Mano, U. Mitsui and M. Hanzawa (2013): Armor Block Stability of Submerged Breakwaters 

Predicted by Numerical Wave Flume, Journal of Coastal Research, SI 65, pp.338-343, 12th International Coastal 

Symposium 2013, Plymouth University, UK, 8-12 April 2013.DOI: 10.2112/SI65-058.1 （査読有） 

（２） A. Mano, T. Iida, K. Udo and H. Tanaka (2013): Breaking process and mechanism of coastal leaves on Sendai Bay 

Coast hit by the 2011 mega tsunami, Journal of Coastal Research, SI 65, pp.772-777, 12th International Coastal 

Symposium 2013, Plymouth University, UK, 8-12 April 2013.DOI: 10.2112/SI65-131.1（査読有） 

（３） Tatsuki Iida, Shuichi Kure, Keiko Udo Akira Mano, and Hitoshi Tanaka (2013): Breaching of Coastal Levees by the 

Return Flow of 2011 Tsunami, AOGS 10th Annual Meeting, 24-28 June 2013, Brisbane, Australia, Oral, OS22-A004, 

28 June, 2013. （査読有） 

（４） Tatsuki Iida, Shuichi Kure, Keiko Udo, Akira Mano and Hitoshi Tanaka (2013): Breach Process Simulation of 

Coastal Levees Broken, the 9th APRU, 28-29 Oct. 2013, National Taiwan University,  Taipei, China, Poster, 28 Oct. 

2013, The 9th APRU Research Symposium on Multi-Hazards around the Pacific Rim Proceedings, pp214, 2013. 

（査読有） 

（５） 有働恵子、田中 仁、真野 明、武田百合子(2013): 東北地方太平洋沖地震津波による宮城県仙台湾南部

海岸の海浜変形特性、第 60 回海岸工学講演会、九州大学医学部百年講堂、平成 25 年 11 月 13 日～15

日、口答発表、11 月 14 日（木）、土木学会論文集 B2（海岸工学）、vol 69, No.2, I_1391-I1395, 2013（査読

有） 

（６） 田中 仁、Mohammad BagusAdityawan、有働恵子、真野 明 (2013): 津波による旧川位置での河道形成と

戻り流れの排水機能、第 60 回海岸工学講演会、九州大学医学部百年講堂、平成 25 年 11 月 13 日～15 日、

口答発表、11 月 15 日（金）、土木学会論文集 B2（海岸工学）、vol. 69, No.2, I_1391-I_1395, 2013（査読有） 

（７） Nguyen Xuan Dao, 田中 仁、Mahammad Bagus Adityawan、有働恵子、真野 明(2014): 東日本大震災津波

による石巻海岸での海浜地形変化、第 60 回海岸工学講演会、九州大学医学部百年講堂、平成 25 年 11 月

13 日～15 日、口答発表、11 月 15 日（金）、土木学会論文集 B2（海岸工学）、vol. 69, No.2, I_281-I_285, 

2013（査読有） 

（８） Tatsuki Iida, Akira Mano, Keiko Udo and Hitoshi Tanaka (2014): Destruction Patterns and mechanisms of Coastal 

Levees on the Sendai Bay Coast Hit by the 2011 Tsunami, Advances in Natural and Technological Hazards Research, 

Tsunami Events and Lessons Learned, Springer, Chapter 16, pp. 309-320.Doi: 10.1007/978-94-007-7269-4, ISSN: 

1878-9897（査読有） 

（９） 飯田立樹、呉 修一、有働恵子、真野 明、田中 仁 (2014):東北地方太平洋沖地震津波による海岸堤防

破堤箇所周辺の浸食要因の考察、第 58 回水工学講演会、平成 26 年 3 月 4 日～6 日、神戸大学工学研究

科、六甲台第 2 キャンパス、口答発表、3 月 4 日（火）、土木学会論文集 B1 (水工学), vol.70, No.4, pp 

I_1153-I_1158, 2014. （査読有） 

（１０） 平田吉成、真野 明、有働恵子、呉 修一 (2014): k-ε モデルによる植生のある急勾配流れの乱れ予測、

第 58 回水工学講演会、平成 26 年 3 月 4 日～6 日、神戸大学工学研究科、六甲台第 2 キャンパス、口答発

表、3 月 6 日（木）、土木学会論文集 B1 (水工学), vol.70, No.4, pp I_859-I_864, 2014. （査読有） 

（１１） 茅根康佑、蘆 敏、田中 仁、梅田 信、真野 明、佐々木幹夫、川越清樹、土屋十圀、三戸部佑太 

(2014): 東北三県における津波の河川遡上特性、第 58 回水工学講演会、平成 26 年 3 月 4 日～6 日、神戸

大学工学研究科、六甲台第 2 キャンパス、口答発表、3 月 4 日（火）、土木学会論文集 B1 (水工学), vol.70, 

No.4, pp I_1165-I_1170, 2014. （査読有） 

（１２） Hitoshi Tanaka, Mohammad Bagus Adityawan and Akira Mano (2014): Morphological changes at the Nanakita River 

mouth after the Great East Japan Tsunami of 2011, Coastal Engineering, Elsevier, Vol.86, pp 14-16, 2014. （査読有） 
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◇学会発表  

合計（ １２ ）件 

○通常講演  （ １２）件 

（１） A. Matsumoto, A. Mano, U. Mitsui and M. Hanzawa (2013): Armor Block Stability of Submerged Breakwaters 

Predicted by Numerical Wave Flume, Journal of Coastal Research, SI 65, pp.338-343, 12th International Coastal Symposium 

2013, Plymouth University, UK, 8-12 April 2013.DOI: 10.2112/SI65-058.1 （査読有） 

（２） A. Mano, T. Iida, K. Udo and H. Tanaka (2013): Breaking process and mechanism of coastal leaves on Sendai Bay 

Coast hit by the 2011 mega tsunami, Journal of Coastal Research, SI 65, pp.772-777, 12th International Coastal Symposium 

2013, Plymouth University, UK, 8-12 April 2013.DOI: 10.2112/SI65-131.1（査読有） 

（３） Tatsuki Iida, Shuichi Kure, Keiko Udo Akira Mano, and Hitoshi Tanaka (2013): Breaching of Coastal Levees by the 

Return Flow of 2011 Tsunami, AOGS 10th Annual Meeting, 24-28 June 2013, Brisbane, Australia, Oral, OS22-A004, 28 June, 

2013. （査読有） 

（４） Tatsuki Iida, Shuichi Kure, Keiko Udo, Akira Mano and Hitoshi Tanaka (2013): Breach Process Simulation of 

Coastal Levees Broken, the 9th APRU, 28-29 Oct. 2013, National Taiwan University,  Taipei, China, Poster, 28 Oct. 2013, 

The 9th APRU Research Symposium on Multi-Hazards around the Pacific Rim Proceedings, pp214, 2013. （査読有） 

（５） 有働恵子、田中 仁、真野 明、武田百合子(2013): 東北地方太平洋沖地震津波による宮城県仙台湾南

部海岸の海浜変形特性、第 60 回海岸工学講演会、九州大学医学部百年講堂、平成 25 年 11 月 13 日～15 日、口答

発表、11 月 14 日（木）、土木学会論文集 B2（海岸工学）、vol 69, No.2, I_1391-I1395, 2013（査読有） 

（６） 田中 仁、Mohammad BagusAdityawan、有働恵子、真野 明 (2013): 津波による旧川位置での河道形成

と戻り流れの排水機能、第 60 回海岸工学講演会、九州大学医学部百年講堂、平成 25 年 11 月 13 日～15 日、口答

発表、11 月 15 日（金）、土木学会論文集 B2（海岸工学）、vol. 69, No.2, I_1391-I_1395, 2013（査読有） 

（７） Nguyen Xuan Dao, 田中 仁、Mahammad Bagus Adityawan、有働恵子、真野 明(2014): 東日本大震災津

波による石巻海岸での海浜地形変化、第 60 回海岸工学講演会、九州大学医学部百年講堂、平成 25 年 11 月 13 日

～15 日、口答発表、11 月 15 日（金）、土木学会論文集 B2（海岸工学）、vol. 69, No.2, I_281-I_285, 2013（査読有） 

（８） Tatsuki Iida, Akira Mano, Keiko Udo and Hitoshi Tanaka (2014): Destruction Patterns and mechanisms of Coastal 

Levees on the Sendai Bay Coast Hit by the 2011 Tsunami, Advances in Natural and Technological Hazards Research, Tsunami 

Events and Lessons Learned, Springer, Chapter 16, pp. 309-320.Doi: 10.1007/978-94-007-7269-4, ISSN: 1878-9897（査読

有） 

（９） 飯田立樹、呉 修一、有働恵子、真野 明、田中 仁 (2014):東北地方太平洋沖地震津波による海岸堤

防破堤箇所周辺の浸食要因の考察、第 58 回水工学講演会、平成 26 年 3 月 4 日～6 日、神戸大学工学研究科、六

甲台第 2 キャンパス、口答発表、3 月 4 日（火）、土木学会論文集 B1 (水工学), vol.70, No.4, pp I_1153-I_1158, 2014. 

（査読有） 

（１０） 平田吉成、真野 明、有働恵子、呉 修一 (2014): k-ε モデルによる植生のある急勾配流れの乱れ予測、

第 58 回水工学講演会、平成 26 年 3 月 4 日～6 日、神戸大学工学研究科、六甲台第 2 キャンパス、口答発表、3 月

6 日（木）、土木学会論文集 B1 (水工学), vol.70, No.4, pp I_859-I_864, 2014. （査読有） 

（１１） 茅根康佑、蘆 敏、田中 仁、梅田 信、真野 明、佐々木幹夫、川越清樹、土屋十圀、三戸部佑太 

(2014): 東北三県における津波の河川遡上特性、第 58 回水工学講演会、平成 26 年 3 月 4 日～6 日、神戸大学工学

研究科、六甲台第 2 キャンパス、口答発表、3 月 4 日（火）、土木学会論文集 B1 (水工学), vol.70, No.4, pp I_1165-

I_1170, 2014. （査読有） 

（１２） Hitoshi Tanaka, Mohammad Bagus Adityawan and Akira Mano (2014): Morphological changes at the Nanakita 

River mouth after the Great East Japan Tsunami of 2011, Coastal Engineering, Elsevier, Vol.86, pp 14-16, 2014. （査読有） 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  ３   ）件 参加者合計（ ６００）名 

（１） 真野明/2011 年大津波による減災施設の被害と復興/厚岸翔洋高校防災講演会/2013 年 10 月 14 日/厚岸町・

厚岸翔洋高校 

（２） 真野明/2011 年大津波による大規模侵食/東日本大震災学術調査成果講演会/2014 年 2 月 1 日/札幌コンベン
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ションセンター 

（３） 真野明/東日本大震災に関する東北支部学術合同調査委員会報告、第２部門（河川工学、海岸工学）/2014 年

3 月 11 日/八戸市公民館 

 

◇東日本大震災に関する東北支部学術合同調査委員会報告書の刊行（委員長）/2013 年 9 月/1200 頁 DVD 

 

◇学外での社会活動 

合計（ 1 ）件  

 ・小中高との連携  （ １  ）件  参加者合計（  ２００  ）名 

（１） 真野明/2011 年大津波による減災施設の被害と復興/厚岸翔洋高校防災講演会/2013 年 10 月 14 日/厚岸町・

厚岸翔洋高校 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有  ） 

（１）インドネシア、バンドン工科大学、2013 年 10 月 16 日、水災害の情報交換と研究発表, Destruction 

Process and Mechanism of Coastal Levees Hit by 2011 Mega Tsunami 

（２）イギリス、UCL、2013 年 11 月 22 日、災害の共同研究の進め方について議論および研究発表、Large 

scale scouring by the 2011 Tohoku Tsunami 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （  無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉工学研究科 

 

〈学生による成果発表〉 

（１） Tatsuki Iida, Shuichi Kure, Keiko Udo Akira Mano, and Hitoshi Tanaka (2013): Breaching of Coastal Levees by the 

Return Flow of 2011 Tsunami, AOGS 10th Annual Meeting, 24-28 June 2013, Brisbane, Australia, Oral, OS22-A004, 

28 June, 2013. （査読有） 

（２） Tatsuki Iida, Shuichi Kure, Keiko Udo, Akira Mano and Hitoshi Tanaka (2013): Breach Process Simulation of 

Coastal Levees Broken, the 9th APRU, 28-29 Oct. 2013, National Taiwan University,  Taipei, China, Poster, 28 Oct. 

2013, The 9th APRU Research Symposium on Multi-Hazards around the Pacific Rim Proceedings, pp214, 2013. 

（査読有） 

（３） Nguyen Xuan Dao, 田中 仁、Mahammad Bagus Adityawan、有働恵子、真野 明(2014): 東日本大震災津波

による石巻海岸での海浜地形変化、第 60 回海岸工学講演会、九州大学医学部百年講堂、平成 25 年 11 月

13 日～15 日、口答発表、11 月 15 日（金）、土木学会論文集 B2（海岸工学）、vol. 69, No.2, I_281-I_285, 

2013（査読有） 

（４） Tatsuki Iida, Akira Mano, Keiko Udo and Hitoshi Tanaka (2014): Destruction Patterns and mechanisms of Coastal 

Levees on the Sendai Bay Coast Hit by the 2011 Tsunami, Advances in Natural and Technological Hazards Research, 

Tsunami Events and Lessons Learned, Springer, Chapter 16, pp. 309-320.Doi: 10.1007/978-94-007-7269-4, ISSN: 

1878-9897（査読有） 

（５） 飯田立樹、呉 修一、有働恵子、真野 明、田中 仁 (2014):東北地方太平洋沖地震津波による海岸堤防

破堤箇所周辺の浸食要因の考察、第 58 回水工学講演会、平成 26 年 3 月 4 日～6 日、神戸大学工学研究

科、六甲台第 2 キャンパス、口答発表、3 月 4 日（火）、土木学会論文集 B1 (水工学), vol.70, No.4, pp 

I_1153-I_1158, 2014. （査読有） 

（６） 平田吉成、真野 明、有働恵子、呉 修一 (2014): k-ε モデルによる植生のある急勾配流れの乱れ予測、
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第 58 回水工学講演会、平成 26 年 3 月 4 日～6 日、神戸大学工学研究科、六甲台第 2 キャンパス、口答発

表、3 月 6 日（木）、土木学会論文集 B1 (水工学), vol.70, No.4, pp I_859-I_864, 2014. （査読有） 

（７） 茅根康佑、蘆 敏、田中 仁、梅田 信、真野 明、佐々木幹夫、川越清樹、土屋十圀、三戸部佑太 

(2014): 東北三県における津波の河川遡上特性、第 58 回水工学講演会、平成 26 年 3 月 4 日～6 日、神戸

大学工学研究科、六甲台第 2 キャンパス、口答発表、3 月 4 日（火）、土木学会論文集 B1 (水工学), vol.70, 

No.4, pp I_1165-I_1170, 2014. （査読有） 

 

◇ポストドクターの活用（  無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

英語での論文執筆、プレゼンテーション、議論を経験させ国際的な視野を持たせた。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（  無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（  無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（  無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：日本・タイの海浜変形比較による巨大津波前後の海浜変形およびその後の 

回復特性の解明 

研究代表者 有働恵子 

所属部門・分野 
災害リスク研究部門・災害ポテンシャル研究分野 

職名 准教授 
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分野・准教授 
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過程の解析 
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Department of Water Res

ources Engineering, Kaset

sart University 

海岸工学 タイ南西部海岸における巨大津

波前後の海浜侵食および回復過

程の解析 

 合計   ２ 名  
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

被災地の復興・再生を考えていく上で，今後の海浜回復過程を提示することは極めて重要である．

タイ南西部の海岸では，2004 年のインド洋大津波後 8 年経ち，特に大規模に変形した場所で被災直

後に比べて顕著な回復が認められる．仙台湾南部の海岸においても，2011 年津波後，場所によって

は急速な回復を見せている．タイの 8 年間の海浜回復過程には，今後の仙台湾海岸における回復過

程を想定するのに必要となる情報が含まれていると考えられる．本研究は，仙台湾海岸とタイ南西

部の海岸における，巨大津波被災による侵食とその後の回復状況を比較することでその特性を解明

し，仙台湾海岸の今後の海浜の回復過程を予測することを目的とする． 

◇研究の特色・意義 

本研究の特色は，異なる巨大津波による被災海岸で，巨大津波被災後の海浜変形とその回復過程

を比較し，その特性を解明する点にある．この特性は科学的に極めて貴重な知見であると同時に，

これにより提示される仙台湾海岸の今後の海浜の回復過程の予測結果は，今後の海岸管理に資する

重要な教訓を被災地を含む国内外に提示するものと期待される．これは，本研究所の設立理念であ

る「被災地の復興・再生への貢献」と「自然災害科学に関する世界最先端の研究の推進」を遂行す

るものである． 

当該年度

の研究成

果の内容 

2013 年度は，主に仙台湾南部海岸の 2011 年津波による海浜変形特性の解析を行った．陸海域を

含む津波による地形変化とその後の回復過程が初めて明らかにされ，仙台湾南部海岸全域で押し波

時に水深 15m 以上の地点から侵食が生じたことが明らかとなった．さらに，激しい侵食が生じた

山元海岸では，引き波時に水深 5～10m 程度の領域に最大 1m 程度の堆積が生じたことが明らかと

なった．一方で，津波後 1 年間は砂浜が回復していたものの，それ以降はその傾向が鈍化している

ことが明らかとなった．なお，津波による地形変化が把握されている海域の津波堆積物は，世界的

にも分析例のない極めて貴重な資料であり，堆積物の収集・分析による土砂輸送過程の解明が急務

であったことから，津波堆積物を専門とする後藤准教授らと連携して堆積物の収集・分析を行っ

た．当初予定になかった上記の津波堆積物の分析に多大な労力・費用を要したものの，分析結果か

らは貴重な成果が得られつつある． 

タイにおける海浜地形変化特性の解析結果からも，2011 年津波による海浜変形と同様の，津波

直後の急速な砂浜回復とそれ以降の回復の鈍化の例や，河口で回復が見られない例があること等が

明らかとなった． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

2011 年の東日本大震災では，仙台平野に想定外の規模の津波が襲来し，砂浜の大規模侵食，海

岸堤防の破壊，海岸林の倒壊，津波の内陸部への遡上といったプロセスを経て，多くの被害をもた

らした．陸域への大量の土砂堆積および海域への土砂流出は，復興過程においても大きな弊害とな

った．この土砂輸送の全容を解明し，津波時の陸海域への土砂輸送量を抑制する技術を開発するこ

とは重要な課題である．また，その後の効率的な復興を考える上では，大規模に生じた侵食のその

後の回復過程を予測することが重要となる．本研究は，2011 年津波による大規模な砂浜侵食地域

において輸送された土砂量の規模が初めて明らかにされ，上記の課題を解決するための基礎的な知

見を得た． 

 

 

URL 等 http://potential1.civil.tohoku.ac.jp/cn18/project.html 

http://potential1.civil.tohoku.ac.jp/video.html 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（  ３）編  

１． 有働恵子，東北地方太平洋沖地震津波による仙台湾南部海岸の侵食とその回復過程，水環境学会誌，Vol. 

36（A） No. 2，2013年，2-5，査読無（依頼原稿）． 

２． 有働恵子・武田百合子・田中仁・真野明，東北地方太平洋沖地震津波による宮城県仙台湾南部海岸の海

浜変形特性，土木学会論文集B2（海岸工学），69，2013，I_1391-I_1395，査読有．  

３． 高村まや・有働恵子・武田百合子・真野明，2001年から2013年にかけての仙台湾南部海岸における海底

地形変化，東北地域災害科学研究，50，2014，157-162，査読無． 

 

◇学会発表  

合計（   ４ ）件 

○通常講演  （  ３ ）件 

【単独・筆頭報告者】 

有働恵子，東北地方太平洋沖地震津波による宮城県仙台湾南部海岸の海浜変形特性，海岸工学講演会，2013 年 11

月 14日，福岡市・九州大学医学部百年講堂．  

【共同研究】 

高村まや，2001年から2013年にかけての仙台湾南部海岸における海底地形変化，東北地域災害科学研究集会，50，

2014年 1月 8日，秋田市・秋田大学工学資源部 1号館． 

後藤和久，2011年東北地方太平洋沖地震津波による仙台湾の極浅海域での海底地形変化，日本堆積学会2014年山

口大会． 

 

○基調講演・招待講演 （  １ ）件 

【単独・筆頭報告者】 

有働恵子，東北地方太平洋沖地震津波による仙台湾南部海岸の侵食とその回復過程，（社）水環境学会東北支部講

演会，2013年 5月 30日，仙台市・戦災復興記念館． 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

タイ国，カセサート大学，2013年 5月 9～14日，共同研究打ち合わせ 

タイ国，カセサート大学，2013年 11月 11～13日，共同研究打ち合わせ 

 

◇国外の研究者の参加（ 有 ） 

タイ国，カセサート大学，2013年 4月～2014年 3月，共同研究 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

東北大学 工学部 建築・社会環境工学科 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

本研究の一部は，学部学生の卒論テーマとして実施された．この研究を通して，学生は研究の継続に高いモチベー

ションをもっており，博士課程への進学をも検討している． 
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４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：所内/拠点研究B 

研究課題名：洪水被害低減に向けた実践防災学的アプローチ ～ジャカルタ洪水を一例として～ 

研究代表者 呉 修一 

所属部門・分野 災害リスク研究部門・災害ポテンシャル研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担  

 

※呉 修一 

 

 

Jeremy D. Bricker 

 

 

福谷 陽 

 

 

Abdul Muhari 

 

 

災害ポテンシャル研究分野・

助教 

 

国際災害リスク研究分野・ 准

教授 

 

地震津波リスク研究分野・ 助

手 

 

津波工学研究分野・研究フェ

ロー 

 

水文学 

水工水理学 

 

水工水理学 

堤防工学 

 

気象学 

津波工学 

 

社会工学 

津波工学 

 

 

ジャカルタ洪水メカニズム

の解明と洪水モデリング 

 

ジャカルタ洪水排水システ

ムの問題点の解明 

 

熱帯モンスーンに伴う気象

特性の整理 

 

洪水情報収集・避難警報伝

達システムの提案 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 

Mohammad Farid 

 

 

バンドン工科大学・講師 

 

水工水理学 

水文学 

 

洪水モデリング，現地デー

タ収集，現地調査への協力

 合計  5 名  

研究経費  総額 2,466 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

2013 年 1月 15日～18日にかけて、インドネシアの首都ジャカルタで熱帯モンスーンにともなう

豪雨により大規模な洪水氾濫が発生し、研究代表者および分担者をメンバーとする緊急水害調査団

が 2013 年 2 月 10 日～14 日の期間で調査を実施した。本研究課題の目的は、情報収集、データ解

析、洪水氾濫モデルの開発・適用等を通じ、『ジャカルタの洪水は何故発生するのか？』『どのよう

な要因がどの程度影響しているのか？』 また『その対策案は何か？』等を実践的防災学の観点から

明らかにすることである。  

 

◇研究の特色・意義 

本研究の特色は、ジャカルタ洪水に実践的防災学の観点から取り組むことで、全世界の洪水被害

の低減を目指すものである。具体的には、構築されたモデルや手法、アンケート調査などは、『リア

ルタイムでの情報提供』、『汎用性』、『迅速な適用』、『地域住民の視点』などの観点から構成された。

これにより、研究期間内に構築した手法やモデル、フレームワークを用いることで、今後の更なる

解析や他国での洪水災害への適用が可能となり、今後のジャカルタや他国での洪水時に当研究所が

迅速かつ有効な情報提供、調査・支援が行える枠組みの構築を行う事が出来た。 

当該年度

の研究成

果の内容 

 本研究では、ジャカルタ洪水の主要因を明らかにするために、現地調査、データ収集・解析、洪

水モデルの適用等を実施した。これにより、ジャカルタ洪水は、地球温暖化、地盤沈下、上流域の

都市化、都市排水能力の不足、土砂・ゴミの水路への堆積など様々な要因が複雑に絡みあい生じて

いることを明らかにした。特に、上流部の市街化、河川へのゴミの投棄、河道部への不法家屋の建

設等の人為的な社会問題が、ジャカルタ洪水に深刻な影響を与えている事が洪水モデルによる数値

実験より明らかとなった。また、地域住民を対象としたアンケート調査より、各地域で洪水に対す

る危機感や対応策が異なるとともに、洪水予警報への信頼度が低いなどの問題点が明らかとなっ

た。 

本研究課題を通じて、今後の世界各国での洪水災害への迅速かつ普遍的に対応可能なフレームワ

ークが構築され、今後の洪水災害の減災に向け非常に有益な成果を得ることが出来た。 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

本研究では、ジャカルタ都市沿岸域の洪水への脆弱性の要因を、社会的要素も含め明らかにする

ことが出来た。我々の研究成果等をもとに、例えば河川へのゴミの投棄に罰金が課せられるなど、

多くの対応策が現在ジャカルタで進行中である。このような取り組みは、ジャカルタの防災・減災

に直接寄与するのみならず、今後の地球温暖化により洪水や高潮のリスク増加が懸念される都市沿

岸域の減災・防災対策案の一例として、非常に有益な情報となりえる。 

また、現地アンケート調査より地域住民の洪水への対応や問題点を明らかにすることが出来、今

後の新たな洪水警報システムの構築に向けて有益な知見を得ることが出来た。 

最後に本研究のフレームワークは、実践的防災学の観点から他の国の洪水災害にも普遍的に適用

可能な設計となっており、本研究の遂行により全世界の洪水災害への対応が可能となったと言える

であろう。 

 

URL 等 災害科学国際研究所アクティビティレポート： http://irides.tohoku.ac.jp/media/files/_u/topic/file1/

ii96ouqkg.pdf 

災害科学国際研究所アクティビティレポート： http://irides.tohoku.ac.jp/media/files/topics/20130830

_report.pdf 

ジャカルタ洪水災害調査報告書： http://irides.tohoku.ac.jp/media/files/topics/irides_jakarta_2nd_r

eport.pdf 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（４）編  

1) Bricker, J. D., R. Tsubaki, A. Muhari, and S. Kure, “Causes of the January 2013 Canal Embankment 

Failure and Urban Flood in Jakarta, Indonesia” Journal of Japan Society of Civil Engineers, Ser. 

B1 (Hydraulic Engineering), Vol.70, No.4 pp.I_91-I_96, 2014, 査読有. 

2) Muhari A., S. Kure, J. D. Bricker and Y. Fukutani, “Evacuation decision during the flood: a case 

from the 2013 Jakarta flood”，東北地域災害科学研究，第50巻，pp.257-262, 2014, 査読無. 

3) 福谷 陽，呉修一, ジェレミー・ブリッカー, アブドル・ムハリ, “2013年 1月に発生したジャカルタ洪水

時の降雨特性と企業の洪水対策”，東北地域災害科学研究，第50巻，pp.251-256, 2014, 査読無. 

4) Kure S., J. D. Bricker, A. Muhari1, Y. Fukutani, M. Farid, and A. Mano,“Characteristics of the 

2013 Jakarta Flood in Indonesia” Proceedings of the 6th Asia Pacific Association of Hydrology and 

Water Resources Conference, in Press, Seoul, Aug. 2013, 査読無. 

 

◇学会発表  

合計（６）件 

○通常講演  （６）件 

1) Bricker, J. D., R. Tsubaki, A. Muhari, and S. Kure：Causes of the January 2013 Canal Embankment 

Failure and Urban Flood in Jakarta, Indonesia, 土木学会水工学講演会，神戸大学，2014年 3月 4日-6

日. 

2) 福谷 陽，呉修一, ジェレミー・ブリッカー, アブドル・ムハリ：2013年 1月に発生したジャカルタ洪水時

の降雨特性と企業の洪水対策，東北地域災害科学研究集会，秋田大学工学資源学部，2014年 1月 7日-8日. 

3) Muhari A., S. Kure, J. D. Bricker and Y. Fukutani：Evacuation decision during the flood: a case 

from the 2013 Jakarta flood，東北地域災害科学研究集会，秋田大学工学資源学部，2014年 1月 7日-8日. 

4) 呉修一, A. Muhari, 福谷陽, J.D. Bricker, 有働恵子，真野明：2013年インドネシア・ジャカルタ洪水に関

する現地調査，水文・水資源学会2013年度研究発表会，神戸大学，2013年 9月 25日-27日. 

5) 呉修一, 福谷陽, A. Muhari, J.D. Bricker, 有働恵子，真野明：2013年インドネシア・ジャカルタ洪水の特

徴，平成25年度土木学会全国大会,II-133, 日本大学津田沼キャンパス，2013年 9月 4日-5日. 

6) Kure S., J. D. Bricker, A. Muhari1, Y. Fukutani, M. Farid, and A. Mano：Characteristics of the 

2013 Jakarta Flood in Indonesia, the 6th Asia Pacific Association of Hydrology and Water Resources 

(APHW) Conference, Seoul, 2013年 8月 19日-20日. 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（１）件 参加者合計（６０）名 

1) 呉修一, J. D. Bricker, Abdul Muhari, 福谷陽, F. Hanan：ジャカルタ現地水害調査2013年 2月 10日‐13

日, 第 9回 IRIDeS金曜フォーラム，2013年 5月 24日，東北大学青葉山キャンパス，仙台. 

 

◇研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（２）件 

1) Kompas.com （ジャカルタの報道web媒体） 

http://sains.kompas.com/read/2014/01/17/0942528/Jebol.Tanggul.Latuharhary.Mungkinkah.Terjadi.Lagi 

2) Kompas.com （ジャカルタの報道web媒体） 

http://sains.kompas.com/read/2014/01/20/0759227/Banjir.Jakarta.Terbukti.Gara-gara.Sampah 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

インドネシア，バンドン工科大学，2013年 8月 22日-25日，会議，研究打ち合わせ，共同研究． 
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◇国外の研究者の参加（ 有 ） 

Dr.Mohammad Farid，インドネシア，バンドン工科大学，2013年 4月 1日-2014年 3月 31日，共同研究，データ

の収集，モデルの構築等． 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

本研究プロジェクトを通じて、インドネシアのJICA事務所、国家防災庁、国家公共事業省、ジャカルタ州、バ

ンドン工科大学等の行政組織や大学機関等と密接な情報共有、交流を活発に行っている。これらの交流は今後も

積極的に継続される予定である。 

 

４ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

５ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

６ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：沿岸湖沼掘削に基づく南東北～関東地域の古津波履歴と規模の推定 

研究代表者 後藤 和久 

所属部門・分野 災害リスク研究部門・低頻度リスク評価研究分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 

＊後藤 和久 

 

 

菅原 大助 

 

 

 

 

低頻度リスク評価研究分

野・准教授 

 

低頻度リスク評価研究分

野・助教 

 

堆積学 

 

 

地質学・津波工

学 

 

研究総括・現地調査 

 

 

土砂移動数値計算・現地調査 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 

金丸 絹代 

 

 

 

柳澤 英明 

 

関西大学・研究員 

 

 

 

東北学院大学・講師 

 

地質学 

 

 

 

津波工学 

 

現地調査，試料分析 

 

 

 

津波遡上計算・現地調査 

 合計  4 名  

研究経費  総額 2,550 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

2011 年東北地方太平洋沖地震津波では，東北地方のみならず北海道や関東地方の太平洋岸でも大き

な被害が発生した．仙台・石巻平野においては，西暦 869 年貞観地震津波など，過去の津波履歴が

地質学的に推定されていたが，その影響が三陸地方や関東地方にまで及んでいたかどうかは，いま

だに明らかになっていない．一方，1677 年延宝房総沖津波など，関東地方を中心とした歴史津波の

研究も近年進んでいる．しかし，東北地方への影響の地質学的評価や，数千年スケールでの巨大津

波履歴はまだ十分解明されておらず，将来発生しうる津波の影響が東北地方沿岸にも及ぶ可能性が

排除できない．本研究では，南東北（宮城県以南）から関東地方の沿岸湖沼を対象として数 m 長の

コア試料掘削を行い，高解像度分析と数値解析を実施することで，同エリアでの巨大津波履歴と規

模を推定することを主目的とした． 

◇研究の特色・意義 

本研究では，沿岸湖沼の中でも比較的標高が高い地点にある湖沼も対象にして，津波の最少到達高

をより精度よく推定することとした．2011 年の地震の震源域周辺海域（常磐・外房沖や下北半島沖）

は，地震後の歪分布の変化により近い将来の巨大地震・津波発生が懸念される．特に，常磐・外房

沖の海溝型地震に由来する巨大津波の東北地方への影響を評価することは，復興途上にある被災地

の都市計画や防災計画立案に大きく貢献するものと考えられる． 

当該年度

の研究成

果の内容 

宮城県山元町，福島県南相馬市，千葉県銚子市などで現地調査を実施した．このうち，千葉県銚

子市では，古文書記録に基づけば 1677 年延宝房総沖地震津波の影響があった可能性のある小畑池

（標高約 10m）にて現地調査を実施した．最大約 2m の湖底堆積物を採取した結果，砂層が 1 層の

み存在すること，海岸からの距離が増すにつれて層厚が薄くなり，粒径が細粒化するなど，津波堆

積物の特徴を有していることが明らかになった．放射性炭素年代測定及び火山灰分析の結果，この

砂層の堆積年代は 1108 年（浅間 B テフラ）以降かつ 1707 年（富士宝永スコリア）以前に堆積し

たことがわかった．以上の結果から，この砂層が 1677 年延宝房総沖地震津波により堆積した津波

堆積物である可能性が高いことが明らかになった．この結果に基づき津波遡上計算を実施した結

果，地震マグニチュードは，8.34 以上である必要があり，従来の想定（マグニチュード 8.17）を大

きく上回ることがわかった．ただし，1703 年元禄地震津波の影響の可能性も現時点では排除でき

ず，より詳細な現地調査と数値計算が必要である． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

2011 年東北地方太平洋沖地震津波以降，歴史・地質記録に基づく数百年～数千年スケールの津

波履歴の解明が，今後の津波防災対策を考える上で重要だと考えられるようになった．過去の津波

の実態を解明するには，地質学，歴史学，津波工学など幅広い分野の研究者が連携して実施する必

要がある．  

本研究成果は，1677 年延宝房総沖地震津波を主たる研究対象とし，学際的な研究アプローチに

より実態解明を目指したものである．このような学際的アプローチは，震災以降に盛んに行われる

ようになったが，本研究の企画立案や調査地（高地での調査）選定，調査結果を踏まえた津波遡上

計算の実施などの一連の過程は，今後の日本各地での調査研究を迅速に行っていくための有用な研

究プロセスを提示するものである．また，その結果は地元の防災対策に活かされるべきであり，本

研究成果は銚子市の担当者などにも協議・報告を行っている． 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（  2  ）件 

○通常講演  （  1 ）件 

後藤和久・菅原大助・柳澤英明，津波堆積物の層厚の支配要因 ―2 パーセント問題―．2014 年日本堆積学会，

2014 年 3 月 16 日，山口市，山口大学 

 

○基調講演・招待講演 （  １ ）件 

Goto, K., The 2011 Tohoku-oki tsunami and paleotsunami deposits at the Pacific coast of Tohoku. 2nd G-EVER International 

Symposium and the 1st IUGS & SCJ International Workshop, 20 October 2013, 仙台, 仙台市情報・産業プラザ 

 

◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（  2  ）件  参加者合計（ 173 ）名 

○国内学会研究会（ 2  ）件 参加者（ 85 ）名 

第 5 回津波堆積物ワークショップ，2013 年 9 月 18 日，主催，運営，85 名（当日受付） 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  ２   ）件 参加者合計（ 不明 ）名 

後藤和久，地質学と歴史学が伝える東北地方の津波履歴，岩沼市市民講演会，2013 年 11 月 3 日，岩沼市，岩沼市

民会館 

後藤和久，陸上堆積物からわかったこと，第 5 回津波堆積物ワークショップ，2013 年 9 月 18 日，仙台市，東北大

学 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（   3   ）件 

出演，「津波堆積物の研究成果発表」，NHK ニュース，平成 25 年 9 月 18 日 

出演，「大津波の地層を掘り出し」．NHK ニュース，平成 25 年 9 月 7 日 

取材協力，「延宝津波，実は波高 14－17m？」．日刊大衆日報（3 面），平成 25 年 8 月 30 日 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

工学研究科土木工学専攻 

 

〈学生による成果発表〉 

＜学会発表１件＞ 

Hashimoto, K., Goto, K., Sugawara, D., Imamura, F., Tsunami deposits distribution in Sendai Plain evaluated by Sediment 

transport model. 2nd G-EVER International Symposium and the 1st IUGS & SCJ International Workshop, 20 October 2013, 

仙台, 仙台市情報・産業プラザ 
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◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

本研究に参画した院生は，数値計算による解析を主たる研究テーマとしているが，現地において過去の津波の実

際の痕跡を見ることによって，歴史時代の津波の実態解明がどのように進められているかを理解することができ

た． 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

東北学院大学教養学部，研究組織への参加（現地調査・数値計算） 

関西大学社会安全学部，研究組織への参加（現地調査，試料分析） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：仙台湾～三陸沖における巨大津波の波源域の時空間的分布および古津波規模の 

解明 

研究代表者 菅原 大助 

所属部門・分野 災害リスク研究部門・低頻度リスク評価研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 

※菅原 大助 

 

 

後藤 和久 

 

 

 

低頻度リスク評価研究分

野・助教 

 

低頻度リスク評価研究分

野・准教授 

 

 

地質学・津波工

学 

 

堆積学 

 

研究総括・現地調査・数値解析

 

現地調査・数値解析 

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 

西村 裕一 

 

Catherine Chagué-Goff 

 

 

James Goff 

 

北海道大学 

 

New Southwales Universi

ty・上席研究員 

 

New Southwales Universi

ty・教授 

 

地質学 

 

地球化学 

 

 

地質学 

 

現地調査・粒子分析 

 

現地調査・地球化学分析 

 

 

現地調査・数値解析 

 

 合計  5 名  

研究経費  総額 2,125 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

三陸沿岸では確実性の高い古津波堆積物の報告がわずかであり，仙台湾沿岸における古津波との

関連，頻度・規模の違いは明らかにされていない．本研究では，三陸沿岸および仙台湾沿岸地域を

対象に，国際的な協力関係のもと，高水準の津波堆積物調査を行い，東北地方沿岸における巨大津

波の規模と波源域の時空間的分布を解明するとともに，現地調査で得た堆積物データに基づいて津

波堆積物形成の数値シミュレーションを行い，仙台平野から三陸沿岸における古津波の規模と波源

域を明らかにすることを目的として実施した． 

◇研究の特色・意義 

本研究の特色は，高度な津波堆積物の識別・分析技術を有する経験豊富な海外の研究者と共同で

調査を行い，津波堆積物の発見が難しいと考えられてきた三陸沿岸において，信頼性の高い津波堆

積物識別・分析を行うところにあり，東北地方の復興計画支援，国際協力という点で災害科学国際

研究所の理念に合致している．本研究により明らかになる津波の波源域の時空間的分布と規模に関

する定量的なデータは，海溝型巨大地震の発生メカニズムの解明，本地域における今後の地震・津

波予測・対応に大きく貢献する成果になると期待される．更に，古津波堆積物データに基づく土砂

移動の数値シミュレーションにより津波規模と波源を推定する試みも，本研究の特色の一つである．

堆積物に基づく津波規模の定量化の試みは国際的に最先端の研究テーマであり，取組課題として災

害科学国際研究所の理念に合致するものである． 

当該年度

の研究成

果の内容 

昨年度に陸前高田市小友町で回収した掘削試料について，岩相解析・粒度分析および各種非破壊

分析を継続し，津波イベント堆積物としての認定を進めた．小友町の堆積物試料からは，過去約 5

000 年間に堆積した泥炭中から，12 枚のイベント性の砂層が検出されている．本年度に実施した粒

度分析よび XRF 分析の結果，そのうちの 3 枚の砂層について，津波により堆積した可能性が高

く，他の砂層も津波堆積物としての特徴を有することが判明した．また，古津波堆積物の分布状況

を把握するための調査として，岩手・青森両県の沿岸部において掘削調査を行った．大船渡市吉

浜，山田町小谷鳥，野田村米田，八戸市市川町で，歴史時代または先史時代のものと推定されるイ

ベント砂層を確認し，堆積物試料を採取した． 

石巻市鮫浦では，2011 年および過去の津波堆積物の調査を継続して実施し，915 年に降下した十

和田 A 火山灰および複数のイベント砂層を確認した．鮫浦湾については，津波伝播・氾濫解析お

よび土砂移動計算を実施し，津波堆積物の形成条件を解析中である．予察的な検討の結果，平均海

面から数 10 メートルにおよぶ大規模な海面低下とその後続く津波の浸入が，海底土砂の陸上打ち

上げにおいて重要な過程の１つである可能性が明らかになった． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

東日本大震災以降の津波防災対策において，地質記録に基づいて津波の長期履歴を解明すること

の重要性は社会的に広く認知されるようになっている．本研究では，地質学・地球化学・津波工学

など，多分野の研究者が連携して研究に取り組むことで，迅速および精確な調査を可能とし，津波

の実態を具体的に示すことを目指している．このことは，地質記録の取得と解読から津波像の復元

に至る研究手法の標準化として，津波履歴調査の発展に資するものである． 

また，本研究で明らかにされつつある過去数千年にわたる三陸沿岸の古津波の履歴は，長期的な

観点から巨大津波への対応を検討する上で有益な情報であり，また，東北沿岸の被災地における今

後の復旧・復興計画に資するものである．海溝型地震とそれに伴う巨大津波のリスクに直面してい

る南海トラフ等他地域の災害対応計画にも有益な成果であると考えられる． 
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（  2  ）件 

○通常講演  （  2 ）件 

Daisuke Sugawara, Tomoyuki Takahashi and Fumihiko Imamura, 2nd G-EVER International Symposium and the 1st IUGS & 

SCJ International Workshop, 20 October 2013, 仙台, 仙台市情報・産業プラザ 

菅原大助・成瀬 元・後藤和久，堆積粒子の巻き上げに伴うエネルギー散逸を考慮した津波土砂移動の計算と検

証，2014 年日本堆積学会，2014 年 3 月 16 日，山口市，山口大学吉田キャンパス 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  2   ）件 参加者合計（ 不明 ）名 

菅原大助，869 年貞観地震・津波と東日本大震災の比較検証，シンポジウム「災害の歴史から今後の防災を考える」

2013 年 9 月 1 日（日），東松島市コミュニティセンター 

菅原大助，津波堆積物調査とコンピューターシミュレーションから大津波の実態を探る－東北地方を襲った現在・

過去の大津波について－，るねっ・サイエンス あれから３年…，2014 年 3 月 9 日，仙台市科学館 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 有 ） 

ニューサウスウェールズ大学・研究分担者 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

工学研究科土木工学専攻 

理学研究科地学専攻 

 

〈学生による成果発表〉 

＜学会発表 2 件＞ 

Iijima, Y., Sugawara, D., Goto, K., Chagué-Goff, C., Hayase, R., Hashimoto, K., Kon, S., Nakamura, N., Goff, J., Possible 

paleo-tsunami deposits at Rikuzentakata City, Japan. Regional Conference of the International Geographical Union, August 4-

9, 2013, Kyoto. 

Kon, S., Nakamura, N., Goto, K., Sugawara, D., Chague-Goff, C., Iijima, Y., Goff, J., Magnetic anisotropies for tsunami 

deposits: Application to the 3.11, Japan Geoscience Union Meeting, May 19-24, 2013, Makuhari Messe. 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

現地調査に参加した工学研究科および理学研究科所属の大学院生は、津波堆積物の掘削技術、試料の観察・記

載・サンプリング方法を習得できた。また、調査参加中には海外研究者と議論を行い、国際的な視点で研究を発

展させる機会となった。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 
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◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

北海道大学・研究分担者（現地調査・試料分析） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：緊急時のリスク認知プロセスの心理・神経基盤の解明とその応用 

研究代表者 野内類 

所属部門・分野 人間・社会対応研究部門・災害情報認知研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※野内類 

 

 

杉浦元亮 

 

 

邑本俊亮 

 

 

佐藤翔輔 

 

災害情報認知研究分野・

助教 

 

災害情報認知研究分野・

准教授（兼） 

 

災害情報認知研究分野・

教授 

 

災害アーカイブ研究分

野・助教 

認知神経科学 

 

 

脳機能イメージ

ング 

 

認知心理学 

 

 

災害社会情報 

 

研究統括・研究計画立案と実施

とデータ解析 

 

fMRI 実験の計画と解析 

 

 

心理実験の計画と解析 

 

 

面接・質問紙調査の計画と解析

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

関口敦 

 

 

 秋元頼孝 

東北大学東北メディカル

メガバンク機構・講師 

 

東北大学加齢医学研究

所・研究員 

脳機能イメージ

ング 

 

認知心理学・脳

機能イメージン

グ 

fMRI 実験の計画と実施 

 

 

心理実験と fMRI 実験の計画と

実施 

 合計    ６ 名  

研究経費  総額     2,508 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

私たちが、地震や津波などの自然災害、交通事故や犯罪というような様々な危険やリスクを知覚

し、その影響を見積もり、その後の行動を決定するという一連の認知プロセスを「リスク認知」と

呼ぶ。特に、緊急時(例えば震災発生時)のリスク認知は、避難行動などの災害関連行動の選択に重要

な役割を担っている。緊急時にリスク認知を正確に行うことができれば、適切な行動を行うことが

でき、被害を最小限に抑えることができる可能性がある。そのため、本研究では、緊急時のリスク

認知プロセスを解明するために、判断時間を制限する時間制限法を用いてリスク認知の心理プロセ

スを明らかにすることを目的とした。 

◇研究の特色・意義 

従来のリスク認知研究は、平常時でのリスク判断に関する研究しか行っておらず、社会生活を送

る上で経験する自然災害や事故等の様々なリスクを用いた緊急時でのヒトのリスク認知プロセスに

おける心理プロセスを調べた研究は、これまで報告されていない。 

本研究は、緊急時のヒトの認知活動に注目し、申請者の専門分野である心理学の知見を災害科学

に持ち込み、さらに応用しようとする文理融合の【実践的防災学】の新しい展開を目指すものであ

る。 

当該年度

の研究成

果の内容 

私たちが情報を判断する場合には、できるだけ早く判断する方法(直感型)とじっくり情報を整理

して論理的に判断する方法(熟慮型)の 2 つの方法がある。インタビュー調査などからは、災害時な

どの緊急時に、直感型のリスク認知を行う傾向にあることが知られている。本年度の研究では、リ

スク認知をする時間が 2 秒と制限されている状況(直感型)と 6 秒と制限されていない状況(熟慮型)

でのリスク認知の心理プロセスの違いを実験心理学的方法で検討した。 

実験では、参加者に高リスク語(原子力)などと低リスク語(自転車など)のリスク認知を直感型条

件と熟慮型条件で行わせた。実験の結果、高リスク語では、熟慮型のリスク認知と比べて、直感型

のリスク認知を行うと、リスクを過大に評価する傾向があることが明らかになった。一方で、低リ

スク語では、熟慮型のリスク認知と比べて、直感型のリスク認知を行うと、リスクを低く見積もる

傾向があることが明らかになった。 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

本研究によって提供されるデータは、災害関連行動を解明する基礎的な知見を提供するだけでな

く、隣接の防災教育や災害予防や災害情報の伝達の改善やヒトのリスク認知の特徴に合わせた避難

経路の確保などの応用分野にも重要な示唆を与えることができるであろう。 

例えば、ヒトがわかりやすいリスク状況(火事や地震など)直感型に依存したリスク認知をする傾

向があるため、その特性を生かし、緊急時には必要な情報を端的に伝えるように工夫し、避難経路

なども直感的にわかりやすい構造にした方が良いという具体的な提言ができる可能性がある。逆に

また、わかりにくいリスク状況(何時間後に起こる津波など)では、論理的処理に基づくリスク認知

もできるように注意を喚起するシステム作りが必要であると提言ができるかもしれない。 

さらに、本申請課題の結果は、個人のリスク認知の傾向に適した防災教育の実施、適切なリスク

認知が行えるような教育プログラムの開発に貢献することができる。その結果、多くの人が災害時

に適切な行動をとれるようになり、災害時の人的・社会的・物質的被害の拡大を抑えることができ

るようになる可能性がある。 

URL 等  

なし 
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（3）件 

○通常講演  （2）件 

野内類、避難行動とリスク認知、日本心理学会第 77 回大会、 2013 年 9 月 19 日―21 日、札幌 

Nouchi R、Rethinking of disasters from psychology and cognitive neuroscience、UK Japan Disaster Risk Reduction 

Workshop、2013 年 11 月 21 日―23 日、London, UK 

 

○ポスターセッション （1）件 

Nouchi R, Sugiura M, Kawashima R、The power of imaging negative emotional futures on the memory performance、9th 

International Conference on Cognitive Science、2013 年 8 月 27 日―30 日、Kuching, Malaysia 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（1）件 参加者合計（15）名 

野内類、リスク認知の心理基盤、スマート・エイジングカレッジ・心理ゼミ、2014 年 2 月 14 日、仙台・東北大学

加齢医学研究所 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（無） 

 

◇国外の研究者の参加（無） 

 

◇学術交流協定の活用 （無） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（無） 

 

◇ポストドクターの活用（無） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（無） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（無） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（無） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（無） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：災害対応ゲーミング実験の方法論と実験施設のあり方 

研究代表者 奥村 誠 

所属部門・分野 人間・社会対応研究部門・被災地支援研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※奥村 誠 

 

  高橋 信 

 

 杉浦 元亮 

 

  島田 明夫 

 

  今井健太郎 

 

  佐藤 翔輔 

 

  金  進英 

 

被災地支援･教授 

 

除染科学・教授(兼務) 

 

災害情報認知 

･准教授(兼務) 

防災法制度･教授(兼務) 

 

津波工学･助教 

 

災害アーカイブ･助教 

 

被災地支援･助教 

土木計画学 

 

知能情報学 

 

社会心理学 

 

災害法制 

 

津波工学 

 

災害情報処理 

 

交通工学 

研究の総括，ボーイング社との

連携，意思決定状況の整理 

災害時の意思決定状況の整理 

 

災害時の情報把握能力の検討 

 

災害時の意思決定状況の整理 

 

災害シナリオの設定(津波) 

 

災害シナリオの設定(被災) 

 

災害シナリオの設定(交通) 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

  上原 鳴夫 

 

  小貫 勅子 

 

本多 明生 

 

東北福祉大学･非常勤教

授 

キャンパス計画室・キャ

ンパスデザイナー 

東北福祉大学･福祉心理

学科・助教 

国際保健学 

 

建築計画 

 

リスク認知 

災害時の意思決定状況の整理 

 

実験時の視聴覚環境の検討 

 

災害時の情報把握能力の検討 

 合計  10  名  

研究経費  総額  2,550   千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 本研究は，災害対応に関わる行政，インフラ管理，医療，交通などの関係者へのヒアリング調査に

基づき，意思決定時の課題を調査する．さらに，ボーイング社の軍事ゲーミング実験システムをベー

スとして災害時の緊急対応問題に対応した実験内容を検討し，それに対応した実験施設を本研究所

の新棟に設置して，性能確認を行うことを目的とした．ボーイング社防衛戦略研究部門の日本からの

撤退により，設備のあり方を根本的に見直し，シミュレーション装置の仕様の検討と発注，納入の管

理を行った． 

◇研究の特色・意義 

 災害時の緊急対応は，さまざまな主体が同時並行的に意思決定を行わなければならないために，

結果的に相互の決定が｢裏をかき合って｣不整合をもたらす危険性がある．本研究で導入する実験設

備により，このような不整合を回避するための情報伝達のあり方や，伝達が困難な場合の事前の取

り決めや方針の共有のあり方を明らかにできる。ボーイング社の防衛戦略研究部門の全面的協力を

仰ぎ，確実に開発を進めることができる計画であったが，その協力が得られない状況になったため，

汎用性の高いシステムになるように内容を見直した． 

当該年度

の研究成

果の内容 

 東日本大震災直後の被災地における輸送と情報，物資の途絶メカニズムの研究を通して，事前に

想定した範囲でしか現象を模擬できない既存のシミュレーション方法には限界があることを明らか

にし，事前に想定し難いような不確実な事象に対する組織の対応力を高める方法を考察した． 

 ボーイング社とからの協力が得られない見通しとなったことから，本実験システムの機能を見直

し，独立した意思決定の相互に隔離した環境で異なる関係者が独立して判断を下し，それが思わぬ

方向への状況の進展を引き起こすという多主体ゲーミングシミュレーションの実現に焦点を当てる

こととした．実験内容の柔軟性と計算機・ソフトウェアの納入期限のバランスを考え，状況のシミ

ュレーションをシステム・ダイナミクス（SD)の既存ソフトで行い，プレイヤー間のやり取りを行

うゲ―ミングの機能を外注により開発するという方針を決定できた． 

 SD およびゲ―ミングに詳しい学外の専門家を招へいし研究会を実施して，実現方法を検討し

た．さらに年度後半には，全国の災害対応施設，災害教育施設へのアンケートを行い，本シミュレ

ーションの活用方法を検討するための情報を集めた． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 災害科学国際研究所がターゲットとする低頻度巨大災害の発生時における緊急対応と被災地支援

の体制を考える上で，災害対応に関わる各種の主体が，限られた情報を用いてどのように意思決

定，行動し，その結果どのような問題･課題が発生するのかを明らかにすることは喫緊の課題であ

る． 

 本研究では，行政，インフラ管理，医療などの分野の実情に詳しい研究者が課題の抽出に当た

り，災害対応における情報の収集，交換と判断の状況を確認できるシミュレーションシステムの基

本設計を行った．システム機器は災害研新棟完成時に設置され，運用が可能となるが，年度末にソ

フトウェアは完成し，所定のゲ―ミング・シミュレーション機能が実現できることを確認してい

る． 

 システムの運用開始後，災害リスク研究者が用意した実際的なシナリオのもとで，個々の担当者

の情報処理，理解能力にあった実験を行うことが可能となる． 

 このようにして実践的な実験が可能となり，将来の災害緊急対応方針の設定とマニュアル化につ

なげることができる．さらに新棟の施設をマニュアルに基づく担当者の訓練に活用することによ

り，地域の災害対応力の向上に寄与できる． 

URL 等 奥村研究室ホームページ内，多主体シミュレーションプロジェクトのページ 

http://strep.main.jp/modules/pico3/index.php?content_id=16 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 4 ）編  

奥村誠・ブンポン健人・大窪和明，東日本大震災時の救援物資ニーズの発生順序の分析，運輸政策研究，

Vol.16(1)，2013，59-67，査読有． 

ブンポン健人・奥村誠，大窪和明：パーソントリップ調査の行動データによる個人属性逆推定手法の研究，土木

計画学研究・講演集(CD-ROM)，Vol.47，No.132，2013，査読無． 

奥村誠・越村俊一・寺田賢二郎：災害対応技術におけるシミュレーションの役割と限界，土木計画学研究・講演

集(CD-ROM)，Vol.47，No.252，2013，査読無． 

大窪和明・奥村誠・吾妻樹：施設更新を考慮した施設配置モデルの提案と災害廃棄物処理への適用，土木計画学

研究・講演集(CD-ROM)，Vol.47，No.268，2013，査読無． 

 

◇著書 

 合計（ 1 ）冊 

奥村誠・藤原潤子・植田今日子・神谷大介,途絶する交通・孤立する地域,193頁,東北大学出版会,2013年,共編著 

◇学会発表  

合計（  8   ）件 

○通常講演  （  7  ）件 

奥村誠・越村俊一・寺田賢二郎，,災害対応技術におけるシミュレーションの役割と限界，第47回土木計画学研究

発表会，2013.6.2，広島市・広島工業大学． 

ブンポン健人・奥村誠，大窪和明， パーソントリップ調査の行動データによる個人属性逆推定手法の研究，第

47回土木計画学研究発表会，2013.6.1，広島市・広島工業大学． 

大窪和明・奥村誠・吾妻樹，施設更新を考慮した施設配置モデルの提案と災害廃棄物処理への適用，第47回土木

計画学研究発表会，2013.6.1，広島市・広島工業大学． 

Makoto Okumura, Lessens for humanitarian logistics management from the Great East Japan Earthquake, Lecture in Policy 

Discussion in the World Bank Project on “Learning from the Large Scale Disaster”, 2013.6.26, Sendai.  

Kazuaki Okubo, Jinyoung Kim and Makoto Okumura， Sustainable land-use planning model for disaster affected areas, 

International Symposium on City Planning 2013，2013.8.23, Sendai, Japan, 

Makoto OKUMURA, Jinyong KIM, Kazuaki OKUBO， Community Restoration/Relocation Planning Model for Safety, 

Convenience and Sustainability, Dealing with Disaster, 2013.9.6, New Castle, UK. 

Jinyoung Kim, Hisamoto Hanabusa, Makoto Okumura,  Development of the traffic evacuation simulation, The 9th APRU 
Research Symposium on Multi-Hazards around the Pacific Rim, 2013.10.29, Taipei, Taiwan. 

 

○基調講演・招待講演 （  1  ）件 

Okumura Makoto, Adaptation Strategies for Risk and Uncertainty: The Role of an Interdisciplinary Approach including 

Natural and Human Sciences, RIHN 8th International Symposium "Risk Societies, Edge Environments: Ecosystems and 

Livelihoods in the Balance” 2013.10.24, Kyoto, RIHN. 

  

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ 1 ）件 

奥村誠・河野達仁, 人口減少･高齢化地域における交通システム－東日本大震災被災地を念頭に－, 日本不動産学会

誌(査読なし)，No.103，Vol.26,No.4,pp.39-46，2013年． 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（  1  ）件 

執筆企画協力，インフラの信頼性高めよ，日本建設工業新聞(新聞・WebPage)，2013.7.31. 
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３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（  無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

 システムダイナミクスに関する国際会議に参加し，質疑を行うとともに，海外からの参加者との意見交換，ゲ

―ミングシミュレーションへの展開に関連する技術的な質疑をアメリカにおけるソフトウェア開発者に継続的に

行うような体制作りのための交流などを行った． 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

 大学院工学研究科土木工学専攻 修士学生 

 

〈学生による成果発表〉 

 有：土木計画学研究発表会における論文発表，2013.6.1，1 件，50 名(セッション参加者) 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

 卒業研究，修士研究の一環として実施してきた東日本大震災直後の被災地における輸送，通信上の課題につい

ての研究発表を行う機会を与えている．本研究が対象とする被災地の支援シミュレーションへの応用を意識する

ことで，問題点をより具体的に明確化できた． 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

 大学院工学研究科，キャンパス計画室 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

 和歌山県有田郡広川町濱口梧陵記念館津波防災教育センター，調査への協力 

 人と防災未来センター，調査への協力 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

 東北福祉大学，研究組織への参加 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：Ｂ 

研究課題名：大規模災害発生時における歴史資料保全システムの研究 

研究代表者 平川新 

所属部門・分野 人間・社会対応部門 歴史資料保存研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

＊平川 新 

 

 

佐藤 大介 

 

 

蝦名 裕一 

 

 

天野 真志 

 

 

歴史資料保存研究分野 

教授 

 

歴史資料保存研究分野 

准教授 

 

歴史資料保存研究分野 

助教 

 

歴史資料保存研究分野 

助教 

歴史資料保存学

 

歴史資料保存学

 

歴史資料保存学

 

歴史資料保存学

研究統括 

 

 

デジタル保全・組織論 

 

 

被災歴史資料の救済技法・組織

論 

 

被災歴史資料の救済技法・組織

論 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計 ４  名  

研究経費  総額 1900 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 東日本大震災の発生から２年を経たが、今もなお被災した歴史資料への応急処置対応が続いてい

る。本研究では主に文書資料を対象とする実践活動により被災地支援を継続しつつ、得られた知見

を素材として下記の研究を実施し、日本列島の地域社会に残る歴史資料の防災・災害対応の体系化

に資する技術・組織論的な知見を得る。 

 ①津波などで物理的に被災した文書資料の応急処置方法の体系化に関する研究 

 ②デジタル記録化と原本保存による文書資料の防災対応に関する研究 

 ③歴史資料保全技術の普及に関する研究 

◇研究の特色・意義 

本研究においては、研究分析に必要な事例の収集を、東日本大震災で実際に被災した歴史資料の

修復を行いながら得ている。このことで、研究活動の進展に従って被災した歴史資料の修復が実現

するとともに、また、地域の歴史資料保全の従事者として、被災地の市民や学生を動員している。

被災地に限らず、日本列島各地には、地域社会に膨大な歴史資料が残されており、災害対応や、そ

の基礎となる平時の活動を実施する際には市民参加が必須の条件となる。本課題での研究成果と、

それを実現するための過程のすべてが、「次」の災害に備えた歴史資料防災のモデルとなる。 

当該年

度の研究

成果の内

容 

津波で被災した文書資料の応急処置活動を通じて、「被災史料トリアージ」ともいえる被災程度

に応じた判断基準策定や、ふすま下張り文書の復元に資する基礎的データを収集出来た。また、西

日本で実施したワークショップでは、懸念される「次」の巨大災害への対応を視野に入れた市民参

加型の技術について知見を深めることが出来た。 

歴史資料のデジタル撮影については、山形県高畠町でワークショップを実施した。高齢者にもデ

ジタルカメラが普及しており、かつ参加者の多くが史料所蔵者であったことから、古文書の簡便な

撮影技法に対する需要と、ワークショップ自体が新たな史料発掘の機会となることが明らかになっ

た。 

また被災地での活動では、文化財担当者らから時間の経過に伴う関心の低下に対する懸念の声が

挙げられた。被災地支援が縮小していく中、活動の継続性確保と、長期的支援の必要姓に対する社

会的合意を確保する論理の確立が課題だと明らかになった。 

研究成

果の「実

践的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

本研究における研究成果については、関連学会での報告とともに、被災地内外での講演やワー

クショップを通じて社会還元すると共に、そこでの経験を活かし、技術・組織両面でより効率的な

歴史資料保全の体制作りを考察している。 

本年度は宮城県や岩手県の史料保存機関・行政の文化財保護担当者に加え、全国の文化財担当者

から、研究活動の内容、さらには地域の歴史資料を保全するための技術的なアドバイスを求められ

る機会が多かった。このことは、研究成果に対する社会的要請の高さを示すと共に、交流の機会を

通じて、東日本大震災での経験と教訓が広く実装されることにつながっている。 

URL 等 NPO 法人宮城歴史資料保全ネットワーク http://www.miyagi-shiryounet.org/ 

NPO Miyagi Shiryo Net (en) http://miyagi-shiryou-net.blogspot.jp/  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ ７ ）編  

・平川新「歴史文化をめぐる多様性の危機―震災の衝撃」、竹内和彦・中静透編『震災復興と生態適応―国連生物

多様性の 10 年と RIO＋20 に向けて』国際書院、2013 年、125-136 頁、査読無（依頼原稿） 

・天野真志「歴史資料の津波被害と保全対策：東日本大震災における NPO 法人宮城歴史資料保全ネットワークの

活動から」、『古文書研究』75、2013 年、40-58 頁、査読無（依頼原稿） 

・平川新「歴史資料を千年後まで残すために」、奥村弘編『歴史文化を大災害から守る 地域歴史資料学の構築』

東京大学出版会、2014 年、査読無（依頼原稿） 

・佐藤大介「「宮城方式」での保全活動・一〇年の軌跡―技法と組織に見る成果と課題」、奥村弘編『歴史文化を

大災害から守る 地域歴史資料学の構築』東京大学出版会、2014 年、査読無（依頼原稿） 

・蝦名裕一「大規模災害における資料保全ネットの活動―東日本大震災における宮城資料ネットの活動から」、奥

村弘編『歴史文化を大災害から守る 地域歴史資料学の構築』東京大学出版会、2013 年、査読無（依頼原稿） 

・天野真志「津波被災歴史資料とボランティア」、奥村弘編『歴史文化を大災害から守る 地域歴史資料学の構

築』東京大学出版会、2014 年、査読無（依頼原稿） 

・天野真志「地域歴史資料の保全と大学・図書館」、『名古屋大学附属図書館研究年報』11，2014、53-62，査読無

（依頼原稿） 

 

◇学会発表  

合計（  ８  ）件 

○基調講演・招待講演 （ ９ ）件 

・平川新「民家からレスキューされた美術品」、美術史学会博物館美術館委員会主催シンポジウム「震災とミュ

ージアム―そのとき私たちは何ができるのか」、2013 年 4 月 21 日、宮城県仙台市・仙台市博物館 

・平川新「歴史学と災害科学をつなぐ」、土木学会東日本大震災土木史シンポジウム、2013 年 6 月 23 日、宮城

県仙台市・東北大学大学院工学研究科 

・平川新「災害が進めた学際連携―文化財を未来へ―」、文化財保存修復学会第 35 回大会特別講演、2013 年 7

月 21 日、宮城県仙台市・東北大学川内萩ホール 

・佐藤大介「災害を超え、よみがえる仙台の文字文化 歴史資料保全活動 10 年の軌跡」、日本図書館文化史学

会 2013 年度研究集会、2013 年 9 月 14 日、宮城県仙台市・東北大学川内北キャンパス 

・平川新「アーカイブズのレスキュー活動」国文学研究資料館アーカイブズカレッジ短期コース、2013 年 11 月

13 日、岩手県遠野市・遠野市立図書館 

・佐藤大介「宮城での史料保全の歩み―「ふるさとの歴史」を守り伝えるために―」、地域歴史資料国際シンポ

ジウム、2013 年 12 月 1 日、大阪府大阪市・神戸大学梅田インテリジェントラボラトリ 

・天野真志“ Miyagi Shiryounet (Network for Preserving Historical Materials)A regional initiative to preserve historical 

materials”、文化財保存修復学会災害対策調査部会「日本と米国の文化財研究者意見交換会」、2013 年 12 月 6

日、東京都台東区・東京国立博物館 

・天野真志” Dealing with disaster-damaged historical documents in paper medium”、 文化財保存修復学会災害対策調

査部会「日本と米国の文化財研究者意見交換会」、2013 年 12 月 6 日、東京都台東区・東京国立博物館 

・佐藤大介「地元の歴史をのこす・学ぶ―宮城での取り組みから―」、日本史研究会 2014 年 1 月例会、2014 年

1 月 26 日、京都府京都市・機関紙会館 

 

○ポスターセッション （ １ ）件 

・NPO 法人宮城歴史資料保全ネットワーク（平川新・佐藤大介・蝦名裕一・天野真志・安田容子）、NPO 法人

宮城歴史資料保全ネットワークの活動、文化財保存修復学会第 35 回大会、2013 年 7 月 21 日～22 日、宮城県

仙台市・東北大学川内萩ホール 

  

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ ２ ）件 
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・佐藤大介「東日本大震災での歴史資料レスキュー―宮城県・岩手県での活動と所蔵者・地域―」、平川新ほか編

『東日本大震災を分析する２ 震災と人間・まち・記録』明石書店、201-204 頁 

・天野真志「被災した古文書の復旧と市民ボランティア」平川新ほか編『東日本大震災を分析する２ 震災と人

間・まち・記録』明石書店、201-204 頁 

 

◇学術関係受賞  

合計 （ １  ）件 

・2013 年度情報処理学会山下記念研究賞、2014 年 3 月 11 日、国内、情報処理学会、個人、天野真志 

 

◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（ １  ）件  参加者合計（ 40  ）名 

○国際学術講演会（ １ ）件 参加者（ 40  ）名 

・地域歴史資料国際シンポジウム、2013 年 12 月 1 日、大阪府大阪市・神戸大学梅田インテリジェントラボラト

リ、40 名（概算） 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 合計（ ８  ）件  

・平川新「歴史文化遺産を未来へ伝えるために」、全国史跡整備市町村協議会（全史協）第 1 回役員会、2013 年 6

月 26 日、東京都千代田区・砂防会館 

・佐藤大介「村田町、生い立ちの頃―山田家文書の概観から―」、公開講演会「よみがえる村田の歴史 江戸時代

からのメッセージ」、2013 年 6 月 29 日、宮城県村田町・村田道の駅交流館 

・佐藤大介「旧岩切郵便局の歴史資料レスキュー 成果と課題」、仙台市岩切文化センター市民講演会「うしなわ

れた文化財から地域を考える」、2013 年 12 月 13 日、宮城県仙台市・仙台市岩切市民センター、 

・佐藤大介「東日本大震災での歴史資料保全活動—大学 NPO の取り組み 成果と課題—」、平成 25 年度宮城県史

蹟整備市町村協議会第２回定例会報告講演、2014 年 1 月 22 日、宮城県多賀城市・多賀城市文化センター 

・佐藤大介「宮城での歴史資料保全活動 10 年―成果と課題―」、（栃木県）市町文書保存担当者講習会講演、2014 

年 2 月 5 日、栃木県宇都宮市・栃木県文書館 

・佐藤大介「地域の歴史資料を守り、伝えるために」、一関市芦東山記念館冬季特別展「つながる つづける つ

たえる活動」講演 2014 年 2 月 16 日、岩手県一関市・一関市芦東山記念館 

・佐藤大介「宮城資料ネットの活動 10 年 ふるさとの歴史を守り伝えるために」、（一関市博物館）東日本大震災

から３年 市民フォーラム「地域の宝を守る 災害と歴史資料」基調講演、2014 年 3 月 9 日、岩手県一関市・一

関市博物館 

・佐藤大介「災害と史料保全 NPO 法人宮城資料ネットの活動」、平成 25 年度亘理町郷土資料館町民講座・東日

本大震災復興祈念ものしり大学院、宮城県亘理町・亘理町郷土資料館、2014 年 3 月 15 日、 

・佐藤大介「宗吽院の史料は語る 宗吽院文書の調査保全活動について」、宗吽院文書調査報告会、2014 年 3 月

30 日、宮城県丸森町舘矢間まちづくりセンター 

 

◇学外での社会活動 

合計（ 31 ）件  

○行政・企業との連携 （ １  ）件 参加者合計（  １  ）名 

 宮城県女川町の古文書保全活動、津波被害を免れた女川町域の古文書史料全件の保全と継承、2013 年 4 月 1 日

～2014 年 3 月 31 日、1 名 

 

○講演会・セミナーの主催・運営 （ １ ）件 参加者合計（ 73 ）名 

 ９月 28 日 ＮＰＯ法人宮城歴史資料保全ネットワーク 10 周年記念シンポジウム「災害を超えて―宮城におけ

る歴史資料の保全 2003～2013―」の開催 

 ＮＰＯ法人宮城歴史資料保全ネットワーク 10 周年記念シンポジウム「災害を超えて―宮城における歴史資料の
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保全 2003～2013―」を、東北大学片平さくらホール２階会議室において開催し、73 名の参加者があった。 

 

○ボランティア活動 （ 29 ）件 参加者合計（ 312 ）名 

・宮城県石巻市 K 家被災史料の応急処置、NPO 法人宮城歴史資料保全ネットワークと協力して津波で被災し 2012

年 1 月に文書資料の市民参加による応急処置を行った。2013 年 4 月 1 日～2014 年 3 月 31 日（毎週平日 5 日間） 

・宮城県石巻市 T 家被災史料の応急処置、津波で被災し 2012 年 3 月にレスキューした江戸時代文書の市民参加に

よる応急処置、2013 年 4 月 1 日～3 月 31 日、毎週平日 5 日間）、40 名 

・宮城県仙台市・斎藤報恩会常盤文庫資料の保全活動、所蔵資料のデジタル撮影、2013 年 4 月 2 日～19 日、6 名 

・宮城県女川町・Ｋ・Ｃ家文書の保全活動、デジタル撮影、2013 年 4 月 22 日、3 名 

・宮城県大崎市・O・U 家文書の保全活動、デジタル撮影、2013 年 4 月 26 日～30 日、４名 

・宮城県栗原市・Ｈ家資料の保全活動、デジタル撮影、2013 年 4 月 30 日～6 月 7 日、５名 

・宮城県涌谷町・Ｓ家資料の保全活動、デジタル撮影、2013 年 6 月 14 日～7 月 8 日、５名 

・宮城県大崎市・Ｍ家資料の保全活動、デジタル撮影、2013 年 7 月 9 日～9 月 11 日、５名 

・宮城県仙台市・Ｓ家資料の保全活動、デジタル撮影、2013 年 8 月 23 日～27 日、３名 

・宮城県多賀城市・東北歴史博物館保管吉田家文書の保全活動、デジタル撮影、40 名 

・宮城県川崎町・川崎愛林公益組合保管文書の保全活動、現地でのデジタル撮影、2013 年 7 月 29 日、10 名 

・宮城県川崎町・Ｓ・Ｔ家文書の保全活動、現地でのデジタル撮影、2013 年 7 月 29 日、10 名 

・岩手県一関市・Ｋ家文書の保全活動、現地でのデジタル撮影、2013 年 8 月 7 日～9 日、28 名 

・宮城県栗原市・Ｓ家文書の保全活動、デジタル撮影、2013 年 9 月 12 日～2014 年 2 月 18 日、6 名 

・宮城県丸森町・宗吽院文書の保全活動、現地でのデジタル撮影、2013 年 9 月 21 日～22 日、19 名 

・宮城県蔵王町・高野家記録の保全活動、デジタル撮影、2013 年 9 月 27 日～10 月 7 日、6 名 

・宮城県東松島市・Ｋ家文書の保全活動、デジタル撮影、2013 年 10 月 15 日～22 日、3 名 

・宮城県石巻市・Ｓ家文書の保全活動、デジタル撮影、2013 年 10 月 22 日～11 月 1 日、6 名 

・宮城県丸森町・宗吽院文書の保全活動、デジタル撮影、2013 年 10 月 19 日、7 名 

・岩手県大船渡市・Ｓ寺文書の保全活動、現地でのデジタル撮影、2013 年 10 月 26 日～27 日、10 名 

・宮城県村田町・旧神風講引継文書の保全活動、デジタル撮影、2013 年 11 月 8 日～12 日、5 名 

・岩手県一関市・Ｋ家文書の保全活動、現地でのデジタル撮影、2013 年 11 月 23 日～24 日、10 名 

・宮城県女川町・Ｓ家資料の保全活動、デジタル撮影、2013 年 12 月 13 日、２名 

・宮城県女川町・Ｄ家資料の保全活動、デジタル撮影、2013 年 12 月 16 日、３名  

・宮城県石巻市・Ｇ家資料の保全活動、デジタル撮影、2013 年 12 月 13 日～2014 年 1 月 14 日、6 名 

・岩手県一関市・Ｃ家資料の保全活動、デジタル撮影、2014 年 1 月 17 日～2 月 18 日、5 名 

・宮城県石巻市・Ｈ家資料の保全活動、デジタル撮影、2014 年 2 月 28 日～3 月 11 日、7 名 

・宮城県仙台市・Ａ家旧蔵資料の保全活動、デジタル撮影、2014 年 3 月 11 日～3 月 14 日、6 名 

・宮城県仙台市・Ｉ家文書の保全活動、デジタル撮影、2014 年 3 月 14 日～3 月 31 日、7 名 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（  ７  ）件 

・新聞記事掲載、「「紅花商人」実像解明へ 村田・山田家 江戸前期の古文書発見」（佐藤大介）、河北新報朝刊

みやぎ面、2013 年 6 月 23 日 

・新聞記事掲載、「防災や復興に「歴史学」活かす 被災地の大学で取り組み」（平川新・佐藤大介）、日本経済新

聞朝刊 23 面、2013 年 7 月 28 日 

・新聞記事掲載、「村田商人の起源探る 東北大准教授ら講演」（佐藤大介）、河北新報朝刊みやぎ面、2013 年 7

月 7 日 

・新聞記事掲載、「宮城のＮＰＯ 救出・保全の技術伝授 仙台・28 日 発足 10 周年シンポ」（平川新）、河北新

報朝刊東北面、2013 年 9 月 24 日 

・新聞来維持掲載、「歴史資料保全 10 周年シンポ 28 日、仙台拠点のＮＰＯ」（平川新）、2013 年 9 月 25 日朝日

新聞朝刊宮城面、2013 年 9 月 25 日 

・新聞記事掲載、「古文書分析 社会の役に」（平川新）、読売新聞朝刊京都面、2014 年 2 月 15 日 
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・新聞記事掲載、「歴史資料の保全災害前に備えを 一関・フォーラム」（佐藤大介）、河北新報朝刊東北面、2014

年 3 月 10 日 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

・ロシア、ロシア国立公文書館・ロシア海軍史料館職員 2 名、2013 年 5 月 8 日、東日本大震災被災歴史資料レ

スキュー活動の視察 

・エジプト、ＪＩＣＡ大エジプト博物館保存修復センター研修生 7 名、2014 年 2 月 14 日、東日本大震災被災

歴史資料レスキュー活動の視察 

 ・米国、国際文化財保存学会（The International International Institute for Conservation of Historic and Artistic 

Works）、2013 年 12 月 6 日、文化財保存修復学会災害対策調査部会「日本と米国の文化財研究者意見交換

会」での意見交換 

 

◇国外の研究者の参加（ 有 ） 

 ・韓国・江陵大学、2014 年 8 月 7 日～9 日、宮城県一関市 K 家での歴史資料保全活動 

 ・オーストリア・ウィーン大学、2014 年 8 月 7 日～9 日、宮城県一関市 K 家での歴史資料保全活動 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

・NPO 法人宮城歴史資料保全ネットワーク英語版サイトを通じて、宮城地区での災害「前」の歴史資料保全活動

と、東日本大震災への対応について発信している。 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

 東北大学大学院文学研究科・同文学部、東北学院大学文学部・同経営学部、宮城学院女子大学学芸学部、東北

芸術工科大学、一橋大学大学院社会学研究科、東京農工大学大学院農学研究院、学習院大学大学院文学研究科、

明治大学大学院文学研究科、名古屋大学大学院文学研究科、京都橘大学大学院文学研究科、神戸大学大学院文学

研究科・同文学部 

 

〈学生による成果発表〉 

 東北大学大学院文学研究科・文学部ポスター発表「宗吽院の史料は語る」、2014 年 3 月 30 日、23 件。 

 

◇ポストドクターの活用（ 有 ） 

〈活用形態〉 

・特別教育研究支援者 １名 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

 特別教育研究支援者１名を配置し、研究プロジェクトへの従事により歴史資料への災害対策を実地で研究して

いる。 

また、本研究プロジェクトで実施している被災歴史資料の応急処置や、保全した歴史資料の情報共有化につい

ては、宮城県内外の大学生・大学院生が多数参加している。歴史資料の取り扱いと解析という専門性を活かした

社会活動の領域があることを実地で学ぶと共に、活動・調査研究の成果が、被災歴史資料の保全や地域の歴史情

報の還元により、社会貢献を果たしている。 

 被災地外 
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４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

・東北大学東北アジア研究センター上廣歴史資料研究部門、宮城県内の個人所蔵者の歴史資料保全活動の共同実

施 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

・東北大学高等教育センター、全学教育基礎ゼミにおける被災歴史資料保全の実習 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

 ・福島大学大学院人間発達文化学類、歴史資料保全技法の教授 

 ・人間文化研究機構・国文学研究資料館、東北歴史博物館吉田家文書の保全活動に対する協力 

 ・京都造形芸術大学芸術学部および日本庭園・歴史遺産研究センター、被災歴史資料の本格修復に対する協力 

 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

 ・東北学院大学経営学部、宮城県石巻市 A 家での歴史資料保全活動、2013 年 5 月 

・東北学院大学文学部、岩手県一関市 K 家での歴史資料保全活動、2013 年 8 月 

 ・宮城学院女子大学学芸学部、岩手県一関市 K 家での歴史資料保全活動、2013 年 8 月 

 ・東京農工大学大学院農学研究院、岩手県一関市 K 家での歴史資料保全活動、2013 年 8 月 

 ・明治大学大学院文学研究科、東北歴史博物館吉田家文書の保全活動、2013 年 8 月 

 ・一橋大学大学院社会学研究科、被災歴史資料の応急処置、2014 年 3 月 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：4次元災害科学情報の重層的見える化システムに関するパイロット研究 

研究代表者 寺田 賢二郎 

所属部門・分野 地域・都市再生研究部門・地域安全工学研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※寺田 賢二郎 

 

 石坂 公一 

 花岡 和聖 

 加藤 準治 

 

越村 俊一 

 

 柴山 明寛 

地域安全工学研究分野・

教授 

 

都市再生計画技術分野・

教授 

都市再生計画技術分野・

助教 

地域安全工学研究分野・

助教 

 

広域被害把握研究分野・

教授 

 

災害アーカイブ研究分

野・准教授 

 

計算工学 

 

居住計画 

地理情報科学

構造工学 

 

津波工学 

 

地震工学 

統括・重層的見える化システムの

仕様策定とコンテンツの実装管

理 

土地利用計画の細密データベー

ス化 

人口集積に関する細密データベ

ース化 

地震時における構造物の損傷・破

壊解析 

 

リモートセンシングによる被害

状況画像の再構成 

アーカイブデータの4D化の仕様

策定 

 

（全員：分析・解析結果の 4D 化

可視化用データの生成を行う）

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 樫山 和男 

 浅井 光輝 

 

 車谷 麻緒 

 森口 周二 

中央大学理工学部・教授

九州大学大学院工学研究

院・准教授 

茨城大学工学部・講師 

岐阜大学工学部・助教 

 

計算工学 

応用力学 

 

構造工学 

地盤工学 

FEM による流体・構造連成解析

SPH による流体・構造連成解析

 

FEM による濃度拡散・変形連成

解析 

DEM による地盤の変形・流動解

析 

 

 

（全員：シミュレーション結果の

4D 可視化用データの生成を行

う） 

 合計    10 名  

研究経費  総額  2,700 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

本研究所内の個々の研究分野から発信される成果を大規模自然災害の予見や被害予測，災害時の

避難および防災・減災に生かすためには，災害科学情報として一元的かつ重層的に管理できるシス

テムの構築が必要である．本研究では「災害科学情報管理システム」を構築し，これにより提供・

蓄積される災害科学情報を時空間の 4 次元可視化データとしてリソース化し，階層的に立体視する

ことで様々な事象を時間・空間的に分析できる「重層的見える化システム」の構築へ向けたパイロ

ットプログラムを実施する．GIS と 3 次元地図情報をプラットフォームとして，参画研究者が実施

する構造物の地震時挙動や津波のシミュレーション，本研究所のリモートセンシング解析，人口・

土地利用計画，震災映像データの成果を階層的管理が可能な４D 災害科学情報コンテンツとして変

換・蓄積し，それらの個々のデータあるいは相関性のある複数情報を必要に応じて抽出し，３D 投

影して立体視しながら分析できるようなシステムのプロトタイプを提示する． 

◇研究の特色・意義 

分野横断型の組織である本研究所から発信される多種多様な研究成果を横糸とすれば，縦糸の役

割を果たすものが，本パイロット研究で指向している災害科学情報の重層的 3 次元立体視による分

析システムである．正規システムの運用により，所内システムにおいて総合的に管理される時空間

データを，有機的に関連づけ，複眼的分析できるようになるため，復興事業における意思決定，来

るべき大規模災害における被害予測の試行を重ねることでその実効性が実装されれば，実際の防災

システムへの転用も期待され，実践的防災技術の核となり得ると期待される． 

 

当該年度

の研究成

果の内容 

 災害科学情報管理システムにおける「重層的見える化」機能の開発へむけたパイロットプログラ

ムとして(1) 地震・遡上津波シミュレーション，(2) 斜面災害シミュレーション，(3) 人口・土地利

用計画，(4) 震災映像データ保存，(5) リモートセンシング画像解析など，任意の災害科学研究の

成果を 4 次元災害科学情報コンテンツとして統合的に管理し，3D 投影による立体視することで各

事象を時間・空間的に分析可能なシステムのプロトタイプを示した．そして，従来は個々に表示し

ていた数値地図情報を同時に重ね 3 次元表示することでデータ相互の関係を俯瞰的に把握すること

の意義や効果を例示するとともに，同じ時空間上に人口集積データと合わせて地震や津波，斜面災

害などの数値シミュレーション結果を 3 次元的に重ねて表示するといった，物理現象と社会科学現

象の関係把握のための一つの方法論を提示した． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 構築を目指している「重層的見える化」機能を有する災害科学情報管理システムは，一元的かつ

重層的データを管理できる特徴がある．すなわち，個別の研究成果を同一時空間上に表示が可能と

なることから，互いのデータの相関関係も容易に把握し，評価することが可能となる．例えば，地

震による構造物の破壊シミュレーション，津波の遡上シミュレーションや斜面災害シミュレーショ

ンにより，災害規模や被害範囲が算定でき，その範囲での人口データ，土地利用情報を用いること

で，人的被害想定・経済損失を同じシステム上で分析が可能となる．本プロトタイプでは、想定さ

れる災害の被害予測などあらゆる災害科学情報を重ねて「見える化」を行うことの意義を例示した

が，その実効性が認められればさらに機能を拡充したうえでの実証研究へと発展する．そして、そ

の完成形を社会実装することができれば、この分析結果に基づいた減災・防災計画，および復興計

画事業における意思決定を容易に行うことができるようになり，実践的防災技術のプラットフォー

ム的な役割が期待される． 

 

URL 等 なし 
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（４）件 

○通常講演  （５）件 

１．佐藤義浩，青葉勇樹，高瀬慎介，加藤準治，寺田賢二郎，京谷孝史，車谷麻緒，樫山和男，動的荷重を受

けるコンクリート構造物の損傷解析，第 18 回計算工学講演会，2013 年 6 月 19～21 日，東京，東京大学生

産技術研究所 

２．高瀬慎介，樫山和男，寺田賢二郎，加藤準治，京谷孝史，有限被覆法を用いた物体周りの流体力計算， 

第 18 回計算工学講演会，2013 年 6 月 19～21 日，東京，東京大学生産技術研究所 

３．車谷麻緒，神野真弥，寺田賢二郎，京谷孝史，樫山和男，微細ひび割れの形成と接触を考慮した準脆性材

料の圧縮破壊シミュレーション，第 18 回計  算工学講演会，2013 年 6 月 19～21 日，東京，東京大学生

産技術研究所 

４．一式正晴，浅井光輝，津波シミュレーションによる大規模粒子データの可視化手法について，第 18 回計算

工学講演会，2013 年 6 月 19～21 日，東京，東京大学生産技術研究所 

５．Kenjiro Terada: Simulation, Visualization and Information Technologies to Disaster Mitigation, The 3rd HeKKSaGOn 

Presidents’ Conference: Disaster Prevention: Scientific and Technological Issues, Gottingen, Germany,12-13 

September, 2013. 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

 大学院工学研究科 土木工学専攻 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

樫山 和男（中央大学理工学部・教授）：研究組織への参加 

浅井 光輝（九州大学大学院工学研究院・准教授）：研究組織への参加 

車谷 麻緒（茨城大学工学部・講師）：研究組織への参加 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：Ｂ 

研究課題名：高所の被災・老朽化調査のための超小型飛行・固着離反ロボットの研究 

研究代表者 田所 諭 

所属部門・分野 地域・都市再生研究部門  ・ 災害対応ロボティクス研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 

 田所 諭 ※ 

 

 竹内栄二朗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害対応ロボティク 

 ス・教授 

 災害対応ロボティク 

 ス・助教 

 

 減災ロボティ

 クス 

 減災ロボティ

 クス 

 

 全体総括，固着離反機構， 

 運動制御，フィールド実験 

 固着離反機構，ロボット試 

 作，フィールド試験 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 

 大野和則 

 

 

（研究支援者） 

 Vijay Kumar 

 

 

 Nathan Michael 

 

 

 

 

 

 

 

 東北大学未来科学技 

 術共同研究センター 

 ・准教授 

 

 University of  

 Pennsylvania・ 

 Professor 

 Carnegie Mellon 

 University 

 Assistant Professor 

 

 ロボット工学

 

 

 

 ロボット工学

 

 

 ロボット工学

 

 運動制御，フィールド試験 

 

 

 

 飛行制御 

 

 

 飛行制御 

 合計    ５ 名  

研究経費  総額    ２，７００ 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

インフラや大規模産業設備の高所の被災状況や老朽化の調査を目的とし，超小型飛行ロボットが

構造物の壁や配管に留まりながら外観詳細検査を行えるための，ロボットの移動技術を研究開発す

る．飛行機能と構造物への固着離反機能の併用によって，風に対するロバスト性を確保し，カメラ

ぶれ等を防止し，長時間の検査を可能にする．この技術によって，高所調査の大幅な時間短縮，安

全化，低コスト化を図り，耐震補強や修繕等を進めやすくする． 

前年度からの継続研究であり，本年度は上記目標を達成し，モックアップやフィールド実験を行

うことを目的として研究を進めた． 

◇研究の特色・意義 

 我が国では，インフラや産業設備の老朽化が，防災の観点から大きな問題となっている．たとえ

ば，腐食した橋梁やプラントでは，地震の際に被害が拡大しやすく，平時においても事故が起きや

すい．耐震補強や修繕対策のためには，老朽化の状況を的確に把握することが必要であるが，高所

を調査するためには足場を組む必要があり，調査してみるまでは工事が必要かどうかもわからない

ため，コスト面から老朽化の調査が進まないという問題があった．本技術が実用化されれば，老朽

化箇所の詳細の外観検査や，被災状況の調査が，短時間，安全，低コストに行えるようになり，災

害対策を進める上での一助となり，被災地の復興・再生にも寄与する． 

 ロボット技術の観点からは，飛行ロボットや壁登りロボットは以前から研究がなされ，製品化も

なされている．しかしながら，詳細外観検査に適用しようとすると，前者はカメラ等のぶれ，バッ

テリー持続が短時間，対象接近が困難などの問題，後者は単純な平面壁しか登れないという問題が

あり，実際のインフラや産業設備への適用は不可能だった．壁等との接触と離反，壁等からの距離

の制御，安定なぶら下がりなどの問題を解決することによってこれを可能にすることは，ロボット

技術としても新規性が高く，意義深い． 

当該年度

の研究成

果の内容 

平成２５年度は下記の成果を挙げた． 

（１）超小型ヘリの固着離反機構の開発：超小型ヘリに搭載し，構造物（磁性体）に対して固着離

反を自由に繰り返すことができ，エネルギーを消費せずに超小型ヘリを静止させたり，移動させ

たりすることが可能な機構を開発した． 

（２）超小型ヘリの運動制御と位置決め：屋内の天井に対して位置決めし，固着，ぶら下がり制

御，離反，継続飛行が可能であることを示した． 

（３）超小型ヘリの径路飛行とマッピング：超小型ヘリが搭載した LIDAR センサによって構造物

（煙突）の形状計測を行い，それに沿って飛行するシステムを開発した．また，指定した経路に

従って飛行するナビゲーションシステムを開発した． 

（４）災害現地調査：タクロバン（フィリピン）の現地調査に超小型ヘリを適用し，災害現場の構

造物の外観検査が可能であることを示した． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

本研究は，災害時に大きな被害を受けると考えられている，老朽化したインフラや産業設備に対

して，従来よりも飛躍的に短時間，安全かつ安価に検査を行うための技術を提供する．また，災害

緊急対応や復旧においては，高所の被災状況を安全かつ短時間に調査する事を可能とする． 

特に，超小型ヘリは１０分程度しか飛行できないことが様々な調査や検査における現在の大きな

課題であり，バッテリーの性能向上や機体の軽量化には限界があるため，ブレイクスルーを図る方

法論が求められていた．本成果は，静止状態におけるエネルギー消費を一桁以上低く抑えることを

可能にする技術であり，実用性の観点から注目されている． 

以上のように，災害予防の観点からも，緊急対応や復旧の観点からも，防災・減災に寄与すると

ころが少なくない． 

URL 等 http://www.rm.is.tohoku.ac.jp/%E9%A3%9B%E8%A1%8C%E3%83%AD%E3%83%9C%E3%83%83%E

3%83%88%E3%81%AE%E9%85%8D%E7%AE%A1%E6%A4%9C%E6%9F%BB%E3%81%AB%E9%9

6%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E7%A0%94%E7%A9%B6/ 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 7 ）編  

1) Keiji Nagatani, Seiga Kiribayashi, Yoshito Okada, Kazuya Yoshida, Satoshi Tadokoro, Takeshi Nishimura, Tomoaki 

Yoshida, Eiji Koyanagi, Mineo Fukushima, Shinji Kawatsuma, Emergency response to the nuclear accident at the Fukushima 

Daiichi Nuclear Power Plants using mobile rescue robots, Journal of Field Robotics, Vol.30, No. 1, pp. 44-63, 2013.（査読

有） 

2) Kazuhito Wakana, Hiroaki Namari, Masashi Konyo, Satoshi Tadokoro, Pneumatic Flexible Hollow Shaft Actuator with 

High Speed and Long Stroke Motion, Proc. 2013 IEEE International Conference on Robotics and Automation (ICRA2013), 

pp.357-363, 2013.（査読有） 

3) Yushi Segawa, Yasuyuki Nanamori, Shinichiro Sanji, Takayoshi Kitada, Satoshi Tadokoro, An introduction to Japanese 

R&D activity and political direction on special environment robots, Proc. IEEE Region 10 Humanitarian Technology 

Conference 2013, 2013.（査読有） 

4) Satoshi Tadokoro, Shuji Seki, Hajime Asama, Priority issues of disaster robotics in Japan, Proc. IEEE Region 10 

Humanitarian Technology Conference 2013, 2013.（査読有） 

5) Tetsuya Kimura, Makiko Okamoto, Koji Oga, Shinji Okuda, Toshihiro Matsuda, Tsutomu Nagi, Shoichi Hamada, Yoshitada 

Hata, Satoshi Tadokoro, Research on stardization, safety standards and competitiveness enhancement of special environment 

robots in Japan, Proc. IEEE Region 10 Humanitarian Technology Conference 2013, 2013.（査読有） 

6) Naoki Sakaguchi, Kazunori Ohno, Eijiro Takeuchi, Satoshi Tadokoro, "Precise Velocity Estimation for Dog using its Gait," 

The 9th Conference on Field and Service Robotics 2013.（査読有） 

7) Kazuaki Yanagimura*, Kazunori Ohno, Yoshito Okada, Eijiro Takeuchi, Satoshi Tadokoro, Hovering of MAV by using 

magnetic adhesion and winch mechanism, Proc. 2014 IEEE International Conference on Robotics and Automation 

(ICRA2014), 2014. (accepted)（査読有） 

 

◇学会発表  

合計（ 14 ）件 

○通常講演 （ 3 ）件 

・Hajime Asama, Yasuharu Kunii, Tim Lueth, Raj Madhavan, T.-J. Tarn, Satoshi Tadokoro, Marriage of Disaster Robotics to 

Business, International Workshop on Robotics: Past, Present and Future, 2013. 

・柳村一成，大野和則，戸塚雄介，竹内栄二朗，田所 諭, “MAV の空中静止のための吸着巻取り機構,” 第 14 回計

測自動制御学会システムインテグレーション部門講演会予稿集, 1C1-4, 2013. 

・戸塚雄介, 柳村一成, 大野和則, 岡田佳都, 田所諭, “UAV による配管・煙突空撮支援のための測域センサによる

円柱状構造物の認識,” 第 14 回計測自動制御学会システムインテグレーション部門講演会予稿集, 2K3-5, 2013. 

 

○基調講演・招待講演 （ 10 ）件 

・Hajime Asama, Satoshi Tadokoro, Hideo Setoya, COCN (Council on Competitiveness-Nippon) project on robot technology 

development and management for disaster response, Proc. IEEE Region 10 Humanitarian Technology Conference 2013, 2013. 

(invited) 

・Satoshi Tadokoro, Disaster response robot Quince and lessons at Fukushima-daiichi Nuclear Power Plant Accident, Proc. 

IEEE Region 10 Humanitarian Technology Conference 2013, 2013. (invited keynote) 

・Satoshi Tadokoro, Rescue robots nurtured by standard test method, ASTM Winter Conference, 2013. (invited) 

・Satoshi Tadokoro, Priority Issues of Disaster Robotics Related to Decommissioning of Fukushima-Daiichi Nuclear Power 

Plant, Robotics and Automation in Nuclear Facilities, 2013. (invited) 

・田所諭，震災に挑む－ロボットの挑戦－，ロボカップジャパンオープンキーノート講演，2013. 

・田所諭，Rescue and Disaster Robotics，災害対応ロボットセミナー，2013. 

・田所諭，COCN 災害対応ロボットセンター設立構想プロジェクト WG1 評価ワーキンググループ－災害対応ロ

ボットの評価・認証・実証試験・フィールド・評価法・訓練・競技会に関する検討－，NEDO 講座，2013. 

・田所諭，燃料デブリ取り出しに向けた遠隔操作等機器・装置開発，情報可視化遠隔操作等機器・装置の研究開

発，東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた研究開発計画と基盤研究に関するワークショップ，2013. 
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・田所諭，NEDO 特殊環境ロボット調査事業（NEDO 特殊環境用ロボット等の標準化・安全規格化と競争力の強

化等に関する検討）の成果概要，国際ロボット展ロボットビジネス協議会ワークショップ，2013. 

・田所諭，COCN 災害対応ロボットセンター設立構想プロジェクト WG1 フィールド性能評価ワーキンググルー

プ，東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた研究開発計画と基盤研究に関するワークショップ，2013. 

 

○ポスターセッション （ 1 ）件 

・柳村一成，大野和則，戸塚雄介，竹内栄二朗，田所 諭, “クアッドロータに搭載可能な磁石を用いた吸着機構の

研究開発,”ロボティクスメカトロニクス講演会講演予稿集 ,1A1-F07, 2013. 

 

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ 11 ）件 

1) 田所諭，原子力発電所の事故対応に求められるロボット技術，電気協会報，3 月号，2013. 

2) 田所諭，災害対応ロボットの技術とその課題，電気評論，6 月号，2013. 

3) 田所諭，東北大学情報科学研究科人間－ロボット情報学分野，ロボット，214, 2013 

4) 田所諭，人間が不可能な仕事を代行，河北新報，12 月 3 日，2013. 

5) 田所諭，既存ロボ改造福島原発投入，河北新報，12 月 4 日，2013. 

6) 田所諭，人体に似た機能ロボに融合，河北新報，12 月 5 日，2013. 

7) 田所諭，ヘビ型で狭い隙間も調査可能，河北新報，12 月 6 日，2013. 

8) 田所諭，飛行ロボ軽量化し活躍間近，河北新報，12 月 7 日，2013. 

9) 田所諭，研究室卒業，問われる実用性，河北新報，12 月 8 日，2013. 

10) 田所諭，防災ロボットの未来，電子通信学会誌，10 月号，2013 

11) 田所諭，災害対応ロボットと福島第一原発事故，設計工学会誌，2013. 

 

◇特許・実用新案・その他の産業財産権   

 合計 （ 3 ） 件 

Ａ 出願 計（ 2 ）件   

J-2) 特願 2013-242402，飛行装置，大野和則，田所諭，東北大学 

J-3) 特願 2013-156041，埋設管路の計測装置，及び，埋設管路の計測方法，宮崎幸，上道司，山根俊男，小阪健

次，番上勝久，番上正久，田所諭，大野和則，積水化学工業，アスコ，東北大学，国際レスキューシステム研究

機構 

 

Ｂ 取得  計（ 1 ）件   

J-1) 特許第 5294239 号，自走式ケーブル装置，特開 2009-066167(P2009-066167A)，2009 年 4 月 2 日，特願 2007-

237332，2007 年 10 月 5 日，田所諭，昆陽雅司，嵯峨智，畑崎計成，武村史朗，新妻翔，東北大学，国際レスキ

ューシステム研究機構 

 

◇学術関係受賞  

合計 （ 4 ）件 

1) 2013 年 4 月 19 日 日本機械学会教育賞（教科書ロボティクス出版委員会として「教科書ロボティクスの執筆

及び教育方法改善の取り組み」に対して） 

2) 2013 年 5 月 9 日 2013 IEEE Robotics and Automation Society Distinguished Service Award (For his outstanding service 

and activities for Technical Committees, Administrative Committee, Chapter and Conferences) 

3) 2013 年 7 月 1 日 RoboCupRescue Innovation Award（レスキューロボット Quince およびチーム G-Tan の５名の

メンバー（古森，山本，水谷，竹内，田所）が受賞） 

4) 2013 年 9 月 5 日 日本ロボット学会功労賞（災害対策ロボット実用化政策の推進，に対して，淺間一，中村仁

彦とともに受賞） 
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２ 社会活動 

◇学外での社会活動 

合計（ 5  ）件  

・小中高との連携  （ 1 ）件  参加者合計（ 100 ）名 

  田所諭，震災に挑む－ロボットの挑戦－，ユニバーサイエンス，福島県立須賀川桐陽高校，2013. 

・行政・企業との連携 （ 3 ）件 参加者合計（ 100 ）名 

田所諭，ロボットは防災の切り札，NHK 視点論点，2013 年 1 月 17 日，2013. 

Satoshi Tadokoro, J-RAPID: Search in Disaster Rubble Piles by Collaboration of CRAWLER and Active Scope Camera, 

J-RAPID Symposium, 2013 

田所諭，災害対応ロボットと運用システムのあり方：防災ロボットに関する提言，NEDO 講座，2013. 

・講演会・セミナーの主催・運営 （ 1 ）件 参加者合計（ 100 ）名 

  NIST/ASTM 標準災害対応ロボット評価デモンストレーション 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

  米国・Texas A&M 大学・平成 25 年度・Robotics Handbook 共同編集 

  米国・National Institute of Standards and Technology・平成 25 年度・DARPA Robotics Challenge 共同開催企画 

  イタリア・ローマ大学・平成 25 年度・RoboCupRescue 共同企画 

  米国・Carnegie Mellon University・平成 25 年度・超小型ヘリロボット共同研究 

  米国・University of Pennsylvania・平成 25 年度・超小型ヘリロボット共同研究 

 

◇国外の研究者の参加（ 有 ） 

  米国・Carnegie Mellon University・平成 25 年度・超小型ヘリロボット共同研究 

  米国・University of Pennsylvania・平成 25 年度・超小型ヘリロボット共同研究 

 

◇学術交流協定の活用 （ 有 ） 

  イタリア・ローマ大学・平成 25 年度・研究者来日長期滞在 

 

◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

  DARPA Robotics Challenge に関連して，日米共同研究の計画を行った． 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

 情報科学研究科、工学部 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

 超小型ヘリを災害地で飛行させて調査を行うことは，問題点の理解とともに，学生や若手教員にとって良い経

験となった． 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 
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５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

 JAXA・研究協力 

 JAST・研究協力 

 JAEA・研究協力 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：超深海型音響測距装置開発と日本海溝の海溝軸の地殻変動観測への適用 

研究代表者 飯沼 卓史 

所属部門・分野 災害理学研究部門 海底地殻変動研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

飯沼卓史※ 

 

日野亮太 

 

木戸元之 

海底地殻変動観測分野・

助教 

海底地殻変動研究分野・

教授 

海底地殻変動研究分野・

准教授 

地震・測地学 

 

海底地震学 

 

海底測地学 

研究総括・陸上 GPS 観測・デー

タ解析 

GPS 圧力観測・データ解析 

 

GPS 音響観測・データ解析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

藤本博己 

 

伊藤喜宏 

 

長田幸仁 

防災科学技術研究所・契

約研究員 

京都大学防災研究所・准

教授 

東北大学大学院理学研究

科・教育研究支援者 

海底測地学 

 

海底地震学 

 

海底測地学 

GPS 音響観測・データ解析 

 

海底圧力観測・データ解析 

 

海底間音響測距・データ解析 

 合計  ６  名  

研究経費  総額２，７００千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 従来水深 3000m ほどの海域（熊野灘）で用いていた海底間音響測距装置を、これまで観測実績の

ない海溝軸付近の大深度に対応させるように改良を行い、また、基線長の変化分（相対変位）だけで

なく、基線長そのもの（絶対変位）をも計測できるよう、装置の改良を行う。絶対変位と相対変位の

両方を同時に計測することにより、海溝軸近傍での観測からより多くの情報を得られるようになる。

また、昨年度東北地方広域に設置済みの、GPS 音響測距結合方式の海底地殻変動観測と組み合わせ、

東北地方太平洋沖地震後の海溝軸近傍の挙動を把握し、余効すべり分布の推定等を通して、超巨大地

震発生過程の解明に資することができる情報を得ることを目標とする。 

◇研究の特色・意義 

日本海溝の海溝軸近傍、プレート境界のごく浅い部分で発生した大きなすべりは、2011 年東北地

方太平洋沖地震の規模の巨大化並びにそれに伴い発生した巨大津波の励起に深く関与している。し

かしながら、海溝軸付近でのプレートの固着は、陸上の GPS 観測から得られる変位場に対して大き

な寄与を持たないため、陸上観測のみから正しく評価することができない。そのため、海溝付近で

のプレート間の固着状態を精確に把握するために、海底での地殻変動観測が必要となってくる。特

に、海溝軸近傍での地殻変動観測が可能になれば、非常に高い空間分解能で海溝付近でのプレート

の固着状態を推定できるようになる。日本海溝沿いの他の領域や、他の沈み込み帯の海溝周辺で

も、東北地方太平洋沖地震の際に発生したような、プレート境界最浅部の破壊が起こり得るかどう

かを評価することは、防災計画を立てる上で極めて重要な情報となる。これらの観測から得られる

海底地殻変動場に関する情報を活用することで、東北地方太平洋沖地震後にプレート境界での大地

震発生が懸念されている、青森県から北海道東部並びに茨城県から房総半島の沖合において、海溝

軸近傍のすべりが発生しうるのか否かを評価することができ、また、日本海溝での超巨大地震の再

来頻度の推定を向上させ、今後の防災計画策定に寄与できると期待される。 

当該年度

の研究成

果の内容 

 昨年度開発した超深海対応の海底間音響測距装置に、GPS/音響測距結合方式の海底地殻変動観

測用の海底局としても動作する機能を追加した。この改造を行った海底局 3 台を、2011 年東北地

方太平洋沖地震で大きな地震時すべりが発生した海溝軸近傍に設置し、試験観測を行った。海況が

悪かったために、今回追加した GPS/音響測距結合方式の海底地殻変動観測点としての機能の動作

試験は実施できなかった。海底間音響測距に関しては設置と回収の間の約 4 ヶ月間の観測データを

取得することに成功した。7km 離れた観測点間での測距が可能であること、すなわち日本海溝を

挟んだ二点での観測ができることが確認された。また、数 cm/年の精度で基線長変化を観測できる

ことが確認できたが、測位精度に関しては解析手法に改善の余地が残されており、今後も技術開発

を進めていく必要がある。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

今年度の本研究の成果によって、日本海溝近傍の大深度域において、数 cm/年の基線長変化すな

わち地殻変動を検出できることが確認された。現在進行中の 2011 年東北地方太平洋沖地震の余効

変動は、プレート境界面上での余効すべり及び地殻下部からマントルにかけての粘性緩和の二つが

主要因と考えられるが、これらを切り分けたうえでプレート境界最浅部での現在の固着の有無を評

価するのは、既存の海底及び陸上の地殻変動観測網から得られるデータのみでは困難である。日本

海溝の海溝軸を挟んだ基線での短縮レートすなわち海洋プレートの陸側プレート下への沈み込む速

度を計測することで、プレート境界最浅部での固着の有無並びに固着強度の時間変化が評価できる

ようになることが期待され、2011 年東北地方太平洋沖地震の震源域並びにその南北隣接領域のプ

レート境界最浅部における、地震ハザード評価の向上に貢献できると考えられる。また、本研究で

開発した機器並びにデータ解析技術は、今後発生が懸念される東海・東南海・南海地震の想定震源

域においても、トラフ軸近傍での固着強度の評価のためにも活用できるものと思われる。 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ １ ）編  

Iinuma, T., R. Hino, M. Kido, Y. Osada, D. Inazu, Y. Ito, S. Suzuki, Y. Ohta, and H. Fujimoto, Investigation on the postseismic 

deformation associated with the 2011 Tohoku earthquake based on terrestrial and seafloor geodetic observations - to evaluate 

the further seismic hazard potential on the plate interface beneath the northeastern Japanese Islands, International Association 

of Geodesy Symposia, 143, 2014, in press, 査読有 

 

◇学会発表  

合計（ ７ ）件 

○通常講演  （ ２ ）件 

木戸元之, 日野亮太, 飯沼卓史, 東 龍介, 和田育子, 藤本博己, 長田幸仁, 太田雄策, 鈴木秀市, 中山貴史, 出町

知嗣, 富田史章, 平原 聡, 海田俊輝, 立花憲司, 三浦 哲, 松澤 暢, 日本海溝沿いの H25 年度海底 GPS 集中観測の

概要, 日本地震学会 2013 年度秋季大会, 2013/10/7-9, 横浜市・神奈川県民ホール及び産業貿易センター 

木戸元之, 日野亮太, 飯沼卓史, 東 龍介, 和田育子, 藤本博己, 長田幸仁, 太田雄策, 鈴木秀市, 中山貴史, 出町

知嗣, 富田史章, 日本海溝における海底 GPS 集中観測の速報,日本測地学会第 120 回講演会, 2013/10/29-31, 立川

市・国立極地研究所 

 

○ポスターセッション （ ５ ）件 

藤本博己, 木戸元之, 太田雄策, 山本淳平, 長田幸仁, 飯沼卓史, 日野亮太, 田所敬一, 金田義行, 海底 GPS 手法

による海底地殻変動観測高度化に向けた新たな取り組み, 日本地球惑星科学連合 2013 年大会, 2013/5/19-24, 千葉

市・幕張メッセ国際会議場 

長田幸仁, 太田雄策, 出町知嗣, 木戸元之, 藤本博己, 日野亮太, セミリアルタイム海底地殻変動観測に向けた

GPS 測位精度評価, 日本地震学会 2013 年度秋季大会, 2013/10/7-9, 横浜市・神奈川県民ホール及び産業貿易センタ

ー 

Kido, M., H. Fujimoto, Y. Osada, Y. Ohta, K. Tadokoro, T. Watanabe, S. Nagai, K. Yasuda, T. Okuda, and J. Yamamoto, 

Precision evaluation for intensive GPS acoustic measurements along Japan trench, AGU 2013 Fall Meeting, 2013/12/9-13, San 

Francisco・Moscone Center 

Osada, Y., Y. Ohta, T. Demachi, M. Kido, H. Fujimoto, R. Azuma, and R. Hino, An accuracy assessment of realtime GNSS 

time series toward semi- real time seafloor geodetic observation, AGU 2013 Fall Meeting, 2013/12/9-13, San Francisco・

Moscone Center 

Suzuki, S., Y. Ito, R. Hino, D. Inazu, Y. Osada, The development of the self pop-up ocean bottom pressure gauge (OBP) 

with precision thermometers attached, AGU 2013 Fall Meeting, 2013/12/9-13, San Francisco・Moscone Center 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（ １ ）件 参加者合計（ ８０）名 

木戸元之, 東北沖の海底地殻変動観測と連続観測に向けた取り組み, 一般講演会「日本海溝周辺における海底観測

の高度化」, 2013/2/19, 仙台市・仙台メディアテーク 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 
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３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉東北大学大学院理学研究科、東北大学理学部 

 

◇ポストドクターの活用（ 有 ） 

〈活用形態〉研究組織への参加, 1 名, 通年 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

・学生の海域観測への参加は、当該学生に海域でのデータ取得の現場について、身をもって経験してもらうこと

によって、将来自身で研究計画を立てたり実施したりするにあたって、無理のない計画の立案及び遂行を可能と

する知識・経験を培うことができるまたとない機会であり、これを東北大学大学院理学研究科及び理学部の院

生・学生に捉えさせるという点で大きな教育的効果を上げることができたものと思われる。 

・研究組織に参加したポストドクターには、本研究の要として、計画の立案から実行までほぼ自由に腕を振るっ

ていただいたが、これによって、責任を持って立案した研究を実行するうえで必要な経験を十分積ませることが

できると同時に、研究者としての評価につながる学会発表・論文執筆の基盤となりうる観測データを取得させる

ことができた。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

東北大学大学院理学研究科 地震・噴火予知研究観測センター, 共同研究・調査 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

京都大学防災研究所 地震予知研究センター, 研究組織への参加 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：ＭＲ(Mixed Reality)技術による３Ｄ映像表示システムの開発 

研究代表者 趙 大鵬 

所属部門・分野 災害理学研究部門・火山ハザード研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※趙 大鵬 

岡田知己 

今村文彦 

豊国源知 

岩崎俊樹 

火山ハザード・教授 

地震ハザード・准教授 

津波工学・教授 

火山ハザード・助教 

気象・海洋災害・教授 

地震学 

地震学 

津波工学 

火山物理学 

気象学 

総括 

地震データ収集 

津波データ収集 

火山データ収集 

気象データ収集 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

海田俊輝 

出町知嗣 

平原 聡 

プリマ オキ ディッキ 

松田浩一 

海野徳仁 

理学研究科・技術職員 

理学研究科・技術職員 

理学研究科・技術職員 

岩手県立大・講師 

岩手県立大・講師 

東北大学・教授 

 

 

 

情報処理 

情報処理 

地震学 

ＭＲプログラム開発 

ＭＲプログラム開発 

ＭＲプログラム開発 

ＭＲプログラム開発 

ＭＲプログラム開発 

コンテンツ制作 

 合計    １１名  

研究経費  総額   2,499 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

自然災害を引き起こす原因となる自然現象（地震、津波、火山噴火、台風、竜巻など）の発生機構

を正しく理解することは、災害軽減や防災を目指す研究分野において最も基本的であるとともに、

最も重要なものである。平成２４年度に実施した、最新のＭＲ（Mixed Reality）技術を用いて、観

測データやシミュレーション結果を的確に表示するシステムの開発は当初の目標を 100％達成し

た。平成２５年度は、前年度までの研究成果を基にして、多くの視聴者が３Ｄ表示映像を共有する

ための表示システムの開発を実施する。 

◇研究の特色・意義 

観測データやシミュレーション結果の３Ｄ表示映像のほかに、動画コンテンツを作成することによ

り、自然災害を引き起こす様々な現象の発生機構の理解を促進することが可能となり、自然災害の

発生機構の解明に大きな貢献が期待できる。さらに、博物館などでの表示を行うことができれば，

子供たちが自然災害の発生の仕組みに興味を持ち、それを理解するための防災教育にとって非常に

有効なツールとなることが期待される。 

当該年度

の研究成

果の内容 

前年度（平成２４年度）に開発した MR システムによる３D 表示技術を用いて、日本列島の GPS

連続観測データに基づいた 2011 年東北地方太平洋沖地震の発生前の地殻変動の様子を、詳細なア

ニメーションで表示することが可能になった。また、GPS 観測データ、強震計データなどから求

めたプレート境界での本震の地震時すべりの時空間変化と、GPS 連続観測データによる本震時の

日本列島の地殻変動を同時にアニメーション表示することができるようになった。さらに、津波観

測データに基づいた数値シミュレーションによる津波伝搬の様子を表示可能となった。これらの動

画ファイルを３Ｄ画像として表示できるようになったため、今年度の到達目標を実現したと考えら

れる。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

自然現象による様々な災害に対する防災・減災を目指すためには、先ず、自然現象（地震、津波、

火山噴火、台風、竜巻など）の発生機構を正しく理解することが最も基本的であり、最も重要なも

ののひとつである。最新のＭＲ（Mixed Reality）技術を用いて、観測データやシミュレーション結

果を的確に表示するシステムを開発し、最新の科学的知見を広く伝えていくことにより、防災・減

災教育のための非常に有効なツールとなることが期待される。また、精密な３Ｄ映像／４Ｄ映像を

展開することにより、様々な自然科学の研究の進展に有用なツールとしても、その能力が期待され

る。 

 

 

 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（  ２  ）件 

○通常講演  （  １ ）件 

海田俊輝・出町知嗣・平原聡・飯沼卓史・太田雄策・内田直希・中島淳一・日野亮太・海野徳仁・長谷川昭, 

MR(Mixed Reality)を用いた沈み込むプレート形状とその活動の3次元表示, 日本地球惑星科学連合2013年大会, 

千葉, 幕張メッセ, 2013年 5月 20日.（ポスター発表） 

 

○ポスターセッション （ １ ）件 

長谷川昭・海田俊輝・海野徳仁, MRを用いた地球内部に沈み込むプレートとその活動の3次元表示, 可視化情報

学会 第19回ビジュアリゼーションカンファレンス, 東京, タイム24ビル, 2013年 11月 29日. 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  3  ）件 参加者合計（   ）名 

東北大学オープンキャンパス（2013年 7月 30日～31日） 

仙台管区気象台平成25年度地震解説業務研修（2013年 9月 12日） 

東北大学片平まつり（2013年 10月 12日～13日） 

 

◇学外での社会活動 

合計（ ２ ）件  

学都仙台宮城サイエンスディ（2013年 7月 20日） 

東北大学災害科学国際研究所第２回防災講演会（気仙沼市中央公民館 2013年 11月 216日） 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（   ２  ）件 

株式会社電通国際情報サービス プレスリリース http://www.isid.co.jp/news/2013/0306.html 

日刊工業新聞（2013年 3月 6日） 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

理学研究科 
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５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

岩手県立大学 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目： B 

研究課題名： 東北日本弧内陸活断層における地表活断層と地下地質構造の対応関係 

研究代表者  岡田真介 

所属部門・分野  災害理学研究部門・地盤災害研究分野 

職名  助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※岡田真介 

 

 

今泉俊文 

 

地盤災害研究分野 

助教 

 

地盤災害研究分野 

教授 

 

変動地形学・ 

地球物理学 

 

変動地形学 

重力探査の準備・実施・解析，

データ解釈，総括 

 

活断層地形判読 

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

横山隆三 

 

住田達哉 

 

牧野雅彦 

 

池田安隆 

 

楮原京子 

 

平松良浩 

 

澤田明宏 

 

本多 亮 

横山空間情報研究所 

(岩手大学名誉教授) 

産業技術総合研究所・ 

地質情報部門 研究員 

産業技術総合研究所 

地質情報部門 部門長 

東京大学大学院理学系研

究科 准教授 

山口大学教育学部 講師

 

金沢大学理工学研究域 

准教授 

金沢大学理工学研究域 

研究員 

東濃地震科学研究所 副

主任研究員 

地理情報学 

 

地球物理学 

 

地球物理学 

 

変動地形学 

 

変動地形学 

 

地球物理学 

 

地球物理学・ 

測地学 

地球物理学・ 

測地学 

 

詳細 DEM データの収集・解析

 

重力探査の準備・実施・解析

 

重力探査の準備・実施 

 

活断層地形判読・データ解釈

 

活断層地形判読 

 

重力探査の準備・実施 

 

重力探査の準備・実施・解析

 

重力探査の準備・実施 

 

 合計   8 名  

研究経費  総額  2,550 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

ブーゲ重力異常は，地球の自転による遠心力，太陽・月による潮汐力，標高・地形による重力

効果を補正し，地下の密度構造に起因するものだけが残っている．活断層は活動の繰り返しによ

って，地下の地質構造（密度構造）に累積的な変形・変位を与えている．ゆえに，活断層を横切

るようにブーゲ重力異常を測定し，観測値と計算値とが一致する密度構造モデルを作成すること

によって，地下地質構造を推定することができる．地表活断層の位置・反射法地震探査のデータ

などと比較しながら，活断層運動の累積に起因するブーゲ重力異常の特徴的変化を特定する． 

◇研究の特色・意義 

地震の規模を評価するためには，1 回の活断層運動によって破壊される領域（セグメント区

分）を明らかにしなければならない．ブーゲ重力異常は，例え地表活断層が沖積平野等で明瞭

で無いとしても，地下で累積的に変形を受けた地質構造によるブーゲ重力異常の特徴的な変化

を捉えることができる．この特徴的なブーゲ異常の変化を水平方向に追跡することによって，

地下で累積変位・変形を受けている地質構造の連続性（セグメント区分）を明らかにできる可

能性がある．また，これらの活断層運動に起因するブーゲ重力のデータを蓄積・解釈すること

により，ブーゲ重力の特徴的な変化のみから，活断層の連続性だけでなく，その発達史を推定

することも可能になると考える． 

当該年度

の研究成

果の内容 

本年度は，仙台平野南部（亘理町〜白石市）にわたり，147 点において相対重力測定を行

った．また，山形盆地断層帯・新庄盆地断層帯を対象として，188 点の測定を行った．測定結

果には，潮汐・標高・地形による重力効果の補正を施し，ブーゲ重力異常を計算した． 

これらのブーゲ重力異常のうち，仙台平野南部では，反射法地震探査の結果を拘束条件に

用いて，2 次元タルワニ法により密度構造解析（モデル計算）を行った．その結果，ブーゲ重

力異常の観測値と計算値は非常に良く一致し，鮮新世以降の活断層運動によって累積変形を受

けた先第三系の基盤の形状が，急激なブーゲ重力異常の変化を生じさせていることが明らかに

なった．この特徴的なブーゲ重力異常の変化は，仙台平野の南端まで連続している．また本研

究での測線よりも北部に関しては，愛島丘陵（仙台空港の北西）までは少なくとも連続的であ

ることが分かった．山形盆地・新庄盆地断層帯に関しては，解析を進めている． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

東北地方太平洋沖地震の発生以後，東北日本弧の内陸活断層の地震発生確率は高まったと

されている．また，東北地方は沿岸域および内陸盆地に人口が密集しており，内陸活断層が発

生した場合には甚大な災害をもたらすため，災害予測・減災の観点からも，内陸活断層の位置

形状および性状等の基礎情報の充実とそれを基にした評価が急務となっている． 

地震の規模を評価するためには，1 回の活断層運動によって破壊される領域（セグメント区

分）を明らかにしなければならない．ブーゲ重力異常は，例え地表活断層が沖積平野等で明瞭

で無いとしても，ブーゲ重力異常の変化をキーとして水平的に追跡することにより，地下で変

位・変形を受けている地質構造の連続性を明らかにできる．地震の発生させる活断層の地下で

の連続性（形状）を明らかにすることにより，内陸地震の規模が明らかになる． 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 4 ）編  

横倉隆伸, 山口和雄, 岡田真介, 2013, 石狩低地東縁断層帯南部における反射法地震探査–苫小牧-むかわ測線西部

における稠密発震データの解析–, 地質調査総合センター速報, 62, 47-61, 査読無. 

岡田真介, 山口和雄, 横倉隆伸, 2013, 石狩低地東縁断層帯における反射法地震探査–厚真測線およびむかわ測線

–, 地質調査総合センター速報, 62, 63-72, 査読無. 

岡田真介, 住田達哉, 山口和雄, 横倉隆伸, 2013, 石狩低地東縁断層帯南部における重力探査, 地質調査総合セン

ター速報, 62, 73-83, 査読無. 

山口和雄, 阿部 進, 横倉隆伸, 岡田真介, 2013, 馬追丘陵周辺の反射法データ解析, 地質調査総合センター速報, 

62, 37-46, 査読無. 

 

◇学会発表 

合計（  3  ）件 

○通常講演  （ 1 ）件 

今泉俊文, 岡田真介, 楮原京子, 八木浩司, 越後智雄, 松原由和, 三輪敦志, 阿部恒平, 小坂英輝, 山形盆地西

縁断層帯(村山地区)の変動地形と地下構造, 日本地理学会2014年春季学術大会, 2014年3月27日, 東京都世

田谷区・国士舘大学世田谷キャンパス. 

 

○ポスターセッション （  2  ）件 

岡田真介, 今泉俊文, 寺地将史, 楮原京子, 越後智雄, 戸田 茂, 松原由和, 三輪敦志, 池田安隆, 宮内崇裕, 石

村大輔, 住田達哉, 牧野雅彦, 仙台平野南部に伏在する活断層とその地下構造 — 反射法地震探査および

重力探査に基づいて —, 日本地理学会2014年春季学術大会, 2014年3月27日, 東京都世田谷区・国士舘大

学世田谷キャンパス. 

岡田真介, 今泉俊文, 楮原京子, 越後智雄, 戸田茂, 松原由和, 三輪敦志, 池田安隆, 宮内崇裕, 石村大輔, 仙

台平野南部における浅層反射法地震探査データ取得, 日本地球惑星科学連合2013年大会, 2013年5月22日, 

千葉市・幕張メッセ国際会議場. 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表  

合計（  1   ）件 参加者合計（ 200 ）名 

今泉俊文，山形盆地断層帯想定震度に備える，村山地区自主防災組織連絡会，2013 年 3 月 5 日，山形県村山総

合支庁． 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

東北大学理学部・学部 4 年生 1 名 

金沢大学理学部・学部 4 年生 1 名 
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◇ポストドクターの活用（ 有 ） 

〈活用形態〉 

澤田明宏，金沢大学理工学研究域・研究員，重力測定および GPS データの解析，2013 年 8 月 6〜13 日. 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

横山隆三，横山空間情報研究所，地表地形データ（DEM）の解析 

住田達哉，産業技術総合研究所，重力測定機器の貸与および GPS データの解析 

牧野雅彦，産業技術総合研究所，重力測定機器の貸与および GPS データの解析 

池田安隆，産業技術総合研究所，データ解釈 

楮原京子，山口大学教育学部，データ解釈 

平松良浩，金沢大学理工学研究域，重力測定および GPS データの解析 

澤田明宏，金沢大学理工学研究域，重力測定および GPS データの解析 

本多 亮，金沢大学理工学研究域，重力測定および GPS データの解析 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：Ｂ 

研究課題名：数値気象予報モデルの高度利用に関する研究 

研究代表者 山崎 剛 

所属部門・分野 災害理学研究部門  気象・海洋災害研究分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 

※山崎  剛 

 

 

岩崎 俊樹 

 

 

気象・海洋災害研究分野

准教授 

 

気象・海洋災害研究分野

教授 

 

気象学 

 

 

気象学 

 

 

研究総括，観測システム構築 

 

 

数値モデルの高度利用手法の開

発 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計   ２ 名  

研究経費  総額 ２，０５６ 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

世界の災害による経済損失の約７割は風水害，異常気象に関わる気象災害によってもたらされ

ている(UNISDR, Global Review 2007)．気象災害の軽減には正確な気象予測が不可欠であり，現

在の気象予測は主に数値気象予報モデルによってなされている．本研究は数値気象予報モデルの

高度利用手法を開発し，より正確な気象予測とそれに基づく気象災害の軽減を目指すものである．

 

◇研究の特色・意義 

強風や豪雨・豪雪などの激しい現象は一般にそのスケールが小さく，1 km 程度の解像度での

計算が必要となる．しかし，高解像度での計算は莫大な計算資源を必要とするため，領域を絞

りダウンスケールを行う必要がある．ダウンスケールを適切に行うためには，初期値に関わる

データ同化の問題，アンサンブル予報，モデルの物理過程の吟味など課題がある．気象庁数値

予報モデルを用い，これらの研究を通して数値予報モデルの高度利用に寄与する．激しい大気

現象の例として台風の数値シミュレーションを扱う．モデルを用いる研究には検証が不可欠で

ある．前年度の特定プロジェクト経費で青葉山に設置した自動気象観測装置の測定要素を増や

し，より効果的な検証データを得られるようにする．データはリアルタイムで IRIDeS の HP 上

に公開するとともに，学内外での研究，教育への活用を図る． 

当該年度

の研究成

果の内容 

高解像度数値予報モデルにより，台風の発達について研究を行った．2010 年の Megi を対象と

して，モデルの乱流のスキームや地表面（海面）の抵抗の大きさによって台風の発達がどのよう

に変わるか，より現実的な発達や強度予測を行う方法の検討を行った．また，地表面（海面）に

おける乱流熱フラックスの風速依存性が台風の発達に及ぼす影響について，予備的な研究を行っ

た．その他，数値予報モデルの高度利用に向けて，ダウンスケーリングに関する諸問題，急峻な

地形含む領域での降水量再現性の評価，陸面過程モデルによる地上気温の予測に関して検討を行

った． 

昨年度，数値予報モデルの検証と学内外の関係者への気象情報の提供を目的として，北青葉山

キャンパスに設置した自動気象観測装置について，温度・湿度の測定を追加した． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

  数値予報モデルの高度化は，豪雨や強風などの気象災害の軽減に貢献する．台風予報は，進路

については近年精度向上が顕著であるが，強度の予測は十分ではない．本研究の成果は台風の強

度予測精度向上に貢献し，効果的な警報の発令などを通して防災に結びつくものである．また，

非常に急峻な地形を含む領域では降水の予測も不十分な点があり，この点の改善が図られると，

豪雨災害の軽減に貢献できる．気象観測データの取得は数値予報モデルの検証に生かされるとと

もに，学内外の関係者に利用され，これまで定常的に取得されていなかった青葉山地区の気象デ

ータとして防災上の基礎資料となる． 

 

 

URL 等 気象観測データの公開サイト 

http://wind.gp.tohoku.ac.jp/~observation/data/index.html 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ １０ ）編  

Yamazaki, T., K. Kato, T. Ito, T. Nakai, K. Matsumoto, N. Miki, H. Park and T. Ohta, A Common Stomatal Parameter Set to 

Simulate the Energy and Water Balance over Boreal and Temperate Forests. J. Meteor. Soc. Japan, 91, 2013,  273-

285, doi:10.2151/jmsj.2013-303, 査読有. 

Noda, A. T., K. Nakamura, T. Iwasaki, and M. Satoh, 2013: A numerical study of a stratocumulus- topped boundary layer: 

Relations of decaying clouds with a stability parameter across inversion. J. Meteor. Soc. Japan, 91, 727-746, 査読有.  

Nakamura, T., H. Akiyoshi, M. Deushi, K. Miyazaki, C. Kobayashi, K. Shibata, and T. Iwasaki, 2013: A multi model 

comparison of stratospheric ozone data assimilation based on an ensemble Kalman filter approach. J. Geophys. Res. 

Atmos., 118, 3848–3868, doi:10.1002/jgrd.50338, 査読有. 

Chen, G., W. Sha, M. Sawada, and T. Iwasaki, 2013: Influence of summer monsoon diurnal cycle on moisture transport and 

precipitation over eastern China, J. Geophys. Res. Atmos., 118, 3163–3177, 査読有. 

Tei, S., A. Sugimoto, H. Yonenobu, T. Yamazaki and T. C. Maximov, Reconstruction of soil moisture for the past 100 years in 

eastern Siberia by using δ13C of larch tree rings. J. Geophys. Res., 118, 1256-1265, doi:10.1002/jgrg.20110, 査読有. 

Ishii, S., H. Sato and T. Yamazaki, Geographical variability of relations among black carbon from wildfires, climate, and 

vegetation in Africa. Climate Research, 57,  221-231, doi: 10.3354/cr01175, 査読有. 

Shimada, T., M. Sawada, and T. Iwasaki, 2014: Indices of Cool Summer Climate in Northern Japan: Yamase Indices, J. 

Meteor. Soc. Japan, 92, 17-35, DOI:10.2151/jmsj.2014-102, 査読有. 

Noda, Akira T., Kozo Nakamura, Toshiki Iwasaki, and Masaki Satoh, 2014: Responses of subtropical marine stratocumulus 

cloud to perturbed atmospheres, SOLA, 10, 29-33, doi:10.2151/sola.2014-007, 査読有. 

Chen, G., R. Yoshida, W. Sha, T. Iwasaki, and H. Qin, 2014: Convective Instability Associated with the Eastward-Propagating 

Rainfall Episodes over Eastern China during the Warm Season. J. Climate, 27, 2331–2339, 査読有.  

Iwasaki, Toshiki, Takamichi Shoji, Yuki Kanno, Masahiro Sawada, Masashi Ujiie, and Koutarou Takaya, 2014: Isentropic 

analysis of polar cold air mass streams in the northern hemispheric winter. J. Atmos. Sci., 

http://journals.ametsoc.org/doi/abs/10.1175/JAS-D-13-058.1 in press, 査読有. 

 

◇学会発表  

合計（  ３  ）件 

○通常講演  （  １  ）件 

・共同研究 

    福井真，余偉明，岩崎俊樹，気象庁１ヶ月アンサンブルハインドキャストデータを用いた力学的ダウンス

ケールによるヤマセ予報実験. 日本気象学会 2013 年度春季大会，2013 年 5 月 18 日，東京，国立オリ

ンピック記念青少年総合センター． 

 

○ポスターセッション （  ２  ）件 

・共同研究 

Chen, G., X. Zhu, W. Sha, T. Iwasaki, H. Iwai, H. Seko and K. Saito, A mesoscale super-high-resolution modeling on the 

sea-breeze horizontal convective rolls. 日本気象学会 2013 年度春季大会，2013 年 5 月 17 日，東京，国立オリン

ピック記念青少年総合センター． 

Chen, G., W. Sha, T. Iwasaki, H. Iwai, H. Seko and K. Saito, A super-high-resolution mesoscale modeling on the 3D 

structures of sea-breeze front head. 日本気象学会 2013 年度秋季大会，2013 年 11 月 21 日，仙台，仙台国際セン

ター． 

 

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ ２ ）件 

岩崎俊樹ほか、2014：日本の気象学の現状と展望、天気、62（3）、159-195. 

岩崎俊樹、2014：不確実性に配慮した放射性物質の拡散予測情報の活用、学術の動向、19（3）、23-28. 
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◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（  ２  ）件  参加者合計（ ７０ ）名 

○国内学会研究会（ ２ ）件 参加者（ ７０ ）名 

第 8 回ヤマセ研究会，2013 年 8 月 20 日 ～21 日，大崎市，宮城県古川農業試験場，30 人(概算)，主催． 

第 9 回ヤマセ研究会，2014 年 3 月 10 日 ～11 日，盛岡市，東北農業研究センター，40 人(概算)，主催． 

 （気候変動適応研究推進プログラム「東北地域のヤマセと冬季モンスーンの先進的ダウンスケール研究」PI） 

プログラム等 http://wind.gp.tohoku.ac.jp/yamase/参照 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  ３  ）件 参加者合計（   ）名 

  岩崎俊樹，気象・海洋夏の学校：温位座標に基づく大気大循環～MIM の世界～、猪苗代、2013.9.8 

  岩崎俊樹，コスモスの会（ボランティア）講演会：「地球温暖化問題-緩和と適応-」(仙台） 2013.9.18 

岩崎俊樹，日本学術会議・講演会：「科学・公益・社会―情報発信のあり方を考える―」、日本学術会議講堂 不

確実性を含む予測情報を原子力防災にどのように役立てるか？ 2013.6.21 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（  ３  ）件 

TBC テレビ「ウォッチン！みやぎ」東北放送、2013.9.18 

TBC テレビ「N スタみやぎ」、東北放送、2013.12.11 

週刊文春取材協力「東京でもゲリラ豪雪に注意［北から南下する世界的な寒波］」2014.1.23 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

  昨年度には非静力学数値モデルに関する国際ワークショップを開催して，国際交流に取り組んだ． 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

  大学院理学研究科 

〈学生による成果発表〉 

    学会発表， 2013 年 5 月， １件１名． 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

  数値予報モデルの理解，気象データの取り扱い． 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：落雷災害把握に向けたELF磁場観測による落雷エネルギー推定 

研究代表者 土屋史紀 

所属部門・分野 災害理学研究部門・宙空災害研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

土屋史紀※ 

 

小原隆博 

 

三澤浩昭 

 

宙空災害研究分野 

・助教 

宙空災害研究分野 

・教授 

宙空災害研究分野 

・准教授 

電磁圏物理学 

 

電磁圏物理学 

 

電磁圏物理学 

総括・観測装置設置 

 

データ利用検討 

 

電磁界シミュレーション 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

本間規泰 

 

 

佐藤光輝 

 

鶴島大樹 

 

高橋幸弘 

 

本郷保二 

 

 

東北電力（株）研究開発セ

ンター・主幹研究員 

 

北海道大学大学院理学研

究院・講師 

東北大学大学院環境科学

研究科・博士課程 

北海道大学大学院理学研

究院・教授 

東北電力（株）研究開発セ

ンター・主幹研究員 

 

 

 

地球・惑星大気

観測学 

都市環境・環境

地理学 

地球・惑星大気

物理学 

落雷位置標定観測・データ伝送

システムの設置 

 

観測装置設置・ELF 帯磁場観測・

データ解析 

データ解析 

 

観測装置設置・データ解析 

 

落雷電流観測 

 合計   ８  名  

研究経費  総額    ２，５４２ 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 

落雷電流から発生する誘導磁場成分を ELF 帯(3-300Hz)に感度を持つ誘導型磁力計によって測定し、

落雷電流波形並びに落雷エネルギーを推定する手法を確立する。このために、(1)国内 2 か所への ELF

磁場計測点の新設、(2)落雷電流波形の直接観測(新潟県尾神岳)と ELF 磁場波形観測の詳細比較を行

い、この手法の科学的・実用的な適用可能範囲を明らかにする。また、落雷災害把握のための落雷エ

ネルギー速報システムのプロトモデルを開発し、試験運用の開始を試みる。 

◇研究の特色・意義 

 

雷害被害の把握のため、落雷位置を特定する手法は既に確立し、日本国内でも運用されている。一

方、落雷の規模の把握を行う手法はまだ確立されておらず、この手法を確立し、実運用を目指す点

が本研究の特徴である。 

当該年度

の研究成

果の内容 

本研究の遂行のために、落雷電流観測、ELF 磁場観測、落雷位置を標定する LF 帯電磁場観測を実

施しつつ、下記の研究を実施した。 

（１）観測体制の拡充：九州大学久住観測所に東北大学と北海道大学の ELF センサ・受信機を設

置し、更に、東北電力が開発中の ELF センサ・受信機を福島県白河に仮設置し、試験観測を実施

した。これにより既存の女川観測所における観測に加え、国内複数点での ELF 磁場観測体制を構

築した。 

（２）落雷エネルギー推定のための落雷電流推定原理の検証：落雷電流の直接観測データと FDTD

法による地上－電離圏間の電波伝搬計算により、ELF 磁場のシミュレーション波形と観測波形を

比較し、両者の良い一致を確認した。落雷電流推定の基本原理が検証された。 

（３）落雷エネルギー速報システム構築に向けたアルゴリズム開発：ELF 観測から得られる落雷

エネルギー情報を、既存の落雷位置標定システムの出力情報と紐づけを行うため、LF 帯電磁場観

測と ELF 磁場観測データの照合手法を開発した。 

これらの観測とデータ処理アルゴリズムを組み合わせ、落雷エネルギー速報システムの運用を実施

してゆくのが今後の課題である。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 

落雷の発生位置に加え、その規模（エネルギー）の情報が普及作業実施前に判明すれば、その規模

に即した復旧作業の準備や復旧作業そのものの優先度を決定することができ、効果的な復旧作業を

実施できる。 

 

URL 等  

未作成 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 1 ）編  

Honma, N., D. Tsurushima, F. Tsuchiya, M. Sato, Y. Takahashi, An ELF Signal Associated with a Positive GC Lightning Event 

in Winter, Proc. 23rd International LightningnDetection Conf., 2014, 査読なし 

 

◇学会発表  

合計（  ３  ）件 

○通常講演  （ ２ ）件 

Honma, N., D. Tsurushima, F. Tsuchiya, M. Sato, Y. Takahashi, An ELF Signal Associated with a Positive GC Lightning 

Event in Winter, Proc. 23rd International Lightningn Detection Conf., Mar., 2014, Tucson, USA 

Sato, M., F. Tsuchiya, N. Honma, D. Tsurushima, and Y. Takahashi, Lightning Current Measurement Based on ELF Magnetic 

Field Observations, AP-RASC2013, Sep., 2013,  

 

○基調講演・招待講演 （ １ ）件 

Tsuchiya, F., N. Honma, D. Tsurushima, M. Sato, Y. Takahashi, Y. Hongo, T. Obara, Estimation of lightning current 

waveform from ELF magnetic induction field, JPGU 2013 meeting, May, 2013, Makuhari, Japan  

 

◇特許・実用新案・その他の産業財産権   

 合計 （ １ ） 件 

Ａ 出願 計（ １ ）件   

発明の名称：落雷の電荷量推定システムと方法 

発明者：本間規泰・本郷保二・高橋幸弘・佐藤光輝・土屋史紀・鶴島大樹 

出願番号通知：PCT/JP2013/80836 

提出日：平成 25.11.14 

国際出願 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

東北大学・大学院環境科学研究科 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 
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（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

北海道大学・大学院理学院 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：医療ニーズに基づく災害に強い病院BCPと機能情報ネットワーク構築 

研究代表者 江川新一 

所属部門・分野 災害医学研究部門・災害医療国際協力学分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

江川新一※ 

 

 

 

 

 

佐々木宏之 

 

 

災害医療国際協力学・教

授 

 

 

 

 

災害医療国際協力学・助

教 

災害医学、外科

学、医療品質評

価、医療データ

ベース 

 

 

災害医学、外科

学 

研究の総括、病院 BCP 策定、病

院機能情報ネットワーク開発、

診療録の医療情報解析 

 

 

 

気仙沼・南三陸医療圏の医療情

報データベース構築・解析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

久志本成樹 

 

 

中川敦寛 

 

 

金谷泰宏 

 

 

東北大学大学院・救急医

学分野・教授 

 

東北大学大学院・神経外

科学分野・助教 

 

国立保健医療科学院・健

康危機管理研究部・部長

救急医学 

 

 

救急医学・脳神

経外科学 

 

健康危機管理・

疫学 

東北大学病院 BCP の策定と実

施 

 

東北大学病院 BCP の立案、国内

外シンクタンクとの連携 

 

石巻医療圏の診療情報データベ

ース構築・解析 

 合計    ５名  

研究経費  総額  2,700 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

発災後から復興期にいたる切れ目のない医療供給体制を構築するために、発災後早期からの避難所・

医療機関・保健施設における診療録の解析を行うことで医療ニーズの特徴と医療供給の課題を明ら

かにすること、および、病院の事業継続計画(Business Continuity Plan: BCP)を、東北大学病院をモ

デルとして構築し、全国の病院 BCP 設置ガイドライン策定につなげていくことを目的とした。さら

に、災害時に人命救助の要となる病院の機能を自動的に把握するリモートセンシングシステムのモ

デル開発を行うことも考慮した。 

◇研究の特色・意義 

数多くの被災者の診療録は紙に記載されてほとんどがデータとして集約されていない。データをプ

ライマリ・ケアの観点から整理することで、災害弱者にも適切な医療供給を行うことが可能となる。

被災地病院での BCP は体験した病院でこそ気づく点を多く含んでおり、ガイドライン策定に有意義

である。また、病院の被災状況を瞬時に把握することができれば、災害保健医療コーディネーター

が速やかで効率的な支援の展開をする判断材料として極めて有用である。 

当該年度

の研究成

果の内容 

 気仙沼市、南三陸町、石巻市において避難所あるいは訪問診療にて行われた被災地医療の診

療記録を収集し、8796 件の画像データとして取り込むとともに、文字情報を入力したデータ

ベースとして構築した。また、石巻合同診療チームが保管している診療記録約 9000 名分は国

立保健医療科学院がやはりデジタル化している。個人情報を多く含んでいるため、倫理委員

会からは、個人情報の取り扱いに関して万全を期すために、2013 年 5 月に解析研究の中止を

勧告されたため、解析は行わず、デジタルデータ化のみを行った。災害時の診療記録につい

ては医師法での診療録に相当するものか、診療記録として震災による歴史資料として取扱い

が可能かは学会ならびに法曹界においての幅広い議論が必要である。今後厚生労働省の倫理

指針にもとづき匿名化作業を行ったのちに、倫理委員会への再申請を行って、解析研究を行

う。 

 東北大学病院の各診療部門とともに、病院が果たすべきミッションに基づき、災害発生時に

各部門がどのように行動するかのアクションプランと、そのために必要な人、物、運用につ

いて事業継続計画(BCP)を作成してもらい、データベース化して病院内で共有を開始した。各

部門が時間経過ごとに行う行動を今後防災訓練などで検証していく。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 東日本大震災のような広範囲大規模災害では、急性の外傷による“防ぎえた死亡”よりも、慢

性疾患やメンタルヘルスなどの災害に関連して起きる医療ニーズが大幅に増加し、救急医療

だけでは解決できない保健・医療の課題が発生する。避難所の医療ニーズのアセスメントは

原資料としての避難所診療記録を解析可能なデータベースとして構築することがつぎの災害

に対する保健・医療の備えを計画する基本となる。災害時の避難所診療記録の法的根拠や、

資料としての取り扱いを決めた法律はなく、個人情報保護ともあいまって法的な解釈をすす

める必要がある。迅速かつ効率的な医療対応のための情報共有にも大きな影響を及ぼす研究

となる。 

 被災地の中心に位置した大学病院として、発災時の機能低下を最小限に食いとどめ、増加す

る医療ニーズに対応するための BCP の実例を作成し、日本集団災害医学会でも発信してい

る。各部門のアクションプランに基づく病院 BCP 作成の例はこれまでになく、今後の保健医

療機関の BCP のモデルとなる。 

URL 等 http://www.irides-icdm.med.tohoku.ac.jp 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ ２ ）編  

1. Usuzawa, M., Telan, EO., Kawano, R., Dizon, CS.,  Alisjahabana, B., Ashino, Y., Egawa, S., Fukumoto, M.,  Izumi,T., 

Ono, Y. & Hattori, T. 、Awareness of disaster reduction frameworks and risk perception of natural disaster: A 

questionnaire survey among the Philippines and Indonesian health care personnel and public health students、Tohoku 

Journal of Experimental Medicine、 in press、査読あり 

2. Egawa S, Kodama M, Sasaki H. Installation of medical and public health coordinator in Japan. Proceedings of 9th APRU 

Research Symposium on Multi-hazards around the Pacific Rim, 2013.（査読あり） 

 

◇学会発表  

合計（  １０ ）件 

○通常講演  （ ５ ）件 

1. Egawa S, Kodama M, Sasaki H. Installation of Medical and Public Health Coordinator in Japan. 9th APRU Research 

Symposium（平成 25 年 10 月 29 日、台北、台湾大学） 

2. 江川新一、佐々木宏之. 災害医療（保健・福祉を含む）コーディネーター設置の現状と課題. 第 75 回日本

臨床外科学会（シンポジウム、平成 25 年 11 月 21 日、名古屋、国際会議場） 

3. 江川新一、佐々木宏之、児玉光也、伊藤潔. 災害保健医療コーディネーター全都道府県調査. 第 19 回日本

集団災害医学会（パネルディスカッション、東京、東京フォーラム）（平成 26 年 2 月 26 日） 

4. 佐々木宏之、江川新一. 次の災害に備えて病院「受援力」を向上させるために：〜被災地医療機関の「受

援計画」に関するアンケート調査から見えてきたこと〜. 第 19 回日本集団災害医学会（優秀演題セッショ

ン、東京、東京フォーラム）（平成 26 年 2 月 26 日） 

5. 工藤大介、古川宗、中川敦寛、小西竜太、越智小枝、的場匡亮、阿部喜子、山内聡、冨永悌二、江川新

一、久志本成樹.災害医療に実践的な Mission Oriented Business Continuity Plan 作成の取り組み. 第 19 回日本

集団災害医学会（優秀演題セッション、東京、東京フォーラム）（平成 26 年 2 月 26 日） 

 

○基調講演・招待講演 （ ５  ）件 

1. Egawa S. Disaster Preparedness for Public Health.（招待講演、平成 25 年 6 月 5 日、アンヘラス、アンヘラス

大学） 

2. Egawa S. Medical Management of Large Scale Disaster（招待講演、平成 25 年 7 月 10 日、ワシントンＤＣ、世

界銀行） 

3. Egawa S. Medical management in large scale disaster: Japan experience in Short course on disaster management by 

Philippine Council for Quality Assurance in Clinical Laboratories. （招待講演、平成 25 年 10 月 2 日、マニラ、

Crowne Plaza Galleria Manila Hotel) 

4. Egawa S. Lessons learned from Tsunami: How to protect our children in large scale disaster. （招待講演、平成 25

年 11 月 3 日、ワシントン DC、Fairmont Hotel） 

5. Egawa S. Disaster Base Hospitals and Business Continuity Management:  Lessons from the Great East Japan 

Earthquake. （招待講演、平成 26 年 1 月 21 日、マニラ、フィリピン保健省） 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  ２  ）件 参加者合計（ ８０）名 

1. 江川新一. 東日本大震災における医療対応と課題改善への取り組み（平成 25 年 11 月 16 日、気仙沼市民文化

講演会、気仙沼市中央公民館） 

2. 江川新一. 災害時の保健・医療・福祉対応と備えるべき受援力（平成 25 年 8 月 8 日、第 4 回震災対策技術展、

アエル仙台） 
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研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（  ２  ）件 

1. 執筆企画協力、災害時医師が司令塔、日経大阪医療面、平成 25 年 9 月 5 日 

2. 執筆、災害に強い医療供給体制をめざして、艮陵新聞、平成 25 年 10 月 31 日 

3. 執筆企画協力、大災害と国際援助、公明新聞、平成 25 年 1 月 27 日 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

フィリピン保健省における Safe Hospital キャンペーンへの提言を行い、またフィリピン大学、アンヘラス大学と

の MOA 締結にむけた活動の発端となった。 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

東北大学病院、BCP の共同開発 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

分担研究者 2 名（久志本茂樹、中川敦寛）、論文ならびに学会発表 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：放射線に対する不安払拭のための基礎的研究 

研究代表者 千田 浩一 

所属部門・分野 
災害医学研究部門・災害放射線医学分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※千田 浩一 

 

 

稲葉 洋平 

 

 

 

 

 

災害放射線医学分野・

教授 

 

災害放射線医学分野・

助手 

放射線医科学

 

 

放射線医科学

研究統括 

 

 

データ収集と解析、実験など

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

武田 賢 

 

佐藤 行彦 

 

樫村 康弘 

 

八島 幸子 

 

東北大学医学系研究科・

教授 

東北大学医学系研究科・

非常勤講師 

東北大学医学系研究科・

大学院生 

東北大学医学系研究科・

大学院生 

放射線治療学

 

放射線医科学

 

放射線医科学

 

放射線医科学

データ解析などを担当 

 

データ解析などを担当 

 

データ収集と実験等を担当 

 

データ収集と実験等を担当 

 合計    ６名  

研究経費  総額  2,700 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

（1）放射線の基礎知識の普及啓発に関する研究：一般公衆の放射線の知識レベル及び放射線への不

安要因を調査し現状を把握し、正しい知識の普及啓発について検討する。さらに、医療従事者が、

放射線放射能に対して、どの程度、正しい知識を有しているのかについて、現状調査を行う。 

（2）Ｘ線写真上に生じた黒点に関する研究：デジタルＸ線写真の黒点発生の低減および防止のため

の対策を検討し、住民の不安解消に貢献する。また、現在、Ｘ線写真上に生じた黒点へ寄与してい

るのは、放射性セシウムからの γ 線なのか β 線なのかについて明らかにし、更にそれらの人体影響

についても分析する。 

◇研究の特色・意義 

福島第一原子力発電所事故を契機に、国民の放射線に対する関心は非常に高くなっている。そし

て国民の殆どは、放射線に対して大きな不安を募らせているのが現状である。これらの主要因の一

つは、放射線に関する誤った知識や情報整理が不十分であることが考えられる。さらに特に福島県

内の病院において、原発事故に伴う放射性降下物が誘因していると思われるデジタルＸ線写真上（胸

部、腹部等の単純Ｘ線写真）に生じた黒点が問題となっており、医療被曝への懸念を助長する一因

ともなっている。 

よって、当研究課題である「放射線に対する不安払拭のための基礎的研究」は重要であり、意義

の大きい研究であると考える。 

当該年度

の研究成

果の内容 

（1）放射線の基礎知識の普及啓発に関する研究： 

原発事故相談窓口での電話相談内容の分析結果などから得ることができた新知見等をまとめた論

文が、日本放射線技術学会雑誌に掲載された(下記 URL 参照)。医療従事者が、放射線放射能に対

して、正しい知識を有しているのかについて調べた結果、正しい知識を持つ医療従事者は、あまり

多くはないことが分かった（日本放射線技術学会で報告）。 

放射線放射能の正しい知識の普及啓発のためのパンフレットを作成することができた。 

（2）Ｘ線写真上に生じた黒点に関する研究： 

現在、黒点発生へ寄与しているのは、カセッテ内部に入り込んだ放射性セシウムから β 線であ

り、γ 線の寄与は無視できること、そして原発事故当初はヨウ素等の寄与も大きかったことなどに

ついて、モンテカルロシミュレーションにて明らかにした（日本医学物理学会で報告）。 

カセッテ内部に入り込んだ放射性セシウムを、井戸型 NaI（Tl）シンチレーション検出器で分析

した結果、それによる人体影響は無視出来ることが分かった（講演会等で報告）。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

原発事故に伴う放射線への不安は、被災地の震災復興・再生を妨げる大きな要因ともなってい

る。誤った知識・情報整理不足に起因する放射線への不安払拭のため、当研究は大きな意義を持っ

ている。よって、放射線に対する正しい理解の普及啓発を目指す当研究は、復興再生を推進するた

めの非常に重要な基盤となると考える。 

つまり、当研究（放射線に対する不安払拭のための研究）は、実践的防災・減災を行う上で、最

も基本となるものの一つとなり、放射線放射能に対する正しい知識を普及させるために、大きく貢

献できる可能性があると考える。 

URL 等 研究成果(論文)：災害被ばく時における電話被ばく相談の基礎的検討（70 巻 3 号 p.242-249） 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjrt/70/3/70_2014_JSRT_70.3.242/_pdf 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ ２ ）編  

・八島幸子，千田浩一. 災害被ばく時における電話被ばく相談の基礎的検討. 日本放射線技術学会雑誌 70 巻 3

号,242-249, 査読有  

・佐藤行彦. 福島第一原発水素爆発後の γ 線スペクトル測定に基づく土壌放射能調査 -中・低度汚染地域(半径 20-

250km 内)に於ける放射能レベル-.  東北大学医学部保健学科紀要 22(2): 79 -89, 査読有 

 

◇学会発表  

合計（  11  ）件 

○通常講演  （ 7  ）件 

・八島幸子ほか、検診機関職員を対象とした放射線に関するアンケート調査、第 41 回日本放射線技術学会秋

季学術大会、2013 年 10 月 17 日～2013 年 10 月 19 日、福岡市 

・稲葉洋平ほか、X 線診断領域における新型リアルタイム個人線量計の基礎的性能評価、第 41 回日本放射線

技術学会秋季学術大会、2013 年 10 月 17 日～2013 年 10 月 19 日、福岡市 

・中村昌隆ほか、リアルタイム型ポケット線量計の性能比較、第 41 回日本放射線技術学会秋季学術大会、

2013 年 10 月 17 日～2013 年 10 月 19 日、福岡市 

・稲葉洋平ほか、医療従事者用リアルタイム被曝測定システムの有用性‐ 第１報（測定系固有特性）、第 3 回

東北放射線医療技術学術大会、2013 年 11 月 2 日～2013 年 11 月 3 日、福島市 

・長島慎弥ほか、医療従事者用リアルタイム被曝測定システムの有用性‐ 第２報（性能比較）、第 3 回東北放

射線医療技術学術大会、2013 年 11 月 2 日～2013 年 11 月 3 日、福島市 

・稲葉洋平ほか、X 線診断領域における新型個人線量計システムの基礎検討、日本放射線安全管理学会第１２

回学術大会、2013 年 11 月 26 日～2013 年 11 月 28 日、札幌市 

・樫村康弘ほか、放射性物質の飛散により Computed Radiography(CR)画像に写し出された black spots の低減法

の基礎的検討、日本放射線安全管理学会第１２回学術大会、2013 年 11 月 26 日～2013 年 11 月 28 日、札幌市 

 

○基調講演・招待講演 （ 4  ）件 

・千田浩一、被ばく放射線科学、弘前大学平成 24 年度被ばく医療プロフェッショナル育成計画セミナー、平

成 25 年 9 月 11 日、弘前市 

・千田浩一、東北大学災害科学国際研究所災害放射線医学分野における研究の現状、九州放射線フリーラジカ

ル意見交換会、2014 年 02 月 08 日、小倉市 

・千田浩一、「放射能とは？保健指導でどのように教えるか」、第 39 回全国助産師教育協議会研修会、2014 年

02 月 22 日、仙台市 

・千田浩一、「福島原発事故後における対応」、産業医科大学・早稲田大学「医工連携合同セミナー」、2014 年

03 月 13 日、北九州市 

 

◇特許・実用新案・その他の産業財産権   

 合計 （ 2  ） 件 

Ａ 出願 計（ 2）件   

・特許出願、温度測定プローブ及び温度測定システム、千田浩一、特願 2014-020099、2014 年 02 月 05 日、国内 

・国際出願、線量計、千田浩一、PCT/JP2014-054706、2014 年 02 月 26 日、国外 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  1  ）件 参加者合計（ 200 ）名 

千田浩一、放射線・放射能を正しく理解するための市民公開講座（日本放射線技術学会平成 25 年度市民公開講

座）、平成 25 年 5 月 11 日、福島市（コラッセ福島）、約 200 名 
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◇学外での社会活動 

合計（ 1 ）件  

・行政・企業との連携 （ 1 ）件 参加者合計（ 20 ）名 

千田浩一、仙台市防災会議専門委員会原子力防災部会委員、地域防災計画原子力災害対策編の審議検討、2012 年

08 月 01 日～継続中、20 名 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（  無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

・東北大学大学院医学系研究科・保健学専攻・放射線検査学分野 

・東北大学大学院医学系研究科・保健学専攻・災害放射線医学分野 

・東北大学医学部保健学科・放射線技術科学専攻 

 

〈学生による成果発表〉 

・第 41 回日本放射線技術学会秋季学術大会、2013 年 10 月 17 日～2013 年 10 月 19 日、２件･５名 

・第 3 回東北放射線医療技術学術大会、2013 年 11 月 2 日～2013 年 11 月 3 日、1 件･4 名 

・日本放射線安全管理学会第１２回学術大会、2013 年 11 月 26 日～2013 年 11 月 28 日、1 件･2 名 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

学会発表等を行うことで、学生の研究意欲が向上した。実験およびデータ整理やプレゼンの指導を積極的に行

うなどの研究支援を行った。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有  ） 

医学系研究科保健学専攻および保健学科（研究組織への参加、関連する成果の発表、研究補助など） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：災害ストレスによる婦人科疾患発症予測マーカーの確立 

研究代表者 三木康宏 

所属部門・分野 災害医学研究部門・災害産婦人科学分野 

職名 講師 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

三木康宏※ 

 

伊藤 潔 

災害産婦人科学分野・講

師 

災害産婦人科学分野・教

授 

病理学・内分泌

学・毒性学 

婦人科腫瘍学 

研究全般を実施、実験結果の

評価、研究統括 

ヒトサンプルの収集・管理・臨

床評価、実験結果の評価 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

五十嵐勝秀 

 

種村健太郎 

 

鈴木 貴 

 

高木清司 

 

国立医薬品食品衛生研

究所・室長 

東北大学大学院農学研

究科・准教授 

東北大学大学院医学系

研究科・教授 

東北大学大学院医学系

研究科・助手 

分子毒性学 

 

動物生殖科学 

 

病理診断学 

 

病理検査学 

遺伝子発現解析の評価 

 

ストレス負荷動物の評価 

 

ヒトサンプルの病理評価 

 

動物実験サンプルの解析 

 合計  6  名  

研究経費  総額  2,550 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

本研究ではストレス負荷マウスを用い、ストレスが女性生殖器、特に子宮におよぼす影響を分

子生物学および病理組織学的に解析する。今年度は特に代表的なストレスホルモンであるコルチ

ゾール（マウスではコルチコステロン）に着目し、血液中および組織中のホルモン濃度測定を比

較することで、子宮組織内での動態（合成と代謝）の解明を試みた。さらにヒト子宮内膜癌組織

標本を用い、ホルモン濃度測定とストレス関連因子の発現を評価し、実際のヒトでの病態との関

係を明らかにすることを目的とした。 

◇研究の特色・意義 

本研究は、動物実験から実施のヒト臨床検体を用いた震災ストレスの影響を評価できる実験系

を構築することを目的としている。このような実験系で災害に関連するストレス研究は海外含め

て報告はなく、独創的かつ斬新な課題であると考えられる。また、震災ストレスと婦人科疾患と

の関係について、科学的根拠を蓄積することで、大震災とその後の環境変化によって発生が予想

される婦人科疾患の予防に役立てることができると考えている。 

当該年度

の研究成

果の内容 

生活環境の変化としての「孤独」に着目し、群飼育下にあるマウスを隔離飼育（２週および４

週間）し、体重、発情回数および血中ストレスホルモン（コルチコステロン）濃度の変化、さ

らに各臓器の組織学的変化を検討した。体重および発情回数は隔離飼育で有意に増加した。ま

た、血中コルチコステロン濃度は隔離飼育で２週目に有意に増加したが、４週間では群飼育よ

りも低値を示した。一方、隔離飼育で２週目のマウスに対し、子宮組織中のコルチコステロン

濃度を測定した結果では血液中濃度の結果と異なり、群飼育と有意な差は認められなかった。

同群を対象に測定したコルチコステロン代謝産物であるデヒドロコルチコステロン（不活性

型）濃度は、隔離飼育で有意に高かった。このことから、子宮組織ではコルチゾールの影響を

抑えるために、コルチゾールが活発に代謝される −防御機構− が働いているのではと考えられ

た。ヒト組織を用いた解析では、悪性度の高い子宮内膜癌ではコルチゾール濃度が高かったた

め、この −防御機構− が破綻して病態と関連しているのではと推測された。 

ヒト組織を用いたストレス関連因子の発現解析では、コルチゾール代謝酵素である 11�-hydrox

ysteroid dehydrogenase (HSD) type2 の発現がコルチゾール濃度と悪性度ともに逆相関を示した。

このことから前述の −防御機構− に 11����� type2 が関与していると考えられる。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

ストレスの生体に影響をおよぼさない非侵襲的な評価方法として、唾液中コルチゾール濃度の

測定が注目されている。唾液中のコルチゾール濃度は血中のそれと相関することも明らかにさ

れている。本研究結果では子宮組織のコルチゾール濃度は血中のそれとは相関しないことを明

らかとしており、このことはコルチゾールが子宮へ直接影響をおよぼしているか否かを知るた

めには、血液中濃度では評価できないことを意味している。従って、災害によって被るストレ

スの子宮への影響を知るためには実際の組織の採取が必須となってくる。今回の研究成果か

ら、11����� type2 が −防御機構− を評価するためのマーカーとなり得るのではと考えら

れ、通常の診断標本で 11����� type2 を評価することで、ストレスに弱いタイプを識別する

ことができるかも知れない。以上、本研究成果から、災害でストレスを受けた女性の健康管理

に有益なマーカーに関する情報が得られたと考えているが、組織採取が必要なために対象者が

検査によるストレスを被ることも否定できない。今後、さらに分子生物学的な解析を行い、血

液中や唾液、体液を用いた非侵襲的な評価方法の構築が課題である 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 1 ）編  

1. 三木康宏，笹野公伸，伊藤潔．乳がんと性ステロイド合成阻害剤：現状と将来．産婦人科の実際．62. 

2013. 1247-1253．査読無（依頼原稿）． 

 

◇学会発表 合計（ 3 ）件 

○通常講演  （ 1 ）件 

1. 佐藤菜保子，高木清司，鈴木貴，三木康宏，割田仁，福土 審，佐藤冨美子，八重樫伸生，伊藤 潔．ヒト子

宮内膜癌における CRH 発現と予後の関連．第 51 回日本癌治療学会学術集会．201310.25. 京都市 

 

○ポスターセッション （ 2 ）件 

1. Yasuhiro MIKI, Kiyoshi TAKAGI, Takashi SUZUKI, Kiyoshi ITO. Intratumoral Concentration of Stress Hormone 

Cortisol in Endometrial Carcinoma. NIH-Tohoku Universtity-JSPS Symposium. 2013.5.10. Sendai 

2. Sota TANAKA, Yasuhiro MIKI, Takashi SUZUKI, Zhulanqiqige Doe, Kiyoshi TAKAGI, Hiroki UTSUNOMIYA, 

Satoru NAGASE, Hitoshi NIIKURA, Nobuo YAEGASHI, Kiyoshi ITO. Intratumoral androgen concentrations in 

endometrial carcinoma tissues. The 18th International Meeting of the European Society of Gynecological Oncology 

2013.10.19-22. Liverpool (England) 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

医学部保健学科 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

医学系研究科病理診断学分野（共同研究） 

医学系研究科病理検査学分野（共同研究） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

医学系研究科病理診断学分野（研究組織への参加） 

医学系研究科病理検査学分野（研究組織への参加） 

農学研究科動物生殖科学分野（研究組織への参加） 

歯学研究科口腔病理学分野（研究組織への参加） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

国立医薬品食品衛生研究所（研究組織への参加） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：研究種目B 

研究課題名：アレルギー疾患をもった被災地小児のQOL向上 

研究代表者  栗山 進一 

所属部門・分野 災害医学研究部門・災害公衆衛生学分野 

職名  教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 
 

 

 

※栗山 進一 災害公衆衛生学分野 

・教授 

公衆衛生学・分

子疫学 

研究の企画／統括 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

栗山真理子 

 

 

 

 

 

 

 

 

石黒真美 

日本患者会情報センタ 

一・代表 

 (独)国立成育医療研究

センター副所長室・共同

研究員 

東北メデイカル・メガ 

バンク機構・非常勤講 

師 

 

東北メデイカル・メガ 

バンク機構予防医学・疫

学部門分子疫学 

分野・助教 

患者・医師間コ

コミュニケ−シ

ョン論 

 

 

 

 

 

 

公衆衛生学、分

子疫学 

コミュニケーション資材の開発

 

 

 

 

 

 

 

受診行動を阻害する要因の解明

 合計   3  名  

研究経費  総額   2,550 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

東日本大震災を踏まえ平成 24 年 11 月に実施した先行研究では、被災地に立地している小学校 1

5 校と支援学校 1 校の 2 年生、4 年生、6 年生と、同地域の全中学校 10 校の 2 年生を対象に子ども

の健康に関するアンケート調査を行い、1,369 名から回答を得た。アレルギー疾患に関しては、わが

国を含む国際的にその妥当性が確認されている ISAAC 質問票を用いた。その結果、気管支喘息の強

い症状（最近 12 ヶ月）「喘鳴のための睡眠障害の頻度が１週間に一晩以上、または 1 回の呼吸の間

に 1 こと 2 ことしか会話ができないほど重症な喘鳴があった」ものが  24 名／1,369 名 

そのうち、診断されてない or 治療してない子    14 名 

であった。そしてさらに、強い症状があるが、震災により治療を中断されそのまま未治療の状態の

子どもが 3 名みつかった（仮に宮城県沿岸部の小中学校全学年で調査を行なえば、40 名程みつけら

れる試算となる）。 

本研究では平成 24 年調査で明らかとなった、適切な受診行動をとっていない子どもの親権者に

さらなる調査を行い、医療機関を受診しない理由を調査し、被災地における受診行動回避の理由を

明らかにすることを目的とした。さらに明らかとなった理由に基づいて、行動変容に資するコミュ

ニケーションツールの開発を行ってこれを被災地に展開し、その効果評価を行うことを目的とした。

◇研究の特色・意義 

 被災地でのアレルギーの受診行動回避の原因を明らかにすることは、小児保健の具体的な施策の

提案につながる。また、行動変容に資するツールの開発を試みることで被災の有無に関わらずアレ

ルギー症状発現時の対応などについて本人や家族の理解がより深まり、小児の QOL の向上に役立

つと期待できる。 

当該年度

の研究成

果の内容 

【1】医療機関非受診行動の要因分析 

宮城県の小中学生を対象に実施した健康に関する調査では、12,742 人にアンケート配布し、4,07

4 人（32.0 %）から回答を得た。アレルギー疾患に関しては、ISAAC 質問票を用い、受診してい

ない理由を質問した。気管支喘息とアトピー性皮膚炎について強い症状が認められた対象者はそれ

ぞれ 47 人、63 人であった。そのうち未受診者は受診していない理由として、「症状が良くなっ

た」、「時間がない」等の理由を挙げていた。 

【2】行動変容に資するコミュニケーションツールの開発 

 【1】の調査から、アレルギー疾患患者では、普段の生活の仕方やどのような症状が出現したと

きに受診したら良いかを判断できるような資材があると時間がなくても本当に必要なときに受診が

でき、また、症状のコントロールが可能となると仮説を立てた。そのため、小児喘息について「小

児喘息①今の治療と昔の治療」「小児喘息②発作が起きたら」「小児喘息③発作を起こさないために

できること」の 3 種類、アトピー性皮膚炎については「アトピー性皮ふ炎①アトピー性皮ふ炎の治

療のポイント」「アトピー性皮ふ炎②薬の使い方」「アトピー性皮ふ炎③体の洗い方」の 3 種類のパ

ンフレットを開発した。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 本研究では東日本大震災の被災地におけるアレルギー性疾患の患者とその家族の非受診行動につ

いて要因を明らかにした。その結果、患者やその家族が普段の生活の仕方や自ら医療機関の受診が

必要なタイミングを理解することが症状をコントロールする上で役立つのではないかという仮説を

立て、実際に資材を開発することができた。本研究者は資材の利用によって、震災後や将来に同様

の災害が起こった際にも患者やその家族が症状をコントロールできる一助となると期待する。さら

に開発したパンフレットは宮城県内の自治体に配布した。配布の際にはツールのわかりやすさにつ

いてのアンケートを実施し、5 自治体から回答を得た。概ねわかりやすいと感想をいただいたが、

字が小さい、多いといった意見もいただいたため、今後より効果的なパンフレットを作成するため

には視覚的に理解できることも重点課題に挙げる必要があると感じた。これらのパンフレットの配

布により、各自治体でも震災時の小児保健の具体的施策の向上に貢献できると期待する。 

  

240



１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（1）件 

○ポスターセッション （1）件 

菊谷 昌浩/東北メディカル・メガバンク事業-地域子ども長期健康調査事業の進捗に関する経過報告/第 24 回日

本疫学会学術大会/2014 年 1 月 25 日/仙台市・日立システムズホール仙台 

 

２ 社会活動 

◇学外での社会活動 

合計（1）件  

・行政・企業との連携 （1）件 参加者合計（5）名 

 宮城県内の自治体に本研究で開発したパンフレットを配布した。また、パンフレットの向上のために自治体職員

からアンケートに回答いただいた。 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

 東北大学大学院医学系研究科分子疫学分野 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

  

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

 アレルギー性疾患の現状について本研究を通して本人が理解を深めることができた。また、研究を通しての社

会への具体的な還元方法、貢献の在り方について指導することができた。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

東北大学東北メディカル・メガバンク機構の研究者が医療機関の非受診行動の要因分析の調査に携わった。ま

た、東北大学東北メディカル・メガバンク機構、東北大学大学院医学系研究科の研究者が行動変容を促すための

資材開発に携わった。 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

国立成育医療センター、国立病院機構福岡病院、宮城県立こども病院、NPO 法人アラジーポットの研究者が行

動変容を促すための資材開発に携わった。 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：社会生活に内包した循環型震災アーカイブと利活用モデルの構築と実践 

研究代表者 柴山明寛 

所属部門・分野 情報管理・社会連携部門災害アーカイブ研究分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※柴山 明寛 

 佐藤 翔輔 

 今村 文彦 

 佐藤 健 

 

災害ｱｰｶｲﾌﾞ研究分野・准教授 

災害ｱｰｶｲﾌﾞ研究分野・助教 

災害ｱｰｶｲﾌﾞ研究分野・教授 

災害復興実践学分野 

 

 

災害情報学 

災害社会情報学 

津波工学 

地域防災学 

  

研究統括 

WS 開催支援 

防災・減災教育の指導

防災・減災教育の指導

  

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 

 

みちのく震録伝関係機関 

JTB 東北地域ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業部 

株式会社 DNP 東北 

凸版印刷株式会社 

富士通株式会社 

キャノンマーケティングジャパン 

アジア航測株式会社 

国際興業株式会社 

日本 IBM 等 

  

  

 合計  4  名  

研究経費  総額 2,664 千円 
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研究目的  本研究課題では，議論を基に思案した「防災・減災教育に資するための社会生活に内包させた

循環型震災アーカイブ仕組み作りと震災記録から防災・減災の気づきを与えるための仕組み作

り」を実践するために，被災地内外でワークショップを開催し，循環型震災アーカイブのモデル

構築と防災・減災教育のための利活用モデル構築を行う．循環型震災アーカイブのモデル構築に

ついては，①特別な組織を持たず社会生活の中で自主的に震災記録をアーカイブする仕組み．②

アーカイブされた震災記録を用いて次の防災・減災対応に繋がる仕組み．③そこで得られた記録

をアーカイブする仕組み，を繰り返しの仕組みを構築する．次に防災・減災教育のための利活用

モデル構築については，震災記録をわかりやすく簡便に気づきを与えられるようにするために，

震災記録を有機的に結びつける仕組みを構築する． 

  

研究の特色・意義 

 本研究課題で得られた知見と成果は，被災地内の震災アーカイブを進める自治体や NPO，一

般市民などの一つのモデルケースとなり，持続可能な震災記録の収集および防災・減災教育に

資する震災記録の提供が可能になる． 

 

当該年度

の研究成

果の内容 

 本年度は，みちのく震録伝の賛同協力機関の社会展開 WG（キャノンマーケティングジャパ

ン，DNP 東北，凸版印刷，富士通，アジア航測，国際航業，朝日システム，マルティスープな

ど）を 3 回実施し，「循環型震災アーカイブのモデル構築と防災・減災教育のための利活用モ

デル構築」について議論を交わし，これらの議論の中から２つのモデルを構築することとし

た．一つは，DNP 東北と共同で開発した学校教育現場の循環型震災アーカイブモデルとして

「デジタルえほん（仮）」である．これは，自ら経験した震災経験をデジタルえほんとして作

成することができ，また，作成したえほんを共有することができる仕組みを持つものである．

もう一つは，朝日システムと共同で開発した「BCP 教育用プログラム（仮）」である．これ

は，設問形式で回答しながら，自らの防災力などを診断するプログラムである．また，この設

問は独自に作成することができ，自らの経験も反映することができる．これら２つのモデル

は，次年度からワークショップを開催し，実証して行く予定である． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 本研究成果で開発したアプリは，震災記録をヒアリング等で集めるのではなく，防災教育な

どを通して，受動的に震災記録がアーカイブすることができる循環型の震災アーカイブのモデ

ルである．これにより，数多くの震災記録を蓄える仕組み及び共有する仕組みを構築すること

ができ，持続可能な震災記録の収集及び防災・減災教育に資する震災記録及び教訓の提供が可

能になる． 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 2 ）編  

・柴山明寛，佐藤翔輔，今村文彦／東日本大震災における震災アーカイブ検索システムの構築／日本自然災害

学会年次学術講演会講演概要集／pp.35-36／2013.9／査読無 

・柴山明寛，佐藤翔輔，今村文彦／震災復興支援に関する震災記録の利活用について／電気学会 電子・情報・

システム部門／OS11-7／2013.9／査読無 

 

◇著書 

合計（ 3 ）冊 

・柴山明寛／新聞研究 5 月号（No.742) 記録・教訓をどう活用するか─産学官民連携、みちのく震録伝の活動

／日本新聞協会／／2013.5／単著 

・今村文彦，柴山明寛／PROVISION 77 号 東日本大震災の膨大なデータを収集・活用するアーカイブ・プロジ

ェクト「みちのく震録伝」を推進／日本アイ・ビー・エム／／2013.5／共著 

・柴山明寛／月刊ニューメディア 2013 年 6 月号 東日本大震災とメディア（第 24 弾） 何世代も超えた未来

に伝え残すプロジェクト「みちのく震録伝」の現在／ニューメディア／／2013.5／単著 

 

◇学術関係受賞 （ 1 ）件 

柴山明寛，IBM Faculty Award2013，2013 年 10 月 11 日 

 

２ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流の有無（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加 （ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力の有無（ 有 ） 

〈連携組織名〉 

みちのく震録伝 賛同協力機関各社 

〈連携の形態〉 

本研究を実践するためにワークショップを開催し，意見交換及び技術開発を行った． 

（２）国内の研究機関の研究への参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：災害の記憶・記録に関する拠点間の連携を通した災害アーカイブ学の探求 

研究代表者 佐藤 翔輔 

所属部門・分野 情報管理・社会連携部門 災害アーカイブ研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※佐藤 翔輔 

今村 文彦 

柴山 明寛 

平川 新 

災害アーカイブ研究分野助教 

災害アーカイブ研究分野教授 

災害アーカイブ研究分野准教授 

歴史資料保存研究分野教授 

災害社会情報学 

津波工学 

地震工学 

歴史学 

研究統括，調査・分析（東日本） 

調査・分析（津波災害） 

データベース管理 

調査・分析（歴史災害) 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

阿部 恒之 

林 勲男 

阪本 真由美 

宇田川 真之 

マリ エリザベス 

高森 順子 

山崎 麻里子 

東北大学大学院文学研究科教授 

国立民族学博物館准教授 

人と防災未来センター主任研究員 

人と防災未来センター主任研究員 

人と防災未来センター研究員 

人と防災未来センター震災資料専門員 

長岡震災アーカイブセンター研究員 

感情心理学 

社会人類学 

災害復興 

防災情報 

災害復興 

災害資料 

災害資料 

調査・分析（国内） 

調査・分析（海外） 

調査・分析（海外・阪神） 

調査・分析（国内・阪神） 

調査・分析（海外） 

調査・分析（阪神） 

調査・分析（中越） 

 合計   11 名  

研究経費  総額 2,700 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 
本研究では，以下を明らかにすることを目的とする． 
1． 東日本大震災に限らず，阪神・淡路大震災，新潟県中越地震災害ほか，国内外で発生した災害

の記憶・記録に関する拠点について，その全容を明らかにする． 
2． 災害アーカイブ学の構築に向けた探索として，以上の調査情報について，災害アーカイブに関

する収集，保存・保管，発信・利活用等の側面から，1）災害アーカイブとは何か，2）そこで発

生している課題とその解決策は何か，を明らかにする． 
◇研究の特色・意義 
「災害アーカイブ学」という言葉は，現在のところ存在しない．一方，東日本大震災や過去の災害

では，必ずといっていいほど，災害の記憶・記録の拠点の必要性が発生し，民学官さまざまな階層で

拠点が立ち上がっている．東日本大震災の被災地において，今現在，災害の記憶・記録に関する拠点

を立ち上げようとしている地域・団体はもちろんのこと，今後，発生する災害での被災地において

も，以上に関連する方法論や知見がまとめられた形式知のニーズは高く，「災害アーカイブ学」の体

系化は極めて重要である．本研究の特色は，東日本大震災の被災地で行われている各種のアーカイブ

活動にとどまらず．阪神・淡路大震災や新潟県中越地震ほか，国内外で発生した様々な災害につい

て，さらに，記憶・記録に関するミュージアム，資料館，記録活動といった様々な形態について，体

系的な調査・分析を行うことにある．また，中長期的な活動目標を「災害教訓の語り継ぎ」とする本

研究所において，複数の災害・拠点に着目して災害アーカイブ学の探求を行うことは非常に意義高

い．さらには，災害科学国際研究所のビジョンの初期施策である東日本大震災アーカイブの基礎的研

究という位置付けもある． 

当該年度

の研究成

果の内容 

当該年度の研究課題の目標よりも期待以上の成果を出すことができた． 
具体的な成果は，次のとおり： 

1） 「津波災害の記憶を巡る」シンポジウムの開催（2013/8/8，仙台市） 
2） 災害かたりつぎ研究塾 夏合宿 in 東北の開催（2013/8/9-10，仙台市，石巻市，東松島市，名取市）
3） 災害かたりつぎ研究塾 秋合宿 in 新潟の開催（2013/11/2-3，長岡市，小千谷市） 
4） 災害かたりつぎ研究塾 冬合宿 in 兵庫の開催（2013./12/7-8，神戸市） 
5） 第 4 回 災害ミュージアム研究塾 2013「災害の記憶の忘却を防ぐことはできるのか」の開催

（2013/12/8） 
6） 「世界に 3.11 を伝える」国際シンポジウムの開催（2014.2.21，仙台市） 
7） 「災害の記憶・記録の場」に関する体系的調査 

1）では，当該分野のトップ研究者である東北大名誉教授・首藤伸夫氏（津波工学），東北大災害科
学国際研究所・川島秀一氏（民俗学），国立民族学博物館・林勲男氏（文化人類学）を講演者とする
シンポジウムを企画・開催し，津波災害を中心とする災害伝承や災害文化に関する研究の全体総括を
行った．具体的には，津波災害の記憶を伝承する口碑，津波碑，津波石，朗読，歌，絵画，儀礼等に
関する最新の研究動向について情報共有を行った． 

2）～4）においては，東日本大震災，新潟県中越地震災害，阪神・淡路大震災の被災地でおこなわ
れている災害伝承の取組みについての共同研究者を中心とする合宿形式の事例調査を行ったうえ
で，5）において報告およびパネルディスカッション形式で，調査の総括を行った．災害が発生して
からの時間経過の違い，被災地の地域文化や被害インパクトによる伝承傾向への影響について明ら
か に な っ た ． な お ， 災 害 か た り つ ぎ 研 究 塾 の HP も 立 ち 上 げ て い る
（https://sites.google.com/site/saigaikk2013/）． 

6）は，我が国に存在する災害に関するミュージアム・資料館，語り部・被災地案内事業，デジタ
ルディジタルアーカイブをインターネットで体系的に調査を行ったものである，ミュージアム・資料
館が 52 箇所，語り部・被災地案内が 44 事業，デジタルアーカイブが 76 件，2013 年 12 月現在で存
在していることが明らかになった．また，東日本大震災の被災地では，語り部やデジタルアーカイブ
といった無形かつ「仮のもの」が中心である傾向も示された．これらの空間分布は災害かたりつぎ研
究塾の HP に地図形式で掲載している（https://sites.google.com/site/saigaikk2013/saigaikiokukiroku）．

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ 

災害科学国際研究所の中長期的な活動目標においては「災害教訓の語り継ぎ」がある．以上のとお
り，当該年度計画されていた事例調査ならびに事例の整理が良好な進捗を見せている．このことは，
「実践的防災学」における「災害教訓の語り継ぎ」において，具体的方法論の整理を進展させており，
当該学問の体系化に大きく貢献したと言える．次年度は，事例調査のぬけ・もれ・おちの補完，それ
を踏まえた整理の精緻化を行うことで，当該年度明らかになった知見の妥当性を検証する．このこと
で，研究目的である「災害アーカイブ学の構築」に資する基本概念モデルが構築できるものと期待さ
れる． 

URL 等 災害かたりつぎ研究塾 HP 

https://sites.google.com/site/saigaikk2013/ 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 2 ）編  

佐藤翔輔，今村文彦，林春男：東日本大震災における被災自治体の人的資源運用に関する分析－宮城県石巻市を対

象にして－，地域安全学会論文集，No. 21，pp. 169-177, 2013.11. 【査読有り】 

佐藤翔輔，今井健太郎，岩崎雅宏，二上洋介，熊谷雅之，平松進，亀井一彦，鈴木聡一郎，山内智，今村文彦：避

難先を指定しない新しい津波避難訓練手法の提案－宮城県石巻市における実践と検証－，土木学会論文集 B2

（海岸工学），Vol. 60, No. 2, pp. Ⅰ_1361-Ⅰ_1365，2013.11 【査読有り】 

 

◇著書 

合計（ 4 ）冊 

佐藤翔輔：超広域災害に立ち向かう－東日本大震災被災地での住民参加・組織型フィールドワークの試み－，

「Fenics フィールドワーカーシリーズ」第 5 巻「災害をフィールドワークする」，古今書院，木村周平・杉戸信

彦・柄谷友香（編），2014.5 発刊予定【単著】 

佐藤翔輔，今村文彦，林春男：ウェブニュースから東日本大震災を分析する，東日本大震災を分析する２ 震災と

人間・まち記録（平川新，今村文彦，東北大学災害科学国際研究所編），第 3 部第 7 章，pp.235-248, 2013.6【共

著】 

古関良行，佐藤翔輔，今村文彦：大震災後の沿岸部でのリスク認識と対応についての調査，東日本大震災を分析す

る２ 震災と人間・まち記録（平川新，今村文彦，東北大学災害科学国際研究所編），第 2 部第 5 章，pp.135-144, 

2013.6【共著】 

柴山明寛，佐藤翔輔，今村文彦：東北大学による東日本大震災アーカイブプロジェクト，東日本大震災を分析する

２ 震災と人間・まち記録（平川新，今村文彦，東北大学災害科学国際研究所編），第 3 部第 6 章，pp.224-234, 

2013.6【共著】 

 

◇学会発表  

合計（ 11  ）件 

○通常講演  （  9 ）件 

山﨑麻里子，佐藤翔輔，阪本真由美，宇田川真之，中川政治：AR 技術を活用した震災アーカイブと安全・安心な

街づくりに関する研究，2014 年電子情報通信学会総合大会講演論文集 基礎・境界（2014 年電子情報通信学会

総合大会，公募シンポジウム：AS-2「安全・安心な生活のための情報通信システム」），S-29，2014.3.18 

坪田亜由子，佐藤翔輔，今村文彦：岩手県・宮城県沿岸市町村を対象とした東日本大震災復興交付金事業の内容分

析，平成 25 年度土木学会東北支部技術研究発表会講演概要集（CD-ROM），2pp., 2014.3.8 

佐藤翔輔，今井健太郎，岩崎雅宏：東日本大震災における石巻市役所の 1 週間－「情報」をとりまく状況・対応を

中心にして－，第 4 回安全・安心な生活のための情報通信システム研究会講演論文集，pp. 30-33，2013.12.16-18 

小山真紀，藤森崇浩，佐藤翔輔，清野純史：東日本大震災における時系列新聞記事データにみる属性別状況と推移

について，日本災害情報学会第 15 回学会大会，2013.10.26-27 

佐藤翔輔，邑本俊亮，野内類，今村文彦，杉浦元亮，阿部恒之，本多明生，岩崎雅宏：災害時の「生きる力」に関

する探索的研究－東日本大震災の被災経験者の証言から－，第 32 回日本自然災害学会年次学術講演会講演概要

集，pp. 9-10，2013.9.24-25 

永村美奈，佐藤翔輔，柴山明寛，今村文彦：東日本大震災の対応組織が発行した災害対応記録の内容分析，第 32 回

日本自然災害学会年次学術講演会講演概要集，pp. 15-16，2013.9.24-25 

柴山明寛，佐藤翔輔，今村文彦：東日本大震災における震災アーカイブ検索システムの構築，第 32 回日本自然災

害学会年次学術講演会講演概要集，pp. 35-36，2013.9.24-25 

岩崎雅宏，佐藤翔輔，柴山明寛，今村文彦，阿部冨雄，丹野由美：地域主導による被災証言記録誌の作成手法の設

計と実装－仙台市七郷市民センターでの試み－，第 32 回日本自然災害学会年次学術講演会講演概要集，pp. 37-

38，2013.9.24-25 

Fumihiko IMAMURA, Akihiro SHIBAYAMA, Shosuke SATO: Digital archive for the 2011 Tohoku Earthquake and tsunami - 
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Michinoku Shinrokuden, International Tsunami Symposium (ITS) 2013, pp.xx-xx, 2013.9 

 

○基調講演・招待講演 （  2 ）件 

佐藤翔輔：東日本大震災アーカイブをマネジメントする－東北大学・東日本大震災アーカイブ「みちのく震録

伝」での試み－，土木学会平成 25 年度全国大会研究討論会「東日本大震災アーカイブサイトの展望」，

2013.9.6 

佐藤翔輔：災害とビッグデータとカストディアン，情報メディア学会第 12 回研究大会，ビッグデータ時代の図書

館の役割～データのカストディアンは誰か～，パネルディスカッション，2013.6.29 

  

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ 2）件 

今村文彦，佐藤翔輔：震災ビッグデータの活用 ～ 2011 年東日本大震災での事例と今後の期待，「季刊大林」，No. 

55，特集：ビッグデータ，pp.28-34, 2014.3.【共著】 

佐藤翔輔：被災地からの報告，～防災・減災の実践ツールとしての「みんなの防災手帳」，安全と健康 3 月号，中

央労働災害防止協会，2014.3 【単著】 

 

◇学術関係受賞  

合計 （ 1 ）件 

2013 年地域安全学会年間優秀論文賞，2014 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  6  ）件 参加者合計（ 310）名 

・講演会・セミナーの主催・運営 （ 6 ）件 参加者合計（ 310）名 

「津波災害の記憶を巡る」シンポジウムの開催（2013/8/8，仙台市），50 名 

災害かたりつぎ研究塾 夏合宿 in 東北の開催（2013/8/9-10，仙台市，石巻市，東松島市，名取市），30 名 

災害かたりつぎ研究塾 秋合宿 in 新潟の開催（2013/11/2-3，長岡市，小千谷市），30 名 

災害かたりつぎ研究塾 冬合宿 in 兵庫の開催（2013./12/7-8，神戸市），30 名 

第 4 回 災害ミュージアム研究塾 2013「災害の記憶の忘却を防ぐことはできるのか」の開催（2013/12/8），50 名 

「世界に 3.11 を伝える」国際シンポジウムの開催（2014.2.21，仙台市），60 名 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（   61 ）件 

2014.03.28 毎日新聞，朝刊，防災手帳:多賀城市、全戸配布 必要な対策、情報網羅 ／岩手 

2014.03.21 河北新報，朝刊，被災した宮城沿岸の無形文化財をＤＢ化 東北大 

2014.03.19 毎日新聞，朝刊，防災手帳:多賀城市が作成、全国初の全戸配布 東北大監修 ／宮城 

2014.03.11 ラジオ 3（仙台シティエフエム），震災特番：これまで これから 

2014.03.11 ラジオ石巻，3.11 特別番組 「東日本大震災から 3 年」，「防災対策について」 

2014.03.10 河北新報，朝刊（15），特集：東日本大震災 3 年，被災者アンケート 苦難の記憶 継承願う 

2014.03.10 河北新報，朝刊（14），特集：東日本大震災 3 年，被災者アンケート 健康への不安 消えず 

2014.03.10 河北新報，朝刊（1），生活の復興 実感欠く 河北新報社・東北大 被災者アンケート 

2014.02.26 防災グッズマガジン，東北大などの研究グループ、AR 技術を用いた防災教育用アプリ「津波 AR」を

開発 

2014.02.22 ラジオ 3（仙台シティエフエム），「東北大学での災害科学の観点からの発信」，希望の杜 仙台への想

い（政府広報，内閣府被災地広報番組） 

2014.02.22 河北新報，朝刊，震災世界に伝えよう 東北大で国際シンポ 現状発信へ手法学ぶ 

2014.02.21 Smart IT Magazine，東日本大震災を忘れない！アプリケーション「津波 AR」で学ぶ防災教育！ 

2014.02.21 河北新報，朝刊，津波の怖さスマホで学んで 宮教大など防災教育アプリ開発 
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2014.02.20 RBB TODAY，東北大と宮城教育大、スマホを活用した防災教育アプリ「津波 AR」共同開発 

2014.02.19 リセマム，防災教育アプリ「津波 AR」を共同開発…宮城教育大、東北大 

2014.02.18 CycleStyle，東北大などスマートフォンを用いた防災教育用アプリ開発 

2014.02.18 MOBILE & APPS，AR 技術を用いた防災教育用アプリ「津波 AR」、宮城教育大と東北大が開発 

2014.01.15 朝日新聞デジタル，被災地の変化，写真で定点観測 

2014.01.14 河北新報，朝刊（16），社会面，復興への歩み 定点観測 東北大災害研 写真収録サイト公開 

2014.01.07 四国新聞，朝刊（3），定点観測写真で復興状況を確認 東北大、サイト公開 

2014.01.07 長崎新聞，朝刊（3），復興状況 サイトで確認／東北大 被災地の定点写真公開 

2014.01.07 東京新聞，夕刊（2），復興の歩みネットで公開 東北大、２０６カ所の定点写真収録 

2014.01.07 下野新聞，朝刊（2），社会面，震災復興の歩み 写真に／東北大定点観測サイトで公開 

2014.01.07 東奥日報，朝刊（14），復興状況 サイトで確認 東北大 定点観測写真を公開 

2014.01.07 信濃毎日新聞，朝刊（29），宮城の復興 定点観測写真で確認 東北大 206 ヶ所集めサイト公開 

2014.01.07 山形新聞，朝刊，復興状況 サイトで確認 東北大 定点写真集め公開 宮城 206 ヶ所 

2014.01.07 福島民友，朝刊，復興状況をネットで確認 東北大が写真公開 

2014.01.07 福島民報，朝刊，復興状況をネットで確認 東北大 206 ヶ所の定点写真記録 

2014.01.03 石巻かほく，朝刊（1），次の災害でもした方がいいことは？ アンケート結果報告 石巻・街なか創

生協 

2013.12.27 宮崎日日新聞，高鍋町が防災手帳を導入 全世帯に配布へ 

2013.12.25 朝日新聞，朝刊（29），震災復興 206 ヶ所を定点撮影 東北大災害研がウェブサイト 

2013.12.08 石巻かほく，朝刊（1），無線の聞こえ方など 防災力調査の報告会 

2013.12.07 神戸新聞，朝刊(28，社会面)防災意識 どう育む 教育の役割 専門家提案 

2013,12,04 NHK，てれまさむね，東松島市 防災計画素案 津波対策を大幅強化 

2013.10.30 NHK，てれまさむね，亘理町が津波避難計画示す 

2013.10 内閣府，広報ぼうさい，いざというときに役立つ「みんなの防災手帳」 

2013.10.06 ラジオ石巻，平成 25 年度総合防災訓練 あるいで にげっぺ！ 

2013.9.30-10.06 ラジオ石巻，CM：平成 25 年度総合防災訓練 あるいで にげっぺ！ 

2013.09.11 ラジオ石巻，石巻市からのお知らせ（平成 25 年度総合防災訓練 あるいで にげっぺ！ について） 

2013.09.01 北海道新聞，朝刊，車で高台へ 誘導やめ住民判断 避難訓練 被災地被災地模索 

2013.09.04 NHK，てれまさむね，災害時の情報提供 IT で一元化 よりスムーズに 

2013.09.01 河北新報，朝刊(26，特集)，いのちと地域を守る 災害情報 どう対応 「東日本大震災 従来と異なる

傾向 大規模災害時，県の役割増す」  

2013.08.25 北海道新聞，朝刊(4，特集)，東奔北走 語り継ぐ災害の記憶 

2013.08.13 河北新報，朝刊(24)，災害の記憶継承「研究塾」を開催（災害かたりつぎ研究塾） 

2013.08.09 河北新報，朝刊(29，社会面），いのちと地域を守る 東北大災害研 津波の記憶 伝承を 仙台でシンポ 

事例紹介 

2013.08.05 朝日新聞，朝刊(25，社会面，伝える 東日本大震災 3 年目)，津波の高さ 人の目線で再現 東北大がサ

イト開設 

2013.07.21 河北新報，朝刊(26)，いのちと地域を守る，津波高 目の位置から見て規模体感 東北大災害研 サイト

開設 地点ごとグラフィック表示 

2013.07.16 読売新聞，朝刊(26)，津波の怖さ サイトで実感 東北大チーム開設 

2013.07.16 日経 BP（ケンプラッツ，日経コンストラクション），「ヒトの目線」で津波高を実感、東北大がサイト

公開 

2013.07.11 河北新報，朝刊(20)，防災・減災のページ/探る 実用重視 参加率向上を 津波避難訓練の変化 

2013.06.12 東日本放送，スーパーJ ちゃんえるみやぎ，渋滞検証の避難訓練 原則“徒歩”あえて“車” 

2013.06.11 河北新報，朝刊（30），車を使い津波避難訓練 10 分で避難所に 宮城・亘理 

2013.06.10 ミヤギテレビ，OH!バンデス 

2013.07.10 日本広報協会「広報」，災害広報～防災・減災対策：災害と共存し「生きる力」を身につけるためのツ

ールとして 
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2013.05.19 河北新報，朝刊（25），先人の知恵，現代に還元 東北大と東北芸工大が共同研究 

2013.04.30 ジャパンエフエムネットワーク，OH! HAPPY MORNING (「みんなの防災手帳」の紹介) 

2013.04.29 河北新報，朝刊(6)，技術革新が復興を加速：10 万件超データ活用 新たな研究生み出す 

2013.04.24 日刊建設産業新聞，産学官で"生きる力"を醸成 

2013.04.24 日刊建設工業新聞，一日も早い復興と，しなやかで強い国土の形成に役立つ技術のあり方を考える 

2013.04.22 日刊建設通信新聞，"生きる力"醸成に利活用 

2013.04.19 建設新聞，復旧・復興を加速させる技術を 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

「世界に 3.11 を伝える」国際シンポジウムの開催（2014.2.21，仙台市） 

アメリカ・インドネシア等／2014.2.21／国際シンポジウム 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

工学部建築・社会環境工学科 

 

〈学生による成果発表〉 

坪田亜由子，佐藤翔輔，今村文彦：岩手県・宮城県沿岸市町村を対象とした東日本大震災復興交付金事業の内容分

析，平成 25 年度土木学会東北支部技術研究発表会講演概要集（CD-ROM），2pp., 2014.3.8 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

文学研究科・阿部恒之教授：共同調査 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

人と防災未来センター（阪本研究員，宇田川研究員，マリ研究員，高森専門員等）：共同調査 

中越メモリアル回廊・きおくみらい・長岡震災アーカイブセンター（山崎研究員，松井研究員等）：共同調査 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

国立民族学博物館・林勲男准教授：共同調査 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：東日本大震災の被災地における津波避難対策の再構築手法に関する研究 

研究代表者 安倍 祥 

所属部門・分野 地震津波リスク評価（東京海上日動）寄附研究部門 

職名 助手 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

今村 文彦 

 

Suppasri Anawat 

 

保田 真理 

 

福谷 陽 

 

安倍 祥(※) 

 

木村 裕行 

津波工学研究分野・教授 

 

地震津波リスク評価寄附研

究部門・准教授 

津波工学研究分野・助手 

 

地震津波リスク評価寄附研

究部門・助手 

地震津波リスク評価寄附研

究部門・助手 

津波工学研究分野・共同研究

員 

津波工学・災害

科学 

津波工学・津波

リスク評価 

津波工学・危機

管理・防災 

津波工学・津波

リスク評価 

津波工学・危機

管理・防災 

津波工学 

i)コアグループ 

 

i)コアグループ 

 

iii)実践的手法の構築 

 

i)コアグループ 

 

i)コアグループ、全体総括 

 

i)コアグループ 

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

西畑 剛 

 

神尾 敬 

 

佐藤 健一 

 

福井 崇人 

 

荒 卓也 

 

五洋建設(株)技術研究所・担

当課長 

ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株)東北支

社・技術課長 

アジア航測(株)気仙沼営業

所・技師長 

(株)電通ソーシャル・ソリュ

ーション局・専任部長 

(株)電通東日本・復興サポー

ト推進室職員 

津波防災 

 

交通計画 

 

津波防災 

 

コミュニケーシ

ョンデザイン 

復興支援 

ii)工学的アプローチの検討 

 

ii)工学的アプローチの検討 

 

iii)実践的手法の構築 

 

iii)実践的手法の構築 

 

iii)実践的手法の構築 

 

 合計 １１名  

研究経費  総額 ２，５５０千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

東日本大震災や他の津波災害事例においても、緊急的に行われる津波避難行動に多くの課題が残

されてきた。各地域で検討が重ねられている津波避難計画においても、それらの課題に直面し残さ

れていることから、本研究ではそれら避難課題の整理・分析と、東日本大震災の被災地特有な課題

事例を収集・分析した。本研究では、避難計画の実現性を高めるために、都市・地域の構造や、道

路ネットワークに着目した工学的なアプローチの対策検討と、地域における避難課題解決のための

取り組みの両面から検討を重ねた。さらに、避難行動・計画の実効性を確認する一つの手法として、

津波避難訓練と関連する避難プログラムに着目し、多くの沿岸地域で避難訓練の実施・調査や、避

難方法検討のためのワークショップ等を重ね、現地に即した課題検討とその背景分析や、対処方策

の検討に取り組んだ。 

◇研究の特色・意義 

本研究では復旧復興期のこの時期に明らかになる避難課題を整理して明らかにするとともに、市

町村や地域住民との対話や協働作業も組み込みながら、諸課題の原因や対処の方法を多角的に模索

し、地域での実践に取り組んだ。それらの成果は被災地における避難対策の再構築や今後の展開に

資するよう、実践的な手法と事例に整理した。 

当該年度

の研究成

果の内容 

東日本大震災やその他の津波災害事例を通じ、津波避難の課題について、情報覚知・避難開始判

断・避難手段選択・避難場所への可達性と経路・避難を第一目的としない行動の混在など、避難行

動の各ステップにおける課題事例を収集・抽出し、分析した。 

特に大きな課題分類として、避難行動要支援者（災害時要援護者）の支援の問題や、避難手段と

して自動車を選択する場合の避難課題に着目し、避難困難となった事例について文献情報を収集す

るとともに、津波避難訓練の現場において、それらの課題を踏まえた訓練プログラムを検討し、提

案・実践し、記録を取るとともに訓練の有効性等を検証してきた。 

多くの避難課題が、津波避難計画ならびに地域の避難の取組にいまだ残されている実態を踏ま

え、多様な地域においてそれらの課題に向き合うための津波避難プログラムの検討に取り組み、自

動車を用いた津波避難、要支援者への支援方法を組み込んだ避難訓練や座学実技を組み合わせたワ

ークショップ、そして地域ごとに検討する津波避難計画・避難ルールの策定手法を検討し、実地に

おいても実践することができた。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

東日本大震災の被災地において行政・地域等が取り組む津波避難対策や避難計画、避難訓練の現

場に深く関わり、震災の経験や教訓を踏まえた避難計画の再構築手法や、避難訓練の企画検討に取

り組み、また避難訓練等における行動実態を調査・検証して地域ならびに行政へフィードバックす

るとともに、課題解決に向けた議論に共に取り組む実践活動に取り組んだ。 

特に、津波避難訓練の手法検討や調査・検証については、研究所内外の産官学民の協働体制で取り

組む「カケアガレ！日本」と深く連携し、実地に即した避難方法や訓練手法を検討、実践するとと

もに、課題把握とその解決に向けた検討を地域・行政とも共有してきた。それらの知見を今後も重

ねて行くことで、津波避難計画（特に、地域ごとに取り組まれるべきローカルな避難ルールや避難

方法の合意等）を地域に即した形で再構築する手法や、地域特性に応じた構築手法を確立していく

ことが期待される。これらの避難プログラムにかかる実践的な取り組みは、復興庁「新しい東北」

先導モデル事業のひとつに採択され、本研究プロジェクトも同事業に深く関わることで、より広範

に課題や取組事例を収集や行政（市町村）とも対話を重ねる機会へとつながった。津波避難計画や

避難訓練の検討手法を、震災教訓や地域特性に踏まえたものに今後さらに継続的に改善していくこ

とで、津波避難計画構築手法の確立（例えばガイドライン化）に寄与することができる。 

URL 等 いのちと地域を守る津波防災アクション「カケアガレ！日本」http://www.kakeagare.jp  
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（ １ ）件 

○通常講演  （ １ ）件 

安倍祥・Suppasri Anawat・福谷陽・保田真理・今村文彦・木村裕行・鈴木康夫，津波避難訓練の避難実態と住民

意向〜２箇年のアンケート調査から〜，平成 25 年度東北地域災害科学研究集会，2014/1/7，秋田大学工学資源部 

  

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ １ ）件 

安倍祥，平成２５年８月３１日山元町津波避難訓練現地調査ならびに検証レポート，山元町への調査報告資

料，査読無 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（ ４ ）件 参加者合計（ ５００ ）名 

Yoshi Abe, Reviewing the evacuation method，5th CR+I (Climate Risk + Insurance) Seminar，2013/10/28，宮城県仙台

市・トラストシティプラザ 

今村文彦，東日本大震災における教訓と課題ー津波避難の取組について，山元町と東北大学災害科学国際研究所      

連携と協力に関する協定締結式記念講演会，2013/12/24，宮城県山元町・山元町中央公民館 

安倍祥，避難のかたち：災害ごと、地域ごと、これからのかたち，陸前高田市と東北大学災害科学国際研究所連   

携と協力に関する協定締結式記念講演会，2014/2/7，岩手県陸前高田市・陸前高田市役所 

安倍祥，車をつかった津波避難，津波避難のための防災・減災シンポジウム，2014/2/16，宮城県仙台市・ＫＫＲ  

ホテル仙台 

 

◇学外での社会活動 

合計（ １３ ）件  

・小中高との連携  （ ２ ）件  参加者合計（ ４３０ ）名 

気仙沼市立気仙沼小学校ぼうさい教室，出前授業，2013/9/20，４００名 

気仙沼市立気仙沼中学校防災出前授業，出前授業，2014/1/24，３０名 

 

・行政・企業との連携 （ ６ ）件 参加者合計（ 3,760 ）名 

仙台市総合防災訓練・津波避難訓練，津波避難訓練の調査・検証，2013 年 4 月～8 月（2013 年 6 月 12 日訓練  

実施），1,140 名 

山元町総合防災訓練・津波避難訓練，津波避難訓練の企画・実施・調査・検証，2013 年 4 月～12 月（2013 年 

8 月 31 日訓練実施），1,000 名 

岩沼市総合防災訓練・津波避難訓練，津波避難訓練の調査・検証，2013 年 7 月～10 月（2013 年 9 月 1 日訓練 

実施），1,500 名 

気仙沼市総合防災訓練・津波避難訓練，津波避難訓練の調査・検証，2013 年 10 月～11 月（2013 年 11 月 2 日 

訓練実施）  

いのちと地域を守る津波避難アクション「カケアガレ！日本」（復興庁「新しい東北」先導モデル事業），復興 

庁・「カケアガレ！日本」企画委員会（河北新報社・電通グループ・災害科学国際研究所），津波避難訓練プ 

ログラムの企画検討ならびに実践，2013 年 10 月～2014 年 3 月 

同 津波避難プログラム等の作成に関する検討委員会（復興庁・宮城県・宮城県内沿岸 15 市町・「カケアガ 

レ！日本」企画委員会），津波避難訓練プログラムの企画検討，2013 年 12 月～2014 年 3 月，120 名 

 

・地域コミュニティ（自治会など）との連携 （ ５ ）件 参加者合計（ ２２０ ）名 

山元町津波避難訓練に向けた同町花釜行政区との協議，津波避難訓練の支援・調査・検証，2013 年 4 月～8 月 

（2013 年 8 月 31 日訓練実施），20 名 
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仙台市新浜町内会における津波避難訓練，津波避難訓練の支援・調査，2013 年 10 月 14 日訓練実施，40 名 

仙台市笹屋敷町内会における津波避難計画ワークショップ，ワークショップの支援・調査，2013 年 11 月 16 

日，30 名 

気仙沼市階上地区における災害時要援護者の避難支援に関する座談会，座談会のコーディネート，2013 年 11 

月 16 日，10 名 

仙台市南蒲生町内会における津波避難訓練，津波避難訓練の支援・調査，2014 年 1 月 26 日訓練実施，120 名 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（ ７ ）件 

執筆，防災・減災のページ 探る 車避難時の渋滞回避素 地域に応じたルールを，河北新報，2013/6/11 

出演,，県民防災の日 防災面の課題について専門家に聞きました，仙台放送，2013/6/12 

企画協力，避難訓練 被災地模索，北海道新聞，2013/9/1 

企画協力，NHK スペシャル シリーズ東日本大震災 津波から命を守れ～浸水域に暮らす人々～，NHK，

2013/9/27 

企画協力，津波雛訓練 カケアガレ！日本，河北新報，2013/12/11 

企画協力，備える 3.11 から 第 85 回 津波 どう逃げる？(上)，中日新聞，2014/1/20 

企画協力，カケアガレ！日本 東北発モデル世界へ 津波避難のための防災・減災シンポジウム，河北新

報，2014/3/6 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

東北大学 グローバル安全学 トップリーダー育成プログラム 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

津波避難訓練における避難行動の実態調査に参加することにより、現実の緊急避難行動に近い状況において、住

民らが行う行動の実際を見て・体験することができるほか、自動車避難による渋滞の発生や、災害時避難行動要

支援者に相当する方々の避難が困難あるいは健常者よりも避難に時間を要する実態などの諸課題を目の当たりに

し、津波避難計画の検討・立案の必要性と、含まれる現実の課題・困難を体験する機会を与えることができた。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

東北大学 グローバル安全学 トップリーダー育成プログラム（教員・学生との津波避難訓練に関する共同調査） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：児童・生徒のための効果的な減災教育ツール開発とその効果の検証 

研究代表者 保田真理 

所属部門・分野 災害リスク部門 津波工学研究分野 

職名 助手 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

今村 文彦 

 

※保田 真理 

 

Anawat Suppasri 

津波工学研究分野・教授

 

津波工学研究分野・助手

 

地震津波リスク研究部

門・准教授 

津波工学 

 

津波工学 

 

津波工学 

ツールの有効性教育効果評価 

 

研究の総括，ツール開発、教育

効果評価手法の開発 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

大平留美子 仙台放送 開発 ツール開発支援 

 合計     4 名  

研究経費  総額    1,275 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

1.開発中の減災教育ツールを使用し、児童・生徒の自然災害に対する心構えおよび、災害発生時

にその危険性を如何に認知し、判断し、避難行動を取ることができる用に育てる。 

2.児童・生徒が学んだ事を家庭に持ち帰り、家族と話し合い、情報共有を行い、家族で災害に備え

る意識を向上させる事ができるのかを明らかにしようとした。 

 

◇研究の特色・意義 

 学校現場に足を運び、減災出前授業を行い減災教育ツールを児童・生徒に使用してもらいその効

果を検証した。効果の検証には、生の反応だけではなく、実施前と実施後のアンケート調査を行い、

前後の意識変化を統計的に客観視する事とした。国内の被災地と非被災地、ハワイでの検証を行っ

たところ、いずれのケースでも、意識の向上が見られている。 

当該年度

の研究成

果の内容 

今年度は、宮城県内 4 小学校および 1 中学校、県外 4 小学校、ハワイ州 2 小学校で、減災出前授

業を行った。出前授業実施の中で、前半を災害のメカニズムや減災は自分達の力でできる事をレク

チャーで組立をした。後半は地域の地図情報と自分の家の関係や模擬家族会議などを減災教育ツー

ルを使って行った。後半は災害を自分のこととして考えられるように、グループワークを充実さ

せ、自分の意見を述べ、人の意見を聞き、自分なりの結論を導きだし、考えを整理して発表する形

式をとったので、個別の感想からは、「自分たちで準備したり、積極的に避難行動を起こす事で、

減災する事ができるとわかった。」との声が多く寄せられ、アンケートの解析からは「学んだ事は

とても役立つ情報だった。」「家族で、日頃からの備えや、避難先、連絡手段に関して話し合ってお

く」という項目に、顕著な変化が現れている。 

 

 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 今から、小中学生をしっかり教育する事によって、本人達が社会人となったときに、社会の減災

リーダーとして、よりレジリエントな社会を作ることができる。また、児童・生徒の親世代に家庭

の内部から減災の重要性を伝えることができるために、現在、働き盛りで日常的な近隣の連携を取

れない世代にも意識向上を図ることができる。  

 東北大学災害科学国際研究所で、調査研究を行ったデータを基に組み立てられた教育プログラム

であるので、大学研究と地域社会を繋ぐ実践的防災学の一役を担っている。 

 

URL 等 http://www.ox-tv.co.jp/topics/yui_project/ 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（  2 ）編  

 保田真理, 今村文彦, Suppasri Anawat／自然災害から生延びる判断力向上のための減災学習ツール 

              の開発と効果の検証-減災ポケット「結」と災害模擬体験ブック-／自然災害学会東北地 

              域災害科学研究/第 50 巻/2014.3/P269-273 

保田真理／「災害（リスク）と共存して『生きる力』」（日本語）／日本繊維製品消費科学会／繊維製品 

       消費科学／第 55 巻／2014.1.25／P16-25 

 

◇学会発表 

合計（    3 ）件 

○通常講演  （   2 ）件 

   保田真理／Practical Education program for improving response capability to survive from tsunami／ 

       ITS2013／2013.9.25／トルコ 

   保田真理, 今村文彦, Suppasri Anawat／自然災害から生延びる判断力向上のための減災学習ツール 

              の開発と効果の検証-減災ポケット「結」と災害模擬体験ブック-／自然災害学会東北地 

              域災害科学研究集会／2014.1.7／秋田大学 

 

○基調講演・招待講演 （   1 ）件 

   保田真理／「災害（リスク）と共存して『生きる力』」（日本語）／日本繊維製品消費科学会／ 

       2013.8.28／仙台市,仙台福祉大学 

  

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（    11 ）件 参加者合計（ 約 1200  ）名 

保田真理／あなたを守る減災／仙台縁日まつり／2013.4.13／仙台市内 

保田真理／災害から命を守る正しい知識と絆／世田谷桜小学校区避難訓練／2013.5.11／東京都世田谷区 

保田真理／地震・津波のメカニズムを知ろう／NPO イコールネット／2013.6.4／仙台市内 

保田真理／市民がリードして行く減災社会／キャノンマーケティング／2013.6.13／仙台市内 

保田真理／地震・津波のメカニズムを知ろう／加茂市民センター／2013.6.15／仙台市内 

保田真理／地震・津波のメカニズムを知ろう／シングルウィメンズの会／2013.6.18／仙台市内 

保田真理／児童・生徒の命を如何に守るか／NPO 日本防災士会／2013.6.16／東京都渋谷区 

保田真理／災害（リスク）と共存して生きる力／日本繊維学会／2013.8.28／仙台市内 

保田真理／地震・津波のメカニズムを知ろう／幸町市民センター／2013.8.23／仙台市内 

保田真理／地震・津波のメカニズムを知ろう／高森市民センター／2013.11.21.27／仙台市内 

保田真理／宮城から伝える身近な減災の心得／宮城観光物産協会／2014.3.14／大阪府高槻市 

 

◇学外での社会活動 

合計（  19 ）件  

・小中高との連携  （  9 ）件  参加者合計（   1500 ）名 

・行政・企業との連携 （  6 ）件 参加者合計（  1000  ）名 

・地域コミュニティ（自治会など）との連携 （  2 ）件 参加者合計（  80 ）名 

・ボランティア活動 （  2 ）件 参加者合計（ 70  ）名 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（ 13 ）件 

執筆／減災のすすめ／河北新報／2013.6.25 

執筆／被害縮小への工夫、家庭で楽しく／河北新報／2013.4.11 
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出演／学ぼう BOSAI 津波はどうして起きる？／NHK E テレ／2013.11.20 

出演／学ぼう BOSAI 津波から命を守るには？／NHK E テレ／2013.12.4 

出演／学ぼう BOSAI 皆の消防フェスタ／NHK 松山／2013.11.23 

出演／東北大研究所、気仙沼市の小学校で「減災」をテーマに出前授業／FNN ローカル／2014.1.24 

出演／東北大学片平レクチャー2014「震災、残すべき記憶とかたち～震災の経験・記憶をどのように伝えていく

か～」／河北新報／2014.3.17 

出演／東北大学片平レクチャー2014「震災、残すべき記憶とかたち～震災の経験・記憶をどのように伝えていく

か～」／47News／2014.3.17 

出演／東北大学片平レクチャー2014「震災、残すべき記憶とかたち～震災の経験・記憶をどのように伝えていく

か～」／河北新報／2014.3.31 

出演／小学生が”減災”学ぶ講座／NHK 沖縄／2014.3.30 

出演／「親子で減災学ぶ」 東北大災害科学研が出前講座／八重山日報／2014.3.30 

出演／「出前講座防災テーマに家族会議を／八重山毎日／2014.3.30 

監修／未来遺産震災直後…生死を分ける 72 時間になすべきこと／TBS／2014.3.10 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有  ） 

 アメリカ合衆国ハワイ州／教育庁／2014.1.27〜28／減災教育出前授業・目的（自然災害への意識啓発） 

 アメリカ合衆国ハワイ州／ハワイ大学／2014.1.30〜31／ワークショップ・目的（自然災害への意識啓発） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 有  ） 

ハワイ大学マノア校／協定の区分（部局間）／／連携シンポジウム 

 

◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

・ ハワイでの減災出前授業の取り組みに対して、ハワイ州の他の小学校への招聘依頼があった。 

・ ワークショップに参加した、フィリピンの教授からフィリピンの小学校への招聘依頼があった。 

・ ワークショップに参加した、インドネシア出身の教授から、インドネシアの小学校への招聘要請があった 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

  David Nguyen（ハワイ大学 マノア校） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

 広報課とコラボし、被災地の小学校に活動を広げて行くことになった。 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：RESEARCH ON THE ACCELERATION OF AGENT-BASED TSUNAMI EVACUATION 

COMPUTING FOR COMPLEX URBAN ENVIRONMENT SIMULATION. 

研究代表者 Erick Mas 

所属部門・分野 
Hazard and Risk Evaluation Research Division 

Remote Sensing and Geoinformatics for Disaster Management 

職名 Assistant Professor 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 

⌘Erick Mas 

 

 

 

 

 Shunichi Koshimura 

 

 

Remote Sensing and Geoi

nformatics for Disaster M

anagement Professor 

 

Remote Sensing and Geoi

nformatics for Disaster M

anagement Assistant Profe

ssor 

 

 

 Tsunami  

 Engineering 

 

 

 

 Tsunami  

 Engineering 

 

Evacuation model enhancement 

and parameter setting for simula

tion conditions. 

 

 

Applicability of evacuation simu

lation on local communities in J

apan 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 

 

 

 

Not applicable 

   

 合計     2 名  

研究経費  総額   1,275 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

This study will contribute on increasing the performance and reduce analysis time efforts for the evaluation 

of community evacuation. Fast computation will lead to a better analysis of multiple scenarios and outcomes

of evacuation for the safety of population at risk of tsunami.  

The following research objectives are set here: 

a. Collection and analysis of Tohoku tsunami evacuation experiences. 

b. Evaluation of agent based platforms suitable for GPU acceleration. 

c. Enhancement of tsunami evacuation model1) to high performance computing. 

d. Promotion of simulation systems for practical use 

 

◇研究の特色・意義 

A new approach of tsunami disaster management is proposed with the use of evacuation models to assess

the feasibility of future evacuations of communities at risk. Tsunami engineering and social science of 

human behavior are integrated into a comprehensive model of tsunami evacuation. This study is of global 

interest and will be share for the education and preparedness of population at risk. The use of tsunami 

evacuation models seeks to enhance the capabilities of disaster response. 

 
1) Mas, E., Suppasri, A., Koshimura, S. and Imamura, F., (2012) Agent based simulation of the 20

11 Great East Japan Earthquake Tsunami evacuation procedure. Introduction to an integrated model of 
tsunami inundation and evacuation, Journal of Natural Disaster Science Vol. 34 No. 1 (pp. 41-57) 

 

当該年度

の研究成

果の内容 

 

The most effective measure to survive from tsunami is a rapid evacuation. In the affected areas by t

he Great East Japan Earthquake and Tsunami of 2011, it is necessary to formulate an effective tsuna

mi evacuation plan while promoting a strong community development against disasters.  

As a tool for designing the evacuation plans, this research project developed an agent-based evacuati

on simulation and tsunami inundation model to evaluate the evacuation and its application to the aff

ected areas by the tsunami.  

In areas like Yuriage district from Natori in Miyagi Prefecture, it is a big challenge for society to ta

ckle the arrival of tsunami with a prompt evacuation. By reproducing the tsunami evacuation process

 in Yuriage district using the agent-based model this research project aims to reveal the cause of the

 wide human casualty occurred. 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 

The outputs of this research project contribute to disaster prevention and mitigation through the evalu

ation of past, present and future evacuation plans using tsunami evacuation modeling. It is important 

to understand the good or bad practices that commonly occurred during evacuation. Using evacuation

 simulation it is possible to observe some aspects of the human behavior and the consequences on t

he outcomes and impact of the disaster. With tsunami evacuation models it is possible to understand 

the necessities of a community to effectively prepare an evacuation plan. 

URL 等 Not applicable 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 2 ）編  

Mas, E., Adriano, B., Koshimura, S. (2013). An integrated simulation of Tsunami Hazard and Human Evacuation in La 
Punta, Peru. Journal of Disaster Research Vol.8 No.2. pp. 285-295. (peer reviewed) 

Mas, E., Muhari, A., Adriano, B., Koshimura, S., Imamura, F. (2013). Basic study on the contribution of tsunami 
multilayer protection to tsunami evacuation and coastal community resilience. In Proceedings of International Sessions 
in Coastal Engineering, JSCE, Vol.4, volume 4. (peer reviewed) 

 

◇著書 

合計（ 1 ）冊 

Mas, E., Adriano, B., Koshimura, S., Imamura, F., Kuroiwa H., J., Yamazaki, F., Zavala, C., Estrada, M. (2014). 
Identifying Evacuee’s Demand of Tsunami Shelters using Agent Based Simulation. In ”Tsunami Events and Lessons 
Learned” edited by Kontar, Y., Santiago-Fandino, V., Takahashi, T. Ed. Springer Netherlands, 2013. (peer reviewed) 

(Book chapter) 

◇学会発表  

合計（ 6 ）件 

Mas, E., Koshimura, S. (2014). Research on the acceleration of agent-based tsunami evacuation computing for complex 
urban environment simulation. In Proceedings of Annual Meeting of the Tohoku Branch Technology Research 
Conference, Japan Society of Civil Engineers. Hachinohe, Japan. (non peer reviewed) 

Mas, E., Adriano, B., Koshimura, S. (2014). Coastal community resilience through multilayer protection and evacuation 
behavior. 2014 Ocean Sciences Meeting. February 23-28, Hawaii, US. 

Mas, E., Muhari, A., Adriano, B., Koshimura, S., Imamura, F. (2013). Basic study on the contribution of tsunami 
multilayer protection to tsunami evacuation and coastal community resilience. International Sessions in Coastal 

Engineering, JSCE, Vol.4, volume 4. 

Mas, E., Koshimura, S. (2013). Methodologies and near future perspectives of integrated tsunami inundation and 
evacuation modeling for tsunami disaster mitigation. International Tsunami Symposium. September 25-27, 2013, 
Gocek, Turkey.  

Suppasri, A., Mas, E., Srivihok, P., Sawatdiraksa, S, Abe, Y., Koshimura, S., Imamura, F. (2013). Evaluation of present 
tsunami evacuation situation in Thailand. In Proceedings of The 2nd EIT International Conference on Water Resources 

Engineering. September 5-6, 2013, Chiang Rai, Thailand. 

Mas, E., Koshimura, S. (2013). Geospatial simulation of tsunami evacuation using agent-based modeling. Japan 
Geoscience Union Meeting 2013. May 19-24, 2013, Makuhari, Chiba, Japan. 

 

○基調講演・招待講演 （  2  ）件 

”Tsunami Evacuation Planning and Simulation” - International Institute of Seismology and Earthquake Engineering, Building 

Research Institute, Tsukuba, Ibaraki. 26 April, 2013. 

“Recent Advances on Agent Based Tsunami Evacuation Simulation: Case Studies at Indonesia, Thailand, Japan and Peru” – 

Ocean and Resources Engineering seminar, School of Ocean and Earth Science and Technology at the University of Hawai’i 

at Manoa. 24 February, 2014. 

 

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ 1 ）件 

IRIDeS Quarterly (September 2013, Vol. 4). Research summary. Topics on Page 5. 
 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

262



 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：アレイ型地中レーダを用いた高台移転に伴う遺跡調査の効率化 

研究代表者 佐藤 源之 

所属部門・分野 
災害リスク研究部門 広域被害把握研究分野 

職名 教授（兼務） 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 

佐藤 源之※ 

 

広域被害把握研究分野 

教授（兼務） 

 

電波応用工学 

 

総括・データ解析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 

 藤澤 敦 

 

 金田 明大 

 

 土井 恭二 

 

 高橋 一徳 

 

東北大学 埋蔵文化財調

査室 准教授 

奈良文化財研究所 

主任研究員 

三井造船株式会社 

主幹研究員 

東北大学 東北アジア研

究センター 助教 

 

考古学 

 

考古学 

 

電子工学 

 

電磁波計測 

 

埋蔵文化財調査実施に関する知

識供与 

埋蔵文化財調査実施に関する知

識供与、データ解析 

ハードウエア改修 

 

レーダ信号処理、現地実験 

 合計  5   名  

研究経費  総額 1,275     千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

2012 年度災害研特定プロジェクト研究で製作したアレイ型地中レーダを利用した遺跡調査を

実施する。また、奈良文化財研究所を通じて文化庁と共同して、東北地方の市町村レベルでの実

際の遺跡調査対象地域での検証試験を行う。 

最終的には本装置を自治体に貸与し、東北大学と奈良文化財研究所が自治体職員に対して技

術指導を行いながら効率的な遺跡調査を実施できる体制の確立をめざす。 

◇研究の特色・意義 

申請者らはこれまで遺跡調査における地中レーダの有効性を実証してきた。特にレーダ装置

の位置測定精度とレーダデータの複合的イメージング処理の重要性を認識し、その向上を図っ

てきた。本研究では加えて多数のアンテナ対を用いたアレイ型の地中レーダを用いることで、よ

り広範囲の計測を従来の 1/10 程度の短時間で行えるような測定技術および複数アンテナ対のデ

ータを活かした地中の画像化処理技術の開発を行っている。 

地中レーダによる詳細な地中イメージは、遺跡調査時の発掘計画を最適化し、作業の効率化に

つながる。 

当該年

度の研究

成果の内

容 

 

本年度復興支援のための遺跡調査を 20 件以上実施した。宮城県内では東松島市、山元町、岩沼

市、また福島県南相馬市において住宅の高台移転予定地の遺跡調査を実施した。特に南相馬市にお

いては、数十ヘクタールにおよぶ遺跡調査を行い、出張日数は 17 日、作業補助の学生を含め延べ

100 日・人の規模での活動となった。またこれに加えて、直接の高台移転ではないが、栃木県小山

市、岩手県花巻市、埼玉県行田市などで遺跡調査を各県文化財保護課からの要請によって実施し

た。東日本においては、被災県において、道路復旧、住宅移転に伴い非常に多くの遺跡調査が実施

されるため、他県より多くの支援職員が派遣された。このため、関東地方にまで、遺跡調査を実施

する職員数への影響が及んでいる。従って、通常の学術調査を主目的とする遺跡調査であっても、

間接的な復興支援活動に相当すると考えている。また宮城県文化財保護課の要請によって、保護課

遺跡調査委員に対して、地中レーダ技術の活用のための研修会を実施した。 

研究成

果の「実

践的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 

本研究課題は、災害科学国際研究所が目指す復興への具体的貢献、新たな防災・減災技術の

社会実装、災害による被害や社会の不安定からの回復に整合する有意義な研究である。また発

掘だけでなく探査を組み合わせた効率的な遺跡調査技術を導入することで、経費軽減と遺跡保

存に役立たせる。 

2014 年度においては、東日本大震災からの震災復興としての遺跡調査の需要が高いが、今後

こうした需要は徐々に減少し、各地方自治体においては、より長期的な遺跡調査とその保護、

利用に関する活動が盛んになると考えている。今後こうした要望があった場合には、学術的な

価値があると判断した場合、遺跡調査を実際に行ってきた。 

しかし、次に備えた新しい技術の研鑽という意義も重要である。 

 

URL 等  

 

http://magnet.cneas.tohoku.ac.jp/satolab/researchunit/ 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ ２ ）編  
1. Jie Chen, Hai Liu, Kazunori Takahashi, Motoyuki Sato, Development of Array GPR for Archaeological Survey and 

Disaster Mitigation/ Near Surface Geophysics Asia Pacific Conference/Beijing, 10.1190/nsgapc2013-048, 2013 
2. Motoyuki Sato, Kyoji Doi and Kazunori Takahashi／ADVANCED GPR FOR ARCHAEOLOGICAL SURVEY, Proc. 

IGARSS2013／Melbourne, July 2013 
 

◇学会発表  

合計（ 4 ）件 

○通常講演  （ 4 ）件 
1. 佐藤源之，高橋一徳/震災復興に向けたアレイ型 GPR による遺跡調査/物理探査学会第 128 回学術講演会論文

集/2013/ 
2. 高橋一徳・リウ ハイ・佐藤源之, 震災復興を推進するアレイ型地中レーダによる遺跡計測, 電子情報通信学

会宇宙・航行エレクトロニクス研究会技術報告, 第 12 回地下電磁計測ワークショップ, 仙台, 2013 年 11 月

23 日 
3. 易 利・佐藤源之・高橋一徳, Investigation on 3D migration of non-gridded GPR data 第 12 回地下電磁計測ワー

クショップ, 仙台, 2013 年 11 月 23 日 
4. 佐藤源之・高橋一徳, 墳丘の地中レーダによる遺跡調査第 12 回地下電磁計測ワークショップ, 仙台, 2013 年

11 月 23 日 
 

◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（  1  ）件  参加者合計（ 40  ）名 

○国内学会研究会（ １ ）件 参加者（ ４０ ）名 

第１２回 地下電磁計測ワークショップ 「復興・遺跡調査」（プログラム添付） 

電子情報通信学会 宇宙航行エレクトロニクス研究会 

協賛： IEEE AESS Japan Chapter, IEEE GRSS Japan Chapter, 物理探査学会 

2013 年 11 月 22 日(金) 10：30～17：10 会場 東北大学 川内キャンパス 萩ホール 

2013 年 11 月 23 日(土) 10：00～12：20 会場 東北大学 東北アジア研究センター 

特別講演 2 件、一般講演 16 件、参加者 40 名 

 

２ 社会活動 

◇学外での社会活動 

合計（ 1  ）件  

・行政・企業との連携 （ 1 ）件 参加者合計（    ）名 

9 月 27 日 宮城県文化財保護課 研修会 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（   1   ）件 

NHK 総合テレビ 2013 年１１月１３日全国放送 くらし☆解説 「_掘らずに調べる_考古学」 

http://www.nhk.or.jp/kaisetsu-blog/700/172824.html 

http://tvtopic.goo.ne.jp/kansai/program/info/225516/index.html 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（  無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（  無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （  無 ） 
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３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

環境科学研究科 

 

〈学生による成果発表〉 

易 利・佐藤源之・高橋一徳, Investigation on 3D migration of non-gridded GPR data 第 12 回地下電磁計測ワー

クショップ, 仙台, 2013 年 11 月 23 日 
 

◇ポストドクターの活用（ 有  ） 

〈活用形態〉 

総長裁量経費による 助手 1 名 （エフォート１００％） 

教育研究支援者 2 名 （エフォート１５％） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

大学院学生に積極的に現地調査に参加してもらった。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

東北アジア研究センター 

埋蔵文化財調査室 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有  ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有  ） 

 

以下に、本活動に関する平成 25 年度の出張実績を掲げる。震災復興に直接関わらない遺跡調査についても、技

術開発の観点から有用と判断した場合、積極的に協力している。 

1 9 月 11 日   宮城県東松島市 野蒜築港 GPR 

2 9 月 12 日   福島県須賀川市 団子山古墳見学 

3 9 月 18 日 9 月 20 日 福島県南相馬市 上渋佐原田遺跡(調査区東側）GPR 

4 9 月 26 日 9 月 27 日 福島県南相馬市 五畝田犬這遺跡 GPR 

5 10 月 2 日 10 月 4 日 福島県南相馬市 南才ノ上遺跡 GPR 

6 10 月 7 日 10 月 8 日 栃木県小山市 琵琶塚古墳 GPR 

7 10 月 9 日 10 月 10 日 福島県南相馬市 南才ノ上遺跡 GPR 

8 10 月 18 日   福島県南相馬市 南相馬市教育委員会文化財課 

9 11 月 4 日 11 月 6 日 栃木県小山市 琵琶塚古墳 3DGPR 

10 11 月 7 日   宮城県東松島市 野蒜築港 GPR 

11 11 月 7 日   福島県南相馬市 上渋佐原田遺跡(調査区西側）GPR 

12 11 月 12 日 11 月 13 日 福島県南相馬市 上渋佐原田遺跡(調査区西側）GPR 

13 11 月 19 日   福島県福島市 福島県教育庁 

14 11 月 21 日   福島県南相馬市 上渋佐原田遺跡 

15 11 月 26 日   福島県南相馬市 上渋佐原田遺跡(調査区西側）GPR 

16 11 月 27 日   福島県南相馬市 上渋佐原田遺跡 

17 12 月 2 日 12 月 4 日 埼玉県行田市 さきたま古墳群(鉄砲山古墳）3DGPR 
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（資料） 
第１２回 地下電磁計測ワークショップ 「復興・遺跡調査」 

 
電子情報通信学会 宇宙航行エレクトロニクス研究会 
協賛： IEEE AESS Japan Chapter, IEEE GRSS Japan Chapter, 物理探査学会 

 
2013 年 11 月 22 日(金) 10：30～17：10 会場 東北大学 川内キャンパス 萩ホール 
2013 年 11 月 23 日(土) 10：00～12：20 会場 東北大学 東北アジア研究センター 
（〒980-8576 仙台市青葉区川内．JR 仙台駅から 仙台市営バス（9 番のりば）で東北大川内キャンパス・萩

ホール前下車（12 分）． 
http://www.tohoku.ac.jp/japanese /profile/campus/01/kawauchi/index.html． 

 
（一般講演：発表 20 分 ＋ 質疑応答 5 分） 
 
11 月 22 日(金) 午前 （10：30～12：50） 
 
委員長挨拶 （JAXA 齋藤 宏文) 
趣旨説明 （東北大学 佐藤 源之） 
 
震災とレーダ技術 (座長： 高橋一徳) 
(1) 10:30 - 11:10 
 ［特別講演］震災から 2 年半を経て見えてきた課題 ～ 被災構造物の維持管理と健全度の把握 ～ 
 ○久田 真（東北大） 
(2) 11:10 - 11:35 
 マイクロ波による RC 構造物中の腐食鉄筋探査の一検討 
 ○三輪空司（群馬大） 
(3) 11:35 - 12:00 
 地中レーダ探査データを用いた砂浜堆積過程の可視化 
 ○有働恵子（東北大） 
(4) 12:00 - 12:25 
 東日本大震災の行方不明者捜索における地中レーダの適用 
 ○園田 潤（仙台高専）・渡邉 学（JAXA）・米澤 千夏・佐藤源之（東北大） 
(5) 12:25 - 12:50 
 Fundamental study of observation of landslide by GB-SAR observation; case study at Aratozawa 
 ○Lilong Zou・Kazunori Takahashi・Motoyuki Sato（Tohoku Univ.） 
 
11 月 22 日(金) 午後 （13：30～15：10） 
 
建造物センシング技術 I (座長： 三輪 空司) 
(6) 13:30 - 13:55 
 電磁波を用いた建造物非破壊センシング技術の研究開発 ～ 25 年 度中間成果 ～ 
 ○佐藤源之・高橋一徳・劉 海・クリスチャン コヤマ（東北大） 
(7) 13:55 - 14:20 
 建造物非破壊センサーの研究開発（第一報） ～ 単一周波数を用いたイメージングレーダ ～ 
 ○弓井孝佳・浅野有美・森 康成・土井恭二（三井造船） 
(8) 14:20 - 14:45 
 建造物非破壊センサーの研究開発（第二報） ～ 広帯域アンテナの開発 ～ 
 ○森 康成・浅野有美・弓井孝佳・土井恭二（三井造船） 
(9) 14:45 - 15:10 
 建造物非破壊センサーの研究開発（第三報） ～ ステップ周波数方式イメージングレーダ ～ 
 ○土井恭二・浅野有美・弓井孝佳・森 康成（三井造船） 
 

休憩(15:10-15:30) 
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11 月 22 日(金) 午後 （15：30～17：10） 
 
建造物センシング技術 II (座長：木寺 正平) 
 
(10) 15:30 - 15:55 
 建造物非破壊センサーの研究開発（第四報） ～ GPR を 用いた木材のイメージング ～ 
 ○浅野有美・弓井孝佳・森 康成・土井恭二（三井造船） 
(11) 15:55 - 16:20 
 20GHz 帯 GB-SAR による構造物内部計測の基礎 実験 
 ○高橋一徳・劉 海・クリスチャン小山・佐藤源之（東北大） 
(12) 16:20 - 16:45 
 掘削時前方探査レーダのためのバケット一体型八木・宇田スロットアンテナの設計 
 ○茂木優人・三輪空司（群馬大） 
(13) 16:45 - 17:10 
 GPR survey results of Hunnu dynasty tombs（モンゴルにおける GPR による遺跡調査の事例紹介） 
 ○Tseedulam Khuut (モンゴル科学技術大学) 
 
 
懇親会 18:30-20:30 銀座ライオン(青葉通り） 
 
 
 
11 月 23 日(土) 午前 （10：00～12：20） 

 
震災復興と遺跡調査 (座長：園田 潤) 
 
(14) 10:00 - 10:25 
 A compact polarimetric GPR system for detection of linear subsurface targets 
 ○Hai Liu・Motoyuki Sato（Tohoku Univ.） 
(15) 10:25 - 11:05 
 ［特別講演］宮城県における震災復興と遺跡調査の現状 
 ○佐久間光平（宮城県） 
(16) 11:05 - 11:30 
 震災復興を推進するアレイ型地中レーダによる遺跡計測 
 ○高橋一徳・リウ ハイ・佐藤源之（東北大） 
(17) 11:30 - 11:55 
 Investigation on 3D migration of non-gridded GPR data 
 ○易 利・佐藤源之・高橋一徳（東北大） 
(18) 11:55 - 12:20 
 墳丘の地中レーダによる遺跡調査 
 ○佐藤源之・高橋一徳（東北大） 
 
 
23 日 ワークショップ終了後震災復興のために遺跡調査を行うための地中レーダのデモンストレーションならび

に研究施設公開を行います。 
デモンストレーション会場は東北アジア研究センター敷地内の実験施設です。 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：津波及び洪水・がれきにより構造物に作用する影響に関する室内実験 

研究代表者 ブリッカー ジェレミー 

所属部門・分野 災害リスク研究部門 国際災害リスク研究分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

ブリッカー ジェレミー

 デイビッド 

 

今井 健太郎 

 

 

 

 

 

 

国際災害リスク研究分野

 

津波工学研究分野 

水工水理学 

 

 

津波工学 

研究総括，実験の実施，解析 

 

 

実験の実施 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計   2  名  

研究経費  総額   1275  千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

現地調査、室内実験、数値シミュレーションを用いて水災害により構造物の被害メカニズムを解明

しました。ジャカルタの決壊した河川堤防、釜石防波堤、歌津大橋の被害メカニズムを解明しよう

としました。三ヵ所の現地調査を行い、地形及び構造物の設計を測りました。それから数値シミュ

レーションを適用、構造物における圧力を計算しました。シミュレーションの結果を確かめるため

に室内実験も実行しました。 

◇研究の特色・意義 

現地調査、室内実験、数値シミュレーションを合わせた実践的な研究結果が出ました。ジャカルタ

堤防について洪水原因がゴミであるのは意外な結果でしたので、社会における影響は重要です。釜

石防波堤の研究結果として被害の原因が洗掘だけじゃないのは意外の結果でした。それに歌津大橋

の研究結果として、周辺の護岸の影響が重要だったのも意外な結果でした。全ての研究結果は構造

物設計における影響が重要です。 

当該年度

の研究成

果の内容 

この研究課題は三つありました： 

１．ジャカルタ市堤防決壊メカニズム解明 

ジャカルタの放水路堤防が 2013 年決壊したため 40 人が死亡、経済被害も非常に酷かったです。堤

防決壊原因を解明するために現地調査を行い、地質・地形・放水路設計・流量データを測りまし

た。データを用いて 1 次元河川モデルを作成、決壊原因が越流だと解明しました。しかし、堤防に

建てる橋脚も決壊を加速した可能性があります。モデル結果として、水位が危険な状態まで溢れて

きた理由は下流水文のゴミ蓄積だと解明しました 

２．釜石防波堤の被害メカニズム解明 

室内実験と数値シミュレーションを実行、津波により防波堤決壊メカニズムを解明しました。捨石

マウンドの洗掘も地盤支持力も決壊の原因でした。 

３．歌津大橋の被害メカニズム解明 

数値シミュレーションを行い、津波により浸水される橋梁が周辺の構造物・トラップされた空気・

迎え角のために回転したとわかってきました。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

１． ジャカルタ市堤防決壊メカニズム解明 

堤防があまり点検されてないため、溢れた川が簡単に越流し決壊を開始した。川が溢れた原

因は下流水門でのゴミ蓄積でした。ジャカルタの洪水問題を解決するために、工学的な行動

と共に社会的な行動も必要です。 

２． 釜石防波堤の被害メカニズム解明 

防波堤被害の原因は洗掘だけじゃなく支持力も原因でした。そのため、次回の津波から守る

ために支持力を減らす設計（ケーソンの幅を延長するなど）が必要です。 

３． 歌津大橋の被害メカニズム解明 

橋梁が回転した原因はトラップされた空気の存在や迎え角（海側上）、近くに建てた護岸の存

在でした。津波に浸水される可能性がある橋梁を設計する技術者はこの三つの問題に気付か

なければいけません。 

 

URL 等 hydraulic.lab.irides.tohoku.ac.jp/app-def/S-102/2014/ 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 3 ）編  

 Bricker, Tsubaki, Muhari, Kure (2014) Causes of the January 2013 canal embankment failure and urban flood in Jakarta, 

Indonesia. Journal of Japan Society of Civil Engineers, Ser. B1 (Hydraulic Engineering), Vol. 70, No. 4, I_91-I_96. 

 Bricker, Takagi, Mitsui (2013) Turbulence model effects on VOF analysis of breakwater overtopping during the 2011 

Great East Japan Tsunami. Proceedings of the 35th IAHR World Congress. Chengdu, Sichuan, China.   

 Bricker, J.D., and Nakayama. A. (2914) Contribution of Trapped Air, Deck Superelevation, and Nearby Structures to 

Bridge Deck Failure During a Tsunami. Journal of Hydraulic Engineering (ASCE). 10.1061/(ASCE)HY.1943-

7900.0000855 , 05014002.  

 

◇著書 

合計（ 1 ）冊 

Bricker, Nakayama, Takagi, Mitsui, Miki. Mechanisms of damage to coastal structures due to the 2011 Tohoku Tsunami. Coastal 

Disasters – Lessons Learnt for Engineers and Planners (Esteban, Takagi, Shibayama ed.s). Elsevier. (準備中) 

 

◇学会発表  

合計（  2  ）件 

○通常講演  （ 2  ）件 
Bricker, J.D., and A. Nakayama. (2013) Effect of nearby structures on failure of the Utatsu Bridge during the 2011 Great East 
Japan Tsunami. Proceedings of International Sessions in Coastal Engineering, JSCE. vol.4. 
Bricker, J.D., Takagi, H., and Mitsui, J. (2013) Turbulence model effects on VOF analysis of breakwater overtopping during the 
2011 Great East Japan Tsunami. Proceedings of the 35th IAHR World Congress. Chengdu, Sichuan, China.   
 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 有 ） 

イギリス/ロンドン大学/2014 年 7 月―9 月/共同研究・学生交換 

アメリカ/ハワイ大学/2015 年 2 月―3 月/共同研究 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目： C 

研究課題名：数理計画アプローチとシミュレーションアプローチを融合したデュアルモード 

避難計画の策定に関する研究 

研究代表者 金 進英 

所属部門・分野 人間・社会対応研究部門・被災地支援研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

金 進英※ 

 

 

奥村 誠 

 

被災地支援研究分野・ 

助教 

 

被災地支援研究分野・ 

教授 

交通工学 

 

 

地域計画 

 

避難行動シミュレーションによ

るネットワークの分析 

 

実現可能な避難計画の検討 

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

倉内 文孝 

 

 

岐阜大学社会基盤工学

科・教授 

交通計画 最適避難に関する数理計画問題

のモデル 

 合計    3 名  

研究経費  総額     1275 千円 

研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

本研究の内容は，1)最適避難計画に関する数理計画的アプローチと，2)避難者の移動が再現できる

シミュレーションアプローチと，3)これらの統合による避難計画の策定の 3 つに分けられる． 

1) 最適数理計画問題のモデルでは，災害リスクと移動コストの最小化を図る最適な避難時点，避

難場所，避難経路および避難時の交通機関を決定する． 

2) 避難行動が表現可能な交通シミュレーションを構築して避難時における道路ネットワークの

分析を行い，避難時の交通渋滞のメカニズム解明を図る． 

3) 数理計画的アプローチ結果をシナリオ化してシミュレーションに適用することで，より実用的

な考察が可能になり，具体的な検討として円滑な避難のための道路整備や最適な避難所整備等

について論じる． 

273



 

◇研究の特色・意義 

災害時に徒歩と自動車で移動する避難者の最適な避難方法について検討を行う．具体的には，避難

すべき避難所への避難者の割り当てや避難経路の設定について，時間や場所による災害リスクの変

化と限定された道路の容量による避難所までの所要時間の変化を考慮することで，災害リスクと所

要時間コストを最小化する割り当てを決定する数理計画問題の構築が考えられる． 

ただし，このような数理的なアプローチでは，実際の避難行動との乖離が懸念されるため，最適解

を導きうるという数理計画的アプローチと現実の避難行動に近い状況を再現可能なシミュレーシ

ョンアプローチを融合することで，現実性および実用性の高い避難計画が策定可能なフレームワー

クが構築できる．さらに，新たな避難所の位置や，避難経路，避難に必要な新規道路整備などに関

しての検討を進め，地域の防災力向上に寄与することを目指す． 

当該年度

の研究成

果の内容 

本研究の内容 1 である，最適避難計画に関する数理計画的アプローチとしては，共同研究者であ

る倉内ら(2012)が提案した避難計画における最適数理計画モデルに基づいて，津波避難による最適

解を求めることができるようにデータやパラメーター値を設定し，避難所への避難者の最適配分

を行った．沿岸平野部地域である宮城県亘理君亘理町を対象にすることで，避難時の適切な移動

手段（徒歩，自動車）や避難行動パターン（避難開始時刻，避難経路）について分析することが

できた．また，避難所の容量を制限することによる迂回道と，その時に変化する移動手段やや行

動パターンも把握することができた． 

研究内容 2 である，交通シミュレーションアプローチも，同じく亘理町の実ネットワークに適用

して，津波避難時のボトルネックの発生箇所の把握や，その渋滞による避難完了時刻への影響な

ど道路上の交通状況を分析した．避難先配分や避難車両数の条件を変えた複数のシナリオを設定

することで，避難先や避難経路等を適切に分散させることにより道路渋滞や避難完了時刻は改善

できることも確認できた． 

最後に研究内容 3 の，数理計画アプローチとシミュレーションアプローチの融合については，最

適数理計画モデルから計算された避難開始時刻の分布をシミュレーションのインプットデータと

して導入することで，全車両における避難のための総走行時間が減少したことが分かった． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

これまで自動車を利用した津波避難は原則禁止とされていたが，東日本大震災の経験を踏まえ，や

むを得ない場合での自動車避難が認可された．それゆえ，今まで徒歩原則だった避難計画の見直し

が必要である．自動車避難を考慮した避難計画を策定する際，通常時とは異なる形での交通発生と

交通流を考慮して，現状の道路ネットワークが持つ問題を把握することが不可欠である．本研究

は，津波避難時における道路上の交通状況が詳細に分析できるため，渋滞発生箇所及びボトルネッ

クの把握や，避難所，避難経路及び避難開始時刻の指定などを決める時の根拠が提示できる．ま

た，避難行動者の最適解を計算することで，自治体の津波避難計画を策定する際の有用な情報に

なる．さらに，本研究の結果は GIS などを用いて可視化することができる．自治体が説得力のあ

る避難計画を提示し，住民たちの理解や承認を得えためにも有効である． 

URL 等  

274



 

１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（  3）編  

片岡侑美子，金進英，奥村誠・津波避難計画モデルの平野部地域への適用，平成 25 年度土木学会東北支部技術研

究発表会，3，2014，CD-ROM，査読無 

片岡侑美子，金進英，奥村誠・実規模交通避難シミュレーションに基づく道路渋滞の分析，第 49 回土木計画学研

究発表会，6，2014，CD-ROM，査読無 

金進英，片岡侑美子，奥村誠・交通シミュレーションを用いた自治体の避難計画の評価，第 49 回土木計画学研究

発表会，6，2014，CD-ROM，査読無 

 

◇学会発表  

合計（ 4）件 

○通常講演  （ 4 ）件 

1 通常講演 片岡侑美子，津波避難計画モデルの平野部地域への適用，平成 25 年度土木学会東北支部技術研究発

表会，2014 年 3 月 8 日，八戸市・八戸工業大学 

2 報告講演 金進英，シミュレーションと数理計画を融合した自動車避難計画の分析－亘理町を事例に－，交通

工学研究会 基幹研究 第 2 回シンポジウム，2014 年 3 月 14 日，東京都・ステーションコンファレンス東京 

3 通常講演 片岡侑美子，実規模交通避難シミュレーションに基づく道路渋滞の分析，第 49 回土木計画学研究発

表会，2014 年 6 月 8 日，仙台市・東北工業大学 

4 通常講演 金進英，交通シミュレーションを用いた自治体の避難計画の評価，第 49 回土木計画学研究発表会，

2014 年 6 月 8 日，仙台市・東北工業大学 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：Ｃ 

研究課題名： 歴史における災害記録の収集と再検証 

研究代表者 佐藤大介 

所属部門・分野 人間・社会対応研究部門／歴史資料保存研究分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

佐藤大介※ 

 

平川新 

 

蝦名裕一 

 

天野真志 

 

 

歴史資料保存研究分野・

准教授 

歴史資料保存研究分野・

教授 

歴史資料保存研究分野・

助教 

歴史資料保存研究分野・

助教 

 

日本近世史 

 

日本近世史 

 

日本近世史 

 

日本近世史 

 

 

総括・地域の文献史料収集と分

析 

既刊史料の収集・分析 

 

地域の文献史料収集と分析 

 

地域の文献史料収集と分析 

 

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計  ４  名  

研究経費  総額  1,275 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

近代的観測技術が整備される以前の地震・津波に関する情報は、その災害について記した記録や

絵画が重要な手がかりとなる。文献記録からの歴史災害記録の収集と分析については、『新収日本

地震史料』刊行やそれに基づく災害規模の復元について、理系の地震研究者が主導して実施された

相当程度の蓄積がある。一方で、それらの中には文系の日本史研究者から見て、原本の誤読や、記

載内容の解釈などの問題点も少なくない。 

本研究では歴史地震津波を初めとする、過去の災害関係の文字記録や絵画を収集し、それらを再

検証する。文献史料の解読・原本照合、さらには地域に遺されている新たな災害記録の発掘を進

め、改めて歴史災害の事実を確定する上での基礎資料を収集する。そのことで日本列島の地震・津

波災害頻度や、災害の地域的特徴を再検討するための基礎的条件を整備することを目指す。 

◇研究の特色・意義 

歴史災害の規模や頻度、地理的範囲などについての正確な記載事実の確定は、現代の災害対策に

直結する重大な問題である。日本の古文書資料の情報量は環太平洋地域の地震研究者から注目を集

めてきたが、現代日本語と異なるくずし字の解読や新史料の所在把握の困難性などが高い壁となっ

てきた。一方、それらの課題は、日本史研究者にとっては研究のごく基礎的な技術である。その特

性を活かした史料収集により、日本国内に加え、環太平洋各地における歴史災害研究の基礎情報の

充実を計ることができる。過去の災害の事例を収集することは、これからの災害とのかかわり方を

考察する上で、必要となる情報を提示することになる。 

当該年度

の研究成

果の内容 

『日本地震史料』、『新収日本地震史料』、『「日本の歴史地震史料」拾遺』における地震資料記事

から、東北地方の地震・津波記録について収集と地震の頻度に関する整理を行い、エクセル表のデ

ータ化を行った。これらの刊行物に未収録の記事や新出の資料記事も加えたデータを作成し、現在

も継続している。そのデータより、宮城県内で、過去 400 年に犠牲者が出た津波、また、建物や漁

業施設に被害をおよぼした津波の頻度について明らかにした。 

 岩手県大船渡市甫嶺のＯ家の調査から、被災しながらも無事であった絵画資料、仙台藩御用絵

師・佐久間六所筆「及川市郎兵衛屋敷・越喜来湾眺望」対幅（1861 年制作）を発見した。嘉永五年

（1852）の藩主巡行時のスケッチをもとにした作品であり、安政三年（1856）の八戸沖地震・津波

の被害を受ける直前の越喜来湾の状況を知る貴重な資料である。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

東北地方太平洋沿岸地域における歴史災害の被害状況や規模を検討するための情報が蓄積され

る。加えて、宮城県を中心とした地域において未発表の資料を調査することで、情報の少ない当地

域の過去の災害事例（1793 年の大地震・大津波や 1856 年の大地震・大津波）についての情報を提

供することが出来る。また、東北地方だけでなく、東北以南についても資料を収集することで、広

域的な被害の状況や規模を検討することが出来る。 

宮城県において、人命に被害を及ぼす津波が、57 年に１回の頻度であることは、今後の津波災害

に対して、新たな防災対策を考えるための指標となりうる。宮城県に限らず、岩手県や福島県など

においても過去の災害の頻度や規模を明らかにすることは、各県ごとに異なる防災対策を講じるた

めに必要な情報となる。 
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（  2  ）件 

○基調講演・招待講演 （  2  ）件 

佐藤大介，天保六年の「宮城県沖地震」，第 1 回前近代歴史地震史料研究会，2013 年 11 月 4 日 

蝦名裕一，慶長奥州地震津波をめぐる歴史資料の再検討，第 1 回前近代歴史地震史料研究会，2013 年 11 月 4 日 

  

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  ５  ）件 参加者合計（   ）名 

平川新，災害と歴史，日本港湾振興団体連合会総会講演会，2013 年 10 月 10 日，酒田市 

平川新，歴史にみる災害，宮城郷土史探訪会，2013 年 11 月 12 日，広瀬市民センター 

平川新，災害の歴史から学ぶこと，多賀城市滅災シンポジウム，2013 年 11 月 28 日，多賀城市文化センター 

平川新，歴史から災害を考える，復興大学公開講演会，2014 年 1 月 15 日，ガーデンシティ仙台 

平川新，歴史研究から災害を考える，京都大学附置研究所・センターシンポジウム「京都からの提言」，2014 年 3

月 15 日，仙台国際センター 

 

◇学外での社会活動 

合計（ 1 ）件  

 ・小中高との連携  （ 1 ）件  参加者合計（    ）名 

平川新，高校生歴史フォーラム in 宮城，高校生歴史フォーラム in 宮城実行委員会，講演「災害と世界史」，2013 年

8 月 17 日， 

・その他 （ ２ ）件 参加者合計（   ）名 

岩手県大船渡市Ｏ家の美術資料調査，聞き取りと資料の状態の調査 2013 年 10 月 27 日，2 人 

宮城県石巻市Ｉ家所蔵資料の概要調査，聞き取りと資料の所在・内容を把握，2014 年 2 月 12 日，2 人 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（  ２   ）件 

新聞掲載，平川新，出演，もったいない語辞典「海嘯 うなり押し寄せる波」，読売新聞，2013 年 10 月 4 日 

新聞掲載，平川新，出演，宮城過去 400 年 犠牲者出た津波平均 57 年に 1 回，河北新報，2014 年 2 月 28 日 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 有 ） 

〈活用形態〉 

特別教育研究教員、1 人 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 
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◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：Ｃ 

研究課題名：震災復興後を視野に入れた地域建設産業の革新と再生 

研究代表者 増田 聡 

所属部門・分野 人間・社会対応研究部門 防災社会システム研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

増田 聡※ 

 

佐藤 健 

 

小野 裕一 

 

吉田 浩 

防災社会システム研究分

野・教授 

災害復興実践学分野・教

授 

社会連携オフィス・ 

教授 

防災社会システム研究分

野・教授 

地域計画 

 

防災教育 

 

国際連携 

 

加齢経済・財政

 

研究総括 

 

復興実践リーダーシップ 

 

建設産業界連携、PPP 

 

公的資本形成動向 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

大滝 精一 

 

桑山 渉 

 

高浦 康有 

 

大澤 理沙 

 

八木橋 雄介 

 

東北大学大学院経済学研

究科・教授 

東北大学大学院経済学研

究科・特任教授 

東北大学大学院経済学研

究科・准教授 

東北大学大学院経済学研

究科・研究員 

(財)みやぎ建設総合セン

ター・事務局長 

経営政策 

 

地域産業政策 

 

経営原理 

 

医療福祉政策 

 

建設情報化 

建設産業の経営戦略 

 

建設投資の地域経済波及 

 

建設人材・ＮＰＯ連携 

 

建設関連統計の収集解析 

 

産学連携体制構築 

 合計    ９名  

研究経費  総額  ８５０千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

本研究では、まず、震災復興における建設投資の量的拡大の影響を、個別企業、業界、地域経済

のそれぞれのレベルで把握するため、下記の分析手法を組み合わせた複合的検討を行った。 

 ・定量データ：建設投資.着工等の地域データと建設業企業の実態分析（アンケートや経営事項審

査等） 
 ・定性データ：企業･業界へのヒヤリング調査 

本研究の特徴的アウトプットを以下に列挙する。検討にあたっては、東日本大震災からの復興事

業とコミュニティ再生の実態をフォローしながら建設産業の将来を展望し、災害科学国際研究所の

設置理念である被災地支援学の体系化を目指している。 

 ・復興計画や復興予算に基づく建設投資･インフラ整備の空間的分布 
 ・復興市街地での生活や生業の将来展望（計画と実像） 
 ・地域建設産業の事業展開と経営戦略の実態 
 ・地域建設産業の業態転換や構造改革への糸口・先進事例 
 ・防災･減災に果たす地域建設産業の役割 

◇研究の特色・意義 

具体的な研究は、以下の３つの方法を併用して実施し、長年続いた建設投資の減少により震災前

まで厳しい業況に直面し、震災後は一転して好況感の最も高い業種となった建設業について、復興

過程における動向・役割ならびに今後の地域産業としてのあり方を検討した。 

１．企業･自治体に対するヒヤリング調査の実施･分析 

２．建設関連を中心とする地域データの収集･分析 

３．ミクロな企業経営動向の把握 

当該年度

の研究成

果の内容 

平成 25 年度は、まず既存の公表データ（地域統計及び建設関連業務データ）の収集分析をまず

行い、建設投資や雇用等の経年変化の状況を被災地（比較対象として全国、東北 6 県）で再確認

し、地域建設産業の課題を整理した。次に、東北大学経済学研究科で行っている震災復興企業情

報実態パネル調査から、建設産業分を抽出した構造分析を行った。最後に、専門家との勉強会及

び関連書アクターへのヒヤリング調査を行い、それぞれの立場からの震災復興及び地域建設業に

関する情報収集と意見交換を実施した。聞き取り対象は、下記の 3 セクターに対して実施した。

１．行政（許認可権限・事業発注者) 

東北地方整備局（建政部、道路部）、相馬市（建設部） 

２．業界団体 

各県建設業協会（宮城、福島、岩手）、みやぎ建設総合センター、岩手県建設業あり方研究会

３．企業等：スーパーゼネコン・中堅ゼネコン他、地元建設会社、都市再生関機構他 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 地域の建設産業には、地域防災計画にもあるように、震災直後の緊急対応（ガレキ撤去や道路啓

開）から、復旧期のガレキ処理・除染、さらに復旧・復興事業（インフラ復旧や基盤整備事業）の

各場面で様々な役割が期待されている。バブル期以降震災前まで建設投資が半減する中で、それら

の役割を維持困難となりつつあったが、東日本大震災の経験を記録・評価することにより、今後各

地で発生が懸念される自然災害時の地域建設業の役割とその維持方策を考える際の基礎的知見を

提供することが出来る。これにより、実践的な防災・復興支援において、民間サイドの地元担い手

の主要アクターの検討に繋げることが可能となる。 

また、災害復興・事前防災の枠をこえて、全国的な地域建設産業の事業革新を進め、過当競争と

官需依存体質からの抜本的な構造改革を通じて、地域に根ざした住民支援型コミュニティ・ビジネ

スの担い手としての期待に応えることが可能となろう。 

URL 等  東北大学経済学研究科・地域産業復興調査研究プロジェクト 
http://www.econ.tohoku.ac.jp/rirc/pro_n/chousa/chousa_1.html 

281



 

１ 研究成果の公表 

◇学術論文 合計（４）編 

増田聡 震災復興企業実態調査からみた東日本大震災の被害像、季刊地理学 65(1)、pp.58-59、2013.06（査読無） 

増田聡 仮設住宅のあり方と政策的な提言、「東日本大震災における仮設住宅の生活環境と住民の健康：パーソナ

ル・スケールでの実証的研究に基づく提言」、日本地理学会 E-journal GEO 8(1)、pp.190-191、2013.08（査読無） 

増田聡 「住まいの復興」へ向かうひとつの道：仮設住宅から災害公営住宅へ、地理 59(1)、pp.22-32、2014.01

（依頼原稿） 

増田聡・岩船昌起 住まいの再建と復興計画の再検証、地理 59(3)、pp.78-88、2014.03（査読無）  

 

◇著書 合計（１）冊 

東北大学地域産業復興調査研究プロジェクト編 『東日本大震災復興研究Ⅲ 震災復興政策の検証と新産業創出へ

の提言：広域的かつ多様な課題を見据えながら「新たな地域モデル」を目指す』、河北新報出版センター、

2014.03（共著） 

 

◇学会発表 合計（８）件 

○通常講演  （７）件 
Satoru Masuda (2013) Panel survey of corporate activity on damage and recovery in Tohoku region after the Great East Japan 
Earthquake, International Geographical Union 2013 Kyoto Regional Conference, 2013.08.07, Kyoto International Conference 
Center 

村山良之･増田聡（2013）活断層上の土地利用規制を含む徳島県の防災条例：条例の制定プロセスと成立の条件、

日本地理学会秋季学術大会、2013.09.28、福島大学 

増田聡（2013）復興公営住宅のあり方と政策的提言、日本地理学会 2013 年秋季学術大会・公開シンポジウム『仮

設住宅から復興公営住宅へ ―地理学と隣接分野からの提言―』、2013.09.29、福島大学 

増田聡（2013）被災地再建への課題と提言：宮古のまちを今後どうするか、日本地理学会・被災地再建研究グル

ープ・第１回公開シンポジウム（東北地理学会 2013 年度第２回研究集会）「宮古での『東日本大震災』を検証す

る」、2013.12.15、宮古市陸中ビル・大ホール 

Yasuto Kuwahara; Isao Hasegawa; Masayuki Yoshimi; Yuichi Namegaya; Haruo Horikawa; Misato Nakai; Satoru Masuda: 
Characteristics of seismic and tsunami fragility of industries, revealed by the 2011 Tohoku-oki earthquake, NH43C.Asia-
Pacific Region Global Earthquake and Volcanic Eruption Risk Management (G-EVER) for Disaster Mitigation I, the American 
Geophysical Union’s 46th annual Fall Meeting, 2013.12.12 San Francisco 

Satoru Masuda（2014）Panel survey of corporate activity in Tohoku region after the Great East Japan Earthquake: towards 
the estimation of economic damages and the evaluation of recovery process from earthquake, tsunami and nuclear hazard, 
Session 1610. The Fukushima Disaster: Three Years Later 4 (Energy, industry and communities), 2014 Annual Meeting of the 
Association of American Geographers, 2014.04.09, Tampa Convention Center (Florida, USA) 

桑原保人・長谷川功・吉見雅行・行谷佑一・堀川晴央・中井未里・増田聡（2014）「2011 年東日本大震災の被災

地企業アンケートデータから作成した産業の地震・津波フラジリティ曲線」、日本地球惑星科学連合大会（H-

DS28 セッション：アジア太平洋地域の地震・津波・火山噴火ハザードとリスク）、2014.05.01、パシフィコ横浜 

 

○ポスターセッション （１）件 

Satoru MASUDA and Yuanyuan TENG（2013）Panel survey of corporate activity on damage and recovery in Tohoku region 

after the 3.11 Great East Japan Earthquake ― Estimation of fragility curve of economic damage ―, International Symposium 

on City Planning 2013: Resilient and Sustainable Cities, 2013.08.23, Sakura Hall, Tohoku University 

  

◇総説・解説記事 合計（２）件 

増田聡 三年目の課題とこれから：復興計画・事業は仕切り直せるのか？、新都市 68(2)、pp.33-35（査読無) 

ひょうご震災記念 21 世紀研究機構編 『生活復興のための 15 章』、東日本大震災生活復興プロジェクト報告書

（復興庁 2013 年度委託事業）、2014.03（共著） 
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２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 合計（６）件 参加者合計（   ）名 

増田聡（2013）宮城県における産業復興の現状と課題、宮城県議会：安定雇用・地場産業振興調査特別委員会、

2013.04.15、宮城県議会庁舎第３委員会室  

増田聡（2013）東北地域における産業復興の現状と課題、宮城県監査委員講演会（監査事務局）、2013.04.26、仙台

サンプラザ 

増田聡（2013）復興に向けた地域と企業の関わりについて：『震災復興企業実態調査』から見た被災地企業の復興

状況、くろかわ商工会「観光産業」に関する新春講演会、2014.01.28、遠藤旅館（黒川郡大和町） 

増田聡（2013）防災･減災まちづくりと地域組織、平成 25 年度若林区民生委員･児童委員研修会、2013.07.25、江陽

グランドホテル 

増田聡（2013）再生可能エネルギーと地域づくり、みやぎ建設総合センター・低炭素社会構築モデル事業シンポジ

ウム「震災を越えて２２世紀に向けた地域づくり」基調講演・パネルディスカッション、2014.02.18、宮城県建設

産業会館大会議室 

増田聡（2013）東北復興セミナー第２回：街づくりイノベーション「新たな交流と情報発信による地域再生を考え

る」、2014.03.01、石巻河北ビル 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載  合計（１）件 

NHK 日曜討論出演 2014.03.09 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

〈◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

経済学研究科・地域イノベーション研究センターとの連携 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

経済学研究科・地域産業復興調査研究プロジェクトメンバーの参加 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

産業技術総合研究所との共同研究 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：リスク配慮型地域再建政策と生活再建プロセスに関する研究 

研究代表者 井内 加奈子 

所属部門・分野 リスク配慮型地域再建政策と生活再建プロセスに関する研究 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

井内 加奈子※ 防災社会国際比較研究分

野・准教授 

都市・地域計画、

国際開発計画、

防災計画 

研究総括。各種インタビュー、

フィールドワーク 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

Robert Olshansky  

（研究分担者１） 

 

 

 

Laurie Johnson 

（研究分担者２） 

Professor, University of Il

linois at Urbana-Champai

gn 

 

 

Laurie Johnson Consultin

g, 代表 

都市・地域計画、

防災計画 

 

 

 

都市・地域計画、

防災計画 

研究に対する国際的・学識的視

点からのインプット。中央官庁、

地方行政のインタビュー。 

 

研究に対する国際的・実務的視

点からのインプット。中央官庁、

地方行政とのインタビュー（遠

隔インタビューを含む）。 

 合計     ３名  

研究経費  総額  1275   千円 
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研究目的 ◇なにを何処まで明らかにしようとするのか 

本研究は、東日本地域において、被災から 3～4 年目の時点における、高リスク低頻度の津波災害

を配慮した地域再建政策とその再建プロセスについて調査し、整合とギャップを明らかにすること

を直接的な目的とする。具体的には、①被災市町村を中心とした、リスク配慮型再建政策と再建プ

ロセスの総括、②代表的な再建のタイプを示す市町村（行政と地域）の再建判断、計画プロセスと

進捗の把握、③上位政策・計画と再建プロセスの整合性、隔たりと課題のアセスメントを行う。さ

らに、米国の復興計画と実施の事例（ハリケーンカトリナ後の New Orleans 市やハリケーンサンデ

ィ後の New York 市）についても、被災後、地域の再建とそのプロセスについて、どのように「リ

スク」を取り込んで行ったのか、また地域再建のために、どのような計画プロセス・プログラム等

を活用しているのかを明らかにする。復興の先駆地区である New Orleans 市については、その結果、

どのような問題が浮かび上がってきているのかについても明らかにする。 

◇研究の特色・意義 

本研究は被災から 3 年の時点での再建政策と再建プロセスの整合や隔たりを記録するが、同様の

記録を長期的に続けることで、今後世界各国で起こりうる大災害からの復興において、ベンチマー

クとしての役割と政策デザインのガイドライン的役割を担っていくことを期待している。なお、国

内での再建実態を海外研究者・実務者と共有し、国際的に通じる理論構築を目指すことを念頭に置

き、チーム編成は阪神大震災やハリケーンカトリナ等の大災害からの再建に精通する米国の研究者

と実務者との体制とする。 

当該年度

の研究成

果の内容 

東北地域での復興の実態 

東日本大震災の被災市町村では、被災から約９ヶ月内の迅速なスピードで、「津波リスク」に重

点をおいた復興計画がたてられた。この計画方針は防潮堤と土地利用の関係に焦点をあてており、

生活再建は、この計画に沿って事業化されたかさ上げや移転に基づく住宅建設を通じて行われるこ

ととなっている。当初策定された復興計画は、バランスにも考慮した均一的なもので、個別の地域

特性、生活特性ならびにニーズなどは特に取り入れていない。３～４年目の現在、これらの問題が

顕著化してきて事業が中断、あるいは特に問題の表面化はなく事業が粛々と進められている地域な

ど、生活再建に向けての進捗に差がでてきている。予備的調査の結果、①防潮堤とその背後地利用

への懸念度が高い地域は、津波による住宅破壊を免れた率が高く、従前から沿岸での活動が盛んで

あった、②防潮堤の建設に肯定的な地域は、津波の心理的インパクトが大きく、沿岸付近に建設さ

れた住宅が多く、適切な避難経路の確保も背後地の地形から困難、③防潮堤の建設に否定的な地域

は、再建後の生活へのマイナスの影響や土地の価値の低下などを懸念していることが明らかとなっ

た。 

他国での再建課題と東北の比較 

日本での復興計画とそのプロセスは「津波リスク」を土地の利用規制と共に最大限に取り入れつ

つ、トップダウン方式で行われている。それに対し、米国における復興政策は、「リスク」を規制

によって復興のプロセスに取り込んでおらず、また、地域・住民を復興の主体と考えるボトムアッ

プ方式を支援する制度の充実が図られてきている。ただし、この方針での復興では、従前の地域・

住民の特徴が引きずられることも多く、貧困地域が継続して従前の問題を抱えてしまうと言った状

況にもなっている。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ 

本研究を起点として、今後世界各国で起こりうる大災害からの生活再建におけるベンチマークの設

定と、政策デザインのためのガイドラインの構築を目指すことは、被災後、より早くかつより問題

の少ない復興を目指す上で重要であると考える。ここで培った知見を、適宜、被災地域での復興に

フィードバックすることは、実践的防災学的視点からも、有意義である。 
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（  4  ）件 

○通常講演  （ 4 ）件 

Iuchi, Kanako and Maly, Elizabeth. “Initial Regional Assessment of Local Recovery Planning in the Tohoku Region after the 

Great East Japan Earthquake”. IRCD Researchers Meeting (IRCD), July 17 2013. Broomfield, Colorado. 

Iuchi, Kanako. “Altering “one-size-fits-all” recovery planning in the third year after the Great East Japan Earthquake and 

Tsunami”. 12th International Congress of Asian Planning Schools Association. November 2, 2013. Taipei, Taiwan 

Iuchi, Kanako, “Disaster risk management and land use in Japan: In geography vulnerable to water-related disasters” 

Symposium on Spatial Planning following Disasters, December 12, 2013. Tohoku University 

Johnson, Laurie, “Land use planning in the USA and its role in natural hazard mitigation and post-disaster recovery” 

Symposium on Spatial Planning following Disasters, December 12, 2013. Tohoku University 

 

◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（  1  ）件  参加者合計（ 53  ）名 

○国際学会大会 （ 1 ）件 参加者（ 53 ）名 

Symposium on Spatial Planning Following Disaster、2013.12.12-13、仙台市・青葉記念会館、53 名、主催 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  3 ）件 参加者合計（ 120  ）名 

井内加奈子「災害後における再定住地の決定プロセスとコミュニティダイナミックス」.第 4 回「震災対策技術

展」宮城. 2013 年 8 月 8 日 

井内加奈子「災害からの最定住プロセスを追う：エスノグラフィー調査（フィールド調査）手法による復興研

究」IRIDeS 金曜フォーラム、2013 年 8 月 23 日、仙台  

Iuchi, Kanako. “Planning for Rebuilding – Japanese and US efforts after mega-disasters”. JICA Counterpart Training. 

September 3, 2013, Sendai. 

 

◇学外での社会活動 

合計（ 1 ）件  

 ・行政・企業との連携 （ １ ）件 参加者合計（ 25 ）名 

震災復興まちづくりに関するミニフォーラム（パシフィックコンサルタンツ）／講演／2013 年 10 月 17 日／

25 名 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

1. アメリカ合衆国／イリノイ大学／2013 年 4 月 1 日～8 月 15 日／共同研究（東北における復興計画と実施状況

についてのインタビュー） 

 

◇国外の研究者の参加（ 有 ） 

1. アメリカ合衆国／イリノイ大学／2013 年 4 月 1 日～8 月 15 日／共同研究（東北における復興計画と実施状況

についてのインタビュー） 

2. アメリカ合衆国／Laurie Johnson Consulting／2013 年 12/12-15 の国際会議(Symposium on Spatial Planning after 

Disasters) 講演 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 
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３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：小地域データを用いた大規模災害被災想定地域の地域特性の推計 

研究代表者 石坂公一 

所属部門・分野 地域・都市再生研究部門 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

石坂公一 

 

 

 

 

 

花岡和聖 

 

都市再生計画技術分野・

教授 

 

 

 

 

都市再生計画技術分野・

助教 

 

居住計画 

 

 

 

 

 

地理情報科学 

 

全体の総括 

小地域データの推計と地域特

性分析 

被災推計、支援必要量の推計

 

地震、津波危険度の地域別特性

と社会・経済データの重ね合わ

せ手法の開発 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計  ２ 名  

研究経費  総額 1,350 千円 
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研究目的 何をどこまで明らかにしようとするのか 

本研究では、近い将来、発生が予想されている首都圏直下型地震、東海・東南海地震の被災想

定地域を対象に、国勢調査データを用いて基本単位区別の多次元の居住状況データを推計す

る。さらに、住宅・土地統計調査の情報を加味することにより、被災想定地域の住宅の構造

別、建築年次別、居住世帯収入別等のデータを推計する。これらの推計結果と想定地震動お

よび浸水域等の地理的データと重ね合わせることにより、被災想定地域の状況を明らかにす

る。これを踏まえて被災の程度別、世帯主年齢、職業構成、就業状況等の被災世帯の詳細な

特性を推計し、地域の変化傾向も踏まえて、仮設住宅の供給や避難所の確保といった応急対策

の効率化及び復旧住宅の供給や新たな市街地の形成という中長期的な観点に立ったより効果的

な復興計画を策定するための基礎とする。 

研究の特色・意義 

被災地域が直面する課題は多様であり、効果的な復興のためには地域特性の的確な把握が欠かせ

ない。本研究は、地域特性を基本単位区というミクロな地域レベルで計量的なデータを用いて把

握し、それに基づいて考察を進めていくことに特色がある。ミクロな地域レベルのデータを用い

ることで想定地震動、想定浸水深等の自然的な被災情報と年齢・世帯・配偶関係・住宅状況等の

社会・経済的被災情報を統合して分析することが可能となり、想定被災地域の状況をより詳細に

把握することができる。これにより、地域の特性に即したより効果的な防災計画の策定や仮設住

宅及び復興住宅の供給計画、まちづくり計画等に資することができる。 

当該年度

の研究成

果の内容 

首都圏直下型地震、東海・東南海地震の被災想定地域のうち一都三県と静岡県について、基本

単位区別の多次元居住状況データを推計した。またケーススタディとして、静岡県を対象に

「南海トラフの巨大地震モデル検討会（内閣府）」による 10ｍメッシュの津波浸水深データと

2010 年時点の推計居住状況データとを重ね合わせ、想定される津波が 2010 年時点に発生した

とした場合の被災度別、世帯主年齢階級別、家族型別の被災世帯数を推計した。さらに、東日

本大震災の津波被災地域における被災者の再建希望先と被災程度、世帯主年齢との関連性を分

析し、属性別被災世帯数にこの傾向を適用することにより、市町村別に再建希望先別の復旧住

宅需要を推計した。分析の結果、静岡県下の津波被災市町村は「現地再建」の希望が中心の類

型１、「高台移転」が中心の類型２、中間的な類型３の３つに大別され、それぞれの特性に応

じた対策を考えておく必要があることが判明した。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

本研究で推計する多次元・小地域居住状況データと津波シミュレーション結果の浸水深等の災

害発生想定データを重ね合わせて分析することで、被災想定世帯の状況をより的確に把握でき

るようになり、被災想定世帯の特性に合わせた効果的な防災計画や仮設住宅の供給計画等の立

案が可能となる。具体的には、被害を最小化するための土地利用規制や防災施設整備等の都市

計画的対応、及び被災後の速やかな復興に向けた「事前復興計画」の立案等の基礎となる資料

を整備することができ、事前、事後について、より適切な対策を講じることが可能となる。 

URL 等 参加研究者および研究組織が作成した研究内容または研究成果に関するウェブサイトなど 
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１ 研究成果の公表（2013 年 4 月～2014 年 3 月） 

◇学術論文   

合計（ 9 ）編  

1.石坂公一／被災マンションの特性と復興ポテンシャル－仙台市を対象として－／マンション学／45 号／75-78

／2013 年 04 月／招待講演資料 

2.石坂公一／現行の災害対応システムの課題／2013 年度日本建築学会大会（北海道）災害対応型建築社会シス

テム特別研究委員会パネルディスカッション資料／53-55／2013 年 08 月 31 日／招待講演資料 

3.芳賀沼整、早川真介、石坂公一、浦部智義／木造仮設住宅の計画特性に関する研究－東日本大震災後の福島県

内の仮設住宅を対象とした考察－／日本建築学会技術報告集／19 巻 43 号／1043-104／2013 年 10 月／査読有 

4.芳賀沼整、石坂公一、浦部智義／ログハウス型仮設住宅の特性と可能性に関する研究－東日本大震災後の福島

県内の木造仮設住宅を対象とした考察－／日本建築学会計画系論文集／79 巻 696 号／355- 364／2014 年 02 月／

査読有 

5.内海康也、石坂公一／住宅資源量の評価手法／日本建築学会計画系論文集／79 巻 697 号／763- 771／2014 年

03 月／査読有 

6.石坂公一、内海康也／線量別の居住特性からみた居住復興の方向性／日本建築学会東日本大震災３周年シンポ

ジウム資料／129-134／2013 年 03 月／招待講演資料 

7.吉村 東、石坂 公一／災害を契機とした高齢者の交流活動の変化－／日本建築学会東北支部研究報告集／

129-132／2013 年 06 月／査読無 

8.鯉渕 遼、石坂 公一／都市のコンパクト化による費用対効果に関する研究／日本建築学会東北支部研究報告

集／155-158／2013 年 06 月／査読無 

9.内海 康也、石坂 公一／住宅資源量の評価手法の開発／日本建築学会東北支部研究報告集／159-162／2013

年 06 月／査読無 

 

◇著書  合計（ 3  ）冊 

1. 石坂 公一／今を生きる ５ 自然と科学／340 頁／東北大学出版会／第 17 章 被災地復興における居住

計画上の課題 283～296／2013 年 02 月／共著 

2.花岡和聖／災害と地理学／印刷中／第 12 章 ミクロな地理スケールでの地震被害想定シミュレーションの可

能性／2014 年／共著 

3.花岡和聖／Geodesign Framework: Changing Geography by Design／印刷中／第 8 章 不確実性とジオデザイン／

2014 年／共同訳 

 

◇学会発表合計 （  8  ）件  

○通常講演 

1. Hanaoka, K., Nakaya, T. & Tabuchi, T.／IGU Kyoto Regional Conference, Kyoto: Kyoto International Conference 

Center／4th - 9th August 2014. 

2. Hanaoka, K., Yano, K. ／IGU Kyoto Regional Conference, Kyoto: Kyoto International Conference Center／4th - 9th 

August 2014. 

 

○基調講演・招待講演 

1.石坂 公一／日本マンション学会神戸大会第３分科会-被災マンションの復興に向けて何が課題か  

-・神戸大学／2013 年 04 月 27 日 

2.石坂 公一／都市住宅学会東日本大震災復興住政策特別研究委員会-被災地の居住復興の展望と課題-・都市

住宅学会本部／2013 年 05 月 24 日 

3.石坂 公一／日本建築学会大会（北海道）建築社会システム部門研究協議会-マンション再生の可能性と限

界(建築社会システムはどう再編すべきか？)・北海道大学／2013 年 08 月 30 日 
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4.石坂 公一／都市住宅学会大会第２１回学術講演会-メインシンポジウム東日本大震災復興住宅政策の課題

と提言・東北大学／2013 年 11 月 29 日 

5.石坂 公一／都市住宅学会大会第２１回学術講演会-ワークショップ東日本大震災の災害公営住宅計画の課

題を検証する－岩手・宮城・福島を中心に－・東北大学／2013 年 11 月 30 日 

6.石坂 公一／日本建築学会東日本大震災３周年シンポジウム・建築会館／2014 年 03 月 11 日 

 

（４）総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（  3 ）件  

1.石坂公一／住宅・土地統計調査に望まれること－国勢調査と住宅・土地統計調査の相互補完的利用に向けて－

／統計／査読無／64 巻 7 号／2013 年） 

2.石坂公一／被災地の居住復興と都市住宅学／都市住宅学会 20 周年記念誌／査読無／都市住宅学会 20 周年記念

誌／2013 年） 

3.花岡和聖／数理・計量・地理情報／人文地理／査読無／印刷中／2014 年 

 

研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（ 1 ）件     

国内学会大会 （ 1  ）件 参加者（ 120 ）名 

都市住宅学会大会第２１回学術講演会／2013 年 11 月 29 日～2013 年 12 月 01 日／仙台／東北大学／120 人程

度） 

 

２ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流の有無（ 有 ） 

〈国名・研究機関名〉 

 1. ハンガリー・ハンガリー科学アカデミー 

 

◇国外の研究者の参加 （ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

  東北大学大学院工学研究科都市・建築学専攻 大学院生、研究生 

 

〈学生による成果発表〉 

1. 伊藤 敦、石坂公一／建築物の愛称から得られるイメージと建築構法の関係に関する研究／日本建築学会技

術報告集／19 巻 43 号／1095-1098／2013 年 10 月／査読有 

2.芳賀沼整、早川真介、石坂公一、浦部智義／木造仮設住宅の計画特性に関する研究－東日本大震災後の福島県

内の仮設住宅を対象とした考察－／日本建築学会技術報告集／19 巻 43 号／1043-1048／2013 年 10 月／査読有 

3.芳賀沼整、石坂公一、浦部智義／ログハウス型仮設住宅の特性と可能性に関する研究－東日本大震災後の福島

県内の木造仮設住宅を対象とした考察－／日本建築学会計画系論文集／79 巻 696 号／355- 364／2014 年 02 月／

査読有 

4.内海康也、石坂公一／住宅資源量の評価手法／日本建築学会計画系論文集／79 巻 697 号／763- 771／2014 年

03 月／査読有 

5. 中川 聖也、石坂 公一／古い街並みを活用した地域活性化に関する／日本建築学会東北支部研究報告集／
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147-150／2013 年 06 月／査読無 

6.鯉渕 遼、石坂 公一／都市のコンパクト化による費用対効果に関する研究／日本建築学会東北支部研究報告

集／155-158／2013 年 06 月／査読無 

7.内海 康也、石坂 公一／住宅資源量の評価手法の開発／日本建築学会東北支部研究報告集／159-162／2013

年 06 月／査読無 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果についてアピールしてください。 

 学生に研究成果を積極的に外部の学会等で発表するように促し、プレゼンテーション能力やコミュニケーシ

ョン能力の涵養に努めた。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

東北大学大学院工学研究科都市・建築学専攻 

東北大学大学院理学研究科地学専攻 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力の有無（ 無 ） 

（２）国内の研究機関の研究への参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：復興土地利用計画の実態と課題に関する横断的比較研究 

研究代表者 姥浦 道生 

所属部門・分野 地域・都市再生部門 都市再生計画技術分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

姥浦 道生（※） 都市再生計画技術分野 

准教授 

 

都市計画 研究の総括／復興計画の都市計

画的観点からの評価・分析 

 

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計    １ 名  

研究経費  総額     1,275 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

現在、各地で復興土地利用計画の策定が進められているが、そのメインは自治体レベルの総論的な

ものから実現のための各種事業スキームも踏まえた地区レベルの個別具体的なものへと変化してき

ている。それと共に、さまざまな土地利用計画上の課題も顕在化してきているところである。 

そこで本研究では第一に、そのような各地で策定が進められている地区レベルの復興土地利用計

画を横断的に比較・検討することを通じて、その基本的内容及び課題を網羅的かつ体系的に把握し、

その計画論的または制度論的解決策を探ること、また第二には、それをアメリカ・ニューオリンズの

ハリケーンカトリーナの被災後の復興土地利用計画・規制及びその運用実態と比較することで、現状

の我が国の復興土地利用計画の位相を明らかにすると共に、その課題の解決策の示唆を得ることを

目的とする。 

◇研究の特色・意義 

本研究の特色は、以下の三点にある。一点目は、実態的に策定されている土地利用計画をもとにし

た分析及び課題の抽出を行う点である。それにより、机上の空論的「べき論」ではなく、実際に活用

可能な情報が得られることが期待される。二点目は、国際比較を交えつつ現状の復興計画の位相を明

らかにする点である。特に災害リスクの土地利用計画への反映手法について、その運用実態も踏まえ

て比較・分析することによって、現状の復興土地利用計画の策定における最大の課題の一つに対する

示唆が得られることが期待される。三点目は土木と都市計画の研究者が共同で研究を遂行する点で

ある。壊滅的な被害を受けた今次被災地の復興のための計画は、分野横断的な要素が多数含まれてい

る。したがって、分析及び評価も多角的な視点から行う必要がある。 

本研究の成果は、各地の被災自治体にフィードバックすることにより各自治体における策定計画の

改善に寄与することが、そしてその結果、まさに直接的に「被災地の復興・再生に貢献する」（研究

所理念）ことが期待される。 

当該年度

の研究成

果の内容 

石巻、塩竈、宮古、大船渡等の各地の復興計画の課題について、以下の 4 点にまとめられること

が明らかになった。 

① 事業の総合性：無駄を省き、また魅力的な空間創出のためにも各事業間の調整を積極的に行っ

ていく必要性 

② 地区空間の総合性：事業区域内外（白地地域）も含めて総合的マスタープランに基づく戦略的

事業の実施の必要性 

③ 時間の総合性：過去・現在・未来に関して、過去を踏まえた計画とする必要性、スピードを重

視する必要性がある一方で、それを阻害しない限りにおいて計画の見直しを行う必要性 

④ 主体の総合性：行政の事業の積極的推進が重要である一方で住民の主体的なまちづくりを行政

が支援していく必要性 

また、ニューオリンズにおいてはハリケーンカトリーナ後の復興に関して、人種問題を背景とし

た政治的な要因や官民の連携の不十分性、戦略性の不十分性等から、周辺部からの縮退というコン

パクトな街づくりが十分にはできていないことが明らかになった。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 本研究で明らかにしたのは、復興計画策定時の課題である。これらについては、研究代表者が直

接的・間接的に参画している被災地の復興計画の策定プロセスにフィードバックすることで、今後

の各自治体の復興計画の策定・実施プロセスの改善に寄与することが期待される。これは、まさに

直接的に「被災地の復興・再生に貢献する」（災害科学国際研究所理念）ことであるといえる。 

また、本研究の結果は、東海・東南海ともいわれる次に発生する大震災からの復興（いわゆる事

前復興を含む）においても適用可能な一般的・普遍的内容も含まれており、その意味ではその適用

可能性は非常に広い。 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 3 ）編  

Ubaura,M.  Reconstruction Plans and Planning Process after the Great East Japan Earthqquake 

Proceedings of the 7th JFES-JSCE-AIJ-WFEO Joint International Symposium on Disaster Risk Management,Chiba,Japan 

2013 年 9 月、9-16、査読無（依頼原稿） 

苅谷智大・姥浦道生、震災復興初動期における住民主導型まちづくりの発動プロセスに関する一考察 

日本都市計画学会学術論文集、48-3、2013 年 11 月、837-842、査読有 

姥浦道生、石巻市・市街地部を中心とした復興の現状と課題－「事業」「空間」「時間」の総合性に着目して－ 

東日本大震災復興と減災まちづくり円卓会議公開研究会資料、日本建築学会巨大災害からの回復力が強いまち

づくり特別調査委員会、2013 年 12 月、25-31、査読無（依頼原稿） 

 

◇学会発表  

合計（  1  ）件 

○通常講演  （  1  ）件 

Ubaura,M.、Reconstruction Plans and Planning Process after the Great East Japan Earthqquake 

The 3rd Japanese-German University President’s Conference(HeKKSaGOn University Consortium)  

2013.9.13-14、Göttingen・Germany 

  

◇総説・解説記事 

合計（ 4 ）件 

平川新・今村文彦・東北大学災害科学国際研究所編著、東日本大震災を分析する２震災と人間・まち・記録    

（姥浦担当部分：第 2 部第 1 章「復興まちづくりのあり方」、94-103）、2013 年 6 月 

姥浦道生、石巻中心市街地の住民主導型復興まちづくり、地盤工学会誌、No.19、41-42、2013 年 6 月（依頼原稿） 

姥浦道生、震災復興の過程における建築家とプランナー、建築雑誌、No.1651、Vol.128、44-45、2013 年 11 月（依

頼原稿） 

姥浦道生、震災 3 年後における復興計画の課題－「事業」「空間」「時間」「主体」の総合性の確保の観点から、 

人と国土 21、Vol.39、No.6、6-9、2014 年 3 月（依頼原稿） 

 

◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（ 1 ）件  参加者合計（ 53 ）名 

○国際学術講演会（ 1 ）件 参加者（ 53  ）名 

Symposium on Spatial Planning Following Disaster、2013.12.12-13、仙台市・青葉記念会館、 

53 名・事前申し込み＋当日受付人数、主催 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  ７  ）件 参加者合計（ 270 ）名 

姥浦道生、石巻の復興の実態と課題、日本都市計画家協会勉強会、2013 年 4 月 4 日、東京 

姥浦道生、復興計画の実態と課題、大阪市立大学都市計画研究室勉強会、2013 年 6 月 14 日、大阪 

姥浦道生、復興まちづくり事業の現状と課題、日本住宅会議、2013 年 8 月 27 日、仙台 

姥浦道生、復興まちづくりの現状と課題、国土交通大学校、2013 年 9 月 6 日、東京 

姥浦道生、復興まちづくりの現状と課題、国土交通大学校、2013 年 9 月 30 日、東京 

姥浦道生、復興まちづくりの現状と課題、宮城県住宅センター勉強会、2013 年 12 月 16 日、仙台 

姥浦道生、復興まちづくりの現状と課題、国土交通大学校、2014 年 1 月 29 日、東京 

  

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（   5  ）件 
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執筆企画協力、阪神→東北、生きる経験 まち再建、専門家なお需要【大阪】、朝日新聞、2013.12.5 

執筆企画協力、（とことんインタビュー）まず、まちづくりから考えよう 姥浦道生さん/宮城県、朝日新聞、

2013.12.22 

執筆企画協力、復興後「空き地ばかり」 被災地区画整理、読売新聞、2014.3.9 

執筆企画協力、独自移転の希望無視 コンパクトシティー計画、毎日新聞、2014.1.11 

執筆、東日本大震災から 3 年（下）東北大学准教授姥浦道生氏－都市計画、総合的な調整を 土地集約化が課題

（経済教室） 

日本経済新聞、2014.3.5 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

防災社会国際比較研究分野と前掲国際会議を共同で開催した。 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：震災復興・防災計画に向けた人口・土地利用に関する細密データベースの 

構築と活用 

研究代表者 花岡和聖 

所属部門・分野 地域・都市再生研究部門 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 

 
参画者数
が多い場
合は別紙
(A4用紙一
枚以内)に
研究組織
を添付し
てもかま
いませ
ん。 

 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

花岡和聖 

 

 

 

 

石坂公一 

 

 

 

 

 

都市再生計画技術分野・

助教 

 

 

 

都市再生計画技術分野・

教授 

 

 

 

 

 

地理情報科学 

 

 

 

 

居住計画 

研究全体の統括 

マイクロシミュレーションシ

ステムの開発 

実践的活用法の検討 

 

人口データベース構築 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計  ２ 名  

研究経費  総額 1,250  千円 
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研究目的 何をどこまで明らかにしようとするのか 

空間的マイクロシミュレーションとは、マクロな統計資料や社会調査等のミクロデータ、基盤

地図情報や国土数値情報等の地理空間情報を駆使して、詳細な空間単位でのミクロデータを生成

する手法である。本研究では、東北・東海地方の沿岸部を対象に同手法を適用することで、復興

計画や被害想定の策定に利用可能な詳細な空間スケールでの人口・土地利用データベースを構築

する。具体的には、土地利用及び人口のメッシュデータの推計を行う。さらに、これらデジタル

地図の配信や、復興前後の被災地のまちなみ景観や人口統計を三次元化し、まちづくりの合意形

成や避難経路策定におけるデータの有用性を確認する。 

 

研究の特色・意義 

公的機関が作成する土地利用データは更新頻度が低く、提供範囲も大都市圏に限定され、東北・

東海地方の沿岸部の市区町村については土地利用データそのものが整備されていない。また複数

の変数をクロスした詳細な人口データは市区町村単位でしか公開されない。そこで、本研究では、

全国的に整備され、ほぼ毎年更新されるゼンリン住宅地図を中心に、複数の統計・地図資料を効

果的に組み合わせて、詳細な空間単位での人口や土地利用データベースを構築する。本研究の特

色は、空間的マイクロシミュレーションの枠組みの中で、組合せ最適化アルゴリズムや自然言語

処理手法を用いて、より詳細な空間スケールでのデータベース構築を実現する点にある。これを

基にしたデジタル地図は、被災地の新たな土地利用計画の策定やその住民合意形成、被害想定地

域の人的被害の把握において基礎資料となる。そして、データベースを構築に留まらず、今後、

整備予定の Web サーバーによるデータ配信や三次元可視化装置による地理的可視化を通じて、

震災復興に向けた実用的、実践的なデータの活用を目指す。 

当該年度

の研究成

果の内容 

300～400 字の間で専門家以外にも理解できるようにまとめてください 

2013 年度の研究成果として、国内で得られる数値地図や住宅地図、国勢調査小地域集計などの

地理空間情報データを入手・整備し、詳細なメッシュ単位で人口及び土地利用データベースの作

成方法を検討した。人口統計データに関しては、複数のデータ詳細化手法の精度検証を行った。

また公的匿名データの一つである国勢調査の個票データが公開されたことから、それらを推定に

利用できる形式に変換し、町丁目単位での人口ミクロデータの試作を試みた。土地利用に関して

は、建物単位での土地利用データを構築すべく地理情報システム上で、入手した複数のデータの

空間処理について検討を行った。その結果、高い地理精度の土地利用データの生成に対して技術

的課題を確認でき、今後はそうした課題の解決方法に取り組む。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

当該研究が防災・減災にどのように寄与するのかを必ず明記してください 

 本研究で推定される小地域単位でのミクロデータは第一に地域内部構造を把握するために不

可欠な地理的分布を可視化し把握でき、今後の防災計画を策定する上で防災資源の空間配置計

画に有用である。第二に、離散データとも言える推定された個票データからは一人一人の人口

属性を把握できるため、人口動態シミュレーションモデルへの入力データとして活用できる。

これにより被災地や今後、大規模な災害が想定される地域において将来人口を加味したより実

践的な復興計画の策定資料を提供できる。今後は、研究の第二段階である土地利用データベー

スの構築を進め、人口分布と土地利用分布を組み合わせた空間分析を実現することで、物的被

害と脆弱性を踏まえた統合的な分析データを提示していきたい。 

URL 等 参加研究者および研究組織が作成した研究内容または研究成果に関するウェブサイトなど 
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１ 研究成果の公表（2013 年 4 月～2014 年 3 月） 

（１）学術論文   

合計（ 9 ）編  

○学術論文 

1.石坂公一／被災マンションの特性と復興ポテンシャル－仙台市を対象として－／マンション学／45 号／75-

78／2013 年 04 月／招待講演資料 

2.石坂公一／現行の災害対応システムの課題／2013 年度日本建築学会大会（北海道）災害対応型建築社会シ

ステム特別研究委員会パネルディスカッション資料／53-55／2013 年 08 月 31 日／招待講演資料 

3.芳賀沼整、早川真介、石坂公一、浦部智義／木造仮設住宅の計画特性に関する研究－東日本大震災後の福島

県内の仮設住宅を対象とした考察－／日本建築学会技術報告集／19 巻 43 号／1043-104／2013 年 10 月／査読

有 

4.芳賀沼整、石坂公一、浦部智義／ログハウス型仮設住宅の特性と可能性に関する研究－東日本大震災後の福

島県内の木造仮設住宅を対象とした考察－／日本建築学会計画系論文集／79 巻 696 号／355- 364／2014 年 02

月／査読有 

5.内海康也、石坂公一／住宅資源量の評価手法／日本建築学会計画系論文集／79 巻 697 号／763- 771／2014

年 03 月／査読有 

6.石坂公一、内海康也／線量別の居住特性からみた居住復興の方向性／日本建築学会東日本大震災３周年シン

ポジウム資料／129-134／2013 年 03 月／招待講演資料 

7.吉村 東、石坂 公一／災害を契機とした高齢者の交流活動の変化－／日本建築学会東北支部研究報告集／

129-132／2013 年 06 月／査読無 

8.鯉渕 遼、石坂 公一／都市のコンパクト化による費用対効果に関する研究／日本建築学会東北支部研究報

告集／155-158／2013 年 06 月／査読無 

9.内海 康也、石坂 公一／住宅資源量の評価手法の開発／日本建築学会東北支部研究報告集／159-162／

2013 年 06 月／査読無 

 

（２）著書 

合計（ 1  ）冊 

石坂 公一／今を生きる ５ 自然と科学／340 頁／東北大学出版会／第 17 章 被災地復興における居住計

画上の課題 283～296／2013 年 02 月／共著 

 

（３）学会発表（発表者／学会名・場所／講演日時／招待・基調・通常講演の別） 

合計 （  8  ）件  

○通常講演 

1. Hanaoka, K., Nakaya, T. & Tabuchi, T.／IGU Kyoto Regional Conference, Kyoto: Kyoto International Conference 

Center／4th - 9th August 2014. 

2.Hanaoka, K., Yano, K. ／IGU Kyoto Regional Conference, Kyoto: Kyoto International Conference Center／4th - 9th 

August 2014. 

 

○基調講演・招待講演 

3.石坂 公一／日本マンション学会神戸大会第３分科会-被災マンションの復興に向けて何が課題か  

-・神戸大学／2013 年 04 月 27 日 

4.石坂 公一／都市住宅学会東日本大震災復興住政策特別研究委員会-被災地の居住復興の展望と課題-・都市

住宅学会本部／2013 年 05 月 24 日 

5.石坂 公一／日本建築学会大会（北海道）建築社会システム部門研究協議会-マンション再生の可能性と限

界(建築社会システムはどう再編すべきか？)・北海道大学／2013 年 08 月 30 日 
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6.石坂 公一／都市住宅学会大会第２１回学術講演会-メインシンポジウム東日本大震災復興住宅政策の課題

と提言・東北大学／2013 年 11 月 29 日 

7.石坂 公一／都市住宅学会大会第２１回学術講演会-ワークショップ東日本大震災の災害公営住宅計画の課

題を検証する－岩手・宮城・福島を中心に－・東北大学／2013 年 11 月 30 日 

8.石坂 公一／日本建築学会東日本大震災３周年シンポジウム・建築会館／2014 年 03 月 11 日 

 

総説・解説記事   

合計（  3 ）件  

1.石坂公一／住宅・土地統計調査に望まれること－国勢調査と住宅・土地統計調査の相互補完的利用に向けて

－／統計／査読無／64 巻 7 号／2013 年） 

2.石坂公一／被災地の居住復興と都市住宅学／都市住宅学会 20 周年記念誌／査読無／都市住宅学会 20 周年記

念誌／2013 年） 

3.花岡和聖／数理・計量・地理情報／人文地理／査読無／印刷中／2014 年 

 

２ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流の有無（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加 （ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力の有無（ 無 ） 

（２）国内の研究機関の研究への参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：地震による損傷を最小限に抑えるための新しい構造材料設計法の提案 

研究代表者 加藤 準治 

所属部門・分野 地域・都市再生研究部門 ・ 地域安全工学研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 

※加藤 準治 

 

 

 

寺田 賢二郎 

 

 

 

 

 

地域安全工学•助教 

 

 

 

地域安全工学•教授 

 

計算力学 

構造最適化 

 

 

計算力学 

材料力学 

 

解析プログラムの実装 

    最適化計算 

 

 

  材料モデルの評価 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 

京谷 孝史 

 

 

 

 

工学研究科 

土木工学専攻•教授 

 

 

 

応用力学 

 

 

 

最適化手法の評価 

 

 

 

 合計   ３  名  

研究経費  総額   1500  千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

本研究で扱う構造最適化問題は，材料非線形特性を考慮し，複雑な力学問題を扱っており，その

最適化アルゴリズムを数学的に正しく解き明かすことは学術的に高い価値があるが，一方で一般

のエンジニアがその成果を実用的に利用できるものにはなり得ない．震災復興への貢献を念頭に

入れると，その学術的な成果だけではなく，汎用ソフトウェアに組み込まれ一般のエンジニアに

も活用されるように，まずは導出されたアルゴリズムを近似的に簡潔にとりまとめることを試み

た． 

◇研究の特色・意義 

 一般にこれまでのものづくりのあり方は，「蓄積された豊富な工学的知識と技術者の経験および

実験検証」を通じて行われてきた．このアプローチは，確実性および信頼性，安全性に優れてい

るものの，「実験にかかる時間とコストが大きい」，「限られたケースしか実験検証することができ

ない」，さらに「条件によっては実験自体ができない」などの問題がある． 

 一方で，近年のコンピュータ技術と計算理論の発達により，力学問題を実験の代わりに数値シ

ミュレーションによって精度よく解くことが可能になってきている．本研究の特色は，その数値

シミュレーション技術を駆使し，さらにその最適設計まで行うことにあった． 

当該年度

の研究成

果の内容 

 土木構造物のような大きな構造（マクロ構造）の挙動は，材料の微細構造，いわゆるミクロ

な構造によって強い影響を受けることが知られている．逆に言えば，その微視構造を最適化す

ることができればそのマクロ構造の性能を最大にしたり，挙動を制御することが可能となる．

そこで，本研究では，(1)ミクロな挙動を考慮してマクロ構造を最適化する「マルチスケール最

適化手法」を開発した．さらに，地震の損傷を考慮すると材料非線形問題を考慮することが必

要であることから，(2)複合材料の塑性挙動を考慮した手法「マルチフェーズ最適化手法」の開

発にも挑戦し，成功した． 

ここでは，地震による損傷を最小限に抑えることを目標としているため，制震装置のエネルギ

ー吸収性能を最大にする最適化問題を取り上げ，上記の２題について研究を行った． 

 得られた成果は，国内外を問わず学術論文（7 編）や学会（9 件）などで積極的に発表した． 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 

上述のとおり，本研究では，材料非線形特性を考慮した複雑な構造最適化問題を扱っており，

その最適化アルゴリズムを数学的に正しく解き明かす，学術的な趣が強い研究である． 

この成果が被災地の復興•再生に貢献できる点は，被災地での本格的な復興建設工事が開始さ

れたときに，「構造の要」である制振装置の最適構造を低コストかつ短時間で提供できることに

ある． 

従来の設計法は，実験による検証結果を基本とした，いわゆる経験則に強く依存する設計であ

り，実際の制震装置において，機能の余剰あるいは不足が生じている可能性が高い．また，設計

もトライアルアンドエラーを何度も繰り返すため，多くの時間を要していた．  

本成果を得た知見を活用することで，機能の向上および低コストを実現できる最適制震装置の

設計に役立ち，より安全な街作りに貢献できると考えられる．  

 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ ７ ）編  

・ 加藤準治，谷地大舜，高瀬慎介，寺田賢二郎，京谷孝史，マルチスケールトポロジー最適化手法の 3 次元構

造問題への拡張，土木学会論文集 A2(応用力学), Vol. 69, No. 2 (応用力学論文集 Vol. 16),(2013), I_133-I_144, 

査読有り. 

・ Kenjiro Terada, Junji Kato, Norio Hirayama, Masanori Inugai, Koji Yamamoto, A method of two-scale analysis with 

micro-macro decoupling scheme: application to hyperelastic composite materials, Computational Mechanics, 52, (2013), 

pp.1199-1219, 査読あり. 

・ 谷地大舜，加藤準治，高瀬慎介，寺田賢二郎，京谷孝史，マルチスケールトポロジー最適化手法と解析的感

度導出法の提案，日本計算工学会論文集（Transactions of JSCE），(2013),Paper No.20130022, 査読あり. 

・ K. Terada, N. Hirayama, K. Yamamoto, J. Kato, T. Kyoya, S. Matsubara, Y. Arakawa, Y. Ueno, N. Miyanaga, 

Applicability of micro-macro decoupling scheme to two-scale analysis of fiber-reinforced plastics, Applied and 

Computational Mechanics, (2013), accepted, 査読あり.  

・ Junji Kato, Daishun Yachi, Kenjiro Terada, Takashi Kyoya, Topology optimization of micro-structure for composites 

applying a decoupling multi-scale analysis, Structural and Multidisciplinary Optimization, 49,(2014), pp. 595-608, 査読

有り.  

・ 加藤準治，干場大也，高瀬慎介，寺田賢二郎，京谷孝史，複合材料の塑性変形挙動を考慮したトポロジー最

適化と解析的感度手法の精度検証，日本計算工学会論文集，(2013),査読審査中，査読有り. 

・ J. Kato, H. Hoshiba, S. Takase, K. Terada, T. Kyoya, Multiphase topology optimization of composites under elastoplastic 

behavior, Structural and Multidisciplinary Optimization,(2013),査読審査中，査読あり. 

 

◇学会発表  

合計（  9   ）件 

○通常講演  （  9  ）件 

・ Junji Kato, Daishun Yachi, Kenjiro Terada, Takashi Kyoya, Three-dimensional topology optimization of microstructure 

for composites applying a decoupling multi-scale analysis,‘Proc. of 10th World Congress on Structural and 

Multidisciplinary Optimization WCSMO10’, Orlando, Florida, USA, May 20-24, 2013. 

・ Junji Kato, Hiroya Hoshiba, Shinsuke Takase, Kenjiro Terada, Takashi Kyoya, Topological Design Considering 

Elastoplasticitic Behavior for Structural Toughness, ‘Proc. of 1st Computational Engineering and Science for 

Safety and Environmental Problem (COMPSAFE2014)’, pp. 66-69, Sendai, Japan, Apr. 13-16, 2014. 

・ Daishun Yachi, Junji Kato, Shinsuke Takase, Kenjiro Terada, Takashi Kyoya, Numerical Design for Rubber Materials 

toward High Performance in Energy Absorption, ‘Proc. of 1st Computational Engineering and Science for 

Safety and Environmental Problem (COMPSAFE2014)’, pp. 114-117, Sendai, Japan, Apr. 13-16, 2014.  

・ 谷地大舜，加藤準治，高瀬慎介，寺田賢二郎，京谷孝史，複合材料のマルチスケールトポロジー最適化，第

18 回日本計算工学会講演会,6 月 11〜13 日(2013)，東京. 

・ 加藤準治，石井慶一郎，寺田賢二郎，京谷孝史，材料非線形性を考慮した複合材料のトポロジー最適化，第

18 回日本計算工学会講演会, 6 月 11〜13 日(2013)，東京. 

・ 谷地大舜，加藤準治，寺田賢二郎，高瀬慎介，京谷孝史，3 次元マルチスケールトポロジー最適化，土木学

会第 68 回年次学術講演会, 9 月 4〜6 日(2013)，千葉. 

・ 加藤準治，谷地大舜，寺田賢二郎，高瀬慎介，京谷孝史，マルチスケールトポロジー最適化を用いた材料設

計，日本機会学会 第 26 回計算力学講演会(CMD2013)，10 月 2〜4 日(2013)，佐賀． 

・ 加茂純宜，加藤準治，高瀬慎介，寺田賢二郎，京谷孝史，Phase-field 法を用いたマルチスケールトポロジー

最適化，土木学会東北支部技術研究発表会，3 月 8 日(2014)，八戸.  

・ 干場大也，加藤準治，高瀬慎介，寺田賢二郎，京谷孝史，複合材料の塑性挙動を考慮したトポロジー最適化

の実装，土木学会東北支部技術研究発表会，3 月 8 日(2014)，八戸. 
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◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（  1  ）件  参加者合計（ 300  ）名 

○国際学会大会 （ １ ）件 参加者（ 約 300 ）名 

 1st Computational Engineering and Science for Safety and Environmental Problem 

(COMPSAFE2014)，2014 年 4 月 13〜16 日，仙台，概算 300 人，現地実行委員として会議の学生スタッフ統括に

従事 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 有 ） 

トルコ／Bilkent 大学／期間（2013 年 10 月 17 日）および（2014 年 4 月 13-16 日）／研究に関する意見交換，

ディスカッションを Prof. Ilker Temizer に参加して頂き，貴重な意見を頂いた． 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

 工学研究科土木工学専攻（現Ｍ2） 1 名 

 工学研究科土木工学専攻（現Ｍ2） 2 名 

 

〈学生による成果発表〉 

・ Daishun Yachi, Junji Kato, Shinsuke Takase, Kenjiro Terada, Takashi Kyoya, Numerical Design for Rubber Materials 

toward High Performance in Energy Absorption, ‘Proc. of 1st Computational Engineering and Science for 

Safety and Environmental Problem (COMPSAFE2014)’, pp. 114-117, Sendai, Japan, Apr. 13-16, 2014.  

・ 谷地大舜，加藤準治，高瀬慎介，寺田賢二郎，京谷孝史，複合材料のマルチスケールトポロジー最適化，第

18 回日本計算工学会講演会,6 月 11〜13 日(2013)，東京. 

・ 谷地大舜，加藤準治，寺田賢二郎，高瀬慎介，京谷孝史，3 次元マルチスケールトポロジー最適化，土木学

会第 68 回年次学術講演会, 9 月 4〜6 日(2013)，千葉. 

・ 加茂純宜，加藤準治，高瀬慎介，寺田賢二郎，京谷孝史，Phase-field 法を用いたマルチスケールトポロジー

最適化，土木学会東北支部技術研究発表会，3 月 8 日(2014)，八戸.  

・ 干場大也，加藤準治，高瀬慎介，寺田賢二郎，京谷孝史，複合材料の塑性挙動を考慮したトポロジー最適化

の実装，土木学会東北支部技術研究発表会，3 月 8 日(2014)，八戸. 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

 工学に対する問題意識の向上と自信，責任を持ってもらうことを目標として，学生に発表の機会を多く与えて

います．学生の真摯な研究姿勢にも恵まれ，学術的に価値の高い成果が得られていると考えます． 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 
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（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

６ 成果のアピール 

これまでのものづくりのあり方は，「蓄積された豊富な工学的知識と技術者の経験および実験検証」を通じて行

われてきた．このアプローチは，確実性および信頼性，安全性に優れているものの，「実験にかかる時間とコス

トが大きい」，「限られたケースしか実験検証することができない」，さらに「条件によっては実験自体ができな

い」などの問題がある．一方で，近年のコンピュータ技術と計算理論の発達により，力学問題を実験の代わり

に数値シミュレーションによって精度よく解くことが可能になってきている．本研究の特色は，その数値シミ

ュレーション技術を駆使し，さらにその最適設計まで行うことにあった． 

 前述のとおり，土木構造物のような大きな構造（マクロ構造）の挙動は，材料の微細構造，いわゆるミクロ

な構造によって強い影響を受けることが知られている．逆に言えば，その微視構造を最適化することができれ

ばそのマクロ構造の性能を最大にしたり，地震時における挙動を制御することが可能となる． 

 本研究では，(1)ミクロな挙動を考慮してマクロ構造を最適化する「マルチスケール最適化手法」と， (2)複

合材料の塑性挙動を考慮した手法「マルチフェーズ最適化手法」の開発にも挑戦し，成功した． 

 本研究は，今後様々な先端材料の設計に寄与できるものと思われる．今後は，より現実的な材料開発への貢

献に向けて，粘弾性問題や，熱弾性問題への拡張を試み，地震時のエネルギー吸収性能最大化による地震被害

低減に寄与できるものと考えている． 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：市街地インフラ劣化調査のための高速移動計測車輛の研究 

研究代表者 竹内栄二朗 

所属部門・分野 地域都市再生研究部門 災害対応ロボテックス研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

田所 諭 

 

※竹内 栄二朗 

 

災害対応ロボテックス研

究分野・教授 

災害対応ロボテックス研

究分野・助教 

減災ロボティ 

 クス 

減災ロボティ 

 クス 

手法・応用方針に関する助言 

 

全体統括・開発・計測実験 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

大野和則 

 

東北大学未来科学技 

 術共同研究センター 

 ・准教授 

 

ロボット工学 

 

３次元計測および位置合わせ 

 合計    ３名  

研究経費  総額   1,350 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

本提案では、インフラの老朽化を推定し崩壊等の危険性の予測を行う研究を行うための、広域・高

精細な情報を長期間収集するための装置の研究開発を行う。また得られた多量の情報を分析するた

めの手法の研究を行う。計測対象として道路やトンネル、橋梁等、道路交通網周辺のインフラを対

象とし、ヒビや水の染み出し等を高解像度画像として撮影する。また特定箇所の時系列変化や、地

震等による道路の伸び縮みを計測可能とするよう計測装置を備える。情報収集装置には一般車輛を

利用し、高速（毎時 60 ㎞、高速道路では毎時 100ｋｍ）で走行しながら、道路およびトンネル壁面

等を 1mm 程度の分解能で画像を取得することを目指す。また、これら収集した画像を比較するた

め、レーザスキャナにより計測した３次元形状をもとに地物の対応付けを行い、任意壁面の時系列

変化の観察を容易にする。これにより、道路の走行規制等を行わずとも地物側面の詳細な情報収集

を可能とする手段を実現し、インフラ劣化の危険予測等の研究に貢献する。 

◇研究の特色・意義 

日本のインフラの多くは高度成長期に作成され、その多くが耐用年数を超えつつある。笹子トンネル

事故に代表されるような、大小様々な崩落事故等が多数報告されており、震災によるダメージもあい

まってこのような事故は今後増加すると思われる。これらインフラに関する事故はいつどこで起こ

るかわからない長期的な災害であり、インフラの管理維持は今後数十年間継続して取り組むべき課

題である。すべてのインフラを作り直すためには高額な費用が必要であり現実的ではないため、対処

が必要な場所から対策を行なっていく事が現実的であり、その早期発見手法の確立が課題である。事

故が起こった場所の過去の詳細な情報があれば、その原因を調査しその兆候の発見に繋げられる。し

かしながら現在の調査は人手によるものが多く、また事故原因の調査も事後に行なっており、兆候を

把握するためには計測体制が十分ではない。本研究は一般車両により低コストで高速に高精細な地

物表面情報の収集を可能にすることにより、インフラの老朽化による危険性の予測の研究を促進す

るものであり、レーダや衛星、航空測量を補う観測手段を提供する。 

当該年度

の研究成

果の内容 

本年度は、市街地計測を行うための車両の整備と、市街地における計測位置推定手法、高精細画像

を取得するための撮影装置開発を行った。計測車両には DGPS 受信機、レーザスキャナ、魚眼カメ

ラ、車速パルス計測、姿勢計測装置等を搭載し、車両の経路および周辺環境を計測する。撮影画像

の対応付のための車両位置推定手法として、3 次元地図を用いてマルチパス除去を行う事により高

精度化した DGPS による測位結果と、レーザスキャナの反射強度により計測した区画線のマッチン

グ、および航空測量地図とレーザスキャナのマッチングにより、市街地における測定位置を推定す

る仕組みを構築した。これにより市街地に置いて繰り返し精度十数㎝での位置の推定を行う。壁面

などの高精細画像を取得するためのカメラとして、携帯電話用の小型カメラを 12 個もしくはレン

ズを利用し 24 個連結することにより、全周囲を約 12000 ピクセル（直径）で撮影可能な装置を開発

した。これにより、走行に伴い直径 4m（24 個時 8m）程度のトンネルを 1mm 分解能での撮影が可

能である。本年度はこれら装置の開発を行うと共に、基本的機能の確認を行った。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

本研究は市街地の災害等による変化を大域的かつ詳細に記録するための計測装置開発に関するもの

である。ビルやトンネル、橋梁等市街地を構成するインフラや建造物は、老化に伴い機能を停止す

るだけでなく、事故等を誘発する。多くの災害および老朽化に伴うインフラに関する事故は、事故

後の情報は得ることができるがその事故原因や前兆に関する情報が少なく、その原因究明に限界が

ある。本研究では一般車両に適用可能な安価な情報収集装置を構築することにより、その収集を容

易にし蓄積することで、実際に生じるインフラ事故・災害の前の変化を可視化し、実践的防災学の

発展に寄与する。本年度開発した装置は、このうち高精細画像の取得と、時系列変化を見るための

対応付けを行うための計測位置推定を実現するものである。 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（ ２ ）件 

○通常講演  （ １ ）件 

荒川尚吾，竹内栄二朗，大野和則，田所諭，“ 航空測量地図を用いた GPS 衛星の可視性に基づく移動体の位

置推定”，計測自動制御学会システムインテグレーション部門講演会講演論文集，2013 年 12 月． 

 

○ポスターセッション （ １ ）件 

荒川尚吾，竹内栄二朗，大野和則，田所諭，“ 航空測量地図を用いた GPS 衛星の可視性に基づく車 

輌の位置推定-計測車輌の開発- ”，ロボティクス・メカトロニクス講演会 2013 講演論文集，2013 年 5 月． 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

情報科学研究科 １名 

 

〈学生による成果発表〉 

・ 荒川尚吾，竹内栄二朗，大野和則，田所諭，“ 航空測量地図を用いた GPS 衛星の可視性に基づく車輌の位

置推定-計測車輌の開発- ”，ロボティクス・メカトロニクス講演会 2013 講演論文集，2013 年 5 月 

・ 荒川尚吾，竹内栄二朗，大野和則，田所諭，“ 航空測量地図を用いた GPS 衛星の可視性に基づく移動体の

位置推定”，計測自動制御学会システムインテグレーション部門講演会講演論文集，2013 年 12 月． 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：ニュージーランド・ヒクランギ沈み込み帯でのスロースリップ観測 

研究代表者 木戸元之 

所属部門・分野 災害理学研究部門・海底地殻変動研究分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

木戸 元之※ 

 

日野亮太 

 

藤本博己 

 

飯沼卓史 

 

和田育子 

 

長田幸仁 

海底地殻変動研究分野・

准教授 

海底地殻変動研究分野・

教授 

海底地殻変動研究分野・

研究員 

海底地殻変動研究分野・

助教 

海底地殻変動研究分野・

助教 

海底地殻変動研究分野・

研究員 

測地学 

 

地震学 

 

測地学 

 

固体地球物理学

測地学 

 

研究総括 

 

海底圧力観測(長期変動) 

 

GPS/A 観測 

 

GPS 解析 

 

モデルの構築 

 

海底間音響測距観測 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

伊藤喜宏 

 
望月公廣 
 
小原一成 
 
Laura Wallace 
 
Stuart Henrys 
 
Stephen Banister 
 

Bill Fry 

京都大学防災研・准教授

 
東京大学地震研究所・准

教授 
 
東京大学地震研究所・教

授 
 
University of Texas US
A・Research Scientist 
GNS Science NZ・Marin 
Geophysicist 
GNS Science NZ・Resear
ch Seismologist 

GNS Science NZ・Resear

ch Seismologist 

地震学 
 
地震学 
 
地震学 
 
測地学 
 
地震学 
 
測地学 
 
地震学 

海底圧力観測(短期変動) 

 
海底地震観測（構造探査） 
 
微動モニタリング 
 
海底観測（米国担当者） 
 
海底観測 
（ニュージーランド担当者） 
陸上 GPS 観測 
 

陸上地震観測 

 合計   13 名  

研究経費  総額     1,350 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

津波地震の震源域とスロースリップの関係を議論する際，スロースリップ域の空間的広がりを正確

に把握することが重要である．しかしながら，ニュージーランド国内の陸上 GPS 観測網のみでは，

海溝軸付近におけるすべり域の推定に限度がある．そこで本研究では，ニュージーランドおよび米

国との国際共同研究の一環として，海底圧力計を主要な手段とした総合地殻変動観測をヒクランギ

沈み込み帯で実施し，スロースリップ域の空間的広がりを高精度で推定する． 

◇研究の特色・意義 

ヒクランギ沈み込み帯のスロースリップ域の海溝軸側浅部では，1974 年にはスロー地震の一種であ

る津波地震が発生した．津波地震は 1896 年に三陸沖の海溝軸近傍で発生しており，スロースリップ

と津波地震の関係の理解は，日本国内における津波ハザードを評価する上で重要である． 

当該年度

の研究成

果の内容 

 

 平成 25 年度においては, 2013 年 7 月にニュージーランド北島東方沖のヒクランギ沈み込み帯で発

生したスロースリップについて予察的な解析を行った．2013 年 7 月には海底圧力計の直下でスロー

スリップが発生したことが陸上 GPS 観測から示された．H25 年度は特に，スロースリップ域の推定

に際して、平成 25 年 3 月にスロースリップ域の直上に設置された 4 台の海底圧力計の有効性を検証

した．結果，スロースリップがトラフ軸まで達したか否かは陸上 GPS 観測網のみから指摘するのは

難しく，海底圧力計のデータを解析に加えることで検証可能であることが示された． 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 

ヒクランギ沈み込み帯のスロースリップ域の海溝軸側浅部では，1974 年にはスロー地震の一種で

ある津波地震が発生した．津波地震は 1896 年に三陸沖の海溝軸近傍で発生しており，スロースリ

ップと津波地震の関係の理解は，日本国内における津波ハザードを評価する上で重要である．ま

た，スロースリップそのものがトラフ軸または海構軸まで到達するか調べることは，将来同地域で

発生する津波地震のポテンシャルの評価に役立つ． 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ １ ）編  

伊藤喜宏・望月公廣・Laura Wallace, ニュージーランド・スロースリップ域掘削計画—スロースリップのなぞを解

く！—, 号外地球, 印刷中, 謝辞への記載有り 

 

◇学会発表  

合計（  １  ）件 

○通常講演  （ １ ）件 

 伊藤喜宏・望月公廣・日野亮太・木戸元之・塩原肇・鈴木秀市・八木健夫・篠原雅尚・小原一成・Laura Wallace・

Stuart Henrys・Bill Fry・Stephen Bannister, ニュージーランド・ヒクランギ沈み込み帯における海底圧力計を用いた

スロースリップ観測, 日本地震学会 2013 年秋季大会, 謝辞への記載有り 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有  ） 

ニュージーランド, GNS Science, 2014 年 3 月 7 日, 2014 年 5 月の研究航海に向けた会議および機材の準備 

 

◇国外の研究者の参加（ 有  ） 

ニュージーランド, GNS Science, 2014 年 3 月 7 日, 2014 年 5 月の研究航海に向けた会議および機材の準備 

 

◇学術交流協定の活用 （  無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（  無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有  ） 

 理学研究科，海底圧力計の準備作業 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有  ） 

  理学研究科，海底圧力計の準備作業 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有  ） 

京都大学防災研究所，海底圧力計の準備および観測データの予察的解析 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

京都大学防災研究所，海底圧力計の準備および観測データの予察的解析 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：東北日本沈み込み帯プレート境界における温度及び間隙水圧の三次元的分布の 

推定 

研究代表者 和田育子 

所属部門・分野 災害理学研究部門 海底地殻変動研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

和田育子※  

 

木戸元之 

 

飯沼卓史 

 

岡田知己 

 

内田直希 

海底地殻変動研究 

分野・助教 

海底地殻変動研究 

分野・准教授 

海底地殻変動研究 

分野・助教 

地震ハザード研究分野・

准教授 

地震ハザード研究分野・

助教 

固体地球物理学

測地学 

 

固体地球物理学

地震学 

 

地震学 

モデルの構築・シミュレーショ

ンと結果の分析、研究統括 

地殻変動データの提供、モデル

結果の分析 

地殻変動データの提供、モデル

結果の分析 

地震波速度構造データの提供、

モデル結果の分析 

小繰り返し地震の解析結果の提

供、モデル結果の分析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

Jiangheng He 

 

Glenn Spinelli 

 

日野亮太 

 

伊藤喜宏 

Geological Survey of 

Canada, 研究員 

New Mexico Tech, 准教

授 

東北大学大学院理学研究

科・准教授 

東北大学大学院理学研究

科・助教（平成２４年９月

から京都大学防災研究

所・准教授） 

 

プログラミング

水文地質学 

 

地震学 

 

地震学 

三次元有限要素法のプログラム

の開発・調整 

間隙水圧の数値計算 

 

海底水圧・地震観測データの提

供、モデル結果の分析 

低周波微動観測データの提供、

モデル結果の分析 

 合計    ９ 名  

研究経費  総額     １３００千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

本研究では、地震や火山でのマグマ生成を左右する沈み込み帯の温度構造を３次元的に理解するこ

とを目的としている。沈み込み帯の温度構造に影響を与える主な要因の一つにマントル対流パター

ンがあげられるが、このパターンは沈み込むスラブの形状に依存している。３次元有限要素法の数

値計算コードを用いて、まず３次元的なプレートの形状や沈み込み角度の変化の影響を定量化し、

さらにコードを東北日本の温度構造の研究に適応させ、モデル設定を確定し、東北日本の温度構造の

推定を試みる。計算された温度構造と地殻熱流量データ、測地・地震観測、及び岩石学·化学的デー

タを比較することで、地震やマグマ生成を含む様々な現象の温度依存性を明瞭にし、これらの現象の

分布と発生頻度の理解を深める。 

 

 

◇研究の特色・意義 

これまでに東北日本の温度構造は主に２次元モデルの解析により推定されてきた。２次元モデルの

適用には、沈み込むプレートの形状や沈み込み角度などが海溝軸に沿って一律していると仮定され

ている。しかし、東北日本から北海道にかけて、沈み込むプレートの形状は一律ではなく、また、

東北日本では海溝軸に対してプレートが直行して沈み込んでいるのに対し、北海道では斜めに沈み

込んでいるため３次元での温度構造の推定が重要となる。モデルの構築には現実的なプレート境界

モデルを適応することで、温度構造をより精細に推定することができる。温度構造モデルを用いて、

マントルウェッジ内の粘性やスラブ内の相転移・脱水分解の深度を定量化し、その結果を用いて測地

学的・地震学的データを解釈することにより、プレート沈み込みダイナミクスの理解を図る。また、

温度構造モデルと水の分布計算の結果は、火山下でのマグマ生成過程を解明するうえで重要な情報

となる。 

 

当該年度

の研究成

果の内容 

数値計算コードを用いた予備的なシミュレーションにより、海溝軸が湾曲することによりできるス

ラブの形状がマントル対流とマントルウェッジ内の温度に大きな影響を及ぼすことが分かった。そ

のほか、スラブの傾斜角度の海溝軸に沿った変化や海溝軸にたいする斜め沈み込みの影響も定量化

することができた。３次元モデルにより計算された北海道・東北日本の温度分布と２次元モデルの

結果を比較すると、温度差は東北日本では比較的小さいが、東北と北海道に股がる地帯と北海道で

は、プレートの形状と斜め沈み込みの影響で、温度差は大きく（<〜170°C）、これらの地帯では三次

元的なプレートの形状などが温度に及ぼす影響が大きいことを明らかにした。計算されたマントル

対流パターンは観測されている地震波速度異方性や北海道での火山活動の分布と調和的である。 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

東北日本のプレート境界においては、東北地方太平洋沖地震や大小の繰り返し地震のような高速の

滑りを起こすイベント以外にも、スロースリップや低周波微動が起きている。計算された温度構造

を土台として、プレート境界周辺の含水鉱物の相転移・脱水分解の深度を拘束することにより水の

分布を定量化し、プレート境界での物理的環境と滑り様式・滑り分布との関連を明らかにすること

で、プレート境界型地震のポテンシャル評価の質的向上に貢献すると期待される。 

URL 等 該当無し 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ １ ）編  

1. Geoid, Topography, Geochemistry, and Petrology,Treatise on Geophysics, vol. 7, Mantle Dynamics, 2nd edition, Elsevier, in 

publication, 査読有り 

 

◇学会発表  

合計（  6  ）件 

○通常講演  （  3  ）件 

1. 通常講演、和田育子、Modeling the effects of 3-D slab geometry on subduction zone thermal structure: NE Japan、セミ

ナー講演、2014 年 3 月 11 日、米国ウッズホール海洋研究所、Wood Hole, MA, USA 

2. 通常講演、和田育子、Modeling the effects of 3-D slab geometry and oblique subduction on subduction zone thermal 

structure、2013 American Geophysical Union Fall Meeting、2013 年 12 月 10 日、San Francisco, CA, USA 

3. 招待講演、和田育子、Pattern of fluid release from the subducting slab and the migration of fluids in the mantle wedge、

International Association of Volcanology and Chemistry of the Earth’s Interior (IAVCEI), 2013 年 7 月 22 日、鹿児島  

 

○基調講演・招待講演 （  ２  ）件 

4. 招待講演、和田育子、Pattern of fluid release from the subducting Pacific slab at the IBM margin、日本地球惑星科学連

合大会、千葉、Tokyo Japan, May 2013 

5. 通常講演、和田育子、Effects of thermodynamic properties on the geometrical evolution of subducting slabs、日本地球

惑星科学連合大会、千葉、Tokyo Japan, May 2013 

 

○ポスターセッション （  1  ）件 

6. 通常講演、和田育子、Modeling the thermal regime of Hikurangi subduction zone 、NSF GeoPRISMS workshop for the 

New Zealand primary site, Wellington, New Zealand, April 2013 

 

◇学術関係受賞  

合計 （ 1 ）件 

Jason Morgan Early Career Award、2013 年 12 月 11 日、アメリカ、American Geophysics Union、個人、和田育子 

 

２ 社会活動 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（  １  ）件 

和田育子、招待執筆、探る―地下温度構造と水分布 追求、河北新報、２０１４年１月１１日 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 
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◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：東北地方太平洋沖地震に伴う宮城県南部地域の地震・火山活動の検討 

研究代表者 岡田 知己 

所属部門・分野 災害理学部門・地震ハザード分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

岡田知己※ 災害理学部門・地震ハザ

ード分野・准教授 

地震学 地震活動・地殻構造の研究およ

び総括 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

山本 希 

 

市來雅啓 

大学院理学研究科地球物

理学専攻・助教 

大学院理学研究科地震噴

火予知研究観測センタ

ー・助教 

 

火山物理学 

 

地球電磁気学 

火山活動の研究 

 

地球内部構造の研究 

 合計  ３  名  

研究経費  総額 1、274 千円 

316



研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

東北地方太平洋沖地震に伴い、東日本の各地で地震活動や火山活動が誘発的に発生する可能性が

指摘されている。 

 本研究において研究対象とする宮城県南部地域においても、 福島盆地西縁断層帯や双葉断層

などの活断層が分布しており、特に双葉断層については、東北地方太平洋沖地震に伴い、活動確率

が上昇した可能性が指摘されている。また、この領域には活火山である蔵王山が位置しており、20

13 年 1 月には、火山活動に関わるような長周期微動が発生している。 

 本研究では、このように東北地方太平洋沖地震に伴う活動誘発の可能性が懸念される双葉断層・

福島盆地西縁断層帯・蔵王山の分布する宮城県南部地域を含む領域において、既存の観測記録を用

いてこれまでの地震活動や火山活動についての履歴を整理するとともに、臨時観測を行うことによ

り、東北地方太平洋沖地震後の現在の活動について検討を行う。 

◇研究の特色・意義 

前述のようにこの地域には活断層や活火山が複雑に分布しているにも関わらず、これまでその活動

の時間変化の履歴および東北地方太平洋沖地震の影響等について充分な検討は行われてこなかっ

た。しかし、1970 年代より東北大により観測は行われており、さらに、2000 年頃からの高密度な基

盤観測網のデータの蓄積は成されている。これら既存の記録を最新の解析技術により有効に活用す

ることで、新たな知見を得るとともに、この地域の地震防災・火山防災対策に対し、知見を提供す

ることができる。同時に、これらの既存のデータでの分解能や精度の限界についても検討し、今後

のより高密度・高精度な観測研究についての指針を得、将来的に知見をより高度化することに結び

付る。 

当該年度

の研究成

果の内容 

 

 

2011 年東北地方太平洋沖地震以後、地震活動の活発化が見られた蔵王山の周辺に臨時地震観測点

の展開・既設観測点の増強を行った。この結果、2013 年 1 月以後断続的に発生している浅部長周期

地震が、御釜直下に存在する亀裂状構造(破砕帯)における熱水活動によって生じていることを明ら

かにした。蔵王山に長周期地震計が設置された 2004 年以降東北地方太平洋沖地震までは同様の長

周期地震の発生は確認できず、火山性流体の状態が巨大地震によって引き起こされたことを明らか

にした。また、蔵王山や双葉断層付近の深部にマグマや流体の分布域である地震波速度低速度域を

確認した。 

蔵王火山において全磁力連続観測点 1 点と参照点 1 点を設置し、全国的に見ても極めて良質の全磁

力観測データの取得に成功した。約半年間の監視を行ったが、地下 2、3km の熱的な変化は捉えら

れておらず、2013 年 10 月からの熱活動は小康状態にあると考えられる。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

本研究の研究対象である宮城県南部地域には活断層や活火山が複雑に分布しているにも関わらず、

これまでその活動の時間変化の履歴および東北地方太平洋沖地震の影響等について充分な検討は行

われてこなかった。本研究では、火山活動や地震活動理解のための基礎データの取得・過去の既存

記録に遡った火山や活断層付近の地震活動の検討を通じて、特に、火山災害軽減に向けた東北地方

太平洋沖地震以後の活動活発化が懸念されている蔵王山および周辺の活動推移把握の高度化を進め

た。また、すでに新設観測点の地震波形記録は気象庁とリアルタイムで共有し、防災・減災対策に

活用されている。 

また、全磁力の観測によって、マグマの移動が破壊や変形を伴わない場合でも検知可能となり、噴

火準備過程・事前予測の体制を整えた点で将来の噴火防災への貢献は大きい。 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ １ ）編  

Tomomi Okada, Toru Matsuzawa, Norihito Umino, Keisuke Yoshida, Akira Hasegawa,Hiroaki Takahashi, Takuji Yamada, 

Masahiro Kosuga, Tetsuya Takeda, Aitaro Kato,Toshihiro Igarashi, Kazushige Obara, Shinichi Sakai, Atsushi Saiga, Takashi 

Iidaka,Takaya Iwasaki, Naoshi Hirata, Noriko Tsumura, Yoshiko Yamanaka, Toshiko 

Terakawa, Haruhisa Nakamichi, Takashi Okuda, Shinichiro Horikawa, Hiroshi Katao,Tsutomu Miura, Atsuki Kubo, Takeshi 

Matsushima, Kazuhiko Goto, and Hiroki Miyamachi／Hypocenter migration and crustal seismic velocity distribution 

observed for the inland earthquake swarms induced by the 2011 Tohoku-Oki earthquake in NE Japan: implications for crustal 

fluid distribution and crustal permeability／Geofluids／投稿中／2014／査読有 

 

◇著書 

山村卓也／東北地方内陸の地震活動の時間変化に関する研究／72 ページ／東北大学修士論文／2013／単著 

合計（ １ ）冊 

 

◇学会発表  

合計（  ３  ）件 

○通常講演  （ 3 ）件 

岡田 知己，高木 涼太，吉田 圭佑, 米川 真紀, 山村 卓也, 長谷川 昭, 東北地方太平洋沖地震合同余震観測グ

ループ／東北沖地震後の内陸誘発地震の地震活動と地殻構造／地球惑星科学 関連学会 2012 年合同大会／2013 年

5 月 21 日／千葉市・幕張メッセ 

山村卓也，岡田知己／2011 年東北地方太平洋沖地震による東北地方内陸部の地震活動の時間変化／日本地震学

会 2013 年大会／2013 年 10 月９日，横浜市・神奈川県民ホール・他 

Mare Yamamoto／Volcanic Activities after the 2011 Tohoku-oki Earthquake／ Geofluid-3 International Symposium／

2014 年 2 月／ 東京・東京工業大学 

 

○ポスターセッション （  1  ）件 

山本 希／ 有限長流体亀裂振動に関する一考察／ 日本地球惑星科学連合 2013 年大会／ 2013 年 5 月／ 幕張・

幕張メッセ 

 

２ 社会活動 

◇学外での社会活動 

合計（ １ ）件  

・行政・企業との連携 （ １ ）件 参加者合計（  ３  ）名 

気象庁（仙台管区気象台）との連携／地震波形データ交換／2013 年 8 月 1 日から 2014 年 3 月 31 日／３名 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

観測への学生参加による教育効果が期待される 

〈参加学生の所属〉 

理学研究科 
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〈学生による成果発表〉 

講演／2013 年 10 月８日／１件・１名 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

理学研究科・共同研究 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

理学研究科：関連する成果の発表、研究補助 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：プレート境界すべりの準リアルタイムモニタリング 

研究代表者 内田 直希 

所属部門・分野 災害理学研究部門地震ハザード研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

内田 直希※ 

 岡田 知己 

 

災害理学研究分野・助教 

災害理学研究分野・准教授

 

地震学 

地震学 

小繰り返し地震解析・総括 

地殻構造・地震活動解析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

太田 雄策 

大久保 寛 

松澤 暢 

 中島 淳一 

 

東北大学理学研究科・助教
首都大学東京 
システムデザイン研究科・
准教授 
東北大学理学研究科・教授

東北大学理学研究科・准教

授 

 

測地学 

波動情報工学 

地震学 

地震学 

 

GPS データ解析 

計算高速化技術の開発 

小繰り返し地震解析 

地震波不均質構造解析 

 合計   6  名  

研究経費  総額   1275  千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

本研究では，小繰り返し地震の準リアルタイム同定システム及びリアルタイムGPS解析によるプレート境界モ

ニタリングシステムを構築し，プレート境界でのゆっくりすべりおよび地震時すべりをモニタリングすることを

目的とした．プレート境界すべりを推定できる2つの有力な手段である小繰り返し地震とGPSデータの両方を

準リアルタイムで解析できるようにすることで，東北地方太平洋沖地震後のプレート境界の状況や地震時す

べり分布を迅速に，より正確把握することを目指した．また，得られた結果と地震活動や地殻構造の変化の

関係についても調べることとした．結果は，論文，ホームページ上での公開，気象庁・国土地理院等の現業

機関との情報交換等により有効に利用できることを目指した 

 

◇研究の特色・意義 

東北地方太平洋沖地震のようなプレート境界地震はプレート境界の固着域が短い時間の間に一気に

すべることにより生じる．この固着域の場所やそこへの力のかかり具合を推定するためには，非地震

的なすべり（ゆっくりすべり）を推定することが，理解の大きな手掛かりになる。なぜならば，ゆっ

くりすべりは基本的には固着域の周囲で起こり，そのすべりが大地震を起こす固着域への力の集中

を起こすものであるからである．したがってプレート境界でのゆっくりすべりの位置や時間発展を

知ることにより，次の地震のポテンシャルが上昇している場所を特定できると考えられる．また，地

震時すべりの即時解析システムの開発は今後の津波予測の高精度化にも寄与する．特に東北地方太

平洋沖地震の周囲では過去にM7-8の地震が発生しており，この領域でのすべりの時間経過をモニタ

リングすることが特に重要と考えられる．これらにより再生にむけ動いている被災地での安全対策

や復興プランの策定の上で貢献できると考えられる．  

当該年度

の研究成

果の内容 

 

昨年度導入した GPGPU 地震波形超高速処理用計算機においてバイナリフォーマットの波形を用い

繰り返し地震を高速に抽出するためのプログラムを開発した．また，従来から行っている CPU に

よる計算も継続的に行い，繰り返し地震による 2011 年東北地方太平洋沖地震後のすべり状況のモ

ニタリングを行った．さらにメカニズムタイプからのプレート境界すべりの推定も行った．その結

果，東北地方太平洋沖地震後，余効すべりがその北端は 1994 年三陸はるか沖地震の震源域，南端

は関東地方下まで及んでいることを明らかにした．これらの場所では次の地震のポテンシャルが上

昇している可能性がある．また，リアルタイム GNSS ストリーミングデータの高精度解析によっ

て地殻変動を高精度に把握するための対流圏伝搬遅延推定パラメータのチューニングを基準局との

基線長毎に行い，測位解の再現性の向上を目指した．また，H24 年度に引き続き，リアルタイム G

NS 解析データの可視化システムの開発およびその改良を進め，H25 年度末には国土地理院のリア

ルタイム GNSS 解析システム (REGARD) への実装を完了し，現業での地殻変動監視に用いられる

こととなった． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

プレート境界でのゆっくりすべりおよび地震時すべりを繰り返し地震・GPS データの両方でモニ

タリングすることで，東北地方太平洋沖地震後のプレート境界の状況や地震時すべり分布を迅速

に，より正確に把握する．繰り返し地震では特に，地震を起こすすべり域近傍でのすべりを把握す

ることにより，プレート境界での詳細な固着状態の把握ができる．これらの結果は，地震予知連絡

会や内閣府の地震モデル検討会での基礎資料として生かされる．GPS データでは，準実時間で高

精度に座標時系列を推定し，さらに得られた座標時系列を可視化することによって，巨大地震発生

時に即座に永久変位等の情報を即時的に確認可能である．これは地震規模即時推定をリアルタイム

GPS によって行うための基盤的な技術であり，当該技術が国土地理院のリアルタイム解析システ

ムに技術移転されたことにより，実際の防災に寄与できる可能性がある． 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 9 ）編  

Tsushima H., R. Hino, Y. Ohta, T. Iinuma, S. Miura, tFISH/RAPiD: rapid improvement of near-field 

tsunami forecasting based on offshore tsunami data by incorporating onshore GNSS data, Geophysical 

Research Letters, (印刷中)，(査読有) 

Tsushima H. and Ohta. Y., Review on near-field tsunami forecasting from offshore tsunami data and 

onshore GNSS data for tsunami early warning, Journal of Disaster Research, (印刷中)．(査読有) 

山本淳平・長田幸仁・太田雄策・平原 聡・出町知嗣・中山貴史・立花憲司・佐藤俊也・木戸元之・藤本博己,  

日 野亮太, 三浦 哲, 内田雅之, 2013, 衛星通信を活用したリアルタイムGPS解析 -地上通信障害時に地殻変    

動を実時間で把握するために-, 測地学会誌, 59, 133-145. （査読有） 

Uchida, N., and T. Matsuzawa, Pre- and post-seismic slow slip surrounding the 2011 Tohoku-oki 

earthquake rupture, Earth Planet. Sci. Lett., 374, 81-91, doi:10.1016/j.epsl.2013.05.021, 2013. 

（査読有） 

Nakajima, J., K. Yoshida, and A. Hasegawa, An intraslab seismic sequence activated by the Tohoku-oki 

earthquake: Evidence for fluid-related embrittlement, J. Geophys. Res., 118, 3492-3505, 2013. （査

読有） 

Nakajima, J., S. Hada, E. Hayami, N. Uchida, A. Hasegawa, S. Yoshioka, T. Matsuzawa, and N. Umino, 

Seismic attenuation beneath northeastern Japan: Constraints on mantle dynamics and arc mgmatism, J. 

Geophys. Res., 118, 5838-5855, 2013. （査読有） 

Nakajima, J., N. Uchida, T. Shiina, A. Hasegawa, B.R. Hacker, and S.H. Kirby, Intermediate-depth 

earthquakes facilitated by eclogitization-related stresses, Geology, 41, 659-662, 2013. （査読有） 

長谷川昭・中島淳一・内田直希・海野徳仁, 2013, 東京直下に沈み込む２枚のプレートと首都圏下の特異な地震

活動, 地学雑誌, 122(3), 398-417 （査読有） 

Hasegawa, A. , J. Nakajima, T. Yanada, N. Uchida, T. Okada, D. Zhao, T. Matsuzawa, and N. Umino, 

Complex slab structure and arc magmatism beneath the Japanese Islands, Journal of Asian Earth 

Sciences, 78, 277-290, 2013 （査読有） 

 

◇学会発表  

合計（ １６ ）件 

○通常講演  （ １０ ）件 

内田直希, 飯沼卓史, Robert M. Nadeau, Roland Bugmann,日野亮太, 東北日本沈み込み帯における周期的スロー    

スリップ, 日本地震学会2013年秋季大会, 横浜, 神奈川県民ホール, October, 2013. 

出町知嗣・太田雄策・三浦哲・立花憲司・佐藤俊也, リアルタイムGPS解析結果可視化ツールの開発（序報）, 

日本測地学会第120回講演会, 東京, 国立極地研究所, 2013年 10月. 

内田直希, 中小地震により推定したプレート間固着状態と東北地方太平洋沖地震, 防災科学技術研究所セミナー,   

つくば市, 防災科学技術研究所, 2013年 6月. 

中島淳一・吉田圭佑・長谷川昭, 稍深発地震：地殻流体と差応力, 日本地球惑星科学連合2013年大会, 千葉, 幕  

張メッセ, 2013年 5月. 

中村航・内田直希・松澤暢, テンプレートイベントを用いた小地震の断層タイプの推定～東北地方太平洋沖で発 

生する地震への適用～, 日本地球惑星科学連合2013年大会, 千葉, 幕張メッセ, 2013年 5月. 

内田 直希・ステファン カービー・エミール オカール・海野 徳仁, 1933年三陸沖アウターライズ地震：直後  

の余震の再決定と最近の地震活動および海底地形との比較, 日本地球惑星科学連合2013年大会, 千葉, 幕張メ  

ッセ, 2013年 5月. 

川上大喜・大久保寛・内田直希・竹内伸直・松澤暢, GPGPU 超並列信号処理による相似地震検出及び解析の高速 

化, 日本地球惑星科学連合2013年大会, 千葉, 幕張メッセ, 2013年 5月. 

川上大喜・大久保寛・内田直希・竹内伸直・松澤暢, メニーコア信号処理に基づく微小繰り返し地震識別法の高

速化計算工学会, 計算工学会, 東京, 東京大学, 2013年 6月. 
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Ohta, Y., R. Hino, K. Ariyoshi, T. Matsuzawa, M. Mishina, T. Sato, K. Tachibana, T. Demachi, and S. 

Miura, Characteristic of the postseismic deformation following the 2011 Sanriku-Oki earthquake (Mw 

7.2) by comparing the 1989 and 1992 Sanriku-Oki events, EGU General Assembly 2013, Vienna, Austria 

Center Vienna (ACV) , April, 2013. 

Ohta, Y., Geodetic constraints on afterslip characteristics following the March 9, 2011, foreshock of    

the 2011 Tohoku earthquake, 2013 Taiwan-Japan Joint Workshop on Crustal Deformation, Tainan, 

National Cheng Kung University, April, 2013. 

 

○基調講演・招待講演 （ ３ ）件 

Ohta, Y., R. Hino, K. Ariyoshi, T. Matsuzawa, M. Mishina, T. Sato, D. Inazu, Y. Ito, K. Tachibana, 

and T. Demachi, S. Miura, Geodetic characteristic of the postseismic deformation following the 

interplate large earthquake along the Japan Trench, AGU 2013 Fall Meeting, San Francisco, Moscone 

Center, December, 2013. (Invited) 

Ohta, Y., S. Miura, R. Hino, T. Kobayashi, H. Tsushima, S. Kawamoto, K. Miyagawa, T. Yahagi, K. 

Yamaguchi, and H. Tsuji, and T. Nishimura, Real-time crustal deformation monitoring based on RTK-

GPS: Application to 2011 Tohoku earthquake and its improvement for implementation to actual GPS 

network, IAG Scientific Assembly 2013 , Potsdam, Dorint Hotel, September, 2013. (Invited) 

Uchida, N., Slow slip and repeating earthquakes in the northeastern Japan subduction zone , The 

summer school on Earthquake Science, Hakone, Laforet Gora, September, 2013. (Invited) 

 

○ポスターセッション （ ３ ）件 

Nakamura, W., N. Uchida, and T. Matsuzawa, Faulting type classification of small earthquakes using a 

template approach and their hypocenter relocation along the Japan and Kuril trenches, AGU 2013 Fall 

Meeting, San Francisco, Moscone Center, December, 2013. 

Uchida, N., S. H. Kirby, N. Umino, R. Hino, and E. A. Okal, The Great 1933 Sanriku-oki Earthquake: 

Possible Compound Rupture of Outer Trench Slope and Triggered Interplate Seismicity, AGU 2013 Fall 

Meeting, San Francisco, Moscone Center, December, 2013. 

中村航・内田直希・松澤暢, テンプレートイベントを用いた日本海溝・千島海溝沿いの小地震の断層タイプの分

類と震源再決定, 日本地震学会 2013 年秋季大会, 横浜, 神奈川県民ホール, 2013 年 10 月. 

 

◇学術関係受賞  

合計 （ ２  ）件 

平成 25 年度日本地震学会論文賞，国内，個人，大園 真子・矢部 康男・飯沼 卓史・太田 雄策・三浦 哲・立花    

憲司・佐藤 俊也・出町 知嗣 

第 13 回日本測地学会賞坪井賞団体賞，国内，グループ，東北大学大学院理学研究科 地震・噴火予知研究観測セ  

ンター 海陸測地観測グループ藤本 博己（代表）・日野 亮太・木戸 元之・伊藤 喜宏・太田 雄策・飯沼 卓

史・長田 幸仁・稲津 大祐（現在 防災科学技術研究所）・鈴木 秀市・佐藤 俊也・立花 憲司・出町 知嗣・三

浦 哲 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（   １  ）件 参加者合計（ ３０ ）名 

内田直希, 3.11はどんな地震だったか？地震・地殻変動観測網がとらえた 地震前・地震時・地震後の変動, サイ

エンスカフェ・スペシャル with JAMSTEC, 2013年 2月，仙台, 東北大学. 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（無 ） 
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◇国外の研究者の参加（無） 

 

◇学術交流協定の活用 （無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

理学研究科の学生が参加 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

修士学生の参加があり、成果の学会発表を行った． 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（  無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有  ） 

理学研究科、研究組織への参加 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（  無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有  ） 

首都大学東京，システムデザイン研究科，研究組織への参加 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：火山地形を考慮した精度と効率の良い地震波伝播シミュレーション 

研究代表者 豊国 源知 

所属部門・分野 災害理学研究部門・火山ハザード研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

豊国 源知※ 

 趙 大鵬 

 植木 貞人 

災害理学研究分野・助教

災害理学研究分野・教授

災害理学研究分野・准教

授 

地震学 

 地震学 

 火山学 

計算スキームの開発・総括 

火山下の地震波トモグラフィ 

観測データと合わせた解析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 竹中 博士 岡山大学・教授  地震学 計算スキームの開発 

 合計    ４名  

研究経費  総額     １，２７５千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

火山噴火を的確に予測し災害軽減につなげるためには，火山性地震の観測と，得られたデータを

用いた高精度な震源位置・メカニズムの推定が不可欠である．火山性地震の地震波形記録には火山

体内部の強い不均質が反映されるため，データの的確な解釈の際には，任意の不均質構造が取り扱

える数値シミュレーションが適している．研究代表者らはこれまで，全地球を対象として精度と効

率の良い地震波形シミュレーション手法の開発を行ってきた．本研究では，この手法をローカルな

地震波形計算用に拡張したのち，任意形状の地形を導入し，火山体とその近傍のローカルな領域を

ターゲットとして，現実的な火山性地震の再現を試みる． 

◇研究の特色・意義 

本課題で用いる計算手法は「2.5 次元モデリング」と呼ばれる手法である．これは震源を通る鉛直

軸の周りに軸対称な構造を仮定することで，震源と観測点を含む 2 次元構造断面上のみで 3 次元の

地震波動場を計算する手法であり，3 次元の構造をフルに取り扱う 3 次元モデリングと比較すると 1

万～10 万分の 1 程度の計算時間で現実的な計算が可能である．従って本課題で火山の内部不均質構

造と地形を考慮したスキームが開発できれば，観測データの逆解析で震源位置やメカニズムを求め

る際の，100～1000 回程度の繰り返し計算は簡単に行える．また地形は大気と固体地球の境界面であ

るため，地形の効果を正しく考慮できれば，火山噴火に伴って発生する「空振」のシミュレーション

など，大気－固体地球相互作用の研究に応用することも可能である． 

当該年度

の研究成

果の内容 

 本年度は，研究代表者らが開発してきた地震波形計算プログラムに，非弾性減衰と地形を導入

し，現実的な火山地形を用いてテスト計算を行った． 

 研究代表者らは，円筒座標系を用いてローカルな地震波伝播を効率よくシミュレーションするプ

ログラムの開発を行ってきた。本課題初年度では任意の不均質を含む地下構造断面について，任意

の震源メカニズムを持つ震源から励起される弾性波の計算に成功した． 

一方，実際の地下構造は完全な弾性体ではなく，地震波のエネルギーは熱等に変換され減衰する

（＝非弾性減衰）ため，観測波形を精度よく再現するためには減衰の考慮も不可欠である．本年度

は研究代表者らのグループがこれまで蓄積してきたノウハウを利用し，非弾性減衰と地形を考慮で

きるようプログラムの拡張を行った．計算例として岩手山の東西断面を構造モデルとし，浅部マグ

マ溜まりでの地震を想定したテスト計算を実行し，地表の起伏に起因する波の集中，分散といった

現象を再現することができた．  

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 火山体は複雑な不均質構造を有しているため，火山体内部を伝播して観測される火山性地震の波

形記録も非常に複雑で，単純な構造モデルを用いた解析では解釈が難しい．従って火山性地震の波

形記録の解析精度を上げ，地下のマグマの動きを正確に把握するためには，まず現在の火山体の内

部構造モデルを作成する必要がある．地下の内部構造モデルを得る手法としては，地震波の到着時

刻情報を逆解析する地震波走時トモグラフィが一般的であるが，火山近傍には観測点が密に存在し

ないため，精度を上げるためには地震波形全体の情報を使った波形インバージョンが適している．

波形インバージョンでは，観測波形と理論波形とを比較して，その残差が小さくなるように初期モ

デルを逐次更新していくが，反復計算は通常 100 回以上行う必要があることから，効率的な理論波

形計算が不可欠である．今回開発した手法はその最適なツールとなる． 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（  2   ）件 

○通常講演  （  2  ）件 

豊国源知・竹中博士・岡元太郎・趙大鵬, 準円筒座標系 2.5 次元波動モデリング(3)－非弾性減衰－, 日本地震学

会 2013 年度秋季大会, 神奈川県横浜市, 2013 年 10 月 9 日 

豊国源知・竹中博士・岡元太郎・趙大鵬, 地形を考慮した準円筒座標系地震波伝播モデリング, 日本地球惑星科

学連合 2014 年大会, 神奈川県横浜市, 2014 年 5 月 1 日 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

東北大学大学院理学研究科 地震・噴火予知研究観測センター，研究組織への参加 

東北大学サイバーサイエンスセンター，研究補助 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：数値モデルと衛星観測の比較による夏期日本域の降水量の定量的評価 

研究代表者 岩渕 弘信 

所属部門・分野 
災害理学研究部門・気象・海洋災害研究分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

*岩渕 弘信 

 

 

 

 

 

 

 

准教授 大気科学 総括，衛星データ解析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

早坂 忠裕 

 

吉岡 真由美 

 

片桐 秀一郎 

 

 

東北大学大学院理学研究

科・教授 

東北大学大学院理学研究

科・助教 

東北大学大学院理学研究

科・教育研究支援員 

大気科学 

 

大気科学 

 

大気科学 

衛星データ解析 

 

数値シミュレーション 

 

衛星データ解析 

 

 合計   4 名  

研究経費  総額 1,259 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

実際に観測された降水現象を、雲解像モデルを用いた数値シミュレーションで再現し、衛星観測

データと比較することで降水量の定量的な再現の向上を目的とした。検証に当たり、降水をもたら

した雲の三次元的な分布(雲の高さ)についても衛星観測データと比較した。また、計算条件を変え

て実験を行うことで豪雨をもたらした降水メカニズムについても考えた。 

本年度は、2013年 7月 17日から18日にかけて発生した山形豪雨、2013年 8月 8日から9日に

かけて発生した秋田・岩手豪雨の事例を取り上げ数値シミュレーションによる再現を実施し、地上

観測点(アメダス雨量)および衛星データ(MODIS気柱積算水蒸気量)と比較した。 

◇研究の特色・意義 

本課題は、実際に観測された降水現象を、雲解像モデルを用いて数値シミュレーションで再現

し、得られた降水量を実際の地上観測点の観測値と比較するだけでなく、衛星観測で得られる3次

元的な雲分布のデータと比較することで、降水をもたらす雲についても定量的に比較している。計

算条件を変えた実験も合わせて行うことで、降水をもたらしたメカニズムについても調べている。

背の高い対流性の雲が観測される熱帯・亜熱帯域ではモデルと衛星観測との比較が進んでいる

が、これとは異なる機構で高さの異なる雲が発生し降水をもたらす中高緯度に位置する日本域で

は、モデルの検証が進んでいない。本課題の行う比較検証を進めることで、日本域の降水量の定量

的評価、メカニズムの解明につながる点がこの研究の特色である。 

当該年度

の研究成

果の内容 

本年度は、2013年 7月 17日から18日ごろにかけて大雨をもたらした山形豪雨、2013年 8月 8

日から9日ごろにかけて大雨をもたらした秋田・岩手豪雨の2事例を取り上げ、数値シミュレーシ

ョンによる再現を実施した。気象庁発表の地上観測点(アメダス)と比較したところ、観測より降水

量の多い分布が北側に見られるが、2事例ともに積算降水量が多く観測された付近にピークを持つ

降水分布が得られた。また、降水が観測された時刻のMODIS衛星観測によるデータとの比較を行っ

たところ、鉛直積算した気柱あたりに含まれる水蒸気量では大雨をもたらす水蒸気の流れはほぼ再

現されており(時間遅れあり)、雲の高さ(雲頂輝度温度)が低く計算された領域に地上降水が少なく

再現されていた。感度実験として計算領域の位置と大きさを変えることで、気象庁GPVデータセッ

トを用いて計算初期値境界値に与えている水蒸気および風の与える上流の位置を変える実験を行っ

たが、強い降水域分布の北側へのずれには影響しなかった。 

また、雲の構造の再現性の検証のため、地形と放射過程が与える影響の感度実験として、2011年

の肱川あらし(四国)の事例を検証実験として実施した。この事例では放射過程による雲上部からの

冷却が雲の形成と、下流での風の強化に効くことが示された。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

日本域において降水をもたらした観測事例を用い、数値シミュレーションと衛星観測による雲の

分布や降水の特性を比較することで、降水をもたらした雲の構造を調べることができる。日本域で

降水をもたらす雲の対流の高さなど、降水をもたらす仕組みを調べることができる。 

これらの検証から、数値シミュレーションから得られる降水量の見積もりの改善、定量的評価の

改善につながる情報が得られ、再現性が高まれば降水量の予測精度向上にも役立てられる。降水量

の予測精度向上は、集中豪雨によってもたらされる降水量の予測とその定量的精度向上、地上降水

が引き起こす洪水や土砂災害の被害軽減のための情報として提供できる。時間的に積算した降水量

と分布の定量的評価の向上は、より正確な土壌や河川への流入量を見積もることに役立てられ、将

来的に災害科学国際研究所の目指す防災・減災に役立てることが可能である。 

本年度に実施された2013年夏季の山形豪雨および秋田・岩手の数値シミュレーションによる計算

結果は、災害科学研究所地震津波リスク寄附研究部門の福谷氏および災害ポテンシャル研究分野の

呉助教に提供し、これら豪雨時の河川氾濫等の解析に利用していただく予定である。 

  

329



 

１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 2 ）編  

Iwabuchi, H., S. Yamada, S. Katagiri, P. Yang, H. Okamoto: Radiative and microphysical properties of cirrus cloud inferred from 

the infrared measurements made by the Moderate Resolution Imaging Spectroradiometer (MODIS). Part I: Retrieval 

method. J. Appl. Meteorol. Climatol., 2014, in press. doi: http://dx.doi.org/10.1175/JAMC-D-13-0215.1 

Bi, L., P. Yang, C Liu, B Yi, B.A. Baum, B. van Diedenhoven, and H. Iwabuchi, 2014: Assessment of the accuracy of the 

conventional ray-tracing technique: Implications in remote sensing and radiative transfer involving ice clouds. J. Quant. 

Spectrosc. Radiat. Transfer, accepted. doi: http://dx.doi.org/10.1016/j.jqsrt.2014.03.017 

 

◇学会発表  

合計（  5  ）件 

「肱川あらし」の霧の数値シミュレーション -名大雲解像モデル DVD-CReSS を用いた試み-」, 名越利幸・斉藤栞

(岩手大教育)・ 吉岡真由美 (東北大学大学院理学研究科 大気海洋変動観測研究センター)・ 加藤雅也・坪木

和久(名大地球水循環), 日本気象学会 2013 年度秋季大会, 仙台国際センター, 仙台, 2013 年度秋季大会講

演予稿集 C117, 2013年 11月 18日 - 21日, (口頭). 

岩渕弘信, 山田壮一郎, 早坂忠裕, 片桐秀一郎：MODIS 赤外バンドから導出した巻雲の特性の全球分布．日本気

象学会2013年春季大会，2013年 5月 15-18日，東京． 

Iwabuchi, H., Satellite remote sensing of cirrus cloud optical and microphysical properties: Climatology and validation. Fourth 

Joint Project Meeting on "Interannual variations of upper tropospheric humidity (UTH) and radiation budget over the North 

Pacific High". June 10, 2013, Tokai University, Space Information Center (TSIC), Kumamoto, Japan. 

Iwabuchi, H., S. Yamada, S. Katagiri, P. Yang, H. Okamoto: Radiative and microphysical properties of cirrus cloud inferred from 

the MODIS infrared split-window measurements. AGU Fall Meeting, Dec. 9-13, 2013, San Francisco, CA. 

Iwabuchi, H. and Yamada, S., S. Katagiri: Retrieval of optical and microphysical properties of cirrus cloud from MODIS infrared 

window bands. The 3rd International Symposium on Atmospheric Light Scattering and Remote Sensing (ISALSaRS’13), 

2013.7.29-8.2, Nagoya, Japan. 

  

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

岩手大学 教育学部4年 斉藤栞 氏 

 

〈学生による成果発表〉 

著者名: 斉藤栞 

論文名:雲解像モデルCReSSを用いた「肱川あらし」の数値実験に関する研究 

掲載誌: 平成25年度 岩手大学 卒業論文 

発表年: 平成26年 3月 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

本課題の参加者である吉岡真由美は、本課題が研究利用する雲解像モデル(数値シミュレーション用のプログラム)

を用いて地形と放射過程が雲の再現へ与える影響を調べるための予備実験として 2011 年の肱川あらし(四国)の事

例のシミュレーションを実施した。その問題設定と結果解析に当たり、岩手大学 教育学部 4 年 斉藤栞 氏の協力

を得、これを指導した。斉藤氏の大型計算機の仕組みの理解、数値実験についての知識が向上し、最終的に卒業論

文として完成させるに至った。 
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４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

本課題の計算結果を、豪雨による河川氾濫等のリスク評価の情報として活用してもらうため、東北大の他部門の以

下の研究者に提供し、研究協力した。次年度以降の特定プロジェクトでも協力する。 

地震津波リスク寄附研究部門・助手 福谷 陽 氏 

災害ポテンシャル研究分野・助教 呉 修一 氏 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

本課題が研究利用する雲解像モデル(数値シミュレーション用のプログラム)を用いて、地形と放射過程が雲の再現

へ与える影響を検証するために、予備実験として行った 2011 年の肱川あらし(四国)の事例について、結果解析お

よび感度実験を含めた考察で、以下の機関の 2 名に協力いただいた。 

国立大学法人 岩手大学教育学部理科教育科 教員養成機構長 教授 名越利幸 氏 

岩手大学 教育学部 4 年 斉藤栞 氏 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：宇宙放射線電子の降下にともなう電離層変動の観測 

研究代表者 小原 隆博 

所属部門・分野 災害理学部門・宙空災害分野 

職名 教授（センター長） 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 

※小原 隆博 

 

 

土屋 史紀 

 

 

 

宙空災害分野・教授 

(兼) 

 

宙空災害分野・助教 

(兼) 

 

放射線帯物理学

 

宇宙電波物理学

 

 

研究計画の責任者、およびデー

タ解析 

 

観測の責任者、並びにデータ解

析 

 

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計  2  名  

研究経費  総額 1,190 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

2013 年度～2014 年度は、太陽活動の極大期に遭遇しており、太陽フレアが多く発生している。

このフレアの影響は、宇宙機や宇宙飛行士に放射線被曝という直接的な形で顕在化するが、フレア

により周辺に向かって放出された太陽のコロナガス（CME と呼ぶ）は、１～２日後に地球に到達

し、磁気嵐（地球嵐）を発生させる。 

この嵐が発生すると、地球を取り巻く放射線粒子の帯（バンアレン帯）が活性化し、特に放射線

外帯（地球から 9000km～30000km の領域）の放射線電子が激減する。その多くは、磁力線に沿っ

て地球に落ちて来るが、その領域は磁気緯度 50 度付近である。 

降下電子は、降下の途中、高度 600km～800km を飛翔する極軌道衛星を直撃し、時に衛星異常を

発生させる。JAXA が放射線計測装置を極軌道衛星に搭載するのは、衛星環境の安全を確認する狙

いがある。 

降下する放射線電子は、地球の超高層大気に達し、約 80km の高度で地球大気と衝突し、電離を

引き起こす。その結果、磁気嵐開始時に特有の電離層（D 層と呼ぶ）が形成されるが、この層は、

電波を異常に散乱したり吸収したりと、安定な短波通信を乱す。 

本申請は、JAXA 衛星が観測を継続し、かつ、太陽活動が極大の「今」をとらえて、低周波電波

の安定利用の観点から、集中観測を実施するものである。 

◇研究の特色・意義 

高緯度地域にては、種々の手段で通信の確保が図られているが、LF 帯の周波数は、非常時に利用

される周波数帯である。今後の高緯度地域の開発において、LF 帯電波の利用可能性を、詳細に評価

する本申請は、地味ではあるが、安定的な通信確保の確かな一助になっている。 

以上の、実用的意義に加え、本研究からは、放射線電子の降下現象の物理についての大きな知見

が得られる。飛翔しながら降下電子を観測する JAXA 衛星は、時間変動と空間変動を区別できない

という弱点を有している。それを補うには、地上の観測が不可決で、今回の、カナダ・アサバスカ

観測拠点では、複数局から発信されている LF 電波の受信が可能である。これによって、電離層変

動の面的な広がりがつかめる。地上と衛星を組み合わせる事で、現象の正しい理解が得られ、この

知見が、次の物理的考察を確実に進める原動力になる。 

当該年度

の研究成

果の内容 

宇宙放射線帯が地球の大気に降下する現場を観測する、LF 帯電波観測装置の感度を向上するた

め、カナダ・アサバスカに設置されている観測装置の改良を実施した。具体的には、電波環境の良

い郊外の観測所への移設と、受信機の一部の改修を実施した。これにより、観測システムが感度を

持つ 10k-80kHz の帯域においてノイズフロアが約 30dB 改善し、VLF-LF 帯の標準電波の振幅・位相

変動を良好な感度で検出することが可能なった。観測データは、逐次東北大学に設置されたデータ

サーバに転送されており、この 30 秒値の CDF 形式データの公開と、IUGONET データベースへの

メタデータ登録の作業が実施された。 

JAXA 衛星による観測データを解析する事で、磁気嵐時の放射線電子の変動を、減少と増加の両

面から詳しく解析した。以上の成果を当該分野の国際シンポで発表し、論文として投稿した。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

てどのよ

うに役立

つのか 

宇宙放射線は、その大部分は地球の磁気赤道面に分布しており、有人活動が主に行われる場所、

即ち、国際宇宙ステーションが飛行している高度数百 km の低高度に侵入する放射線は通常は少な

い。本研究では、磁気嵐が発生した際に磁気赤道面付近に存在していた放射線が、地球大気に実際

に降下する現場を観測することによって、有人活動が主に行われる場所に、いつ、どのくらいの放

射線が存在するのかを把握する研究と位置づけられる。 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 1 ）編  

Obara.T., and H.matsumoto, Large increase of highly energetic electrons in the outer radiation belt 

and its transportation to the inner radiation belt inferred from JAXA satellite observations, 

submitted to Earth, Planets and Space 

 

◇学会発表  

○通常講演  （  6 ）件 

Shiokawa, K., Y. Yokoyama, A. Ieda, Y. Miyoshi, R. Nomura, S. Lee, M. Ozaki, K. Ishizaka, N. 

Sinagawa, S. Yagitani, R. Kataoka, F. Tsuchiya, I. Schofield, M. Connors, Ground-based VLF wave 

observations at subauroral latitudes - VLF-CHAIN Campaign, JPGU 2013 meeting, Makuhari, May, 2013. 

Chiba, T., T. Obara, F. Tsuchiya, M. Yagi, and S. Kurita, Loss of radiation belt electrons observed 

by POES satellite, International CAWSES-II Symp., Nagoya, Nov., 2013 

Obara, T, T. Chiba and M.Yagi, Large increase and decrease of outer belt electrons during last solar 

cycle, International CAWSES-II Symp., Nagoya, Nov., 2013 

Tsuchiya, F. , T. Obara, A. Morioka, H. Misawa, M. Yagi, Y. Miyoshi, K. Shiokawa, Y. Ogawa, and M. 

Connors, High-energy electron precipitation into the atmosphere during magnetic storm and substorm: 

VLF/LF transmitter observation, International CAWSES-II Symp., Nagoya, Nov., 2013 

Yagi, M., T. Obara, M. Kagitani, M. Yoneda, A. Kumamoto, H. Misawa, F. Tsuchiya, K. Iwai, N. Terada, 

T. Ono, H. Ohya, Database of optical and radio wave observation network of the Tohoku University, 

International CAWSES-II Symp., Nagoya, Nov., 2013 

塩川和夫、藤井良一、橋本久美子、細川敬祐、石井守、門倉昭、河野英昭、菊池崇、北村健太郎、三好由純、長

妻努、西谷望、尾花由紀、小川泰信、大矢浩代、岡田雅樹、大塚雄一、尾崎光紀、佐藤夏雄、篠原学、田所裕

康、田口真、田中良昌、谷森達、土屋史紀、山岸久雄、吉川顕正、行松彰、湯元清文, ERG計画における連携

地上ネットワーク観測, 第 14回宇宙科学シンポジウム, 相模原, 2014年 1月 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ）  

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

理学研究科・地球物理学専攻 修士１年 千葉貴司 

 

〈学生による成果発表〉 

Chiba, T., T. Obara, F. Tsuchiya, M. Yagi, and S. Kurita, Loss of radiation belt electrons observed 

by POES satellite, International CAWSES-II Symp., Nagoya, Nov., 2013 

 

◇ポストドクターの活用（ 有 ） 

〈活用形態〉 

観測データのデータベース化とその公開について支援して貰った 
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◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

データ公開において、大きな進展が得られ、プロジェクトのアピールが出来た 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

理学研究科付属 惑星プラズマ・大気研究センターが進める研究と協同。 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

名古屋大学太陽地球環境研究所の所管するカナダ・アサバスカ観測所に、当プロジェクトの観測機器設置を許可

して貰った 

JAXA（宇宙航空研究開発機構）の衛星観測データの利用を許可して貰った 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

名大、JAXAの研究者に、論文発表時に共著で参加して貰った 
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平成 25 年度東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：広帯域太陽電波常時観測による太陽活動危険状態の研究 

研究代表者  三澤 浩昭 

所属部門・分野  災害理学研究部門・宙空災害研究分野 

職名  准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 

 
参画者数
が多い場
合は別紙
(A4用紙一
枚以内)に
研究組織
を添付し
てもかま
いませ
ん。 

 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 三澤 浩昭※ 

 

 

 小原 隆博 

 

 

 土屋 史紀 

 

宙空災害研究分野・ 

准教授 

 

宙空災害研究分野・ 

教授 

 

宙空災害研究分野・ 

助教 

太陽・惑星圏物

理学 

 

宇宙環境物理

学 

 

太陽・惑星圏物

理学 

総括・装置設計/開発・デー 

タ解析 

 

データ検討・考察 

 

 

装置開発・データベース検討

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 

 増田 智 

 

 

 岩井 一正 

 

名古屋大学・太陽地球

環境研究所・准教授 

 

国立天文台・野辺山太

陽電波観測所・研究員

 

太陽フレア物

理学 

 

太陽電波物理

学 

 

データ検討・考察 

 

 

装置設計・データ解析 

 合計  ５  名  

研究経費  総額 １，２７４ 千円 
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研究目的 何をどこまで明らかにしようとするのか 

フレアやコロナ質量放出(CME)といった太陽の爆発的な変動現象に伴い、MeV クラスの高エネ

ルギー粒子が発生する場合があり、SEP(Solar Energetic Particle)現象と呼ばれている。SEP 現象

が最大規模で発生した場合、宇宙ステーション高度で 1Sv に達する放射線被曝が見積られてお

り、SEP 現象の発生や規模の早期予測は宇宙災害研究において重要課題の一つである。SEP 現象

は太陽電波の発生を伴う場合があり、より広帯域で発生する太陽電波ほど SEP 現象の出現との

相関が高いことが示唆されている。本研究は、広帯域太陽電波スペクトル地上観測装置の開発に

基づき、電波観測による太陽活動危険度監視可能性の査定を行うことを目的に行われた。 

研究の特色・意義 

フレアや CME の研究は、科学衛星からの紫外線や X 線の撮像や地上ではマイクロ波帯の大型

電波干渉計を用いた電波撮像に基づき行われることが多い。CME 起源の SEP は CME に起因す

る衝撃波の発生に伴い生成すると解釈されているが、衝撃波の発生有無を撮像観測だけで捉え

ることは一般に困難である。一方、衝撃波発生時に生成される SEP(電子)は太陽電波発生に関わ

ると考えられることから、SEP 発生有無の同定には太陽電波の観測が有効である。太陽電波は光

速で伝搬し、SEP の大部を担う高エネルギー陽子より数倍速く地球に到達するため(50MeV 陽子

の約 3 倍)、太陽電波の出現に基づく SEP 出現監視が可能であれば、速報性に優れる利点を持

つ。また、本研究で行おうとする電波スペクトル観測法は、装置・方法が比較的簡易な上、地上

観測であるためデータ入手が容易で速報性にも優れる利点を持つ。本研究はこれらの利点を活

かした SEP 早期予測への適用可能性を実証しようとするところに特徴を持つ。特に可能性が確

認された場合は、“地震災害における緊急地震警報の宇宙災害版”としての活用の意義を持つ。

当該年度

の研究成

果の内容 

① 東北大学飯舘観測所の既存の大型太陽電波観測装置で得られた 150～500MHz 帯データおよ

び科学衛星 WIND の電波観測装置で得られた 14MHz 迄のデータと、科学衛星 GOES で得ら

れた太陽高エネルギー粒子データの比較を行い、SEP 現象発生と非発生時の太陽電波スペク

トルの特徴を探った。この結果、より低周波数まで強度の大きい太陽電波が出現する際に S

EP 現象が出現する可能性が示され、太陽電波の最低出現周波数把握の重要性が示唆された。

② ①の 2 つの電波観測装置の観測周波数空白域である 15～150MHz 帯の太陽電波が観測可能

な装置の開発を実施した。150～500MHz 帯の既存装置同様の高感度装置としてゆくために、

将来的には多数のアンテナを結合するアレイ式とするデザインとした。アンテナは東北大学

蔵王観測所に設置することとし、その初号機の製作を行った。現地は 2013 年 12 月より予想

を超えた降雪のため年度末まで現地作業が出来ず、完成は年度開けとなったが、本装置と既

存装置との組合せによる電波観測から SEP 現象の早期予測を実現する足掛かりが出来た。

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

「研究目的」に述したように、SEP 現象は、今後更にその機会が増すと考えられる人類の宇宙

活動の脅威となるため、SEP の発生・規模の到来前の早期予測は重要である。本研究は地上電

波観測に基づく SEP の早期予測可能性を探る目的で実施され、早期予測に肯定的な結果が得ら

れ（成果①）、広帯域観測による実証は越年度となったが前進させることが出来た（成果②）。

観測実証に向け本研究は現在も進行中であり、研究完遂時には SEP の緊急警報発信等により宇

宙災害減災への寄与が期待される。 

URL 等 ・公開している太陽電波(150～500MHz)データベース 

 http://pparc.gp.tohoku.ac.jp/data/iprt/index.html 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ １ ）編  

 ・Iwai, K., S. Masuda, Y. Miyoshi, F. Tsuchiya, A. Morioka, and H. Misawa / Peak flux distribution of solar  radio 

Type-I bursts from highly resolved spectral observations / Astrophys. J. / 768: L2 /  doi:10.1088/2041-8205/768/1/L2 / 

2013 / 査読有 

 

◇学会発表（発表者／学会名・場所／講演日時／招待・基調・通常講演の別） 

○通常講演（発表者／学会名・場所／講演日時） 

合計 （ １４ ）件  

① 岩井一正, 増田 智, 三好由純, 土屋史紀, 森岡 昭, 三澤浩昭 / 日本地球惑星科学連合 2013 年大会・

 幕張メッセ/ 2013 年 5 月 23 日 

② 佐藤伸太郎, 三澤浩昭, 土屋史紀, 岩井一正, 増田 智, 三好由純, 小原隆博 / 日本地球惑星科学連合

 2013 年大会・幕張メッセ/ 2013 年 5 月 23 日 

③ 西村由紀夫, 小野高幸, 加藤雄人, 熊本篤志, 三澤浩昭, 土屋史紀, 岩井一正 /    日本

地球惑星科学連合 2013 年大会・幕張メッセ/ 2013 年 5 月 23 日 

④ 三澤浩昭, 小原隆博, 岩井一正, 土屋史紀 / 日本天文学会 2013 年秋季年会・東北大学 

 / 2013 年 9 月 11 日 

⑤ 岩井一正, 増田 智, 三好由純, 三澤浩昭, 土屋史紀, 森岡 昭 / 日本天文学会 2013 年秋季年会・ 

 東北大学川内キャンパス / 2013 年 9 月 12 日 

⑥ 加藤雄人, 岩井一正, 西村由紀夫, 小野高幸, 熊本篤志, 三澤浩昭, 土屋史紀 /  

 日本天文学会 2013 年秋季年会・東北大学川内キャンパス / 2013 年 9 月 12 日 

⑦ 佐藤伸太郎, 小原隆博, 三澤浩昭, 土屋史紀, 岩井一正, 増田 智, 三好 由純 /  

 日本天文学会 2013 年秋季年会・東北大学川内キャンパス / 2013 年 9 月 12 日 

⑧ Sato, S., H. Misawa, F. Tsuchiya, T. Obara, K. Iwai, S. Masuda, and Y. Miyoshi /  

 地球電磁気・地球惑星圏学会第 134 回講演会・高知大学 / 2013 年 11 月 3 日 

⑨ Kaneda, K, H. Misawa, F. Tsuchiya, T. Obara and K. Iwai /  

 地球電磁気・地球惑星圏学会第 134 回講演会・高知大学 / 2013 年 11 月 4 日 

⑩ Sato, S., H. Misawa, F. Tsuchiya, T. Obara, K. Iwai, S. Masuda, and Y. Miyoshi /  

 International CAWSES-II Symposium・名古屋大学 / 2013 年 11 月 21 日 

⑪ 三澤浩昭, 小原隆博, 岩井一正, 土屋史紀 / 日本天文学会 2014 年春季年会・国際基督教大学 /  

 2014 年 3 月 22 日 

⑫ 佐藤伸太郎, 三澤浩昭, 土屋史紀, 小原隆博, 岩井一正, 増田智, 三好由純 /  

 日本天文学会 2014 年春季年会・国際基督教大学 / 2014 年 3 月 22 日 

⑬ 金田和鷹, 三澤浩昭, 土屋史紀, 小原隆博, 岩井一正 / 日本天文学会 2014 年春季年会・ 

 国際基督教大学 / 2014 年 3 月 22 日 

基調講演・招待講演 

（発表者／学会名・場所／講演日時） 

⑭ 三澤浩昭, 土屋史紀, 小原隆博, 岩井一正, 佐藤伸太郎, 金田和鷹, 柏木啓良 /  

 太陽研連シンポジウム・京都大学 / 2014 年 2 月 17 日 

 

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ １ ）件  うち 

① 岩井一正／AMATERAS が切り拓く新しい太陽の電波天文学／天文月報／査読無／Vol.106 No.11／

 2013 年 
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◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（ １ ）件  

国内学術講演会（ １ ）件 参加者（ ９０ ）名 

 ・Symposium on Planetary Science 2014／2014 年 2 月 19～21 日／東北大学青葉記念会館／90 名 

 ※プログラム添付 (但し、本研究との直接的関係はない研究会である。) 

 

◇市民向けの講演・セミナーなどの開催  

 ・アウトリーチ活動： 

① 学都「仙台・宮城」サイエンス・デイ／2013 年 7 月 20 日／展示物説明者として参加／ 

 東北大学川内キャンパス／7200 人 

② 地球電磁気・地球惑星圏学会アウトリーチ「身近なワンダーランド 宇宙と地球のふしぎが 

 いっぱい～宇宙・地球はかせが大集合！～」／2013 年 11 月 2 日／展示物説明者として参加／ 

 イオンモール高知／500 人／ 

２ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流の有無（ 有 ） 

〈国名・研究機関名〉中国・山東大学 

  

◇国外の研究者の参加 （ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉東北大学大学院理学研究科 

 

〈学生による成果発表〉学会発表の②、③、⑦、⑧、⑨、⑩、⑫、⑬ 

 

◇ポストドクターの活用（ 有 ） 

〈活用形態〉共同研究 

 

◇教育上の効果についてアピールしてください。 

   太陽電波の発生には太陽高エネルギー電子の加速過程が関与していると考えられている。観測

 に基づく太陽電波と太陽高エネルギー粒子の関係を精査する本課題研究の推進は、ピュア・サ

 イエンスとして太陽電波発生過程を研究する理学研究科の学生にとっても、発生過程解明につ

 ながる観測情報が得られる機会となるため、研究に参加する意義のあるものである。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

〈連携部局名〉東北大学大学院理学研究科地球物理学専攻 

 

５ 国内研究機関との連携 

◇国内の研究機関との連携・協力の有無（ 有 ） 

〈連携組織名〉名古屋大学太陽地球環境研究所、国立天文台野辺山太陽電波観測所 

〈連携の形態〉共同研究 
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◇国内の研究機関の研究への参加（ 有 ） 

〈参加研究者の所属〉名古屋大学太陽地球環境研究所、国立天文台野辺山太陽電波観測所 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：世界の沈み込み帯における長期地殻変動の地域間比較と 

国際共同研究プロジェクトの立ち上げ準備 

研究代表者 遠田晋次 

所属部門・分野 災害理学研究部門・国際巨大災害研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

遠田 晋次 ＊ 

 

 

 

 

丹羽 雄一 

災害理学研究部門・  

国際巨大災害研究分野 

教授 

 

 

災害理学研究部門・  

国際巨大災害研究分野 

助教 

地震地質学 

 

 

 

 

地形学・   

第四紀学 

調査計画・立案 

現地調査 

地形・地質学的検討 

 

 

調査計画・立案 

現地調査 

地形・地質学的検討 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

  合計  2   名  

研究経費  総額 1,350 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

本研究は、世界の M9 クラスの巨大地震発生域を対象に 10 万年スケールの地殻変動指標である

海成段丘の形成年代や分布の特徴を地域間比較し、プレートの沈み込みによって生じる地殻変動の

地域ごとの共通点、相違点の解明を目的とした。また国外研究者との交流をはかり、今後の国際共

同研究につながる基礎および準備のきっかけを作る。 

◇研究の特色・意義 

本研究課題は、世界各地で生じる巨大災害発生メカニズムの解明を視野に入れた重要な研究課題

である。本研究では海外の沈み込み沿岸域での地形・地質調査に加え、現地の研究者との交流を図

り情報収集も行う。文献調査や現地調査で得られる地形・地質学的知見は巨大地震発生メカニズム

解明への基礎的な知見となる。さらに、海外の研究者との情報取集・意見交換は、将来的な国際的

共同研究プロジェクトの立ち上げにつながると期待できる。 

当該年度

の研究成

果の内容 

 過去に M9 クラスの超巨大地震が発生した沈み込み帯沿岸域（北米西岸・南米西岸・スマトラ・

アラスカ）を対象に既存文献の整理を行い、海成段丘から長期地殻変動を論じた研究の動向を整理

した。米国地質調査所の研究者からも情報を収集した。その後、北米西岸における現地調査を行

い、海成段丘の分布・構成層の特徴と沈み込み帯との関係を検討した。その結果、以下のことが明

らかとなった。 

1) 各沈み込み帯において海成段丘の高度と年代から長期地殻変動を議論した研究が行われてい

る。特に最新の年代測定手法が適用しやすい南米西岸において 2000 年代の研究事例が多い。

ただし、定常時海面変動や M7-8 地震時変動などの位置づけを検討した研究例は少ない。 

2) 北米西岸における現地調査によって、長期的な隆起を示す海成段丘の分布を確認した。約 8 万

年前の海成段丘面が標高約 30 m に存在する。隆起速度が東北日本太平洋側よりも大きいこと

を確認した。なお、日本のように離水（陸化）時の年代を推定できる火山灰などの風成被覆層

が全く確認できず、堆積物自体の放射性年代測定法の精度と信頼性が重要だとわかった。  

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

世界各地の沈み込み帯での地殻変動に関する研究データの収集と整理は、超巨大地震の根本的な

メカニズム解明につながる。次の南海トラフ巨大地震への備えを含め、我が国の災害軽減や防災計

画を考えるうえでもきわめて重要である。特に、本研究で得られた海成段丘の研究動向・地形・地

質の特徴の国際的比較は、地震発生メカニズム解明に向けた国際的共同研究プロジェクトを将来立

ち上げる上で基礎的な情報となる。また、現地の研究者との情報交換は、巨大災害時の緊急調査の

相互協力を円滑に進めるうえで重要である。 

 

 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（  １）編  

Stein, R. S., and S. Toda, Megacity Megaquakes - Two Near Misses, Science, 341, 2013年，850-852, 2013, 

査読有り 

 

◇学会発表  

合計（  ２）件 

○通常講演  （  １）件 

Stein, R. S., and S. Toda (session S43B) Megacity megaquakes: Two near-misses, and the clues they leaves for earthquake 

interaction, American Geophysical Union (AGU) fall meeting, 2013 年 12 月 12 日，口頭発表，Moscone Center, San 

Francisco 

 

○ポスターセッション （  １）件 

丹羽雄一・遠田晋次・須貝俊彦・山市 剛．オールコア試料の解析に基づく陸前高田平野完新統の堆積過程( 予

察)． (日本語) 日本地理学会春季学術大会，2014 年 3 月 27 日・28 日，東京・国士舘大学． 

  

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ １）件 

遠田晋次，予測に基づく地震防災・減災は可能かー阪神・淡路大震災から 19 年，東日本大震災から３年ー，学士

会会報，No. 905（2014-II），44-48，2014年 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  ４）件 参加者合計（６００）名 

遠田晋次，地震と津波から故郷を守るために，第24回防衛問題セミナー，防衛省九州防衛局，2013年11月９日，

宮崎市，宮崎市民プラザ・オルブライトホール 

遠田晋次，連鎖する大地震：東北地方太平洋沖地震後の地震活動を予測する，サマーセミナーin学士会館，８月

25日，東京都，学士会館． 

遠田晋次，連鎖する地震活動：3.11後の地震活動を考える，震災対策技術展 宮城，８月９日，仙台市アエル 

遠田晋次，地震を予測する〜余震から探る次の大地震〜，東北大学サイエンスカフェ，リベラルアーツサロン，

2014年２月21日，仙台市，メディアテイク 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

アメリカ合衆国，米国地質調査所（USGS），2013 年 10 月 19 日，北米カスケード地域の海成段丘と地震発生に

関する情報収集，研究打ち合わせ．  

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 
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４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：巨大災害発生時における被災地医療支援のあり方に関する研究（継続） 

研究代表者 佐々木 宏之 

所属部門・分野 災害医学研究部門・災害医療国際協力学分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 

 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※佐々木 宏之 

 

江川 新一 

災害医療国際協力学分野 

助教 

同 教授 

 実地調査・研究の総括 

 

各医局、行政機関との折衝、NPO

法人艮陵協議会を通じたアンケ

ートの実施 

氏名（所外） 所属・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 合計    2 名  

研究経費  総額   1350  千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

本期間内に、主に宮城県内の沿岸被災地域自治体役場や医療機関を訪問し、急性期・亜急性期・中長

期にわけた医療ニーズがどのようにあったのか、またそれに対してどのような医療支援が供給され

たかの測定を行い、震災後の医療支援の問題点を探る。また、現状においての地域間格差を探り、地

域間格差の生じた理由、解決への方策を明らかにする。東北メディカル・メガバンク機構と共同し

て大学病院の各医局へのアンケートを行い、疾患ごとの医療ニーズの各期における特性を明らかに

する。東北大学病院・中核病院からの被災地への医師派遣実態をあきらかにする。被災地で収集し

た医療情報収集を基に、アセスメントのあり方を明らかにする。 

◇研究の特色・意義 

大規模災害における医療ニーズは多種多様で時々刻々と変化する。亜急性期の肺炎、消化器症状、

感覚器障害、うつ・精神疾患増悪、常用薬喪失などは各専門医の対応が必要な病態であった。さら

に中・長期的には医療資源そのものの喪失による地域の医療供給体制そのものに大きな焦点が当て

られなくてはならない。医療機関までの距離・交通手段、到達時間、受診の妨げになった要因、津

波により消失した過去の医療情報、常用薬情報、介護手段、医療機器などあらゆる方面からの指標

を評価すると同時に、災害時にアセスメントすべき評価項目をしぼりこみ、いつ、どのように評価

するかをあきらかにすることができれば、マニュアルあるいは教科書として後世に伝えることが可

能になる。今後、国内外で発生する大規模災害に直面した際、迅速且つ効率的な被災地医療支援を

行うために、今震災の経験から医療的知見を抽出し、災害医療マニュアルとして発行する意義は大

きい。また、被災地の医療支援の問題点を被災地医療支援の政策等に還元し被災地復興に貢献す

る。 

当該年度

の研究成

果の内容 

平成 25年 5月~7月にかけて東北６県及び茨城、千葉両県の892病院に、病院受援計画についての

アンケート調査を行い223病院から回答を得た（回収率25.0%）。病院受援計画策定済みの病院は

5.4%にとどまった（災害拠点病院14.3%、非災害拠点病院3.3%）。病院被災状況としては岩手、宮

城、福島３県で被害が大きく、約半数の病院で外部からの人的支援を必要としていた。人的外部支

援元としてはDMAT、近隣大学病院、関連病院が多かった。被災地が希望する人的・物的支援では

沿岸部での支援ニーズが多数、長期に渡っており、人的支援では医師以外でも看護師、薬剤師、事

務職支援のニーズが発災後１週間で約4割の病院に発生していた。物的支援では食料、水、燃料支

援ニーズが発災後１ヶ月経過しても約半数の病院で発生していた。受援計画として予め決定してお

くべき項目として、１．院内備蓄は職員分も含め１週間分必要、２．燃料の十分な備蓄もしくは確

実な入手経路を確保しておく、３．衛星携帯電話を導入しておく、４．支援チーム受入担当者を決

め、依頼する業務を纏めておく、５．災害時事業継続計画を部門毎に立てておく、６．ライフライ

ンの長期途絶に対応できる災害訓練を重ねておく、等の意見があげられた。（第19回日本集団災害

医学会総会・学術集会優秀演題セッションに採択） 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

被災地医療支援がスムース且つ効率的に行われるためには医療機関、行政単位での受援計画策定は

必須であるが、医療機関での受援計画策定状況を調査した研究は皆無だった。当研究室が平成２５

年度に施行したアンケート調査結果では、受援計画の策定や災害対策マニュアルの見直しが必要で

あると考える医療機関は多かったものの、受援に関するガイドライン等は存在せず、具体的項目に

ついては何を検討・策定すればよいのか見当がつかない、という回答結果が得られた。当研究室で

は、調査結果を集計し「受援計画を含む災害対応チェックリスト（試案）」を作成しホームページ

上で公開した。これは、実際の経験に基づく被災地医療機関からの提言であり、具体的示唆に富む

ことから西日本各医療機関の災害対策を検討する上で非常に有意義である。各医療機関の受援力が

向上することで、今後起こりうる大規模災害発災に際し、被災地医療機関の診療体制が早期に回復

し、ひいては被災地域全体の早期復旧の足がかりとなり得ると考えられる。 

URL 災害医療国際協力学分野HP: http: www.irides-icdm.med.tohoku.ac.jp 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 3 ）編  

1) Egawa S, Kodama M, Sasaki H. Installation of medical and public health coordinator in Japan. 

Proceedings of 9th APRU Research Symposium on Multi-hazards around the Pacific Rim, 2013. （査読

あり） 
2) Murphy RR, Srinivasan V, Henkel Z, Suarez J, Minson M, Straus JC, Hempstead S, Valdez T, Egawa S. 

Interacting with trapped victims using robots. IEEE International Conference on Technologies for 
Homeland Security (HST) 13 (14), 32-37; 2013 doi: 10.1109．THS.2013.6698972.（査読あり） 

3) 江川新一.外科医は何でも出来る 災害に強い医療供給体制をめざして．東北医学雑誌．125 巻．2013.12．
239-243．（査読あり） 

 

◇学会発表  

合計（  3  ）件 

○通常講演  （  3  ）件 

1) 佐々木宏之．次の災害に備えて病院「受援力」を向上させるために—被災地医療機関の「受援計画」に関

するアンケート調査から見えてきたこと—．第19回日本集団災害医学会学術集会．2014.2.25-26．東京

都・東京国際フォーラム 

2) 江川新一．災害保健医療コーディネーター全都道府県調査．第19回日本集団災害医学会学術集会．

2014.2.25-26．東京都・東京国際フォーラム 

3) 江川新一．大規模災害にどう対応するか 災害医療（保健・福祉を含む）コーディネーター設置の現状

と課題．第75回日本臨床外科学会総会．2013.11.21-23．名古屋市・名古屋国際会議場 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

東北大学大学院医学系研究科消化器外科・生体調節外科学分野（海野倫明教授） 

東北大学病院総合地域医療教育支援部（石井正教授） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

東北大学大学院医学系研究科救急医学分野 山内聡 助教 （研究補助） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

独立行政法人国立病院機構災害医療センター 臨床研究部 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：潜在性結核患者と結核患者のGalectin-9発現様式の相違の検討  

研究代表者 芦野有悟 

所属部門・分野 災害医学部門・災害感染症 

職名 准教授（兼任 医学系研究科：感染病態学分野） 

 

研 究 組 織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割

分担 

芦野有悟 

 

慶長直人 

 

 

白鳥ベアタ 

災害感染症学分野•准教

授 

災害感染症・客員教授 

（国際医療研究センタ

ー） 

同上•産学連携研究員 

感染症 

 

呼吸器感染症 

 

 

感染免疫 

研究の統括

 

ベトナムで

のLTBI解析

 

 

ＬＴＢＩの

解析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割

分担 

石井 直人 

 

奥村昌夫 

野内英樹  

 

吉山崇 

 

仁木敏郎 

Jingee Zhao 

 

Bindongo Price Polycarpe 

Dembele 

東北大学免疫学分野・教

授 

複十字病院・専門職 

複十字病院・臨床検査科・

科長 

複十字病院・呼吸器セン

ター長 

香川大学・助教 

東北大学・感染病態学分

野・大学院生 

災害感染症学分野・大学

院生 

免疫学 

 

呼吸器感染症 

結核 

 

呼吸器感染症 

 

免疫学 

結核 

 

結核 

 

免疫学的解

析 

 

LTBI/結核患

者の解析 

LTBI の解析

 

結核患者の

解析 

 

Galectin-9

の測定 

データ解析

 

ＬＴＢＩの

解析 

 合計    10 名   

研 究 経 費  総額  1500   千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

Galectin 9(Gal-9)は香川大学の平島により発見同定された蛋白で、アレルギー、感染

の免疫制御活性を持つことが提唱されてきた。研究者らは急性ウイルス感染症にて血

漿中のGal-9が著増することを明らかにしてきた。またGal-9は近年マクロファージ

の結核菌の増殖抑制作用・及びＴ細胞の結核免疫応答の増強作用が知られた。ここで

は潜在性結核、活動性結核における 

Gal-9 の発現を調べ、Gal-9 が潜在性結核からの結核発症を抑制できる可能性を検討

した 

◇研究の特色・意義 

高齢者の半数近くが結核菌に感染していて、体内に結核菌が存在し、潜在性結核感染

症と思われる。本研究では、この潜在性の感染者を特定すると同時に、その免疫応答

を検索し、発症しやすい傾向を持つ感染者を特定する試みを行うことで、災害時に効

果的かつ迅速に被災者医療に役立つものである。 

当該年度の研究成果の内容 健康人(HC；海外 13人邦人 21)、潜在性結核患者(LTBI；海外 11人邦人４)、結核患

者(TB；海外 16人邦人 29)にて Gal-9を測定した。各群Gal-9は、163pg/ml(range0-

475)、127pg/mg(range0-737)、205 pg/mg(0-612)であった。これらの海外の群間有

意差は見られなかった。国内の 

各群のでは、TB群が有意に高値であった。gal-9と血球分画、各種抗体（抗結核抗

体TBGL、インターヘロンγ抗体、ヘリコバクター抗体、免疫グロブリン）OPN（オス

テオポンチン）、抗原を用いないインターヘロンγ反応、Tenascin-C（TN-C）との関

係をみたが、LTBI群はすべとの関係はなく、各種サイトカイン・ケモカインとOP

N、Gal-9 TN-Cとの関係では Gal-9は TNF-α、上皮成長因子EGF、Interferon Gamm

a Inducible Protein IP-10 、Monocyte Chemotactic Protein-1 MCP-1と有意な関

係があり、これらのサイトカイン、ケモカインを反映しているとこが、示唆され

た。TB群は、IL-6、IFNα2、GM-CSF、G-CSF, IP-10との相関が得られた。おなじ

結核感染に置いてもgal-9を反映する因子に違いが見られた。 

研究成果の「実践的防災

学」としての位置づけ（ど

のように役立つのか） 

災害が起きた場合、交通の寸断、物品の流出により、医薬品不足が重大な問題大を

起こす。このため、あらかじめ、被災者の免疫状態を把握し、医療上の選別を行う

事は、重要である。 

今回、Gal-9は海外では、直接的に結核の指標とはならない可能性があるが、国内

では有用なマーカーである。またLTBIの gal-9を測定することにより、LTBIらが

持つ潜在する免疫機能を推定し得た。LTBI の gal-9を反映する因子はTNFα、IP-1

0、MCP-1 と単球、マクロファージを活性化、遊走、アポト-ジスに陥れるサイトカ

イン、ケモカインであった。これらに関係が認められたことは、gal-9 が持つ Th1

系のアポト-ジスを誘導し、免疫抑制作用は、感染後も症状なく収束する潜在性結核

の機序を推察できるものである。LTBIは結核に対するケモカイン、サイトカインの

過剰な反応がgal-9 に修飾され、微妙なバランスの上で成立している病態といえ

る。活動性結核が反映するIL-6、GM-CSF、G-CSF、IP-10 等と異なることは、病勢の

違いにより主として動く炎症マーカーが違うと推察される。潜在性結核のgal-9を

測定し、その増加や減少を知ることは、結核の発症の危険を予見でき、患者状態把

握をより的確に予防内服薬を確実に投与出来き、被災地での蔓延防止につながるも

のである。 
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１研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 2  ）編  
1.Usuzawa M, Elizabeth O. T, Kawano R, Dizon CS, Alisjahabana B, Ashino Y, Egawa S,Fukumoto M,Izumi T, Ono Y and 
Hattori T,Awareness of Disaster Reduction Frameworks and Risk Perception of Natural Disaster: A Questionnaire Survey 
among Philippine and Indonesian Health Care Personnel and Public Health Students Tohoku JEM in press 査読有 
2.Shiratori B, Usami O, Hattori T, Ashino Y, A man from South Asia presenting with abdominal pain,BMJ Case Rep, 2014 
Feb 19;2014. pii: bcr2013201716. doi: 10.1136/bcr-2013-201716 査読有り 
 
◇学会発表  

合計（  3  ）件 

○通常講演  （  3  ）件 

1.芦野有悟,中道 崇,柳澤 紀子, 宮崎真理子,山本多恵, 服部俊夫,賀来満男HIV感染加療中、1型糖尿病腎症が

悪化し、血液透析を導入した1例(日本語),第 27回日本エイズ学会 (2013.11) 熊本・熊本市民会館 

2.芦野有悟,齊藤 弘樹,宇佐美修,服部俊夫,賀来満夫,急性頸部リンパ節炎症例に対する MINOMYCI の投与の 4 例

(日本語),第 87回感染症学会 (2013.05) 横浜・パシフィック横浜 

3.Ashino Y, Shiratori B, Hattori T, Effect of GALECTIN-9 on IFN-γ Production by Antigen Stimulated 

Lymphocytes from Pleural Fluid in a TB Patient from BANGLADESH, US-JAPAN COOPERATIVE MEDICAL SCIENCE 

PROGRAM TUBERCULOSIS AND LEPROSY PANEL MEETING IN JAPAN, 8/17-8/18 2013 Hokaido・北海道大学 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 有 ） 

1.フィリピン／サンラザロ病院／2003年～／熱帯感染症の研究打ち合わせ／学術交流協定あり 

2.インドネシア／パジャジャラン大学／2012年～／講演 “Human securityの中の災害医学”/学術協定あり 

3.米国／ハワイ／ハワイ大学／2012年～／講演 研究打ち合わせ/共同研究 

 

◇学術交流協定の活用 （ 有 ） 

サンラザロ病院(フィリピン)/部局間（医学系研究科)/2013年 6月、10月/講演・調査 

パジャジャラン大学(インドネシア)/2013年 11月/部局間(医学系研究科)/2013年 11月/講演・調査 

パジャジャラン大学(インドネシア)/2013年度/部局間(医学系研究科)/2013年 11月/学生受入(修士8名うち5名

修了) 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

・修士学生（Human security所属６人 医学系研究会 修士学生 ３人 

・博士課程学生 一人 

 

〈学生による成果発表〉 

・Human security 発表会／2013/9/6／3件 ３０人 

・修士学生終了発表会／２０１３／８／３０ １０人 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 
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◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：災害関連発熱疾患の早期発見のためのバイオ・マーカー研究 

研究代表者 浩日勒 

所属部門・分野 災害医学・災害感染症 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担  

浩日勒※  

白鳥ベアタ 

岩崎紘子 

災害感染症・助教 

同上•産学連携研究員 

同上・技術補佐員 

感染症 

感染症 

生化学 

研究の統括 

炎症マーカーの測定 

二次元電気泳動 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

Elizabeth Telan 

 

 

Bachti Alisjahbana  

 

 

清元秀泰 

 

木村正人 

 

仁木敏郎 

久保亨 

小泉信夫 

Firmanto Hanan 

Delsi Taurustiati 

Divya D.N. 

 

ＳＡＣＣＬ所長 

 

 

パジャジャラン大学感染

症科科長 

 

東北メヂカルメガバンク

東北大学病院・小児科 

 

香川大学免疫病理 

長崎赤十字血液センター

国立感染症センター 

感染病態学大学院生 

感染病態学大学院生 

災害感染症大学院生 

感染症学 

 

 

感染症学 

 

 

腎臓学 

 

小児循環器学 

 

免疫学 

ウイルス学 

細菌学 

感染症 

感染症 

感染症 

フィリピンにおけるデング熱・

レプトスピローシス患者の解析

インドネシアにおけるデング

熱・レプトスピローシス患者の

解析 

レプトスピローシス患者の腎機

能の評価 

川崎病患者の血漿の収集と臨床

症状の評価 

Galctin-9 の測定 

デングウイルス測定 

レプトスピラの特定 

レプトスピローシス LAMP 臨床

解析 

デング感染実験 

 合計 13名  

研究経費  総額 1,350千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

災害に伴う感染症を定義づけするのは困難であるが、洪水の際のレプトスピローシス（環境水に存

在するスピロヘーターを原因とする）やデング熱（蚊の媒介）は中規模災害後にも多発する疾患で

あり、その対応は重要である。特に前者は非特異的な症状が多く、早期診断が困難であるために初

期対応の遅延は予後に直結する致死的イベントへと繋がる。そのため、尿検査や血液検査による腎

機能検査の特徴を把握し、更に新たなバイオ・マーカーの発見が大きな課題である。一方、デング

ウイルスに関しては既にGalectin-9, Osteopontin などのマトリセルラー蛋白の上昇が認められて

いる。これらの意義をさらに経時的に採取したサンプルで明らかにする。本研究では災害関連発熱

疾患の各種検体を用いて、Galectin-9, Osteopontin などのタンパク測定に加え、Lumienx での解析

を行い、各疾患の発症成因に迫るものとする。 

 

◇研究の特色・意義 

感染症の共通点は炎症を起因とする疾患であると思われるが、発症メカニズムは様々であることが

予測される。本研究により病態特異的な炎症像や新たなバイオ・マーカーを発見することができれ

ば、災害関連感染症の早期診断とその合併症の同定が容易となる。また、今後将来起こりうる大洪水

や、蚊の媒介する災害感染症など、重篤な合併症が生ずる疾患の早期診断と発症予測が容易となり、

合併症予防への対策を施行できる可能がある。 

 

当該年度

の研究成

果の内容 

1. インドネシアの修士学生の二人はHuman security course にてレプトスピローシスの遺伝子診

断とバイオマーカーの病態解析研究を行い、卒業した。 

2. インドネシア・パジャジャラン大学の研究者を招待し、パジャジャラン大学病院で収集された

発熱疾患患者の DNA を用いたレプトスピローシスに対する LAMP と real-time PCR の実験を行

い、急性期患者の診断を試みた。 

3. 国際レプトスピローシス学会、第６回Asian Congress of Tropical Medicine Parasitology

で口頭発表し、災害感染症の診断及び病態解析に関する研究として高く評価された。 

4. デング熱・デング出血熱患者における急性期の病態を反映するマーカーとしてのGalcetin-9 の

研究を発表した（J Clin Virol, 2013; 58(4): 635–640.）。 

5. これらの研究成果により２０１４年より基盤研究Ａ（海外）熱帯・災害感染症における

マトリセルラー蛋白の臨床的意義に関する研究申請が採択された。 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

本研究により病態特異的な炎症像や新たなバイオ・マーカーを発見することができれば、災害関連

感染症の早期診断とその合併症の同定が容易となる。また、今後将来起こりうる大洪水や、蚊の媒

介する災害感染症など、重篤な合併症が生ずる疾患の早期診断と発症予測が容易となり、合併症予

防への対策を施行できる可能がある。また国内でのデング熱患者の発生の報告もあったので、災害

時のみならず、通常の診療に必要となる技術でもある。実際に、昨年東北大学病院で１例レプトス

ピローシス患者を経験したが当該症例は当分野が抗体を測定し診断できた。 

 

 

URL 等 http://irides.tohoku.ac.jp/media/files/topics/20131008_report.pdf 

http://www.tohoku.ac.jp/japanese/newimg/pressimg/tohokuuniv-press_20131030_01.pdf 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（１）編  

1. Haorile Chagan-Yasutan, Lishomwa C. Ndhlovu, Talitha Lea Lacuestad, Toru Kubo, Prisca Susan A. Leano, Toshiro Niki, 

Shigeru Oguma, Kouichi Morita, Glen. M. Chew, Jason D. Barbour, Elizabeth Freda O. Telan, Mitsuomi Hirashima, 

Toshio Hattori,  Efren M. Dimaano. Galectin-9 Plasma Levels Reflect Adverse Hamatological and Immunological 

Features in Acute Dengue Virus Infection. J Clin Virol, 2013; 58(4): 635–640. （査読あり） 

 

◇学会発表  

合計（１２）件 

○通常講演  （9）件 
1. Shiratori B, Leano S, Zhao J, Chagan-Yasutan H, Niki T, Hirashima M, Telan E, Hattori T, Immunological Status of 

Treatment-Native Sputum Positive Pulmonary TB Patients in Metro MANILA , US-JAPAN COOPERATIVE 
MEDICAL SCIENCE PROGRAM TUBERCULOSIS AND LEPROSY PANEL MEETING, 8/17-8/18 2013 
Hokaido・北海道大学 

2. Shiratori B,Leano S,Chagan-Yasutan H,Niki T, Okada M,Nakajima Chie , Suzuki Y,Telan E,Hattori T, Molecular and 
immunological analysis of sputum positive TB patients in Philippines, 第67 回日本細菌学会東北支部総会, 8/17 
2013 仙台・東北大学 

3. 浩日勒, 服部俊夫, デングウイルス感染症による炎症プロファイルを用いた病態のモニタリング,第67回日本

細菌学会東北支部総会,8/30-8/31 2013 仙台・東北大学 
4. Firmanto, Delsi Taurustiati, Toshio Hattori, Prisca Susan A. Leano, Freda O. Elizabeth Telan, Haorile Chagan-Yasutan, 

ANALYSIS OF BIOMARKERS IN URINE AND PLASMA OF LEPTOSPIROSIS PATIENTS; 8th Scientific Meeting 

of International Leptospirosis Society; Fukuoka, 2013.10.8, 九州大学 
5. Haorile Chagan-Yasutan, Biomarker studies on Disaster-related Infectious Diseases, Symposium“UHM-Tohoku 

University Disaster Risk Reduction Collaboration”. University of Hawaii, USA, 1/30-1/31 2014, Honolulu・ハワイ大

学 
6. Shiratori B,Okumura M,Yanai H, Yoshiyama T,Chagan-Yasutan H,Tanaka M, Matsumoto M, and Hattori T, Attempt to 

distinguish between LTBI and active TB by latency-related antigens and biomarkers, The Third Bizan Immunology 
Symposium at The University of Tokushima (BISUT3), 2/13-2/14 2014 徳島・徳島大学 

7. Hattori T,Chagan-Yasutan H,Leano S,Lacuesta T,Telan E, Elevation of matricellular proteins in dengue virus infection, 
ACTMP2014 6th ASEAN Congress of Tropical Medicine and Parasitology, 3/5-3/7 2014 Kuala Lumpur
（Malaysia）,Intercontinental Kuala Lumpur 

8. Chagan-Yasutan H, Leano S,Telan E,Iwasaki H,Hattori T,ANALYSIS OF BIOMARKERS IN PLASMA AND URINE 

OF LEPTOSPIROSIS PATIENTS, 6th ASEAN Congress of Tropical Medicine and Parasitology,3/6 2014 KUuala 

Lumpur (Malaysia), Intercontinental Kuala Lumpur 
9. ホルロ,中島千絵,小泉信夫,鈴木定彦,服部俊夫,レプトスピラ症患者の血漿および尿中のバイオマーカーの解析, 

第５１回レプトスピラ_ シンポジウム,3/29 2014 東京・国立感染症研究所 
 

○ポスターセッション （3）件 

1. Chagan-Yasutan H, Lacuesta TL,Ndhlovu LC, Kubo T,Leano PSA, Niki T, Ashino Y, Barbour JD, Telan 

EFO,Hirashima TM, Dimaano EM, Hattori T, Profiles of Pro-inflammatory and Anti-inflammatory 

Cytokines,Chemokines in Acute Dengue Virus Infection, NIH Tohoku University-JSPS Symposium,5/8-5/11 2013 

Sendai・東北大学 

2. 2.Shiratori B, Leano S, Zhao J, Chagan-Yasutan H, Niki T,Hirashima M, Telan E, Hattori T, Increased Production of 

Gal-9 in Treatment-Naive Pulmonary TB Patients in Metro Manila, NIH Tohoku University-JSPS Symposium,5/9-

5/11 2013 Sendai・東北大学 

3. Haorile Chagan-Yasutan, Talitha Lea Lacuesta, Lishomwa C. Ndhlovu, Prisca Susan A. Leano, Elizabeth Freda 

O.Telan, Toshiro Niki, Mitsuomi Hirashima, Efren M. Dimaano and Toshio Hattori. Inflammatory Profiles of Dengue 

Virus Infection. 平成２５年度 ・海外学術調査フェスタ, 2013.6.29東京, 東京外国語大学アジア・アフリカ言

語文化研究所 
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◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（1）件 

1. 服部俊夫、浩日勒。オステオポンチンは成人 T 細胞白血病リンパ腫(ATL)の予後因子である。細胞外マトリ

ックス中の異端児 matricellular protein（医学のあゆみ）248 巻 7 号；p.543-547 ;2014 年。 

 

２ 社会活動 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（  4   ）件 

1. Web 媒体：デング熱感染症の新規病態マーカーを発見- 危機シグナル分子としてのガレクチン９の役割を提

唱 /東北大学・医学系研究科広報室/2013.10.29 

2. Web 媒体: デング熱感染症の新規病態マーカーを発見/日経プリスリリース/2013.10.30 

3. Web 媒体: 東北大など、デング熱の新規病態マーカーを発見/Yahoo JAPAN News/2013.10.31 

4. 雑誌：デング熱感染症の新規病態マーカー（指標）を発見/IRIDeS Quarterly Vol.6/2014.3.11 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

1.フィリピン／サンラザロ病院／2003 年～／熱帯感染症の研究打ち合わせ／共同研究・学術交流協定あり 

2.インドネシア／パジャジャラン大学／2012 年～／感染症の早期診断についての共同研究/学術協定あり 

3.米国／ハワイ／ハワイ大学／2012 年～／講演 研究打ち合わせ/共同研究 

 

◇国外の研究者の参加（ 有 ） 

1.フィリピン／サンラザロ病院／2003 年～／熱帯感染症の研究打ち合わせ／共同研究・学術交流協定あり 

2.インドネシア／パジャジャラン大学／2012 年～／感染症の早期診断についての共同研究/学術協定あり 

3.米国／ハワイ／ハワイ大学／2012 年～／講演 研究打ち合わせ/共同研究 

 

◇学術交流協定の活用 （ 有 ） 

サンラザロ病院(フィリピン)/部局間（医学系研究科）/2013 年 6 月、10 月/共同研究 

パジャジャラン大学(インドネシア)/2013 年 11 月/部局間(医学系研究科)/2013 年 11 月/共同研究 

 

◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

San Laaro 病院、ハワイ大学との連携を取りながらフィリピンでの Melioidosis の調査を予定している。 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

Human security 修士学生 ６人  

医学系研究科 修士学生 ３人 

 

〈学生による成果発表〉 

修士学生終了発表会／2013.8.5 / 3 人 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

東北大学医学系研究科 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 
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東北大学医学系研究科 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

1. 香川大学・免疫分野：共同研究 

2. 長崎大学・熱帯医学研究所：共同研究 

3. 北海道大学・人獣共通感染症リサーチセンター：共同研究 

4. 国立感染症研究所・細菌部：共同研究 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

1. 香川大学・免疫分野：共同研究 

2. 長崎大学・熱帯医学研究所：共同研究 

3. 北海道大学・人獣共通感染症リサーチセンター：共同研究 

4. 国立感染症研究所・細菌部：共同研究 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：血液中フリーラジカル定量による低線量被曝スクリーニング法の開発 

研究代表者 稲葉 洋平 

所属部門・分野 災害医学研究部門・災害放射線医学分野 

職名 助手 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※稲葉 洋平 

 

 

千田 浩一 

 

 

 

災害放射線医学分野・

助手 

 

災害放射線医学分野・

教授 

 

放射線医科学 

 

 

放射線医科学 

 

研究統括 

フリーラジカル定量法検討 

 

線量測定方法等の開発 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

盛武 敬 

 

 

平山 暁 

 

 

 

産業医科大学・准教授

 

 

筑波技術大学・教授 

放射線生物学 

 

 

腎臓内科学 

血清総抗酸化能・ラジカル測定

 

CYPMPO による ESR 測定 

 合計    4 名  

研究経費  総額    1350 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 原子力事故など、放射線が関与する事故や災害の発生時には、多くの市民の中から直ちに治療措置

が必要な被曝者の選定が必要である。しかし、大量のスクリーニングが可能なバイオドシメトリー法

は存在しないのが現状である。そこで本研究では、電子スピン共鳴(ESR)を利用し、血液サンプル中

のフリーラジカルやラジカル消去能を総合的に定量することで、簡便に被曝をスクリーニングする

今までにない新手法の開発を試みる。今年度は、放射線照射によるヒト血液および培養細胞のラジカ

ル消去能の変化について基礎的検討を行った。 

◇研究の特色・意義 

 放射線被曝の古典的なバイオドシメトリー法である染色体異常分析検査は解析に多大な労力と時

間を要するため大量の被曝スクリーニング法には適していない。また、生体の防御機構には個体差が

大きいため、被曝による生物学的影響（特に、低線量被曝によるもの）を一様に評価するのは困難で

ある。本研究では放射線被曝により生成するラジカルと生体が持つ抗酸化能(ラジカル消去能)を同時

に測定することで、個体差を考慮した感度の高い被曝線量推定が可能となる。 

当該年度

の研究成

果の内容 

①ラジカル消去能の測定には、新規スピントラッピング剤 CYPMPO を用いた手法で行った。 

 

②CYPMPO を用いて放射線照射によるヒト白血病細胞株 MOLT4 のラジカル消去能の変化を測定し

た。細胞懸濁液と CYPMPO、H2O2の混合液に紫外線を照射しヒドロキシルラジカル（・OH）を発

生させ、細胞内抗酸化物質と CYPMPO の競争反応により得られる CYPMPO-OH アダクトのシグナ

ル強度を測定、その結果からラジカル消去能を求めた。その結果、X 線 4Gy 照射後 12 時間でのみ

ラジカル消去能に有意な増加が見られた。 

 

③以上から、今後、条件や検討数を増やしてより詳細に研究を進めていくことで、X 線照射線量と

ラジカル消去能の相関から、被曝線量推定の可能性があると考えている。 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災に端を発した東京電力福島第一原子力発電所の事故により、多

くの一般市民が被曝した。また、最近の近隣国での核実験や誘拐テロ事件などの政情不安をみる

と、我が国の放射性物質を用いたテロ対策の必要性も現実味を帯びてきている。仮に、このような

最悪の事態が再び起きれば、可及的速やかに一般市民の被曝スクリーニングを行い、多くの公衆の

中から直ちに治療措置が必要となる被曝者を選別（トリアージ）することが極めて重要である。本

研究では血清中のラジカル量と生体の防御機構の 1 つである血清の抗酸化能を同時に測定すること

で、個体差を考慮した正確な放射線被曝線量の影響の推測ができると期待される。さらに、それら

を簡便かつ迅速に測定することができれば、事故や災害時の被曝スクリーニングなどに応用できる

ため、その可能性についても併せて検討する。具体的には検査試薬と ESR 装置を搭載した車を開発

し、有事の際には可及的速やかに被災地に赴き、被災者の被曝線量の推定を行うことを目指してい

る。以上から、本研究は災害科学国際研究所の理念・ビジョンのなかの、「広域巨大災害対応型医

学・医療の確立」を推進しようとするものである。 

URL 等 なし 
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（  2  ）件 

○通常講演  （  2  ）件 

1. 稲葉洋平、放射線災害時被曝スクリーニング法開発に向けての基礎的検討、九州放射線フリーラジカル意見交

換会、平成 26 年 2 月 7 日（金）、ステーションホテル小倉 

2. 稲葉洋平、放射線暴露後血液のラジカル消去活性の測定、日本酸化ストレス学会関東支部会、平成 25 年 12 月

21 日(土)、日本薬科大学 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

・筑波大学（陽子線医学利用研究センター）：共同研究（測定評価） 

・筑波技術大学：共同研究（測定評価） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

・筑波大学（陽子線医学利用研究センター）：研究補助（ESR 測定） 
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平成 25 年度東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：免疫機能の活性化による災害ストレス関連精神疾患発症機構の研究 

研究代表者 兪 志前 

所属部門・分野 災害医学研究部門 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 

 
参画者数
が多い場
合は別紙
(A4用紙一
枚以内)に
研究組織
を添付し
てもかま
いませ
ん。 

 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

兪 志前※ 

 

 

富田博秋 

 

 

浩 日勒 

 

災害精神医学分野・助教

 

災害精神医学分野・教授

 

災害感染症学分野・助教

 

災害精神医学 

 

 

災害精神医学 

 

 

災害感染症学 

 

研究の統括、遂行 

 

 

研究全般の助言・協力 

 

 

免疫刺激実験手技の助言・協力

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計 ３ 名  

研究経費  総額 1,500  千円 
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研究目的 何をどこまで明らかにしようとするのか 

 心的外傷後ストレス障害（PTSD）は瀕死の出来事（地震や津波など）を体験することに伴っ

ておこる精神疾患であり，交感神経とともにコルチゾールの分泌が亢進することが知られ，更に

亢進した交感神経やコルチゾールを介して免疫系に影響が及ぶことが知られている．そのメカ

ニズムはほとんど解明されていない．一方，ミクログリアは中枢神経系の免疫担当細胞であり，

免疫疾患やストレスによって障害を受けた静止型のミクログリアが活性化され，炎症性サイト

カインの放出や貪食などの顕著な機能変化を起こす．ミクログリアはコルチゾール受容体を持

ち，コルチゾール分泌の過剰に関連する精神疾患の病態形成に関与している可能性が示唆され

る．申請者はミクログリアに着目し，マウス PTSD モデルを用いてミクログリア活性の増加，も

しくは減少による PTSD の病態形成機序への関与に着目し，ミクログリアの活性化が PTSD の

病態形成に及ぼす影響の分子遺伝学的なメカニズムを解明することを目的とする. 

研究の特色・意義 

 ストレスによる免疫機能の変化が PTSD 病態に関与していることが示唆されてきたものの詳

細なメカニズムは不明であった．PTSD の発症における中枢神経系の免疫担当細胞のミクログリ

アの機能を解明することは，PTSD の治療のみならず予防の観点からも極めて重要である．PTSD

の病態形成のメカニズムにおけるミクログリアの活性化および機能変化に着目した例はなく，特

色・独創性を有する．また，PTSD の病態解明，根本的な治療薬・予防法の開発に向けて研究基

盤を提供できるものと考えられる． 

当該年度

の研究成

果の内容 

300～400 字の間で専門家以外にも理解できるようにまとめてください 

 PTSD は心的外傷体験への暴露後に再体験，回避，過覚醒症状などを生じる精神疾患で，恐怖記

憶の過度な再固定化や恐怖記憶の消去不全が PTSD の病態を説明するモデルと考えられる．マウ

ス PTSD モデルは電気刺激への暴露後に恐怖記憶の想起時間が短い場合は恐怖記憶の再固定化を

促進し，長い場合は恐怖記憶の消去が誘導される．一方，中枢神経系における免疫担当細胞であ

るミクログリアは，急性ストレスに対する応答に重要な役割を果たすことが示唆されている．活

性化したミクログリアは炎症誘導性 M1 フェノタイプと抗炎症性 M2 フェノタイプが存在し，M

1 は神経細胞に侵害作用があり，M2 は神経組織の修復などを促す作用を持っている．昨年度ま

でに，申請者はマウス PTSD モデルを用いて恐怖記憶の消去に伴うミクログリアの分化を検討

し，恐怖記憶消去に伴う M1 ミクログリア活性化の抑制および M2 ミクログリアの活性化の誘導

を確認している．また，M1 ミクログリアの抑制剤であるミノサイクリンをマウスに投与するこ

とによって，恐怖記憶の消去を有意に誘導したことを見出し,ミクログリア分化の恐怖記憶の消

去に及ぼす影響を明らかにした.  

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

当該研究が防災・減災にどのように寄与するのかを必ず明記してください 

 

 東日本大震災の被災者に関して, 心理的苦痛や高い心的外傷後ストレス反応を示すことが明

らかになっている．一方，PTSD の病態を抑える根本的な治療法や治療薬が見出されていな

い．本研究はミクログリア活性の調節を介して PTSD の病態改善のあり方の検討し，災害スト

レスによる PTSD の予防や根本的な治療薬・治療法の開発に繋げることを計画するものであ

る． 

361



 

URL 等 参加研究者および研究組織が作成した研究内容または研究成果に関するウェブサイトなど 

http://www.irides-dpsy.med.tohoku.ac.jp/research_outline.html 
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表（発表者／学会名・場所／講演日時／招待・基調・通常講演の別） 

合計 （ 7 ）件  

○通常講演（発表者／学会名・場所／講演日時） 

1. 兪志前、小野千晶、國井泰人、和田明、松本純也、日野瑞城、池本桂子、丹羽真一、富田博秋／死後脳研

究における pH 評価の方法論の検討／第 54 回日本神経病理学会総会学術研究会・東京／2013.4.24 

2. Z Yu, C Ono, Y Kunii, A Wada, J Mastumoto, M Hino, K Ikemoto, S Niwa，H Tomita／Postmortem brain pH have 

significant impact on gene expression profiles／Neuro2013・京都／2013.6.20 

3. Z Yu, C Ono, H Fukushima, S Kida, H Tomita／Gene expression profiling of monocytic cells in memory 

reconsolidation and extinction of contextual fear／WFSBP・京都／2013.6.24 

4. Z Yu, C Ono, H Fukushima, S Kida, H Tomita／Gene expression profiling of microglia in memory reconsolidation 

and extinction of contextual fear／2013 包括脳チュートリア・名古屋／2013.8.29 

5. 兪志前、小野千晶、福島穂高、喜田聡、富田博秋／恐怖記憶の消去に伴うミクログリアにおける遺伝子発

現変化の網羅解析／第 43 回日本精神神経薬理学会・沖縄／2013.10.24 

6. Z Yu, C Ono, S Aiba, I Sora, H Tomita／Lithium stimulates chemokine production in monocytic cells／3th AsCNP・

北京／2013.9.29 

 7. Z Yu, C Ono, S Aiba, I Sora, H Tomita／Lithium stimulates chemokine production in monocytic cells via GSK-3 

inhibition／SFN2013・サンディエゴ／2013.11.10 

 

２国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流の有無（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加 （ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力の有無（ 有 ） 

〈連携組織名〉 

東京農業大学・応用生物科学部・バイオサイエンス学科 

〈連携の形態〉 

動物実験における指導やデータ解析に関する助言などの支援を行った。 

（２）国内の研究機関の研究への参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：東日本大震災が宮城県での婦人科がん検診体制に及ぼした影響の解析 

研究代表者 斎藤 昌利 

所属部門・分野 災害医学研究部門・災害産婦人科学分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※齋藤昌利 

 

 

伊藤 潔 

 

災害産婦人科学分野・ 

助教 

 

災害産婦人科学分野・教

授 

産婦人科学 

 

 

婦人科腫瘍学 

がん検診学 

がん検診データの解析 

解析結果からの提言 

 

がん検診データの収集 

被害状況調査 

解析結果からの提言 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

岡本 聡 

 

 

田勢 亨 

 

東北大学病院産婦人科・

臨床検査技師 

 

宮城県立がんセンター婦

人科・部長 

宮城県対がん協会・所長

婦人科細胞診 

 

 

婦人科腫瘍学 

がん検診学 

がん検診データの収集 

被害状況調査 

 

がん検診データの収集 

解析結果への助言 

 合計   4  名  

研究経費  総額     1275 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

今回の震災で宮城県の婦人科がん検診体制がどのような影響を被ったかを、被災地のがん検診受

診率や被災地住民の検診への意識の変化という観点から検証し、改善策を検討する。 

対象には宮城県対がん協会の婦人科がん検診データ（震災 1 年前、震災年、震災後 1 年）を用い、仙

台市以外の全市町村を対象に検証・解析を行う。被災地とそれ以外の地域での震災前後での検診受診

率の推移からみた震災の影響、検診施設や体制の改善状況などを市町村ごとに詳細に調べることで、

震災とそれに伴う生活環境の変化や意識の変化が、がん検診受診率や検診体制にどう影響している

かを検証する。 

◇研究の特色・意義 

宮城県はがん検診発祥の地とされ、子宮がん検診受診率は全国一位だった。だが今回、被災地で

の検診体制はハード（検診施設）、ソフト（住民台帳、保健所を通じたネットワーク）両面で壊滅

的打撃を被った。被災地の検診受診率は激減したとされるが詳細は不明である。 

被災地でいかに検診体制を再構築するか、その検討は被災者に十分な医療サービスを提供する上で

急務である。がん検診が、震災でどのような影響を被ったかを検証しその改善策を構築することは、

災害への備えをもつ新たながん検診システムのあり方の提言となるとともに、国際的にも発信し得

る初めての災害とがん検診体制に関する解析となる。また被災された女性の長期的健康保持という

観点から重要であり、被災地の復興・再生に大きく貢献する。 

当該年度

の研究成

果の内容 

震災後の子宮がん検診の実情と受診状況を、震災前年度（22 年度）および翌年度（24 年度）と

比較し検討するとともに対策を検討した。 

１． 子宮がん検診受診者数は、震災の年は宮城県全体で対 22 年度比約 90％まで回復した。翌年度

はさらに改善し、対 22 年度比で 98%と、ほぼ正常に復した。 

２． 一方、被災地受診率(対象：山元町、女川町、石巻市雄勝町、気仙沼市川桑町、南三陸町の 5 町)

の 22 年度、23 年度、24 年度推移は、山元町で全体：17.0%、15.9％、15.4%、50 歳未満：9.7%、

10.5％、9.9%、女川町で全体：24.0%、17.5％、19.3%、50 歳未満：21.2%、14.6％、13.8%、雄勝

町で全体：21.6%、16.4％、17.6%、50 歳未満：13.2%、11.1％、11.4%、唐桑町で全体：14.0%、

11.2％、12.1%、50 歳未満：8.0%、6.2％、5.7%、南三陸町で全体：16.3%、11.5％、11.5%、50 歳

未満：15.5%、10.8％、10.5%、と殆どの地域で 24 年度も震災で低下した受診率は回復せず、こ

の傾向は 50 歳未満の働き世代で顕著であった。 

３． 一方、この回復手段として、まだ大半の県で実施していない最新の検査：HPV 併用検診（子宮

頸がん発症の主因となるウイルスを細胞診と同時に調べるがん発見精度の高い検査）を新たな

手法として、25 年度に一部被災地域（女川町）などで実施したところ、それが「呼び水」効果

となり大幅な受診率向上が得られた。この傾向は特に若年者で顕著であった。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

子宮がん検診受診者数は、震災の年は宮城県全体で対 22 年度比約 90％まで回復した。翌年度は

さらに改善し、対 22 年度比で 98%と、ほぼ正常に復した。しかし沿岸部の被災地では被災地区に

残った住民の受診率は依然、低迷したままであり、震災年度よりさらに減少している地域が多く見

られた。特に 50 歳未満の働き世代の受診率低迷が顕著であった。宮城県全体の受診率は改善した

にもかかわらず、被災地の受診率が低迷したままであれば、将来的には被災地の女性の健康状態へ

の影響が危惧される。今後、被災地の女性の長期的な健康保持を図るのみならず、働き世代による

被災地復興を遂行していく上でも、検診受診率の復活は、喫緊の課題と考える。 

一方、今回、受診率回復の一手段として、HPV 併用検診を新たな手法として、一部被災地域など

で実施したところ、それが「呼び水」効果となり大幅な受診率向上が得られた。この傾向は特に若

年者で顕著であった。この成果は、今後の受診率回復に向けての改善策の提言となると考える。 

すなわち、被災地での受診率向上のため、調査結果を分析することで、問題点の抽出と、改善策

の提言を行うことは、実践的防災学にもつながると考える。 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 6  ）編  

1. Sugiyama T, Nagao K, Metoki H, Nishigori H, Saito M, Tokunaga H, Nagase S, Sugawara J, Watanabe Y, Yaegashi N, 

Sagawa N, Sanaka M, Akazawa S, Anazawa S, Waguri M, Sameshima H, Hiramatsu Y, Toyoda N. Pregnancy outcomes of 

gestational diabetes mellitus according to pre-gestational BMI in a retrospective multi-institutional study in Japan. Endocr J. 

2014 Jan 30. In press. 査読有 

2. Sugiyama T, Metoki H, Hamada H, Nishigori H, Saito M, Yaegashi N, Kusaka H, Kawano R, Ichihara K, Yasuhi I, 

Hiramatsu Y, Sagawa N. Japan Gestational Diabetes Study Group. A retrospective multi-institutional study of treatment for 

mild gestational diabetes in Japan. Diabetes Res Clin Pract. 103. 2014. 412-8.  査読有 

3. 伊藤潔. 出来て 1 年、災害産婦人科学分野の現状報告. 宮城県産婦人科医会誌. 119. 2013. 22－24.査読無（依頼

原稿） 

4. 伊藤潔, 菅原準一. 大震災時の産婦人科医療. 東日本大震災を分析する 第 2 巻 震災と人間・まち・記録.  

明石書店. 4. 2013.55－67.査読無（依頼原稿） 

5. 伊藤潔. ベセスダシステム導入後の問題点とその対策. 日本臨床細胞学会山形県支部会報. 32. 2013. 17-26.査読

無（依頼原稿） 

6. 伊藤潔. 大災害と婦人科がん医療・医学. 東北醫学雑誌. 125. 2013.253-254.査読無（依頼原稿） 

 

◇学会発表  

合計（  5   ）件 

○基調講演・招待講演 （  4  ）件 

1. 伊藤 潔. 宮城県での取り組み―復興の先にある新たな医療システムの構築に向けて. 日本産婦人科学会第 65

回学術講演会. 2013.5.12. 札幌 

2. 伊藤 潔. 大災害と婦人科がん医療・医学‐復興の先を見据えて‐. 第９８回東北医学会総会／教授就任記念

講演会. 2013.5.24. 仙台 

3. 伊藤 潔. ベセスダシステム導入後の問題点とその対策. 第 32 回日本臨床細胞学会 山形県支部総会・学術集

会. 2013.6.29. 山形 

4. 伊藤 潔. 大地震は女性の保健医療システムにどう影響したか. 第 40 回日本産婦人科医会学術集会. 2013.10.13. 

仙台 

 

○ポスターセッション （  1  ）件 

1．斉藤昌利、岡本 聡、三木康宏、伊藤 潔. 東日本大震災が宮城県での婦人科がん検診体制に及ぼした影響の

解析災害科学国際研究所特定プロジェクト研究成果報告会. 2013.7.28. 仙台 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 
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◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

共同研究者の伊藤潔が、後期全学科目：科目名：災害の科学（災害の発生と波及）において、東日本大震災と産

婦人科疾患に関する講義を行った。 

題目：産婦人科医療・医学と大震災 

2014．1．31 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有  ） 

医学部 産婦人科 (共同研究・調査) 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

医学部 産婦人科 (研究組織への参加) 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

宮城県対がん協会 (共同研究・調査) 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

宮城県対がん協会(研究組織への参加) 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：学校の災害危機管理の高度化に関する総合的な調査研究 

研究代表者 佐藤 健 

所属部門・分野 情報管理・連携部門 災害復興実践学分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※佐藤  健 

 源栄 正人 

 小野田泰明 

 増田  聡 

 柴山 明寛 

災害復興実践学分野・教授 

地域地震災害研究分野・教授 

災害復興実践学分野・教授 

防災社会ｼｽﾃﾑ研究分野・教授 

災害ｱｰｶｲﾌﾞ研究分野・准教授 

安全教育学 

地震工学 

建築計画学 

地域計画学 

災害情報学 

研究総括 

リスクマネジメント研究 

施設計画研究 

セーフ・スクール研究 

防災教育支援システム研究 

氏名（所外） 所属・職名 現在の専門 研究の役割分担 

渡辺 正樹 

 戸田 芳雄 

 南   哲 

 藤岡 達也 

 村山 良之 

 桜井 愛子 

 箕輪 丈広 

東京学芸大学・教授 

東京女子体育大学・教授 

神戸大学・名誉教授 

滋賀大学・教授 

山形大学・教授 

神戸大学・特命准教授 

仙台市立長町中学校・主幹教諭 

安全教育学 

安全教育学 

安全教育学 

防災教育 

防災教育 

防災教育 

教育学 

スクール・レジリエンス研究 

危機管理研究 

クライシスマネジメント研究 

防災教育研究 

防災教育研究 

防災教育実践 

防災教育実践 

 合計  12 名  

研究経費  総額  1,350 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

平成 24 年度までに実施された学校の災害危機管理に関する研究成果に基づいた「新たな防災教

育モデル」の実践を通して、学校教員等によるモデルの評価を受けることにより、その有効性と発

展性を明らかにする。 

◇研究の特色・意義 

【研究の特色】 

 理工学の中の自然災害科学、防災工学等の研究領域と、教育学の中の安全教育学、防災教育等の

研究領域との学際的研究の蓄積は多くない。その中で、研究代表者が所属する日本安全教育学会の

研究者ネットワークを基盤とした学際的研究を展開するところに最大の特色がある。また、その学

際的研究を学校現場での実践的研究に発展させることにより、研究の高度化に向けたフィードバッ

クができることも特色の一つである。 

【研究の意義】 

 児童・生徒の命を守るための学校における災害危機管理の高度化、および新たな防災教育モデル

の構築が喫緊の社会的ニーズ、さらには国際的ニーズとなっている状況において、本研究は被災地

の教育領域における復興と再生に貢献するとともに、今後発生が危惧されている国内外の巨大災害

に対する学校の危機管理の高度化に生かされるものである。 

当該年度

の研究成

果の内容 

① 新たな防災教育モデルの開発・実践 

平成 24 年度までに実施された学校の災害危機管理に関する研究成果により、地域の学習材（自

然素材や人材）を活用し、地域に根差した防災教育の有効性が明確となった。そこで、復興プロセ

スにおける石巻市鹿妻地区をフィールドとし、石巻市立鹿妻小学校を核として家庭・地域との連携

に基づいた下記の実践的研究を実施した。 

(1) 復興マップづくりを核とした復興教育プログラムの開発・実践 

(2) 復興教育プログラム（総合的な学習の時間：50 時間）の学習指導案（素案）の作成 

(3) 実践報告書・実践 DVD の制作 

以上の研究成果を日本安全教育学会や地域安全学会等において、口頭発表や論文投稿を行った。

② 学校危機管理の高度化 

東日本大震災発生後、継続的に実施している津波被害を受けた幼稚園・小学校・中学校に対する

被害と対応等に関するヒアリング調査を追加実施した。事例調査の結果をとりまとめ、「東日本大

震災における学校等の被害と対応に関するヒアリング調査記録集（増補第四版）」を発刊した。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

阪神・淡路大震災の経験と教訓から、我が国の防災教育は飛躍的に発展したが、「震災を越えて

－教育の創造的復興 10 年と明日への歩み―（兵庫県教育委員会），平成 17 年 3 月 31 日発行」に

おいて指摘されている残された課題は「地域素材を生かした防災教育」である。本プロジェクト研

究で実践した石巻市立鹿妻小学校での復興教育プログラムは、その課題解決に向けた一つのチャレ

ンジであり、新たな防災教育モデルの一つとしての位置づけにある。本教育モデルの実践による教

育的効果の検証に基づいたモデルの高度化が次のステップとなる。 

 また、本プロジェクト研究のもう一つの成果である「東日本大震災における学校等の被害と対応

に関するヒアリング調査記録集（増補第四版）」は、個別の学校等の詳細な震災対応等の事実を記

録したものであり、文部科学省による「東日本大震災における学校等の対応等に関する調査研究報

告」のような面的なアンケート調査結果を相互補完する位置づけにある。本記録集は、日本安全教

育学会の全会員に配布されるなど、我が国の今後の学校防災（防災管理・防災教育）の推進に貢献

するものである。 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文 

合計（ 3 ）編  

 佐藤 健 東日本大震災被災地の小学校における災害復興教育プログラムの実践．日本建築学会技術報告集，

第 20 巻，第 44 号，2014，417-422，査読有 

佐藤 健・村山良之 津波災害に対する学校の防災管理・防災教育と東日本大震災時における実際の対応．地

域安全学会東日本大震災特別論文集，2013，85-88，査読無 

Aiko SAKURAI, Takeshi SATO, Yoshiyuki MURAYAMA, Eriko TOKUYAMA Development of a School-Based 

Disaster Education Program: A Case of a “Reconstruction Map Making” Program in Ishinomaki-City, The 9th APRU Research 

Symposium on Multi-Hazards on the Pacific Rim at National Taiwan University, 2013，査読有 

 

◇著書 

合計（ 2 ）冊  

佐藤 健 津波に対する緊急避難施設としての学校校舎，日本建築学会東北支部 2011 年東日本大震災災害調査

報告，214-217，分担執筆 

佐藤 健（編集代表） 東日本大震災における学校等の被害と対応に関するヒアリング調査記録集（増補第四

版），全 227p，2014 年，共著 

 

◇学会発表  

合計（ 7 ）件 

○通常講演  （ 5 ）件 

田中勢子・德山英理子・佐藤 健 「楽しく学ぶ防災・減災教室―ゲームシミュレーションによる防災教育

―」，日本安全教育学会第 14 回浦安大会，2013 年 9 月 7 日，浦安市・明海大学 

德山英理子・桜井愛子・村山良之・佐藤 健 石巻市における『復興マップづくり』プログラム―平成 24 年度

の活動報告―，日本安全教育学会第 14 回浦安大会，2013 年 9 月 7 日，浦安市・明海大学 

桜井愛子・德山英理子・村山良之・佐藤 健 石巻市における『復興マップづくり』プログラム―平成 25 年度

の実践―，日本安全教育学会第 14 回浦安大会，2013 年 9 月 7 日，浦安市・明海大学 

佐藤 健 横浜市立北綱島小学校における学校と家庭・地域との連携に基づく防災訓練，日本安全教育学会第

14 回浦安大会，2013 年 9 月 8 日，浦安市・明海大学 

徳山英理子・桜井愛子・村山良之・佐藤 健 石巻市立鹿妻小学校における災害復興教育の実践－『復興マッ

プづくり』プログラム－，平成 25 年度東北地域災害科学研究集会，2014 年 1 月 8 日，秋田市・秋田大学 

 

○ポスターセッション （ 1 ）件 

桜井愛子 大震災後の被災地における復興・防災教育形成促進事業－石巻市における「復興マップづくり」プ

ログラム支援を通じて－，神戸大学震災復興支援・災害科学研究推進室第 2 回シンポジウム，2013 年 11 月 22

日，神戸市・神戸大学統合研究拠点コンベンションホール 

 

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ 1 ）件 

佐藤 健 発刊に寄せて，塩竈市学校防災プログラム集（塩釜市教育委員会），査読無，平成 25 年 12 月 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表   

合計（ 3 ）件 参加者合計（ 260 ）名 

佐藤 健，災害に強い持続可能な地域づくりに向けて～学校安全と地域安全の連携から融合へ～，講演会，2013

年 6 月 29 日，仙台市・貝ヶ森市民センター，30 名 

佐藤 健，東日本大震災の津波を踏まえた防災教育はどうあるべきか，SOLUTION Japan 2013 仙台セミナー講

演，2013 年 9 月 4 日，仙台市・仙台国際センター，200 名 
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佐藤 健，学校防災と地域防災の連携推進者 SBL，-AER で学ぼう-宮教大防災 Week 講演，2014 年 1 月 25 日，

30 名 

 

◇学外での社会活動 

 ・小中高との連携  （ 3 ）件  参加者合計（ 400 ）名 

 防災講演会（宮城県仙台三桜高等学校），「生きる力を身に着けるために自ら進んで考え行動することの大切さ」，

2013 年 6 月 25 日，280 名 

東北大学出前授業（仙台市立将監西小学校），「地震危険予知アンテナを持っていますか？（室内編）」，2013 年

11 月 20 日，80 名 

東北大学出前授業（仙台市立八本松小学校），「地震危険予知アンテナを持っていますか？（室内編）」および「地

震危険予知アンテナを持っていますか？（屋外編）」，2013 年 12 月 2 日，40 名 

 

・行政・企業との連携 （ 9 ）件 参加者合計（ 1,050 ）名 

塩釜市防災教育推進協議会（第一回）講演，学校と家庭・地域との連携による防災教育の推進に向けて，2013 年

7 月 9 日，塩竈市・塩釜市立第一中学校，30 名 

NPO 法人防災白熱アカデミィぼうさいカフェ，国語・算数・理科・社会で学べる長町・富沢界隈で役立つ防災知

識，2013 年 8 月 1 日，仙台市・仙台市立長町南小学校，30 名 

石巻市教育委員会教頭・中堅教員研修会講演，学校と家庭・地域との連携による防災教育の推進に向けて，2013

年 8 月 6 日，石巻市・桃生公民館，100 名 

秋田市教育委員会教職員研修会講演，東日本大震災から学ぶ学校の対応と防災教育，2013 年 8 月 19 日，秋田市・

秋田市教育研究所，70 名 

石川県白山市学校教育研究会講演，これからの防災教育について，2013 年 8 月 22 日，白山市・白山市鶴来総合

文化会館クレイン，600 名 

平成 25 年度学校安全教育指導者研修会講義（災害安全），防災管理・防災教育のレッスンとヒント， 2013 年 10

月 24 日，気仙沼市・本吉公民館，50 名 

平成 25 年度学校安全教育指導者研修会講義（災害安全），防災管理・防災教育のレッスンとヒント， 2013 年 10

月 30 日，登米市・登米合同庁舎，50 名 

平成 25 年度学校安全教育指導者研修会講義（災害安全），防災管理・防災教育のレッスンとヒント， 2013 年 10

月 31 日，大河原町・大河原合同庁舎，100 名 

石巻市教育委員会平成 25 年度「実践的防災教育総合支援事業」実践委員会並びに研修会講演，防災教育の推進

課題，2013 年 11 月 15 日，20 名 

 

・地域コミュニティ（自治会など）との連携 （ 1 ）件 参加者合計（ 30 ）名 

柴田町防災研究会，東日本大震災の教訓と今後の防災活動～学校安全と地域安全の融合による災害に強い持続

可能な地域づくりに向けて～，2013 年 6 月 22 日，仙台市・柴田町集会所，30 名 

 

・講演会・セミナーの主催・運営 （ 3 ）件 参加者合計（ 1,300 ）名 

防災フォーラム「防災教育 in 長町」，長町中学校区防災モデル校連絡協議会・東北大学災害科学国際研究所主催，

「防災教育，学校と家庭・地域との連携」，2013 年 8 月 6 日，600 名，仙台市・太白区文化センター楽楽楽ホール 

平成 25 年度学校安全教育指導者研修会，文部科学省・宮城県・東北大学災害科学国際研究所主催，「講義Ⅰ 災

害安全－防災管理・防災教育のレッスンとヒント－」， 

10 月 24 日（木）  南三陸教育事務所管内              本吉公民館 50 名 

10 月 30 日（水）  東部教育事務所登米地域事務所管内  登米合同庁舎 50 名 

10 月 31 日（木）  大河原教育事務所管内              大河原合同庁舎 100 名 

災害に強いコミュニティのための市民フォーラム，仙台市主催，宮城県沖地震対策研究協議会災害に強いコミュ

ニティのための市民フォーラム実行委員会・東北大学災害科学国際研究所共催，2014 年 1 月 17 日，500 名，仙台

市・太白区文化センター楽楽楽ホール 
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◇研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載  合計（ 3 ）件 

・新聞 

 記事，つながりを力に（中）神戸大の被災地活動から，神戸新聞 2014 年 2 月 28 日 

 

・ラジオ 

 出演，持続可能な地域づくりのための防災教育（東北大学防災 UPDATES），エフエム仙台，放送日（2013 年 4

月 7 日） 

 出演，地域とともにある安全・安心な学校づくり（東北大学防災 UPDATES），エフエム仙台，放送日（2013 年

4 月 21 日） 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

東北大学、宮城教育大学、山形大学、東北福祉大学の大学院生、学部学生（宮城教育大学教育復興支援センタ

ー、山形大学大学院教育実践研究科、東北福祉大学ボランティア支援課との連携に基づく） 

〈学生による成果発表〉 

濱岡恭太・徳山英理子・佐藤 健 「災害復興教育プログラム」における教育的効果の評価に関する研究，平

成 25 年度東北地域災害科学研究集会，2014 年 1 月 8 日，秋田市・秋田大学 

小浜 卓・佐藤 健 津波浸水域における学校施設の津波避難を想定した計画策定に関する研究，平成 25 年度

東北地域災害科学研究集会，2014 年 1 月 8 日，秋田市・秋田大学 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

秋場 淳および笠原慎一郎（いずれも山形大学大学院教育実践研究科・大学院生）が現職教員の立場から石巻

市立鹿妻小学校の復興教育プログラムに参画することにより，教育上の効果に加えて，プログラムの高度化に向

けた今後の貢献も期待できる。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

村山良之：山形大学大学院教育実践研究科・教授（復興教育プログラムの共同開発と実践） 

桜井愛子：神戸大学大学院国際協力研究科・特命准教授（復興教育プログラムの共同開発と実践、国内外への

研究成果の発信） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：L1津波防御とまちづくりの調整に関する実践的調査 

研究代表者 平野 勝也 

所属部門・分野 情報管理・社会連携部門 災害復興実践学分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

平野 勝也（※） 

 

小林 徹平 

松田 達生 

 

 

 

 

 

 

 

災害復興実践学分野・ 

准教授 

同 助手 

同 教育研究特別教員 

景観デザイン 

 

都市デザイン 

土木デザイン 

研究の総括 

 

まちづくりの調査・分析 

防潮堤計画の調査・分析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計   ３ 名  

研究経費  総額 1,275 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 L1 津波防御とまちづくりとの相克が問題となっている．この問題は，守れば守る程，街は魅力を

失い，魅力を高めれば高める程，街は安全性を失うという，二律背反の性質を持っている．今回の

復興事業において，そうした相克に対して，防潮ラインの設定や高さの変更によって，または背後

地盤の嵩上げ等によって，被災地では，どのような調整の元にこの二律背反に向き合って行こうと

しているのか適切に纏めるとともにその成果を実践的なデザイン提案に活かしていくものである．

  

◇研究の特色・意義 

 こうした，防災事業が街の魅力を損なうという観点からの事例研究および実践は，防災系の研究

者はあまり取り組んでこなかったものであり，その点にまず本研究の独自性がある．また，本研究

は，当然ながら今回の被災地のみならず，今後の津波防災まちづくりが直面するであろう，この二

律背反に対して，「実行可能」ないくつかの解決策を示すこととなり，有益な知見を提供できるもの

と考える． 

当該年度

の研究成

果の内容 

まず文献調査を実施し，文献調査に基づき，まちづくり担当者，防潮堤事業担当者等にヒヤリン

グ調査を実施した． 

こうして得られた基礎情報から研究代表者を中心に，まちづくりと L1 防御が各地でどのように

複合・調整されているのか整理し，パタンを導き出す．そのパタンは基本的に「防災」，「生業」，

「持続可能性」，「歴史性」の観点から説明可能であることを導いた． 

それと並行し，担当している石巻市内の各地域で適用できる場所を探し，実際の防潮堤デザイ

ン・まちづくり提案を行ってきた．具体的には，雄勝中心街の防潮堤，鮎川地区の防潮堤がそれに

該当する．  

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 調査・提案内容そのものが，そもそも実践的な防災提案であるので，特段の説明は必要ないと考

える．研究代表者としては，こうした取り組みが被災地に拡がること，ひいては，東海，南海，東

南海地震津波対応へと拡がっていくことを期待している． 

 

 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ １ ）編  

平野勝也，津波被災地における防潮堤整備に関する問題点の整理とその解決，土木学会景観・デザイン研究講演

集，No.9 2013，123-126，査読無 

 

◇学会発表 

合計（  ３  ）件 

○通常講演  （ １ ）件 

平野勝也，津波被災地における防潮堤整備に関する問題点の整理とその解決，土木学会景観・デザイン研究発表

会，2013.12.14-15，東京都・東京工業大学 

 

○基調講演・招待講演 （ ２ ）件 

平野勝也，「復興の現場から見た土木工学の進むべき道」，土木学会土木の日シンポジウム討論会「50 年後のドボ

ク」，2013.11.19，東京都・土木学会講堂 

平野勝也，復興まちづくりの推進のために 〜安全性と街の魅力，そして持続可能性〜，土木学会東北支部土木

の日特別行事「東日本大震災と復興 〜復興まちづくりの加速，合意形成は行政主導から住民主導へ〜」，

2013.12.8，仙台市・せんだい情報・産業プラザ多目的ホール（アエル５階） 

なお同行事では，パネルディスカッションのコーディネータも務めた． 

 

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ ４ ）件 

平野勝也，第 73 回論説（2） 復興の現場から見た土木工学の進むべき道，土木学会誌，Vol.98 no.8 August 2013 

平野勝也，防潮堤とまちづくり，日本地震工学学会誌，査読無し，No.19，13-14，2013 

平野勝也，各人各説 防潮堤雑感，ACE 建設業界，査読無し，2013 年９月号，30-30，2013 

平野勝也，防潮堤，建設物価，2013・9 月号，査読無し，記事 8-9，2013 

平野勝也，制度疲労，建設物価，2013・12 月号，査読無し，記事 8-9，2013 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  １  ）件 参加者合計（ 40 ）名 

平野勝也，復興事業から見た我が国の課題，社団法人建設コンサルタンツ協会インフラストラクチャー研究会，

東京都・ルポール麹町，2014.6.24 

 

◇学外での社会活動 

・小中高との連携  （ １ ）件  参加者合計（ 40 ）名 

福島県立磐城高等学校「東北大学工学部研修」，特別講義「津波被災地のまちづくり 〜復興に向けて〜」，2013.04.24，

40 名 

 

・行政・企業との連携 （ 20 ）件 参加者合計（  ）名 

 東北地方整備局 道路計画研究会 座長（2008-現在） 

 東北地方整備局 旧北上川河口部川まちづくり検討会 委員（2013-現在） 

 東北地方整備局 最上川水系流域委員会専門小委員会 委員（2010-現在） 

 宮城県 景観審議会 委員（2010-現在） 

 宮城県 環境影響評価技術審査会 委員（2010-現在） 

 宮城県 再生可能エネルギー等補助金事業外部有識者評価会 委員（2013-現在） 

 東北地方整備局・宮城県 宮城県沿岸域河口部・海岸環境等検討委員会（2012-現在） 

 宮城県・東北地方整備局 三陸南・石巻地区環境等検討懇談会 委員（2012−現在） 
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 東北地方整備局・宮城県 仙台湾南部海岸地区環境等検討懇談会 委員（2012−現在） 

 岩手県 河川・海岸構造物の復旧等における環境・景観検討委員会（2011-現在） 

 岩手県一関土木センター 無量光院地区検討部会（2012-現在） 

 岩手県一関土木センター 平泉駅前検討部会（2012-現在） 

 石巻市 石巻市復興まちづくり推進会議 委員（2013-現在） 

 石巻市 石巻市復興まちづくり推進会議 半島部ＷＧ 座長（2013-現在） 

 石巻市 石巻市復興まちづくり推進会議 中心市街地ＷＧ 委員（2013-現在） 

 南三陸町 復興計画推進会議 副委員長（2013-現在） 

 女川町 復興まちづくりデザイン会議 委員長（2013−現在） 

 平泉町 景観形成審議会 委員（2006-現在） 

 平泉町 重要公共施設デザイン会議 委員長（2006-現在） 

 平泉町 道の駅「平泉（仮称）」施設設備検討委員会委員 委員長（2012-現在） 

 

・地域コミュニティ（自治会など）との連携 （ ３ ）件 参加者合計（  ）名 

  石巻まちなか創成協議会 委員（2011-現在） 

 鮎川港まちづくり協議会 アドバイザー （2013-現在） 

 二子まちづくり協議会 アドバイザー（2013-現在） 

 

・その他 （ ２ ）件 参加者合計（  ）名 

エンジニア・アーキテクト協会 東北支部長（2010-現在） 

「景観開花。」実行委員会 委員長（2004-現在） 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（  ８  ）件 

出演・企画協力，サンドウィッチマンのどうなってる？防潮堤，NHK 仙台放送局，2013.8.2 

その他，専門家の視点で街の景観を助言／宮城・女川町中心部デザイン会議，河北新報，2013.09.17 

その他，東日本大震災／復興の街づくり「住民合意必要」／仙台・土木学会シンポジウム，河北新報，2013.12.08 

取材協力・出演，東日本大震災３年／被災自治体、復興事業の在り方／東北大災害研 平野勝也准教授／災害住

宅、将来の活用が鍵，河北新報，2014.02.02 

取材協力，［転機の復興］（２）住宅再建 入札不調の影（連載），読売新聞，2014.03.02 

取材協力・出演，NHK スペシャル どう使われる 3.3 兆円 ～検証 復興計画～，NHK，2014.3.9 

取材協力，特集 復興現場の遅い春 本格復興への課題，日経コンストラクション，2014.3.11 号 

執筆企画協力・出演，コンパクト化で相乗効果 平野勝也氏に聞く，建設通信新聞，2014.4.15 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

Risk Architecture Workshop 石巻（2014.3.11-3.22）の実施に協力した（ショートレクチャ及びエスキス）． 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

工学研究科土木工学専攻 
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◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

実践的な復興の現場を見ることで，より現場に密接な研究に取り組む観点を持たせることができる． 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：震災復興祈念施設における都市・公園デザインパタンの作成 

研究代表者 小林 徹平 

所属部門・分野 情報管理・社会連携部門 復興実践学分野 

職名 助手 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

小林 徹平(※) 

 

 

平野 勝也 

松田 達雄 

 

 

 

 

 

災害復興実践学分野・助

手 

 

同 准教授 

同 非常勤職員 

都市・公園デザ

イン 

 

景観デザイン 

土木デザイン 

総括・理論の構築・復興計画調

査・実践 

 

理論の構築 

復興計画調査・実践 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計  3  名  

研究経費  総額  1275  千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 現在 27 の自治体において復興祈念施設の計画が進んでいる。祈念施設は日常的に人々の集う場

所として機能する他、記念碑、アーカイブ、災害教育等の重要な役割を担う。しかし、現在進んで

いる計画の多くは、住戸建設が不可能な災害危険区域に穴埋め的に配置されているものが大多数で

あり、その結果、施設投資や具体的な機能配置も未定のまま計画が中々進んでいないのが現状であ

る。研究代表者らが取り組む石巻市の復興まちづくりの一部である南浜の公園計画においても、明

確な機能や公園デザインの方向性すら打ち出すことが出来ず、住民意向からそれらを検討するよう

な、計画論としては本末転倒の自体となっている。又、震災遺構について、住民から震災の記憶を

想い出すため撤去して欲しいなどの要望もあり、遺構を残す際には、住民感情に配慮した施設計画

が必要とされる。本研究では、災害等の祈念施設の先進事例の調査を通して、都市デザイン・公園

デザイン的見地から現行計画における課題を明らかにし、祈念施設計画手法への適応検討を行うこ

とを目的とする。 

◇研究の特色・意義 

 本研究の特色は、穴埋め的に公園配置が決まっている祈念施設において、その公園の位置づけを

都市的見地より再定義し直し、それと連携した施設機能・公園デザイン（施設計画）を行うことで

ある。又、その手法においても周辺の土地利用・地勢条件を都市ダイアグラム、広場や林を含めた

施設配置を公園ダイアグラムとしてまとめ、スケールを横断し、連携したダイアグラムの提示を行

う。本研究では、復興祈念施設の都市・公園デザインに着目した研究となるが、都市ダイアグラム

の作成は、他の実践的活動への援用を含んだ研究となることも期待できる。 

当該年度

の研究成

果の内容 

東日本大震災による被災地における祈念施設関係に関する現状をまとめ，過去の震災祈念公園に

関して現地調査を実施するとともに，石巻市における実践への反映を行なった．具体的には，津波

による被災地である奥尻島津波館および周辺広場・原爆による被災地である広島平和祈念公園・戦

災による新たに新設された山下公園に関してデザインパタンの作成である．  

そこで抽出された，考えを石巻市における実践への反映を行なっている．石巻市南浜地区の隣接

する門脇地区の区画整理事業への反映である．これは，広島の原爆ドームと共通するが，祈念施設

(建物)が公園計画と関連づけられる様に，門脇地区内には，このエリア一体で数少ない甚大な被害

を伝える門脇小学校が存在し，震災遺構となる可能性がある．そのため，区画整理事業の原案では

点在していた公園を，南浜公園と門脇小学校の間に集約配置することで，公園により一体的につな

がる計画の策定を支援している． 

このように本研究での取組みは，一見直接的には関係のない場所の設計においても都市的見地か

らのダイアグラムの援用により成果をあげている．  

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 

 震災祈念施設は，その役割として追悼・鎮魂，復興祈念する場，教訓を伝承する場としての機能

が求められているが，過去の震災の事例を概観するとその機能は持ち合わせてはいるが，利用頻度

が低い施設が見受けられる．これは，集落が低平地に広がり，過去の災害の記憶が薄れ，再度の被

害につながっている今回の現状を踏まえると非常に大きな課題である．  

 そのため，本研究における最大の成果は，どう都市的見地，言い換えると都市機能とその施設の

関係をつくり「利用される施設にするか」である． 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 3 ）編  

小林徹平・小野田泰明・平野勝也・浜辺隆博・松田達生:石巻市鮎川浜における防災集団移転事業，第 48 回土木

計画学秋大会，査読無，vol48(CD-R)，2013 

小林徹平・平野勝也・松田達生，石巻市の漁村集落における防災集団移転促進事業から見える課題，土木学会景

観デザイン講演集，No.9 pp211-214，2013，査読無 

松田達夫・小林徹平(5 番目)，石巻市雄勝地域中心部における高台移転計画と造成デザイン，土木学会景観デザイ   

ン講演集， No.9, pp 207-210，2013，査読無 

 

◇学会発表  

合計（  3  ）件 

○通常講演  （  3  ）件 

小林徹平・小野田泰明・平野勝也・浜辺隆博・松田達生:石巻市鮎川浜における防災集団移転事業/土木学会・第 48

回土木計画学秋大会/2013 年 11 月 2 日-4 日/大阪・大阪市立大学 

小林徹平・平野勝也・松田達生，石巻市の漁村集落における防災集団移転促進事業から見える課題，土木学会・土   

木学会景観デザイン研究発表会，2013.12.14-15，東京都・東京工業大学   

松田達夫・平野勝也・小野田泰明・土岐文乃・菅原麻衣子・小林徹平，石巻市雄勝地域中心部における高台移転

計画と造成デザイン，土木学会・土木学会景観デザイン研究発表会，2013.12.14-15，東京都・東京工業大学 

 

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ 2 ）件 

小林徹平，風景，建築雑誌，査読無，1 月号，2014 年 

小林徹平，重層する復興事業と石巻市の取組み，東日本大震災 3 周年シンポジウム梗概集，査読無，2014 年 

 

２ 社会活動 

◇学外での社会活動 

合計（ 5 ）件  

・小中高との連携  （ 2 ）件  参加者合計（  40  ）名 

雄勝地区統合小・中学校建設基本構想検討委員会ワークショップ 

渡波中学校建設基本構想検討委員会ワークショップ 

 

・行政・企業との連携 （ 1 ）件 参加者合計（ 30 ）名 

一般社団法人日本建築学会 学会誌編集委員会 

 

・地域コミュニティ（自治会など）との連携 （ 2 ）件 参加者合計（ 30 ）名 

雄勝地域波板地区会 (2013-現在) 

二子地区まちづくり協議会 (2013-現在) 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 
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３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：災害のデータスケープ―災害研究データの視覚化表現手法の調査開発および 

実践― 

研究代表者 本江正茂 

所属部門・分野 工学研究科都市・建築学専攻 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

本江正茂※ 災害復興実践学分野・

准教授 

コミュニケー

ションデザイ

ン 

研究の総括／コーディネート

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計    1 名  

研究経費  総額     1600 千円 
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研究目的 何をどこまで明らかにしようとするのか 

 

東日本大震災は過去類を見ない数々の災害をもたらした。東北大学をはじめとする各種研究機

関はそこから様々なデータを採取しており、得られる知見は我々の世界の捉え方を更新するも

のである。一方で、甚大な犠牲者を生んだ津波被害などから鑑みるに、先端研究の知見および

それを踏まえた防災減災システムの一般化、社会還元の重要性は高まっている。  

そこで本研究では、災害教訓の継承および研究成果のアウトリーチを目的として、災害に関す

る研究データを収集・整理し、研究データの適切な視覚化手法を開発し、実践的な表現形式に

て発信するまでを目指す。  

研究の特色・意義 

 

本研究の特色は、防災減災社会の構築にむけて、研究者による専門的知見を、リテラシーの異

なる一般生活者や次世代を担う子ども、他言語話者にも理解できる表現形式にて紹介し、発信

することにある。仙台市と東北大学による「せんだいスクール・オブ・デザイン」と連携する

ことで、情報視覚化の専門家であるグラフィックデザイナーと協働し実行的な視覚化手法の開

発が期待でき、さらには発信の機会提供などの実践的発信支援が期待できる。またこれらを通

じて個別先進的な研究者の知見を横断的に統合することが期待できる。  

当該年度

の研究成

果の内容 

300～400 字の間で専門家以外にも理解できるようにまとめてください 

 

昨年度に続き、災害研での研究成果 4 点を、一般にも分かりやすくインフォグラフィクスで表

現し、ポスターと冊子を制作した。これまでの活動と成果品を New York のギャラリーや六本木

の繁華街にある文化施設はじめ国内外の複数の会場で一般向けに展示し多数の来場者に見てい

ただいた。公益財団法人日本デザイン振興会が主催する「グッドデザイン賞」に応募、受賞し

た。 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

当該研究が防災・減災にどのように寄与するのかを必ず明記してください 

 

これらは研究所の理念である「東日本大震災の経験と教訓を踏まえ」「巨大災害への新たな備

えへのパラダイムを作り上げる」一助となり、「自然災害科学研究の成果を社会に組み込み」

「教訓を活かしていく社会システムを構築する」本研究所のミッションに資するものである。 

 

URL 等 参加研究者および研究組織が作成した研究内容または研究成果に関するウェブサイトなど 

http://www.g-mark.org/award/describe/40593 
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１ 研究成果の公表（2013 年 4 月～2014 年 3 月） 

◇学術関係受賞 （ 1 ）件 

本江正茂他／公益財団法人日本デザイン振興会主催 グッドデザイン賞 2013／2013.10.1 

 

◇学外での社会活動 

○講演会（主催） 

・せんだいスクール・オブ・デザイン 2013 年度春学期成果発表会／2013.8.11／災害のデータ 

スケープ／せんだいメディアテーク／200 人 

・［Future ラボ 5］オープンレクチャ／2013.11.11／本江正茂、渡邉英徳、佐藤翔輔、柴山明徳／災害のアーカ

イブ／東北大学都市・建築学専攻仮設校舎／30 人 

・［Future ラボ 5］オープンレクチャ／2013.11.20／本江正茂、市川創太／視る＝表記する＝操作する／東北大

学都市・建築学専攻仮設校舎／30 人 

 

○展示会 

・MONSTER Exhibition New York 2013 ／2013.6.18～29／作品展示／災害のデータスケープ／hpgrp gallery 

New York／300 人 

・東北大学災害科学国際研究所平成 24 年度特定プロジェクト研究成果報告会／2013.7.28／ポスターセッショ

ン／片平キャンパスさくらホール／200 人 

・東北大学オープンキャンパス／2013.7.30〜31／作品展示／災害のデータスケープ／工学研究科総合研究棟

／300 人 

・東北大学附置研究所等一般公開 片平まつり 2013／2013.10.12〜13／作品展示／片平キャンパスさくらホー

ル／300 人 

・2013 年度グッドデザイン賞受賞展 GOOD DESIGN EXHIBITION 2013／2013.10.30〜11.4／作品展示／東京

ミッドタウン／約 300,000 人 

・東北大学災害科学国際研究所気仙沼分室／2013 年 11 月 6 日〜現在／作品展示（常設）／気仙沼 

 

２ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流の有無（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加 （ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

東北大学大学院都市・建築学専攻 

 

〈学生による成果発表〉 

・せんだいスクール・オブ・デザイン 2013 年度春学期成果発表会／2013.8.11／災害のデータスケープ／せん

だいメディアテーク 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果についてアピールしてください。 

情報視覚化の専門家であるグラフィックデザイナーと協働し実行的な視覚化手法の開発をおこない、  
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発信の機会を得るなどの実践的発信支援がなされた。  

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

〈連携部局名〉 

せんだいスクール・オブ・デザイン 

情報科学研究科 青木孝文研究室 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力の有無（ 無 ） 

（２）国内の研究機関の研究への参加（ 無 ） 
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平成 25 年度東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：巨大津波への備えに向けた適切な漁船リスク評価と防災対策の高度化 

研究代表者 Anawat Suppasri 

所属部門・分野 地震津波リスク評価(東京海上日動)寄附研究部門 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

今村 文彦 

 

 

Anawat Suppasri(※) 

 

 

 

保田 真理 

 

 

福谷 陽 

 

 

安倍 祥 

 

津波工学研究分野・教授

 

地震津波リスク研究部

門・准教授 

 

 

津波工学研究分野・助手

 

地震津波リスク研究部

門・助手 

 

地震津波リスク研究部

門・助手 

津波工学，災害

科学 

 

津波工学、津波

リスク評価 

 

 

危機管理・防災

 

 

津波工学、津波

リスク評価 

 

津波工学，危機

管理・防災 

解析結果や漁船防災対策等の

適用性評価 

 

漁船損壊データの解析、現地ヒ

アリング調査、漁船防災対策の

提案 

 

現地ヒアリング調査、漁船防災

対策の提案 

 

津波シミュレーション、現地ヒ

アリング調査 

 

現地ヒアリング調査、漁船防災

対策の提案 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

二見 毅 ウイリス リー・ジャパ

ン K.K. 株式会社 

自然災害リス

ク評価 

漁船損壊データの解析、現地ヒ

アリング調査 

 合計  ６  名  

研究経費  総額    １，３５０  千円 
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研究目的 何をどこまで明らかにしようとするのか 

1. ヒアリング調査、津波数値解析等を用いた、被災時の漁船の状況の確認 

2. 東北地方太平洋沖地震津波時の漁船における被害のメカニズム 

3. 東北地方太平洋沖地震津波データを用いた。漁船の水理学的な被害関数の構築 

4. 東北地方津波及び、南海トラフ津波における漁船の防災対策、立案手法の検討と提案 

研究の特色・意義 

東日本大震災では多くの漁船が被災し、多くの人の仕事が失われた。漁師にとっては漁船は何よ

りも一番大切な物である。これまである程度は、漁船に対する防災対策が実地され、漁船被害の

研究も行われてきたが、大震災時はまだ不十分で、データとしても巨大津波の経験もなかった。

船の種類・構造又は巨大津波の流速等がどのように漁船へ影響を与えたかは明らかではなかっ

た。本研究では、東日本大震災における漁船災害の教訓を踏まえた上で、ヒアリング調査により

漁船被害メカニズムや当時の津波の流れの状況を解明し、津波シミュレーションから得られた

流速等を加えて、水理学的な観点から新たに漁船被害関数を構築する。本研究の結果によって、

より良い漁船被害評価が期待出来る。上記の手法・研究成果も活用し、東北地方又は南海トラフ

津波等における漁船防災対策の立案手法構築を目指す。 

当該年度

の研究成

果の内容 

300～400 字の間で専門家以外にも理解できるようにまとめてください 

（１）東北地方太平洋沖地震津波における漁船損害データを利用し、トン数・船体の構造・海岸

地形の影響による被害関数を作成した。解析結果は例えば、津波の高さ２メートル以上又は秒速

１メートル以上であれば、５トン未満の漁船が５０％以上の確率で全損になることが明らかに

なった。この結果は米国土木学会の学術論文に掲載されている。構築した被害関数は、損害保険

会社や防災対策などに活用されている。（２）宮城県三陸沿岸及び、仙台平野を中心に大震災当

時の漁師の避難行動を聞き取り調査・意見交換を実施した。三陸沿岸の漁師の行動は様々であっ

た。殆どは地震の揺れが大きかったから、高台へ避難したが、逆に漁船を守る為の行動「沖出し」

した漁師もいた。一方、仙台平野では深い海までの距離が長い為、地震が発生した時に沖合にい

ても、内陸へ戻って、更に高台へ避難した漁師もいた。（３）それらの結果（被害関数・避難行

動）を踏まえて、今後、海上津波避難マップを作成する事が期待される。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

当該研究が防災・減災にどのように寄与するのかを必ず明記してください 

本研究で始めて実際の被害データから津波高さや流速と漁船の損害率との関係が分かった為、

漁師の津波避難行動「沖出し」には大変役に立つ。例えば、津波警報が出たら、自分の位置から、

どれくらいの距離で沖合いへ避難すれば、危険性がどの程度小さくなる又は内陸へ戻った方が

良いかが分かる。漁港管理、災害保険のリスク評価にも本研究の成果を利用できる。国内では三

陸の漁師からの貴重な避難行動の経験や津波数値解析と合わせて、構築する予定の海上津波避

難マップを利用する事によって南海トラフ地震津波への備えにも期待出来る。更に海外への発

信としては米国の研究者から本研究成果を参考し、将来に必ず発生するカスケード巨大地震津

波のリスク評価にも適用したいという問い合わせが数件あった。現在、より高精度の津波数値解

析を行い、最先端の統計学手法を適用する研究を進めている。 

URL 等 参加研究者および研究組織が作成した研究内容または研究成果に関するウェブサイトなど 

http://ascelibrary.org/doi/abs/10.1061/%28ASCE%29WW.1943-5460.0000244  

※ここまでページ数の超過は不可 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（  1  ）編 うち Ａ （  1  ）編、 Ｂ （  0  ）編 

1. Suppasri, A., Muhari, A., Futami, T., Imamura, F. and Shuto, N. (2014) Loss functions of small marine vessels based 

on surveyed data and numerical simulation of the 2011 Great East Japan tsunami, Journal of Waterway, Port, Coastal 

and Ocean Engineering (ASCE) (published online) 「査読有」 

 

◇著書 

合計（ 1  ）冊 

1. Suppasri, A., Muhari, A., Ranasinghe, P., Mas, E., Shuto, N., Imamura, F. and Koshimura, S. (2014) Damage and 

Reconstruction after the 2004 Indian Ocean Tsunami and the 2011 Tohoku Tsunami, Tsunami Events and Lessons 

Learned; Ecological and Societal Significance, Springer Monograph, 321-334. 「査読有」 

 

◇学会発表 

1.  Suppasri, A., Yasuda, M., Abe, Y., Fukutani, Y. and Imamura, F. (2014) Reviewing evacuation response of fishermen 

during the 2011 Great East Japan tsunami, in: Proceeding of the Tohoku research group for natural disaster science, Akita 

University, 7-8 January 2013. 

2.  Suppasri, A., Imai, K., Muhari, A., Charvet, I., Fukutani, Y., Abe, Y., Murakami, H., Futami, T. and Imamura, F. (2013) 

Fragility analysis based on damage data of the 2011 Great East Japan tsunami, in: Proceedings of the Coastal engineering 

conference (JSCE), Kyushu University, Fukuoka, International session, 14 November 2013. 

3.  Muhari, A., Suppasri, A., Murakami, H., Futami, T. and Imamura, F. (2013) Measuring fragility of ships based on 

numerical model of the 2011 East Japan tsunami, in: Proceedings of the Coastal engineering conference (JSCE), Kyushu 

University, Fukuoka, International session, 14 November 2013. 

4.  Suppasri, A., Imai, K., Muhari, A., Fukutani, Y., Abe, Y., Murakami, H., Futami, T., Charvet, I. and Imamura, F., (2013) 

Coastal Damage and Fragility Curves of the 2011 Great East Japan Tsunami, in: Proceedings of the International Tsunami 

Symposium (ITS2013), Gocek, Turkey, 25-27 September 2013. 

 

○通常講演 

1. Anawat Suppasri / Tohoku research group for natural disaster science, Akita University / 7 January 2013. 

2. Anawat Suppasri / Coastal Engineering Conference (JSCE), Fukuoka city / 14 November 2013 

3. Anawat Suppasri / International Tsunami Symposium (ITS2013), Gocek, Turkey / 26 September 2013 

 

○基調講演・招待講演 

1. Anawat Suppasri / Thailand–Japan International Academic Conference, Osaka / 9 November 2013 

2. Anawat Suppasri / Ishinomaki city governmental office / 23 October 2013 

3. Anawat Suppasri / Royal Thai Embassy, Tokyo / 15 September 2013 

4. Anawat Suppasri / Sendai First High School / 12 September 2013 

5. Anawat Suppasri / Asian Institute of Technology, Thailand / 9 September 2013 

6. Anawat Suppasri / Rajamangala University of Technology-Lanna, Thailand / 4 September 2013 

7. Anawat Suppasri / Chiang Mai University, Thailand/ 4 September 2013 

8. Anawat Suppasri / Maejo University, Thailand / 3 September 2013 

9. Anawat Suppasri / Thai community in Saitama / 11 August 2013 

10. Anawat Suppasri / Earthquake countermeasures Technology Exhibition Seminar, Sendai / 9 August 2013 

11. Anawat Suppasri / Thai community in Yamanashi / 21 July 2013 
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◇学術関係受賞 （ 1  ）件 

Suppasri, A., Muhari, A., Ranasinghe, P., Mas, E., Shuto, N., Imamura, F. and Koshimura, S. / Hazard 2000 International 

Award, Japan Society for Natural Disaster Science / September 2013 

 

２ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流の有無（ 有 ） 

〈国名・研究機関名〉 

英国・ロンドン大学リスクと防災研究所 

 

◇国外の研究者の参加 （ 有 ） 

〈参加研究者の所属・参加形態〉 

ロンドン大学リスクと防災研究所・JSPS research fellowship 

 

◇学術交流協定の活用 （ 有 ） 

〈協定の名称〉 

ロンドン大学との災害研究の関する学術交流協定 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 有  ） 

〈活用形態〉 

Dr. Ingrid Charvet 研究員・東北大学- JSPS research fellowship・最先端統計解析 

Dr. Abdul Muhari 研究員・東北大学-Willis research fellowship・津波数値解析 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力の有無（ 無 ） 

（２）国内の研究機関の研究への参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：B 

研究課題名：津波ハザードの確率論的評価に関する研究 

研究代表者 福谷 陽 

所属部門・分野 地震津波リスク評価寄附研究部門 

職名 寄附研究部門教員 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

今村 文彦 

  

  

 

Anawat Suppasri 

 

  

 

福谷 陽（※） 

 

 

地震津波リスク研究部

門・教授 

 

 

地震津波リスク研究部

門・准教授 

 

 

地震津波リスク研究部

門・助手 

津波工学,災害科

学 

 

 

津波工学 

津波リスク評価

 

津波工学 

自然災害リスク

評価  

研究方針・研究結果のレビュー

 

 

研究方針策定・データ解析 

 

 

 

研究方針策定・データ解析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 矢代 晴実 防衛大学校・教授 地域防災学・災

害リスクマネジ

メント 

研究方針・研究結果のレビュー

 

 合計 4 名  

研究経費  総額 1,275 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

24 年度に構築した従来手法を高度化した津波ハザードの確率論的評価手法を基礎として,25 年度は

国内主要港湾における津波ハザードを確率論的に評価する.また,天文潮に対する確率的評価を同時

に実施する.さらに,確率的に評価された近地津波・遠地津波による沿岸波高・流速・周期と,潮位の

沿岸波高を基に,国内の主要港湾を対象に再現期間別の津波遡上評価を行う. 

◇研究の特色・意義 

本研究は，東北地方太平洋沖地震から得られる知見を踏まえ，従来手法に改良を加えた新しい視点

からの手法を導入することで，確率論的津波ハザードの評価手法を高度化し，来たる災害に備える

ための指標を提供する研究であり，これは，災害科学国際研究所の理念に沿った研究であると言え

る．研究の結果得られる国内主要港湾における再現期間別の津波遡上評価は，各種防災施策のため

の参考情報となり得る． 

当該年度

の研究成

果の内容 

当該年度の研究成果としては，大きく分けて二つある．一つは，従来手法を高度化した津波ハザー

ドの確率論的評価手法を用いて，東北地方太平洋沿岸における確率的津波波高とその不確実性（9

0%信頼区間，標準偏差，変動係数）を示したことである．その結果，津波波高の不確実性には地

域性があることが分かった．岩手県リアス式海岸部の結果からは，半島の先端部では津波波高の不

確実性（ばらつき）が大きい一方で，湾奥部では津波波高の不確実性は小さいという傾向が見られ

た． 

もう一つの研究成果としては，不確実性を考慮した津波ハザードマップを作成したことである．本

研究では，福島県の相馬港とその内陸部を対象として，再現期間別（1000 年，500 年，100 年な

ど）のハザードマップを出力した．東北地方太平洋沖地震津波の浸水範囲と，再現期間別の津波ハ

ザードマップを比較したところ，東北地方太平洋沖地震津波の再現期間は約 1200 年程度であると

推測された． 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

まず，事前に評価した津波波高に含まれる不確実性（ばらつき）がどの程度あるか，ということを

定量的に評価した研究結果からは，沿岸の津波波高の不確実性を具体的に数字で知ることが出来

る．このような情報からは，元来から不確実性が大きいと言われてきた津波波高の信頼性を明確に

知ることが出来るので，地域住民等が，評価された津波波高の特性をより正しく理解する手助けと

なる． 

再現期間別の津波ハザードマップについては，これまで各地域の津波ハザードマップとしてはある

地震を仮定した 1 ケースだけのハザードマップが公表されているのが常であったが，それが全てで

はなく，それ以外にも，津波の浸水範囲としては様々なケースが考えられるということを，具体的

に示すことが出来た．このようなハザードマップを示すことで，地域住民等は，これまでの 1 ケー

スだけの津波ハザードマップに囚われることなく，多数ケースの津波ハザードマップを基に，有事

の避難行動について柔軟に考えることが可能になると考えられる． 

以上より，本研究で定量的に示した，津波ハザード評価に含まれる不確実性は，実践的な防災に有

効に活用されることが期待できる．  

URL 等 地震津波リスク評価寄附研究部門ホームページ 

http://www.tsunami.civil.tohoku.ac.jp/hokusai3/J/irides_etrisk/index_j.html 
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（  5  ）件 

○通常講演  （  5  ）件 

福谷陽／断層の動的パラメータが津波波高の不確実性に与える影響の検討／2013 年 5 月 19 日－24 日／幕張

市・千葉幕張メッセ 

Yo Fukutani／A proposal of regional tsunami hazard evaluation index based on historical tsunami database／26th 

International Tsunami Symposium／2013 年 9 月 25 日－28 日／ゴセック（トルコ） 

Yo Fukutani／The state of stochastic tsunami hazard assessment／5th CR+I Seminar／2013 年 10 月 28 日／仙台市・

The Westin SENDAI 

Yo Fukutani／Uncertainties of tsunami wave height and flow velocity in the tsunami simulation due to dynamic fault 

rupture effects／2013 AGU fall meeting／2013 年 12 月 9 日－13 日／サンフランシスコ・Moscone Center 

福谷陽／CRSP モデルを用いた確率的津波ハザード解析／第 3 回巨大津波災害に関する合同研究集会／2013 年

12 月 19 日－20 日／高槻市・関西大学 

  

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

防衛大学校・矢代晴実教授との共同研究 
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平成 25 年度東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：東日本大震災に照らした我が国災害対策法制の問題点と課題に対する実証 

研究Ⅲ（災害復興対策・災害予防対策） 

研究代表者 島田 明夫 

所属部門・分野 人間・社会対応研究部門、防災法制度研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

防災法研究グループ 

研究代表者  

島田明夫 

 

丸谷浩明 

 

防災法制度研究分野・

教授 

 

 

防災社会システム研究

分野・教授（兼）法学研

究科・教授 

防災法制研究 

都市法制研究 

都市環境政策

研究 

防災法制研究 

BCP 等防災政

策研究 

防災法制度研究の総括 

防災法制及び震災復興・災害予

防に係る都市法制及び都市環

境政策に関すること 

災害対策基本法等改正に関す

ること 

BCP 等防災政策に関すること

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

西田主税（～2013.7） 

小森繁（2013.8～） 

金谷吉成 

Ｍ２学生 

石川祐帆 

板垣友圭梨 

乾祐樹 

篠原祥哲 

丹野将洋  

仲田太樹 

保知戸宏司 

Ｍ１学生 

小森絢 

櫻庭悠平 

積潤一 

妹尾雄介 

高野翔太 

早川怜花 

平田陽介 

宗修平 

法学研究科・教授 

 

法学研究科・準教授 

 

公共政策大学院院生 

公共政策大学院院生 

公共政策大学院院生 

公共政策大学院院生 

公共政策大学院院生 

公共政策大学院院生 

公共政策大学院院生 

 

公共政策大学院院生 

公共政策大学院院生 

公共政策大学院院生 

公共政策大学院院生 

公共政策大学院院生 

公共政策大学院院生 

公共政策大学院院生 

公共政策大学院院生 

行政法 

環境法 

法情報学 

 

防災法制 

防災法制 

防災法制 

防災法制 

防災法制 

防災法制 

防災法制 

 

防災法制 

防災法制 

防災法制 

防災法制 

防災法制 

防災法制 

防災法制 

防災法制 

防災法制及び復興における環

境行政に関すること 

防災法制における情報に関す

ること 

実地調査等 

実地調査等 

実地調査等 

実地調査等 

実地調査等 

実地調査等 

実地調査等 

 

実地調査等 

実地調査等 

実地調査等 

実地調査等 

実地調査等 

実地調査等 

実地調査等 

実地調査等 

 合計 20 名  

研究経費  総額 1,250 千円 
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研究目的 何をどこまで明らかにしようとするのか 

平成 23 年度においては、災害復興及び災害予防に関する法制度と実際の東日本大震災の復興

事業計画及び復興事業の進展状況とを比較検討することによって、防災法制のうち災害復興及

び災害予防に係る問題点を明らかにしたうえで、その改善点について提言をまとめる。 

研究の特色・意義 

本研究においては、被災自治体の現地調査や復興庁（本庁及び宮城復興局）、内閣府防災担当、

国土交通省（本省及び東北地方整備局）等の国の関係機関から集めた東日本大震災の実態に即し

て、公共政策大学院との共同研究により、災害予防対策、災害応急対策、災害復旧対策及び災害

復興対策の各局面に係る諸法についての問題点及び検討課題を実証的に抽出する。平成 23 年度

においては、被災地の復興及び今後の広域・大規模災害への的確な災害予防に資する政策提言を

まとめた。 

当該年度

の研究成

果の内容 

300～400 字の間で専門家以外にも理解できるようにまとめてください 

 災害復興及び災害予防に係る法制度に関するワークショップを行い、東日本大震災における

復興に係る具体的なデータに照らした現行の災害対策法体系の問題点及び課題を抽出し、7 月

末に中間報告を行った。10 月以降においては、復興庁宮城復興局、国土交通省東北地方整備

局、宮城県、岩手県、仙台市、加美町、石巻市、南三陸町、気仙沼市、陸前高田市、北海道奥

尻町、愛知県名古屋市、宮城県宅地建物取引業協会等におけるヒアリング調査を進めたうえ

で、災害復興政策及び災害予防政策に関する実証的な分析を進めた。それを踏まえて、防災集

団移転を収用適格事業とすべきであること、津波災害復興土地区画整理事業における 2 段階仮

換地指定の適用、中古住宅の市場取引に係る宅地建物取引業法における重要事項説明への耐震

補強の追加やインスペクターの活用、加美町地域防災計画改定案の作成等、復興まちづくりや

災害予防制度の提言などの災害対策法に必要な改正の方向について具体的な政策提言をまとめ

て、12 月末に最終報告を行い、2 月に復興庁、内閣府及び国土交通省に提言を行った。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

当該研究が防災・減災にどのように寄与するのかを必ず明記してください 

 東日本大震災における被災自治体、県及び国の機関における詳細なヒアリング調査や実態調

査などの実証研究を行い、成果の発信や復旧・復興への貢献を果たすとともに、将来の広域・

大規模災害に対する減災に資することができた。 

（１）災害応急対策に係る 2011 年度及び 2012 年度のワークショップ報告書の提言の一部が昨

年 7 月の災害対策基本法の一部改正によって実現し、今後の広域・大規模災害における減災に

寄与することが期待される。 

（２）復興まちづくりに関する 2013 年度の「津波災害復興土地区画整理事業における 2 段階

仮換地指定の適用」という提言が、国土交通省都市局市街地整備課長通達によって実現した。

（３）加美町地域防災計画の改定案が、平成 24 年度の同町防災会議で審議される予定であ

る。 

URL 等 参加研究者および研究組織が作成した研究内容または研究成果に関するウェブサイトなど 

東北大学公共政策大学院ワークショップ 

http://www.publicpolicy.law.tohoku.ac.jp/fd/workshop/2013/a.html 
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１ 研究成果の公表 

合計（ 2 ）編  

◇学術論文   

（ 1 ）編 

島田明夫/「復旧・復興に係る法制度、費用負担、住宅政策のあり方」/『都市住宅学』特集東日本大震災住政

策/第 81 巻/41～46 頁/2013 年 6 月/査読無 

 

◇その他 

（ 1 ）編 

（著者名／表題／雑誌名／巻号／頁／発行年／査読の有無） 

島田明夫/「東日本大震災にみる災害対策法制の課題」/『消防科学と情報』特集東日本大震災～被災者支援～

/No.122/10～17 頁/2013 年 4 月/査読無 

 

◇学会発表 

○基調講演・招待講演  合計 （ 1 ）件  

島田明夫/都市住宅学会・東北大学片平キャンパスさくらホール/2013 年 11 月 30 日/基調講演 

 

２ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流の有無（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加 （ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

公共政策大学院ワークショップ・プロジェクトＡ 

 

〈学生による成果発表〉 

2013 年 7 月 26 日公共政策大学院ワークショップⅠ報告会１（中間報告） 

2013 年 12 月 19 日公共政策大学院ワークショップⅠ報告会２（最終報告） 

2014 年 3 月 3 日復興庁への報告会 

2014 年 3 月 4 日国土交通省（都市局）への報告会 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果についてアピールしてください。 

 東日本大震災の被災地を現地視察して、被災自治体、加美町から直接的にヒアリングを行うとともに、積

極的に意見交換を行い、併せて国の復興庁宮城復興局、国土交通省東北地方整備局並びに宮城県、岩手県か

ら災害復興・災害予防に係る現実の制度・予算などの政策に関する情報を入手することによって、高度なデ

ィスカッション能力、プレゼンテーション能力、実現可能性の高い政策の企画・立案能力などを身に着ける

ことができた。 
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４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

〈連携部局名〉 

公共政策大学院 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力の有無（ 有 ） 

〈連携組織名〉 

都市住宅学会東日本大震災復興住政策特別研究委員会 

〈連携の形態〉 

共同研究・研究委員会幹事 

（２）国内の研究機関の研究への参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：Ｃ 

研究課題名：昭和三陸大津波以降の原地復帰に関する民俗学的研究 

研究代表者 川島 秀一 

所属部門・分野 人間・社会対応部門 災害文化研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 川島 秀一  災害文化・教授  民俗学  

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計   １ 名  

研究経費  総額  １,０６２ 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか   

平成 23(2011)年の東日本大震災による大津波においては、岩手県の沿岸部に顕著に現出 

したように、昭和 8(1933)年の昭和三陸大津波以降に高台移転を果たした「復興地」が難 

を逃れ、それ以外の低地が被災された。なぜ、高台移転を行なった住民が、78 年間をか 

けて「原地」に戻ってきたのか。その課題を、明治三陸大津波(1896)から昭和三陸大津波 

までの 37 年間の原地復帰の状況と比較しながら、聞き書き調査という民俗学的な方法を 

用いて、津波常習地である三陸沿岸の、海に対する生活文化を捉える。 

 

◇研究の特色・意義 

 明治と昭和の大津波のあいだの 37 年間「原現復帰」については、山口弥一郎の『津浪と村』

（1943）などの民俗学的な研究がある。山口は、明治から昭和の津波のあいだの「原地復帰」

の理由を、「経済的関係」、「民俗学的問題」、とくに「海に対する等の民俗学的問題」に分け

て、事例を挙げて述べている。歴史的な資料としても貴重であるが、次の昭和 8 年から平成

11 年の大津波までの 78 年間については、未だ対象化されていない時代であり、それを究め

ることの意義は大きい。 

当該年度

の研究成

果の内容 

本研究の当面の課題は、「昭和 8(1933)年の三陸大津波後に再び被災地である原地に戻 

ってくる経緯とはどのようなものか」ということであるが、東日本大震災(2011)までの 

78 年間の歴史的推移を、三陸沿岸の各浜を対象とするには膨大な時間を費やすことに 

なる。本年度は、主に岩手県釜石市唐丹本郷を対象としたが、『津浪と村』を著した山口 

弥一郎は、昭和三陸大津波から 19 年後の昭和 27(1952)年に、当地に原地復帰している９ 

戸を確認している。この時点で原地に住居を建てた者は、いずれも唐丹本郷と関わりがあ 

った者と思えるが、東京からの戦争疎開者、戦争後に親族を頼った引き揚げ者、釜石空襲 

で戦災に遭った者など、戦争を原因とする者たちであった。東日本大震災直前に原地に建 

っていた戸数は 60 戸で、そのうち今回の津波で被災したのは 48 戸、そのうち 19 戸が 

「復興地」(昭和８年後、高台移転した集落の通称)から分家として原地に家を建てている。 

昭和 45(1970)年４月に唐丹湾頭に高さ６ｍの防潮堤が建設されると 21 戸が下り、11 年後 

の昭和 56(1981)年４月に、さらに 11.8ｍに嵩上げした防潮堤が建つと、19 戸がまた下り 

た。小さな集落も社会の大きな流れに翻弄されて「原地復帰」をしていたことが分かった。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 今回、対象とした唐丹本郷は、東日本大震災後、すでに被災地に漁業に関わる作業小屋 

 などが新築され始めている。これが加工場になり、ゆくゆくは住居に代っていく道筋は、 

 昭和三陸津波後の状況も同様であったと思われる。真の「防災」とは、単に一時的な自然 

災害から「生命」を守ることだけでなく、さらにその後の被災者の「生活」も守るべきも 

のであることを考えると、「高台移転」や「防潮堤」のみを防災の議論とすること 

は問題があろう。この唐丹本郷の事例は、防潮堤が建つごとに「原地復帰」をする家族 

数を増やしているという歴史をもっているからである。また、背後を山地に囲まれた三 

陸沿岸の集落は、住宅地を切り開くに困難なため、高度成長期に各家族化が進んだとき 

に、それまで畑として耕していた「原地」を次三男の住宅地として利用したことも、今 

回の津波の被災戸数を増やした原因である。さまざまな原因で、かつての被災地に住宅 

が建つようになったわけであるが、一つ一つの要因にていねいに向き合うことを通して 

しか、今後の防災に役立つことはできないであろう。 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計４編  

・ 津波と漁民の信仰、比較民俗学 50、2013、123-136、査読無(依頼原稿) 

・ 三陸の歴史と津波―海と人のつながり―、生存の東北史、2013、244-254、査読無(依頼原稿) 

・ 津波伝承と防災、東北学 47、2014、86-97、査読無(依頼原稿) 

・ 三陸大津波と漁村集落―山口弥一郎『津浪と村』を受け継ぐために、歴史と民俗 30、2014、189-203、査読

無(依頼原稿) 

 

◇学会発表  

合計２件 

・ 災害とカツオ漁、日本カツオ学会、2013.6.22、高知・高知大学 

・ 震災年のカツオ漁、日本民俗学会談話会、2013.12.15 東京・國学院大学 

 

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計 ３ 件 

・ 書評・濱田武士『漁業と震災』、東京新聞、2013.5.12 

・ 書評・秋道智彌『海に生きる－海と人とのつながり』、東京新聞、2013.9.8 

・ 書評・葉山茂『現代日本漁業誌―海と共に生きる人々の七十年』、日本民俗学、276、査読無、129-134、2013 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計 １６件  参加者合計 ７３０名 

・ 気仙沼港の成立と災害の歴史、気仙沼みなとの学校、2013.4.7、気仙沼・南町かどっこ  

・ ファイト新聞について、「ファイト新聞展」記念講演会、2013.4.8、気仙沼・リアスアーク美術館 

・ 津波常習地の生活文化、「語りの文化講座―災害、事故に学ぶ―」、2013.5.11、東京・國学院大学 

・ 津波常習地の生活文化、宮城県市町村教育委員会協議会定期総会・研修会、2013.5.31、気仙沼・ワンテンビル  

・ 津波常習地の生活文化、ＮＰＯ法人みなみいせ市民活動ネット「防災講演会」、2013.6.9、南伊勢・南伊勢町民

文化会館 

・ 気仙沼湾と災害史、気仙沼勉強会、2013.6.17、東京・オランダヒルズ森タワー 

・ 気仙沼湾と災害史、2013.7.13、気仙沼市・東北大学災害科学国際研究所協定締結式記念講演会、気仙沼・リア

スアーク美術館 

・ 気仙沼の津波と尾形家、工学院大学ほか「故郷で伝えたいものがある」、2013.7.14、甲州・甘草屋敷 

・ 伝えたい 海に生きる唐桑の文化、日本交通公社「講演会」、2013.7.17、気仙沼・燦さん館 

・ 津波の記憶と伝承、「津波災害の記憶を巡る」シンポジウム、2013.8.8、仙台・東北大学   

・ 地域の生活文化と防災、国交省政務局公募事業「地域の歴史・文化からの防災」、2013.10.16、日南・大堂津公

民館 

・ 地域の生活文化と防災、国交省政務局公募事業「地域の歴史・文化からの防災」、2013.10.22、尾鷲・三木浦コ

ミュニティセンター 

・ 地域の生活文化と防災、国交省政務局公募事業「地域の歴史・文化からの防災」、2013.11.12、宮古島・伊良部

漁協会議室 

・ 寄り物の民俗誌、飛島学講座、2013.11.17、鶴岡・鶴岡まちなかシネマ 

・ 地域の生活文化と防災、国交省政務局公募事業「地域の歴史・文化からの防災」、2013.11.19、黒潮・佐賀総合

センター 

・ 津波常習地の生活文化、飯能市郷土館特別展記念講演会、2013.11.23、飯能・飯能市郷土館 

・ 津波常習地の生活文化、大船渡市教育委員会「講演会」、2014.2.8、大船渡・カメリアホール 
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研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計 １件 

 出演、自然災害の記憶と伝承、ＮＨＫ「視点・論点」、2014.3.14 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流 無 

 

◇国外の研究者の参加 無 

 

◇学術交流協定の活用  無 

 

◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

  2013 年 11 月 29 日に、インドネシアの人文系の研究者や記者が東北地方を巡見に来たときに、「津波と漁民

の信仰」という表題の講演を学内の教室で行なった。 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果 無 

 

◇ポストドクターの活用 無  

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携 無 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加 無  

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力 無 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加 無 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目： C 

研究課題名： リアルタイム雪崩ハザードマップのプロトタイプ構築 

研究代表者 森口 周二 

所属部門・分野 地域・安全再生研究部門・地域安全工学研究分野 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※森口周二 

 

 

寺田賢二郎 

 

 

加藤準治 

 

 

地域安全工学研究分野・

准教授 

 

地域安全工学研究分野・

教授 

 

地域安全工学研究分野・

助教 

地盤工学 

 

 

計算工学 

 

 

構造工学 

 

統括・雪崩シミュレーション精

度検証・プロトタイプ構築 

 

雪崩シミュレーション精度検証

 

 

プロトタイプ構築 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

上石 勲 

 

 

 

山口 悟 

 

 

 

平島 寛行 

 

独立行政法人防災科学技

術研究所雪氷防災研究セ

ンター・センター長 

 

独立行政法人防災科学技

術研究所雪氷防災研究セ

ンター・主任研究員 

 

独立行政法人防災科学技

術研究所雪氷防災研究セ

ンター・主任研究員 

雪氷学 

 

 

 

雪氷学 

 

 

 

陸域水循環 

雪崩危険個所の情報整理・プロ

トタイプ構築 

 

 

雪崩危険個所の情報整理 

 

 

 

積雪・雪質予測の精度検証・プ

ロトタイプ構築 

 合計   ６ 名  

研究経費  総額  １２７５千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 国土の半分が豪雪地帯である我が国では、雪崩対策は非常に重要な防災事業の１つである。斜

面崩壊や土石流といった他の斜面災害と異なり、雪崩の流動挙動は積雪深や雪の状態に大きく依

存するため、時間的に変化するリアルタイムハザードマップが必要となる。本研究では，雪崩の

リアルタイムハザードマップの枠組み構築の前段階として、実際に存在する雪崩危険個所を対象

としてプロトタイプを構築し、積雪状況や雪質によって変化するリアルタイムハザードマップの

有効性を示すことを目的とした。 

◇研究の特色・意義 

雪崩の被害を抑制するためには、各危険個所の危険度を正確に評価し、それに基づいてソフト

対策とハード対策をバランスよく講じるべきである。しかし、現状の雪崩の危険度評価では、主

に「見通し角法」と呼ばれる経験的な手法が用いられており、3 次元的地形形状や積雪状況の影

響を十分に反映することができない。そのため、危険度評価の精度を上げることが重要な課題で

あり、加えて時間的に変化する雪の状況に応じた危険度評価を可能とする枠組みが必要である。

本研究で構築するリアルタイムハザードマップのプロトタイプは、積雪状況や雪質によって変化

するだけでなく、高精度シミュレーションの結果に基づくものであり、今後の効率的な雪崩防災

を考えるために必要不可欠なものである。 

当該年度

の研究成

果の内容 

岩手県の国道 112 号線沿いの雪崩危険箇所を対象として，GIS 上で動作するリアルタイムハ

ザードマップのプロトタイプを構築した。設定した積雪深や雪密度に応じて評価結果が変化す

るものであり，地図上での到達範囲の表示や各種情報との重ね合わせ，および設定した条件で

のシミュレーション結果を３次元のアニメーションとして確認することができる。この３次元

のアニメーション表示機能は，既存の対策工の効果や新設の対策工選定に非常に有益と考えら

れる。また，この他に，GIS 上での実装には至っていないものの，降雪・雪質予測との連動に

ついてもその可能性を検討しており，効率的なリアルタイムハザードマップ構築のための利点

と問題点を整理した。 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

本研究の成果として得られたプロトタイプは，将来的に構築を目指すリアルタイムハザード

マップのイメージを具体的に示すものであり，雪崩防災事業者に対する非常によいアピールと

なる。また，本研究で構築したプロトタイプは，高精度な雪崩被害予測シミュレーションの結

果をわかりやすい形で表現するものであり，専門家でなくてもその結果を理解できる。そのた

め，本研究で蓄積した情報に基づいて広域のリアルタイムハザードマップを構築することによ

り，時々刻々と変化する雪崩の危険度の確認，防災事業の意思決定支援，地域住民への防災教

育など，様々な用途が考えられる。このような観点から，本研究の成果は，雪崩防災を次の高

みへ押し上げる重要なステップになったと考えられる。 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（ ４ ）件 

○通常講演  （ ４ ）件 

1. 森口周二, 沢田和秀, 八嶋厚, 上石勲, 防護工の評価のための雪崩シミュレーション, 第 48 回地盤工学研

究発表会発表講演集, CD-ROM, No.1031, 2013 年 7 月 23-25 日, 富山市 

2. 久野泰嗣, 森口周二, 沢田和秀, 上石勲, 岩田麻衣子, 土砂混じり雪崩に関する基礎的研究, 第 48 回地盤工

学研究発表会発表講演集, CD-ROM, No.19, 2013 年 7 月 23-25 日, 富山市 

3. 北山迪也, 大田寛, 上石勲, 根本征樹, 雪氷災害予測システムの高速道路での試験運用, 日本雪工学会上信

越支部第 13 回研究発表会，2013 年 8 月 9 日, 長岡市 

4. 河島克久, 伊豫部勉, 松元高峰, 佐藤亮太, 鈴木啓助, 上石勲, 飯田肇, 外狩麻子, 栗原靖, 気温・日射量を

指標とした融雪強度モデルの山岳地への適用化に関する研究(1) －地点によるモデル係数の相違－, 雪氷

研究大会（2013・北見），2013 年 9 月 17-21 日, 北見市 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

  

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

 防災科学技術研究所雪氷防災研究センターと連携して研究を進めた． 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

防災科学技術研究所雪氷防災研究センターのセンター長および研究員が本研究の組織メンバーに入っている．

雪氷防災研究センターのメンバーは，プロトタイプの対象箇所となる危険個所の情報収集や，降雪・雪質予測手

法の高度化を担当した． 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：2007 年ペルー地震によるピスコの復興過程モニタリング 

研究代表者 村尾 修 

所属部門・分野 地域・都市再生研究部門 国際防災戦略研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担  

村尾 修※ 国際防災戦略研究・ 

教授 

都市防災 

都市復興 

研究の統括 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

星知世 

 

 

松岡昌志 

 

筑波大学システム情報工

学研究科・修士課程 

 

東京工業大学大学院 

総合理工学研究科 

都市計画 

 

 

リモートセンシ

ング 

ピスコにおける復興過程の分析

補助 

 

リモートセンシング技術適用手

法の検討 

 合計  3 名  

研究経費  総額 1,275 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 震災後の適切な復興施策を策定するうえで，過去の震災復興過程を活かすことは重要である。研

究代表者は，復興過程の定量化を目的として建物復興曲線構築の手法を提案してきた。本研究では，

東日本大震災および 2004 年インド洋津波からの復興に関する調査研究を下地として，進めた。 

 2007 年 8 月 15 日に発生したペルー地震（Mw8.0）により，ペルーの太平洋岸の地域の多くが被

害を受けた。ピスコは家屋の 8 割が倒壊するという甚大な被害を受けた地区のひとつである。本研

究では，ピスコを対象として，2007 年以前の状況から 2013 年までの被災・復興の過程を建物棟数

（復興率）により，定量的に明らかにすることを念頭に実施した。 

 

◇研究の特色・意義 

 本研究は，研究代表者が継続的に進めて来た復興過程の定量化研究の一環であり，ピスコを対象

として，リモートセンシング技術を用いた復興過程定量化手法を構築する試みである。この研究を

進めることにより，世界各地で発生する災害後の復興過程を定量的に比較することが可能となり，

災害科学国際研究所の一員として，東日本大震災という広域にわたる被災地の復興過程の把握につ

なげていきたいと考えている。 

当該年度

の研究成

果の内容 

 本研究では，ピスコをケーススタディとして文献調査と現地調査を行い，建物再建に関連する復

興政策や計画の一部について時系列的に整理するとともに，リモートセンシングによる画像解析を

行った。その結果，目視判読作業が困難な建物密集地区において目視判読結果の約 71.2％の精度で

検出に成功した。航空写真の目視判読目視判読と画像解析から得られた各再建量を比較し，対応を

確認した。また，2007 年以降，各年代別のピスコ市における建物再建は被災から 1～2 年後にピー

クを迎えていることが明らかになった。文献調査等で、同時期に策定された住宅開発計画の存在

や、住宅再建のために必要となる居住地証明書の発行件数の増加が確認でき、関係する事象との対

応を確認することが出来た。以上の結果，ピスコの復興状況を整理するとともに，リモートセンシ

ング技術をある条件下における復興モニタリングに活用できることが示された。 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 数十年から数百年，あるいは数千年を経て形成されてきた都市の中で，災害あるいは戦争による

被災と，その後の復興の過程は，将来的な都市のアイデンティティを構築するうえで非常に重要な

分岐点となってきた。そのため，被災から復興の過程をモニタリングすることは，非常に重要なも

のとなる。復興モニタリングの目的は二つある。ひとつは（1）その過程を都市の復興アーカイブ

ズとして記録し，後世における貴重な資料として残すことである。もうひとつは，(2)都市の復興

過程を分析し，客観的事実としての過程とそれを誘導した復興施策あるいは社会背景との関係を明

らかにしていくことである。本研究は，（2）の視点に基づいている。 

 これまでに研究代表者は復興過程を定量的に示す建物復興曲線構築手法を提案してきた。本研究

では，従来の現地での悉皆調査のみならず，リモートセンシングデータを用いた手法においても，

それが構築できる可能性をみることができた。今後，世界各地の被災地の復興モニタリング情報を

より多く収集することにより，復興戦略策定に展開することができる。 

 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（1）編  

・ Shah, MD F., and Murao, O., Foreigners’ Evacuation Behavior in the Great East Japan Earthquake: A Case of Iwaki City in 

Fukushima Prefecture, Journal of Disaster Research, Vol.8, Special Edition“the Great East Japan Earthquake Disaster: Part 

II,”2013, 802-813, 査読有 

 

◇著書 

合計（2）冊 

・ 村尾修，建築・空間・災害 リスク工学シリーズ 10，172，コロナ社，2013 年，単著 

・ 村尾修，都市のリスクとマネジメント リスク工学シリーズ 9，193，コロナ社，2013 年，共著 

 

◇学会発表  

合計（6）件 

○通常講演  （2）件 

・ Murao, O., Transition of Housing Location in Damaged Areas due to the Great East Japan Earthquake and Tsunami in the 

20th century, HeKKSaGOn University Consortium, The 3rd Japanese-German, University Presidents’ Conference 

“Challenge and Perspectives in Promoting Young Researchers,”, 2013 年 9 月 12 日から 13 日, Göttingen，University of 

Göttingen 

・ Murao, O., Disaster Management in Japan and the Activities toward Post Hyogo Framework for Action 2005-2015 by 

IRIDeS, the 9th Research Symposium on Multi-Hazards around the Pacific Rim, 2013 年 10 月 28 日から 30 日, 台北・

台湾大学 

 

○基調講演・招待講演 （4）件 

・ Murao, O., Hyogo Framework for Action 2005-2015 Review from a Viewpoint, Association of Pacific Rim Universities 

(APRU) Multi-Hazards Summer School -Lessons learnt from the Great Eastern Japan Earthquake and Tsunami and Future 

Disaster Risk Reduction-, 2013 年 7 月 23 日, 仙台・東北大学 

・ Murao, O., Urban Recovery after 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami, International Seminar on Population 

Resettlement, Corporation Antioquia Presente 30th Anniversary, 2013 年 11 月 6 日から 7 日, Universidad EAFIT, 

Medellin, Colombia 

・ Murao, O., Lessons learnt from the Great East Japan Earthquake and the current recovery efforts, Asian Conference on 

Disaster Reduction 2014, 2014 年 3 月 3 日, 東京・品川プリンスホテル 

・ 村尾修, 震災復興まちづくりにおける合意形成の課題 −名取市閖上の事例を通じて−，, 日本建築学会・東日

本大震災 3 周年シンポジウム, 2014 年 3 月 12 日, 日本建築学会 

 

◇学術関係受賞  

合計 （1）件 

日本建築学会賞（論文）, 2014 年 4 月 14 日, 国内, 日本建築学会, 個人, 村尾修 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（3）件 参加者合計（   ）名 

・ 村尾修, 世界における震災・戦災復興後の都市, 第 4 回「震災対策技術展」宮城 –自然災害対策技術展−, 2013

年 8 月 8 日, 仙台市・情報・産業プラザ（AER ビル） 

・ 村尾修, 小学校における防災教育・活動のあり方, 教職員研修, 2013 年 12 月 6 日, 仙台市・仙台市立枡江小学

校 

・ Murao, O., Tokyo from the Viewpoint of Disaster Management, Graduate School of Architecture, Planning and Preservation 

at Colombia University, 2014 年 3 月 14 日, New York・コロンビア大学 
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◇学外での社会活動 

合計（3）件  

・小中高との連携  （1）件  参加者合計（40）名 

・ 仙台市枡江小学校における防災教育システムの検討，研修会での講演および防災教育に関する検討会，2013 年

秋から冬，約 40 名 

 

・行政・企業との連携 （1）件 参加者合計（30）名 

・ 「震災復興における支援アプローチ調査」有識者委員会，東日本大震災における被災地復興支援に関する調査

研究，2013 年 11 月から 2014 年 9 月，約 20 名 

 

・地域コミュニティ（自治会など）との連携 （1）件 参加者合計（20）名 

・ 防災都市計画のあり方検討小委員会，川崎市都市計画審議会，2012 年 10 月から 2014 年 10 月，約 30 名 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web 媒体などへの掲載 

 合計（2）件 

・ 出演, 聞いて，発見！大学図鑑，都市計画研究 東京大学・東北大学, Y-SAPIX Journal，, 2013 年 10 月 

・ 出演, 探る探る「被災地の復興過程研究 将来に向けて事例蓄積」，いのちと地域を守る 防災・減災のページ, 

河北新報, 2013 年 11 月 10 日朝刊 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

・ペルー, Japan-Peru Center for Earthquake Engineering Research and Disaster Mitigation (CISMID), National University of 

Engineering, Peru, 2013 年 7 月 9 日から 18 日, ピスコにおける復興調査 

・ペルー, Japan-Peru Center for Earthquake Engineering Research and Disaster Mitigation (CISMID), National University of 

Engineering, Peru, 2014 年 3 月 6 日, The 5th Japan-Peru Workshop on Enhancement of Earthquake and Tsunami Disaster 

Mitigation Technology 

 

◇国外の研究者の参加（ 有 ） 

ペルー, Japan-Peru Center for Earthquake Engineering Research and Disaster Mitigation (CISMID), National University of 

Engineering, Peru, 2013 年 7 月 9 日から 18 日, ピスコにおける復興調査 

・ペルー, Japan-Peru Center for Earthquake Engineering Research and Disaster Mitigation (CISMID), National University of 

Engineering, Peru, 2014 年 3 月 6 日, The 5th Japan-Peru Workshop on Enhancement of Earthquake and Tsunami Disaster 

Mitigation Technology 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

・筑波大学大学院システム情報工学研究科 

・ Japan-Peru Center for Earthquake Engineering Research and Disaster Mitigation (CISMID), National University of 

Engineering, Peru 

 

〈学生による成果発表〉 

・2014 年度に複数の研究成果を発表する予定 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 
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◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

・共同研究というかたちで調査および分析を若手研究者に支援してもらうことにより，研究能力の向上につながっ

た。 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

・本プロジェクトは，地球規模課題対応国際科学技術協力（防災研究分野「開発途上国のニーズを踏まえた防災科

学技術」領域）「ペルーにおける地震・津波減災技術の向上に関する研究（H21-26）」と深く関係している。そのた

め，千葉大学，筑波大学，東京工業大学，立命館大学と組織としての連携・協力を行った。 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

・共同研究者である筑波大学修士学生と調査を実施し，東京工業大学研究者らからは分析に関する支援を受けた。 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：海底水準測量手法確立に向けた技術開発 

研究代表者 日野亮太 

所属部門・分野 災害理学研究部門・海底地殻変動研究分野 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

日野亮太※ 

 

 

飯沼卓史 

  

 

東龍介 

 

災害理学部門・教授 

 

 

災害理学部門・助教 

 

 

災害理学部門・助教 

海底地震・測地

学 

 

測地学 

 

 

海底地震学 

総括・フィージビリティー評価・

海底圧力計の設計・試作 

 

地殻変動場モデルの検討 

 

 

水圧データ処理・解析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

鈴木 秀市 

 

 

荒木 英一郎 

 

理学研究科 

    ・技術職員 

 

独立行政法人海洋研究開

発機構・サブリーダー 

地震学・測地学

計測技術 

 

地震学・測地学

計測技術 

 

水圧センサー性能評価 

 

 

水圧センサー性能評価 

海底圧力計の設計 

 合計   ５ 名  

研究経費  総額  １３５千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

東北地方太平洋沖地震後，震源域で進行している地震後地殻変動（余効変動）の解明をめざして，海

底水圧計を用いた海底地殻変動観測を実施してきた．しかし，観測データには海底水圧センサーの長

期不安定性に起因する「みかけの海底上下変動」成分が含まれることが知られている．そこで，こう

した「見かけ変動」の影響を受けない観測方法として長期繰り返し観測（海底水準測量）の実用化と，

圧力センサーの長期特性の理解に基づく「見かけ変動」成分の除去をめざす．本研究では，長期繰り

返し観測用の観測機材の試作と，センサーの長期特性に関する知見を得ることを目指した．  

◇研究の特色・意義 

東北地方太平洋沖地震後の余効変動は今後数十年にわたって継続すると想定され，海岸部における

標高変化をもたらすことから，この地域における中長期的な復興後の開発計画を検討する上で重要

な情報である．また，余効変動は震源域周辺で発生しうるプレート境界型あるいはアウターライズ型

地震の発生ポテンシャルの評価に不可欠な要素である．こうした地震の発生は復興期とその後の社

会に大きなインパクトを与える．以上のことから，東北沖地震の余効変動の実体解明とその推移予測

は本研究所の災害理学部門の責務であって，その一環として本研究を位置づけて推進したものであ

る． 

当該年度

の研究成

果の内容 

2012 年に日本海溝近傍に開削された深海掘削孔の孔口に設置可能で，潜水艇で設置・回収可能な海

底圧力計を設計・試作を行った．センサー製造技術者との打ち合わせの結果，長期安定度が高い高精

度気圧計を基準とし，常圧環境下においた水圧センサーとの長期間並行観測平行観測により，水圧セ

ンサーの特性把握が可能となるとの予想に基づき，こうした室内実験の環境を整備し長期実験を開

始した．さらに，東北地方太平洋沖地震発生前に得られた海底圧力データには真の地殻変動成分の寄

与は小さいと期待されるから，そのデータに現れる長期変動からセンサーの長期特性の推定を試み

た．その結果，特定のセンサーに固有な「みかけ変動」成分の特定に成功し，これを用いて地震後の

データに補正を加え，地震後の約２年間の震源海域における地殻上下変動の実態解明に成功した．

 

 

 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

東北地方太平洋沖地震の発生メカニズムの理解は，南海トラフなど，他の沈み込み帯でも発生しう

る低頻度超巨大地震・津波の発生メカニズムと多くの共通点を有することが期待される．地震発生

後も震源の周辺で継続する断層面上でのすべり（余効すべり）の時空間的な発展は，巨大地震の発

生に至る過程を数理的モデルで理解する上で重要な制約を与えるものであり，巨大地震・津波の発

生機構の理解を通じた防災・減災への理学的取り組みの中で最重要課題の一つである．さらに，余

効すべりは，既破壊の震源に隣接する領域での大地震の連鎖の一要因であり，その把握は，今後の

地震活動の中長期的な予測の精度向上に重要な指針を与える．余効すべりが進行している今，海底

地殻変動観測の高度化は急務であり，本研究の成果はこれに資することを通して，実践的防災学に

貢献するもの 

 

 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（  ２）編  

Hino, R., D. Inazu, Y. Ohta, Y. Ito, S. Suzuki, T. Iinuma, Y. Osada, M. Kido, H. Fujimoto, Y. Kaneda, Was the 2011 Tohoku-Oki 

earthquake preceded by aseismic preslip? Examination of seafloor vertical deformation data near the epicenter, Marine Geophys. 

Res., DOI 10.1007/s11001-013-9208-2, 2013. 

Ito, Y. R. Hino, M. Kido, H. Fujimoto, Y. Osada, D. Inazu, Y. Ohta, T. Iinuma, M. Ohzono, S. Miura, M. Mishina, K. Suzuki, T. 
Tsuji, J. Ashi, Episodic slow slip events in the Japan subduction zone before the 2011 Tohoku-Oki earthquake, Tectonophysics, 
600, 14-26, 2013. 

 

◇学会発表  

合計（    ５）件 

○通常講演  （   ３）件 

日野亮太／海底圧力観測における 2011 年東北地方太平洋沖地震の余効変動／日本測地学会第 120 回講演会／2013

年 10 月 29〜31 日／立川市 

飯沼卓史／海陸測地観測データに基づく 2011 年東北地方太平洋沖地震の余効すべりの時空間発展（その３）／日

本地震学会 2013 年度秋季大会／2013 年 10 月７〜９日／横浜市 

飯沼卓史／Geodetic characteristic of the postseismic deformation following the interplate large earthquake along the Japan 

Trench／AGU 2013 Fall Meeting／2013 年 1２月 9〜13 日／サンフランシスコ 

 

○基調講演・招待講演 （   １）件 

日野亮太／RSeafloor geodetic monitoring in the hypocentral area of the 2011 Great Tohoku Earthquake／Joint Assembly 

IAHS-IAPSO-IASPEI／2013 年 7 月 21〜26 日／エーテボリ 

 

○ポスターセッション （   １）件 

日野亮太／Reprocessed records of seafloor vertical motion prior to the 2011 Tohoku earthquake／AGU 2013 Fall Meeting／

2013 年 1２月 9〜13 日／サンフランシスコ 

 

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ １）件 

日野亮太／震源直上での地殻変動と津波生成—海底圧力観測の成果／東日本大震災を分析する１地震・津波のメ

カニズムと被害の実態（平川新・今村文彦編）／査読無／2013 

 

 ◇学術関係受賞  

合計 （  １）件 

坪井賞（団体賞）／2013 年 10 月 30 日／国内／日本測地学会／グループ／東北大学大学院理学研究科地震・噴火

予知研究観測センター海陸測地観測グループ 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

米国／スクリプス海洋研究所／2013 年 1 月 28〜30 日／会議（技術情報交換） 

カナダ／カナダ地質調査所／2013 年 2 月 23〜25 日／講演・会議（技術情報交換） 

米国／パロサイエンティフック社／2013 年 2 月 26〜27 日／会議（技術情報交換） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 
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３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

理学研究科地震・噴火予知研究観測センター・共同研究 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

理学研究科地震・噴火予知研究観測センター・研究組織への参加 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

海洋研究開発機構・共同研究（法人間包括連携協定に基づく） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

海洋研究開発機構・研究組織への参加 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：東北地方太平洋沖地震に伴う巨大津波の発生要因に関する研究 

研究代表者 東 龍介 

所属部門・分野 災害理学研究部門・海底地殻変動研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

東 龍介※ 海底地殻変動研究分野・

助教 

地震学  

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計   １ 名  

研究経費  総額  1,233 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

2011 年東北地方太平洋沖地震では，プレート境界深部の高速破壊が付加体で抑制されずに海溝軸

まで突き抜けて，巨大津波を励起した．さらに，30 m を超す大すべりは宮城県沖の領域だけであっ

た．海溝軸沿いにみられる地震時すべり量のこうした変化は，海溝に沿って付加体周辺のプレート

境界摩擦が変化することを反映していると推察する．そうした摩擦変化はプレート境界構造の不均

質性に起因するはずであると考える． 

以上の着想のもと，申請者は，日本海溝近傍のプレート境界周辺の地震学的な構造に着目する．本

研究では，日本海溝陸側斜面の東北沖地震の大すべり域を含む領域において地震波速度構造を推定

する．その結果をもとに，日本海溝に沿って南北に変化する地震時すべり量分布に対して空間的に相

関のある構造不均質を見つけ出し，プレート境界面の摩擦の空間変化に対する，構造の役割を明らか

にする． 

◇研究の特色・意義 

海溝に沿った地震時すべり量の変化が，沈み込むプレートよりも不均質性の強い陸側プレート前

縁部の構造(堆積プリズム)に起因と推測する．プリズムの幅はバックストップを形成する高剛性の岩

体（白亜紀堆積岩体）から海溝軸までの距離と同等で，海溝軸に沿って一様でなく，1896 年明治三

陸沖地震震源域で大きく，宮城県沖では小さい．こうした構造的特徴が，地震時すべり速度の違いを

説明できるような構造不均質であることを明らかにすることができれば，地震時に，特に巨大津波を

励起しうる波源域を検討する上で有力な見解を提供できると期待する．これは，将来の巨大地震津波

に向けて津波防災をすすめる上で重要な手掛かりとなる． 

当該年度

の研究成

果の内容 

2007 年に実施したエアガン－海底地震計構造探査測線の直下に，2011 年東北沖地震の大すべり

域が分布する．エアガン信号の走時解析から，宮城県沖のピークすべり域に，上盤側プレート内に

高 Vp 異常（バックストップ構造）が分布した（青矢印の範囲）．そうした高 Vp 異常は三陸沖には

なく（赤矢印の範囲），Tsuru et al. (2002)の示唆したバックストップの迫り出しが宮城県沖に限る

ことを断定した． 

この構造不均質と地震時すべり量分布と空間的一致から，バックストップ－海溝軸間の距離，す

なわち堆積プリズムの幅が地震時すべりの大きさを規定する可能性を検討した．バックストップよ

り深部で破壊が始まったときに，プレート境界面を伝播する破壊エネルギーは柔らかい堆積プリズ

ム内の変形や小断層を介して解放されるが，宮城県沖のようにプリズムが小さいと，破壊エネルギ

ーはより海溝くまでプレート境界面に留まるため，結果として大きなすべりが生じたと考えられ

る． 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

本研究で明らかにしたバックストップ－海溝軸間距離の変化と地震時すべりの大小との対応関係

は，1960 年チリ地震などいくつかの巨大地震についても成り立つことを，比較研究により明らか

にしつつあり，普遍的である可能性が強い．すなわち，私の仮説はどの海溝型地震発生帯に対して

も適用できると思われる．これより，陸側プレート前縁部の地形および構造を海溝全体で把握して

いくことで，東北沖地震タイプの想定大すべり域の分布を知ることができると考えている．こうし

た情報は，他の沈み込み帯において，大津波の波源をどこに想定するかを検討する上でより現実的

な根拠として有意であり，理学的な観点から津波防災にアプローチする． 
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（  ２  ）件 

○通常講演  （  ２ ）件 

東龍介, 陸側プレート前縁部構造不均質と海溝近傍の地震時すべり量の関係性，日本地震学会 2013 年秋季大会，

2013 年 10 月 7 日～9 日，横浜市・神奈川県民ホール・産業貿易センター． 

Ryosuke Azuma, Heterogeneity of frontal structure of overriding plate controls co-seismic megathrust slip distribution in trench 

axial zone, Japan Trench and other subduction zones, American Geophysical Union 2013 Fall Meeting, 8-13 Dec, 2013, 

Moscon center, San Francisco. 

  

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

地震・噴火予知研究観測センター 共同研究 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 有 ） 

東京大学地震研究所 共同研究 

北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター 共同研究 

千葉大学理学部 共同研究 

九州大学大学院理学研究院附属地震火山観測研究センター 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：Ｃ 

研究課題名： 低線量・低線量率放射線被ばくによる脳梗塞・心筋梗塞発症の 

原因解明のための基礎的研究 

研究代表者 細井義夫 

所属部門・分野 災害放射線医学研究部門 

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

細井義夫※ 

 

上原芳彦 

 

村田泰彦 

 

 

 

 

災害放射線医学研究部

門・教授 

大学院医学系研究科放射

線生物学分野・助教 

大学院医学系研究科放射

線生物学分野・助教 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計  ３  名  

研究経費  総額  1,305 千円 
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研究成果 福島第一原子力発電所事故により土壌が汚染された地域に居住する住民は、今後長期間にわたり

低線量・低線量率放射線に被ばくする。旧ソ連のウラル核惨事とテチャ川の核汚染により低線量率

長期被ばくした住民では、発癌だけでなく心筋梗塞や脳梗塞などのリスクが増加することが近年報

告れている。放射線による発癌や遺伝的障害についての基礎的研究は進められてきたが、低線量率

放射線による心筋梗塞や脳梗塞は発癌と比較して致死リスクが小さくないにもかかわらず、その発

症機序に関してはあまり研究がなわれていない。本研究では、低線量・低線量率被ばくにより心筋

梗塞や脳梗塞など血栓が形成される機序を解明し、将来有効な予防法を開発するための道筋をつけ

ることを目的とした。 

 正常ヒト皮膚微小血管内皮細胞をタカラバイオ株式会社から購入し実験に用いた。放射線照射

が血液凝固や血管内血栓形成に関与する ICAM-1、VCAM-1、E-selectin 等の細胞接着因子の発現に

及ぼす影響をウエスタンブロットにより検討した。検討の結果 ICAM の発現は 10 Gy の放射線照射

によって照射 6 時間後に亢進し、24 時間後でも発現の亢進は認められた。これに対して VCAM-1

や E-selectin の発現に放射線は影響を及ぼさなかった。放射線線量依存性に関しては、5 Gy 放射線

照射では ICAM-1 の発現亢進が認められたが、1 Gy 放射線照射では認められなかった。 

 活性酸素による ICAM-1 の発現亢進では、NF-κB を介した情報伝達経路が用いられていること

が報告されている。このため、今回実験に用いたヒト血管内皮内皮細胞での放射線にる ICAM-1 の

発現亢進が NF-κB を介したものであるかどうかを検討するために、放射線にり NF-κB が放射線に

より活性化するかどうかを調べたが、放射線による活性化は検出できなかった。さらに、NF-κB 阻

害剤を用いて放射線による ICAM-1 の発現が阻害されるかどうかを調べたが、阻害されることはな

かった。これらのことから、放射線による血管内における ICAM-１発現亢進は NF-κB を介してい

ないことが示唆された。 
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（  2  ）件 

○基調講演・招待講演 （  2  ）件 

佐藤大介，天保六年の「宮城県沖地震」，第 1 回前近代歴史地震史料研究会，2013 年 11 月 4 日 

蝦名裕一，慶長奥州地震津波をめぐる歴史資料の再検討，第 1 回前近代歴史地震史料研究会，2013 年 11 月 4 日 

  

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  ５  ）件 参加者合計（   ）名 

平川新，災害と歴史，日本港湾振興団体連合会総会講演会，2013 年 10 月 10 日，酒田市 

平川新，歴史にみる災害，宮城郷土史探訪会，2013 年 11 月 12 日，広瀬市民センター 

平川新，災害の歴史から学ぶこと，多賀城市滅災シンポジウム，2013 年 11 月 28 日，多賀城市文化センター 

平川新，歴史から災害を考える，復興大学公開講演会，2014 年 1 月 15 日，ガーデンシティ仙台 

平川新，歴史研究から災害を考える，京都大学附置研究所・センターシンポジウム「京都からの提言」，2014 年 3

月 15 日，仙台国際センター 

 

◇学外での社会活動 

合計（ 1 ）件  

・小中高との連携  （ 1 ）件  参加者合計（    ）名 

平川新，高校生歴史フォーラム in 宮城，高校生歴史フォーラム in 宮城実行委員会，講演「災害と世界史」，2013 年

8 月 17 日， 

・その他 （ ２ ）件 参加者合計（   ）名 

岩手県大船渡市Ｏ家の美術資料調査，聞き取りと資料の状態の調査 2013 年 10 月 27 日，2 人 

宮城県石巻市Ｉ家所蔵資料の概要調査，聞き取りと資料の所在・内容を把握，2014 年 2 月 12 日，2 人 

 

研究成果に関する報道・雑誌・web媒体などへの掲載 

 合計（  ２   ）件 

新聞掲載，平川新，出演，もったいない語辞典「海嘯 うなり押し寄せる波」，読売新聞，2013 年 10 月 4 日 

新聞掲載，平川新，出演，宮城過去 400 年 犠牲者出た津波平均 57 年に 1 回，河北新報，2014 年 2 月 28 日 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 有 ） 

〈活用形態〉 

特別教育研究教員、1 人 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 
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◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：大学、プライベートセクター、NGO 間の防災における有効的な協力・連携 

モデルに関する研究～インドネシア、バングラデシュの事例を元に～ 

研究代表者 泉貴子 

所属部門・分野 情報管理・社会連携部門 社会連携オフィス 

職名 特任准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 

※泉貴子 

 

  小野裕一 

 

 

 

社会連携オフィス 

 

社会連携オフィス 

 

国際防災協力 

 

国際防災戦略 

 

計画立案、現地調査・分析、論

文執筆 

 

計画立案、テクニカルサポート

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

Dr Jemilah Mahmood 

 

 

Dr Ir. Krishna S.  

Pribadi 

 

 

 

Senior Fellow, King’s Co

llege, London, UK 

 

Researcher, Research Cen

ter for Disaster  

Mitigation, Institute Techn

ology Bandung,  

Indonesia 

人道支援・防災

 

 

防災・減災 

現地調査・分析、論文執筆サポ

ート 

 

現地調査・分析、論文執筆サポ

ート 

 合計    4 名  

研究経費  総額  1350   千円 

研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

国レベルの防災対策には差があり、政府のみに頼る防災対策というのは成り立たないことは明

白である。これまでにも、防災対策を強化するうえで、インドネシアやバングラデシュでは、

大学、プライベートセクター、ＮＧＯなど、あらゆるステークホルダー間の協力・連携関係や

ネットワークが構築されてきた。まずは、その事例を調査、整理し、どのような新しい、革新

的な試みがなされ、有効で成功しているのか、またその逆で、うまくいかなかったのかをヒア

リング、アンケートなどを用いて調査することを目的とした。その結果を用いて、大学、プラ

イベートセクター、NGO の連携モデルや特に、企業の防災に関する役割・貢献について提言を

行うべく、２０１４年度にも研究を継続申請中である。 
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◇研究の特色・意義 

近年、様々なステークホルダー（地方自治体、National/Local NGO、企業、大学など） の防

災への参加・貢献の重要性、及びそれぞれに果たすべき異なる役割があることが国際的に認識

されるようになった。これまで、NGO や政府の防災活動への参加やリーダーシップはある程度

認識され、その活動も広がりを見せている。しかし、それ以外の新しいステークホルダーとし

て、企業、メディア、大学などの、より積極的また多分野における参加はまだ不十分でその役

割や可能性も議論がしつくされていない。典型的な企業の防災への貢献として、事業継続計画

（BCP）などの例は特に先進国では広く見られるが、東南アジアや南アジア諸国ではその事例

は非常に少なく、BCP が整備されるだけの事前準備は整っていないのが実情である。この研究

では、BCP に限らず、これまでの様々な形での企業の防災への参加事例を収集し、将来のさら

なる貢献の可能性を探り、提案・提言することとしている。 

当該年度

の研究成

果の内容 

 
バングラデシュ 
 
国際機関（IFRC）、国連機関(UNDP),企業（ACCORD、ENVOY GROUP など）、NGO(CONERN, ACTION 

AID など)、大学（アジア太平洋大学、BRAC 大学、政府（災害管理局）などにインタビューを行い、

企業の防災への参加の現状とその可能性について分析を行った。その要点を２月２４日にバングラ

デシュで、Asia Pacific Alliance for Disaster Management（アジア太平洋災害管理アライアンス）が主催

した会議で発表し、政府関係者から政府への企業への防災参加に関してよい提言となるため、論文が

執筆された際は、ぜひバングラデシュ政府に共有するよう勧められた。今後はより詳しい事例などを

再調査し、論文と本出版の準備を始めたいと考えている。 
 
インドネシア 
 
インドネシアはバングラデシュより、企業の防災への参加という点では進んでいる。そのため、企業

からすでにいくつか事例を収集することができた。国連機関（UNOCHA）、NGO (MPBI,Oxfam)、企

業、政府（BNPB）、ドナー（AUSAID）などにインタビューを行い、情報収集を行った。企業への積

極的参加の事例が多くみられたため、今後、より深く調査し、問題点やその動機を分析する必要があ

る。現在、企業へのアンケート調査用の質問表をバンドン工科大学と共同で作成しており、2014 年

に企業向けのアンケート調査を開始する予定である。その結果を分析し、再度、企業を集めて意見交

換を行ったのち、論文執筆にとりかかる。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

防災における企業の役割・貢献には様々な国が注目している。現在は、災害対応への参加が中心で

あるが、徐々にその貢献が防災分野にまで発展しつつある。しかしながら、その広がりには、まだ

まだ課題は残されており、企業にとって防災分野にどのような貢献ができるのかの事例集などがあ

れば、企業にとってもアイデアをだしやすい状況にある。そこで、まずはバングラデシュやインド

ネシアの事例を集めた論文を作成し、政府や防災関係者と共有することは有意義である。例えば、

バングラデシュでは、現時点での調査結果を発表したところ、役に立つのでぜひ論文を共有してほ

しいとの要望が政府関係者や企業からあった。インドネシアでも、調査の対象であった国連機関

（UNOCHA）や AusAID など、企業の防災への参加を推進させようとしている機関からも、その

ような資料の提供への要望があった。最終的には、2015 年の２月に各国の事例を集めた文献の出

版を現在、京都大学と共同で検討中である。 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇著書 

合計（  1 ）冊 

Rajib Shaw・Takako Izumi (editors)/Civil Society Organization and Disaster Risk Reduction: The Asian 

Dilemma/Springer/To be published in June 2014 

 

◇学会発表  

合計（    1 ）件 

○国際会議 

Takako Izumi/Overview of role of private sectors in disaster management/“Effective disaster management mechanism: sharing 

best practices of multi-sectoral collaboration”/23 February 2014/Dhaka Community Medical College Gallery-1/100 

(information from the organizer – DCHT) (The agenda is attached)  

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（    1 ）件 参加者合計（  70 ）名 

パジャジャラン大学において講演 

Takako Izumi/“ Introduction of IRIDeS and Importance of Health Sector in Disaster Risk Reduction”/ Seminar on Disaster Risk 

Reduction and Human Security/18 November 2013/University of Padjadjaran in Bandung, Indonesia 

 

◇学外での社会活動 

合計（  １ ）件  

・行政・企業との連携 （ 1  ）件 参加者合計（    ）名 

インドネシアの”National Platform for Disaster Risk Reduction”という政府、企業、NGO、国連機関、研究機関から組

織されたプラットフォームの会合に招かれ講演/2013 年 11 月 11 日/20 名 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

1) Indonesia/Institute of Technology Bandung, Indonesia/2013 年 11 月—３月/共同研究 

2) Indonesia/University of Badjadjaran, Bandung, Indonesia/2013 年 11 月 18 日/講演  

3) Bangladesh/BRAC University, Dhaka, Bangladesh/2014 年２月/共同研究・聞き取り調査 

4) Bangladesh/Dhaka Community Hospital College, Bangladesh/2014 年 2 月 23 日/講演 

 

◇国外の研究者の参加（ 有 ） 

１）Indonesia/Institute of Technology Bandung/2013 年 4 月—2014 年 3 月/共同研究 

２）Malaysia/King’s College London/Dr. Jemilah Mahmood/2013 年 4 月—2014 年 3 月/共同研究  

 

◇学術交流協定の活用 （無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

京都大学大学院地球環境学堂/2014 年 2 月/共同研究・聞き取り調査 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（有） 

京都大学大学院地球環境学堂/2014 年 2 月/共同研究・聞き取り調査 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：三陸地方における地域特性と震災復興の方向性 

研究代表者 池田 菜穂 

所属部門・分野 情報管理・社会連携部門 社会連携オフィス 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※池田 菜穂 

 

 佐藤 翔輔 

 花岡 和聖 

 小野 裕一 

 泉  貴子 

社会連携オフィス助教 

 

災害アーカイブ研究分野助教 

都市再生計画技術分野助教 

社会連携オフィス教授 

社会連携オフィス准教授 

 

地域研究 

 

災害社会情報学

地理情報科学 

国際防災戦略 

国際防災協力 

 

研究統括，調査・分析（現地デ

ータ収集ほか全般） 

調査・分析（復興） 

調査・分析（GIS） 

調査・分析（復興） 

調査・分析（復興） 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計   ５名  

研究経費  総額 １２７５千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

本研究では，東日本大震災で被災した三陸地方を対象として，主として人口と生業構成（地域住民

が従事する生業の組み合わせ）から見た地域の特徴と，その地域の震災復興過程の関係について，文

献調査と現地調査に基づき，その傾向を把握することを目的とした。具体的には，震災発生以前から

の地域社会の特徴，特に，人口減少・高齢化の程度や，農林漁業への関わりかたなどと，震災発生後

に復興へ向かう地域社会が直面する課題の内容や，住民の選択・対応などとのあいだにどのような関

係があるのか，入手可能な文献資料・統計データと，現地での聞き取り調査をもとに明らかにしよう

とした。 

 

◇研究の特色・意義 

 地域社会（地域コミュニティ）における災害の影響や災害からの復興過程を考えるにあたっては，

災害発生以前の地域住民の暮らしについての理解が必要であろう。本研究は，東日本大震災発生以

前の三陸地方の住民の暮らしについて，小規模な地域社会を研究対象としつつも，世帯単位の生業

活動を基礎データとして，その社会の全体としての生業戦略やその変遷を明らかにしようとすると

ころに特色がある。今後，東北地方で様々な復興事業が本格的に進められるにあたり，地域社会に

おける過去から現在までの暮らしの変化を踏まえたうえで，長期点な視点から将来の地域のあり方

を検討することも求められる。復興事業にスピード感が求められるなかで，忘れられがちな地域社

会における過去から現在までの暮らしの連続性への配慮を促そうとするところに，本研究の意義が

ある。 

 

当該年度

の研究成

果の内容 

 平成 25 年度には，下記の活動をおこなった。 

（１） 三陸地方の漁業や漁村に関する資料収集（歴史資料・震災関連書籍・新聞記事・その

他）：三陸地方の住民の生業のなかで，文化的にも特に重要な漁業に関連する様々な資料

を収集した。 

（２） 震災以前の国勢調査データの活用方法の検討：５年毎に実施されている国勢調査の「小地

域集計」の宮城県・岩手県沿岸部地域のデータを閲覧し，国勢調査データを用いること

で，市町村レベルよりも小規模な地域社会について，その人口構造や生業構成の傾向を分

析できることを確認した。 

（３） JICA（独立行政法人国際協力機構）東北支部の復興支援ユニットとの恊働体制の構築：復

興支援を実践している JICA 東北支部と連携して調査研究を進める体制をつくった。 

（４） 事例調査の対象地域の選定：現地予察調査を行い，本研究の後継プロジェクトにおいて，

研究代表者がモデルケースとして調査する対象地域を選定した。 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 本研究における平成 25 年度の活動による成果をもとに，平成 26 年度以降に具体的な事例調査を

おこなう。事例調査対象地域における調査終了後には，地域住民，及び，地域の復興関連業務に携

わる実務者を対象に調査報告書を配布するなどの方法で，調査対象地域の住民・関係者に調査結果

のフィードバックをおこなうことを計画している。その活動を通じて，次のような観点から復興支

援活動への間接的な貢献が期待できる。 

（１） 復興支援に携わる実務者が，活動地域の地域社会に関する理解を深めるために役立つ知見

を提供する。 

（２） 被災地の地域社会における生業が，地域の文化として評価（再評価）されるきっかけを提

供する。 
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２ 社会活動 

◇学外での社会活動 

合計（  １）件  

・小中高との連携  （  １）件  参加者合計（約１８０）名 

気仙沼市立気仙沼中学校で実施した災害科学国際研究所防災出前授業において「地域社会における暮らしの変化

と災害」の授業を担当／2014 年 1 月 24 日／約 180 名 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

・インド／North Eastern Hill University／2014年 1月 18日〜20日／North Eastern Hill UniversityのHianbok J. Syiemlieh

教授（地理学）による東北大学災害科学国際研究所への訪問を受け入れ，東日本大震災の被災地巡検と Workshop 

on disasters and people’s livelihoods in South Asia の開催を通じて，東北地方と南アジアにおける災害と人々の暮らし

に関する研究交流を実施した。 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 

【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：低環境負荷放射線遮蔽セメント系複合材料の開発と最適遮蔽設計 

研究代表者 鈴木 裕介 

所属部門・分野 災害リスク研究部門・最適減災技術分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 

 
参画者数
が多い場
合は別紙
(A4用紙一
枚以内)に
研究組織
を添付し
てもかま
いませ
ん。 

 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 

※鈴木 裕介 

 

最適減災技術研究分野

・助教 

 

コンクリート

工学 

 

・本研究課題の総括 

・セメント系複合材料の試作

と物性，耐久性評価の実施

・放射線遮蔽実験の実施 

・放射線遮蔽シミュレーショ

ン手法構築の実施 

・実験及び解析データの整理

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 

Sanjay PAREEK 

 

 

 

木村 健一 

 

日本大学工学部 

・准教授 

 

 

株式会社フジタ 

技術センター 

・主席研究員 

 

コンクリート

工学 

 

 

原子力工学 

 

・セメント系複合材料の試作

と物性，耐久性評価の実施

・放射線遮蔽実験実施の協力

 

・放射線遮蔽実験の実施 

・放射線遮蔽シミュレーショ

ン手法構築の協力 

 合計   3 名  

研究経費  総額  1,350 千円 
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研究目的 何をどこまで明らかにしようとするのか 

本研究では，高濃度汚染物を格納するための放射線遮蔽セメント系複合材料容器として，主材

料に鉛以外の高密度材料で環境負荷が低い鉄を活用することで，廉価かつ低環境負荷に配慮し

た，より実用的な遮蔽容器の開発を行う。また，現地の汚染物を線源に用いて実際の汚染物格納

をモデル化した上で，遮蔽容器の密度や壁厚，格納する汚染物の量や放射能汚染濃度といった広

範なパラメータやファクターを考慮した遮蔽実験を実施し，より実態系に即した実験データの

蓄積を行う。更には，3 次元モンテカルロ法による放射線解析コードを用いて，様々なパラメー

タを持つ当実験結果を忠実に再現可能な遮蔽解析手法を構築し，遮蔽容器の最適設計法の基礎

資料を整備する。 

 

研究の特色・意義 

実際の除染現場状況を把握した上で放射線遮蔽容器を開発すること，並びに，実際の汚染物を

線源とした遮蔽実験を行い実態に即した評価を実施することで，被災地により密接した研究成

果を挙げることができるため，被災地の復興・再生に対し直接的な貢献が可能となる。 

当該年度

の研究成

果の内容 

300～400 字の間で専門家以外にも理解できるようにまとめてください 

 

本研究では、低環境負荷かつ高性能な放射線遮蔽セメント系複合材料の開発として、一般的

な骨材の代替に（環境上問題のある鉛などを用いず）鉄粒粉を使用し普通モルタルの 2 倍以上

の密度を有する高密度モルタルを試作し、それの γ 線遮蔽性能を実験により評価した。具体的

には、①鉄粒粉の粒径や混入量を最適化することで打設や硬化時における材料分離を生じずに

施工可能な高密度モルタル（最大で 5.0g/cm3）が作製可能であること、②普通モルタルと比べ

放射線遮蔽材として要求される強度と超長期的な耐久性を有すること、③実際の原発事故汚染

物を線源とした遮蔽実験から実態系に近い遮蔽条件による性能を評価したこと、並びに、④何

らかの要因によって遮蔽体（高密度モルタル）が損傷した場合を想定し損傷より影響する γ 線

遮蔽性能劣化についての評価、について示した。また、モンテカルロ法遮蔽解析により当実験

のシミュレーションを実施中である。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

当該研究が防災・減災にどのように寄与するのかを必ず明記してください 

 

 原発事故から 3 年が経過した現在においても、放射能汚染物の処理・処分方法は明確化され

ているとは言い難い。また、今後も国内外での原子力発電所の廃炉が大きな問題となると考え

られるため，放射線遮蔽材料として費用対効果に優れるセメント系複合材料（コンクリートや

モルタルなど）について（γ 線や中性子線に対する）遮蔽性能はじめその他要求される性能

（遮蔽体の強度や耐久性など）を満足するための基礎資料を整備し、信頼性の高い最適遮蔽設

計システムを構築することが、今後の防災・減災に対し直接的に寄与することができる。 

URL 等 参加研究者および研究組織が作成した研究内容または研究成果に関するウェブサイトなど 
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１ 研究成果の公表 

合計（ 1 ）編  

◇学術論文  （ 1 ）編 

木村健一，鈴木裕介，藤倉裕介，荒木慶一／放射能汚染灰及び電解水素水を用いたモルタル供試体の放射線

量変化に関する基礎的研究／コンクリート工学年次論文集／Vol.35，No.1／pp.1489-1494／2013／査読有 

 

（３）学会発表（発表者／学会名・場所／講演日時／招待・基調・通常講演の別） 

合計 （ 6 ）件  

○通常講演 

 鈴木裕介，藤倉裕介，木村健一，Sanjay PAEREEK，荒木慶一（放射能汚染灰体積線源を用いた超高密度

モルタルの γ 線遮蔽性能評価）／第 3 回コンクリート技術大会・郡山／2013 年 10 月 

 木村健一，鈴木裕介，Sanjay PAREEK，荒木慶一，藤倉裕介（放射能汚染灰及び電解水素水を用いたモ

ルタル供試体の放射線量変化に関する基礎的研究）／第 3 回コンクリート技術大会・郡山／2013 年 10

月 

 Sanjay PAREEK，鈴木裕介，木村健一，荒木慶一，藤倉裕介（放射性セシウム汚染灰を用いた超高密度

モルタル容器の γ 線遮蔽性能評価 －その 1 高密度モルタルの材料物性－）／日本建築学会大会・札幌

／2013 年 8 月 

 鈴木裕介，木村健一，Sanjay PAREEK，荒木慶一，藤倉裕介（放射性セシウム汚染灰を用いた超高密度

モルタル容器の γ 線遮蔽性能評価 －その 2 高密度モルタルの促進中性化試験及び γ 線遮蔽性能実験

－）／日本建築学会大会・札幌／2013 年 8 月 

 木村健一，鈴木裕介，Sanjay PAREEK，荒木慶一，藤倉裕介（3 種類のコンクリートを用いた放射能によ

る汚染物格納容器の解析的研究）／日本建築学会大会・札幌／2013 年 8 月 

 荒木慶一，鈴木裕介，木村健一，Sanjay PAREEK，藤倉裕介（放射性セシウム汚染灰モルタル供試体の

放射線量変化に関する基礎的研究）／日本建築学会大会・札幌／2013 年 8 月 

 

２ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流の有無（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加 （ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力の有無（ 有 ） 

〈連携組織名〉 

 日本大学工学部建築学科 RC 構造・材料研究室（Sanjay PAREEK 准教授） 
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〈連携の形態〉 

 原則、遮蔽実験時の線源となる放射能汚染物は現地（福島県内）からは持ち出せないため、福島県内にお

いて遮蔽実験を実施するための実験場の紹介を受けている。また、放射線遮蔽体となるセメント複合材料の

試作や、それの強度試験、耐久性試験等を当組織とともに実施している。 

（２）国内の研究機関の研究への参加（ 有） 

〈参加研究者の所属〉 

 株式会社フジタ技術センター 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：阿武隈川流域における集中豪雨による放射性物質拡散シミュレーション 

研究代表者 Yi Carine Joungyeon 

所属部門・分野 地域・都市再生研究部門・国際防災戦略研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

※ Carine J. Yi 

 

国際防災戦略研究 

分野・助教 

 

空間分析、シミ

ュレーション 

 

研究総括 

 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計   1 名  

研究経費  総額  1176 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

2011 年福島原子力発電所の事故により、放射性物質の拡散が懸念されている。阿武隈川流域は文部

科学省の発表しよりに分かるように放射性物質の沈着量の多い場所に位置し、森林の表土層に沈着

が高いことが明らかになっている。本研究は、半減期が長い、Cs137 の拡散が集中豪雨や土砂災害

により流域全体に拡散される恐れがあるため、適切なモデルを用いて GIS の空間的シミュレーショ

ンを行うことで、放射性物質の拡散のほどを明らかにしようとした。 

◇研究の特色・意義 

1986 年のチェルノブイリ原子力発電所事故とは違い、日本は山岳に囲まれており、今までの放射能

物質の拡散のために用いられたモデルの結果がどれだけ適応できるのかを知ることは大事である。

様々なモデルは、主に、土壌物質の移動を基にしたものが多く、その中でいくつかのモデルは日本の

場合において、地形や人為的な変数、例えば、汚水漏れなどの変数を考慮しなければ、適切可能であ

ると思われる。しかしながら、この基礎的なモデルの適応による検証は、今後更なるモデルの進化や

新しいモデルの開発に繋げるため、大変重要な課題である。 

当該年度

の研究成

果の内容 

日本の原子力規制委員会から入手したデータを基に、本研究を始めることになる。その上、日々測

定される膨大な放射性物質の測定データや現地においてのフィールドワークデータ、気象データな

どを入手したが、これらのデータのコレクションは今も続いている。なお、得られたデータはクリ

ーニング、データの統合、変換作業を行い、GIS 上で空間分析できるよう、事前作業を行った。阿

武隈川の土砂災害や洪水、台風などの災害歴史を検討して、本研究対象地域において、地形や土地

利用などの地域的な特徴に関して基礎的な知識を得た。必要に応じて、土壌関連の勉強、すなわ

ち、土壌の種類、粒子の大きさ、土壌の中の窒素や亜鉛のような肥料などに使う科学物質の性質や

土壌中での移動などについて勉強した。放射能物質の拡散に関連して用いられたモデルや解析手法

に関しての研究資料の検討を行った。分析においては、まだ、進行中であり、適応できる変数を調

整している。6 月の国際儀会に向けて結果を解析している段階である。 

 

 

 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

本研究は、放射能物質に関連してモデルに適応したシミュレーションを行うことにしたが、モデル

という学術的な手法の検証だけが目的ではなく、総合的な検討に基づいて、学術的なモデルの適切

さを知ることも大事であった。それには、日本の地形や災害歴史、住民の生活パターン、土地利

用、日常生活だけでなく、緊急時の政策までを検討した上、今後の施策に基盤となるための試みで

あった。研究対象地域ならではの様々な特徴を踏まえて行う研究課題である。 

 

 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ １ ）編  

Yi, C and Kure, S., 2014. Prediction of Radioactive Material Dissemination in Abukuma Basin using USLE, Proceedings of 

the International Conference on Flood Management, September 16-18, 2014. São Paulo – Brazil (査読つき Abstract, 

Abstract accepted) 
 

◇学会発表  

合計（  1  ）件 

Carine J. Yi / Prediction of Radioactive Material Dissemination in Abukuma Basin using USLE (英語) / The International 

Conference on Flood Management / September 16-18, 2014 / São Paulo – Brazil ・Maksoud Plaza Hotel located at 

Alameda Campinas, 150 (Abstract accepted) 
 

◇研究組織が主体となって開催した研究会・学術会議 

合計（ 3  ）件  参加者合計（ 450 ）名 

○国際学会大会 （ 1 ）件 参加者（ 350 ）名 

・『国際 GIS 学会』に参加をし、USLE などのモデルの適応について議論を行った。研究の目的や研究フィールド

は違うものの、モデルの適応方法について、有意義な議論ができた。 

 

○国内学会研究会（ 2 ）件 参加者（  50 ）名 

・リモートセンシング学会が主催する災害分析を主題とした研究会に参加した。広域範囲を研究対象とするため、

リモートセンシングのような技術の活用は大変有効であり、その応用のレベルを把握するために大変意義のある

研究会であった。 

・『GIS-Landslide 研究会 2013』に参加して、土砂災害に関係する研究者と、本研究課題に関して議論および情報収

集を行った。 

・放射能物質の拡散が及ぼす人間の健康や社会においてのリスクにおいて議論した。分析手法に伴う、変数の変更

による結果の変化を議論し、地域社会の再生など、幅広く意見交換、研究議論を重ねた。MATLAB の適用、GIS の

分析手法について、双方の今後の共同研究について基盤となるよう、深層議論、情報交換、技術交換を行った。 

 

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  1  ）件 参加者合計（ 25 ）名 

Carine J. Yi  / 災害に対する融合技術の活用(日本語) / 筑波大学・リスク工学研究会『Risk Engineering 

Research Meeting：RERM』  / 2013 年 12 月 25 日  / つくば市・筑波大学  

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 有 ） 

・国際シンポジウムである、『Sympsium on Spatial Planning following Disasters』の司会を務める。 

・『Risk, Perception, and Response Conference』に参加し、研究課遂行に係るリスク分析などについての情報収集を行

った。本学会は、より社会的な現象を基にリスク分析を議論する場であるが、特別に今回は、福島の事故に関連し

て、京都大学防災研究所の研究者の報告があり、有益な議論の機会となった。 

・アメリカの Northwest University の研究者たちと本研究からあり得る結果と今後の研究の行き先について議論を

した。よって、新たなモデルの改良と検証が必要であることに意見に同意した。 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 
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◇その他、国際交流を促進するための取り組み 

アメリカの Northwest University の研究者たちとモデルの改良のために議論を続けることにした。 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 有 ） 

・東北大学大学院工学研究科松山先生に多大な関心を頂き、今後議論できることを望んでいる。 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 有 ） 

・筑波大学の原子力エネルギー研究者である、羽田野裕子先生と本研究における、変数などに関する議論を行った。 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：東日本沿岸水域における化学的環境の時空間変化の解析：震災および人為的環
境改変の影響を理解し今後の環境管理方策を探る 

研究代表者 坂巻 隆史 

所属部門・分野 災害リスク研究分門 

職名 准教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

坂巻 隆史※ 

 

災害リスク研究部門 

災害ポテンシャル研究分

野 

准教授 

水環境工学・応

用生態学 

統括，データ解析等 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計    １名  

研究経費  総額   675 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 

宮城・岩手沿岸域の流域および沿岸域において，震災を含む様々な形での流域環境の改変に伴

う水質等化学的環境の時空間変化をとらえるための基盤的なデータセットの構築を行う． 

◇研究の特色・意義 

東日本大震災によって東日本沿岸では，それまでの地形や生物相が非常に大きな撹乱を受ける

とともに，多くのインフラ施設や農地等の人工的景観が破壊された．これに伴い，流域から沿

岸にかけての水域では，様々な物質の動態が大きく変化し河川や沿岸域の水質環境等にも大き

な変化が出ていることが予想されるが，その理解は不十分である．それらの理解は，今後同地

域沿岸の環境・生態系保全の方策を検討するうえで必要不可欠だが，その解析に有効なデータ

ベースは十分に構築されていない． 

当該年度

の研究成

果の内容 

 

平成 25 年 11 月の本研究課題採択以降，宮城・岩手沿岸域の全流域を対象として，NASA DEM

データおよび国交省国土数値情報をもとに流域界区分および土地利用分布に関するＧＩＳレイ

ヤーの作成に取り組んだ．さらに公共用水域水質データの重ね合わせを行うことで，土地利用

状態の変化にともなう公共用水域水質の応答を解析する際に利用可能なデータベースの構築を

行った．また，同沿岸海域については，デジタル海底地形図により水深分布に関する 100ｍ～500m

グリッドデータの作成を行った．これらによって，流域および沿岸域の各種水質指標など化学的

環境を記述する各種項目と，流域や海岸部の土地利用等の関係についての統計解析が可能とな

り，平成 26 年度の継続研究の中でそれらの課題に取り組むための研究基盤が整備された．  

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 

東日本大震災時の津波により大きく破壊された東日本沿岸地域の社会経済基盤は漁業をはじめ

として沿岸域の生態系サービスに大きく依存してきた．そのことをふまえれば，地域社会の迅

速かつ着実な復興・再生を目指すうえでは，沿岸域生態系の持続的利用を可能とするような環

境管理施策の具体化は必要不可欠である．本研究課題は，それに資する基盤的情報を提示しよ

うとするものである．  

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学会発表  

合計（  ３  ）件 

○通常講演  （ ２ ）件 

坂巻隆史，盛田暁子，当山昌治，渡邊康志，沖縄島サンゴ礁域における有機物・栄養塩の地域分布： 

流域環境と空間スケールの影響に着目した解析，日本水環境学会年会，東北大学，2014 年 3 月 

盛田暁子，当山昌治，坂巻隆史，河口干潟底質に及ぼす流域内土地利用の影響，日本水環境学会年会， 

東北大学，2014 年 3 月 

○ポスターセッション （ １ ）件 

坂巻隆史，盛田暁子，山村真以，河井崇，鈴木祥平，干潟の物質循環とベントス群集に及ぼす底質性 

状の影響：沿岸域底質管理の重要性を考える，日本生態学会学会，広島国際会議場，2014 年 3 月 

  

２ 社会活動 

◇講演会・市民講座などでの発表 

合計（  1  ）件 参加者合計（ 約 30 ）名 

坂巻 隆史，沿岸生態系の保全を生態学的視点から考える，第 15 回 IRIDeS 金曜フォーラム，2013 年 11 月 22

日，東北大学工学部総合研究棟 

 

◇学外での社会活動 

合計（ 1 ）件  

 ・小中高との連携  （ 1 ）件  参加者合計（ 約 40 ）名 

気仙沼中学校出前授業および平成 25 年度第 3 回防災文化講演会，他の研究所メンバー6 名とともに中学生向け

の講義を実施，2014 年 1 月，参加者数約 40 名（坂巻担当分授業について）． 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

 工学研究科土木工学専攻Ｄ１学生 1 名 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

◇教育上の効果・若手研究者への研究支援の取り組みについてアピールしてください。 

本研究課題の遂行にあたり，上記学生および当課題代表者坂巻を中心に，講習や業務委託を通じて専門家から

の技術的指導を受けながらＧＩＳによるデータベース操作技術のスキルを獲得した．これは，教育研究環境の

整備として非常有効な機会であったと同時に，作業にあたった学生にとってはＧＩＳデータベースの概念理解

と技術習得に大きく寄与した． 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 
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◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：Storm-induced nearshore wave processes for disaster mitigation 

研究代表者 ローバー フォルカ 

所属部門・分野 災害リスク研究部門 国際災害リスク研究分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

ローバー、 フォルカ 

ブリッカー ジェレミー 

国際災害リスク際研究所 助教 研究総括、解析 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計     ２名  

研究経費  総額   ８５０  千円 

研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

I have been studying storm-induced nearshore waves with potential for coastal disasters by using the 

Boussinesq-type wave model, BOSZ, that I have been developing over the past years. I am       i

nvestigating unexpected wave behaviors in the nearshore domain that might put a threat to coastal  

population. 
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◇研究の特色・意義 

An important aspect for nearshore wave models is tidal variation that has been greatly neglected in  

the past. Over the past months, I extended BOSZ in several ways. The model is now able to handl

e multiple wave spectra over space and time as input conditions. This has the advantage that the   

model can account for long-term local variations of the wave field such as it is often the case in  t

yphoon-type events.  

当該年度

の研究成

果の内容 

I have been studying storm-induced nearshore waves with potential for coastal disasters by using the

Boussinesq-type wave model, BOSZ, that I have been developing over the past years. Over the past 

months, I extended BOSZ in several ways. The model is now able to handle multiple wave spectra 

over space and time as input conditions. This has the advantage that the model can account for   l

ong-term local variations of the wave field such as it is often the case in typhoon-type events.    A

dditionally, it is now also possible to load irregular storm surge water levels as initial conditions. Fu

rther, tidal effects have been greatly neglected in such nearshore wave models. The tidal effects  on 

storm surge elevation, nearshore infra-gravity waves and coastal flooding can be significant. It is ther

efore crucial to account for these effects in numerical models. BOSZ is now able to handle tidal var

iations through mass fluxes over the domain boundaries. A paper on these subject has passed   the 

revision process. 

Further improvements of the numerical model, BOSZ, go towards a dispersion-preserving numerical

 scheme. In collaboration with the University of Hawaii, USA, I was able to develop a numerical  

method derived from aero acoustics, which preserves the inherent dispersion characteristics of the   

wave signal through coefficient optimization. This method is currently being implemented in the num

erical code. 

I am also involved in a collaborative project with Bricker-sensei on Typhoon Haiyan. A video,   t

aken by a human aid worker, has caught our attention a while ago. The video shows a tsunami-type

 bore hitting and destroying some residential houses in Hernani, a small village in Eastern Samar. 

We have been studying what phenomenon could have generated that - to some extend -  unexpected 

wave. It is possible that there is still undiscovered wave phenomena, which might pose a threat to  

coastal population. To further investigate this problem, we will conduct a field survey in late May, 2

014, to assess the site conditions near Hernani.  

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 

1.) Model validation with hurricane Iniki. BOSZ performs well for hurricane/typhoon wave scen

ario and provides realistic inundation and runup beyond what is possible with phase-average

d models. 

2.) The analysis of a field dataset from Hawaii shows the importance of the tide level on wave

 breaking and nearshore circulation behavior. 

3.) BOSZ was extended to handle variation in water leves such as tides to account for   nears

hore processes more realistically. 

URL 等  http://hydraulic.lab.irides.tohoku.ac.jp/app-def/S-102/2014/ 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（  １ ）編  

Li, N., Roeber, V., Heitmann, T., Yamazaki, Y., Cheung, K.F., (2014). Integration of Storm Surge and Coastal Inundation 

Modeling from Basin-scale Processes to Individual Waves. Ocean Modelling, in press. 

 

◇著書 

合計（ 2  ）冊 

1.) Roeber, Heitmann, Cheung, Smith. Numerical Modeling of wave-and tidal-driven nearshore currents. Coastal Engineering, 

in preparation 

2.) Roeber, Bricker, Heitmann, Cheung: Infra-gravity based wave amplification with potential to coastal disasters. Journal of 

Coastal Hazards, in preparation. 

 

◇学会発表  

合計（   ２  ）件 

Roeber, Heitmann, Cheung, Smith: Boussinesq-type modeling of nearshore currents over fringing reefs. Ocean  

Science2014, Honolulu, USA. 

Roeber, Li, Heitmann, Yamazaki, Cheung. Modeling of typhoon waves with Shock-Capturing Boussinesq-type Equations.  

COMPSAFE 2014, Sendai, Japan. 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 有  ） 

USA, University of Hawaii, Department of Ocean ＆ Resources Engineering, visiting researcher and joint research, 

2014/03/01-2014/03/17. 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：災害ストレスによる精神神経疾患発症機序における内分泌機能解析 

研究代表者 笠原 好之 

所属部門・分野 災害医学研究部門・災害精神医学分野 

職名 助教 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

 笠原 好之※ 

 

 

 富田 博秋 

 災害精神医学分野・ 

 助教 

 

 災害精神医学分野・ 

 教授 

 分子精神神経

生物学 

 

 災害精神医学

 研究の統括および遂行 

 

 

 研究全般の助言・協力 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

    

 合計   2 名  

研究経費  総額  675 千円 
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研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

 精神神経疾患の発症に、ストレス反応・順応性変化による異常なストレス応答が影響することが

多数報告されている。大規模災害等の強いストレスを妊娠期に受けると子の将来の精神神経疾患の

リスクが増大することが知られる。ストレス応答時には内分泌機能が強く応答しているため、妊娠

中の内分泌応答が疾患脆弱性に寄与する可能性が考えられるものの、この点に着目した研究は殆ど

為されていない。本研究ではストレス応答、うつ病、不安障害等への関与が示唆される神経内分泌

ホルモンのオキシトシン（OXT）に着目し、妊娠期の OXT 曝露が精神神経疾患の脆弱性を惹起す

るメカニズムの解明を目指した。 

◇研究の特色・意義 

 疾患脆弱性の獲得には妊娠期における母体のストレス負荷が関与することが示唆されてきたもの

の詳細なメカニズムは不明であった。本研究では OXT に着目し、胎児期の OXT 負荷が将来の精神

神経疾患発症の脆弱性に寄与するとの仮説に立脚する。精神神経疾患発症脆弱性のメカニズムにお

ける神経内分泌の機能変化に着目した例はなく、独創性を有する。大震災から 2 年半が経過した現

在、ストレス負荷から精神神経疾患の発症に至る脆弱性のメカニズムを知ることは、精神神経疾患の

治療のみならず予防の観点からも極めて重要である。 

当該年度

の研究成

果の内容 

 平成 25 年度においては胎児期のマウスに対して OXT 曝露の実験系を確立することを念頭におい

て実験を進めた。OXT は分娩を惹起する作用が知られているため妊娠期への投与には細心の注意を

払う必要があり、用量やタイミングの検討が必要であったがその目的は十分に達成した。今回用い

た OXT の投与量により、母マウスにおけるストレス中枢の神経活動が引き起こされることを確認

した。胎児の脳については今後の検討が必要である。マウスは生まれてから実験可能になるまで 2

〜3 ヶ月程度を要するが、平成 25 年度は着任時期の関係で 10 月からの研究開始であったため、行

動試験についてはまだ十分には行えていない。また、胎児期のストレスだけではなく成体マウスの

精神神経疾患と OXT の関連を調べる一方策として心的外傷後ストレス障害（PTSD）に着目した。

PTSD 発症における OXT 機能の解明のために Foot shock の実験系について、熟練した研究者の指導

を受け、実験系を確立した。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 ストレスは様々な精神神経疾患の発症要因となることが知られており、東日本大震災から 3 年余

り経過した現在、ストレスに起因する精神疾患の増加が懸念されている。本研究では弁財までに明

らかとなっていない胎児期におけるストレスと、それによって強く応答する内分泌機能に着目し、

ストレス時の精神神経疾患の発症のメカニズムを解明することを目的とした。減災・防災の一つの

柱として被災者のこころのケアに資することが挙げられるが、本研究の推進によってストレスによ

る精神神経疾患発症に対して成体期と胎児期のOXT機能について両面からの機序を解明することに

より、災害による精神神経疾患の治療と予防の基礎的知見の理解に貢献し、被災地の心理ケアに資す

ると期待される。 

URL 等  
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 2 ）編  

Kasahara Y, Sato K, Takayanagi Y, Mizukami H, Ozawa K, Hidema S, So KH, Kawada T, Inoue N, Ikeda I, Roh SG, Itoi K, 

Nishimori K. Oxytocin receptor in the hypothalamus is sufficient to rescue normal thermoregulatory function in male oxytocin 

receptor knockout mice. Endocrinology 154: 4305-4315 (2013) 査読有 

 

Sakakibara Y, Kasahara Y, Hall FS, Lesch KP, Murphy DL, Uhl GR, Sora I. Developmental alterations in anxiety and 

cognitive behavior in serotonin transporter mutant mice. Psychopharmacology 印刷中, 査読有 

 

◇学会発表  

合計（  4  ）件 

○ポスターセッション （  4  ）件 

単独・筆頭著者 

ポスター発表 笠原好之, AD/HD 動物モデルで見られる領域特異的なスパイン減少, 新学術領域「マイクロ精神

病態」若手交流会, 2014 年 2 月 13〜14 日, 群馬 

共同研究 

ポスター発表 榊原泰史, 笠原好之, 曽良一郎、セロトニントランスポーター欠損マウスにおける不安関連行動

および認知柔軟性の発達, 第 36 回日本神経科学大会, 2013 年 6 月 20〜23 日, 京都 

ポスター発表 Moriya Y, Kasahara Y, Hagino Y, Hall FS, Hen R, Ikeda K, Uhl GR, Sora I. Methamphetamine induced 

changes of monoamine neurotransmission in 5-HT1B KO mice. 11th World Congress of Biological Psychiatry, 2013 年 6

月 23〜27 日, 京都 

ポスター発表 久保有美子, 笠原好之, 有銘預世布, 富田博秋, 曽良一郎、AD/HD 動物モデルの若齢期における

治療薬応答性と分子神経基盤の解明、東北大学大学院医学系研究科 第 7 回リトリート 大学院生研究発表会, 

2014 年 1 月 18 日、仙台 

  

◇総説・解説記事（著者名／表題／雑誌名／査読の有無／巻号／発行年） 

合計（ 2 ）件 

森屋由紀, 笠原好之, 曽良一郎、メタンフェタミン依存に関する分子遺伝学的研究、日本神経精神薬理学雑誌、

33: 155-160、2013 査読なし 

笠原好之, 久保有美子, 曽良一郎、中枢刺激薬作用機序から知る AD/HD の病態メカニズム、日本神経精神薬理

学雑誌、33: 185-189、2013 査読なし 

 

２ 社会活動 

◇学外での社会活動 

合計（ 1 ）件  

・小中高との連携  （ 1 ）件  参加者合計（  50  ）名 

第 3 回防災文化講演会・気仙沼中学出前授業、「災害ストレスによる心の変化」について授業を行った、2014 年 1

月 24 日、約 50 名 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 

 

◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 
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３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 有 ） 

〈参加学生の所属〉 

東北大学大学院医学系研究科 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 
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平成 25 年度 東北大学災害科学国際研究所 特定プロジェクト研究成果報告書 
【所内／拠点研究】 

研究種目：C 

研究課題名：モバイル端末からの患者画像情報転送システムの開発 

研究代表者 中山雅晴 

所属部門・分野 
災害医学研究部門・災害医療情報学分野  

職名 教授 

 

研究組織 

研究代表者※印 

 
 

氏名（所内） 分野名・職名 現在の専門 研究の役割分担 

＊ 中山 雅晴 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害医療情報学分野・ 

教授 

医療情報学 研究統括・実施 

氏名（所外） 所属・職名  現在の専門 研究の役割分担 

 井上隆輔 

 

 

 

 

 

 

東北大学病院・メディカ

ルＩＴセンター 

医療情報学・疫

学 

 研究補助 

 合計  ２名  

研究経費  総額  675 千円 

446



 

研究目的 ◇何をどこまで明らかにしようとしたのか 

災害時において、モバイル端末などで撮影した画像（例えば、被災者の傷の状態など）を医療関係

者で共有するというニーズは高い。既存のソフトを利用する手段もあるが、必要不可欠な患者情

報を組み入れることや、セキュリティを保つことは十分でない。本研究ではそれらの条件を満た

すプログラム作成を 2013 年度内中に開発する。その後東北大学病院内で実証実験を行い、そのプ

ログラムの有用性と妥当性とを検証する。なお、対応するモバイルは  iphone、ipad を現時点で

の対象とし、情報転送に用いられるサーバーも東北大学病院内に設置したものに限定する。妥当

性が検証された後に拡張を考慮したい。 

◇研究の特色・意義 

医療情報におけるＩＴ化が普及するにつれ、その利便性が注目される一方、未だ紙情報として扱

われる対象が多いことや、文書や画像などのデジタル情報が院内情報システムにおいて簡便に共

有されないことへの不満も大きい。本研究では、モバイル端末で撮影した画像情報を医療関係者

間で簡便に共有することができ、さらには院内システムとしての利用を検討できる点で、特色と

意義がある。本研究の目的とすることは、日常診療でも必要とされることであるが、こと災害時に

関しては時間も手段も限られるなか、瞬時に起こる事象を時系列ごとにまとめ、情報を共有する

ことが不可欠であることから意義は大きいと考えられる。また、本研究所の理念である実践的災

害学における見地からも十分条件を満たすものと考えている。 

当該年度

の研究成

果の内容 

 

上記目的の通り、iPhone および iPad にインストールできるプログラムを作成した。プログラムは

単体で作動し、初期設定を行うことにより扱うデータの種類や用途、出力先などを選択できる。

例えば、医療機器の使用状況をリスト化するといった日常よくある業務があるが、その際医療機

器に定められている製品番号と製品名との対応表を最初に読み込ませる。また、データ読み取り

者やデータ対象もリストにして、設定を読み込ませる。作業として、患者ＩＤや製品をバーコー

ドもしくは手入力で読み取らせ、画像も保存する。すると、「データ作成者番号１、作成者名、

患者ＩＤ、患者名、製品バーコード番号、製品名、画像」といったデータが出来、一連の作業の

後転送することで iPhone または iPad 上にデータを残す、メールする、サーバーに出力するなど

の選択肢から出力先を指定してデータを保存することが可能となる。このような簡易入力とリス

ト化を行う作業をアプリケーションで行うことで、幅広い医療のニーズに対応でき、災害時にも

応用可能となる。 

研究成果

の「実践

的防災

学」とし

ての位置

づけ（ど

のように

役立つの

か） 

 

災害時に病院情報システムを始めとして、院内の情報インフラが使用不可になることは十分想

定でき、実際、東日本大震災では広範囲の病院にわたってそういった状況に陥った。しかしな

がら、院内インフラが使用不可な状況であっても、患者管理、資材管理、対応管理、スタッフ

管理等の業務は継続する必要があり、紙媒体だけでは到底処理できないため、何らかの代替手

段が望まれる。また、災害時を想定して作られたシステムであっても、使用できるＰＣや範囲

が限定されている場合には、応用できる状況が特定の場合のみとなり、結局は無効なシステム

となってしまいうる。本プログラムは iPhone や iPad など誰でも携帯するモバイルを用いて行う

ため、特別な設定や機器を必要としない。あらかじめ想定したマスタ情報を皆で共有すれば十

分であり、今後実際の災害訓練を通して、必要な準備を充実させていくことでさらなる有用性

を見込める。 
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１ 研究成果の公表 

◇学術論文   

合計（ 6 ）編  

1. Nakayama M et al. Evaluation of an Electrocardiogram on QR code. Stud Health Technol Inform. 2013;192:1020.（査読

有） 

2. Satoh K et al. Plasma cyclophilin A is a novel biomarker for coronary artery disease. Circ J. 2013;77:447-55. (査読有） 

3. Nakayama M et al. Identification and Visualization of Stimulus-Specific Transcriptional Activity in Cardiac Hypertrophy 

in Mice. International Journal of Cardiovascular Imaging. 2014;30: 211-9. （査読有） 

4. Nakayama M et al. Usefulness of MFER for the diagnosis of vasospastic angina with coronary spasm provocation test 

during coronary angiography. AMIA Annu Symp Proc. 1047.2013 Nov16 （査読有） 

5. Nihei T et al. Circadian Variation of Rho-Kinase Activity in Circulating Leukocytes of Patients With Vasospastic Angina. 

Circ J. 2014 Mar 27. （査読有） 

6. Hao K et al. Emergency care of acute myocardial infarction and the great East Japan earthquake disaster. Circ J. 

2014;78(3):634-43. （査読有） 

 

◇学会発表  

合計（  ６  ）件 

○通常講演  （ ４ ）件 

１． 中山 雅晴、臨床医にとって必要なバイオインフォマティシャン・統計専門家(ワークショップ)、 第

36 回日本分子生物学会、2013.12.3-6. 神戸・神戸ポートアイランド 

２． 中山 雅晴、アレルギー情報の標準化をめざして―アレルギー情報の共有には何が必要かー全国アン

ケート調査より(ワークショップ)、日本医療情報学連合大会、2013.11.21-23、神戸・神戸ファッション

マート 

３． 中山 雅晴、循環器病データベース構築のための医療機器データ連携の有用性（ファイアサイド）、  

第 78 回日本循環器学会学術集会、2014.3.21-23、東京・東京国際フォーラム 

４． 中山 雅晴、Data transition platforms in hospital information system should be established to construct data-

base with information communication technology. 第 78 回日本循環器学会学術集会、2014.3.21-23、東京、

ＪＰタワーホール 

 

○ポスターセッション （ ２ ）件 

１． Nakayama et al. Evaluation of an Electrocardiogram on QR code. MedInfo2013,2013.8.19-23, コペンハーゲン・

デンマーク 

２． Nakayama et al. Usefulness of MFER for the diagnosis of vasospastic angina with coronary spasm provocation test 

during coronary angiography. AMIA Annu Symp 2013, 2013.11.16-20,  ワシントン・アメリカ 

 

◇学術関係受賞  

合計 （ 1 ）件 

Distinguished Poster Award、2013.8.23、国際、MedInfo 2013、個人、中山雅晴 

 

３ 国際連携 

◇国外の研究機関との研究協力・交流（ 無 ） 

 

◇国外の研究者の参加（ 無 ） 
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◇学術交流協定の活用 （ 無 ） 

 

３ 教育上の効果 

◇学生の参加による教育上の効果（ 無 ） 

 

◇ポストドクターの活用（ 無 ） 

 

４ 東北大学各部局との連携 

◇東北大学各部局（災害科学国際研究所以外）との組織上の連携（ 無 ） 

 

◇東北大学他部局に所属する研究者の参加（ 有 ） 

東北大学病院 メディカルＩＴセンター 井上隆輔 研究補助 

 

５ 国内研究機関との連携 

（１）国内の研究機関との連携・協力（ 無 ） 

（２）国内の研究機関に所属する研究者の参加（ 無 ） 

 

６ 成果のアピール 
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特定プロジェクト研究 連携研究題目リスト（平成 25 年度採択） 

 研究課題名 研究代表者 

a-1 TerraSAR-X による津波被災地モニタリングと建物被害把握技術確

立に向けての国際共同研究 

越村 俊一 

a-2 米国地質調査所との連携による津波堆積物調査，分析法の高度化 後藤 和久 

a-3 水災害軽減のための流体力学の活用 ブリッカー ジェレミー 

a-4 ニュージーランド・日本における沈み込み帯地震研究国際連携ネ

ットワークの構築 

岡田 知己 

a-5 東日本大震災における避難所医療関係資料の保存・活用に関する

研究―石巻市を中心に― 

平川 新 

a-6 「人間の安全保障」に基づく国際的災害医学教育研究連携体制構

築 

服部 俊夫 

a-7 ハワイ大との学際的リスク研究推進のためのネットワーク構築 浩 日勒 

a-8 震災アーカイブの国際標準化及び相互連携に関する研究 柴山 明寛 

a-9 津波被害からの早期復興を支援する住宅型の開発に関する国際研

究 

本江 正茂 

a-10 APRU 大学間協力によるマルチハザードプログラムの推進 泉 貴子 

a-11 グローバル自然災害研究に関する連携強化プロジェクト -ロンド

ン大学との連携 

サッパシー アナワット 

b-1 風評被害を克服する食料生産・供給体系の構築に関する調査研究 増田 聡 

b-2 被災地の商業機能再建モニタリング調査 花岡 和聖 

b-3 災害文化教育カリキュラムの構築 今村 文彦 

b-4 超広域災害における災害対応支援 NPO の効果的な連携モデルの

構築 

佐藤 翔輔 

b-5 新たな共助のプラットフォーム創出に向けた被災地での実証・実

践 

佐藤 健 

c-1 東日本大震災における避難所医療関係資料の保存・活用に関する

研究―石巻市を中心に― 

平川 新 

c-2 被災した歴史資料の復旧・保存に向けた中長期的救済法の実践的

研究 

天野 真志 

c-3 大規模災害からの復興計画および実施プロセスに関する国際比較 井内 加奈子 

c-4 震災の教訓に基づくモデリングとシミュレーションの発展方向の

明示 

寺田 賢二郎 

c-5 ニュージーランド・ヒクランギ沈み込み帯での海底地震観測 木戸 元之 

c-6 稠密 GNSS 連続観測による東北地方太平洋沖地震の余効変動モニ

タリング 

飯沼 卓史 

c-7 短〜長期的地殻変動に基づく東北沖地震時沈降域の回復予測 遠田 晋次 

c-8 東日本大震災の被災地における「被災者目安箱システム」の開発 佐藤 翔輔 
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特定プロジェクト研究 共同研究題目リスト（平成 24 年度採択）※1 

 研究課題名 研究代表者 

A-1 年稿による巨大地震と津波の周期性の解明 安田喜憲（学内） 

A-2 小型水中ロボットによる会津地域の湖底の放射能汚染調査 高橋 隆行 

A-3 災害時における避難所運営システムモデルの構築 水田恵三 

A-4 福島県における歴史資料の保全と学術的活用を目的とする地域連

携に基づく現況調査と防災的保全システムの構築に関する研究 

阿部 浩一 

A-5  地域在住高齢者における災害弱者スクリーニングと支援システ

ムの設計 

目黒謙一（学内） 

A-6 大規模災害に対する保健医療災害対応マニュアルの整備と標準化

に関する研究 

上原鳴夫 

A-7 低線量被ばく環境下における心理的ストレスが幼児・児童と保護

者に与える影響 

筒井 雄二 

A-8 1578 年千軒台大洪水の検証と海跡湖沼堆積物による古津波の検出 箕浦幸治（学内） 

A-9 津波荷重評価に基づく建築物の耐津波性能評価および津波被災建

築物の被災度区分判定技術の確立 

西田 哲也 

A-10 東日本大震災被災地在住高齢者を対象とした園芸療法を用いた生

活介入実証研究 

事崎由佳（学内） 

A-11 災害拠点病院ＢＣＰ策定に向けた impactanalysis 災害拠点病院の業

務継続計画に関するガイドライン策定に向けた宮城県災害拠点病

院全施設調査 

中川敦寛（学内） 

A-12 大規模災害後の胎児、新生児への健康影響に関するゲノムコホー

ト研究と妊婦のメンタルヘルスケア 

有馬隆博（学内） 

A-13 岩盤斜面の３次元安定度評価システムの開発 京谷孝史（学内） 

A-14 具体的震災対策提言を目指した災害文化の研究 阿部恒之（学内） 

A-15 半島部漁業集落のくらしの再・創生のための研究及び実践活動 福屋粧子 

A-16 東北地方太平洋沖地震津波で被災した宮城県松島湾の海底環境の

被災状況把握と環境修復・影響評価に関する研究 

西村修（学内） 

A-17 ＲＣ橋脚の損傷度に対応した地震動強度指標の開発とその振動台

実験による検証 

鈴木基行（学内） 

A-18 大規模災害ストレスによるアルコール依存の形成・病態機序の解

明 

曽良一郎（学内） 

A-19 重金属汚染除去のための金属吸着タンパク質細胞表層提示技術の

開発とバイオリソースの集積化 

久保田健吾（学内） 

B-1 物語としての震災体験談の分析と記憶に関する研究 細川彩 

B-2 情報通信技術とロボット技術を利用した養殖業復興支援システム

の開発 

松野文俊 

B-3 不均質地殻構造を考慮した東北地方太平洋沖地震の地殻変動・津 伊藤喜宏（学内） 
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波生成のモデル化－隣接域の地震発生の可能性評価－ 

B-4 震災後精神症状の脆弱性因子／獲得因子／回復過程の心理・神経

基盤及び遺伝的背景の解明 

関口敦（学内） 

B-5 地盤変状に起因する送電鉄塔および基礎の損傷後余耐力 山川優樹（学内） 

B-6 2011 年東北地方太平洋沖地震による仙台市の造成宅地とインフラ

被害のデータベースの作成 

森友宏（学内） 

B-7 陸前高田市今泉地区の歴史を活かした復興計画の核となる吉田家

と街並みのＣＧ＆復原模型と復興計画案の作成 

月舘敏栄 

B-8 復興計画策定における合意形成の迅速化に関する研究：被災者の

意見変容過程の解明 

青木俊明（学内） 

B-9 東日本大震災におけるＲＣ造建築物の耐震補強効果の検証と被災

度判定技術の高度化 

前田匡樹（学内） 

B-10 災害エスノグラフィー手法を用いた借り上げ仮設住宅世帯の生活

再建過程の分析 

田中聡 

B-11 リアルタイム地震・津波ハザードマッピング技術の仮想化とクラ

ウドシステムの構築 

松岡昌志 

B-12 生体試料を用いた低線量放射線影響の基礎的研究 盛武敬 

B-13 海中の異常信号を検知する簡易設置型海洋エレベーターの開発と

その検証 

塚越秀行 

B-14 原発事故による農業の風評被害と営農再建に関する調査研究 関根良平（学内） 

B-15 光学リモートセンシング画像解析に基づく早期被災地マッピング

技術の構築 

三浦弘之 

B-16 海岸線変動を用いた東北沖巨大地震の発生履歴の解明 原口強 

B-17 津波遡上が河川生態系に及ぼす影響評価 渡辺幸三 

B-18 日本全国を対象とした流域スケールの雨水貯留容量マップの作成 横尾善之 

B-19 復興計画及び地震被害想定支援に向けた動態的な空間的マイクロ

シミュレーションによる中長期的な地域人口推計法の確立 

花岡和聖（現在，本所所属）

B-20 船舶避難・待避ハザードマップの構築 小林英一 

B-21 経験の蓄積を踏まえた津波復興まちづくりの計画立案手法の研究 池田浩敬 

B-22 海底観測時系列データのウェーブレット解析および統計解析によ

る地殻変動成分抽出に関する研究 

川崎秀二 

B-23 日台における災害教育に関する実証的研究：３．１１を教訓にした

感染症教育プログラムの検討 

坪内暁子 

B-24 発達障害を持つ子のための防災教育および防災対策 堀清和 

B-25 GIS を用いた東北地方太平洋沖地震による建物被害分布の地形・

地質学的要因の検討 

中澤努 

B-26 東日本大震災による地域経済への影響に関する調査 多々納裕一 

B-27 津波からの安全避難を目的とする平常時・非常時の道路運用方法 高田和幸 
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に関する研究 

B-28 遠隔ロボットと繋留型浮遊体を用いた三人称視点での情報収集シ

ステムの開発 

杉本麻樹 

B-29 大規模災害における民俗（民族）知の援用に関する実践的研究 田口洋美 

B-30 震災復興と事前復興支援のための復興まちづくり事例データベー

ス 

馬場美智子 

B-31 災害に頑健な物流のデザインに関する政策分析 堀江進也（学内） 

B-32 心の復興－「ことばの移動教室」による教育実践－ 小泉祥一（学内） 

B-33 津波被災地の商業機能再建モニタリング調査 磯田弦（学内） 

B-34 竜巻等突風災害に対する個人および行政レベルの対応マニュアル

に関する研究 

植松康（学内） 

B-35 東日本大震災の震災資料の所在調査および収集・保存の手法等に

関する検討－宮城県岩沼市をフィールドとして－ 

奥村弘 

B-36 津波体験ドライビングシミュレータを用いた避難誘導実験 丸山喜久 

B-37 教員養成における防災教育に関する研究 村山良之 

B-38 震災復興における福島県小規模自治体を対象とした実践型地域再

生モデル 

坂口大洋 

B-39 液状化地盤における杭基礎の倒壊に伴う高層建築物の倒壊シミュ

レーションと杭基礎の終局限界設計法の確立 

木村祥裕 

 

※１ 研究代表者が学内の場合は、採択年度(平成 24 年度)で終了。学外の場合のみ、平成 25 年度継続。 
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４ 研究活動 

（３）専任教員の研究・教育・社会活動 

 



東北大学災害科学国際研究所 専任教員活動報告 凡例 

 
０ 履歴事項 

 出身学校 大学院を除く最終出身学校 
 出身大学院 最終出身大学院 
 取得学位  現在まで取得している最上位の学位（名誉博士号は除く） 
 略歴    最終学校を修了して以降の略歴 
 研究経歴  今まで行ってきた研究活動の内容について 
 所属学会  所属する学会・学術研究を目的とする団体 
 専門分野     
 研究課題    現在の研究課題 
 研究活動の概要 現在の研究活動の概要 
  
１ 研究業績 

研究成果の意義・新たな知見 当該年度の研究活動の特筆事項（過去５年間程度の活動を背景にした） 
研究内容・研究成果に関するウェブサイト 
論文 

  表題／査読の有無（有・無）／依頼（招待原稿）の有無（はい・いいえ）／雑誌名・書籍名／巻号／掲載頁

／発表時期／単著・共著の別（共著の場合は共同執筆者の氏名） 
著書 

  書名／出版社／発行年月／著者・共著者の名前／単著・共編著の別 
総説・解説記事 

  表題／雑誌名・書籍名／巻号／発行年／掲載頁／発表者の氏名／単著・共著の別（共著の場合は共同執筆者

の氏名を記入） 
 特許・実用新案・その他の産業財産権 
  A 出願  名称／発明者／権利者／種類・番号／出願年月日／国内外の別 
  B 取得   名称／発明者／権利者／種類・番号／出願年月日／国内外の別 
 学術関係受賞  

受賞学術賞名（原語）／受賞年月日 （西暦）／国内外の別／授与機関／個人・グループの別／受賞者の氏名 
 科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）  
  採択種別／課題名／採択期間（年・月）／当該年度の直接経費額／機関の別（文部科学省・日本学術振興会）

／代表者・分担者の別 ＊当該年度分 
 その他の競争的資金獲得実績 
  採択種別／課題名／採択期間（年・月）／当該年度の直接経費額／採択機関・組織の名称／代表・分担（代

表者名・所属） 
 所内特定研究・共同研究の採択実績 
  採択種別／採択期間／課題名／代表・分担の別／（分担の場合、代表者の所属（東北大・他大学） 
学術会議・学会での発表・講演 

  国際会議・国内会議の別／学会・会議の名称／開催場所／開催年月日／発表題目／発表形態＊／（共著の場

合）共同発表者の氏名 
   ＊発表形態の種別 口頭（一般／招待・特別／基調）／ポスター（一般） 

    シンポジウム・ワークショップ・パネル（公募、指名）／その他 
 学術会議・学会の主催・運営 
  国際会議・国内会議の別／主催・運営の別／会議・イベントの名称／開催場所／開催年月日（西暦）／役割

の名称＊ 
＊「役割の名称」の例：セッションのコーディネーター、会計委員、委員長、セッションオーガナイザー 

 
２ 国際交流 

 海外研究機関交流実績 当該年度における海外の研究機関・研究者との交流実績 
 渡航・受入の別／国名／機関名／交流した相手の職名・氏名／滞在期間（西暦）／具体的な滞在の目的（講演、

会議、共同研究、学術交流協定、その他） 
 国際交流実績 当該年度における学術交流協定校との交流実績 
学術交流協定校名／協定の区分（部局間・大学間・その他）／交流期間（西暦年月日）／具体的な交流の内容 
 その他の取り組み 国際交流に関するその他の特色ある取り組み 
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３ 社会活動 

 社会活動への貢献 
  当該年度の災害対応・防災関連の社会活動の特筆事項（過去３年間程度の活動を背景） 
 学会及び外部機関での活動 
  学会活動および外部機関における活動（論文編集委員、大会実行委員、各種委員、役職、外部委員等） 
  学会名・委員会名 ／役職名（会長、理事、委員等）／活動期間（西暦年月日） 
 行政機関・企業・NPO などへの参加 
  企業名・団体名／役職名（会長、理事、委員等）／活動期間（西暦年月日） 
 市民向け講演会・シンポジウムなどでの発表 
  活動の種別（＊１）／活動の名称／発表題目名（原語）／発表形態（＊２）／開催場所／開催年月日  
  ＊１ 活動の種別：小中高との連携／公開講座／講演会・セミナー／展示会／その他 

＊２ 発表形態の種別：口頭／ポスター／その他 
 学外での社会活動 
 活動の種別（＊１）／活動の名称（行事名、講演会の主催機関など）／活動の内容（具体的に）／活動場所

／活動期間 （西暦年月日）（＊２） 
 ＊１ 活動の種別：小中高との連携／公開講座／講演会・セミナー／展示会／その他 
 ＊２ 統計編の所定の欄に、行事への参加人数をご記入ください。 

 報道・雑誌・web 媒体などへの掲載 
 メディアの区分／形態（出演・執筆企画協力・資料提供・その他）／報道の題目（見出しなど）／報道機関

名（○○新聞、××テレビなど）／報道日 （西暦年月日） 
 
４ 教育活動 

 教育活動への貢献 
  当該年度に防災・災害分野に関わって行った教育活動の特筆事項について（過去３年間程度の活動を背景） 
 採用研究員 
 採用研究員制度名称／採用研究員氏名 （原語）／採用期間（西暦年月日） 

 担当授業科目（他大学も含む） 
  学校名／対象（全学教育、○○学部など）／担当授業科目名／開講学期・セメスター 
 

＊各項目について、報告事項のない場合は、紙幅の関係で項目ごと削除している。 
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５ 教育活動 

 



教育活動 

 

１．教育活動の目標と概要 

 本研究所は、東日本大震災の経験と教訓を踏まえ、わが国の自然災害対策・災害対応策や国民・社会の自然

災害への処し方そのものを刷新し、巨大災害への新たな備えへのパラダイムを作り上げることを設立理念とし

ている。このため、本研究所の教員のすべては、災害に強い社会を醸成するための市民力の向上に寄与するた

めの教育活動を推進する責務を有しており、小・中・高校との連携を含む学外での教育・啓発活動は 4 章の「専

任教員の活動報告」の中に紹介されているほか、次章の「研究成果の社会発信」において総括している。本章

では、学内の教育活動の計画と現状を述べる。 

 学内の教育活動について、本研究所の中期計画では以下のような内容を定めている。 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置  

 ○全学教育、関連部局の学部や大学院の科目において、災害科学に関する基礎的な知識を提供する。 

 ○災害科学に関する実践的研究の成果を紹介するフォーラムを定期的に開催し、これを大学院の学生に公開  

  する。 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

 ○災害科学に関する基礎知識を教育する全学教育科目を提供する。 

 ○災害科学・実践的防災学に関する大学院科目を提供し、災害対応を担う人材育成を行う。 

（３）学生の支援に関する目標を達成するための措置  

 ○大学院の学生が、災害科学に関する最新の研究発表・聴講ができる支援体制をつくる。 

 ○国際連携のための仕組みをつくり、大学院の学生の海外における災害科学に関する研修を支援する。 

 上記の目標に対して、平成 24 年度は各教員が兼坦している学部・学科・研究科における学部専門教育・大

学院教育の中で、災害科学に関連する教育を行うことと並行して、本研究所独自の全学教育科目のカリキュラ

ム設計と実施体制の検討、平成 24 年 10 月に設置されたリーディング大学院「グローバル安全学トップリーダ

ー育成プログラム」のカリキュラム設計への参画と講義、実習の開設準備を行った。また、大学院学生への支

援を開始した。 

 平成 25 年度にはこれらの準備を受けて、全学教育の新設科目、リーディング大学院プログラムにおける講

義、実習科目を実際に開設し、本研究所としての独自の教育活動を開始し、順調に推移している。また大学院

生への支援も継続して実施した。 

 

２．全学教育の実施状況 

 東北大学では、初年次学生に大学での勉学・研究の意義を理解させる導入科目として、少人数形式の｢基礎

ゼミ」科目を設定しており、各部局が専任教員数に応じて複数のゼミを提供することとなっている。平成 25 年

度は本研究所において 2 科目を提供した（地域・都市再生研究部門寺田賢二郎教授、情報管理・社会連携部門

柴山明寛准教授が担当)。 

 他方、全学教育講義科目として、本研究所設立時の振替定員に基づき 8 科目以上の提供が要請されている。

このうち 6 科目はカリキュラムの連続性の制約から、心理学、教育学、歴史学を 2 科目ずつ提供したが（人間・

社会対応研究部門邑本俊亮教授、平川新教授、佐藤大介准教授が担当)、残る 2 科目は本研究所の教育目標に従

う講義科目を新設した。 

 東日本大震災の被災地の中心に存在する東北大学では、自然災害の基本的なメカニズムと対応の考え方につ

いて、すべての学生が基本的な知識と自ら考える能力を持つことが望まれる。この目的を達成するため、カレ

ントトピックス科目として「災害の科学」を新設し、「災害の科学－災害の発生と波及－」、「災害の科学－災

害対応－」の 2 科目を提供し、平成 25 年度はそれぞれ 30 名、16 名の学生が受講した。 

「災害の科学－災害の発生と波及－」の目的は、東北地方太平洋沖地震･津波をはじめとする巨大災害の発生

メカニズムと、それによる自然･人間･都市･社会の被害の様相について、現時点までの理学、工学、医学分野
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での科学的理解を学び、防災・減災を考える基礎を習得することにある。自然災害の発生（地震、津波、火山

噴火、異常気象）とそれが社会を襲うことにより発生する被害のメカニズム（地震、津波、土砂災害による、

建築物、構造物、都市の被害）、災害時の疾病と医学（災害救急、感染症、PTSD、公衆衛生の確保）など、こ

れらの基礎をオムニバス形式で講義し、過去の巨大災害の事例を踏まえて、災害の様相を的確にとらえるため

の技術、生命・都市・社会の被害を軽減するための基本的考え方を理解させた。 

 「災害の科学－災害への対応－」の目的は、東日本大震災をはじめとする巨大災害発生時の人間・社会の行

動の特徴と課題を学ぶとともに、これらの災害に対し強靭性を持った（レジリエント）な都市、地域、社会を

作り上げていくための人文的、社会的、工学的な対応策を学び、今後の防災・減災を考える基礎を習得するこ

とにある。そのため、災害時の人間・社会の行動（情報・交通途絶と対応、リスク認知、避難行動、社会・経

済への影響）、災害に強い都市・地域の構築・再生（耐火・地震設計、防災都市計画、復興計画）、災害情報と

災害文化（災害アーカイブ、災害経験の伝承、文化財保全、災害教育）の基礎をオムニバスで講義し、今後災

害に対して強靭な（レジリエント）な都市、地域、社会を作り上げていくための基本的な考え方を理解させた。 

  

３．リーディング大学院における教育活動の状況 

 リーディング大学院「グローバル安全学トップリーダー育成プログラム」の目的は、我国や世界が直面する、

巨大地震や津波などの自然災害あるいは気候変動、エネルギーセキュリティ問題等を解決し、人類社会の持続

性及び安全安心な社会構築に寄与するグローバル安全学分野のトップリーダー人材を育成することである。科

学・技術・人文社会科学の研究者が連携したプログラムにより、「安全安心を知る」、「安全安心を創る」、「安全

安心に生きる」という３つの視点からリーダーを養成する。 

 平成 24 年度の準備期間を経て、平成 25 年度より受講生を採択している。平成 24 年度はカリキュラムの設

計や講義・実習の策定等が中心にすすめられた。12 部局 21 専攻が協力した教育体制の中で、本研究所は「実

践的防災学」の視点で中心的な役割を担い、被災地の長期的な復興事業をはじめとする社会に還元するための

人材教育を行っている。被災自治体等との連携を強化し、被災地の復興への具体的貢献を果たしながら、複雑

化・多様化する自然災害のリスクに対応できる社会の創成を目指し、新たな防災・減災技術の開発とその社会

実装する。災害という脅威を防ぎ止めるだけでなく、人間・社会が賢く備えて対応する、さらに災害による被

害や社会の不安定から回復しながら教訓を語り継ぐ災害文化を醸成し、社会システムにそれらを織り込んでい

く。 

 本研究所の担当科目の主なものに｢実践的防災学 I-VIII」、「安全工学フロンティア研修（C-lab)」がある。前

者は災害科学に関連する理学、工学、文学、国際連携の視点から、最新の内容を 1 単位 8 科目に分けて提供す

るもので、本研究所の教員を中心に理学研究科、工学研究科、文学研究科の協力を得て開設した科目である。

後者は本コースの特徴である少人数の研修科目で、受講生が分野を異にする受講生と混合してチームに入り、

自ら設定した研究課題に即して問題解決に取り組むもので、本研究所の教員は災害調査、災害モデリング、防

災計画に関する研修科目を提供した。このほか、本研究所教員のもつ人的なネットワークを活用して、本コー

スの基幹科目である｢グローバル安全学｣、｢災害歴史学｣、｢実践的防災学国際講義」の学外講師依頼を行った。 

 上記の講義や実習の提供以外の平成 25 年度の特徴的な教育活動として、通常の地域の避難訓練支援、気仙

沼市やいくつかの高等学校でのアウトリーチ企画の実施、いわき市薄磯地区に設置した分室を拠点としての復

興活動の学術的支援など、地域の中で実践的に行なう教育の場を受講生に提供している。この活動を通じて、

本プログラム生がグローバル安全学トップリーダーとして育成されることが期待される。 

 以上のような教育活動を円滑に進めるため、本コースの専任教員と本研究所の関係教員がリーディング大学

院 WG を組織し、WG 長である遠田晋次教授を中心に定期的な会合を持ち、進捗状況の共有と課題の整理、解決

に向けての議論を行ってきた。 

 

４．学生の支援と研究指導 

 本研究所が月に１回主催している金曜フォーラムは、研究所の専任・兼務教員が各分野の研究視点やプロジ

ェクト研究の成果を報告し討論する場であるが、これを大学院生に公開し、災害研究の多様な研究方法や研究
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成果を学ぶ機会を提供している。また、大学院生への支援として、文部科学省からの特別経費「国際的に卓越

した教育研究拠点機能の充実」を活用して、国内外の学会への積極的な参加・発表を支援した。 

以上の結果、本研究所の教員の学生への研究指導とその成果は、以下のようである。 

 

博士論文指導（主査・副査）： 41 件 

修士論文指導（主査・副査）： 84 件 

卒業論文指導：   45 件 

博士学位取得（学内・学外）：  8 件 

留学生受け入れ：   38 名 
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６ 研究成果の社会発信 

 



 （１）刊行物 

 

研究所員による研究活動や研究成果の速報、専門性を生かした多様な社会活動の現状を、広く市民に

紹介するため、ニューズレター「IRIDeSquarterly（イリディスクウォータリー）」および広報誌

「IRIDsSReport（イリディスレポート）」を刊行した。平成25年度の刊行実績は下記の通りである。 

 

○ IRIDeS quarterly（イリディスクウォータリー） 日本語版 

・vol.3                 2013年5月31日発行 

・vol.4                 2013年9月1日発行 

・vol.5                 2013年11月30日発行 

・vol.6 3.11メモリアル号 2014年3月11日発行 

編集・発行東北大学災害科学国際研究所ニューズレターワーキンググループ 

 

○ IRIDeS quarterly 英語版 

・vol.2                 2013年9月1日発行 

・vol.3 3.11 memorial     2014年3月11日発行 

Edit/Published: Tohoku University, IRIDeS Newsletter Working Group 

 

○ IRIDsS Report（イリディスレポート）０２ 

2014 年 3 月 7 日発行 編者・発行者：東北大学災害科学国際研究所 
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（２）２０１３度に実施された公開講演・シンポジウム 

 

＜災害科学国際研究所主催＞ 

１．平成 24 年度特定プロジェクト研究成果報告会（平成 25 年 7 月 28 日） 

２．「津波被害の記憶を巡る」シンポジウム（平成 25 年 8 月 8 日）   

３．学術調査報告会・シンポジウム（平成 25 年 11 月 29 日） 

「フィリピンでの台風３０号（HAIYAN）による被害と今後の支援・学術調査に関する 

シンポジュウム」 

４．シンポジウム（平成 25 年 12 月 17 日） 

  「G 空間情報を活用した次世代防災・被災地支援システム研究会 第 2 回シンポジウム」 

５．災害実践学復興シンポジウム（平成 26 年 1 月 13 日） 

  「激甚災害からの住宅復興－コアハウスの可能性－」 

６．シンポジウム（平成 26 年 1 月 15 日） 

  「「被災地」のいま ～地方自治体リーダーの発信～」 

７．東日本大震災 3 周年シンポジウム（平成 26 年 3 月 9 日） 

   「命を守る避難行動 －巨大複合災害への初動対応－」 

 

＜教員主催・運営＞ 

●学会・大会 

・ 国際会議 主催 The 13th World Conference on Seismic Isolation 日本国 仙台市 2013 年 09 月 

24 日∼2013 年 09 月 26 日 実行委員会 副実行委員長（五十子） 

・ 国際会議, 運営, International Symposium  on City  Planning 2013, Sendai, 2013 年 08 月 23 日∼24 

日, 実行委員長（奥村） 

・ 国際学会 運営 11th SEGJ International Symposium 横浜市 2013 年 11 月 19 日 セッションコン

ビーナー（日野） 

・ 国際学会 運営 米国地球物理学連合秋季大会 サンフランシスコ市 2013 年 12 月 2 日 セッシ

ョンコンビーナー（日野） 

・ 国際会議，主催，東日本大震災アーカイブ国際シンポジウム－未来をつくる地域の記憶－，東北大

学青葉山キャンパス（仙台市青葉区荒巻字青葉 6-6）工学部・工学研究科センタースクエア中央棟 2

階大講義室，2014 年 1 月 11 日，主催者（柴山） 

・ 国際会議／主催／Expert Group Meeting (EGM) on Improving Disaster Data to Build Resilience in Asia and 

the Pacific／2013 年 9 月 30 日－10 月 1 日／セッションオーガナイザー（小野） 

・ 国際会議／主催／Expert Group Meeting on Urban Disaster Risk Reduction & Resilience in Sendai 2013 年

3 月 13－14 日／セッションオーガナイザー（小野） 

・ APRU Multi-Hazards summer school/東北大学・2013 年７月２３－２５日・運営（泉） 

・ 国際会議 主催 Expert Group Meeting on Improving Disaster Data to Build Resilience in Asia and the 

Pacific（災害統計に関する国連専門家会議） 東北大学片平キャンパス 2013 年 9 月 30 日〜10 月

1 日 記録担当（池田） 

・ 国際会議 主催 Workshop on disasters and people’s livelihoods in South Asia（南アジアにおける災害
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と人々の暮らしに関する研究集会）東北大学青葉山キャンパス 2014 年 1 月 20 日 司会・話題提

供（池田） 

・ 国際学会, 2013 meeting of the Society for Social Studies of Science in San Diego, October 10. "083. Creating 

Dialogues in Science Communication: Methodlogy and Practices", Yuko Murakami, Miwa Kuri セッション

オーガナイザー.（久利） 

・ 国際セミナー、主催、IRIDeS/ToMMo/東北大学大学院医学系研究科総合地域医療研修センター/東北

大学病院卒後研修センター共催 International Interchange Seminar 米国同時多発テロ被害者家族会・

マウントサイナイ大学災害精神医学アウトリーチ講演会～災害被災者の心理社会的支援のあり方

と国際協力について～(Seven Members of 9/11 Family Association/September 11th Personal Stories of 

Transformation、仙台市（東北大学 星陵キャンパス 医学部 臨床大講堂）、2013 年 8 月 5 日、主催責

任者（富田） 

・ 国際セミナー、主催、災害医学セミナー～災害後中長期の心理社会的支援と国際協力～(Hans Ågren/

エーテボリ大学/ＤＳＭの変遷, Tom Lundin /ウプサラ大学/スマトラ津波被災者のメンタルヘルス)、

仙台市（東北大学 星陵キャンパス 加齢医学研究所プロジェクト総合研究棟 4 階セミナー室）、2013

年 10 月 17 日、世話人（富田） 

・ 国内会議 主催 津波堆積物ワークショップ（第 4 回・第 5 回） 2013 年 09 月（後藤） 

・ 国内会議，主催，「東日本大震災後の交通と輸送の実態」 ロジスティクス調査報告会，東北大学萩

ホール会議室, 2014 年 03 月 27 日, 代表者（奥村） 

・ 国内会議，主催，土木学会土木計画学研究委員会 ワンディセミナー70：東日本大震災後の交通

と輸送：仙台からの報告，土木学会講堂， 2014 年 03 月 28 日, 代表者（奥村） 

・ 国内会議 主催 2013 年度第 1 回仙台藩研究会 宮城県仙台市・仙台市博物館 2013 年 6 月 30

日 事務局長（佐藤大介） 

・ 国内会議 主催 2013 年度第 2 回仙台藩研究会 宮城県仙台市・東北大学東北アジア研究センタ

ー 2014 年 3 月 11 日 事務局長（佐藤大介） 

・ 国内会議 主催 文化財防災意見交換会 in 宮崎 宮崎県宮崎市・ホテルメリージュ宮崎 2013 年

11 月 23 日（天野） 

・ 国内学会 都市住宅学会 スタディーツアー 宮城県沿岸部 2013 年 11 月 29 日 ツアー実施責

任者（丸谷） 

・ 国内会議 主催 サマースクール「非線形有限要素法による弾塑性解析の理論と実践」 中央大学

理工学部 2013 年 08 月 22 日−23 日 委員長（寺田） 

・ 国内会議 主催 Modelings & Simulations 研究会 東北大学青葉山キャンパス 2013 年 12 月 5 日 

（寺田：委員長・森口：幹事） 

・ 国内会議 運営 第 16 回応用力学シンポジウム 東京大学 柏キャンパス 2013 年 9 月 3 日 幹

事（森口） 

・ 国内会議 運営 第24 回日本疫学会学術総会第21 回疫学セミナー「ゲノムコホート研究とバイ

オバンクの展望」 仙台市 2014年01月23日 疫学セミナー運営責任者（栗山） 

・ 第 19 回日本医療情報学会春季学術大会 実行委員長 2013 年～2015 年（中山） 

・ 国内会議，運営，電子情報通信学会・第 4 回安全・安心な生活のための情報通信システム研究会，

2013 年 12 月 16 日-17 日，幹事補佐（佐藤翔輔） 

・ 国内会議，運営，土木学会土木史研究発表会，東北大学工学部中央棟，2013 年 6 月 22 日〜23 日，
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開催校委員（平野） 

・ 国内会議，主催，都市計画学会東北支部 都市計画講演会「福島原発災害と復興への課題」，通研 2

号館 430，2013 年 7 月 6 日，担当幹事（平野） 

・ 国内会議，運営，土木学会景観・デザイン研究発表会，東京工業大学，2013 年 12 月 14 日〜15 日，

座長（平野）国際セミナー、主催、IRIDeS/ToMMo Tohoku University Disaster psychiatry seminar、仙

台市（艮陵会館 記念ホール）、2013 年 06 月 24 日、主催責任者（富田） 

・ 国内会議 主催 フィリピンでの台風３０号（HAIYAN）による被害と今後の支援・学術調査に関

するシンポジュウム 東北大学青葉山キャンパス 2013 年 11 月 29 日 司会（池田） 

・ 国内会議 主催 シンポジウム『「被災地」のいま～地方自治体リーダーの発信～』 東北大学青葉

山キャンパス 2014 年 1 月 15 日 記録担当（池田） 

・ 国内学会, 科学技術社会論学会, 東京工業大学すずかけ台キャンパス, 2013 年 11 月 17 日, 異分野交

流，科学技術コミュニケーション実践時の言語・概念のズレ, 久利美和, セッションオーガナイザ

ー.（久利） 

・ 国内ワークショップ、主催、包括型脳科学研究推進支援ネットワーク精神疾患拠点チュートリアル

脳実習コース、名古屋市（名古屋掖済会病院）、2013 年 9 月 1 日、開催責任者（富田） 

 

●研究会 

・ 講演会・セミナー NPO 宮城歴史資料保全ネットワーク 10 周年シンポジウム「災害を越えて－宮

城における歴史資料の保全 2003～2013－」 仙台市・片平さくらホール 2013 年 9 月 28 日（平

川） 

・ 公開講座，サイエンスデイ 2013「G-Safety ミニ講座：科学的ってなんだ？ 」「G-Safety ミニ講座：最

先端科学ってなんだ？ ∼ いざというときの情報を活用するための豆知識 ∼ 」「G-Safety の部屋：地

球の中をのぞいてみよう！」，リーディング大学院ブースの企画立案・運営，東北大学川内キャンパ

ス，2013 年 7 月 21 日（久利） 

・ 公開講座，サイエンス • 防災安全ディ＠気仙沼 ，「地球を身近に感じてみよう」，リーディング大

学院の企画立案・運営，2013 年 11 月 16 日 （久利） 

・ 公開講座 公益社団法人日本心理学会主催「高校生のための心理学講座シリーズ（北海道地区）」 

企画・広報・実施（司会および 1 コマ分の講義担当「教育心理学」） 北海道大学学術交流会館 2013

年 8 月 10 日 115 人（邑本） 

・ 公開講座 公益社団法人日本心理学会主催「高校生のための心理学講座シリーズ（東北地区）」 企

画・広報・実施（司会および 1 コマ分の授業「認知心理学」） 東北大学川内北キャンパス 2013 年

8 月 12 日 264 人（邑本） 

・ 公開講座 宮城県川崎町歴史文化講座 宮城県川崎町の歴史文化講座として実施された古文書

初級入門講座 2013 年 08 月 ∼2013 年 09 月（蝦名） 

 

＜共催＞ 

●講演会・セミナー 

・ 第 4 回「震災対策技術展」宮城 「東日本大震災を体験して―地震動と建物 被害の実態―」 AER 

ビル 5 階 2013 年 08 月 08 日〜2013 年 08 月 09 日（源栄） 

・ NHK 松山防災フェア 減災講座 2013 年 11 月 23 日 70 人（保田） 
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・ （社）日本水環境学会東北支部講演会 「東北地方太平洋沖地震波による仙台湾南部海岸の侵食と

その回復過程」についての講演 仙台市 2013 年 05 月 30 日（有働） 

・ 気仙沼中学校出前授業および平成 25 年度第 3 回防災文化講演会 口頭 2014 年 1 月 24 日（坂巻） 

・ （山形県）高畠町 地域の宝再発見事業 ∼体験型講座 ∼  地域の文化財（ふるさとの 宝）をデジ

カメで残そう！ 講演「文書史料の撮影 目的と考え方」を行うと共に、デジタルカメラを用いた古

文書撮影技法のワークショップをおこなった。  2013 年 11 月 09 日 10 人（佐藤大介） 

・ 第 4 回「震災対策技術展」宮城 –自然災害対策技術展−，世界における震災・戦災復興後の都市，
仙台市情報・産業プラザ（AER ビル），2013.8.8 

・ 日本海溝周辺における海底観測の高度化 標記一般講演会の開催・運営 宮城県仙台市・せんだい

メディアテーク 2014 年 01 月∼2014 年 02 月（飯沼） 

・ 第４回震災対策技術展セミナー   第４回震災対策技術展セミナーにおいて企業関係者、 一般参加

者に対して災害医療対応に関するセミナーを行った。  2013 年 08 月 08 日   50 人（江川） 

・ 第２回防災文化講演会（気仙沼市） 宮城県気仙沼市において、市民参加型の防災に関する講演会

を開催した。 2013 年 11 月 16 日 50 人（佐々木） 

・ 平成 25 年度震災復興に係る他県他市町村派遣職員等メンタルヘルス研修（宮城県市町村研修セン

ター）、「職場のメンタルヘルス」・「被災地で体験するストレス」・ワークショップ「被災地での業務

に従事する際の留意点と工夫」、富谷町、2013 年 7 月 8 日（富田） 

・ 平成 25 年度震災復興に係る他県他市町村派遣職員等メンタルヘルス研修（宮城県市町村研修セン

ター）、「職場のメンタルヘルス」・「被災地で体験するストレス」・ワークショップ「被災地での業務

に従事する際の留意点と工夫」、富谷町、2013 年 7 月 16 日（富田） 

・ 平成 25 年度震災復興に係る他県他市町村派遣職員等メンタルヘルス研修（宮城県市町村研修セン

ター）、「職場のメンタルヘルス」・「被災地で体験するストレス」・ワークショップ「被災地での業務

に従事する際の留意点と工夫」、富谷町、2013 年 12 月 16 日（富田） 

・ 平成 25 年度震災復興に係る他県他市町村派遣職員等メンタルヘルス研修（宮城県市町村研修セン

ター）、「職場のメンタルヘルス」・「被災地で体験するストレス」・ワークショップ「被災地での業務

に従事する際の留意点と工夫」、富谷町、2013 年 12 月 18 日（富田） 

・ 宮城県医師会医師研修講習会 平成 25 年度「宮城県医師会医師研修講習会」（仙南地区） 「東北

メディカル・メガバンク機構の活動について」 角田市仙南シンケンファクトリー 2013 年 07 月

06 日（栗山） 

・ 宮城県国保連合会 第 2 回市町村国保 (国保組合)• 保健関係者研修会 「肥満と闘おう～明日の笑

顔のために～」 ホテル法華クラブ仙台 2013 年 12 月 02 日（栗山） 

・ 「津波災害の記憶を巡る」シンポジウム，東北大学災害科学国際研究所等共催，過去の津波災害

文化に関する講演会，宮城県仙台市，2013 年 08 月 08 日（佐藤翔輔） 

・ 「生きる力」市民運動化プロジェクトシンポジウム in 関西，東北大学災害科学国際研究所・関西

大学共催，防災教育に関するシンポジウム，大阪府高槻市，2013 年 12 月 06 日（佐藤翔輔） 

・ 「世界に 3.11 を伝える」国際シンポジウム，東日本大震災の海外発信に関する講演会，宮城県仙

台市，2014 年 02 月 21 日（佐藤翔輔） 

・ 第 3 回「生きる力」市民運動化プロジェクトシンポジウム in 東京－地域の防災力向上を考える

－，東北大学災害科学国際研究所等共催，地域防災に関する実践例に関するシンポジウム，東京

都千代田区，2014 年 02 年 28 日（佐藤翔輔） 
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・ 地域ぐるみの防災教育フォーラム in 長町 仙台市立長町中学校学区内保護者を対象に防災教育フ

ォーラムを主催機関の一つとして開催し、「防災教育，学校と家庭・地域との連携」と題して講演を

行った  仙台市太白区文化センター楽楽楽ホール 2013 年 8 月 6 日 300 人（佐藤健） 

・ 第 4 回「震災対策技術展」宮城 同技術展開催に必要な書類への承認、講演内容の企画・選定、次

回会期日程の選定、その他、本展示会の目的を達成するために必要な事項を行った 東北大学災害

科学国際研究所研究室および AER（仙台市青葉区） 2013 年 6 月 5 日～2013 年 9 月 30 日（佐藤

健） 

・ 平成２５年度宮城県学校安全教育指導者研修会 講師 仙台市 2013 年 11 月 28 日（安倍） 

・ 東北における津波防災情報連絡協議会システム利用者講習会 講師 宮古市中央公民館 2014 年 2

月 18 日（安倍） 

・ 東北における津波防災情報連絡協議会システム利用者講習会 講師 大船渡市市民交流館・カメリ

アホール 2014 年 2 月 19 日（安倍） 

・ 宮城県高校理科教員研修，「高大連携と大学での受け入れ制度」，講演，東北大学片平キャンパス，

2013 年 9 月 27 日（久利） 

・ JAMSTEC 連携企画，「ちきゅう」が解き明かした巨大地震の謎，パネルディスカッション：「ちき

ゅう」掘削で分かったこと，ファシリテータ，2014 年 3 月 29 日（久利） 

 

●公開講座 

・ 公益社団法人日本心理学会主催「高校生のための心理学講座シリーズ（中部Ⅱ地区）」 企画・広

報・実施（1 コマ分の授業「教育心理学」） 金沢大学サテライト・プラザ 2013 年 8 月 3 日 64

人（邑本） 

・ ひらめき☆ときめきサイエンス～ようこそ大学の研究室へ～KAKENHI「ことば・心・コミュニケー

ション」 実施代表者（企画・広報・運営全般） 東北大学川内北キャンパス 2013 年 8 月 8 日 

90 人（邑本） 

・ 東京医科歯科大学難治疾患研究所 • 国立環境研究所 東京医科歯科大学難治疾患研究所 • 国立環 

境研究所共催シンポジウム「発達障害研究の最前線」 「東北メディ カル • メガバンクにおける

発達障害研究」 東京医科歯科大学 M&D タワー 2013 年 11 月 23 日（栗山） 

・ 火山学会公開講座，「姿を変える磐梯山」，実験教室，福島県猪苗代町体験交流館 学びいな，2013

年 9 月 28 日（久利） 

・ 九州大学食品機能デザイン研究センター 「緑茶疫学研究の最前線と今後の展望」 九州大学留学

生センター国際ホール 2014 年 01 月 11 日（栗山） 

・ 東北大学サイエンスカフェ，100 回記念パネルディスカッション「これからのサイエンスカフェを

考えよう」，パネリスト，2014 年 1 月 31 日（久利） 

 

●展示会 

・ 国連防災世界会議一年前シンポジウム／展示会場の準備と展示対応／仙台市情報プラザ／2014 年 3

月 1 日 

・ 一関市芦東山記念館冬季特別展「つながる つづける つたえる活動」 災害に備えた歴史資料保

全活動、東日本大震災での一関市における被災歴史資料レスキューに関する展示 2014 年 2 月 9

日∼2014 年 3 月 23 日 20 人（佐藤大介） 
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・ 宮城県丸森町 宗吽院文書調査報告会「宗吽院の史料は語る」展示会 東北大学における講

義で 整理した成果を基に、宗吽院文書の現地での展示会を開催した。 2014 年 3 月 30 日 

80 人（佐藤大介） 

・ 日本地球惑星科学連合 2013 年大会 災害科学国際研究所の団体展示ブースの運営 千葉県千葉市・

幕張メッセ国際会議場 2013 年 05 月 19 日∼2013 年 05 月 24 日（飯沼） 

・ 第 9 回災害に強いコミュニティのための市民フォーラム／2014 年 1 月 17 日／仙台太白区文化セン

ター／ポスター展示（兪） 

・ 第 2 回東北防災/減災ソリューションフェアの展示／2014 年 3 月 12—13 日／仙台夢メッセみやぎ

／ポスター展示（兪） 

 

 

●小・中・高との連携 

・ 古川黎明高校模擬講義 文部科学省 SSH（スーパーサイエンスハイスクール）指定校の「防災科学」

の総合学習「安心 • 安全な建物づくり A」 東北大学ギャラリートンチク 2013 年 06 月 27 日、

10 月 15 日（源栄） 

・ 減災出前授業  減災意識向上のための出前授業 2013 年 05 月 11 日 50 人 世田谷桜小学校（保田） 

・ 減災出前授業 減災意識向上のための出前授業 2013 年 08 月 23 日、2013 年 10 月 23 日 500 人 七

郷中学校 （保田） 

・ 減災出前授業 減災意識向上のための出前授業 2013 年 10 月 29 日～2013 年 10 月 30 日 80 人   天

真小学校（保田） 

・ 減災出前授業 減災意識向上のための出前授業 2013 年 11 月 21 日 50 人 高森小学校 （保田） 

・ 減災出前授業 減災意識向上のための出前授業 2013 年 11 月 27 日 80 人 高森東小学校（保田） 

・ 一日大学 出前講義（口頭）（五十子） 

・ 多賀城高校 日本の地盤災害 ～災害を知る、そして考える～ 口頭 多賀城高校 2013 年 11 月

14 日（森口） 

・ 研修会，小学校における防災教育・活動のあり方，研修講師，仙台市立枡江小学校，2013.12.6（村
尾） 

・ 気仙沼中学校での防災出前授業 災害科学国際研究所気仙沼分室ワーキンググループが実施した

防災出前授業のプログラムの一部（講義「地域における暮らしの変化と災害」）を担当した 気仙沼

市立気仙沼中学校 2014 年 01 月 24 日（池田） 

・ 防災講座「風水害から身を守る」 気仙沼市立気仙沼小学校 2013 年 9 月 20 日（安倍） 

・ SSH 事業による生徒研究課題研究の指導•助言等 宮城県仙台第一高等学校  2013 年 10 月 3 日〜

2014 年 1 月 16 日（安倍） 

・ 防災出前授業 講師 気仙沼市立気仙沼中学校 2014 年 1 月 24 日（安倍） 

・ 多賀城高等学校防災講話，「情報を吟味する」，講演，多賀城高等学校 2，013 年 6 月 24 日（久利） 

・ PTA 企画４年生対象，「たてなみ・よこなみ・よーいどん 緊急地震速報のお話」「はたらくふね“ち

きゅう”」，講演，仙台市立通町小学校 2013 年 9 月 2 日（久利） 

・ SSH プレゼンテーション講習会，「情報を吟味する 科学的な情報とは何か？」，講演，古川黎明高

校，2013 年 10 月 20 日（久利） 

・ 東北大学大学院理学研究科連携事業，「地球惑星科学関連分野での分野融合 あなたはどんな貢献
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をしたい？」，講演，秋田県能代高校，2013 年 11 月 6 日（久利） 

・ 東北大学出前授業，「たてなみ・よこなみ・よーいどん 緊急地震速報のお話」「はたらくふね“ちき

ゅう”」，講演，仙台市立馬場小学校，2013 年 11 月 15 日（久利） 

・ １年生向け「異分野融合サイエンス：社会と科学」，「情報を吟味する 科学的な情報とは何か？」，

講演，山形県米沢興譲館高校，2013 年 11 月 18 日（久利） 

・ 出前講義：災害から身を守る常識・非常識 中学生を対象とした防災意識向上のための出前講義を

行った 大分県日出町立日出中学校 2014 年 1 月 24 日 200 名（杉安） 

・ 高校１学年「ＳＳ総合Ｉ」防災地域科学課題研究発表会 都市防災専門家として研究発表の指導助

言を行った 2014 年１月 28 日 100 名（杉安） 

・ 国内学会地球惑星科学関連学会幕張メッセ 2013 年 5 月 高校生ポスター発表 安藤寿男・原辰

彦・山田耕・紺屋恵子共同コンビナー.（久利） 

 

●行政・企業との連携 

・ 亘理町防災会議，専門委員，2013 年 5 月∼継続中（大野） 

・ 宮城県石巻市，防災アドバイザー，2011 年 05 月 01 日～継続中（今井） 

・ 宮城県亘理町，防災アドバイザー，2013 年 4 月～12 月（今井） 

・ 岩手県，防災アドバイザー，2013 年 10 月～継続中（今井） 

・ ＮＰＯ   防災士会みやぎ   理事  2012 年 04 月 01 日 ∼2014 年 03 月 31 日（保田） 

・ 地方公共団体   岩沼市   岩沼市子ども • 子育て会議委員及び岩沼市次世代育成支援協議会   委

員  （保田） 

・ 2013 年 08 月 01 日 ∼2015 年 07 月 31 日（保田） 

・ 地方公共団体   名取市   名取市第三者検証委員会   委員  2013 年 09 月 01 日 ∼2014 年 03 

月 31 日（保田） 

・ ＮＰＯ 防災•減災サポートセンター 顧問 2009 年 05 月 ∼ 継続中（真野） 

・ 国土交通省 東北地方整備局 宮城県沿岸域河口部•海岸施設復旧における環境等検討委員会 委

員 2013 年 05 月 20 日 ∼2015 年 03 月（真野） 

・ 国土交通省 東北地方整備局 仙台河川国道事務所 阿武隈川総合土砂管理検討委員会 委員

2013 年 08 月 06 日∼2014 年 03 月 31 日（真野） 

・ 宮城県 土木部 河川課 北上川（２）圏域河川整備学識経験者懇談会 構成員 2013 年 11 月

∼2014 年 03 月地方公共団体 宮城県 土木部 河川課 五間堀川及び増田川圏域河川整備学識

者懇談会 構成員 2013 年 11 月∼2014 年 03 月（真野） 

・ 国土交通省 東北地方整備局 堤防決壊時緊急対策に関する意見交換会 アドバイザー 2013 年

11 月（真野） 

・ 国土交通省 東北地方整備局 河川部 阿武隈川水系河川整備委員会 委員 2013 年 11 月∼2015

年 03 月（真野） 

・ 国土交通省 東北地方整備局 リバーカウンセラー 2010 年 03 月 ∼ 継続中（有働）  

・ 国土交通省 東北地方整備局 仙台湾南部海岸地区環境等検討懇談会 委員 2011 年 12 月 ∼ 継

続中（有働）  

・ 仙台市広瀬川清流保全審議会 委員 2013 年 02 月 ∼ 継続中（有働） 

・ 国土交通省東北地方整備局 仙台塩釜港地形変化予測検討会 委員 2014 年 01 月～2014 年 03 月
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（有働） 

・ 名取市東日本大震災第三者検証委員会，委員（越村） 

・ 宇宙航空研究開発機構(JAXA), 大規模災害衛星画像解析 WG, 委員（越村） 

・ 宇宙航空研究開発機構(JAXA), 観測衛星を利用した防災利用実証活動水害 WG, 委員（越村） 

・ 宮城県津波検討会, 委員（越村） 

・ 損害保険料率算出機構, 災害科学研究会委員（越村） 

・ 高知県石油基地等地震・津波対策検討会, 委員（越村） 

・ 文部科学省, 地震調査研究推進本部, 専門委員（越村）      

・ 東北電力, 津波評価に関する技術検討会, 委員（越村）   

・ 原子力環境整備促進・資金管理センター, 巨大地震・津波等の対策技術検討委員会, 委員（越村） 

・ 気象庁津波予測技術勉強会, 委員（越村） 

・ 国土交通省, 海岸技術懇談会, 委員（越村） 

・ 国土交通省東北地方整備局, 阿武隈川下流域リバーカウンセラー（越村） 

・ 公益財団法人地震予知総合研究振興会/東北地方太平洋沖地震によるガス事業の被害と実施すべき

対策に関する研究委員会専門委員（越村） 

・ 特定非営利活動法人・大規模災害対策研究機構 (CDR) , 理事（越村） 

・ 独立行政法人建築研究所国際地震工学センター, IISEE Training Program 講師（越村） 

・ Antiseismic Systems International Society, 13th World Conference on Seismic Isolation 実行委員会 副委

員長 2011 年 9 月～2013 年 9 月（五十子） 

・ 静岡県防災 • 原子力学術会議 津波分科会委員 2011 年 06 月 ∼ 継続中（後藤） 

・ 原子力安全基盤機構 津波堆積物調査 • 評価分科会 委員 2012 年 07 月 ∼ 2014 年 03 月（後藤） 

・ 文部科学省 地震調査委員会 • 津波評価部会 委員 2013 年 03 月 ∼ 継続中（後藤） 

・ 岩沼市 震災遺構の保存および活用を考える有識者懇談会 委員 2014 年 02 月 ∼ 継続中（後藤） 

・ 岩手県 津波痕跡等調査アドバイザー会議 アドバイザー 2014 年 02 月 ∼ 継続中（後藤） 

・ 国土交通省東北運輸局東北地方交通審議会 委員、政策検討部会長 2007 年 3 月 ∼ 継続中（奥村） 

・ 仙台市都市計画審議会 委員長代理 2008 年 4 月 ∼2014 年 3 月 31 日（奥村） 

・ 宮城県大規模公共事業評価委員会 専門委員 2009 年 3 月 ∼ 継続中（奥村） 

・ 仙台市大規模小売店立地専門委員会 委員 2009 年 3 月 ∼ 継続中（奥村） 

・ 国土交通省社会資本整備審議会道路部会東北地方小委員会 委員 2010 年 5 月 ∼継続中（奥村） 

・ 宮城県国土利用審議会 委員 2011 年 4 月 ∼ 継続中（奥村） 

・ 国土交通省東北地方整備局事業監視委員会 委員 2011 年 7 月 ∼ 継続中（奥村） 

・ 地方公共団体 東北歴史博物館協議会 委員 2005 年 9 月 1 日 ∼2015 年 8 月 31 日（平川） 

・ その他 北東アジア研究交流ネットワーク 副代表幹事 2006 年 1 月 ∼ 継続中（平川） 

・ ＮＰＯ NPO 宮城歴史資料保全ネットワーク 理事長 2007 年 4 月 ∼ 継続中 （平川） 

・ 地方公共団体 仙台市仙台城跡調査指導委員会 委員 2008 年 10 月-継続中（平川） 

・ 地方公共団体 岩沼市史編纂委員会•編集専門委員会 委員 2009 年 4 月 1 日-継続中（平川） 

・ その他 瑞巌寺建造物保存修理事業修理専門委員会 委員 2010 年 2 月 26 日-2017 年 3 月 31 日

（平川） 

・ 地方公共団体 宮城県慶長使節船ミュージアム企画運営委員会   委員  2010 年 4 月-2014 年 3 月

（平川）  
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・ 文部科学省文化審議会 専門委員 2011 年 2 月 27 日∼2014 年 3 月 18 日 （平川） 

・ 地方公共団体 仙台市史編さん専門委員会 委員長 2011 年 4 月-継続中 （平川） 

・ 地方公共団体 岩沼市震災復興会議 アドバイザー 2011 年 9 月-継続中 （平川） 

・ 地方公共団体 東北歴史博物館協議会 委員長 2012 年 2 月∼2015 年 8 月 （平川） 

・ 地方公共団体 宮城県防災会議 専門委員 2012 年 6 月∼2015 年 3 月（平川） 

・ その他 関山街道フォーラム協議会 会長 2012 年 12 月∼継続中（平川） 

・ 文化庁登録美術品（文字資料等部門）調査研究協力者会議 委員 2013 年 3 月∼2015 年 3 月 （平

川） 

・ 地方公共団体 陸前高田市文化財等保存活用計画策定委員会 委員 2013 年 4 月∼2014 年 3 月（平

川）  

・ 地方公共団体 宮城県教育委員会 宮城県防災専門教育アドバイザー 2013 年 6 月 1 日∼2014 年 5

月 31 日（平川） 

・ 地方公共団体 宮城県 震災遺構有識者会議 2013 年 10 月～2015 年 3 月（平川） 

・ 地方公共団体 石巻市震災伝承検討委員会 委員 2013 年 11 月 27 日∼2015 年 3 月 31 日（平川） 

・ 地方公共団体 岩沼市震災遺構の保存及び活用を考える有識者懇談会 委員 2014 年 2 月∼継続中

（平川） 

・ 地方公共団体 福島県相馬市・相馬市史編さん委員会 調査専門員 2006 年 07 月 ∼ 継続中（佐

藤大介） 

・ ＮＰＯ NPO 法人宮城歴史資料保全ネットワーク 事務局長 2008 年 05 月 10 日 ∼ 継続中

（佐藤大介） 

・ 地方公共団体 相馬市教育委員会 市史編さん室 調査執筆員 2006 年 02 月 ∼ 継続中（蝦名） 

・ ＮＰＯ 宮城歴史資料保全ネットワーク 事務局  2010 年 04 月 ∼ 継続中（蝦名） 

・ 国立歴史民俗博物館 企画展「歴史にみる震災」プロジェクト委員 2013 年４月－継続中（蝦名） 

・ 内閣府「事業継続計画策定促進方策に関する検討会」 委員 2013 年 4 月～2014 年 3 月（丸谷） 

・ 内閣府：「防災ボランティア活動検討会」 有識者委員 2013 年 4 月～2014 年 3 月（丸谷） 

・ 内閣官房地域活性化統合事務局「都市再生の推進に係る有識者ボード・防災ＷＧ」 委員 2013 年

4 月～2014 年 3 月（丸谷） 

・ 内閣府・東京都「一時滞在施設の確保に関するワーキンググループ）」 委員 2013 年 11 月～2014

年 3 月（丸谷） 

・ 内閣府「『防災スペシャリスト要請研修』企画検討会」 委員 2013 年 11 月～2014 年 3 月（丸谷） 

・ 国土交通省「公共交通機関における新型インフルエンザ等対策に関する調査研究検討会」 委員 

2013 年 11 月～2014 年 3 月（丸谷） 

・ 埼玉県防災会議 有識者委員 2013 年 11 月～2014 年 3 月（丸谷） 

・ 内閣府主催の地方公共団体職員向け「防災スペシャリスト研修」 講師(4 回) 2013 年 11 月～2014

年 3 月（丸谷） 

・ 京都府 防災アドバイザー 2013 年 4 月～2014 年 3 月（丸谷） 

・ NPO 法人事業継続推進機構 副理事長 2013 年 4 月～2014 年 3 月（丸谷） 

・ 地方公共団体 宮城県・宮城県文化財保護審議会 委員 2006 年 4 月～継続中（川島）    

・ 地方公共団体 気仙沼市・気仙沼市文化財保護委員会 委員 2003 年 4 月～継続中（川島） 

・ 地方公共団体 気仙沼市・東日本大震災伝承検討委員会 委員長 2013 年 11 月～2014 年 3 月（川
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島） 

・ 特定非営利活動法人非線形 CAE 協会 理事長 2008 年 5 月〜継続中（村尾） 

・ 独立行政法人国際協力機構プロジェクト研究「震災復興における支援アプローチ調査」有識者委員

（2013.11-）（村尾） 

・ 川崎市防災会議専門委員（川崎市防災対策検討委員会）（2002-）（村尾） 

・ 川崎市都市計画審議会委員防災都市計画のあり方検討小委員会（2012.10.）（村尾） 

・ 科学研究費委員会専門委員（2013.12-）（村尾） 

・ 石川県原子力安全専門委員会委員 平成 26 年２月６日〜平成 28 年 3 月 27 日（遠田） 

・ 総合資源エネルギー調査会臨時委員 平成 25 年 10 月 25 日〜平成 26 年 10 月 24 日（遠田） 

・ 地質環境長期安定性評価確証技術開発委員会委員 平成 25 年 12 月 9 日〜平成 26 年 3 月 31 日（遠

田） 

・ 我が国周辺水域二酸化炭素貯留適地検討会委員 平成 25 年 11 月 1 日〜平成 26 年 3 月 31 日（遠

田） 

・ 土木学会原子力土木委員会活断層評価部会委員 平成 25 年 4 月 1 日〜平成 27 年 3 月 31 日（遠田） 

・ ＮＰＯ 艮陵協議会 理事、事務局長 2008 年 01 月 12 日 ∼ 継続中（江川） 

・ ＮＰＯ 外科臨床研究推進機構（NEXTSURG)  副理事長 2012 年 04 月 01 日 ∼ 継続中 （江川） 

・ ＮＰＯ NPO 法人 災害医療 ACT 研究所 賛助会員 2013 年 04 月 20 日 ∼ 継続中（江川） 

・ 地方公共団体 仙台市 防災会議専門委員会原子力防災部会 委員 2012 年 08 月 01 日 ∼ 継

続中（千田） 

・ 宮城県対がん協会 理事／2 年（伊藤） 

・ 宮城県対がん協会婦人科検診診断委員会 委員長／2 年（伊藤） 

・ 宮城県医師会 予備代議員／2 年（伊藤） 

・ 宮城県医師会子宮がん検診精度管理委員会 委員／2 年（伊藤） 

・ 宮城県医師会細胞診検査精度管理委員会 委員／2 年（伊藤） 

・ 婦人科悪性腫瘍化学療法研究機構(JGOG) 子宮体がん委員会委員／2 年（伊藤） 

・ 仙台市医師会子宮がん検診委員会 委員／2 年（伊藤） 

・ NPO 法人婦人科腫瘍関連支援機構 副理事長／2 年（伊藤） 

・ 日本産婦人科医会宮城県支部 理事／2 年（伊藤） 

・ 石巻市，震災復興計画推進事業アドバイザー（防災計画 WG 担当），2012 年～（佐藤翔輔） 

・ 石巻市，地域防災計画津波災害対策編アドバイザー，2012 年～（佐藤翔輔） 

・ 東松島市，防災会議，委員，2012 年～（佐藤翔輔） 

・ 亘理町，防災会議，専門委員，2013 年～）（佐藤翔輔） 

・ 宮城県沖地震対策研究協議会 事務局 2003 年 12 月 06 日 ∼ 継続中（佐藤健） 

・ 宮城県沖地震対策研究協議会 地域づくり部会 委員 2004 年 01 月 ∼ 継続中（佐藤健） 

・ 宮城県沖地震対策研究協議会 災害医療部会 委員 2004 年 12 月 ∼ 継続中（佐藤健） 

・ 宮城県沖地震対策研究協議会 7 つの提案実現化 WG 幹事 2006 年 07 月 19 日 ∼ 継続中（佐

藤健） 

・ 災害に強い学校施設づくり検討部会 委員 2013 年 03 月 11 日 ∼2014 年 03 月 31 日（佐藤健） 

・ NPO 法人防災白熱アカデミィ 理事 2012 年 09 月 01 日 ∼2014 年 08 月 31 日（佐藤健） 

・ 災害に強い学校施設づくり検討部会 委員 2013 年 03 月 11 日 ∼2014 年 03 月 31 日（佐藤健） 
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・ 東日本大震災の教訓を生かした「いのちと地域を守る」 ワークショップ・アド バイザー 2013 

年 03 月 21 日 ∼2014 年 03 月 31 日（佐藤健） 

・ 石巻市教育委員会学校防災推進会議 委員（学識経験者） 2013 年 05 月 28 日 ∼2014 年 03 月 

31 日（佐藤健） 

・ 宮城県防災専門教育アドバイザー  アドバイザー 2013 年 06 月 01 日 ∼2014 年 05 月 31 

日（佐藤健） 

・ 宮城県教育委員会宮城県防災専門教育アドバイザー 2013 年 06 月 01 日 ∼継続中（佐藤健） 

・ 仙台市教育委員会新たな学校防災教育推進協議会委員 座長 2013 年 06 月 03 日 ∼2014 年 03 

月 31 日（佐藤健） 

・ 塩竈市教育委員会防災教育推進協議会 委員長 2013 年 06 月 09 日 ∼2014 年 02 月 28 日（佐

藤健） 

・ 第 4 回「震災対策技術展」宮城実行委員会 委員 2013 年 06 月 13 日 ∼2013 年 09 月 30 日

（佐藤健） 

・ 宮城県広域防災拠点整備検討会議  委員長  2013 年  06 月  14 日  ∼2013 年  10 月 

（佐藤健）31 日 

・ コンパクトシティいしのまき街なか創生協議会 プロジェクトサブリーダー 2013 年 06 月 14 

日 ∼2014 年 03 月 31 日（佐藤健） 

・ 仙台市教育委員会文部科学省指定研究開発学校運営指導委員 委員長 2013 年 07 月 23 日 ～

2017 年 03 月 31 日（佐藤健） 

・ 宮城県教育委員会平成２５年度「実践的防災教育総合支援事業」推進委員会 委員  2013 年 09 月 

10 日 ∼2014 年 02 月 28 日（佐藤健） 

・ 宮城県広域防災拠点整備検討会議 委員長 2013 年 11 月 01 日 ∼2013 年 12 月 31 日（佐藤健） 

・ 東北地方整備局 道路計画研究会，座長，2008 年〜継続中（平野） 

・ 東北地方整備局 最上川水系流域委員会専門小委員会，委員，2010 年〜継続中（平野） 

・ 宮城県 景観審議会，委員，2010 年〜継続中（平野） 

・ 宮城県 環境影響評価技術審査会，委員，2010 年〜継続中（平野） 

・ 宮城県 環境影響評価技術審査会 環境影響評価マニュアル検討部会，委員，2013 年（平野） 

・ 宮城県 再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業に係る有識者評価会，委員，2013 年

〜継続中（平野） 

・ 宮城県 海岸保全基本計画に関わる宮城県沿岸懇談会，委員，2013 年〜継続中（平野） 

・ 東北地方整備局・宮城県 宮城県沿岸域河口部・海岸環境等検討委員会，委員，2012 年〜継続中（平

野） 

・ 宮城県・東北地方整備局 三陸南・石巻地区環境等検討懇談会，委員，2012 年〜継続中（平野） 

・ 東北地方整備局・宮城県 仙台湾南部海岸地区環境等検討懇談会，委員，2012 年〜継続中（平野） 

・ 岩手県 河川・海岸構造物の復旧等における環境・景観検討委員会，委員，2011 年〜2013 年（平

野） 

・ 岩手県一関土木センター 無量光院地区検討部会，部会長，2012 年〜継続中（平野） 

・ 岩手県一関土木センター 平泉駅前検討部会，部会長，2012 年〜継続中（平野） 

・ 石巻市 石巻市復興まちづくり推進会議，委員，2013 年〜継続中（平野） 

・ 石巻市 石巻市復興まちづくり推進会議 半島部ＷＧ，座長，2013 年〜継続中（平野） 
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・ 石巻市 石巻市復興まちづくり推進会議 中心市街地ＷＧ，委員，2013 年〜継続中（平野） 

・ 石巻市 新蛇田地区被災市街地復興土地区画整理審議会，会長，2013 年〜継続中（平野） 

・ 石巻市 新蛇田南地区被災市街地復興土地区画整理審議会，会長，2013 年〜継続中（平野） 

・ 女川町 復興まちづくりデザイン会議，委員長，2013 年〜継続中（平野） 

・ 南三陸町 復興基本計画推進会議，副委員長，2013 年〜継続中（平野） 

・ 平泉町 景観形成審議会，委員，2006 年〜継続中（平野） 

・ 平泉町 重要公共施設デザイン会議，委員長，2006 年〜継続中（平野） 

・ 平泉町 道の駅「平泉（仮称）」施設設備検討委員会委員，委員長，2012 年〜継続中（平野） 

・ 石巻まちなか創成協議会，委員，2011 年〜継続中（平野） 

・ エンジニア・アーキテクト協会，東北支部長，2010 年〜継続中（平野） 

・ 「景観開花。」実行委員会，委員長，2004 年〜継続中（平野） 

・ 鹿島建設他 石巻地区災害廃棄物処理業務「技術助言委員会」，委員，2012 年〜2014 年（平野） 

・ 岩手県 閉伊川河口水門デザイン，2013 年〜継続中 

・ 国土交通省東北地方整備局北上川下流河川事務所 釜谷水門デザイン，2013 年〜継続中（平野） 

・ 国土交通省東北地方整備局北上川下流河川事務所 野蒜水門デザイン，2013 年〜継続中（平野） 

・ 国土交通省東北地方整備局北上川下流河川事務所 月浜第二水門デザイン，2013 年〜継続中（平野） 

・ 国土交通省東北地方整備局北上川下流河川事務所 （仮称）石井水門デザイン，2013 年〜継続中（平

野） 

・ 国土交通省東北地方整備局仙台河川国道事務所 新浜水門デザイン，2013 年〜継続中（平野） 

・ 国土交通省東北地方整備局仙台河川国道事務所 閖上水門デザイン，2013 年〜継続中（平野） 

・ 特定非営利活動法人陸前高田市支援連絡協議会 AidTAKATA（２０１３年）（小野） 

・ JICA・みやぎ連携復興センター・いわて連携復興センター・ふくしま連携復興センター・東北大学

災害科学国際研究所による合同調査「震災復興における支援アプローチ調査」 調査幹事（兼，調

査ワーキンググループメンバー） 2013 年 10 月〜2015 年 3 月（池田） 

・ 「カケアガレ！日本」企画委員会 津波避難訓練にかかる企画•調査•アドバイザー 2012 年 8 月〜

継続中（安倍） 

・ 気仙沼市津波避難計画検討委員会 委員 2013 年 2 月 14 日〜2013 年 11 月 23 日（安倍） 

・ 防災科学技術研究所 津波ハザード情報の利活用に関する委員会 委員 2013 年 7 月 3 日〜継続

中（安倍） 

・ NPO よつくらぶ、2008 年～（松本） 

・ 薄磯復興協議委員会、2012 年～（松本） 

・ 海まち・とよま市民会議、2013 年～（松本） 

・ その他，南三陸ジオパーク準備委員会 準備委員 2011 年 9 月 1 日 ∼ 継続中（久利） 

 

●その他 

・ 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）”（七ヶ浜町役場）、お酒との上手な付き合い方・健康

調査の結果から（計 6 回）、七ヶ浜町仮設住宅コミュニティスペース、2013 年 7 月 23 日～2013 年 9

月 10 日（富田） 

・ 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）” （七ヶ浜町役場）、東日本大震災後のこころと身体

の健康づくり、七ヶ浜町役場水道局２階会議室、2013 年 9 月 24 日（富田） 
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・ 七ヶ浜町おはなしサロン“だんだん（談・暖）” （七ヶ浜町役場）、宮城県の復興（計 4 回）、七ヶ浜

町仮設住宅コミュニティスペース、2013 年 2 月 25 日～2013 年 3 月 25 日（富田） 

・ みやぎ地域メンタルヘルス推進ネットワーク 世話人 2007 年 09 月 01 日 ∼ 継続中（富田） 

・ 七ヶ浜健康増進プロジェクト 東北大学と七ヶ浜町との共同事業として東日本大震災 後のメンタ

ルヘルスに取り組む（調査 • 個別相談 • 方針策定） 2011 年 10 月 ∼ 継続中（富田） 

・ 震災データ活用のためのフューチャーセッション（科学技術振興機構），震災記録のデータ利活用

について様々な企業等が集まりフューチャーセッションのコーディネーターを行った，2013 年 4 月

25 日，60 人（柴山） 

・ 中山小学校防災キャンプ（中山おやじの会），小学生の高学年を対象とした防災マップづくりのコ

ーディネーターを行った，中山小学校，2013 年 8 月 17 日−18 日，50 人（柴山） 

・ 世界防災・減災ハッカソン（レース・フォー・レジリエンス実行委員会），防災・減災に関わるアプ

リケーション開発のコンテストの審査委員，石巻商業高校，2014 年 2 月 9 日，60 人（柴山） 

・ 災害かたりつぎ研究塾 夏合宿 in 東北，東北大学災害科学国際研究所等共催，東北における災害か

たりつぎに関するエクスカーション・研究合宿，宮城県石巻市・東松島市・名取市，2013 年 08 月

09 日-10 日（佐藤翔輔） 

・ 災害かたりつぎ研究塾 秋合宿 in 新潟，東北大学災害科学国際研究所等共催，新潟における災害か

たりつぎに関するエクスカーション・研究合宿，新潟県長岡市・小千谷市，2013 年 11 月 2 日-3 日

（佐藤翔輔） 

・ 災害かたりつぎ研究塾 冬合宿 in 兵庫，東北大学災害科学国際研究所等共催，兵庫における災害か

たりつぎに関するエクスカーション・研究合宿，兵庫県神戸市，2013 年 12 月 7 日 8 日（佐藤翔

輔） 

・ 多賀城高校「災害と生きる力ワークショップ」，東北大学災害科学国際研究所等共催，宮城県多賀

城市，2014 年 01 月 27 日（佐藤翔輔） 

・ 平成 25 年度「実践的防災教育総合支援事業」推進委員会委員として安全担当者研究会を共催した 

宮城県教育庁スポーツ健康課 2013 年 9 月 10 日～2014 年 2 月 28 日（佐藤健） 

・ 土木設計競技「景観開花。」，土木デザインコンペの主催・運営，2013 年 12 月 7 日（最終審査会）

（平野） 
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（３）IRIDeS 金曜フォーラム 

 

概要 

IRIDeS 金曜フォーラムは，災害科学国際研究所で行われている研究・活動の情報を所内のみならず学内

外・一般の方々と広く共有し，研究の連携・融合を図ることを目的に開催する，定期的な発表・討論の場

です． 

発表テーマ 

本フォーラムでは，主に研究所の教員・スタッフから，各部門・分野での国際的・学際的な研究テーマに

ついてお話頂きます．また，災害発生時の調査報告や，大型研究プロジェクトの成果報告なども随時ご紹

介いたします． 

参加方法 

フォーラムの会場は東北大学工学部中央棟 2F 大講義室 または 総合研究棟 1F 講義室（101）です．ご

参加をご希望の方は，フォーラム当日に会場に直接お越し下さい．事前の申し込みは不要，参加費は無料

です． 

 

第９回 

日時：平成２５年５月２４日（金）午後４時３０分～  

会場：東北大学工学部中央棟 2F 大講義室 

1. 東北地方太平洋沖地震における強震観測と強震動特性 

  大野 晋（災害科学国際研究所 災害リスク研究部門） 

2.  津波常習地の生活文化 

 川島 秀一（人間・社会対応研究部門 災害文化研究分野） 

3.  ジオデザインを用いた復興計画支援の取り組み―相馬市を事例に― 

 花岡 和聖（地域・都市再生研究部門 都市再生計画技術分野） 

4.  ジャカルタ洪水要因の解明に向けた現地調査 

 J.D. Bricker（災害リスク研究部門 国際災害リスク研究分野） 

 呉 修一（災害リスク研究部門 災害ポテンシャル研究分野） 

 福谷 陽 （寄附研究部門 地震津波リスク(東京海上日動)寄附研究部門） 

 Firmanto Hanan（災害医学研究部門） 

 Abdul Muhari（東北大学工学研究科） 

 

第１０回 

日時：平成２５年６月２１日（金）午後４時３０分～  

会場：東北大学工学部中央棟 2F 大講義室 

1. 地震・津波研究の期待と課題 －大震災前からの活動を振り返り－ 

 今村 文彦（災害リスク研究部門 津波工学研究分野） 

2. IRIDeS は社会にどのように「映って」いるのか？－発足からの 1 年をふりかえる－ 
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 佐藤 翔輔（情報管理・社会連携部門 災害アーカイブ研究分野） 

3. 海底観測で捉えた 2011 年東北地方太平洋沖地震 －地震・地殻変動・津波－ 

 日野 亮太（災害理学研究部門 海底地殻変動研究分野） 

4. 災害統計確立の重要性について 

 小野 裕一（情報管理・社会連携部門 社会連携オフィス） 

 

第１１回（平成 24 年度特定プロジェクト研究成果報告会） 

日時：平成２５年７月２８日（金）午前９時００分～午後５時３０分 

会場：東北大学片平キャンパス 片平さくらホール 

口頭発表（ショートスピーチ） 

1. 構造ヘルスモニタリング機能を有する次世代早期地震警報システムの開発 

 源栄 正人（災害リスク研究部門 地域地震災害研究分野） 

2. リアルタイムシミュレーション・リモートセンシング・ジオインフォマティクスを融合した広域津

波被害把握技術の基盤構築 

 越村 俊一（災害リスク研究部門 広域被害把握研究分野）  

3. アレイ型地中レーダを用いた高台移転に伴う遺跡調査の効率化 

 佐藤 源之（災害リスク研究部門 広域被害把握研究分野）  

4. 生きる力とは何か〜震災時行動の認知科学的分析 

 杉浦 元亮（人間・社会対応研究部門 災害情報認知研究分野）  

5. MR(Mixed Reality)技術による 3D 映像表示システムの開発 

 海野 徳仁（災害理学研究部門 地震ハザード研究分野） 

6. 人間の安全保障に向けた災害感染症への取り組み 

 服部 俊夫（災害医学研究部門 災害感染症学分野） 

7. 震災時ストレスとその後の生活環境変化が婦人科疾患に及ぼす影響の解析 

 伊藤 潔（災害医学研究部門 災害産婦人科学分野） 

8. 歯を用いたヒト内部被曝歴の解析－福島・宮城県在住幼小児の脱落乳歯を用いた線量評価－ 

 鈴木 敏彦（災害医学研究部門 災害医療情報学分野） 

9. 石巻市（市街地部）の物的空間の再・創生のための研究及び実践活動 

 小野田 泰明（情報管理・社会連携部門 災害復興実践学分野） 

口頭発表（ロングスピーチ） 

1. 1611 年慶長奥州地震津波の総合的調査およびデータベース構築 

 今村 文彦（災害リスク研究部門 津波工学研究分野） 

2. 災害対応ゲーミング実験の方法論と実験施設のあり方 

 奥村 誠（人間・社会対応研究部門 被災地支援研究分野） 

3. 内陸活断層の活動性と地震危険度に関する変動地形学的調査研究 

 今泉 俊文（災害理学研究部門 地盤災害研究分野） 

4. 災害関連精神疾患への支援体制整備のための基礎研究 

 富田 博秋（災害医学研究部門 災害精神医学分野） 

776



5. 高所の被災・老朽化調査のための超小型飛行・固着離反ロボットの研究 

 田所 諭（地域・都市再生研究部門 災害対応ロボティクス研究分野） 

その他ポスター発表 

 

第１２回 

日時：平成２５年８月２３日（金）午後４時３０分～ 

会場：東北大学工学部総合研究棟 1F 講義室（１０１） 

1. 原発事故による放射能汚染物を用いたコンクリート容器の γ 線遮蔽性能評価 

 鈴木 裕介（災害リスク研究部門 最適減災技術研究分野） 

2. 都市復興を研究する意義と都市復興過程の比較研究 

 村尾 修（地域・都市再生研究部門 国際防災戦略研究分野） 

3. 災害からの再定住プロセスを追う：エスノグラフィー調査（フィールド調査）手法による復興研究 

 井内 加奈子（人間・社会対応部門 防災社会国際比較研究分野） 

4.  東日本大震災後の大学理学分野からの情報発信と市民の情報ニーズ 

 久利 美和（情報管理・社会連携部門 社会連携オフィス） 

 

第１３回 

日時：平成２５年９月２７日（金）午後４時３０分～ 

会場：東北大学工学部総合研究棟 1F 講義室（１０１） 

1. 原子力災害と被ばく医療 

 細井 義夫（災害医学研究部門 災害放射線医学分野） 

2. 東日本大震災と健康・生活・社会に関するオリジナル個人世論調査結果 

 吉田 浩（人間・社会対応部門 防災社会システム研究分野） 

3. 防潮堤問題を考える 

 平野 勝也（情報管理・社会連携部門 災害復興実践学分野） 

4.  地震波トモグラフィーで地震と火山を解剖する 

 趙 大鵬（災害理学研究部門 火山ハザード研究分野） 

 

第１４回 

日 時：平成２５年１０月２５日（金）午後４時３０分～ 

会 場：東北大学工学部総合研究棟 1F 講義室（１０１） 

テーマ：巨大災害への備え 

1. 2011 年大津波による大 規模侵食のメカニズム 

 真野 明（災害リスク研究部門 災害ポテンシャル研究分野） 

2. G 空間情報を活用した次世代防災・被災地支援システム研究会の設立 

 越村 俊一（災害リスク研究部門 広域被害把握研究分野） 

3. 防災教育の推進課題 

 佐藤 健（情報管理・社会連携部門 災害復興実践学分野） 
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4. 火山活動の周期性を考える：入る、融ける、混ざる、噴くの視点 

 久利 美和（情報管理・社会連携部門 社会連携オフィス） 

 

第１５回 

日時：平成２５年１１月２２日（金）午後４時３０分～ 

会場：東北大学工学部総合研究棟 1F 講義室（１０１） 

1. 避難者コミュニティの実態と課題 −双葉郡楢葉町・富岡町避難者調査から 

 松本 行真 先生（情報管理・社会連携部門 社会連携オフィス） 

2. 沿岸生態系の保全を生態学的視点から考える 

 坂巻 隆史 先生（災害リスク研究部門 災害ポテンシャル研究分野） 

3. Numerical Modeling of Storm Surges and Nearshore Wave Processes 

 Volker Roeber 先生（災害リスク研究部門 国際災害リスク研究分野） 

4．沈み込み帯における温度・水の分布と地震・マグマ生成の関連 

和田 育子（災害理学研究部門 海底地殻変動研究分野） 

 

第１６回 

日 時：平成２６年１月２４日（金）午後４時３０分～ 

会 場：東北大学工学部総合研究棟 1F 講義室（１０１） 

テーマ：連携 

1. 被災地への人的支援の課題：支援者の経験、能力に着目して 

 奥村 誠（人間・社会対応研究部門 被災地支援研究分野） 

2. 東北地方の産官学民の防災の取組における連携方策 

 丸谷 浩明（人間・社会対応研究部門 防災社会システム研究分野） 

3. 国際連携と災害研に期待される役割 

 泉 貴子（情報管理・社会連携部門 社会連携オフィス） 

 

第１７回 

日 時：平成２６年２月２１日（金）午後４時３０分～ 

会 場：東北大学工学部中央棟 2F 大会議室 

1. フィリピン台風災害タスクフォースチーム現地調査報告 

江川 新一（災害医学研究部門 災害医療国際協力学分野） 

 呉 修一（災害リスク研究部門 災害ポテンシャル研究分野） 

2. 東北大学にも必要と考えられる業務継続計画（BCP)  

丸谷 浩明（人間・社会対応研究部門 防災社会システム研究分野） 

3. 歴史研究から災害研究へ（災害科学国際研究所所長最終講義） 

 平川 新（人間・社会対応研究部門 歴史資料保存研究分野） 
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No. 配信日 配信社 タイトル 掲載教員

1 2013/4/5 河北新報 減災絵本で分かりやすく　防災士会制作　幼稚園などに配布 保田
2 2013/4/7 河北新報 車での避難 こう考える（上）渋滞回避へ減らす必要 今村
3 2013/4/8 毎日新聞 東日本大震災:建築家ら復興議論　まちづくりなど題材に−−仙台 平野
4 2013/4/8 朝日新聞 最新医療、被災地で研究し還元　東北大が組織設立　宮城 栗山
5 2013/4/9 建設新聞社 【釜石市役所】唐丹・鵜住居地区の学校再建の設計プロポーザルを広告
6 2013/4/10 河北新報 海溝付近に不安定滑り／深海で探る巨大地震のなぞ 日野
7 2013/4/11 河北新報 減災意識　ツールで高める
8 2013/4/13 時事通信社 未知の活断層活動か＝広義の「阪神大震災余震」－淡路島中部・東北大教授 遠田
9 2013/4/13 産経ニュース 阪神大震災の余震域南端で発生　気象庁「関連性低い」 遠田

10 2013/4/13 日本経済新聞 兵庫・淡路の地震、「阪神と異なる逆断層型」　気象庁 遠田
11 2013/4/13 朝日新聞 「広い意味で阪神の『余震』可能性」　淡路で震度６弱
12 2013/4/13 毎日新聞 淡路島地震:「南海トラフ」との関連指摘も
13 2013/4/14 毎日新聞 淡路島地震　西日本、続く警戒　「Ｍ５クラス余震も」 今村
14 2013/4/14 毎日新聞 石垣島から見た北方領土:／３　サンゴ礁の巨岩「津波大石」　巨大津波の痕跡、各地に 後藤
15 2013/4/14 朝日新聞 震源、「未知の活断層」原因か　淡路地震、研究者確認 遠田
16 2013/4/15 NHK NEWS WEB 震源は野島断層の南側か 遠田
17 2013/4/15 日刊ゲンダイ 逃げ場なし 未知なる活断層が首都圏を襲う 遠田
18 2013/4/16 河北新報 新型レーダーで迅速化　集団移転など地中文化財調査 佐藤（源）
19 2013/4/18 河北新報 他人事にしない防災のために②　～リアリティの必要性～ 邑本
20 2013/4/21 News Today Japan refuses fo forget Tsunami 今村
21 2013/4/21 聖教新聞 第１０回　教学主張大会　「心の福光プロジェクト」　で講演 小野田
22 2013/4/27 沖縄タイム 震災の教訓大切に－－那覇市の県立博物館・美術館で講演 今村
23 2013/4/27 山形新聞 東根・峰渡りの道を歩く（上）　見直し保存へ動き 平川
24 2013/4/29 毎日新聞 津波の仕組みや防災意識を訴え－－甲府工高／山梨 今村
25 2013/4/30 聖教新聞 防災・減災へ人々の力高める（今村） 今村
26 2013/5/2 河北新報 わがこと防災・減災「備えの死角（４完）経験／思い込み、鈍る避難行動」 越村
27 2013/5/8 河北新報 環境と遺伝、両面で治療／人は分子の集合体か 栗山
28 2013/5/9 にこにこニュース 地震研究者　関東、中部、関西の地震活動活発化の可能性指摘 遠田
29 2013/5/9 建設工業新聞 東北再生・１／被災自治体に研究成果還元 平川
30 2013/5/10 朝日新聞 災害時の必要情報、時系列に　東北大研究所「防災手帳」制作 災害科学国際研究所
31 2013/5/11 朝日新聞 なっとく　くらしスタイル　避難バッグにそろえるものは？ 保田
32 2013/5/11 毎日新聞 日本海中部地震:２６日で３０年　県内で８３人死亡　各地で防災考える催し　／秋田 今泉
33 2013/5/11 読売新聞 被災者の健康、二極化…東北大調査 吉田
34 2013/5/12 NHK NEWS WEB 大地震発生の断層周辺 連鎖に警戒を 遠田
35 2013/5/12 読売新聞 「力になりたい」不明者捜索 佐藤（源）
36 2013/5/12 東京新聞 書評：「漁業と震災(濱田武士著)」について 川島
37 2013/5/13 アイテムポスト 防災拭い（てぬぐい/手ぬぐい/手拭い/災害/津波/地震/記念品/防災訓練） 今村、保田
38 2013/5/13 プレジデント その「普通」の「ひと言」、お互いに同じ認識が得られていますか？ 邑本
39 2013/5/14 産経ニュース 観光客どう守る　避難態勢の強化急務…「予算も時間もない」　南海トラフ「島」の課題 今村
40 2013/5/15 NHK NEWS WEB 使われない復興予算 １兆２６００億円余りに 増田
41 2013/5/15 河北新報 被災地への経済波及期待　国連防災会議、仙台開催決定 災害科学国際研究所
42 2013/5/15 産経新聞 トラフ地震、都が被害想定　島で死者１７７４人　津波３０メートル 今村
43 2013/5/15 防災ニュース 「みんなの防災手帳」宮城県多賀城市へ配布 災害科学国際研究所
44 2013/5/16 朝日新聞 地震から１５分、島襲う津波　南海トラフの東京都想定 今村
45 2013/5/16 毎日新聞 福井・敦賀原発:２号機直下「活断層」認定　◇断層解釈は誤り− 遠田
46 2013/5/17 朝日芸能 直近大地震「次の震源地」（３）内陸直下型地震にも備えよ 遠田
47 2013/5/17 河北新報 議会議事録などデータ化　東京で保管、津波免れる　女川町 平川
48 2013/5/18 中日新聞 「地震・津波対策」検証　知事が財源確保へ方針 今村
49 2013/5/18 防災危機管理NEWS 被災者の声生かした「みんなの防災手帳」全国に先駆けて宮城県多賀城市に配布へ 災害科学国際研究所
50 2013/5/19 河北新報 先人の知恵、現代に還元　東北大と東北芸工大が共同研究 災害科学国際研究所、佐藤（翔）
51 2013/5/20 朝日新聞 （伝える東日本大震災３年）「指定避難所」に潜む過信 今村
52 2013/5/22 ケアマネドットコム 東日本大震災後2年間で、被災地住民の健康格差が拡大 吉田

53 2013/5/24 UNISDR
UNISDR: Statement made by Tohoku University at the Global Platform for Disaster Risk
Reduction (2013)

災害科学国際研究所、今村

54 2013/5/25 朝日新聞 〈８６９年　貞観の地震〉　津波、仙台平野の内陸まで 川島
55 2013/5/25 東海新報社 新しい交通体系考える-大船渡市が検討会議設置-　震災後の変化、従前の課題視野 姥浦
56 2013/5/28 NEWS石巻かほく 「門脇小の被災者の証言DVD・・・災害科学国際研究所に送る 災害科学国際研究所

57 2013/5/29 河北新報
(河北抄）仙台市地下鉄東西線（２０１５年度開業予定）の駅前に東北の祭りを誘致して集客を図ろう
－。

奥村

58 2013/5/30 朝日新聞 状況証拠重ね「活断層」認定　敦賀原発で有識者会合 遠田
67 2013/6/3 産経新聞　その他32社 地震頻度高止まり　大震災後の首都圏　巨大地震確率を押し上げ 遠田
94 2013/6/3 河北新報 東北大災害研、初の出版　文理連携、分かりやすく 災害科学国際研究所
96 2013/6/3 Zakzakニュース 首都直下の前兆か　地震頻度高止まり　台湾、フィリピンで不気味な活動 遠田
97 2013/6/4 NHK NEWS WEB 子どもへの震災影響調査 栗山
98 2013/6/5 朝日新聞 政宗の夢、時を経て脚光　日本・スペイン交流４００年 災害科学国際研究所、平川
99 2013/6/5 福島民報 東日本大震災 第三部 未知への挑戦（２１） 進む技術開発 誤差の範囲狭まる 石井

100 2013/6/6 朝日新聞 5月30日掲載記事についての訂正 遠田
101 2013/6/7 NHK てれまさむね まる得情報　もしもに備える非常食 保田
102 2013/6/11 河北新報 車を使い津波避難訓練 １０分で避難所に 宮城・亘理 災害科学国際研究所、佐藤（翔）
103 2013/6/12 FNNローカル 県民防災の日　防災面の課題について専門家に聞きました。 安倍
104 2013/6/13 Volkskrant（オランダ） 沖縄の津波履歴について（Koraal voorspelt binnen tien jaar tsunami bij Riukiu-eilanden） 後藤
105 2013/6/16 中日新聞 「改憲」より「日本再建」　週のはじめに考える 吉田
106 2013/6/17 47NEWS 首都圏の地震頻度、高止まり　巨大地震確率も押し上げ 遠田
107 2013/6/18 河北新報 科学の泉　「巨大津波の実態と今後の対応（１）海底の変動、そのまま海面に」 今村
108 2013/6/19 河北新報 科学の泉　「巨大津波の実態と今後の対応（２）水深が浅くなると高くなる」 今村
109 2013/6/20 河北新報 科学の泉　「巨大津波の実態と今後の対応（３）泥流が構造物を破壊」 今村
110 2013/6/21 青森テレビ 下北半島の津波調査 後藤、今井、蝦名、菅原
111 2013/6/21 河北新報 科学の泉　「巨大津波の実態と今後の対応（４）想定した被害全てが発生」 今村
112 2013/6/22 河北新報 科学の泉　「巨大津波の実態と今後の対応（５）避難行動、世代で違い」 今村
113 2013/6/22 北陸中日新聞 志賀Ｓ－１断層　９月めどに最終報告書　北電側　規制委説得に自信 遠田
114 2013/6/23 高知新聞 カツオ漁が縁で震災復興後押し　学会がセミナー 川島
115 2013/6/23 河北新報 科学の泉　「巨大津波の実態と今後の対応（６完）被害低減へ段階的防御」 今村
116 2013/6/24 河北新報 車で避難９割、渋滞影響２割　震災と昨年の地震　宮城・山元 保田
119 2013/6/24 河北新報 情報手段複数確保を　名取・閖上地区で「むすび塾」 保田
120 2013/6/25 FNNローカル 亘理町と東北大が協定　地形に合った防災計画の策定目指す 災害科学国際研究所
121 2013/6/26 河北新報 「むすび塾」参加者　将来の犠牲減誓い、動く　各地で備え 保田
122 2013/6/26 河北新報 減災対策連携　亘理町と協定 災害科学国際研究所
123 2013/6/26 exciteニュース 第十七巻　伊達政宗は転んでもタダでは起きない 蝦名
124 2013/6/26 宮城県 「震災・復興情報」　広域防災拠点の整備検討・１０月に構想・計画案取りまとめ 佐藤（健）
125 2013/6/29 毎日新聞 防災協定:東北大と亘理町、締結　災害に強い町へ 災害科学国際研究所
126 2013/6/29 河北新報 生活復興プロジェクト正式発表　被災３県で円卓会議　復興庁 増田
127 2013/7/2 読売新聞 姫路市、豪雨避難先２区分　自宅高所と避難所 今村
128 2013/7/2 あおぞらFMニュース 亘理町と東北大学災害科学国際研究所の防災に関する連携協定の締結式が行われました 災害科学国際研究所
129 2013/7/5 毎日新聞 希望新聞:東日本大震災　ＭＥＭＯ　防災・減災、親子でチェック　東京海上日動がサイト公開 今村
130 2013/7/8 朝日新聞 【アーカイブ】再生10年　南西沖地震から：1――2003年7月8日 今村
131 2013/7/9 FNNローカル 津波対策ガイドライン、円滑な避難などソフト面見直しに着手 今村
132 2013/7/9 産経BIZ 産経Biz 汚染土壌ふるいにかけ減容化　放射性セシウムの特性から装置開発 石井
133 2013/7/10 産経ニュース 津波対策見直し　検討部会設置へ　宮城 今村
134 2013/7/10 共同通信社　その他16社 人の目線で津波実感できるサイト　東北大研究所が開設 災害科学国際研究所

各種報道メディアでの紹介

（４）メディアでの紹介
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No. 配信日 配信社 タイトル 掲載教員

151 2013/7/11 赤十字リポジトリ
東北大学災害科学国際研究所、東日本大震災の津波痕跡をヒトの目線で確認できるウェブサイトを
公開

災害科学国際研究所

152 2013/7/11 仙台放送 多賀城高校に防災系専門学科設置へ　専門家をアドバイザーに 災害科学国際研究所

153 2013/7/11 宮城の新聞
「真に豊かな社会」実現のために、女性が活躍できる環境整備を。～平成25年度、東北大学工学系
女性研究者育成支援推進室（ALicE）設立～

有働

154 2013/7/11 NHK仙台放送 多賀城高防災科に向け意見交換　-NHK宮城県のニュース-NHKオンライン 災害科学国際研究所
155 2013/7/12 東京書籍　教育・文化ニュース（共同通信社提供） 県立高校の防災系学科新設でアドバイザー任命＝宮城県 災害科学国際研究所、平川
156 2013/7/12 NHK 岩沼市と東北大　防災で協定 災害科学国際研究所
157 2013/7/13 TBC Web Magazine 気仙沼市と東北大災科研が協定締結 災害科学国際研究所
158 2013/7/14 河北新報 減災対策で連携　東北大災害研が気仙沼市と協定 災害科学国際研究所
159 2013/7/15 ハザード・ラボ 人の目線で津波の高さを実感 東北大学がサイト開設 災害科学国際研究所
160 2013/7/16 読売新聞 津波の怖さ　サイトで実感 今村、佐藤（翔）
161 2013/7/16 日経　ケンプラッツ 「ヒトの目線」で津波高を実感、東北大がサイト公開 災害科学国際研究所
162 2013/7/16 読売新聞(Online) 津波の怖さ　サイトで実感 今村、佐藤（翔）
163 2013/7/16 Yahooニュース 若者が投票棄権すると高年齢層に有利　1%投票率下落で1人年13.5万円損する 吉田
164 2013/7/16 日経BP Net 「ヒトの目線」で津波高を実感、東北大がサイト公開 災害科学国際研究所

165 2013/7/17 朝日れい！
東日本大震災の津波の高さをブラウザで確認できる、「ヒトの目に映る 3.11 津波浸水」東北大学が
公開

災害科学国際研究所

166 2013/7/18 日本経済新聞 防災や復興に「歴史学」生かす　被災地の大学で取り組み 災害科学国際研究所、平川
167 2013/7/18 朝れい！ 若者の１％投票棄権→１３万５千円損　東北大院教授試算 吉田
168 2013/7/19 NHK WEB 被災地で３世代の健康調査（栗山） 栗山
169 2013/7/19 産経ニュース 若者の１％投票棄権→１３万５千円損　東北大院教授試算 吉田
171 2013/7/19 GREE 選挙棄権がもたらす損失試算に驚き 吉田
173 2013/7/20 朝日新聞 若者の１％投票棄権→１３万５千円損　東北大院教授試算 吉田
174 2013/7/21 河北新報 津波の高さ目の位置から見て！　東北大災害研がサイト開設 災害科学国際研究所、佐藤（翔）
177 2013/7/21 中日新聞 若者の１％投票棄権→１３万５千円損　東北大院教授試算 吉田
178 2013/7/23 東京書籍　教育・文化ニュース（共同通信社提供） 高校に防災専門学科＝宮城県 災害科学国際研究所
179 2013/7/24 八重山日報 「明和」防災の参考に　先島の津波頻度は突出　後藤氏が講演 後藤
180 2013/7/24 八重山毎日新聞 「遡上高は30メートル前後」　明和大津波研究で後藤氏 後藤
182 2013/7/24 河北新報 広報誌向けの写真を募集　東北大災害研 災害科学国際研究所
183 2013/7/26 毎日新聞 災害相互協力協定:気仙沼市と東北大、津波に強い街を　／宮城 災害科学国際研究所
184 2013/7/28 NHK 災害科学国際研究所の報告会 災害科学国際研究所
185 2013/7/30 河北新報 宮城野原公園拠点化、防災機能集中に懸念も　検討会議 佐藤（健）
186 2013/7/31 建設通信新聞 インフラの信頼性高めよ　奥村誠東北大学災害科学国際研究所教授に聞く 奥村
187 2013/7/31 朝日新聞 復興の現状語るフォーラム　青森・八戸で８月８日 今村

188 2013/8/1 広報けせんぬま
減災対策を効果的、実践的に進めるため連携 ～市と東北大学災害科学国際研究所との連携と協
力に関する協定締結～

災害科学国際研究所

189 2013/8/4 朝日新聞 震災時の大津波、人の目線で再現　東北大がサイト開設 災害科学国際研究所、佐藤（翔）
195 2013/8/5 NHK ３D映像記録 東日本大震災 津波の傷跡2011-2013 みちのく震録伝
196 2013/8/8 NHK NEWS WEB 東日本大震災復興フォーラム 今村
197 2013/8/9 河北新報 津波の記憶、伝承を　仙台でシンポジウム　東北大災害研 災害科学国際研究所、川島
198 2013/8/9 東京大学　大気海洋研究所 東京大学大気海洋研究所 南琉球列島の津波再来周期を初めて推定 後藤
199 2013/8/9 Yahooニュース 津波の記憶、伝承を　仙台でシンポジウム　東北大災害研 災害科学国際研究所、川島
204 2013/8/9 河北新報　その他4社 石垣・宮古、周期的に津波　サンゴ石の分析で判明 後藤
207 2013/8/13 サイエンスポータル サンゴ化石で津波再来推定 後藤
208 2013/8/14 NHK 専門家調査団が大雨被災地に 災害科学国際研究所、森口
209 2013/8/14 NHK 東北大調査「予測は困難」 災害科学国際研究所、今村
210 2013/8/14 マイナビニュース 南琉球列島は過去2400年間に約150～400年周期で津波被害が発生 - AORIなど 後藤
213 2013/8/16 電氣新聞 南琉球で津波の痕跡確認－東大研究チーム、人的被害も 後藤
214 2013/8/16 読売新聞 仙北・土石流　二次災害　防止策協議 今村
215 2013/8/16 河北新報 仙北・土石流災害から１週間　経過と課題 今村、森口
218 2013/8/20 WEBジャーナル 東大、南琉球列島の津波再来周期を初めて推定 後藤
219 2013/8/21 ミヤギテレビ 防災・減災対策で連携協定 災害科学国際研究所
220 2013/8/21 岩手日報 風土計「「『記憶』こそ復興のキーワードになる」。」 村尾
221 2013/8/22 石巻かほく 防災・減災対策で連携　東松島市と東北大災害研、協定締結　まちづくりや教訓検証 災害科学国際研究所
222 2013/8/22 河北新報 東北大学災害研と防災対策で協定 災害科学国際研究所
223 2013/8/22 NHKあさイチ 救命胴衣　津波に備えて進化　種類も様々　車のシートカバー型 今村
224 2013/8/25 The Asahi Shimbun Japanese hedging bets on surviving tsunami with life vests 今村
225 2013/8/28 UPLAN 無茶苦茶な政府交渉】原発輸出への不透明な税金投入を問う 今泉
226 2013/8/30 河北新報 車の避難、課題を検証　あす大規模津波防災訓練　宮城・山元 災害科学国際研究所
227 2013/8/30 産経ニュース コンベヤー導入で迅速化　石巻魚市場のセシウム検査 石井
228 2013/8/30 読売新聞 心と体のケアノート　人と気持ち分かち合って 富田
229 2013/8/31 河北新報　その他36社 宮城・山元町、車で一斉避難訓練　渋滞を検証 災害科学国際研究所
266 2013/8/31 NHK WEB 魚の放射性セシウム濃度測定に新装置 石井
267 2013/8/31 石巻かほく 魚丸ごと放射能検査　東北大など機器開発　石巻魚市場でお披露目 石井
268 2013/8/31 朝日新聞 放射性物質量、ミンチにせず測定　宮城で新装置開発 石井
269 2013/8/31 河北新報 魚や野菜の放射性物質　丸ごと連続で測定　東北大開発 石井
270 2013/9/1 河北新報 津波想定、車避難を検証　宮城・山元で大規模訓練 災害科学国際研究所
272 2013/9/1 The Japan Times (KYODO) Disaster drill held to prepare for Nankai quake 災害科学国際研究所
273 2013/9/2 河北新報 「防災の日」宮城県内各地で訓練　地域挙げて、いざ行動 災害科学国際研究所
274 2013/9/3 NHK NEWS WEB 地層から３つの大津波の痕跡 平川
275 2013/9/3 日刊　建設工業新聞 建築学会／震災復興でタスクフォース設置／成果や経験生かし具体的行動促す 小野田
276 2013/9/3 毎日新聞 福井・大飯原発:「活断層」否定　奥村晃史・広島大教授、遠田晋次・東北大教授の話 遠田
277 2013/9/4 石巻かほく 災害の教訓を後世に　基調報告、パネル討論　歴史を検証　東松島 菅原

278 2013/9/4 WEBジャーナル
東北大と生活環境早期復旧技術研究センター、魚の連続個別非破壊式放射能汚染検査装置を開
発

石井

279 2013/9/4 NHKてれまさむね 災害時の情報提供　ITで一元化　よりスムーズに 佐藤（翔）
280 2013/9/5 INTERNET Watch 東北大学、津波の痕跡をGoogle Earth上で見られる「ヒトの目に映る 3.11 津波浸水」 災害科学国際研究所
281 2013/9/5 日刊　水産経済新聞 水産物の放射能濃度、石巻魚市場が自主検査を開始 石井
282 2013/9/5 日本経済新聞  災害時、医師がチーム指揮　広がるコーディネーター　患者情報を一元集約 江川
283 2013/9/6 FNNローカル 検討会議、広域防災拠点の中間案報告　10月下旬までにまとめへ 佐藤（健）
284 2013/9/7 NHK NEWS WEB 大津波の地層を掘り出し 後藤
285 2013/9/7 河北新報 宮城野原公園防災拠点化　宮城県、後方支援機能を想定 佐藤（健）
287 2013/9/9 NHK NEWS 職員を退避させる独自ルール 今村
288 2013/9/9 産経ニュース 「未来に希望、子供たちに元気」被災地にも歓迎の声「復興を優先してほしい」複雑な表情も 増田
290 2013/9/9 NHK WEB 自治体半数超が独自退避ルール 今村
291 2013/9/10 Yahooニュース オリンピックがやって来る「日本中に力」「不安ある」被災地は複雑 増田
292 2013/9/10 中外日報 原発事故、人類最大の環境汚染 ― 新しい価値観へ転換を 今村
293 2013/9/11 NHK WEB 浸水域 再建進むも対策遅れる 今村
294 2013/9/11 NHK WEB　東北 防潮堤の５７％は未着工 今村
295 2013/9/11 日本経済新聞 魚の放射性物質、効率よく測定　東北大が新装置 石井
296 2013/9/13 日本経済新聞 東北大、津波石分布に基づく琉球列島全域の巨大津波の頻度と規模の地域性を解明 今村、後藤
298 2013/9/13 NHK 岩手 津波防災専門委が防潮堤を視察 今村
299 2013/9/17 石巻かほく 専門家の視点で街の景観を助言　女川町中心部デザイン会議 平野
300 2013/9/18 NHK NEWS WEB 津波堆積物の研究成果発表 災害科学国際研究所、後藤
301 2013/9/18 The Daily Astorian Emergency committee debates tsunami escape pods, city helipad 災害科学国際研究所
302 2013/9/20 マイナビニュース 琉球海溝沿いの地震による津波被害は先島諸島のみに発生している - 東北大 今村、後藤
306 2013/9/24 河北新報 宮城のＮＰＯ、発足１０周年シンポ　仙台・２８日 平川
307 2013/9/24 朝日新聞 シンポ「減災～あすへの備え」１１月２０日開催 平川
309 2013/9/26 福島民報 非破砕式の検査機量産へ　食品の放射性物質測定　福島の２社　従来価格の３分の１ 石井
310 2013/9/27 河北新報 潮路はるかに 慶長遣欧使節船出帆400年 （３４）孫兵衛／治水技術、復興支える 蝦名
311 2013/9/27 NHK WEB 「車で避難」１９の自治体が検討 今村
312 2013/9/28 石巻かほく 石巻・南浜復興祈念公園基本構想　検討委員、決定　来月１日初会合 今村
313 2013/9/30 アリティーヴィー 東北復興カレンダー　国連防災世界会議に向けて！仙台で専門家会合開催 災害科学国際研究所、今村
315 2013/10/1 朝日新聞 （天下逸品）希望　揚げてますと伝えて 災害科学国際研究所
316 2013/10/2 石巻かほく 復興祈念公園（南浜地区）、基本構想策定へ　来年３月まで案とりまとめ 今村
317 2013/10/3 建設通信新聞 石巻市南浜に復興祈念公園/国際コンペを提案/有識者委が初会合 今村
318 2013/10/4 河北新報 「回復力」高める社会に　軽減対策を議論　東北大でシンポ 災害科学国際研究所
321 2013/10/6 NHK WEB 大地震起こす活断層 大半は地表に変化なし 遠田
322 2013/10/7 NHK WEB 大地震でも“見えない”活断層 遠田
323 2013/10/8 建設通信新聞 東北先導モデル66件を選定/来年度から事業実施/復興庁 災害科学国際研究所
326 2013/10/8 VIVA NEWS Menyelamatkan Dokumen Bersejarah Pasca Bencana 天野
327 2013/10/11 ABC Sunshine Coast Rising above the rubble（歴史資料保存・復元について紹介されました） 歴史資料保存研究分野
328 2013/10/12 河北新報 災害時早期復旧を議論　東北大で社会づくりシンポジウム 災害科学国際研究所、今村
330 2013/10/14 MANILA BULLETIN Japan restores age-old docu damaged by quake-tsunami 天野
331 2013/10/16 NHK宮崎 日南で津波対策の勉強会 川島
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332 2013/10/23 日経 東北大、４週間のサーキット運動が高齢者の広範囲な認知機能を改善することを発見 野内

333 2013/10/23 マイライフニュース
カーブスジャパン、東北大学との共同研究を発表、サーキット運動トレーニングが実行機能や記憶
など認知機能向上に貢献

野内

334 2013/10/24 マイナビニュース 1回30分・週4日・4週間のトレーニングで高齢者の認知機能を改善 - 東北大 野内
337 2013/10/24 マイナビニュース 20歳をピークに低下する認知機能、より効果的な予防策は筋トレ＋有酸素運動 野内
339 2013/10/24 WEBジャーナル 東北大、短期間のサーキット運動介入で高齢者の認知機能が向上することを発見 野内
340 2013/10/24 マイナビニュース 東北大、太陽系形成期に小惑星内部の無重力空間に浮かぶ水滴の姿を解明 中村
343 2013/10/25 産経ヘルス 4週のサーキットトレーニングで認知機能改善　カーブス・東北大共同研究 野内
344 2013/10/26 朝日新聞 津波注意報、岩手・宮城は地震40分後「精査に時間」 今村
345 2013/10/28 毎日新聞 高齢者:運動で認知機能改善…週３日３０分４週間で－－東北大研究 野内
348 2013/10/28 スーパーJチャンネル 検証・未明の津波注意報“その時”・範囲拡大…４分後津波が 今村
349 2013/10/30 マイナビニュース マイナビニュース 東北大など、デング熱の新規病態マーカーを発見 服部
351 2013/10/30 NHK 大阪・最悪で１３万人が犠牲・新たな被害想定 今村

352 2013/10/31 ダイアモンドオンライン
「800人犠牲の3つの原因」を徹底検証＆報告へ　閖上検証委“情報源も極力開示”の方針は守られ
るか

越村

353 2013/11/1 毎日新聞 毎日新聞 希望新聞:東日本大震災　宮城・気仙沼の歴史文化を学ぶ　連続講座「みなとのがっこう」 川島
354 2013/11/2 河北新報 遣欧４００年、意義を発信　仙台で慶長使節記念フォーラム 平川
356 2013/11/2 毎日新聞 慶長遣欧使節:今も続く交流　出発４００年で記念フォーラム　訪問先の４カ国大使ら参加− 平川
357 2013/11/3 NHK 仙台平野４００年前にも大津波 後藤
358 2013/11/5 河北新報 「慶長三陸」「貞観」地震の津波堆積物同時に発見　岩沼 後藤
360 2013/11/7 AERA 東京五輪の新競技場　地震で液状化、津波の懸念も 今村
362 2013/11/9 読売新聞 震災伝承検討委　２７日初会合 平川
363 2013/11/9 石巻かほく 震災伝承検討委員会設置へ　２７日、初会合　遺構の選定・保存検討　石巻市 平川
364 2013/11/9 産経ニュース 震災伝承検討の委員会発足　石巻、大川小は議論対象外 平川
366 2013/11/9 河北新報 米の洪水被害　今度は恩返し　東北大の研究者ら募金口座開設 小原
368 2013/11/10 毎日新聞 防衛問題セミナー:南海トラフ地震で空自司令、宮崎で講演　「最悪の事態に備えて」／宮崎 遠田
369 2013/11/10 河北新報 将来に向けて事例蓄積（被災地の復興過程研究） 村尾
370 2013/11/10 朝日新聞 津波「逃げるが勝ち」　東北大教授講演、防潮堤では限界　／宮崎県 遠田
371 2013/11/11 日刊ゲンダイ 茨城県南部で５弱…これは「首都直下」の前兆なのか 遠田
372 2013/11/11 週間金曜日ニュース ベトナム原発の建設調査に国税二五億円-復興予算流用！使い道不透明 今泉
374 2013/11/12 河北新報 次世代の病気予防法（１）禁煙や食生活、今と変わらず 栗山
375 2013/11/12 建設工業新聞 オランダ大使館ら／岩手県釜石市に「ミッフィーカフェ」開設へ／１５年春完成 小野田
376 2013/11/13 河北新報 次世代の病気予防法（２）体質考え生活見直そう 栗山
377 2013/11/13 宮古毎日新聞 非常時の助け合い確認／伊良部 川島
378 2013/11/14 河北新報 次世代の病気予防法（３）遺伝要因の治療例、徐々に蓄積 栗山
379 2013/11/15 河北新報 次世代の病気予防法（４）社会的要因の発病、研究進む 栗山

380 2013/11/15 ダイアモンドオンライン
“閖上の悲劇”の鍵を握る「鳴らない防災無線」の謎　名取市職員らの生々しいやりとりも徐々に明
らかに

越村

381 2013/11/16 河北新報 河北新報 次世代の病気予防法（５）医師、患者、家族の協力必要 栗山
382 2013/11/17 河北新報 次世代の病気予防法（６完）全人的医療の実現目指す 栗山
383 2013/11/17 三陸新報 地球を感じて防災に　東北大がイベント 災害科学国際研究所、今村、江川
386 2013/11/19 TBSテレビ　朝ズバッ！ 知っておきたい！けさ単！(ニュース)「地震頻発に関する特集」 遠田
387 2013/11/20 FNNローカル 仙台市宮城野区に整備目指す広域防災拠点の方向性固まる(宮城） 佐藤（健）
388 2013/11/21 河北新報 仙台宮城野原広域防災拠点　検討会議が方向性まとめる 佐藤（健）
390 2013/11/21 産経新聞 「人・モノの支援中継地に」　広域防災拠点会議が提言　宮城 佐藤（健）
392 2013/11/21 朝日新聞 首都直下地震、３００兆円の被害　試算、従来想定の３倍 平川
393 2013/11/22 神戸新聞 神戸大、東北大、岩手大が参加　大学の役割考える災害シンポ 佐藤（健）
394 2013/11/23 毎日新聞 シンポジウム:「防災が文化になれば」　研究者ら討論−−神戸大　／兵庫 佐藤（健）
395 2013/11/26 岩手日報 「提案型」の事業者決定　釜石市の復興住宅 小野田
396 2013/11/26 河北新報 大和ハウスＪＶ選出　災害公営住宅の優先交渉権　釜石市 小野田
397 2013/11/27 NHK 石巻市 震災遺構で本格議論へ 平川
398 2013/11/27 FNNローカル 石巻市で「震災遺構」選ぶ検討委員会の初会合(宮城） 平川
399 2013/11/27 TBSテレビ　朝ズバッ！ 関東でＭ５地震連発・地下で何が起きている？ 遠田
400 2013/11/28 産経ニュース 震災遺構でアンケート　石巻市検討委が初会合　宮城 平川
403 2013/11/28 石巻かほく 震災遺構１カ所に絞らず　伝承検討委、初会合　優先順位つけ論議　石巻市 平川
404 2013/11/28 NHK 減災をテーマにシンポジウム 平川
405 2013/11/28 毎日新聞 東日本大震災:復興住宅、ＪＶ選定　釜石市、買い取り方式　交流生むデザイン／岩手 小野田
406 2013/11/29 毎日新聞 多賀城市:「減災都市」を宣言　被災地初、３００人参加しシンポ　／宮城 平川
407 2013/11/30 産経新聞 フィリピン台風被害支援のあり方を討論　仙台でシンポジウム 災害科学国際研究所、今村

412 2013/12/2 産経新聞
CFRP（炭素繊維強化プラスチック）をはじめとした高機能複合材料の素材開発に最適なマルチス
ケールCAEツールの最新版「Multiscale.Sim 4.5」リリースのお知らせ

寺田

413 2013/12/3 河北新報 防災ロボット（1）人間が不可能な仕事を代行 田所
414 2013/12/4 河北新報 防災ロボット（２）既存ロボ改造、福島原発投入 田所
415 2013/12/5 毎日新聞 小笠原の火山新島:大地震の前兆か　関東で３週連続Ｍ５ 遠田
417 2013/12/5 マイナビニュース マルチスケールCAEツール「Multiscale.Sim」の最新版を発売 - サイバネット 寺田
419 2013/12/5 河北新報 防災ロボット（３）人体に似た機能、ロボに融合 田所
420 2013/12/6 河北新報 防災ロボット（４）ヘビ型で狭い隙間も調査可能 田所
421 2013/12/6 神戸新聞 東北大が防災啓発　南海トラフ巨大地震見すえシンポ　大阪 災害科学国際研究所、今村
424 2013/12/6 日本経済新聞 震災1000日 明日を拓く（４）　広域防災拠点 佐藤（健）
425 2013/12/7 神戸新聞（紙面） 防災意識どう育む　教育の役割　専門家提案 災害科学国際研究所、今村
426 2013/12/7 読売新聞 震災遺構検討　１８日に初会合 平川
427 2013/12/7 NHK Eテレニュース 避難の切迫性をどう伝えるか　～防災に関する地域会議～ 邑本
428 2013/12/7 NHK 津波被災地の区画整理　半数近くが「内陸移りたい」 姥浦
429 2013/12/7 日本経済新聞 震災1000日 明日を拓く（５）　放射線検査 石井
430 2013/12/7 河北新報 防災ロボット（５）飛行ロボ、軽量化し活躍間近 田所
431 2013/12/9 NHK BS1 BS列島ニュース 震災遺構の有職者会議・１８日初会合へ 平川
432 2013/12/9 河北新報 防災ロボット（６完）研究室卒業、問われる実用性 田所
433 2013/12/11 日経ケンプラッツ 女川駅から真っすぐな歩道で海岸へ、町が復興デザイン案 平野
434 2013/12/11 読売新聞 安心の松原　再生を 今井
435 2013/12/12 建設工業新聞 建設工業新聞 宮城県／震災遺構保存の要否検討へ／１２月１８日に有識者会議初会合 平川
436 2013/12/12 河北新報 震災遺構有識者会議の協議　宮城県「目安１４年度末まで」 平川
437 2013/12/18 NHK NEWS WEB 「震災遺構」検討会議 １４施設を対象に 平川
438 2013/12/18 NHK NEWS WEB 震災遺構　有識者会議初会合 今村
439 2013/12/19 産経新聞 現地、移設含め検討　宮城県　震災遺構有識者会議が初会合 平川
441 2013/12/19 河北新報 震災遺構候補２１施設提示　宮城県有識者会議が初会合 平川
443 2013/12/19 毎日新聞 東日本大震災：震災遺構候補２１カ所　座長「複数保存の判断も」−−有識者会議 平川
444 2013/12/19 日刊建設工業新聞 東北大学、東北整備局／インフラ維持管理・災害対応で連携・協力協定締結 今村
445 2013/12/20 産経新聞 人材不足や人間関係…　苦悩する被災地応援職員　群馬 富田
447 2013/12/20 読売新聞 首都直下地震 被害想定 中枢マヒ 官民で防ぐ 丸谷
448 2013/12/21 福島民報 福島市が共同開発に着手　乳幼児向けホールボディーカウンター 石井
449 2013/12/21 福島民友 乳幼児用ＷＢＣ開発へ　福島市と東北大が14年度 石井
452 2013/12/21 日本経済新聞 グーグル買収の東大ロボ首位　米国防省競技会 田所
453 2013/12/22 朝日新聞 巨大防潮堤は過剰防衛か？まず、まちづくりから考えよう 姥浦
454 2013/12/25 FNNローカル 山元町が東北大学と防災連携協定 災害科学国際研究所
455 2013/12/25 河北新報 防災対策連携　山元町と協定 災害科学国際研究所
456 2013/12/26 毎日新聞 こころの被災:２年９カ月の現場から／３　不眠やＰＴＳＤ、時と共に悪化　震災の記憶消化を 富田
457 2013/12/27 宮崎日日新聞 高鍋町が防災手帳を導入　全世帯に配布へ 災害科学国際研究所
458 2013/12/29 NHK 福島・茨城・関東南部で地震活動続く 遠田
459 2013/12/29 朝日新聞 津波浸水被害、満潮時想定せず　岩手・宮城１２市町村で 今村
460 2014/1/3 河北新報 震災アーカイブの重要性を考える　１１日、東北大でシンポ 災害科学国際研究所
461 2014/1/3 石巻かほく 次の災害でもした方がいいことは？　アンケート結果報告　石巻・街なか創生協力 佐藤（翔）
462 2014/1/9 FNNローカル 東北大・災害科学国際研究所と仙台市が連携協定を締結 災害科学国際研究所
463 2014/1/9 TBCニュース 東北大研究所と仙台市が協定締結　防災・復興で連携強化へ 災害科学国際研究所
464 2014/1/9 ミヤテレニュース 防災・復興で連携強化　東北大・災害科学国際研究所と仙台市が協定 災害科学国際研究所
465 2014/1/10 産経新聞 防災・減災まちづくりで協定　仙台市と東北大災害科学国際研 災害科学国際研究所
468 2014/1/10 河北新報 雲仙・普賢岳噴火後の歩み参考に　東北大で１５日シンポ 災害科学国際研究所
469 2014/1/11 河北新報 「防災・減災のページ」「地下温度構造と水分布 追求」 和田
470 2014/1/12 河北新報 震災記録保存制度の整備を　東北大で国際シンポ 災害科学国際研究所、今村
472 2014/1/12 毎日新聞 東日本大震災：仙台でシンポ　記録・教訓を後世に 災害科学国際研究所
473 2014/1/12 Yahooニュース 震災記録保存制度の整備を　東北大で国際シンポ 災害科学国際研究所、今村
474 2014/1/12 日本経済新聞 ロボットＷ杯も熱い！　物流・災害救援…疲れ知らず 田所諭
475 2014/1/14 河北新報 復興の歩み、定点観測　東北大災害研が写真収録サイト公開 災害科学国際研究所、佐藤翔輔
477 2014/1/14 47NEWS 復興の歩み、定点観測　東北大災害研が写真収録サイト公開 災害科学国際研究所、佐藤（翔）
478 2014/1/15 朝日新聞 被災地の変化、写真で定点観測 災害科学国際研究所、佐藤（翔）
479 2014/1/15 石巻かほく 石巻市震災伝承検討委員会　勉強会や遺構視察　２２日に第２回会合 平川
480 2014/1/16 河北新報 特色ある復興を　東北大でセミナー、陸前高田市長ら講演 災害科学国際研究所
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482 2014/1/16 FNNローカル 県の津波対策ガイドライン　「車避難の検討」など明記 今村
483 2014/1/16 NHK 津波からの避難　車でも 今村
484 2014/1/16 KHB 車避難を条件付きで容認 今村
485 2014/1/16 TBC 津波避難は「原則徒歩・車も検討を」 今村
486 2014/1/17 河北新報 津波避難、車も一部容認　宮城県、指針見直し 今村
487 2014/1/17 毎日新聞 津波対策:「車で避難」に条件　県協議会、ガイドライン見直し 今村
488 2014/1/17 産経新聞 宮城県津波対策連絡協　車での避難、一転容認　ガイドライン見直し案承認 今村
489 2014/1/18 週刊文春 東京でもゲリラ豪雪に注意！北極から南下する世界的寒波 岩崎
491 2014/1/20 中日新聞 ＜津波　どう逃げる？＞（上）　タブーの車を探る被災地 安倍
492 2014/1/22 NHK NEWS WEB 有識者委　旧門脇小など視察 平川
493 2014/1/22 岩手日報 揺れる土地区画整理　「計画通り」の未来か 姥浦
494 2014/1/22 NHK WORLD Preparing for Disasters 丸谷
495 2014/1/23 日本経済新聞 （キャンパス発　この一品）減災風呂敷「結」東北大　用途多様、震災の経験生かす 保田
496 2014/1/23 石巻かほく 石巻市震災伝承検討委、門脇小校舎など視察　街中の遺構保存候補７カ所 平川
497 2014/1/23 河北新報 石巻市震災伝承委　惨状、肌で知る　遺構７候補を視察 平川
498 2014/1/23 読売新聞 「心情ふまえ保存検討」石巻・門脇小調査 平川
499 2014/1/24 FNNローカル 東北大研究所、気仙沼市の小学校で「減災」をテーマに出前授業 保田
500 2014/1/24 建設通信新聞 BCP作成例を改訂 丸谷
501 2014/1/24 建設産業新聞 BCP簡易版ひな形を改訂 丸谷
502 2014/1/27 時事通信社 津波避難に携帯端末が活躍＝災害時、地図上で誘導—岩手、東北大が開発進める 今村
504 2014/1/28 FNNローカル 震災遺構　気仙沼市の検討会議が向洋高旧校舎など候補を視察 川島
505 2014/1/28 NHK 震災遺構保存検討の高校視察 川島
506 2014/2/1 石巻かほく 石巻かほく 津波シミュレーション説明会　渡波地区で活発質疑　１００人参加　石巻市 今井
507 2014/2/1 河北新報 震災遺構「歴史・教育重視」　宮城会議、選定基準を確認 平川
508 2014/2/1 産経新聞 高野会館、閖上中も提案　震災遺構候補　次回以降に検討　宮城 平川
510 2014/2/1 NHK NEWS WEB 海面上昇で最大９割の砂浜消失か 有働
511 2014/2/5 仙台放送 「広域防災拠点」整備 第三者委員会が承認 増田
512 2014/2/8 河北新報 東北大災害研と連携　岩手では初の協定　陸前高田 災害科学国際研究所
513 2014/2/8 岩手日報 復興・防災で東北大研究所が助言　陸前高田市が協定 災害科学国際研究所
514 2014/2/8 東海新報社 防災充実へ連携強化　東北大災害科学国際研究所と協定 県内自治体では初 災害科学国際研究所
516 2014/2/8 石巻かほく 遺構保存先進地に学ぶ　石巻市震災伝承検討委が神戸、島原を視察 平川
517 2014/2/10 岩手日報 【大船渡】「心の復興」へ文化活動　つどいで推進誓う 川島
518 2014/2/11 読売新聞 岩手県が委嘱　災害時医療「調整役」２７人 江川
519 2014/2/12 河北新報 災害への備え学ぼう　小３、４年向け副読本、宮城県教委作成 今村
520 2014/2/12 産経ニュース ボランティア活動　考えるフォーラム 杉浦
522 2014/2/13 NHK 放送文化賞に6人 宮本信子さんも 今村
523 2014/2/13 産経ニュース 宮本信子さんらに放送文化賞 今村
524 2014/2/13 NHK BSニュース ＮＨＫ放送文化賞・宮本信子など６人 今村
525 2014/2/13 朝日新聞 宮本信子さんら放送文化賞 今村
526 2014/2/13 NHK東北 ＮＨＫ放送文化賞に２人 今村
527 2014/2/14 河北新報 国連防災会議「１年前シンポ」で啓発　仙台市・来月１日 今村
529 2014/2/15 読売新聞 古文書分析社会の役に～東北大災害科学国際研究所 平川
530 2014/2/17 河北新報 エジプトの宝守りたい　技術者来日、修復法学ぶ 災害科学国際研究所
531 2014/2/17 河北新報 迅速な津波避難探る　仙台でシンポ、１００人参加 災害科学国際研究所、平川、安倍
532 2014/2/19 NHK 巨大地震“海底の観測強化を” 木戸
533 2014/2/19 仙台放送 日本海溝付近の「アスペリティ」裏づけ　震災後の研究成果発表 日野
534 2014/2/19 読売新聞 復興へ　郷土誌生かす 川島
535 2014/2/20 河北新報 海底地殻変動知って　仙台で研究者７人が成果紹介 木戸
538 2014/2/20 Yahooニュース 東北大と宮城教育大、スマホを活用した防災教育アプリ「津波AR」共同開発 災害科学国際研究所
540 2014/2/21 河北新報 津波の怖さスマホで学んで　宮教大など防災教育アプリ開発 災害科学国際研究所
543 2014/2/21 日刊建設新聞 宮城野原の広域防災拠点構想、来年度にも設計着手（県） 佐藤（健）
544 2014/2/21 教材新聞 被災当時の状況がスマホ上で再現できる防災教育アプリ「津波AR」 災害科学国際研究所
545 2014/2/22 河北新報 震災世界に伝えよう　東北大で国際シンポ　現状発信へ手法学ぶ 災害科学国際研究所
547 2014/2/24 産経新聞 都司嘉宣　貞観地震（８６９年）　百人一首に込められた教訓 菅原
548 2014/2/24 時事通信社 震災３年、なお課題多く〔東日本大震災３年〕 姥浦
550 2014/2/26 日本経済新聞 産官学17団体「復興会議」　政投銀が設立、災害対応力を強化 丸谷
551 2014/2/28 時事通信社 燃料、２割が「半日未満」＝業務継続に支障も－自治体防災対策〔東日本大震災３年〕 丸谷
553 2014/2/28 河北新報 宮城、過去４００年　犠牲者出た津波平均５７年に１回 平川
555 2014/2/28 NHKニュース 被災地住民の４人に１人“うつ傾向” 富田
557 2014/2/28 河北新報 東北大・宮城沿岸６市町震災後調査　５％にＰＴＳＤ疑い 富田
559 2014/2/28 産経ニュース 震災でＰＴＳＤ疑い５％　宮城の３７００人調査 富田
565 2014/3/1 河北新報 防災理解へ働き掛けを　東京で東北大災害科学研がシンポ 今村
566 2014/3/2 河北新報 「産学官連携し発信を」　１年前シンポ　国連防災会議 今村
568 2014/3/2 中日新聞 志賀原発　あすから県調査　委員人選　疑問の声 遠田
569 2014/3/5 建設工業新聞 東北大学／東北復興農学センター設立へ／農・水産業復興へ研究・人材育成 災害科学国際研究所
570 2014/3/5 河北新報 断層調べて活動を予測／余震からさぐる次の大地震 遠田
571 2014/3/5 日本経済新聞 都市計画、総合的な調整を「土地集約化が課題-まちづくり、住民主体で-」 姥浦
572 2014/3/6 産経新聞 大防潮堤　長さ３０キロ、暮らしを守る。 今村
574 2014/3/10 河北新報 生活の復興　実感欠く　河北新報社・東北大被災者アンケート 災害科学国際研究所
575 2014/3/10 河北新報 複合災害、避難　臨機応変に　初動対応の在り方探るシンポ 災害科学国際研究所
578 2014/3/10 河北新報 東日本大震災　あす３年　無念の君　忘れない　絶対に 災害科学国際研究所
579 2014/3/10 河北新報 変化把握へ継続調査 佐藤（翔）
580 2014/3/10 河北新報 必要な支援 刻々変化 今村
581 2014/3/11 産経ニュース 東北がぜんたい幸福になる。それが国柄だから 平川
582 2014/3/12 日刊ゲンダイ 首都直下地震 専門家が警鐘「５年以内にＭ７以上が１７％」 遠田
583 2014/3/13 日刊建設工業新聞 東北大学・今村文彦教授ら／津波避難情報システム実用化へ社会実験参加団体募集 今村
584 2014/3/14 河北新報 国連防災世界会議まで１年　３本柱減災意識盛り上げ 小野
585 2014/3/14 朝日新聞 要援護者の付き添いも津波で犠牲　宮城・石巻で調査 今村
587 2014/3/14 NHK News Web 専門家「地震起きやすい地域」 遠田
588 2014/3/14 NHKニュース 宮本信子さんら６人に放送文化賞 今村
589 2014/3/15 読売新聞 山中氏ら京大施設研究者の講演に８５０人 平川
590 2014/3/17 建設通信新聞 連載・地域と日本の明日・震災から3年(1) 増田
591 2014/3/17 河北新報 震災記憶どう継承　遺構保存の重要性指摘　仙台で講演会 保田
593 2014/3/17 朝日新聞 （災害大国　あすへの備え）生かす、津波の教訓 今村、越村
595 2014/3/19 毎日新聞 防災手帳：多賀城市が作成、全国初の全戸配布　東北大監修 災害科学国際研究所
596 2014/3/23 FNNローカル 仙台市で震災の教訓や復興のあり方を考えるフォーラム開催 平川
597 2014/3/24 河北新報 みなし仮設　潜む影（下）移ろう実態／転居報告なし、把握困難 島田
598 2014/3/25 河北新報 震災遺構候補、門脇小が最多　石巻市民アンケート 平川
599 2014/3/26 毎日新聞 東日本大震災:気仙沼で伝承会議　「向洋高」保存など議論−−来月末報告書 川島
600 2014/3/28 毎日新聞 地震津波防災セミナー:適切避難の重要性強調　東北大・今村教授、地域訓練の必要性も訴え 今村
601 2014/3/28 毎日新聞 防災手帳:多賀城市、全戸配布　必要な対策、情報網羅 災害科学国際研究所
602 2014/3/30 八重山毎日新聞 「親子で減災学ぶ」　東北大災害科学研が出前講座 保田
603 2014/3/30 まにら新聞 日本の災害研究者らが台風ヨランダの被災地を訪問し、自治体関係者らに助言 久利、地引
604 2014/3/30 河北新報 被害軽減、研究の使命　東北大災害研退任の平川初代所長に聞く 平川
605 2014/3/30 NHKニュース 小学生が”減災”学ぶ講座 保田
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国際交流  

 

国際交流・海外研究機関交流実績 

＜大学間協定・部局間学術協定＞ 

・University College London (UCL)（英国） 大学間協定 11 月 21～23 日 ロンドン大学東北大学フォー

ラム UCL-東北大減災ワークショップ（講演と共同研究）（遠田） 

・ロンドン大学と東北大学の協定調印式関連交流行事（UK Japan symposium on disasters and UK Japan 

disaster risk reduction workshop）におけるパネリスト 11 月 21～23 日（小野） 

・ドイツ航空宇宙センター 部局間および大学間協定 1 月 共同研究に関する協議（越村） 

・Faculty of Mathematics and Natural Sciences，Syiah Kuala University（インドネシア） 1 月 部局間協定

に向けた共同研究打合せ（村尾） 

・Tsunami & Disaster Mitigation Research Center Syiah Kuala University（インドネシア） 3 月 部局間協

定に向けた共同研究打合せ（村尾） 

 

＜共同研究＞ 

・ウォータールー大学（カナダ），Stephan Evans 教授，5 月，共同研究（越村） 

・エクアドル，JICA，5 月，共同研究（越村） 

・ハーバード大学（米国）との震災アーカイブに関する共同研究，受入（2 名）5 月，派遣（2 名）10 月

（今村） 

・受け入れ イリノイ大学（米国） Robert Olshansky 6 月 2～5 日，7 月 29 日～8 月 1 日 共同研究（井

内） 

・渡航 パヴィア大学（イタリア） GEM(Global Earthquake Model)，GEM semi-annual meeting, Marco 

Bernasocchi 博士，Ross Stein 博士，6 月 18～28 日，会議と共同研究（遠田） 

・渡航 中国地震局地質研究所（中華人民共和国・北京） 何宏林教授 6 月 27 日〜7 月 1 日 共同研

究（活断層地形判読作業）（岡田（真）） 

・受入 パジャジャラン大学（インドネシア） Mita  Puspita 研究員 7 月 21～27 日 共同研究（浩） 

・Centro Peruano Japonés de Investigaciones Sísmicas y Mitigación de Desastres (CISMID), Universidad Nacional 

de Ingeniería（ペルー），Miguel Estrada, Associate Professor 7 月 ピスコの復興に関する共同研究調査

（村尾） 

・渡航 ウダヤナ大学（インドネシア・バリ島） イ・マデ・ブティアナ文学部講師 8 月 17～27 日 日

本人社会調査（共同研究）（福谷） 

・渡航 バンドン工科大学インドネシア Dr. Mohammad Farid 講師 8 月 22～26 日 講演・共同研究打

ち合わせ等．（呉） 

・渡航 ニューサウスウェールズ大学（オーストラリア） James Goff教授 8 月 共同研究（後藤） 

・渡航 ハーバード大学（米国） エドウィン・O・ライシャワー日本研究所 アンドリュー・ゴードン

教授ら 10 月 20～22 日 講演・会議・共同研究（佐藤（翔）） 

・渡航 中国地震局地質研究所（中華人民共和国・四川省青川県） 何宏林教授 10 月 22 日〜11 月 1 日 
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共同研究（活断層調査）（岡田（真）） 

・ユニバーシティ • カレッジ • ロンドン（英国） 大学間 11 月～継続中 災害科学に関する研究交

流と共同研究（奥村） 

・渡航 Institute of Technology Bandung（インドネシア） Prof. Krishna S. Pribadi 11 月 10～23 日 共同

研究（泉） 

・渡航 ドルトムント大学（ドイツ） Stephan Grieving 他２名 11 月 14～17 日 共同研究（井内） 

・渡航 カリフォルニア大学バークレー校（米国） Stephen Mahin 教授 12 月 3～4 日 講演及び共同

研究（五十子） 

・渡航 ウダヤナ大学（インドネシア） イ・マデ・ブティアナ 文学部講師 12 月 26 日～1 月 2 日、日

本人社会調査（共同研究）（福谷） 

・渡航 San Lazaro Hospital（フィリピン） Elizabeth Telan 部長 1 月 20～22 日 共同研究（浩） 

・渡航 フィリピン気象庁（PAGASA）（フィリピン） Dr. Vicente B. Malano 次官 フィリピン公共事業

省（DPWH）Dr. Maritess Quimpo 研究員 1 月 22～23 日 講演・共同研究打ち合わせ等（呉） 

・渡航 ハワイ大学（米国） Lishomwa Ndhlovu 助教・Apichai Tuanyok・ Cecilia Shikuma 1 月 26 日～

2 月 1 日 共同研究（ホルロ） 

・渡航 Scripss 海洋研究所（米国） Mark Zumberge 博士 1 月 27 日〜2 月 1 日 共同研究（日野） 

・渡航 カナダ地質調査所（カナダ） Kelin Wang 博士 2 月 23〜25 日 2011 年東北地方太平洋沖地震

の余効変動のモデル化に関する共同研究（日野・飯沼） 

・米軍保健衛生大学他（米国） Robert Ursano 教授他 2～3 月 災害メンタルヘルス支援体制のあり方

についての共同研究（富田） 

・渡航 GNS 核科学研究所（ニュージーランド） Stuwart Henry 博士 3 月 3〜6 日 共同研究（日野） 

・招待 San Lazaro Hospital Lacuesta Talitha 医師 3 月 5～8 日 共同研究及び学会参加（浩） 

・招待 SACCL, San Lazaro Hospital Elizabeth Telan 所長 3 月 5～8 日 共同研究及び学会参加) （浩） 

・渡航 ウッズホール海洋研究所（米国） Dr. Mark D. Behn 3 月 11～15 日 共同研究とセミナー講演

（和田） 

・渡航 中国地震局地質研究所（中華人民共和国・四川省青川県） 何宏林 教授 3 月 15〜26 日 共同

研究（活断層調査およびトレンチ調査）（岡田（真）） 

・渡航 Stony Brook University（アメリカ） Donovan Finn 他 2 名 3 月 18～25 日 共同研究（井内） 

・渡航 パロサイエンス（米国） 社長 Jerry Paros 博士 3 月 25〜26 日 共同研究（日野） 

・受入 Hangarian Academy of Science Reseachassistant David KARACSONYI（ハンガリー） 3 月 28 日 

〜継続中 共同研究 福島とチェルノブィリの影響評価比較分析 日本学術振興会外国人特別研究員

（欧米短期）（石坂） 

・渡航 米国地質調査所（USGS）（米国） Ross Stein 博士 3 月 23〜30 日 東北地方太平洋沖地震の余

震に関する共同研究（遠田） 

・渡航 University of California, Davis（米国） Prof. John Rundle 3 月 共同研究（泉） 

・復旦大学（中華人民共和・上海） 2010 年～ 共同研究（服部） 

・ハワイ大学（米国・ハワイ州） 2012 年～ 講演・共同研究（服部） 

・渡航 オレゴン州立大学（米国） Harry Yeh 教授 3 月 共同研究（越村） 
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＜大学間交流＞ 

・カリフォルニア大学バークレー校（米国） 大学間交流 5 月 25 日 早期地震警報システムに関する

技術交流（源栄） 

・ゲッティンゲン大学 大学間交流 9 月 12～13 日 「The 3rd HeKKSaGOn Presidents’ Conference（Disaster 

Prevention: Scientific and Technological Issues Gottingen Germany at the Gottingen University）」への出席・講

演（Simulation Visualization and Information Technologies to Disaster Mitigation）（寺田） 

・ITB 大学間交流 9 月 16 日 ITB において、開催された水災害ワークショップでの講演と今後の両校

の共同研究についての討議（真野） 

・カリフォルニア大学リバーサイド校（University of California, Riverside）（米国） 大学間 10 月 10～11

日 仙台市の姉妹都市であるリバーサイド市で開催された 2013 Long Night of Arts and Innovation にお

ける東日本大震災の被害の実態と早期地震警報システムについての招待講演（源栄） 

・USC リバーサイド校（米国） 大学間 10 月 12 日 工学研究科との研究交流（源栄） 

・UCL 大学間 11 月 20～23 日 UCL において、東北大学と UCL の共同開催防災シンポジウムでの講

演および今後の両校の共同研究についての討議（真野） 

・ロンドン大学（英国） 大学間 11 月 21～11 月 22 日 日英学術交流（源栄） 

 

＜講演・情報交換・学会など＞ 

・ロンドン大学との災害・リスク研究（英国），受入（1 名）4 月，派遣（5 名）11 月（今村） 

・University of Hawaii at Hilo（米国），Walter C Dudley，Professor，5 月，津波研究に関する情報交換（村

尾） 

・渡航 フィリピン Angeles University 教授 6 月 4～7 日 講演 ヒューマンセキュリティー コース

における災害医学の講義（江川） 

・受入 ボストン大学（米国） Mark W. Logue 助教 6 月 24 日 心的外傷後ストレス障害研究での講演

会開催・情報意見の交換（富田） 

・受入 マウントサイナイ大学（米国） Rachel Yehuda 教授 6 月 24 日 心的外傷後ストレス障害研究

での講演会開催・情報意見の交換（富田） 

・渡航 University of New Orleans（米国） Marla Nelson 他１名 7 月 8 日 会議（井内） 

・JICA 研修 中央アジア・コーカサス地域総合防災行政コース 7 月  講演と被災地視察 （マス） 

・The Association of Pacific Rim Universities (APRU) 7 月 Multi-Hazards Summer School（東北大学）での
講師（村尾） 

・渡航 シャクアラ大学（インドネシア） 7 月 学術指導（越村） 

・受入 マウントサイナイ大学（米国） Craig Katz 准教授 8 月 5 日 災害精神医学テキストの翻訳（富

田） 

・HeKKSaGOn University Consortium 9 月 The 3rd Japanese-German, University Presidents’ Conference 
（Göttingen, Germany）での発表（村尾） 

・受入 University of New Southwales（オーストラリア） James Goff 教授・Catherine Chagué-Goff 上席研

究員 10 月 現地調査（菅原） 

・受入 Department of Mechanical Engineering, Bilkent University（トルコ） İlker Temizer 助教授 10 月 16

～18 日 セミナーでの講演（寺田） 
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・受入 エーテボリ大学（スエーデン） Hans Ågren 名誉教授 10 月 17 日 災害メンタルヘルス支援の

講演会・情報意見の交換（富田） 

・受入 ウプサラ大学（スエーデン） Tom Lundin 名誉教授 10 月 17 日 災害メンタルヘルス支援の

講演会・情報意見の交換（富田） 

・専門化機関訪問 APEC Climate Center（韓国） Yong Hee Shin 10 月 28 日 気候変動の専門家との情

報交換・IPCC データを使った分析手法などについての最新情報収集（ケリーン） 

・The Association of Pacific Rim Universities (APRU)  10 月 The 9th Research Symposium on Multi-Hazards 
around the Pacific Rim（台湾大学）での発表（村尾） 

・渡航 米国地質調査所（米国） Ross Stein 博士 10 月 所内特定プロジェクト研究 C(研究代表者；

遠田晋次)の一環で海外の長期地殻変動に関する情報収集（丹羽） 

・渡航 Yonsei University（韓国） Tong-Seok Han 准教授 11 月 13～15 日 セミナーでの講演（Seminar 

on Computational Mechanics: Computational electro-chemo-mechanics for solids deteriorating at multiple scales 

and other recent topics）（寺田） 

・渡航 University of Badjadjaran（インドネシア） Bandung 11 月 18 日 講演（泉） 

・渡航 University College London（英国） David Alexander, Cassidy Johnson 他 11 月 20～23 日 講演

（井内） 

・University School London（英国） 部局間 11 月 20～23 日 共同シンポジウム出席・発表（井内） 

・渡航 ロンドン大学（英国） Peter Sammonds 教授、Ilan Kelman 教授他 11 月 21～25 日 セミナーに

おける災害メンタルヘルス支援の講演・情報意見の交換（富田） 

・渡航 GNS Science（ニュージーランド）・Murrays Bay Intermediate School・University of Canterbury・South 

New Brighton Primary School 11 月 25～27 日 情報収集（佐藤（健）） 

・渡航 シアクアラ大学（インドネシア） Mirza Irwansyah 工学部長・Silvia 准教授 11 月 25〜27 日ヒ

ヤリング（平野） 

・国際交流基金事業のアジアモスリム知識人招聘プログラムにおける講義「津波と漁民の信仰」 11 月

29 日（川島） 

・渡航 ガジャマダ大学（インドネシア） Ikaputra 教授 11 月 30 日〜12 月 1 日 ヒヤリング（平野） 

・Harvard Kennedy School（アメリカ） Arnold Howitt 教授 11 月 東日本大震災後の復興に関する協働

研究打合せ（村尾） 

・受入 大連大学（中華人民共和国） 宋協毅 副学長 12 月 3 日 学術交流（源栄・王） 

・渡航 Ulsan national institute of science and technology（韓国） Dong Keun Yoon 他 10 名 1 月 16～19 日 

講演（井内） 

・渡航 合同調査 フィリピン大学マニラ校（フィリピン） Prof. Cristopher Stonewall P Espina 1 月 16

～22 日 共同研究打ち合わせ 合同調査等（呉） 

・受入 North-Eastern Hill University（インド） Hianbok J. Syiemlieh 教授 1 月 18〜20 日 東日本大震

災の被災地巡検と Workshop on disasters and people’s livelihoods in South Asia における研究交流（池田） 

・渡航 フィリピン大学マニラ校（フィリピン）他 Armando Crisostomo 教授他 1 月 19～23 日 台風

ハイエン後のメンタルヘルス支援調査研究打ち合わせ（富田） 

・台風ハイエン現地調査 1 月（マス） 
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・JICA 研修 集団研修「総合防災行政」及び「防災意識の啓発」(16 名)  1 月 講演と被災地視察 

・ハワイ大学（米国）との総合災害科学に関する交流 派遣（3 名） 1 月（今村） 

・受入 カンタベリー大学（ニュージーランド） 人文科学創造芸術学科長・CEISMIC カンタベリー地

震デジタルアーカイブ事務局長 教授・ポール・ミラー 2014 年 1 月 講演（柴山） 

・渡航 エラスムス大学エラスムスメディカルセンター（オランダ） Albert Hofman, MD, PhD 疫学部長 

2 月 14～15 日 会議（栗山） 

・渡航・Bangladesh/Dhaka Community Hospital College/23 February 2013/ 講演（泉） 

・受入 世界銀行（ワシントン DC 本部） Sustainable Development Network の副総裁代理他、防災を中

心に行っている部局（GFDRR）の幹部約 14 名 2 月（井内） 

・渡航 国立地震火山研究所(PHIVOLCS)（フィリピン） 3 月 5 日 会議（井内） 

・渡航 フィリピンビサヤ地方サマール島 台風ヨランダの避難・警報・啓発活動調査 3 月 7～13 日

（久利） 

・渡航 カンデリ大学（トルコ共和国） Dogan Kalafat・教授 3 月 16～23 日 海域調査（木戸） 

・渡航 San Lazaro Hospital（フィリピン） Dr. Elizabeth Freda O. Telan 3 月 18 日 会議（佐々木） 

・渡航 World Health Organization Jonathan Abrahams（フィリピン）3 月 19 日 会議 （佐々木） 

・受入 中国・韓国・台湾 東南大学・李先寧・教授（他 8 名）、峰南大学・李淳和・教授（他 5 名）、漢

陽大学・Kyung Hoon Shin・教授（他 5 名）、淡江大学・康世芳・教授（他 3 名）、台北科学技術大学・

林鎮洋・教授、清華大学・黄霞・教授（他 7 名） 3 月 19～22 日 国際交流シンポジウム（G-Safety プ

ログラムとの共催）（坂巻） 

・渡航 Angeles University（フィリピン） Dra. Razel Lubo-Kawano 3 月 20 日 会議（佐々木） 

・渡航 ハーバード大学（米国） Northwest University・Byung Woo Kim (Senior Researcher) and Rosa Lee 

(Senior clinical research coordinator / Data analyst)  3 月 24～28 日 学会出席 Risk, Perception, and 

Response Conference』に参加・情報収集・意見交換（ケリーン） 

・Pratt Institute（アメリカ） Jonathan Martin，Associate Professor 3 月 ニューヨークおよびニュージャ

ージーにおける都市開発問題に関する打合せ（村尾） 

・受入 同済大学（中華人民共和） 張博士の科学研究費研究員としての雇用 3 月（五十子） 

・渡航 JICA（エクアドル） 3 月 学術指導（越村） 

 

＜長期的取り組み＞ 

・サンラザロ病院（フィリピン） 2003 年～ 熱帯感染症に関する共同研究・学術交流協定（服部・浩） 

・ロシア科学アカデミーシベリア支部人文学・北方民族問題研究所（ロシア）  部局間  2007 年 11 月

～2014 年 3 月 ロシアサハ共和国永久凍土地帯調査 （奥村） 

・JST-JICA-SATREPS, JAPAN-PERU ペルーの地震・津波減災技術向上に関する研究   PI: Fumio 

Yamazaki (千葉大学) 2009 年 10 月〜2014 年 12 月（マス） 

・クワズール・ナタール大学（南アフリカ） 2009 年～ 学術交流協定（服部） 

・カセサート大学（タイ王国） 部局間（JST-JICA SATREPS） 2010 年 12 月～継続中（有働） 

・パジャジャラン大学（インドネシア） 2012 年～ 学術協定（服部） 

・パジャジャラン大学（インドネシア） 2012 年～ 共同研究・学術協定（浩） 
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・ハワイ大学（米国・ハワイ州） 2012 年～ 共同研究（ホルロ） 

・JST-JICA-SATREPS, JAPAN-CHILE 津波被害予測手法および被害軽減対策の提案 PI: Takashi Tomita 

(PARI) 2012 年 4 月～2016 年 3 月 （マス） 

・テキサス A&M 大学（米国） 大学間 Robin Murphy 教授 共同研究 2013 年 2 月～継続中（江川） 

・ロンドン大学（英国） リスク・減災研究所 Peter Sammonds 研究所長、Tiziana Rossetto センター長

等 2012 年～継続中（サッパシー） 

・ロンドン大学（英国） リスク・減災研究所 Ingrid Charvet 博士 2013 年 6～2014 年 3 月 （サッパ

シー） 

・受入 ハーバード大学エドウィン・O・ライシャワー研究所（米国） Andrew Gordon 教授、Executive 

Director・THEODORE J. GILMAN、Molly Des Jardin 研究員、Nick Kapur、Corinne Curcie 共同研究（柴

山） 

・モンゴル科学アカデミー惑星地球物理研究所（モンゴル） 技術協力・技術移転（源栄） 

・University of British Columbia（カナダ） John S. Richardson 教授、Florida International University（米国） 

John S. Kominoski 助教 共同研究（坂巻） 

・受入 国際協力機構（ミャンマー） 研修員 （井内） 

・Office of the Presidential Assistant for Rehabilitation and Recovery（フィリピン） 共同研究 （井内） 

・ビルケント大学（トルコ） Temzier 准教授 共同研究（加藤） 

・タイ気象局（タイ王国） 共同研究（サッパシー） 

・Regional Integrated Multi-Hazard Early Warning System for Africa and Asia 共同研究（サッパシー） 

・受入 クイーンズランド大学（オーストラリア） 被災地調査（小林） 

・UCL（英国） 東北大学デイ（今村） 
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８ 関係・協力団体一覧 

 



関係・協力団体一覧 
 

 本研究所全体として連携・協力していただいている団体は以下のとおりである。教員各自

の活動のなかでの連携組織・団体については教員の自己評価報告書の項を参照のこと。 

 

地方自治体（協定締結日順）  

多賀城市、亘理町、岩沼市、気仙沼市、仙台市、東松島市、山元町、仙台市 

  岩手県陸前高田市 

 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 

国立国会図書館 

 

民間企業（主として災害アーカイブ研究分野との連携） 

  国際航業株式会社 

  株式会社サーベイリサーチセンター 

  凸版印刷株式会社 

  株式会社 NHK メディアテクノロジー 

  株式会社河北新報社 

  信濃毎日新聞社 
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